
 

34 

 

第 3.1.2-2 図 エネルギ一定則によるせん断ひずみの評価方法 
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地盤（接地圧）の検討方法 

地盤（接地圧）の評価フローを第 3.1.3-1 図に示す。 

地盤（接地圧）については，Ｓｓ地震時に対する評価として，水平地震力及び

鉛直地震力の組合せにより算出していることから，基礎スラブ下端の最大応答曲

げモーメントの応答比率を割増係数として設定し，割増係数が1.000を超える場

合には，「Ⅲ－２－１－１－１－１－２ 燃料加工建屋の耐震計算書」に示す地

盤物性のばらつきを考慮した最大接地圧の検定比に乗じて検定比が1.000を超え

ないことを確認する。 

また，割増係数を乗じた検定比が1.000を超える場合には，詳細評価として，

割増係数を考慮した地震荷重を用いた応力解析による評価を実施する。 

 

 
第 3.1.3-1 図 地盤（接地圧）の評価フロー 

  

（2）

評価終了

応答比率≦1.000
応答比率＞1.000

割増係数を乗じた
検定比≦1.000

割増係数を乗じた
検定比＞1.000

（3）

（4）

応答比率から設定した割増係数を
評価部位の検定比に乗じた評価

隣接建屋の影響による
応答比率の算定

詳細評価

別途確認

検定比＞1.000

検定比≦1.000

評価開始

地盤3次元FEMモデルを用いた
地震応答解析（隣接建屋有・無）

の実施

（5）

（1）
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基礎スラブの検討方法 

基礎スラブの評価フローは，第 3.1.3-1 図に示す地盤（接地圧）の評価フローと

同様とする。 

基礎スラブに対する評価には，上部構造から伝わる基礎スラブへの地震時反力

を地震荷重として考慮することから，基礎スラブ直上の部材における応答比率を

割増係数として設定し，割増係数が 1.000 を超える場合には，「Ⅲ－２－１－１－

１－１－２ 燃料加工建屋の耐震計算書」に示す地盤物性のばらつきを考慮した

評価結果の検定比に乗じて検定比が 1.000 を超えないことを確認する。この際，割

増係数にはせん断力及び曲げモーメントのうち大きい方の応答比率を用いる。 

 

Ｓクラスの壁の検討方法 

Ｓクラスの壁の評価フローは，第 3.1.3-1 図に示す地盤（接地圧）の評価フロー

と同様とする。 

Ｓクラスの壁のうち，重要区域の壁については，弾性設計用地震動Ｓｄによる地

震力又は静的地震力のいずれか大きい方の地震力に対する評価（以下，「Ｓｄ地震

時に対する評価」という。）として，水平地震力及び鉛直地震力の組合せ応力を考

慮することから，重要区域の壁の位置する要素におけるせん断力及び曲げモーメ

ントの応答比率の最大値を割増係数として設定し，割増係数が 1.000 を超える場

合には，「Ⅲ－２－１－１－１－１－２ 燃料加工建屋の耐震計算書」に示す地盤

物性のばらつきを考慮した評価結果の検定比に乗じて検定比が 1. 000 を超えない

ことを確認する。 
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3.2 検討結果 

水平方向の地震力の影響を受ける評価対象部位について，以下のとおり隣接建屋の

影響評価を示す。 

 

（1）耐震壁 

耐震壁は，最大せん断ひずみが許容限界（2.0×10-3）を超えないことを確認す

ることから，各層耐震壁の最大応答せん断力＊の応答比率の最大値から割増係数

を設定し，エネルギ一定則により非線形化を考慮したせん断ひずみを評価する。

第 3.2-1 表に応答比率及び割増係数を示す。 

第 3.2-1 表より，割増係数が 1.000 を超えることから，割増係数を乗じた評価

結果を第 3.2-2 表に示す。第 3.2-2 表より，耐震計算書に示す評価結果に割増係

数を乗じた場合においても，検定比は最大で 0.529 であり，検定比が 1.000 を超

えないことを確認した。 

 

注記 ＊：線形解析のため，せん断ひずみの応答比率とせん断力の応答比率は同

値となるため，ここでは，せん断力の応答比率から割増係数を設定す

る。 

 

（2）地盤（接地圧） 

地盤（接地圧）については，水平方向の地震荷重として曲げモーメントを考慮す

ることから，基礎下端における最大応答曲げモーメントの応答比率の最大値を割

増係数として設定する。第 3.2-3 表に応答比率及び割増係数を示す。 

第 3.2-3 表より，EW 方向は割増係数は 1.000 であることから，地盤（接地圧）

の評価に及ぼす影響がないことを確認した。NS 方向は割増係数が 1.000 を超える

ことから，割増係数を乗じた評価結果を第 3.2-4 表に示す。第 3.2-4 表より，NS

方向について耐震計算書に示す評価結果の検定比に割増係数を乗じた場合におい

ても，検定比は最大で 0.163 であり，検定比が 1.000 を超えないことを確認した。 

 

（3）基礎スラブ 

基礎スラブは，水平方向の地震荷重として上部構造から基礎への曲げモーメン

ト及びせん断力を考慮することから，基礎スラブ直上の部材における最大応答せ

ん断力及び最大応答曲げモーメントの応答比率の最大値を割増係数として設定す

る。第 3.2-5 表に応答比率及び割増係数を示す。 

第 3.2-5 表より，割増係数は 1.000 を超えることから，割増係数を乗じた評価結

果を第 3.2-6 表に示す。第 3.2-6 表より，耐震計算書に示す評価結果の検定比に割

増係数を乗じた場合においても，検定比は最大で 0.884 であり，検定比が 1.000 を
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超えないことを確認した。 

 

（4）Ｓクラスの壁（重要区域の壁） 

重要区域の壁は，水平方向の地震荷重として曲げモーメント及びせん断力を考

慮することから，重要区域の壁が位置する T.M.S.L.35.00m～50.30m（要素番号 5～

要素番号 6）の最大応答せん断力及び最大応答曲げモーメントの応答比率の最大値

を割増係数として設定する。第 3.2-7 表に応答比率及び割増係数を示す。 

第 3.2-7 表より，NS 方向及び EW 方向は割増係数が 1.000 を超えることから，割

増係数を乗じた評価結果を第 3.2-8 表に示す。第 3.2-8 表より，NS 方向及び EW 方

向について耐震計算書に示す評価結果の検定比に割増係数を乗じた場合において

も，検定比は NS 方向において最大で 0.870 であり，EW 方向において最大で 0.828

であり，検定比が 1.000 を超えないことを確認した。 
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第3.2-1表 最大応答せん断力の応答比率及び割増係数（耐震壁）（1/2） 

方向 
T.M.S.L. 

(m) 

要素

番号 

最大応答せん断力 

（×104kN）＊1 応答比率＊2 

（②／①） 

割増係数

＊3 

割増係数を

乗じた評価

の要否 
①単独 

モデル 

②隣接 

モデル 

NS 

77.50 
1 10.11 10.13 1.002 1.002 - 

70.20 

70.20 
2 23.18 24.09 1.040 1.040 - 

62.80 

62.80 
3 38.58 39.94 1.036 1.036 - 

56.80 

56.80 
4 54.69 56.59 1.035 1.035 - 

50.30 

50.30 
5 70.26 72.67 1.035 1.035 - 

43.20 

43.20 
6 101.66 97.78 0.962 1.000 - 

35.00 

EW 

77.50 
1 8.88 8.73 0.984 1.000 - 

70.20 

70.20 
2 22.88 22.46 0.982 1.000 - 

62.80 

62.80 
3 38.27 38.18 0.998 1.000 - 

56.80 

56.80 
4 53.18 53.12 0.999 1.000 - 

50.30 

50.30 
5 68.15 68.70 1.009 1.009 - 

43.20 

43.20 
6 99.88 96.01 0.962 1.000 - 

35.00 

割増係数（最大値）＊4 1.040 要 

注記 ＊1：網掛けは最大値を示す 

＊2：小数第4位を保守的に切上げ 

＊3：応答比率が1.000を超えない場合は1.000とする 

＊4：NS方向及びEW方向の包絡値を割増係数として設定する 
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第3.2-1表 最大応答せん断力の応答比率及び割増係数（耐震壁）（2/2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.2-2 表 耐震壁の評価結果（基準地震動Ｓｓ）＊1 

方向＊2 要素番号 

最大応答 

せん断 

ひずみ度 

（×10-3） 

許容限界 

（×10-3）＊3 

① 

検定比 

＊4＊5 

② 

割増係数 

①×② 

検定比 

＊5 

判定 

NS 6 0.993 2.000 0.497 1.040 0.529＊6 OK 

注記 ＊1：地盤物性のばらつきを考慮した結果 

＊2：NS 方向及び EW 方向で検定比が最大の部位を示す 

＊3：許容値は許容ひずみ度を示す 

＊4：①検定比＝（最大応答せん断ひずみ度）/（許容限界） 

＊5：有効数字 3桁表記（4桁目を保守的に切り上げ） 

＊6：エネルギ一定則を考慮した値のため，単純に①×②の値とはならない 

  

１

2

3

4

5

6

7

8

9

1

T.M.S.L. 77.50

T.M.S.L. 70.20

T.M.S.L. 62.80

T.M.S.L. 56.80

T.M.S.L. 50.30

T.M.S.L. 43.20

T.M.S.L. 35.00

T.M.S.L. 34.23

T.M.S.L. 31.53

2

3

4

5

6

7

8

（単位：ｍ）

注記 1：○数字は質点番号を示す 

 2：□数字は要素番号を示す 

3：破線囲みは該当する要素番号を示す 
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第3.2-3表 基礎下端における最大応答曲げモーメント 

の応答比率及び割増係数（地盤（接地圧）） 

方向 
T.M.S.L. 

(m) 

要素

番号 

最大応答曲げモーメント 

（×105kN）＊1 応答比率＊2 

（②／①） 

割増係数 

＊3 

割増係数を 

乗じた評価

の要否 
①単独 

モデル 

②隣接 

モデル 

NS 
34.23 

8 299.61 306.16 1.022 1.022 要 
31.53 

EW 
34.23 

8 300.57 295.09 0.982 1.000 不要 
31.53 

注記 ＊1：網掛けは最大値を示す 

＊2：小数第4位を保守的に切上げ 

＊3：応答比率が1.000を超えない場合は1.000とする 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.2-4 表 接地圧の評価結果（基準地震動Ｓｓ）＊1 

方向 
最大接地圧 

(kN/m2) 

極限支持力度 

(kN/m2) 

① 

検定比＊2＊3 

② 

割増係数 

①×② 

検定比＊3 
判定 

NS 1349 8500 0.159 1.022 0.163 OK 

注記 ＊1：地盤物性のばらつきを考慮した結果 

＊2：①検定比＝（最大接地圧）/（極限支持力度） 

＊3：有効数字 3桁表記（4桁目を保守的に切り上げ）  

１

2

3

4

5

6

7

8

9

1

T.M.S.L. 77.50

T.M.S.L. 70.20

T.M.S.L. 62.80

T.M.S.L. 56.80

T.M.S.L. 50.30

T.M.S.L. 43.20

T.M.S.L. 35.00

T.M.S.L. 34.23

T.M.S.L. 31.53

2

3

4

5

6

7

8

（単位：ｍ）

注記 1：○数字は質点番号を示す 

 2：□数字は要素番号を示す 

3：破線囲みは該当する要素番号を示す 
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第3.2-5表 基礎スラブ直上の最大応答せん断力及び最大応答曲げモーメント 

の応答比率及び割増係数（基礎スラブ） 

方向 
T.M.S.L. 

(m) 

要素 

番号 
応力 

①単独 

モデル 

②隣接 

モデル 

応答 

比率＊2 

(②/①） 

割増 

係数＊3 

割増係数

を乗じた

評価の 

要否 

NS 

35.00 
7 

最大応答 

せん断力 

(×104kN） 

109.49 104.77 0.957 1.000 - 
34.23 

35.00 
7 

最大応答曲げ 

モーメント 

(×105kN・m） 

271.06 277.88 1.026 1.026 - 
34.23 

EW 

35.00 
7 

最大応答 

せん断力 

(×104kN） 

109.60 105.09 0.959 1.000 - 
34.23 

35.00 
7 

最大応答曲げ 

モーメント 

(×105kN・m） 

271.20 266.96 0.985 1.000 - 
34.23 

割増係数（最大値）＊4 1.026 要 

注記 ＊1：網掛けは最大値を示す 

＊2：小数第4位を保守的に切上げ 

＊3：応答比率が1.000を超えない場合は1.000とする 

＊4：NS方向及びEW方向の包絡値を割増係数として設定する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

１

2

3

4

5

6

7

8

9

1

T.M.S.L. 77.50

T.M.S.L. 70.20

T.M.S.L. 62.80

T.M.S.L. 56.80

T.M.S.L. 50.30

T.M.S.L. 43.20

T.M.S.L. 35.00

T.M.S.L. 34.23

T.M.S.L. 31.53

2

3

4

5

6

7

8

（単位：ｍ）

注記 1：○数字は質点番号を示す 

 2：□数字は要素番号を示す 

3：破線囲みは該当する要素番号を示す 

1291



 

43 

第 3.2-6 表 基礎スラブの評価結果（基準地震動Ｓｓ） 

(1) 軸力及び曲げモーメントに対する評価＊1 

方向 
要素 

番号 

荷重組合せ 

ケース 

（水平加力方向） 

発生曲げ 

モーメント 

(kN･m/m) 

許容値 

(kN･m/m) 

＊2 

① 

検定比 

＊3＊4 

② 

割増係数 

①×② 

検定比 

＊4 

判定 

NS 1316 4（NS） 17002 22615 0.752 1.026 0.772 OK 

EW 2003 3（NS） 17218 28167 0.612 1.026 0.628 OK 

注記 ＊1：地盤物性のばらつきを考慮した結果 

＊2：許容値は曲げ終局強度を示す 

＊3：①検定比＝（発生曲げモーメント）/（許容値） 

＊4：有効数字 3桁表記（4桁目を保守的に切り上げ） 

 

(2) 面外せん断力に対する評価＊1 

方向 
要素 

番号 

荷重組合せ 

ケース 

（水平加力方向） 

発生面外 

せん断力 

(kN/m) 

許容値 

(kN/m) 

＊2 

① 

検定比 

＊3＊4 

② 

割増係数 

①×② 

検定比 

＊4 

判定 

NS 3315 7（EW） 4101 4764 0.861 1.026 0.884 OK 

EW 2003 3（NS） 6009 7221 0.833 1.026 0.855 OK 

注記 ＊1：地盤物性のばらつきを考慮した結果 

＊2：許容値は面外せん断終局強度を示す 

＊3：①検定比＝（発生面外せん断力）/（許容値） 

＊4：有効数字 3桁表記（4桁目を保守的に切り上げ） 
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第3.2-7表 最大応答せん断力及び最大応答曲げモーメント 

の応答比率及び割増係数（Ｓクラスの壁）（1/2） 

方向 
T.M.S.L. 

(m) 

要素

番号 
応力 

①単独 

モデル 

②隣接 

モデル 

応答 

比率＊2 

(②/①） 

割増 

係数＊3 

割増係数

を乗じた

評価の 

要否 

NS 

50.30 
5 

最大応答 

せん断力 

(×104kN・m） 

70.26 72.67 1.035 1.035 - 
43.20 

43.20 
6 101.66 97.78 0.962 1.000 - 

35.00 

50.30 
5 

最大応答曲げ

モーメント 

(×105kN・m） 

174.73 181.12 1.037 1.037 - 
43.20 

43.20 
6 259.12 265.88 1.027 1.026 - 

35.00 

割増係数（最大値） 1.037 要 

EW 

50.30 
5 

最大応答 

せん断力 

(×104kN・m） 

68.15 68.70 1.009 1.009 - 
43.20 

43.20 
6 99.88 96.01 0.962 1.000 - 

35.00 

50.30 
5 

最大応答曲げ

モーメント 

(×105kN・m） 

174.10 173.52 0.997 1.000 - 
43.20 

43.20 
6 258.10 254.22 0.985 1.000 - 

35.00 

割増係数（最大値） 1.009 要 

注記 ＊1：網掛けは最大値を示す 

＊2：小数第4位を保守的に切上げ 

＊3：応答比率が1.000を超えない場合は1.000とする 
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第3.2-7表 最大応答せん断力及び最大応答曲げモーメント 

の応答比率及び割増係数（Ｓクラスの壁）（2/2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

１

2

3

4

5

6

7

8

9

1

T.M.S.L. 77.50

T.M.S.L. 70.20

T.M.S.L. 62.80

T.M.S.L. 56.80

T.M.S.L. 50.30

T.M.S.L. 43.20

T.M.S.L. 35.00

T.M.S.L. 34.23

T.M.S.L. 31.53

2

3

4

5

6

7

8

（単位：ｍ）
注記 1：○数字は質点番号を示す 

 2：□数字は要素番号を示す 

3：破線囲みは該当する要素番号を示す 
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第 3.2-8 表 Ｓクラスの壁（重要区域の壁）の評価結果（弾性設計用地震動Ｓｄ）＊1 

方向 

部位＊2 
評価 

鉄筋 

応力度 許容値 ① 

検定比 

＊3＊4 

② 

割増 

係数 

①×② 

検定比＊4 
判定 標高 

T.M.S.L.(m) 

sσt 

(N/mm2) 

sσs 

(N/mm2) 

ft 

(N/mm2) 

sft 

(N/mm2) 

NS 
43.20～

35.00 

水平 - 235.2 
345 345 

0.682 1.037 0.708 OK 

鉛直 112.6 176.4 0.838 1.037 0.870 OK 

EW 
43.20～

35.00 

水平 - 188.7 
345 345 

0.547 1.009 0.552 OK 

鉛直 94.2 188.7 0.820 1.009 0.828 OK 

注記 ＊1：地盤物性のばらつきを考慮した結果 

＊2：許容限界に対する応力度の割合が最も大きい部位について示す 

＊3：①検定比＝sσt/ft＋sσs/sft 

＊4：有効数字 3桁表記（4桁目を保守的に切り上げ） 

＊5：表中の記号は以下とする 

sσt ：軸力及び曲げモーメントにより生じる鉄筋引張応力度 
sσs ：せん断力により生じる鉄筋引張応力度 
ft ：鉄筋の短期許容引張応力度 
sft ：鉄筋のせん断補強用短期許容引張応力度 
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基準地震動Ｓｓを 1.2 倍した地震力

による重大事故等対処施設に関する

耐震計算の基本方針 

本添付書類は，発電炉に対応する添付書類がないことから，発電炉との

比較を行わない。 
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1. 概要 

本資料は，「Ｖ－１－１－４ 安全機能を有する施設及び重大事故等対処設備が使用さ

れる条件の下における健全性に関する説明書」において，基準地震動Ｓｓを上回る地震を

要因とする重大事故等が発生した場合であっても，重大事故等に対処することができる

よう設計されていることを示していることを受け，その具体的な対応として，「Ｖ－１－

１－４－４ 地震を要因とする重大事故等に対する施設の耐震設計」に示す重大事故等

対処設備について，基準地震動の1.2倍の地震動に対する耐震計算の詳細を説明するもの

である。 

なお，本資料における「4. 基準地震動Ｓｓを1.2倍した地震力に対する耐震計算の基

本方針」で示す設備ごとの設計方針については，当該設備を申請する申請書において示す。 

 

2. 基準地震動Ｓｓを 1.2倍した地震力の算定方法 

2.1 基準地震動Ｓｓを 1.2 倍した地震力 

基準地震動Ｓｓを 1.2 倍した地震力については，「Ｖ－１－１－４－４ 地震を要因

とする重大事故等に対する施設の耐震設計」の「4. 基準地震動Ｓｓを 1.2倍した地震

力の設定」に示す地震力を用いる。 

 

2.2 基準地震動Ｓｓを 1.2 倍した地震力の地震応答解析 

基準地震動Ｓｓを 1.2 倍した地震力による地震応答解析は，「Ｖ－１－１－４－４ 

地震を要因とする重大事故等に対する施設の耐震設計」の「4. 基準地震動Ｓｓを 1.2

倍した地震力の設定」に基づき，実施する。 

 

2.3 基準地震動Ｓｓを 1.2 倍した地震力の床応答曲線の作成 

基準地震動Ｓｓを 1.2 倍した地震力の床応答曲線は，「Ｖ－１－１－４－４ 地震を

要因とする重大事故等に対する施設の耐震設計」の「4. 基準地震動Ｓｓを 1.2倍した

地震力の設定」に基づき，作成する。 
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3. 基準地震動Ｓｓを 1.2倍した地震力に対する評価方針 

3.1 燃料加工建屋に求められる要件 

「Ｖ－１－１－４－４ 地震を起因とする重大事故等に対する施設の耐震設計」の

「5.1 基準地震動Ｓｓを 1.2倍した地震力を考慮する設備に要求される機能」の「(2)  
基準地震動Ｓｓを 1.2倍した地震力を考慮する設備が設置される重大事故等対処施設」

の「a. 燃料加工建屋」において整理した，重大事故等対処の成立性確認に当たって燃

料加工建屋に求められる要求事項は，以下の①及び②に示すとおりである。 

要件①：建屋が一定程度変形したとしても，支持部のコンクリートが完全に失われて

重大事故等対処に係る設備が脱落しないようにする。 

要件②：建屋が一定程度変形したとしても，床の崩落や壁の倒壊，大規模なコンクリ

ートの剥離に至らず，安全なアクセスルート及び操作場所が確保できるよう

にする。 

 

3.2 各要件に対する評価方針の整理 

「Ｖ－１－１－４－４ 地震を要因とする重大事故等に対する施設の耐震設計」の

「5. 地震を要因とした重大事故等対処に必要な重大事故等対処設備及びそれを設置

等する重大事故等対処施設に対する要求機能」に示したとおり，建物・構築物について

は，MOX燃料加工施設における重大事故等への対処方法及び重大事故等により外部への

放出に至るおそれのある MOX粉末の特徴を踏まえ，建屋が一定程度変形したとしても，

必要な支持力が維持されて各設備が脱落しない設計とすること，及び，建屋が一定程度

変形したとしても，床の崩落や壁の倒壊，大規模なコンクリートの剥離に至らない状態

に留まり，安全なアクセスルート及び操作場所が確保できる設計とすることにより，重

大事故等対処の実施に対して妨げにならないことを確認する。 

上記を踏まえ，「3.1 燃料加工建屋に求められる要件」に示す要件①に対しては，構

造強度として建屋の変形に対して重大事故等対処に係る設備が脱落しないよう，基準

地震動Ｓｓを 1.2 倍した地震力に対して，重大事故等対処に係る設備を支持する部位

が，原則として安全機能を有する施設の基準地震動Ｓｓに対する評価における支持機

能に係る許容限界を超えないことを確認する。 

また，「3.1 燃料加工建屋に求められる要件」に示す要件②に対しては，構造強度と

してアクセスルート及び操作場所を構成する床の崩落や壁の倒壊，大規模なコンクリ

ートの剥離に至らないよう，基準地震動Ｓｓを 1.2 倍した地震力に対して建屋全体が

崩壊系に至らないことの確認及び支持地盤が建屋を十分に支持できることを確認する。 

一方，機器・配管系についての評価方針については，当該設備に対する要件を踏まえ

て確認事項を整理する。このため，設備に対する要件とその確認事項については，当該

設備を申請する申請書において示す。 
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4. 基準地震動Ｓｓを 1.2倍した地震力に対する耐震計算の基本方針 

基準地震動Ｓｓを 1.2 倍した地震力による重大事故等対処の成立性確認を行うにあた

り，既設工認で実績があり，かつ，最新の知見に照らしても妥当な手法及び条件を用いる

ことを基本とする。また，最新の知見を適用する場合は，その妥当性と適用可能性を確認

した上で適用する。 

評価対象施設のうち，形状，構造特性に応じたモデルに置換して定式化された計算式等

を用いる設備の計算方針については，次回以降で申請する「Ⅲ－６－２ 基準地震動Ｓｓ

を1.2倍した地震力に対する耐震計算結果」の「Ⅲ－６－２－２ 機器・配管系」に示す。 

評価に用いる環境温度については，次回以降で申請する「Ｖ－１－１－４－３ 可搬型

重大事故等対処設備の保管場所及びアクセスルート」に従う。 

 
4.1 建物・構築物 

建物・構築物の設計は，「3.2 各要件に対する評価方針の整理」を踏まえ，「2.1 基

準地震動Ｓｓを 1.2倍した地震力」で示す地震力に対し，「基準地震動Ｓｓを 1.2倍し

た地震力の地震応答解析」に基づき算定した建物の地震応答解析結果を用い，第 4.1-1

図に示す評価フローに基づき，各部位の耐震計算を実施する。地震応答解析は，時刻歴

応答解析法により JEAG4601 に基づき実施することを基本とする。 

耐震計算に当たっては，各層のせん断ひずみ度が終局耐力時のひずみ（4.0×10-3）以

下に留まることを確認するとともに，支持地盤が建物を十分に支持できることを確認

する。 

また，構成する部位（耐震壁，基礎スラブ，重大事故等対処に係る設備又はアクセス

ルート及び操作場所を構成する床スラブ・壁）について，各部位が基準地震動Ｓｓを 1.2

倍した地震力に対して「3.1 燃料加工建屋に求められる要件」に示す要件を満たすこ

とを確認する。 

ここで，基準地震動Ｓｓを 1.2 倍した地震力に対して建物全体のせん断ひずみ度が

2.0×10-3 以内に留まっていることを確認した場合は，第 4.1-1 図に示すとおり，各部

位について「3.1 燃料加工建屋に求められる要件」に示す要件を満たす。この際，耐

震壁以外の壁及び床スラブについては，この考え方の成立性をより確実なものとする

観点から，基準地震動Ｓｓを 1.2 倍した地震力により発生する応力に基づく確認もあ

わせて実施する。 

また，基準地震動Ｓｓを 1.2 倍した地震力に対して一部の層においてせん断ひずみ

度が 2.0×10-3を上回る場合は，ＦＥＭモデル等を用いた詳細評価により算定した基準

地震動Ｓｓを 1.2 倍した地震力により発生する各部位の応力またはひずみに対して

「3.1 燃料加工建屋に求められる要件」を満足することを確認する。 

 

 

1300



 

 

4
 

 

第 4.1-1図 建物・構築物の評価フロー 
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 4.2 機器・配管系 

機器・配管系の設計は，「2.1 基準地震動Ｓｓを 1.2倍した地震力」で示す地震動に

よる適切な応力解析に基づいた地震応力と，組み合わすべき他の荷重による応力との

組合せ応力が「3.2 各要件に対する評価方針の整理」で示す許容限界内にあることを

確認すること(解析による設計)により行う。 

評価手法は，以下に示す解析法により JEAG4601 に基づき実施することを基本とし，

その他の手法を適用する場合は適用性を確認の上適用することとする。なお，材料物性

の不確かさを適切に考慮する。 

・スペクトルモーダル解析法 

・時刻歴応答解析法 

・定式化された評価式を用いた解析法 

・FEM等を用いた応力解析法 

これらを踏まえた具体的な評価手法は，「Ⅲ－６－２ 基準地震動Ｓｓを 1.2倍した

地震力に対する耐震計算結果」において，当該設備を申請する申請書において示す。 

なお，水平 2方向及び鉛直方向地震力の組合せ等に関する影響評価については，「Ⅲ

－６－２ 基準地震動Ｓｓを 1.2 倍した地震力に対する耐震計算結果」に示すことと

し，その示し方として，「Ⅲ－２ 加工施設の耐震性に関する計算書」の結果を用い，

代表設備に対する結果を示す場合には，その代表性，網羅性を示した上で代表設備に対

する結果を示す。 
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Ⅲ－６－１ 別紙１－１ 

燃料加工建屋の基準地震動Ｓｓを

1.2 倍した地震力の床応答曲線 
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1. 概要 

本資料は，燃料加工建屋の機器・配管系のうち，地震を要因とする重大事故等に

対処する重大事故等対処設備の耐震設計に用いる床応答曲線について示したもので

ある。 

 
2. 床応答曲線の作成 

床応答曲線は，「Ⅲ－１－１－６ 設計用床応答曲線の作成方針」に示す内容を踏

襲して作成する。  

また，入力地震動と床応答曲線における地震波名の一覧を第2-1表に示す。 

なお，燃料加工建屋の地震応答解析モデルは，「Ⅲ－１－１－６ 別紙１－１ 燃

料加工建屋の設計用床応答曲線」の第3.1-1図(1)及び第3.1-1図(2)に示すとおりで

ある。 

第 2-1 表 入力地震動と床応答曲線における地震波名一覧 

入力地震動 地震動名 
床応答曲線における 

地震波名 

基準地震動Ｓｓを 

1.2 倍した地震動 

1.2×Ｓｓ-Ａ 1.2Ｓｓ０１ 

1.2×Ｓｓ-Ｂ１ 1.2Ｓｓ０２ 

1.2×Ｓｓ-Ｂ２ 1.2Ｓｓ０３ 

1.2×Ｓｓ-Ｂ３ 1.2Ｓｓ０４ 

1.2×Ｓｓ-Ｂ４ 1.2Ｓｓ０５ 

1.2×Ｓｓ-Ｂ５ 1.2Ｓｓ０６ 

1.2×Ｓｓ-Ｃ１ 1.2Ｓｓ０７ 

1.2×Ｓｓ-Ｃ２＊ 
1.2Ｓｓ０８， 

1.2Ｓｓ１１ 

1.2×Ｓｓ-Ｃ３＊ 
1.2Ｓｓ０９， 

1.2Ｓｓ１２ 

1.2×Ｓｓ-Ｃ４＊ 
1.2Ｓｓ１０， 

1.2Ｓｓ１３ 

注記＊：入力方向が特定されていない地震動であるため，NS・EW

を入れ替えた設計用床応答曲線についても作成する。 

 

 

3. 基準地震動Ｓｓを 1.2 倍した地震力の床応答曲線 

基準地震動Ｓｓを1.2倍した地震力の床応答曲線の図番を第3-1表に示す。  

また，基準地震動Ｓｓを1.2倍した地震力に基づく最大床応答加速度の1.2倍の加速

度を第3-2表に示す。 
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 第3-1表 基準地震動Ｓｓを1.2倍した地震力の床応答曲線の図番(その1) 

（床応答曲線の図はサンプルとして第3-1図，第3-9図，第3-17図のみを記載する。） 

建物・ 
質点番号 

T.M.S.L. 減衰定数 図番 

構築物 (m) (%) NS EW UD 

燃 

料 

加 

工 

建 
屋 

1 77.50 

0.5 第 3-1 図 第 3-9 図 第 3-17 図 

1.0 第 3-2 図 第 3-10 図 第 3-18 図 

1.5 第 3-3 図 第 3-11 図 第 3-19 図 

2.0 第 3-4 図 第 3-12 図 第 3-20 図 

2.5 第 3-5 図 第 3-13 図 第 3-21 図 

3.0 第 3-6 図 第 3-14 図 第 3-22 図 

4.0 第 3-7 図 第 3-15 図 第 3-23 図 

5.0 第 3-8 図 第 3-16 図 第 3-24 図 

2 70.20 

0.5 第 3-25 図 第 3-33 図 第 3-41 図 

1.0 第 3-26 図 第 3-34 図 第 3-42 図 

1.5 第 3-27 図 第 3-35 図 第 3-43 図 

2.0 第 3-28 図 第 3-36 図 第 3-44 図 

2.5 第 3-29 図 第 3-37 図 第 3-45 図 

3.0 第 3-30 図 第 3-38 図 第 3-46 図 

4.0 第 3-31 図 第 3-39 図 第 3-47 図 

5.0 第 3-32 図 第 3-40 図 第 3-48 図 

3 62.80 

0.5 第 3-49 図 第 3-57 図 第 3-65 図 

1.0 第 3-50 図 第 3-58 図 第 3-66 図 

1.5 第 3-51 図 第 3-59 図 第 3-67 図 

2.0 第 3-52 図 第 3-60 図 第 3-68 図 

2.5 第 3-53 図 第 3-61 図 第 3-69 図 

3.0 第 3-54 図 第 3-62 図 第 3-70 図 

4.0 第 3-55 図 第 3-63 図 第 3-71 図 

5.0 第 3-56 図 第 3-64 図 第 3-72 図 

4 56.80 

0.5 第 3-73 図 第 3-81 図 第 3-89 図 

1.0 第 3-74 図 第 3-82 図 第 3-90 図 

1.5 第 3-75 図 第 3-83 図 第 3-91 図 

2.0 第 3-76 図 第 3-84 図 第 3-92 図 

2.5 第 3-77 図 第 3-85 図 第 3-93 図 

3.0 第 3-78 図 第 3-86 図 第 3-94 図 

4.0 第 3-79 図 第 3-87 図 第 3-95 図 

5.0 第 3-80 図 第 3-88 図 第 3-96 図 
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3 

第 3-1 表 基準地震動Ｓｓを 1.2 倍した地震力の床応答曲線の図番(その 2) 

建物・ 
質点番号 

T.M.S.L. 減衰定数 図番 

構築物 (m) (%) NS EW UD 

燃 

料 

加 

工 

建 

屋 

5 50.30 

0.5 第 3-97 図 第 3-105 図 第 3-113 図 

1.0 第 3-98 図 第 3-106 図 第 3-114 図 

1.5 第 3-99 図 第 3-107 図 第 3-115 図 

2.0 第 3-100 図 第 3-108 図 第 3-116 図 

2.5 第 3-101 図 第 3-109 図 第 3-117 図 

3.0 第 3-102 図 第 3-110 図 第 3-118 図 

4.0 第 3-103 図 第 3-111 図 第 3-119 図 

5.0 第 3-104 図 第 3-112 図 第 3-120 図 

6 43.20 

0.5 第 3-121 図 第 3-129 図 第 3-137 図 

1.0 第 3-122 図 第 3-130 図 第 3-138 図 

1.5 第 3-123 図 第 3-131 図 第 3-139 図 

2.0 第 3-124 図 第 3-132 図 第 3-140 図 

2.5 第 3-125 図 第 3-133 図 第 3-141 図 

3.0 第 3-126 図 第 3-134 図 第 3-142 図 

4.0 第 3-127 図 第 3-135 図 第 3-143 図 

5.0 第 3-128 図 第 3-136 図 第 3-144 図 

7 35.00 

0.5 第 3-145 図 第 3-153 図 第 3-161 図 

1.0 第 3-146 図 第 3-154 図 第 3-162 図 

1.5 第 3-147 図 第 3-155 図 第 3-163 図 

2.0 第 3-148 図 第 3-156 図 第 3-164 図 

2.5 第 3-149 図 第 3-157 図 第 3-165 図 

3.0 第 3-150 図 第 3-158 図 第 3-166 図 

4.0 第 3-151 図 第 3-159 図 第 3-167 図 

5.0 第 3-152 図 第 3-160 図 第 3-168 図 
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4
 

第3-2表 最大床応答加速度の1.2倍 

建物・構築物 質点番号 T.M.S.L.(m) 

最大床応答加速度の 1.2 倍(G)＊ 

1.2Ｓｓ  

NS 方向 EW 方向 UD 方向 

燃 

料 

加 

工 

建 

屋 

1 77.50 1.84 1.80 0.90 

2 70.20 1.70 1.67 0.84 

3 62.80 1.51 1.52 0.78 

4 56.80 1.56 1.42 0.73 

5 50.30 1.60 1.53 0.71 

6 43.20 1.33 1.31 0.68 

7 35.00 1.19 1.24 0.65 

注記 ＊：Gは重力加速度(1G=9.80665m/s2) 
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建屋名： 燃料加工建屋

地震波名： 包絡スペクトル

方向： NS

床レベル： 77.50 (m)

減衰定数： 0.5 (%)

第3-1図　床応答曲線

床応答曲線
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建屋名： 燃料加工建屋

地震波名： 包絡スペクトル

方向： EW

床レベル： 77.50 (m)

減衰定数： 0.5 (%)

第3-9図　床応答曲線

床応答曲線
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建屋名： 燃料加工建屋

地震波名： 包絡スペクトル

方向： UD

床レベル： 77.50 (m)

減衰定数： 0.5 (%)

第3-17図　床応答曲線
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令和４年７月 21日 Ｒ５ 

 

 

 

別紙４－20 
 

 

 

燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍

した地震力に対する地震応答計算書 
 

本添付書類は，別で定める方針に沿った評価・計算を示す書類であり，結果を示すもので

あることから，発電炉との比較は行わない。 

 

1312



燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(1／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

 
 
 
 
 
 
1. 概要 

本資料は，「Ⅴ－１－１－４－４ 地震を起因とする重大事故等に対する施設の耐震設計」及

び「Ⅲ－６－１ 基準地震動Ｓｓを 1.2 倍した地震力による重大事故等対処施設に関する耐震計

算の基本方針」に基づく燃料加工建屋の重大事故等対処の成立性確認における地震応答解析につ

いて説明するものである。 

燃料加工建屋の重大事故等対処の成立性確認にあたっては，基準地震動Ｓｓを 1.2 倍した地震

力を用いた地震応答解析を実施する。地震応答解析により算出した応答値は重大事故等対処施設

に関する評価用地震力として用いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
1. 概要 

本資料は，「Ⅲ－１－１ 耐震設計の基本方針」，「Ⅲ－１－１－２ 地盤の支持性能に係る基

本方針」及び「Ⅲ－１－１－５ 地震応答解析の基本方針」に基づく燃料加工建屋の地震応答解

析について説明するものである。 

 

地震応答解析により算出した各種応答値及び静的地震力は，「Ⅲ－１－１－８ 機能維持の基

本方針」に示す建物・構築物及び機器・配管系の設計用地震力として用いる。また，必要保有水

平耐力については建物・構築物の構造強度の確認に用いる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【備考における計算

書呼び名の定義】 

・Ⅲ-6-2-1-1-1-1：

「1.2×Ss 計算書」 

・Ⅲ-2-1-1-1-1-1：

「1.0×Ss 計算書」 

 

 

計算書内容に即した

概要の記載の違い 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(2／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

2. 基本方針 

2.1 位置及び構造概要 

燃料加工建屋の設置位置，構造概要については，「Ⅲ－２－１－１－1－１－１ 燃料加工建

屋の地震応答計算書」に示すとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 基本方針 

2.1 位置 

燃料加工建屋の設置位置を第 2.1-1 図に示す。 

 

 
 

 

第 2.1-1 図 燃料加工建屋の設置位置 

 

 

 

 

 

 

燃料加工建屋の設置

位置及び構造概要に

ついては両計算書で

共通であるため、1.2

×Ss 計算書では省

略。 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(3／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.2 構造概要 

本建屋は，地下 3階，地上 2階建で，主体構造は鉄筋コンクリート造である。平面規模は主

要部分で 87.30m(NS)×88.30m(EW)であり，建屋の高さは基礎スラブ下端から 45.97m である。 

本建屋の主要耐震要素は，鉄筋コンクリート造の外壁及び一部の内壁である。また，基礎ス

ラブはマンメイドロックを介して岩盤に設置されている。 

燃料加工建屋の概略平面図を第 2.2-1 図～第 2.2-7 図に，概略断面図を第 2.2-8 図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注記 ：建屋寸法は，壁外面押えとする。 

 

第2.2-1図 概略平面図（T.M.S.L. 35.00m） 

 

第 2.2-2 図 概略平面図（T.M.S.L. 43.20m） 

第 2.2-3 図 概略平面図（T.M.S.L. 50.30m） 

第 2.2-4 図 概略平面図（T.M.S.L. 56.80m） 

第 2.2-5 図 概略平面図（T.M.S.L. 62.80m） 

第 2.2-6 図 概略平面図（T.M.S.L. 70.20m） 

第 2.2-8 図 概略断面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

前頁に同じ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.0×Ss 計算書にお

いて，第 2.2-1 図と

同様に他フロアの平

面図及び断面図が添

付されるものである

ため，本比較表上は

省略 

 

 

 

 

 

（単位：m） 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(4／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

2.2 解析方針 

「Ⅴ－１－１－４－４ 地震を起因とする重大事故等に対する施設の耐震設計」に示す重大

事故等対処に係る設備及び建物・構築物の設計用地震力を設定するにあたり，燃料加工建屋の

地震応答解析を実施する。 

燃料加工建屋の地震応答解析は，「Ⅴ－１－１－４－４ 地震を起因とする重大事故等に対

する施設の耐震設計」に基づき，「Ⅲ－１－１－５ 地震応答解析の基本方針」に示す内容を

踏襲して実施することから，「Ⅲ－２－１－１－1－１－１ 燃料加工建屋の地震応答計算書」

に示した方法と同じ方法に基づいて行う。設計用地震力算定のため実施する地震応答解析につ

いては，「3. 解析方法」に示す解析モデル，入力地震動及び解析方法により実施し，その結

果を「4. 解析結果」に示す。 

 

 

第 2.2-1 図に設計用地震力算定の評価フローを示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.3 解析方針 

「Ⅲ－１－１－８ 機能維持の基本方針」に示す建物・構築物及び機器・配管系の設計用地

震力を設定するにあたり，「Ⅲ－１－１ 耐震設計の基本方針」に基づき，燃料加工建屋にお

ける動的地震力，静的地震力及び必要保有水平耐力を算定する。 

動的地震力は地震応答解析により算定することとし，解析モデル，入力地震動及び解析方法

については「Ⅲ－１－１－５ 地震応答解析の基本方針」に基づき設定する。動的地震力算定

のため実施する地震応答解析については，「3．解析方法」に示す解析モデル，入力地震動及び

解析方法により実施し，その結果を「4．解析結果」に示す。 

 

 

静的地震力及び必要保有水平耐力については，「3．解析方法」に示す解析方法により実施

し，その結果を「4．解析結果」に示す。 

第 2.3-1 図に設計用地震力算定フローを示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

引用する添付書類及

び評価項目の違い 

 

引用する添付書類及

び評価項目の違い 

 

 

 

 

静的地震力及び保有

水平耐力に係る評価

は、1.2×Ss 計算書

では評価項目となら

ない。 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(5／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

 

 

 
  第 2.2-1 図 設計用地震力算定の評価フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
第2.3-1図 設計用地震力算定フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設計用地震力の位置

付け及びそれに伴う

地震応答解析結果の

種類の違い 

 

1.2×Ss 計算書では

静的解析に係る評価

はない 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価開始

基本方針

応答加速度

せん断ひずみ度

基準地震動Ｓｓを
1.2倍した地震力

解析方法の設定
（動的解析）

解析モデルの設定

動的解析

建物・構築物の
入力地震動の設定

接地圧

重大事故等対処に係る設備及び
建物・構築物の設計用地震力

地盤物性評価 建物・構築物の
質量・剛性評価

固有値解析

地盤等価線形解析

減衰定数

[3.4]

注記 ：[ ]内は本資料における章番号を示す。

[3.3]

[3.1]
[3.2]
[3.5]

[4.1]

[4.2]
[4.2]

評価開始

基本方針

応答加速度

応答変位

応答せん断力

応答曲げモーメント

応答軸力

せん断ひずみ度

基準地震動Ｓｓ及び
弾性設計用地震動Ｓｄ

解析方法の設定
（動的解析，静的解析）

解析モデルの設定＊

動的解析

建物・構築物の
入力地震動の設定

接地圧 静的地震力 必要保有水平耐力

静的解析

機器・配管系の設計用地震力 建物・構築物の設計用地震力

地盤物性評価 建物・構築物の
質量・剛性評価

固有値解析

地盤等価線形解析

減衰定数

[3.4]

[3.3]

[3.1]
[3.2]
[3.5]
[3.6]

[4.3]

[4.1]

[4.1] [4.2]

[4.1]

注記 ＊：材料物性のばらつきを考慮する。

注記 ：[ ]内は本資料における章番号を示す。
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(6／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

2.3 準拠規格・基準等 

地震応答解析において準拠する規格・基準等を以下に示す。 

・建築基準法・同施行令 

・鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説－許容応力度設計法－ 

（(社)日本建築学会，1999） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG 4601-1987（(社)日本電気協会）（以下，「JEAG 4601-

1987」という。） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 JEAG 4601・補 

－1984（(社)日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG 4601-1991 追補版（(社)日本電気協会） 

（以下，「JEAG 4601-1991 追補版」という。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.4 準拠規格・基準等 

地震応答解析において準拠する規格・基準等を以下に示す。 

・建築基準法・同施行令 

・鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説－許容応力度設計法－ 

（(社)日本建築学会，1999） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG 4601-1987（(社)日本電気協会）（以下，「JEAG 4601-

1987」という。） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 JEAG 4601・補 

－1984（(社)日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG 4601-1991 追補版（(社)日本電気協会） 

（以下，「JEAG 4601-1991 追補版」という。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

相違点無し 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(7／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

3. 解析方法 

3.1 地震応答解析に用いる地震動 

地震応答解析に用いる地震動については，「Ⅲ－６－１ 基準地震動Ｓｓ を 1.2 倍した地震

力による重大事故等対処施設に関する耐震計算の基本方針」に基づく解放基盤表面レベルで定

義された基準地震動Ｓｓの加速度時刻歴波形の振幅を 1.2 倍した地震動（以下，「1.2×Ｓｓ」

という。）とする。 

なお，基準地震動 1.2×Ｓｓ－Ｂ１～Ｂ５については，建物・構築物への入力地震動を評価

する際に，プラントノース(真北に対し，時計回りに 13°の方向)に変換を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 解析方法 

3.1 地震応答解析に用いる地震動 

地震応答解析に用いる地震動は，「Ⅲ－１－１－１ 基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動

Ｓｄの概要」に基づく解放基盤表面レベルで定義された基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動

Ｓｄとする。 

 

なお，基準地震動Ｓｓ－Ｂ１～Ｂ５及び弾性設計用地震動Ｓｄ－Ｂ１～Ｂ５については，建

物・構築物への入力地震動を評価する際に，プラントノース(真北に対し，時計回りに 13°の

方向)に変換を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

考慮する地震動、引

用する添付書類の違
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(8／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

3.2 地震応答解析モデル 

地震応答解析モデルは，「Ⅲ－２－１－１－1－１－１ 燃料加工建屋の地震応答計算書」と

同じく，水平方向及び鉛直方向それぞれについて設定する。また，地震応答解析モデルの設定

に用いた使用材料の物性値は「Ⅲ－２－１－１－1－１－１ 燃料加工建屋の地震応答計算書」

に示す値を用いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.2 地震応答解析モデル 

地震応答解析モデルは，「Ⅲ－１－１－５ 地震応答解析の基本方針」に基づき，水平方向

及び鉛直方向それぞれについて設定する。地震応答解析モデルの設定に用いた使用材料の物性

値を第 3.2-1 表に示す。 

 

第 3.2-1 表 使用材料の物性値 

使用材料 

ヤング係数 

E 

(N/mm2) 

せん断 

弾性係数 

G 

(N/mm2) 

減衰定数 

h 

(%) 

備考 

鉄筋コンクリート 

コンクリート： 

Fc=30(N/mm2) 

鉄筋：SD345，SD390 

2.44×104 1.02×104 3 － 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

引用する添付書類の

違い 

 

 

 

使用材料の物性値は

両計算書で共通であ

るため 1.2×Ss 計算

書では省略。 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(9／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

3.2.1 水平方向モデル 

水平方向の地震応答解析モデルは，「Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 燃料加工建屋の

地震応答計算書」に示す質点系モデル及び地盤物性を用いる。水平方向の地震応答解析

モデルを第 3.2.1-1 図，解析モデルの諸元を第 3.2.1-1 表及び第 3.2.1-2 表に示す。 

また，「Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 燃料加工建屋の地震応答計算書」と同様に，

「原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC 4601-2008（(社)日本電気協会）」の基礎浮上

りの評価法を参考に，応答のレベルに応じて異なる地震応答解析モデルを用いることと

する。1.2×Ｓｓ－Ｃ１については，水平加振により励起される鉛直応答を評価するため

に，第 3.2.1-2 図に示す鉛直方向モデルの諸元及び接地率に応じて変化する回転・鉛直

連成ばね KVRを設定した誘発上下動を考慮するモデルを用いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

入力地震動の算定に用いる地盤物性は，「Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 燃料加工建

屋の地震応答計算書」と同様に，ひずみ依存特性を考慮した等価線形解析に基づく等価

物性値を用いる。 

 

 

ひずみ依存特性を考慮した地盤の等価線形解析による有効せん断ひずみ分布を第

3.2.1-3 図に示す。また，地盤の等価線形解析で得られる等価物性値に基づき設定した地

盤定数を第 3.2.1-3 表～第 3.2.1-12 表に示す。地盤ばね定数及び減衰係数を第 3.2.1-13

表～第 3.2.1-22 表に示す。 

 

燃料加工建屋の地盤の等価線形解析にあたっては，地盤のひずみの大きさに応じた解

析手法の適用性に留意し，「別紙 1 燃料加工建屋における地盤の非線形性に関する確

認」に示すとおり，表層地盤のうち，造成盛土の一部の層において，等価線形解析の一

般的な適用の目安である有効せん断ひずみ１％を大きく上回る場合があることを踏まえ

て，地盤の非線形特性を時々刻々と評価可能な逐次非線形解析を実施し，解析手法の相

違が入力地震動の算定結果に影響を与えないことを確認した。 

また，地盤の有効せん断ひずみが１％を大きく上回り，ひずみ依存特性における繰返

し三軸圧縮試験結果の外挿範囲となっていることを踏まえて，当該範囲における非線形

特性のパラメータスタディを実施しても，入力地震動の算定結果に影響を与えないこと

を確認した。 

 

 

3.2.1 水平方向モデル 

水平方向の地震応答解析モデルは，建屋と地盤の相互作用を考慮した建屋－地盤連成モ

デルとし，曲げ及びせん断剛性を考慮した質点系モデルを用いる。地震応答解析は弾塑性

時刻歴応答解析により行う。また，第 3.2.1-1 図に示すとおり，「原子力発電所耐震設計

技術規程 JEAC 4601-2008（(社)日本電気協会）」の基礎浮上りの評価法を参考に，応答

のレベルに応じて異なる地震応答解析モデルを用いる。水平方向の地震応答解析モデルを

第 3.2.1-2 図，解析モデルの諸元を第 3.2.1-1 表及び第 3.2.1-2 表に示す。 

 

 

 

建屋の鉄筋コンクリート部については，せん断剛性として地震方向耐震壁のウェブ部分

のせん断剛性を考慮し，曲げ剛性として地震方向耐震壁のウェブ部分に加えて，フランジ

部分の曲げ剛性を考慮する。また，復元力特性は，建屋の方向別に，層を単位とした水平

断面形状より「JEAG 4601-1991 追補版」に基づき設定する。 

地盤は，地盤調査に基づき水平成層地盤とし，第 3.2.1-2 図に示すモデルに用いる基礎

底面地盤ばねについては，「JEAG 4601-1991 追補版」により，成層補正を行ったのち，振

動アドミッタンス理論に基づき求めたスウェイ及びロッキングの地盤ばねを，近似法によ

り定数化して用いる。このうち，基礎底面のロッキング地盤ばねには，基礎浮上りによる

幾何学的非線形性を考慮する。基礎底面地盤ばねの評価には解析コード「ST-CROSS 

Ver.1.0」を用いる。また，埋込み部分の建屋側面地盤ばねについては，建屋側面位置の地

盤定数を用いて，「JEAG 4601-1991 追補版」により，Novak の手法＊に基づき求めた水平

ばねを，基礎底面地盤ばねと同様に，近似法により定数化して用いる。なお，地盤表層部

のうち造成盛土については，基準地震動Ｓｓによる地盤応答レベルを踏まえ，表層部では

建屋－地盤相互作用が見込めないと判断し，基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄの

地震応答解析においては，この部分の側面地盤ばねは考慮しない。建屋側面地盤ばねの評

価には，解析コード「NOVAK Ver.1.0」を用いる。なお，地盤定数については，ひずみ依存

特性を考慮して求めた等価物性値を用いる。 

燃料加工建屋の地盤条件の設定にあたっては，敷地全体の地下構造との関係や建屋近傍

位置での地質・速度構造を踏まえ，建屋近傍の地盤調査結果を重視して燃料加工建屋の直

下又は近傍のボーリング調査結果に基づき設定した地盤の物性値を用いる。「Ⅲ－１－１

－２ 地盤の支持性能に係る基本方針」に基づく地盤の初期物性値を第 3.2.1-3 表に，ひ

ずみ依存特性を第 3.2.1-3 図～第 3.2.1-7 図に示す。基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震

動Ｓｄに対して，ひずみ依存特性を考慮した地盤の等価線形解析による有効せん断ひずみ

分布を第 3.2.1-8 図及び第 3.2.1-9 図に，地盤の等価線形解析で得られる等価物性値に基

づき設定した地盤定数を第 3.2.1-4 表～第 3.2.1-23 表に示す。また，地盤ばねの定数化

の概要を第 3.2.1-10 図に，地盤ばね定数及び減衰係数を第 3.2.1-24 表～第 3.2.1-43 表

に示す。 

燃料加工建屋の地盤の等価線形解析にあたっては，地盤のひずみの大きさに応じた解析

手法の適用性に留意し，「別紙 1 燃料加工建屋の地盤の非線形性に関する確認」に示す

とおり，表層地盤のうち，造成盛土の一部の層において，等価線形解析の一般的な適用の

目安である有効せん断ひずみ 1％を大きく上回る場合があることを踏まえて，地盤の非線

形特性を時々刻々と評価可能な逐次非線形解析を実施し，解析手法の相違が入力地震動の

算定結果に影響を与えないことを確認した。 

また，地盤の有効せん断ひずみが 1％を大きく上回り，ひずみ依存特性における繰返し

三軸圧縮試験結果の外挿範囲となっていることを踏まえて，当該範囲における非線形特性

のパラメータスタディを実施しても，入力地震動の算定結果に影響を与えないことを確認

した。 

なお，解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，「Ⅲ－３ 計算機プログ

 

 

地震応答解析モデル

及び地盤ばねの設定

は両計算書で共通で

あるため 1.2×Ss 計

算書では 1.0×Ss 計

算書を引用し、以下

の詳細な説明につい

ては省略。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

入力地震動の算定に

用いる地盤物性は両

計算書で共通である

ため 1.2×Ss 計算書

では 1.0×Ss 計算書

を引用。 

地盤の有効せん断ひ

ずみ及び等価物性値

に基づく地盤定数は

地震波に応じて変わ

るため 1.2×Ss 計算

書にも記載。 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(10／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ラム（解析コード）の概要」に示す。 

注記 ＊：Novak, M. et al. : Dynamic Soil Reactions for Plane Strain  

Case, The Journal of the Engineering MechanicＳｄivision, ASCE,1978. 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(11／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

第 3.2.1-1 図 解析モデル選定フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.0×Ss 計算書と同

様のフローであるた

め、1.2×Ss 計算書

では省略。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

START

接地率≧65％

地盤の回転ばねに
浮上り非線形を考慮した

SR（スウェイ・ロッキング）モデル
誘発上下動考慮のSRモデル

ジョイント要素を考慮した
地盤3次元FEMモデル

接地率≧50％

解析法の選択

地盤の回転ばねに
浮上り非線形を考慮

した非線形地震応答解析

誘発上下動を考慮できる
浮上り非線形地震応答解析

Yes

No

Yes

No

（以下，「基礎浮上り非線形モデル」という。） （以下，「誘発上下動を考慮するモデル」という。） （以下，「地盤3次元FEMモデル」という。）
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(12／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

 

 

 

 
 

 

  

 

 

 

 

 

第 3.2.1-1 図 地震応答解析モデル（水平方向） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

  

 

 

 

 

 

第 3.2.1-2 図 地震応答解析モデル（水平方向） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地震応答解析モデル

は両計算書で共通で

あるが，解析におけ

る基本的な情報であ

り，解析結果におい

て参照する質点番号

及び要素番号の定義

が記載される図のた

め 1.2×Ss 計算書と

1.0×Ss 計算書で同

じ図を記載。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１

2

3

4

5

6

7

8

9

KS1

KS2
KS3

KS4

KSKR

T.M.S.L. 77.50

T.M.S.L. 70.20

T.M.S.L. 62.80

T.M.S.L. 56.80

T.M.S.L. 50.30

T.M.S.L. 43.20

T.M.S.L. 35.00

T.M.S.L. 34.23

T.M.S.L. 31.53

1

2

3

4

5

6

7

8

（単位：ｍ）
１

2

3

4

5

6

7

8

9

KS1

KS2
KS3

KS4

KSKR

T.M.S.L. 77.50

T.M.S.L. 70.20

T.M.S.L. 62.80

T.M.S.L. 56.80

T.M.S.L. 50.30

T.M.S.L. 43.20

T.M.S.L. 35.00

T.M.S.L. 34.23

T.M.S.L. 31.53

1

2

3

4

5

6

7

8

（単位：ｍ）

注記 1：○数字は質点番号を⽰す。 
2：□数字は要素番号を⽰す。 
3：KS1〜KS4 は側⾯スウェイばねを⽰す。 
4：KS は底⾯スウェイばねを⽰す。 
5：KR は底⾯ロッキングばねを⽰す。 

注記 1：○数字は質点番号を⽰す。 
2：□数字は要素番号を⽰す。 
3：KS1〜KS4 は側⾯スウェイばねを⽰す。 
4：KS は底⾯スウェイばねを⽰す。 
5：KR は底⾯ロッキングばねを⽰す。 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(13／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

第 3.2.1-1 表 地震応答解析モデル諸元（NS 方向） 

質
点
番
号 

質点位置 

 

T.M.S.L. 

(m) 

重量 

 

W 

(kN) 

回転慣性 

重量 

Ig 

(×106kN･m2) 

要
素
番
号 

要素位置 

 

T.M.S.L. 

(m) 

断面二次 

モーメント 

I 

(×104m4) 

せん断 

断面積 

AS 

(m2) 

○1  77.50 174000 17.9 □1  77.50～70.20 2.06 133.3 

○2  70.20 329000 209.0 □2  70.20～62.80 29.12 362.5 

○3  62.80 385000 244.7 □3  62.80～56.80 30.27 474.4 

○4  56.80 429000 272.7 □4  56.80～50.30 37.63 640.5 

○5  50.30 492000 312.8 □5  50.30～43.20 45.79 749.8 

○6  43.20 530000 337.0 □6  43.20～35.00 49.22 876.1 

○7  35.00 386000 245.3 □7  35.00～34.23 230.69 2956.9 

○8  34.23 277000 176.0 □8  34.23～31.53 489.58 7708.6 

○9  31.53 280000 177.9 － － － － 

建屋総重量 3282000 － － － － － 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.2.1-1 表 地震応答解析モデル諸元（NS 方向） 

質
点
番
号 

質点位置 

 

T.M.S.L. 

(m) 

重量 

 

W 

(kN) 

回転慣性 

重量 

Ig 

(×106kN･m2) 

要
素
番
号 

要素位置 

 

T.M.S.L. 

(m) 

断面二次 

モーメント 

I 

(×104m4) 

せん断 

断面積 

AS 

(m2) 

○1  77.50 174000 17.9 □1  77.50～70.20 2.06 133.3 

○2  70.20 329000 209.0 □2  70.20～62.80 29.12 362.5 

○3  62.80 385000 244.7 □3  62.80～56.80 30.27 474.4 

○4  56.80 429000 272.7 □4  56.80～50.30 37.63 640.5 

○5  50.30 492000 312.8 □5  50.30～43.20 45.79 749.8 

○6  43.20 530000 337.0 □6  43.20～35.00 49.22 876.1 

○7  35.00 386000 245.3 □7  35.00～34.23 230.69 2956.9 

○8  34.23 277000 176.0 □8  34.23～31.53 489.58 7708.6 

○9  31.53 280000 177.9 － － － － 

建屋総重量 3282000 － － － － － 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前頁に同じ 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(14／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

第 3.2.1-2 表 地震応答解析モデル諸元（EW 方向） 

質
点
番
号 

質点位置 

 

T.M.S.L. 

(m) 

重量 

 

W 

(kN) 

回転慣性 

重量 

Ig 

(×106kN･m2) 

要
素
番
号 

要素位置 

 

T.M.S.L. 

(m) 

断面二次 

モーメント 

I 

(×104m4) 

せん断 

断面積 

AS 

(m2) 

○1  77.50 174000 113.1 □1  77.50～70.20 20.63 300.1 

○2  70.20 329000 213.9 □2  70.20～62.80 40.32 415.6 

○3  62.80 385000 250.3 □3  62.80～56.80 39.93 522.9 

○4  56.80 429000 278.9 □4  56.80～50.30 46.57 633.2 

○5  50.30 492000 320.0 □5  50.30～43.20 50.51 791.3 

○6  43.20 530000 344.7 □6  43.20～35.00 57.14 975.9 

○7  35.00 386000 250.9 □7  35.00～34.23 354.92 3852.8 

○8  34.23 277000 180.0 □8  34.23～31.53 500.86 7708.6 

○9  31.53 280000 182.0 － － － － 

建屋総重量 3282000 － － － － － 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.2.1-2 表 地震応答解析モデル諸元（EW 方向） 

質
点
番
号 

質点位置 

 

T.M.S.L. 

(m) 

重量 

 

W 

(kN) 

回転慣性 

重量 

Ig 

(×106kN･m2) 

要
素
番
号 

要素位置 

 

T.M.S.L. 

(m) 

断面二次 

モーメント 

I 

(×104m4) 

せん断 

断面積 

AS 

(m2) 

○1  77.50 174000 113.1 □1  77.50～70.20 20.63 300.1 

○2  70.20 329000 213.9 □2  70.20～62.80 40.32 415.6 

○3  62.80 385000 250.3 □3  62.80～56.80 39.93 522.9 

○4  56.80 429000 278.9 □4  56.80～50.30 46.57 633.2 

○5  50.30 492000 320.0 □5  50.30～43.20 50.51 791.3 

○6  43.20 530000 344.7 □6  43.20～35.00 57.14 975.9 

○7  35.00 386000 250.9 □7  35.00～34.23 354.92 3852.8 

○8  34.23 277000 180.0 □8  34.23～31.53 500.86 7708.6 

○9  31.53 280000 182.0 － － － － 

建屋総重量 3282000 － － － － － 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前頁に同じ 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(15／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.2.1-2 図 水平方向モデル（誘発上下動を考慮するモデル） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

誘発上下動を考慮す

るモデルは、1.2×Ss

計算書のみで用い

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：ｍ）

１

2

3

4

5

6

7

8

KS1

KS2
KS3

KS4

KSKR

T.M.S.L. 77.50

T.M.S.L. 70.20

T.M.S.L. 62.80

T.M.S.L. 56.80

T.M.S.L. 50.30

T.M.S.L. 43.20

T.M.S.L. 35.00

T.M.S.L. 34.23

T.M.S.L. 31.53

1

2

3

4

5

6

7

8

９

KVR
KV

注記 1：○数字は質点番号を⽰す。 
2：□数字は要素番号を⽰す。 
3：KS1〜KS4 は側⾯スウェイばねを⽰す。 
4：KS は底⾯スウェイばねを⽰す。 
5：KR は底⾯ロッキングばねを⽰す。 
6：KV は底⾯鉛直ばねを⽰す。 
7：KVR は回転・鉛直連成ばねを⽰す。 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(16／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.2.1-3 表 地盤の初期物性値 

 
注記 ＊1：第 3.2.1-3 図に示す造成盛土のひずみ依存特性を設定する。 

＊2：第 3.2.1-4 図に示す六ヶ所層のひずみ依存特性を設定する。 

＊3：第 3.2.1-5 図に示す軽石凝灰岩のひずみ依存特性を設定する。 

＊4：第 3.2.1-6 図に示す軽石質砂岩のひずみ依存特性を設定する。 

＊5：第 3.2.1-7 図に示す細粒砂岩のひずみ依存特性を設定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

両計算書で共通であ

るため 1.2×Ss 計算

書では省略。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▽地表面

▽基礎スラブ底面

▽解放基盤表面

標高
T.M.S.L.（m）

岩種
単位体積重量

γt（kN/m3）

S波速度

Vs（m/s）
減衰定数
h－γ

P波速度

Vp（m/s）

55.0
造成盛土 15.7 160 580

剛性低下率

G/G0-γ

980

＊1

＊2

＊3

-49.0
細粒砂岩

-70.0
細粒砂岩 18.2 1090

軽石質砂岩
18.2 1090

2260

＊4

＊5

－

31.53

9.0
15.6 810

35.0

軽石凝灰岩
15.3 660

46.0
六ヶ所層 16.5 320

-28.0

1860

1920

2260
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(17／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
(a)剛性低下率 

 
(b)減衰定数 

第 3.2.1-3 図 ひずみ依存特性（造成盛土） 

 

 

 

 

第 3.2.1-4 図 ひずみ依存特性（六ヶ所層） 

第 3.2.1-5 図 ひずみ依存特性（軽石凝灰岩） 

第 3.2.1-6 図 ひずみ依存特性（軽石質砂岩） 

第 3.2.1-7 図 ひずみ依存特性（細粒砂岩） 

 

 

 

 

 

 

 

 

両計算書で共通であ

るため 1.2×Ss 計算

書では省略。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.0×Ss 計算書にお

いて，岩種ごとに第

3.2.1-3 図と同様の

図が添付されるもの

であるため，本比較

表上は省略 

 

 

 

 

10-4 10-3 10-2 10-1 100 101

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

せん断ひずみ  γ (%)

正
規

化
せ
ん

断
弾

性
係
数

 Ｇ
／

Ｇ
０

Ｇ
／

Ｇ

0.04MPa
0.05MPa
0.06MPa
0.07MPa

 

1.01０
γ9.261

1
＝


ＧＧ /

 

0.04MPa
0.05MPa
0.06MPa
0.07MPa

せん断ひずみ γ (%)

10-4 10-3 10-2 10-1 100 101

減
衰

定
数

ｈ
(
%
)

0

5

10

15

20

25

30

γ≦1×10
-2 h＝1.44

γ＞1×10
-2 h＝1.44＋6.34×log（γ/0.01）
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(18／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

 

 

 

    

(a)1.2×Ｓｓ－Ａ (b)1.2×Ｓｓ－Ｂ１ (c)1.2×Ｓｓ－Ｂ２ (d)1.2×Ｓｓ－Ｂ３ 

 

第 3.2.1-3 図 有効せん断ひずみ分布（1.2×Ｓｓ）（1/3） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    
(a)Ｓｓ－Ａ (b)Ｓｓ－Ｂ１ (c)Ｓｓ－Ｂ２ (d)Ｓｓ－Ｂ３ 

 

第 3.2.1-8 図 有効せん断ひずみ分布（Ｓｓ）（1/3） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地盤の有効せん断ひ

ずみは地震波に応じ

て変わるため 1.2×

Ss 計算書にも記載。 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(19／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

 

 

 

    
(e)1.2×Ｓｓ－Ｂ４ (f)1.2×Ｓｓ－Ｂ５ (g)1.2×Ｓｓ－Ｃ１ (h)1.2×Ｓｓ－Ｃ２ 

 

第 3.2.1-3 図 有効せん断ひずみ分布（1.2×Ｓｓ）（2/3） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    
(e)Ｓｓ－Ｂ４ (f)Ｓｓ－Ｂ５ (g)Ｓｓ－Ｃ１ (h)Ｓｓ－Ｃ２ 

 

第 3.2.1-8 図 有効せん断ひずみ分布（Ｓｓ）（2/3） 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(20／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

 

 

 

  
(i)1.2×Ｓｓ－Ｃ３ (j)1.2×Ｓｓ－Ｃ４ 

 

第 3.2.1-3 図 有効せん断ひずみ分布（1.2×Ｓｓ）（3/3） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
(i)Ｓｓ－Ｃ３ (j)Ｓｓ－Ｃ４ 

 

第 3.2.1-8 図 有効せん断ひずみ分布（Ｓｓ）（3/3） 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(21／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
   

(a)Ｓｄ－Ａ (b)Ｓｄ－Ｂ１ (c)Ｓｄ－Ｂ２ (d)Ｓｄ－Ｂ３ 

 

第 3.2.1-9 図 有効せん断ひずみ分布（Ｓｄ）（1/3） 

 

 

第 3.2.1-9 図 有効せん断ひずみ分布（Ｓｄ）（2/3） 

第 3.2.1-9 図 有効せん断ひずみ分布（Ｓｄ）（3/3） 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(22／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

第 3.2.1-3 表 地盤定数（1.2×Ｓｓ－Ａ） 

 
 

第 3.2.1-4 表 地盤定数（1.2×Ｓｓ－Ｂ１） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.2.1-4 表 地盤定数（Ｓｓ－Ａ） 

 
 

第 3.2.1-5 表 地盤定数（Ｓｓ－Ｂ１） 
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震波に応じて変わる

ため 1.2×Ss 計算書
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（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

第 3.2.1-5 表 地盤定数（1.2×Ｓｓ－Ｂ２） 

 
 

第 3.2.1-6 表 地盤定数（1.2×Ｓｓ－Ｂ３） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.2.1-6 表 地盤定数（Ｓｓ－Ｂ２） 

 
 

第 3.2.1-7 表 地盤定数（Ｓｓ－Ｂ３） 
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21.00 18.2

-28.00
76837.00 0.02 0.39

軽石凝灰岩
0.43

0.46

10.0 244

11.5 261

669 0.07

55.9 203 0.14

151 548 0.03

118

0.44

0.02

標高
T.M.S.L.
（m）

1.45 15.7 3.64

46.00
2.80

50.30
4.30 15.7 0.499

43.20
4.10

39.10

53.55
429 0.082.23

798 0.05

744 0.06

8.09 219

634 1790 0.02

1780

0.02

1.35 15.3 62.5 633 0.02

62.4 632

1820

208

1780

35.00
0.77 15.3 62.7

93.7

31.53

34.23

16.5

176022.53 15.3 60.8 624
9.00

32.88
1.35 15.3

細粒砂岩

軽石質砂岩

鷹架層

六ヶ所層

造成盛土

地層区分

4.10

16.5

15.6

3.25 15.7

16.5

層厚
（m）

単位
体積重量

γt

（kN/m3）

せん断
弾性係数

G

(×104kN/m2)

等価
S波速度
（m/s）

等価
P波速度
（m/s）

等価
減衰定数

ｈ
ポアソン比

55.00

細粒砂岩 ― 18.2 221 1090 2260 0.01 0.35

0.35
-70.00

a

0.02 0.35

1060 2200 0.02

21.00 18.2 208 1060 2190
-49.00

21.00 18.2

-28.00
77237.00 0.02 0.39

軽石凝灰岩
0.43

0.46

9.78 241

11.4 260

651 0.07

58.3 212 0.14

152 551 0.02

121

0.44

0.02

標高
T.M.S.L.
（m）

1.45 15.7 3.68

46.00
2.80

50.30
4.30 15.7 0.543

43.20
4.10

39.10

53.55
439 0.072.33

795 0.05

736 0.06

7.64 213

633 1790 0.02

1780

0.02

1.35 15.3 62.5 633 0.02

62.4 632

1830

210

1780

35.00
0.77 15.3 62.6

94.8

31.53

34.23

16.5

177022.53 15.3 61.8 629
9.00

32.88
1.35 15.3

細粒砂岩

軽石質砂岩

鷹架層

六ヶ所層

造成盛土

地層区分

4.10

16.5

15.6

3.25 15.7

16.5

層厚
（m）

単位
体積重量

γt

（kN/m3）

せん断
弾性係数

G

(×104kN/m2)

等価
S波速度
（m/s）

等価
P波速度
（m/s）

等価
減衰定数

ｈ
ポアソン比

55.00

細粒砂岩 ― 18.2 221 1090 2260 0.01 0.35

0.35
-70.00

a

0.02 0.35

1060 2200 0.02

21.00 18.2 210 1060 2200
-49.00

21.00 18.2

-28.00
77337.00 0.02 0.39

軽石凝灰岩
0.43

0.46

10.6 251

11.6 262

705 0.07

59.3 216 0.14

151 547 0.03

118

0.44

0.02

標高
T.M.S.L.
（m）

1.45 15.7 3.63

46.00
2.80

50.30
4.30 15.7 0.563

43.20
4.10

39.10

53.55
428 0.082.22

802 0.05

766 0.06

8.97 231

636 1790 0.02

1790

0.02

1.35 15.3 63.1 636 0.02

62.9 635

1830

210

1790

35.00
0.77 15.3 63.2

94.9

31.53

34.23

16.5

177022.53 15.3 61.6 628
9.00

32.88
1.35 15.3

細粒砂岩

軽石質砂岩

鷹架層

六ヶ所層

造成盛土

地層区分

4.10

16.5

15.6

3.25 15.7

16.5

1335



燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(24／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

第 3.2.1-7 表 地盤定数（1.2×Ｓｓ－Ｂ４） 

 
 

第 3.2.1-8 表 地盤定数（1.2×Ｓｓ－Ｂ５） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.2.1-8 表 地盤定数（Ｓｓ－Ｂ４） 

 
 

第 3.2.1-9 表 地盤定数（Ｓｓ－Ｂ５） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前頁に同じ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

層厚
（m）

単位
体積重量

γt

（kN/m3）

せん断
弾性係数

G

(×104kN/m2)

等価
S波速度
（m/s）

等価
P波速度
（m/s）

等価
減衰定数

ｈ
ポアソン比

55.00

細粒砂岩 ― 18.2 221 1090 2260 0.01 0.35

0.35
-70.00

a

0.02 0.35

1040 2160 0.02

21.00 18.2 200 1040 2150
-49.00

21.00 18.2

-28.00
75537.00 0.03 0.39

軽石凝灰岩
0.43

0.46

9.54 238

11.2 258

658 0.07

59.4 216 0.15

152 550 0.02

121

0.44

0.03

標高
T.M.S.L.
（m）

1.45 15.7 3.67

46.00
2.80

50.30
4.30 15.7 0.564

43.20
4.10

39.10

53.55
441 0.072.36

788 0.05

727 0.06

7.82 215

634 1790 0.02

1780

0.02

1.35 15.3 62.5 633 0.02

62.2 631

1790

203

1780

35.00
0.77 15.3 62.7

90.6

31.53

34.23

16.5

174022.53 15.3 59.5 618
9.00

32.88
1.35 15.3

細粒砂岩

軽石質砂岩

鷹架層

六ヶ所層

造成盛土

地層区分

4.10

16.5

15.6

3.25 15.7

16.5

層厚
（m）

単位
体積重量

γt

（kN/m3）

せん断
弾性係数

G

(×104kN/m2)

等価
S波速度
（m/s）

等価
P波速度
（m/s）

等価
減衰定数

ｈ
ポアソン比

55.00

細粒砂岩 ― 18.2 221 1090 2260 0.01 0.35

0.35
-70.00

a

0.02 0.35

1050 2170 0.02

21.00 18.2 202 1040 2160
-49.00

21.00 18.2

-28.00
75737.00 0.03 0.39

軽石凝灰岩
0.43

0.46

9.95 243

11.4 260

648 0.07

55.8 203 0.14

151 549 0.03

119

0.44

0.03

標高
T.M.S.L.
（m）

1.45 15.7 3.65

46.00
2.80

50.30
4.30 15.7 0.498

43.20
4.10

39.10

53.55
432 0.082.26

795 0.05

742 0.06

7.57 212

632 1780 0.02

1780

0.02

1.35 15.3 62.0 630 0.02

61.8 629

1800

205

1770

35.00
0.77 15.3 62.3

91.0

31.53

34.23

16.5

174022.53 15.3 59.4 617
9.00

32.88
1.35 15.3

細粒砂岩

軽石質砂岩

鷹架層

六ヶ所層

造成盛土

地層区分

4.10

16.5

15.6

3.25 15.7

16.5

層厚
（m）

単位
体積重量

γt

（kN/m3）

せん断
弾性係数

G

(×104kN/m2)

等価
S波速度
（m/s）

等価
P波速度
（m/s）

等価
減衰定数

ｈ
ポアソン比

55.00

細粒砂岩 ― 18.2 221 1090 2260 0.01 0.35

0.35
-70.00

a

0.02 0.35

1050 2180 0.02

21.00 18.2 203 1040 2160
-49.00

21.00 18.2

-28.00
76337.00 0.03 0.39

軽石凝灰岩
0.43

0.46

10.1 245

11.2 258

695 0.07

55.9 203 0.14

152 550 0.02

119

0.44

0.02

標高
T.M.S.L.
（m）

1.45 15.7 3.67

46.00
2.80

50.30
4.30 15.7 0.499

43.20
4.10

39.10

53.55
434 0.072.28

788 0.05

748 0.06

8.71 227

636 1790 0.02

1790

0.02

1.35 15.3 63.1 636 0.02

63.0 635

1810

206

1790

35.00
0.77 15.3 63.2

92.6

31.53

34.23

16.5

176022.53 15.3 60.8 624
9.00

32.88
1.35 15.3

細粒砂岩

軽石質砂岩

鷹架層

六ヶ所層

造成盛土

地層区分

4.10

16.5

15.6

3.25 15.7

16.5

層厚
（m）

単位
体積重量

γt

（kN/m3）

せん断
弾性係数

G

(×104kN/m2)

等価
S波速度
（m/s）

等価
P波速度
（m/s）

等価
減衰定数

ｈ
ポアソン比

55.00

細粒砂岩 ― 18.2 221 1090 2260 0.01 0.35

0.35
-70.00

a

0.02 0.35

1050 2180 0.02

21.00 18.2 205 1050 2170
-49.00

21.00 18.2

-28.00
76437.00 0.03 0.39

軽石凝灰岩
0.43

0.46

10.8 253

11.6 262

700 0.07

51.7 188 0.15

151 547 0.03

116

0.44

0.03

標高
T.M.S.L.
（m）

1.45 15.7 3.63

46.00
2.80

50.30
4.30 15.7 0.427

43.20
4.10

39.10

53.55
423 0.082.17

802 0.05

774 0.05

8.85 229

636 1790 0.02

1790

0.02

1.35 15.3 62.9 635 0.02

62.6 633

1810

207

1790

35.00
0.77 15.3 63.1

92.9

31.53

34.23

16.5

176022.53 15.3 60.6 623
9.00

32.88
1.35 15.3

細粒砂岩

軽石質砂岩

鷹架層

六ヶ所層

造成盛土

地層区分

4.10

16.5

15.6

3.25 15.7

16.5

1336



燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(25／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

第 3.2.1-9 表 地盤定数（1.2×Ｓｓ－Ｃ１） 

 
 

第 3.2.1-10 表 地盤定数（1.2×Ｓｓ－Ｃ２） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.2.1-10 表 地盤定数（Ｓｓ－Ｃ１） 

 
 

第 3.2.1-11 表 地盤定数（Ｓｓ－Ｃ２） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

考慮する地震動の違

い 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

層厚
（m）

単位
体積重量

γt

（kN/m3）

せん断
弾性係数

G

(×104kN/m2)

等価
S波速度
（m/s）

等価
P波速度
（m/s）

等価
減衰定数

ｈ
ポアソン比

55.00

細粒砂岩 ― 18.2 221 1090 2260 0.01 0.35

0.35
-70.00

a

0.02 0.35

1040 2160 0.02

21.00 18.2 196 1030 2130
-49.00

21.00 18.2

-28.00
74337.00 0.03 0.39

軽石凝灰岩
0.43

0.46

8.84 229

11.6 262

535 0.09

64.2 233 0.14

153 555 0.02

127

0.44

0.03

標高
T.M.S.L.
（m）

1.45 15.7 3.73

46.00
2.80

50.30
4.30 15.7 0.658

43.20
4.10

39.10

53.55
461 0.072.57

802 0.05

700 0.07

5.17 175

623 1760 0.03

1750

0.03

1.35 15.3 60.3 622 0.03

60.0 620

1760

202

1750

35.00
0.77 15.3 60.5

87.8

31.53

34.23

16.5

171022.53 15.3 57.5 607
9.00

32.88
1.35 15.3

細粒砂岩

軽石質砂岩

鷹架層

六ヶ所層

造成盛土

地層区分

4.10

16.5

15.6

3.25 15.7

16.5

層厚
（m）

単位
体積重量

γt

（kN/m3）

せん断
弾性係数

G

(×104kN/m2)

等価
S波速度
（m/s）

等価
P波速度
（m/s）

等価
減衰定数

ｈ
ポアソン比

55.00

細粒砂岩 ― 18.2 221 1090 2260 0.01 0.35

0.35
-70.00

a

0.02 0.35

1060 2190 0.02

21.00 18.2 206 1050 2180
-49.00

21.00 18.2

-28.00
76837.00 0.02 0.39

軽石凝灰岩
0.43

0.46

8.85 229

10.7 252

642 0.07

65.2 237 0.13

152 553 0.02

123

0.44

0.02

標高
T.M.S.L.
（m）

1.45 15.7 3.70

46.00
2.80

50.30
4.30 15.7 0.680

43.20
4.10

39.10

53.55
448 0.072.43

770 0.06

700 0.07

7.45 210

633 1780 0.02

1780

0.02

1.35 15.3 62.3 632 0.02

62.1 631

1820

208

1780

35.00
0.77 15.3 62.5

93.8

31.53

34.23

16.5

176022.53 15.3 61.0 625
9.00

32.88
1.35 15.3

細粒砂岩

軽石質砂岩

鷹架層

六ヶ所層

造成盛土

地層区分

4.10

16.5

15.6

3.25 15.7

16.5

層厚
（m）

単位
体積重量

γt

（kN/m3）

せん断
弾性係数

G

(×104kN/m2)

等価
S波速度
（m/s）

等価
P波速度
（m/s）

等価
減衰定数

ｈ
ポアソン比

55.00

細粒砂岩 ― 18.2 221 1090 2260 0.01 0.35

0.35
-70.00

a

0.02 0.35

1050 2170 0.02

21.00 18.2 199 1030 2140
-49.00

21.00 18.2

-28.00
74937.00 0.03 0.39

軽石凝灰岩
0.43

0.46

10.5 250

11.6 262

630 0.08

66.0 240 0.14

153 555 0.02

127

0.44

0.03

標高
T.M.S.L.
（m）

1.45 15.7 3.73

46.00
2.80

50.30
4.30 15.7 0.697

43.20
4.10

39.10

53.55
461 0.072.57

802 0.05

763 0.06

7.17 206

629 1770 0.02

1770

0.02

1.35 15.3 61.5 628 0.02

61.1 626

1780

204

1760

35.00
0.77 15.3 61.8

89.3

31.53

34.23

16.5

173022.53 15.3 58.8 614
9.00

32.88
1.35 15.3

細粒砂岩

軽石質砂岩

鷹架層

六ヶ所層

造成盛土

地層区分

4.10

16.5

15.6

3.25 15.7

16.5

層厚
（m）

単位
体積重量

γt

（kN/m3）

せん断
弾性係数

G

(×104kN/m2)

等価
S波速度
（m/s）

等価
P波速度
（m/s）

等価
減衰定数

ｈ
ポアソン比

55.00

細粒砂岩 ― 18.2 221 1090 2260 0.01 0.35

0.35
-70.00

a

0.02 0.35

1060 2200 0.02

21.00 18.2 208 1060 2190
-49.00

21.00 18.2

-28.00
77337.00 0.02 0.39

軽石凝灰岩
0.43

0.46

10.1 245

11.6 262

687 0.07

82.2 299 0.11

153 555 0.02

128

0.44

0.02

標高
T.M.S.L.
（m）

1.45 15.7 3.73

46.00
2.80

50.30
4.30 15.7 1.08

43.20
4.10

39.10

53.55
463 0.062.60

802 0.05

748 0.06

8.52 225

635 1790 0.02

1790

0.02

1.35 15.3 62.7 634 0.02

62.5 633

1830

210

1780

35.00
0.77 15.3 62.9

95.0

31.53

34.23

16.5

177022.53 15.3 61.4 627
9.00

32.88
1.35 15.3

細粒砂岩

軽石質砂岩

鷹架層

六ヶ所層

造成盛土

地層区分

4.10

16.5

15.6

3.25 15.7

16.5

1337



燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(26／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

第 3.2.1-11 表 地盤定数（1.2×Ｓｓ－Ｃ３） 

 
 

第 3.2.1-12 表 地盤定数（1.2×Ｓｓ－Ｃ４） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.2.1-12 表 地盤定数（Ｓｓ－Ｃ３） 

 
 

第 3.2.1-13 表 地盤定数（Ｓｓ－Ｃ４） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前頁に同じ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

層厚
（m）

単位
体積重量

γt

（kN/m3）

せん断
弾性係数

G

(×104kN/m2)

等価
S波速度
（m/s）

等価
P波速度
（m/s）

等価
減衰定数

ｈ
ポアソン比

55.00

細粒砂岩 ― 18.2 221 1090 2260 0.01 0.35

0.35
-70.00

a

0.02 0.35

1050 2180 0.02

21.00 18.2 205 1050 2170
-49.00

21.00 18.2

-28.00
76537.00 0.02 0.39

軽石凝灰岩
0.43

0.46

10.2 246

11.5 261

682 0.07

54.0 196 0.15

152 550 0.02

120

0.44

0.02

標高
T.M.S.L.
（m）

1.45 15.7 3.67

46.00
2.80

50.30
4.30 15.7 0.467

43.20
4.10

39.10

53.55
435 0.072.29

798 0.05

752 0.06

8.40 223

635 1790 0.02

1790

0.02

1.35 15.3 62.7 634 0.02

62.5 633

1810

207

1780

35.00
0.77 15.3 62.9

93.0

31.53

34.23

16.5

176022.53 15.3 61.0 625
9.00

32.88
1.35 15.3

細粒砂岩

軽石質砂岩

鷹架層

六ヶ所層

造成盛土

地層区分

4.10

16.5

15.6

3.25 15.7

16.5

層厚
（m）

単位
体積重量

γt

（kN/m3）

せん断
弾性係数

G

(×104kN/m2)

等価
S波速度
（m/s）

等価
P波速度
（m/s）

等価
減衰定数

ｈ
ポアソン比

55.00

細粒砂岩 ― 18.2 221 1090 2260 0.01 0.35

0.35
-70.00

a

0.02 0.35

1060 2190 0.02

21.00 18.2 204 1050 2170
-49.00

21.00 18.2

-28.00
76037.00 0.03 0.39

軽石凝灰岩
0.43

0.46

9.71 240

11.4 260

674 0.07

46.3 168 0.15

149 541 0.03

107

0.44

0.03

標高
T.M.S.L.
（m）

1.45 15.7 3.55

46.00
2.80

50.30
4.30 15.7 0.343

43.20
4.10

39.10

53.55
390 0.091.84

795 0.05

733 0.06

8.19 220

635 1790 0.02

1790

0.02

1.35 15.3 62.7 634 0.02

62.5 633

1800

208

1780

35.00
0.77 15.3 62.9

91.8

31.53

34.23

16.5

176022.53 15.3 60.5 623
9.00

32.88
1.35 15.3

細粒砂岩

軽石質砂岩

鷹架層

六ヶ所層

造成盛土

地層区分

4.10

16.5

15.6

3.25 15.7

16.5

層厚
（m）

単位
体積重量

γt

（kN/m3）

せん断
弾性係数

G

(×104kN/m2)

等価
S波速度
（m/s）

等価
P波速度
（m/s）

等価
減衰定数

ｈ
ポアソン比

55.00

細粒砂岩 ― 18.2 221 1090 2260 0.01 0.35

0.35
-70.00

a

0.02 0.35

1060 2200 0.02

21.00 18.2 207 1050 2180
-49.00

21.00 18.2

-28.00
76937.00 0.02 0.39

軽石凝灰岩
0.43

0.46

10.4 248

11.1 257

720 0.06

56.8 206 0.14

151 549 0.03

118

0.44

0.02

標高
T.M.S.L.
（m）

1.45 15.7 3.65

46.00
2.80

50.30
4.30 15.7 0.516

43.20
4.10

39.10

53.55
428 0.082.22

784 0.05

759 0.06

9.35 236

639 1800 0.02

1800

0.02

1.35 15.3 63.5 638 0.02

63.3 637

1830

209

1800

35.00
0.77 15.3 63.7

94.1

31.53

34.23

16.5

177022.53 15.3 61.8 629
9.00

32.88
1.35 15.3

細粒砂岩

軽石質砂岩

鷹架層

六ヶ所層

造成盛土

地層区分

4.10

16.5

15.6

3.25 15.7

16.5

層厚
（m）

単位
体積重量

γt

（kN/m3）

せん断
弾性係数

G

(×104kN/m2)

等価
S波速度
（m/s）

等価
P波速度
（m/s）

等価
減衰定数

ｈ
ポアソン比

55.00

細粒砂岩 ― 18.2 221 1090 2260 0.01 0.35

0.35
-70.00

a

0.02 0.35

1060 2200 0.02

21.00 18.2 207 1050 2180
-49.00

21.00 18.2

-28.00
76637.00 0.02 0.39

軽石凝灰岩
0.43

0.46

10.2 246

11.7 264

705 0.07

54.8 199 0.14

149 541 0.03

107

0.44

0.02

標高
T.M.S.L.
（m）

1.45 15.7 3.55

46.00
2.80

50.30
4.30 15.7 0.481

43.20
4.10

39.10

53.55
390 0.091.84

805 0.05

752 0.06

8.98 231

639 1800 0.02

1800

0.02

1.35 15.3 63.6 638 0.02

63.4 637

1820

210

1800

35.00
0.77 15.3 63.7

93.3

31.53

34.23

16.5

177022.53 15.3 61.5 628
9.00

32.88
1.35 15.3

細粒砂岩

軽石質砂岩

鷹架層

六ヶ所層

造成盛土

地層区分

4.10

16.5

15.6

3.25 15.7

16.5
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(27／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.2.1-14 表 地盤定数（Ｓｄ－Ａ） 

 
 

第 3.2.1-15 表 地盤定数（Ｓｄ－Ｂ１） 

第 3.2.1-16 表 地盤定数（Ｓｄ－Ｂ２） 

第 3.2.1-17 表 地盤定数（Ｓｄ－Ｂ３） 

第 3.2.1-18 表 地盤定数（Ｓｄ－Ｂ４） 

第 3.2.1-19 表 地盤定数（Ｓｄ－Ｂ５） 

第 3.2.1-20 表 地盤定数（Ｓｄ－Ｃ１） 

第 3.2.1-21 表 地盤定数（Ｓｄ－Ｃ２） 

第 3.2.1-22 表 地盤定数（Ｓｄ－Ｃ３） 

第 3.2.1-23 表 地盤定数（Ｓｄ－Ｃ４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

弾性設計用地震動 Sd

に係る記載であるこ

とから 1.2×Ss 計算

書に記載無し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.0×Ss 計算書にお

いて，第 3.2.1-14 

図と同様に他地震に

よる地盤定数が記載

されるものであるた

め，本比較表上は省

略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

層厚
（m）

単位
体積重量

γt

（kN/m3）

せん断
弾性係数

G

(×104kN/m2)

等価
S波速度
（m/s）

等価
P波速度
（m/s）

等価
減衰定数

ｈ
ポアソン比

55.00

細粒砂岩 ― 18.2 221 1090 2260 0.01 0.35

0.35
-70.00

a

0.01 0.35

1070 2220 0.02

21.00 18.2 214 1070 2220
-49.00

21.00 18.2

-28.00
78437.00 0.02 0.39

軽石凝灰岩
0.43

0.46

11.1 257

11.8 265

770 0.06

75.7 275 0.11

151 549 0.03

120

0.44

0.02

標高
T.M.S.L.
（m）

1.45 15.7 3.65

46.00
2.80

50.30
4.30 15.7 0.916

43.20
4.10

39.10

53.55
435 0.072.29

809 0.05

784 0.05

10.7 252

643 1810 0.02

1810

0.02

1.35 15.3 64.6 643 0.02

64.5 643

1860

213

1810

35.00
0.77 15.3 64.6

97.7

31.53

34.23

16.5

180022.53 15.3 63.7 639
9.00

32.88
1.35 15.3

細粒砂岩

軽石質砂岩

鷹架層

六ヶ所層

造成盛土

地層区分

4.10

16.5

15.6

3.25 15.7

16.5
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(28／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
ばね定数：0Hz のばね定数 Kで定数化 

   減衰係数：振動系全体のうち地盤の影響が卓越する最初の固有振動数ω1 に対応する虚部の

値と原点を結ぶ直線の傾き Cで定数化 

 
ばね定数：ばね定数 Kの極大値で定数化 

   減衰係数：振動系全体のうち地盤の影響が卓越する最初の固有振動数ω1 に対応する虚部の

値と原点を結ぶ直線の傾き Cで定数化 

 

第 3.2.1-10 図 地盤ばねの定数化の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

両計算書で共通であ

るため 1.2×Ss 計算

書では省略。 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(29／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

第 3.2.1-13 表 地盤ばね定数と減衰係数（1.2×Ｓｓ－Ａ，水平方向） 

（a）NS 方向 

 
注記 ：スウェイばね：ばね定数(kN/m)，減衰係数(kN･s/m) 

ロッキングばね：ばね定数(kN･m/rad)，減衰係数(kN･m･s/rad) 

 

（b）EW 方向 

 
注記 ：スウェイばね：ばね定数(kN/m)，減衰係数(kN･s/m) 

ロッキングばね：ばね定数(kN･m/rad)，減衰係数(kN･m･s/rad) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.2.1-24 表 地盤ばね定数と減衰係数（Ｓｓ－Ａ） 

(a)NS 方向 

 
注記 1：スウェイばね：ばね定数(kN/m)，減衰係数(kN･s/m) 

2：ロッキングばね：ばね定数(kN･m/rad)，減衰係数(kN･m･s/rad) 

 

(b)EW 方向 

 
注記 1：スウェイばね：ばね定数(kN/m)，減衰係数(kN･s/m) 

2：ロッキングばね：ばね定数(kN･m/rad)，減衰係数(kN･m･s/rad) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地盤ばね定数と減衰

定数は地震波に応じ

て変わるため 1.2×

Ss 計算書にも記載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

KS1 6 2.96 × 10 6 1.78 × 10 6

KS2 7 2.12 × 10 6 1.10 × 10 6

KS3 8 4.57 × 10 6 9.47 × 10 5

KS4 9 3.53 × 10 6 7.35 × 10 5

底面スウェイばね KS 9 1.98 × 10 8 7.38 × 10 6

底面ロッキングばね KR 9 4.58 × 10 11 4.93 × 10 9

質点
番号

ばね定数 減衰係数

側面スウェイばね

KS1 6 2.96 × 10 6 1.78 × 10 6

KS2 7 2.12 × 10 6 1.10 × 10 6

KS3 8 4.57 × 10 6 9.48 × 10 5

KS4 9 3.53 × 10 6 7.35 × 10 5

底面スウェイばね KS 9 1.97 × 10 8 7.36 × 10 6

底面ロッキングばね KR 9 4.66 × 10 11 5.11 × 10 9

側面スウェイばね

質点
番号

ばね定数 減衰係数

KS1 6 2.94 × 10 6 1.77 × 10 6

KS2 7 2.23 × 10 6 1.13 × 10 6

KS3 8 4.60 × 10 6 9.50 × 10 5

KS4 9 3.56 × 10 6 7.38 × 10 5

底面スウェイばね KS 9 2.01 × 10 8 7.44 × 10 6

底面ロッキングばね KR 9 4.66 × 10 11 4.96 × 10 9

質点
番号

ばね定数 減衰係数

側面スウェイばね

KS1 6 2.94 × 10 6 1.77 × 10 6

KS2 7 2.23 × 10 6 1.13 × 10 6

KS3 8 4.60 × 10 6 9.51 × 10 5

KS4 9 3.56 × 10 6 7.39 × 10 5

底面スウェイばね KS 9 2.01 × 10 8 7.42 × 10 6

底面ロッキングばね KR 9 4.73 × 10 11 5.16 × 10 9

側面スウェイばね

質点
番号

ばね定数 減衰係数
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(30／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

第 3.2.1-14 表 地盤ばね定数と減衰係数（1.2×Ｓｓ－Ｂ１，水平方向） 

（a）NS 方向 

 
注記 ：スウェイばね：ばね定数(kN/m)，減衰係数(kN･s/m) 

ロッキングばね：ばね定数(kN･m/rad)，減衰係数(kN･m･s/rad) 

 

（b）EW 方向 

 
注記 ：スウェイばね：ばね定数(kN/m)，減衰係数(kN･s/m) 

ロッキングばね：ばね定数(kN･m/rad)，減衰係数(kN･m･s/rad) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.2.1-25 表 地盤ばね定数と減衰係数（Ｓｓ－Ｂ１） 

(a)NS 方向 

 
注記 1：スウェイばね：ばね定数(kN/m)，減衰係数(kN･s/m) 

2：ロッキングばね：ばね定数(kN･m/rad)，減衰係数(kN･m･s/rad) 

 

(b)EW 方向 

 
注記 1：スウェイばね：ばね定数(kN/m)，減衰係数(kN･s/m) 

2：ロッキングばね：ばね定数(kN･m/rad)，減衰係数(kN･m･s/rad) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前頁に同じ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

KS1 6 3.09 × 10 6 1.82 × 10 6

KS2 7 2.24 × 10 6 1.14 × 10 6

KS3 8 4.61 × 10 6 9.52 × 10 5

KS4 9 3.59 × 10 6 7.41 × 10 5

底面スウェイばね KS 9 2.04 × 10 8 7.49 × 10 6

底面ロッキングばね KR 9 4.72 × 10 11 4.99 × 10 9

質点
番号

ばね定数 減衰係数

側面スウェイばね

KS1 6 3.09 × 10 6 1.82 × 10 6

KS2 7 2.24 × 10 6 1.14 × 10 6

KS3 8 4.61 × 10 6 9.52 × 10 5

KS4 9 3.59 × 10 6 7.41 × 10 5

底面スウェイばね KS 9 2.03 × 10 8 7.47 × 10 6

底面ロッキングばね KR 9 4.80 × 10 11 5.17 × 10 9

側面スウェイばね

質点
番号

ばね定数 減衰係数

KS1 6 3.14 × 10 6 1.83 × 10 6

KS2 7 2.38 × 10 6 1.18 × 10 6

KS3 8 4.63 × 10 6 9.54 × 10 5

KS4 9 3.60 × 10 6 7.42 × 10 5

底面スウェイばね KS 9 2.05 × 10 8 7.52 × 10 6

底面ロッキングばね KR 9 4.77 × 10 11 5.01 × 10 9

質点
番号

ばね定数 減衰係数

側面スウェイばね

KS1 6 3.14 × 10 6 1.83 × 10 6

KS2 7 2.38 × 10 6 1.18 × 10 6

KS3 8 4.63 × 10 6 9.54 × 10 5

KS4 9 3.60 × 10 6 7.42 × 10 5

底面スウェイばね KS 9 2.05 × 10 8 7.50 × 10 6

底面ロッキングばね KR 9 4.85 × 10 11 5.19 × 10 9

側面スウェイばね

質点
番号

ばね定数 減衰係数
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(31／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

第 3.2.1-15 表 地盤ばね定数と減衰係数（1.2×Ｓｓ－Ｂ２，水平方向） 

（a）NS 方向 

 
注記 ：スウェイばね：ばね定数(kN/m)，減衰係数(kN･s/m) 

ロッキングばね：ばね定数(kN･m/rad)，減衰係数(kN･m･s/rad) 

 

（b）EW 方向 

 
注記 ：スウェイばね：ばね定数(kN/m)，減衰係数(kN･s/m) 

ロッキングばね：ばね定数(kN･m/rad)，減衰係数(kN･m･s/rad) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.2.1-26 表 地盤ばね定数と減衰係数（Ｓｓ－Ｂ２） 

(a)NS 方向 

 
注記 1：スウェイばね：ばね定数(kN/m)，減衰係数(kN･s/m) 

2：ロッキングばね：ばね定数(kN･m/rad)，減衰係数(kN･m･s/rad) 

 

(b)EW 方向 

 
注記 1：スウェイばね：ばね定数(kN/m)，減衰係数(kN･s/m) 

2：ロッキングばね：ばね定数(kN･m/rad)，減衰係数(kN･m･s/rad) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前頁に同じ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

KS1 6 2.85 × 10 6 1.74 × 10 6

KS2 7 2.02 × 10 6 1.06 × 10 6

KS3 8 4.57 × 10 6 9.47 × 10 5

KS4 9 3.55 × 10 6 7.37 × 10 5

底面スウェイばね KS 9 2.01 × 10 8 7.44 × 10 6

底面ロッキングばね KR 9 4.66 × 10 11 4.96 × 10 9

質点
番号

ばね定数 減衰係数

側面スウェイばね

KS1 6 2.85 × 10 6 1.75 × 10 6

KS2 7 2.02 × 10 6 1.06 × 10 6

KS3 8 4.57 × 10 6 9.48 × 10 5

KS4 9 3.55 × 10 6 7.37 × 10 5

底面スウェイばね KS 9 2.01 × 10 8 7.42 × 10 6

底面ロッキングばね KR 9 4.73 × 10 11 5.16 × 10 9

側面スウェイばね

質点
番号

ばね定数 減衰係数

KS1 6 3.08 × 10 6 1.81 × 10 6

KS2 7 2.25 × 10 6 1.14 × 10 6

KS3 8 4.61 × 10 6 9.52 × 10 5

KS4 9 3.58 × 10 6 7.40 × 10 5

底面スウェイばね KS 9 2.04 × 10 8 7.50 × 10 6

底面ロッキングばね KR 9 4.73 × 10 11 4.99 × 10 9

質点
番号

ばね定数 減衰係数

側面スウェイばね

KS1 6 3.08 × 10 6 1.81 × 10 6

KS2 7 2.25 × 10 6 1.14 × 10 6

KS3 8 4.61 × 10 6 9.53 × 10 5

KS4 9 3.58 × 10 6 7.40 × 10 5

底面スウェイばね KS 9 2.04 × 10 8 7.48 × 10 6

底面ロッキングばね KR 9 4.81 × 10 11 5.19 × 10 9

側面スウェイばね

質点
番号

ばね定数 減衰係数
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（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

第 3.2.1-16 表 地盤ばね定数と減衰係数（1.2×Ｓｓ－Ｂ３，水平方向） 

（a）NS 方向 

 
注記 ：スウェイばね：ばね定数(kN/m)，減衰係数(kN･s/m) 

ロッキングばね：ばね定数(kN･m/rad)，減衰係数(kN･m･s/rad) 

 

（b）EW 方向 

 
注記 ：スウェイばね：ばね定数(kN/m)，減衰係数(kN･s/m) 

ロッキングばね：ばね定数(kN･m/rad)，減衰係数(kN･m･s/rad) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.2.1-27 表 地盤ばね定数と減衰係数（Ｓｓ－Ｂ３） 

(a)NS 方向 

 
注記 1：スウェイばね：ばね定数(kN/m)，減衰係数(kN･s/m) 

2：ロッキングばね：ばね定数(kN･m/rad)，減衰係数(kN･m･s/rad) 

 

(b)EW 方向 

 
注記 1：スウェイばね：ばね定数(kN/m)，減衰係数(kN･s/m) 

2：ロッキングばね：ばね定数(kN･m/rad)，減衰係数(kN･m･s/rad) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前頁に同じ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

KS1 6 3.13 × 10 6 1.83 × 10 6

KS2 7 2.34 × 10 6 1.17 × 10 6

KS3 8 4.61 × 10 6 9.52 × 10 5

KS4 9 3.58 × 10 6 7.39 × 10 5

底面スウェイばね KS 9 2.01 × 10 8 7.45 × 10 6

底面ロッキングばね KR 9 4.67 × 10 11 4.97 × 10 9

質点
番号

ばね定数 減衰係数

側面スウェイばね

KS1 6 3.13 × 10 6 1.83 × 10 6

KS2 7 2.34 × 10 6 1.17 × 10 6

KS3 8 4.61 × 10 6 9.52 × 10 5

KS4 9 3.58 × 10 6 7.40 × 10 5

底面スウェイばね KS 9 2.01 × 10 8 7.43 × 10 6

底面ロッキングばね KR 9 4.75 × 10 11 5.16 × 10 9

側面スウェイばね

質点
番号

ばね定数 減衰係数

KS1 6 3.25 × 10 6 1.86 × 10 6

KS2 7 2.51 × 10 6 1.22 × 10 6

KS3 8 4.66 × 10 6 9.56 × 10 5

KS4 9 3.61 × 10 6 7.43 × 10 5

底面スウェイばね KS 9 2.04 × 10 8 7.50 × 10 6

底面ロッキングばね KR 9 4.73 × 10 11 4.99 × 10 9

質点
番号

ばね定数 減衰係数

側面スウェイばね

KS1 6 3.25 × 10 6 1.86 × 10 6

KS2 7 2.51 × 10 6 1.22 × 10 6

KS3 8 4.66 × 10 6 9.57 × 10 5

KS4 9 3.61 × 10 6 7.43 × 10 5

底面スウェイばね KS 9 2.04 × 10 8 7.48 × 10 6

底面ロッキングばね KR 9 4.81 × 10 11 5.19 × 10 9

側面スウェイばね

質点
番号

ばね定数 減衰係数
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（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

第 3.2.1-17 表 地盤ばね定数と減衰係数（1.2×Ｓｓ－Ｂ４，水平方向） 

（a）NS 方向 

 
注記 ：スウェイばね：ばね定数(kN/m)，減衰係数(kN･s/m) 

ロッキングばね：ばね定数(kN･m/rad)，減衰係数(kN･m･s/rad) 

 

（b）EW 方向 

 
注記 ：スウェイばね：ばね定数(kN/m)，減衰係数(kN･s/m) 

ロッキングばね：ばね定数(kN･m/rad)，減衰係数(kN･m･s/rad) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.2.1-28 表 地盤ばね定数と減衰係数（Ｓｓ－Ｂ４） 

(a)NS 方向 

 
注記 1：スウェイばね：ばね定数(kN/m)，減衰係数(kN･s/m) 

2：ロッキングばね：ばね定数(kN･m/rad)，減衰係数(kN･m･s/rad) 

 

(b)EW 方向 

 
注記 1：スウェイばね：ばね定数(kN/m)，減衰係数(kN･s/m) 

2：ロッキングばね：ばね定数(kN･m/rad)，減衰係数(kN･m･s/rad) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前頁に同じ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

KS1 6 3.02 × 10 6 1.79 × 10 6

KS2 7 2.28 × 10 6 1.15 × 10 6

KS3 8 4.61 × 10 6 9.52 × 10 5

KS4 9 3.56 × 10 6 7.38 × 10 5

底面スウェイばね KS 9 1.97 × 10 8 7.37 × 10 6

底面ロッキングばね KR 9 4.56 × 10 11 4.93 × 10 9

質点
番号

ばね定数 減衰係数

側面スウェイばね

KS1 6 3.02 × 10 6 1.79 × 10 6

KS2 7 2.28 × 10 6 1.15 × 10 6

KS3 8 4.61 × 10 6 9.52 × 10 5

KS4 9 3.56 × 10 6 7.38 × 10 5

底面スウェイばね KS 9 1.97 × 10 8 7.35 × 10 6

底面ロッキングばね KR 9 4.63 × 10 11 5.10 × 10 9

側面スウェイばね

質点
番号

ばね定数 減衰係数

KS1 6 3.12 × 10 6 1.82 × 10 6

KS2 7 2.45 × 10 6 1.20 × 10 6

KS3 8 4.66 × 10 6 9.56 × 10 5

KS4 9 3.61 × 10 6 7.43 × 10 5

底面スウェイばね KS 9 2.01 × 10 8 7.44 × 10 6

底面ロッキングばね KR 9 4.65 × 10 11 4.96 × 10 9

質点
番号

ばね定数 減衰係数

側面スウェイばね

KS1 6 3.12 × 10 6 1.82 × 10 6

KS2 7 2.45 × 10 6 1.20 × 10 6

KS3 8 4.66 × 10 6 9.56 × 10 5

KS4 9 3.61 × 10 6 7.43 × 10 5

底面スウェイばね KS 9 2.01 × 10 8 7.42 × 10 6

底面ロッキングばね KR 9 4.72 × 10 11 5.15 × 10 9

側面スウェイばね

質点
番号

ばね定数 減衰係数
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（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

第 3.2.1-18 表 地盤ばね定数と減衰係数（1.2×Ｓｓ－Ｂ５，水平方向） 

（a）NS 方向 

 
注記 ：スウェイばね：ばね定数(kN/m)，減衰係数(kN･s/m) 

ロッキングばね：ばね定数(kN･m/rad)，減衰係数(kN･m･s/rad) 

 

（b）EW 方向 

 
注記 ：スウェイばね：ばね定数(kN/m)，減衰係数(kN･s/m) 

ロッキングばね：ばね定数(kN･m/rad)，減衰係数(kN･m･s/rad) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.2.1-29 表 地盤ばね定数と減衰係数（Ｓｓ－Ｂ５） 

(a)NS 方向 

 
注記 1：スウェイばね：ばね定数(kN/m)，減衰係数(kN･s/m) 

2：ロッキングばね：ばね定数(kN･m/rad)，減衰係数(kN･m･s/rad) 

 

(b)EW 方向 

 
注記 1：スウェイばね：ばね定数(kN/m)，減衰係数(kN･s/m) 

2：ロッキングばね：ばね定数(kN･m/rad)，減衰係数(kN･m･s/rad) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前頁に同じ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

KS1 6 3.11 × 10 6 1.82 × 10 6

KS2 7 2.24 × 10 6 1.14 × 10 6

KS3 8 4.57 × 10 6 9.48 × 10 5

KS4 9 3.54 × 10 6 7.36 × 10 5

底面スウェイばね KS 9 1.97 × 10 8 7.37 × 10 6

底面ロッキングばね KR 9 4.56 × 10 11 4.93 × 10 9

質点
番号

ばね定数 減衰係数

側面スウェイばね

KS1 6 3.11 × 10 6 1.82 × 10 6

KS2 7 2.24 × 10 6 1.14 × 10 6

KS3 8 4.57 × 10 6 9.48 × 10 5

KS4 9 3.54 × 10 6 7.36 × 10 5

底面スウェイばね KS 9 1.97 × 10 8 7.35 × 10 6

底面ロッキングばね KR 9 4.63 × 10 11 5.10 × 10 9

側面スウェイばね

質点
番号

ばね定数 減衰係数

KS1 6 3.28 × 10 6 1.87 × 10 6

KS2 7 2.48 × 10 6 1.21 × 10 6

KS3 8 4.64 × 10 6 9.55 × 10 5

KS4 9 3.59 × 10 6 7.41 × 10 5

底面スウェイばね KS 9 2.00 × 10 8 7.43 × 10 6

底面ロッキングばね KR 9 4.65 × 10 11 4.96 × 10 9

質点
番号

ばね定数 減衰係数

側面スウェイばね

KS1 6 3.28 × 10 6 1.87 × 10 6

KS2 7 2.48 × 10 6 1.21 × 10 6

KS3 8 4.64 × 10 6 9.56 × 10 5

KS4 9 3.59 × 10 6 7.41 × 10 5

底面スウェイばね KS 9 2.00 × 10 8 7.41 × 10 6

底面ロッキングばね KR 9 4.72 × 10 11 5.15 × 10 9

側面スウェイばね

質点
番号

ばね定数 減衰係数
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（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

第 3.2.1-19 表 地盤ばね定数と減衰係数（1.2×Ｓｓ－Ｃ１，水平方向） 

（a）NS 方向 

 
注記 ：スウェイばね：ばね定数(kN/m)，減衰係数(kN･s/m) 

ロッキングばね：ばね定数(kN･m/rad)，減衰係数(kN･m･s/rad) 

 

（b）EW 方向 

 
注記 ：スウェイばね：ばね定数(kN/m)，減衰係数(kN･s/m) 

ロッキングばね：ばね定数(kN･m/rad)，減衰係数(kN･m･s/rad) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.2.1-30 表 地盤ばね定数と減衰係数（Ｓｓ－Ｃ１） 

(a)NS 方向 

 
注記 1：スウェイばね：ばね定数(kN/m)，減衰係数(kN･s/m) 

2：ロッキングばね：ばね定数(kN･m/rad)，減衰係数(kN･m･s/rad) 

 

(b)EW 方向 

 
注記 1：スウェイばね：ばね定数(kN/m)，減衰係数(kN･s/m) 

2：ロッキングばね：ばね定数(kN･m/rad)，減衰係数(kN･m･s/rad) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前頁に同じ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

KS1 6 2.93 × 10 6 1.77 × 10 6

KS2 7 1.77 × 10 6 9.75 × 10 5

KS3 8 4.46 × 10 6 9.36 × 10 5

KS4 9 3.44 × 10 6 7.25 × 10 5

底面スウェイばね KS 9 1.91 × 10 8 7.26 × 10 6

底面ロッキングばね KR 9 4.41 × 10 11 4.87 × 10 9

質点
番号

ばね定数 減衰係数

側面スウェイばね

KS1 6 2.93 × 10 6 1.77 × 10 6

KS2 7 1.77 × 10 6 9.75 × 10 5

KS3 8 4.46 × 10 6 9.36 × 10 5

KS4 9 3.44 × 10 6 7.26 × 10 5

底面スウェイばね KS 9 1.91 × 10 8 7.24 × 10 6

底面ロッキングばね KR 9 4.49 × 10 11 5.04 × 10 9

側面スウェイばね

質点
番号

ばね定数 減衰係数

KS1 6 3.23 × 10 6 1.85 × 10 6

KS2 7 2.15 × 10 6 1.11 × 10 6

KS3 8 4.54 × 10 6 9.44 × 10 5

KS4 9 3.51 × 10 6 7.32 × 10 5

底面スウェイばね KS 9 1.94 × 10 8 7.32 × 10 6

底面ロッキングばね KR 9 4.50 × 10 11 4.90 × 10 9

質点
番号

ばね定数 減衰係数

側面スウェイばね

KS1 6 3.23 × 10 6 1.85 × 10 6

KS2 7 2.15 × 10 6 1.11 × 10 6

KS3 8 4.54 × 10 6 9.45 × 10 5

KS4 9 3.51 × 10 6 7.32 × 10 5

底面スウェイばね KS 9 1.94 × 10 8 7.30 × 10 6

底面ロッキングばね KR 9 4.57 × 10 11 5.09 × 10 9

側面スウェイばね

質点
番号

ばね定数 減衰係数
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（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

第 3.2.1-20 表 地盤ばね定数と減衰係数（1.2×Ｓｓ－Ｃ２，水平方向） 

（a）NS 方向 

 
注記 ：スウェイばね：ばね定数(kN/m)，減衰係数(kN･s/m) 

ロッキングばね：ばね定数(kN･m/rad)，減衰係数(kN･m･s/rad) 

 

（b）EW 方向 

 
注記 ：スウェイばね：ばね定数(kN/m)，減衰係数(kN･s/m) 

ロッキングばね：ばね定数(kN･m/rad)，減衰係数(kN･m･s/rad) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.2.1-31 表 地盤ばね定数と減衰係数（Ｓｓ－Ｃ２） 

(a)NS 方向 

 
注記 1：スウェイばね：ばね定数(kN/m)，減衰係数(kN･s/m) 

2：ロッキングばね：ばね定数(kN･m/rad)，減衰係数(kN･m･s/rad) 

 

(b)EW 方向 

 
注記 1：スウェイばね：ばね定数(kN/m)，減衰係数(kN･s/m) 

2：ロッキングばね：ばね定数(kN･m/rad)，減衰係数(kN･m･s/rad) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前頁に同じ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

KS1 6 2.83 × 10 6 1.74 × 10 6

KS2 7 2.22 × 10 6 1.13 × 10 6

KS3 8 4.60 × 10 6 9.51 × 10 5

KS4 9 3.56 × 10 6 7.38 × 10 5

底面スウェイばね KS 9 2.02 × 10 8 7.46 × 10 6

底面ロッキングばね KR 9 4.68 × 10 11 4.98 × 10 9

質点
番号

ばね定数 減衰係数

側面スウェイばね

KS1 6 2.83 × 10 6 1.74 × 10 6

KS2 7 2.22 × 10 6 1.13 × 10 6

KS3 8 4.60 × 10 6 9.51 × 10 5

KS4 9 3.56 × 10 6 7.39 × 10 5

底面スウェイばね KS 9 2.02 × 10 8 7.44 × 10 6

底面ロッキングばね KR 9 4.76 × 10 11 5.16 × 10 9

側面スウェイばね

質点
番号

ばね定数 減衰係数

KS1 6 3.16 × 10 6 1.83 × 10 6

KS2 7 2.42 × 10 6 1.19 × 10 6

KS3 8 4.63 × 10 6 9.54 × 10 5

KS4 9 3.59 × 10 6 7.41 × 10 5

底面スウェイばね KS 9 2.04 × 10 8 7.49 × 10 6

底面ロッキングばね KR 9 4.73 × 10 11 4.99 × 10 9

質点
番号

ばね定数 減衰係数

側面スウェイばね

KS1 6 3.16 × 10 6 1.84 × 10 6

KS2 7 2.42 × 10 6 1.19 × 10 6

KS3 8 4.63 × 10 6 9.54 × 10 5

KS4 9 3.59 × 10 6 7.41 × 10 5

底面スウェイばね KS 9 2.03 × 10 8 7.47 × 10 6

底面ロッキングばね KR 9 4.81 × 10 11 5.18 × 10 9

側面スウェイばね

質点
番号

ばね定数 減衰係数
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(37／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

第 3.2.1-21 表 地盤ばね定数と減衰係数（1.2×Ｓｓ－Ｃ３，水平方向） 

（a）NS 方向 

 
注記 ：スウェイばね：ばね定数(kN/m)，減衰係数(kN･s/m) 

ロッキングばね：ばね定数(kN･m/rad)，減衰係数(kN･m･s/rad) 

 

（b）EW 方向 

 
注記 ：スウェイばね：ばね定数(kN/m)，減衰係数(kN･s/m) 

ロッキングばね：ばね定数(kN･m/rad)，減衰係数(kN･m･s/rad) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.2.1-32 表 地盤ばね定数と減衰係数（Ｓｓ－Ｃ３） 

(a)NS 方向 

 
注記 1：スウェイばね：ばね定数(kN/m)，減衰係数(kN･s/m) 

2：ロッキングばね：ばね定数(kN･m/rad)，減衰係数(kN･m･s/rad) 

 

(b)EW 方向 

 
注記 1：スウェイばね：ばね定数(kN/m)，減衰係数(kN･s/m) 

2：ロッキングばね：ばね定数(kN･m/rad)，減衰係数(kN･m･s/rad) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前頁に同じ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

KS1 6 3.16 × 10 6 1.84 × 10 6

KS2 7 2.39 × 10 6 1.18 × 10 6

KS3 8 4.63 × 10 6 9.54 × 10 5

KS4 9 3.59 × 10 6 7.41 × 10 5

底面スウェイばね KS 9 2.01 × 10 8 7.45 × 10 6

底面ロッキングばね KR 9 4.66 × 10 11 4.96 × 10 9

質点
番号

ばね定数 減衰係数

側面スウェイばね

KS1 6 3.16 × 10 6 1.84 × 10 6

KS2 7 2.39 × 10 6 1.18 × 10 6

KS3 8 4.63 × 10 6 9.54 × 10 5

KS4 9 3.59 × 10 6 7.41 × 10 5

底面スウェイばね KS 9 2.01 × 10 8 7.43 × 10 6

底面ロッキングばね KR 9 4.73 × 10 11 5.16 × 10 9

側面スウェイばね

質点
番号

ばね定数 減衰係数

KS1 6 3.15 × 10 6 1.83 × 10 6

KS2 7 2.59 × 10 6 1.24 × 10 6

KS3 8 4.69 × 10 6 9.60 × 10 5

KS4 9 3.63 × 10 6 7.45 × 10 5

底面スウェイばね KS 9 2.04 × 10 8 7.49 × 10 6

底面ロッキングばね KR 9 4.72 × 10 11 4.99 × 10 9

質点
番号

ばね定数 減衰係数

側面スウェイばね

KS1 6 3.15 × 10 6 1.83 × 10 6

KS2 7 2.59 × 10 6 1.24 × 10 6

KS3 8 4.69 × 10 6 9.60 × 10 5

KS4 9 3.63 × 10 6 7.46 × 10 5

底面スウェイばね KS 9 2.03 × 10 8 7.47 × 10 6

底面ロッキングばね KR 9 4.80 × 10 11 5.17 × 10 9

側面スウェイばね

質点
番号

ばね定数 減衰係数
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(38／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

第 3.2.1-22 表 地盤ばね定数と減衰係数（1.2×Ｓｓ－Ｃ４，水平方向） 

（a）NS 方向 

 
注記 ：スウェイばね：ばね定数(kN/m)，減衰係数(kN･s/m) 

ロッキングばね：ばね定数(kN･m/rad)，減衰係数(kN･m･s/rad) 

 

（b）EW 方向 

 
注記 ：スウェイばね：ばね定数(kN/m)，減衰係数(kN･s/m) 

ロッキングばね：ばね定数(kN･m/rad)，減衰係数(kN･m･s/rad) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.2.1-33 表 地盤ばね定数と減衰係数（Ｓｓ－Ｃ４） 

(a)NS 方向 

 
注記 1：スウェイばね：ばね定数(kN/m)，減衰係数(kN･s/m) 

2：ロッキングばね：ばね定数(kN･m/rad)，減衰係数(kN･m･s/rad) 

 

(b)EW 方向 

 
注記 1：スウェイばね：ばね定数(kN/m)，減衰係数(kN･s/m) 

2：ロッキングばね：ばね定数(kN･m/rad)，減衰係数(kN･m･s/rad) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前頁に同じ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

KS1 6 3.07 × 10 6 1.81 × 10 6

KS2 7 2.35 × 10 6 1.17 × 10 6

KS3 8 4.63 × 10 6 9.54 × 10 5

KS4 9 3.59 × 10 6 7.41 × 10 5

底面スウェイばね KS 9 2.00 × 10 8 7.42 × 10 6

底面ロッキングばね KR 9 4.62 × 10 11 4.96 × 10 9

質点
番号

ばね定数 減衰係数

側面スウェイばね

KS1 6 3.07 × 10 6 1.81 × 10 6

KS2 7 2.35 × 10 6 1.17 × 10 6

KS3 8 4.63 × 10 6 9.54 × 10 5

KS4 9 3.59 × 10 6 7.41 × 10 5

底面スウェイばね KS 9 2.00 × 10 8 7.40 × 10 6

底面ロッキングばね KR 9 4.70 × 10 11 5.14 × 10 9

側面スウェイばね

質点
番号

ばね定数 減衰係数

KS1 6 3.20 × 10 6 1.84 × 10 6

KS2 7 2.52 × 10 6 1.22 × 10 6

KS3 8 4.69 × 10 6 9.59 × 10 5

KS4 9 3.63 × 10 6 7.45 × 10 5

底面スウェイばね KS 9 2.03 × 10 8 7.48 × 10 6

底面ロッキングばね KR 9 4.69 × 10 11 4.98 × 10 9

質点
番号

ばね定数 減衰係数

側面スウェイばね

KS1 6 3.20 × 10 6 1.84 × 10 6

KS2 7 2.52 × 10 6 1.22 × 10 6

KS3 8 4.69 × 10 6 9.60 × 10 5

KS4 9 3.63 × 10 6 7.46 × 10 5

底面スウェイばね KS 9 2.03 × 10 8 7.46 × 10 6

底面ロッキングばね KR 9 4.77 × 10 11 5.17 × 10 9

側面スウェイばね

質点
番号

ばね定数 減衰係数

1350



燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(39／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.2.1-34 表 地盤ばね定数と減衰係数（Ｓｄ－Ａ） 

(a)NS 方向 

 
注記 1：スウェイばね：ばね定数(kN/m)，減衰係数(kN･s/m) 

2：ロッキングばね：ばね定数(kN･m/rad)，減衰係数(kN･m･s/rad) 

 

(b)EW 方向 

 
注記 1：スウェイばね：ばね定数(kN/m)，減衰係数(kN･s/m) 

2：ロッキングばね：ばね定数(kN･m/rad)，減衰係数(kN･m･s/rad) 

 

 

 

第 3.2.1-35 表 地盤ばね定数と減衰係数（Ｓｄ－Ｂ１） 

第 3.2.1-36 表 地盤ばね定数と減衰係数（Ｓｄ－Ｂ２） 

第 3.2.1-37 表 地盤ばね定数と減衰係数（Ｓｄ－Ｂ３） 

第 3.2.1-38 表 地盤ばね定数と減衰係数（Ｓｄ－Ｂ４） 

第 3.2.1-39 表 地盤ばね定数と減衰係数（Ｓｄ－Ｂ５） 

第3.2.1-40表 地盤ばね定数と減衰係数（Ｓｄ－Ｃ１） 

第 3.2.1-41 表 地盤ばね定数と減衰係数（Ｓｄ－Ｃ２） 

第3.2.1-42表 地盤ばね定数と減衰係数（Ｓｄ－Ｃ３） 

第 3.2.1-43 表 地盤ばね定数と減衰係数（Ｓｄ－Ｃ４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

弾性設計用地震動 Sd

に係る記載であるこ

とから 1.2×Ss 計算

書に記載無し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.0×Ss 計算書にお

いて，第 3.2.1-34 

表と同様に他地震に

よる地盤定数が記載

されるものであるた

め，本比較表上は省

略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

KS1 6 3.37 × 10 6 1.89 × 10 6

KS2 7 2.84 × 10 6 1.31 × 10 6

KS3 8 4.76 × 10 6 9.66 × 10 5

KS4 9 3.70 × 10 6 7.52 × 10 5

底面スウェイばね KS 9 2.10 × 10 8 7.61 × 10 6

底面ロッキングばね KR 9 4.87 × 10 11 5.06 × 10 9

質点
番号

ばね定数 減衰係数

側面スウェイばね

KS1 6 3.37 × 10 6 1.89 × 10 6

KS2 7 2.84 × 10 6 1.31 × 10 6

KS3 8 4.76 × 10 6 9.67 × 10 5

KS4 9 3.70 × 10 6 7.53 × 10 5

底面スウェイばね KS 9 2.10 × 10 8 7.59 × 10 6

底面ロッキングばね KR 9 4.95 × 10 11 5.26 × 10 9

側面スウェイばね

質点
番号

ばね定数 減衰係数
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(40／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

3.2.2 鉛直方向モデル 

鉛直方向の地震応答解析モデルは，「Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 燃料加工建屋の地

震応答計算書」に示す質点系モデル及び地盤物性を用いる。鉛直方向の地震応答解析モデ

ルを第 3.2.2-1 図，解析モデルの諸元を第 3.2.2-1 表に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

また，1.2×Ｓｓに対する地盤定数を第 3.2.1-3 表～第 3.2.1-11 表に，地盤ばね定数及

び減衰係数を第 3.2.2-2 表～第 3.2.2-10 表に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.2.2 鉛直方向モデル 

鉛直方向の地震応答解析モデルは，建屋と地盤の相互作用を考慮した建屋－地盤連成モ

デルとし，耐震壁等の軸剛性を評価した質点系モデルを用いる。地震応答解析は弾性時刻

歴応答解析により行う。鉛直方向の地震応答解析モデルを第 3.2.2-1 図，解析モデルの諸

元を第 3.2.2-1 表に示す。 

建屋の各部材の剛性は，軸断面積に基づいて評価する。 

地盤は，地盤調査に基づき水平成層地盤とし，基礎底面地盤ばねについては，「JEAG 

4601-1991 追補版」により，成層補正を行ったのち，振動アドミッタンス理論に基づき求

めた鉛直地盤ばねを近似法により定数化して用いる。基礎底面地盤ばねの評価には，解析

コード「ST-CROSS Ver.1.0」を用いる。なお，地盤定数については，ひずみ依存特性を考

慮して求めた等価物性値を用いる。 

「Ⅲ－１－１－２ 地盤の支持性能に係る基本方針」に基づく地盤の初期物性値を第

3.2.1-3 表に，ひずみ依存特性を第 3.2.1-3 図に示す。地盤の等価線形解析で得られる等

価物性値に基づき設定した地盤定数を第 3.2.1-4 表～第 3.2.1-23 表に示す。また，地盤

ばねの定数化の概要を第 3.2.2-2 図に，地盤ばね定数及び減衰係数を第 3.2.2-2 表～第

3.2.2-19 表に示す。 

なお，解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，「Ⅲ－３ 計算機プログ

ラム（解析コード）の概要」に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地震応答解析モデル

及び地盤ばねの設定

は両計算書で共通で

あるため 1.2×Ss 計

算書では 1.0×Ss 計

算書を引用。 

 

 

 

 

入力地震動の算定に

用いる地盤物性は両

計算書で共通である

ため 1.2×Ss 計算書

では 1.0×Ss 計算書

を引用。 
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（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

第 3.2.2-1 図 地震応答解析モデル（鉛直方向） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

第 3.2.2-1 図 地震応答解析モデル（鉛直方向） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地震応答解析モデル

は両計算書で共通で

あるが，解析におけ

る基本的な情報であ

り，解析結果におい

て参照する質点番号

及び要素番号の定義

が記載される図のた

め 1.2×Ss 計算書と

1.0×Ss 計算書で同

じ図を記載。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１

2

3

4

5

6

7

8

9

1

T.M.S.L. 77.50

T.M.S.L. 70.20

T.M.S.L. 62.80

T.M.S.L. 56.80

T.M.S.L. 50.30

T.M.S.L. 43.20

T.M.S.L. 35.00

T.M.S.L. 34.23

T.M.S.L. 31.53

KV

2

3

4

5

6

7

8

（単位：ｍ）

１

2

3

4

5

6

7

8

9

1

T.M.S.L. 77.50

T.M.S.L. 70.20

T.M.S.L. 62.80

T.M.S.L. 56.80

T.M.S.L. 50.30

T.M.S.L. 43.20

T.M.S.L. 35.00

T.M.S.L. 34.23

T.M.S.L. 31.53

KV

2

3

4

5

6

7

8

（単位：ｍ）

注記 1：○数字は質点番号を示す。 

2：□数字は要素番号を示す。 

3：KVは底面鉛直ばねを示す。 

注記 1：○数字は質点番号を示す。 

2：□数字は要素番号を示す。 

3：KVは底面鉛直ばねを示す。 
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（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

 

 

 

 

第 3.2.2-1 表 地震応答解析モデル諸元（鉛直方向） 

質
点
番
号 

質点位置 

 

T.M.S.L. 

(m) 

重量 

 

W 

(kN) 

要
素
番
号 

要素位置 

 

T.M.S.L. 

(m) 

軸断面積 

 

A 

(m2) 

○1  77.50 174000 □1  77.50～70.20 420.5 

○2  70.20 329000 □2  70.20～62.80 760.0 

○3  62.80 385000 □3  62.80～56.80 957.1 

○4  56.80 429000 □4  56.80～50.30 1208.1 

○5  50.30 492000 □5  50.30～43.20 1468.1 

○6  43.20 530000 □6  43.20～35.00 1718.0 

○7  35.00 386000 □7  35.00～34.23 4064.6 

○8  34.23 277000 □8  34.23～31.53 7708.6 

○9  31.53 280000 － － － 

建屋総重量 3282000 － － － 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.2.2-1 表 地震応答解析モデル諸元（鉛直方向） 

質
点
番
号 

質点位置 

 

T.M.S.L. 

(m) 

重量 

 

W 

(kN) 

要
素
番
号 

要素位置 

 

T.M.S.L. 

(m) 

軸断面積 

 

A 

(m2) 

○1  77.50 174000 □1  77.50〜70.20 420.5 
○2  70.20 329000 □2  70.20〜62.80 760.0 
○3  62.80 385000 □3  62.80〜56.80 957.1 
○4  56.80 429000 □4  56.80〜50.30 1208.1 
○5  50.30 492000 □5  50.30〜43.20 1468.1 
○6  43.20 530000 □6  43.20〜35.00 1718.0 
○7  35.00 386000 □7  35.00〜34.23 4064.6 
○8  34.23 277000 □8  34.23〜31.53 7708.6 
○9  31.53 280000 － － － 

建屋総重量 3282000 － － － 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前頁に同じ 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(43／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

   ばね定数：0Hz のばね定数 Kで定数化 

   減衰係数：振動系全体のうち地盤の影響が卓越する最初の固有振動数ω1 に対応する虚部の

値と原点を結ぶ直線の傾き Cで定数化 

 

第 3.2.2-2 図 鉛直地盤ばねの定数化の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

両計算書で共通であ

るため 1.2×Ss 計算

書では省略。 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(44／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

第 3.2.2-2 表 地盤ばね定数と減衰係数（1.2×Ｓｓ－Ａ，鉛直方向） 

 
 

第 3.2.2-3 表 地盤ばね定数と減衰係数（1.2×Ｓｓ－Ｂ１，鉛直方向） 

 
 

第 3.2.2-4 表 地盤ばね定数と減衰係数（1.2×Ｓｓ－Ｂ２，鉛直方向） 

 
 

第 3.2.2-5 表 地盤ばね定数と減衰係数（1.2×Ｓｓ－Ｂ３，鉛直方向） 

 
 

第 3.2.2-6 表 地盤ばね定数と減衰係数（1.2×Ｓｓ－Ｂ４，鉛直方向） 

 
 

第 3.2.2-7 表 地盤ばね定数と減衰係数（1.2×Ｓｓ－Ｂ５，鉛直方向） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.2.2-2 表 地盤ばね定数と減衰係数（Ｓｓ－Ａ，鉛直方向） 

 
 

第 3.2.2-3 表 地盤ばね定数と減衰係数（Ｓｓ－Ｂ１，鉛直方向） 

 
 

第 3.2.2-4 表 地盤ばね定数と減衰係数（Ｓｓ－Ｂ２，鉛直方向） 

 
 

第 3.2.2-5 表 地盤ばね定数と減衰係数（Ｓｓ－Ｂ３，鉛直方向） 

 
 

第 3.2.2-6 表 地盤ばね定数と減衰係数（Ｓｓ－Ｂ４，鉛直方向） 

 
 

第 3.2.2-7 表 地盤ばね定数と減衰係数（Ｓｓ－Ｂ５，鉛直方向） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地盤ばね定数と減衰

定数は地震波に応じ

て変わるため 1.2×

Ss 計算書にも記載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

底面鉛直ばね Kv 9 3.92 × 10 8 1.78 × 10 7

質点
番号

ばね定数
（kN/m）

減衰係数
（kN･s/m）

底面鉛直ばね Kv 9 4.01 × 10 8 1.80 × 10 7

質点
番号

ばね定数
（kN/m）

減衰係数
（kN･s/m）

底面鉛直ばね Kv 9 3.97 × 10 8 1.79 × 10 7

質点
番号

ばね定数
（kN/m）

減衰係数
（kN･s/m）

底面鉛直ばね Kv 9 3.98 × 10 8 1.79 × 10 7

質点
番号

ばね定数
（kN/m）

減衰係数
（kN･s/m）

底面鉛直ばね Kv 9 3.90 × 10 8 1.77 × 10 7

質点
番号

ばね定数
（kN/m）

減衰係数
（kN･s/m）

底面鉛直ばね Kv 9 3.90 × 10 8 1.77 × 10 7

質点
番号

ばね定数
（kN/m）

減衰係数
（kN･s/m）

底面鉛直ばね Kv 9 3.97 × 10 8 1.79 × 10 7

質点
番号

ばね定数
（kN/m）

減衰係数
（kN･s/m）

底面鉛直ばね Kv 9 4.05 × 10 8 1.80 × 10 7

質点
番号

ばね定数
（kN/m）

減衰係数
（kN･s/m）

底面鉛直ばね Kv 9 4.02 × 10 8 1.80 × 10 7

質点
番号

ばね定数
（kN/m）

減衰係数
（kN･s/m）

底面鉛直ばね Kv 9 4.02 × 10 8 1.80 × 10 7

質点
番号

ばね定数
（kN/m）

減衰係数
（kN･s/m）

底面鉛直ばね Kv 9 3.95 × 10 8 1.78 × 10 7

質点
番号

ばね定数
（kN/m）

減衰係数
（kN･s/m）

底面鉛直ばね Kv 9 3.96 × 10 8 1.78 × 10 7

質点
番号

ばね定数
（kN/m）

減衰係数
（kN･s/m）
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(45／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

第 3.2.2-8 表 地盤ばね定数と減衰係数（1.2×Ｓｓ－Ｃ１，鉛直方向） 

 
 

第 3.2.2-9 表 地盤ばね定数と減衰係数（1.2×Ｓｓ－Ｃ２，鉛直方向） 

 
 

第 3.2.2-10 表 地盤ばね定数と減衰係数（1.2×Ｓｓ－Ｃ３，鉛直方向） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.2.2-8 表 地盤ばね定数と減衰係数（Ｓｓ－Ｃ１，鉛直方向） 

 
 

第 3.2.2-9 表 地盤ばね定数と減衰係数（Ｓｓ－Ｃ２，鉛直方向） 

 
 

第 3.2.2-10 表 地盤ばね定数と減衰係数（Ｓｓ－Ｃ３，鉛直方向） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前頁に同じ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

底面鉛直ばね Kv 9 3.81 × 10 8 1.75 × 10 7

質点
番号

ばね定数
（kN/m）

減衰係数
（kN･s/m）

底面鉛直ばね Kv 9 3.98 × 10 8 1.79 × 10 7

質点
番号

ばね定数
（kN/m）

減衰係数
（kN･s/m）

底面鉛直ばね Kv 9 3.97 × 10 8 1.79 × 10 7

質点
番号

ばね定数
（kN/m）

減衰係数
（kN･s/m）

底面鉛直ばね Kv 9 3.86 × 10 8 1.76 × 10 7

質点
番号

ばね定数
（kN/m）

減衰係数
（kN･s/m）

底面鉛直ばね Kv 9 4.02 × 10 8 1.80 × 10 7

質点
番号

ばね定数
（kN/m）

減衰係数
（kN･s/m）

底面鉛直ばね Kv 9 4.00 × 10 8 1.79 × 10 7

質点
番号

ばね定数
（kN/m）

減衰係数
（kN･s/m）
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(46／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.2.2-11 表 地盤ばね定数と減衰係数（Ｓｄ－Ａ，鉛直方向） 

 
 

 

 

第 3.2.2-12 表 地盤ばね定数と減衰係数（Ｓｄ－Ｂ１，鉛直方向） 

第 3.2.2-13 表 地盤ばね定数と減衰係数（Ｓｄ－Ｂ２，鉛直方向） 

第 3.2.2-14 表 地盤ばね定数と減衰係数（Ｓｄ－Ｂ３，鉛直方向） 

第 3.2.2-15 表 地盤ばね定数と減衰係数（Ｓｄ－Ｂ４，鉛直方向） 

第 3.2.2-16 表 地盤ばね定数と減衰係数（Ｓｄ－Ｂ５，鉛直方向） 

第 3.2.2-17 表 地盤ばね定数と減衰係数（Ｓｄ－Ｃ１，鉛直方向） 

第 3.2.2-18 表 地盤ばね定数と減衰係数（Ｓｄ－Ｃ２，鉛直方向） 

第 3.2.2-19 表 地盤ばね定数と減衰係数（Ｓｄ－Ｃ３，鉛直方向） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

弾性設計用地震動 Sd

に係る記載であるこ

とから 1.2×Ss 計算

書に記載無し 

 

 

 

1.0×Ss 計算書にお

いて，第 3.2.1-35 

表と同様に他地震に

よる地盤定数が記載

されるものであるた

め，本比較表上は省

略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

底面鉛直ばね Kv 9 4.11 × 10 8 1.82 × 10 7

質点
番号

ばね定数
（kN/m）

減衰係数
（kN･s/m）
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(47／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

3.3 建物・構築物の入力地震動 

 

入力地震動は，水平方向，鉛直方向ともに，「Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 燃料加工建屋

の地震応答計算書」の「3.3 建物・構築物の入力地震動」と同じ方法により算定する。 

 

 

 

 

ひずみ依存特性を考慮して求めた等価物性値を用いて，１次元波動論により算定した基礎底

面位置（T.M.S.L.31.53m）における地盤応答の水平方向の加速度応答スペクトルを第 3.3.-1 図

及び第 3.3.-2 図に，地盤応答の各深さの最大加速度分布を第 3.3.-3 図に示す。また，鉛直方

向の加速度応答スペクトルを第 3.3.-4 図に，地盤応答の各深さの最大加速度分布を第 3.3.-5

図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.3 建物・構築物の入力地震動 

3.3.1 水平方向 

水平方向モデルへの入力地震動は，1 次元波動論に基づき，解放基盤表面レベルで定義

される基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄに対する建屋基礎底面及び側面地盤ば

ねレベルでの地盤の応答として評価する。また，建屋基礎底面レベルにおけるせん断力（以

下，「切欠き力」という。）を付加することにより，地盤の切欠き効果を考慮する。第 3.3.1-

1 図に地震応答解析モデルに入力する地震動の概念図を示す。入力地震動の算定には，解

析コード「TDAS Ver.20121030」を用いる。 

ひずみ依存特性を考慮して求めた等価物性値を用いて，1 次元波動論により算定した基

礎底面位置（T.M.S.L. 31.53m）における地盤応答の加速度応答スペクトルを第 3.3.1-2 図

～第 3.3.1-5 図に示す。また，地盤応答の各深さの最大加速度分布を第 3.3.1-6 図及び第

3.3.1-7 図に示す。 

なお，解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，「Ⅲ－３ 計算機プログ

ラム（解析コード）の概要」に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

入力地震動の算定の

考え方は両計算書で

共通であるため 1.2

×Ss 計算書では 1.0

×Ss 計算書を引用

し、詳細な説明につ

いては省略。 

1.2×Ss 計算書では

水平方向と鉛直方向

の算定方法及び算定

結果を示す。 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(48／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
第 3.3.1-1 図 地震応答解析モデルに入力する地震動の概念図（水平方向） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

両計算書で共通であ

るため 1.2×Ss 計算

書では省略。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▼T.M.S.L. 31.53m

1次元波動論に
基づく地震応答解析

鷹架層

解放基盤表面
T.M.S.L.-70.0m

反
射
波

入
射
波
ENFN

101.53m

T.M.S.L. 31.53m

六ヶ所層

地表面

▼T.M.S.L. 55.0m

造成盛土
▼T.M.S.L. 46.0m

基礎底面位置の
地盤応答 E+Fと
切欠き力 P を入力

建屋側面位置の
地盤応答E+Fを入力

▼T.M.S.L. 35.0m

基礎底面

基準地震動Ss及び
弾性設計用地震動Sd

底面ロッキングばね
底面スウェイばね

側面スウェイばね
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(49／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

 
凡例 

    ：1.2×Ｓｓ－Ａ （Ｈ） 

      ：1.2×Ｓｓ－Ｂ１（ＮＳ） 

      ：1.2×Ｓｓ－Ｂ２（ＮＳ） 

      ：1.2×Ｓｓ－Ｂ３（ＮＳ） 

      ：1.2×Ｓｓ－Ｂ４（ＮＳ） 

：1.2×Ｓｓ－Ｂ５（ＮＳ） 

      ：1.2×Ｓｓ－Ｃ１（ＮＳＥＷ） 

      ：1.2×Ｓｓ－Ｃ２（ＮＳ） 

      ：1.2×Ｓｓ－Ｃ２（ＥＷ） 

      ：1.2×Ｓｓ－Ｃ３（ＮＳ） 

      ：1.2×Ｓｓ－Ｃ３（ＥＷ） 

      ：1.2×Ｓｓ－Ｃ４（ＮＳ） 

      ：1.2×Ｓｓ－Ｃ４（ＥＷ） 

 

第 3.3.-1 図 入力地震動の加速度応答スペクトル 

（1.2×Ｓｓ，NS 方向，T.M.S.L.31.53m） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
凡例 

    ：Ｓｓ－Ａ  （Ｈ） 

      ：Ｓｓ－Ｂ１（ＮＳ） 

      ：Ｓｓ－Ｂ２（ＮＳ） 

      ：Ｓｓ－Ｂ３（ＮＳ） 

      ：Ｓｓ－Ｂ４（ＮＳ） 

      ：Ｓｓ－Ｂ５（ＮＳ） 

      ：Ｓｓ－Ｃ１（ＮＳＥＷ） 

      ：Ｓｓ－Ｃ２（ＮＳ） 

      ：Ｓｓ－Ｃ２（ＥＷ） 

      ：Ｓｓ－Ｃ３（ＮＳ） 

      ：Ｓｓ－Ｃ３（ＥＷ） 

      ：Ｓｓ－Ｃ４（ＮＳ） 

      ：Ｓｓ－Ｃ４（ＥＷ） 

 

第 3.3.1-2 図 入力地震動の加速度応答スペクトル 

（Ｓｓ，NS 方向，T.M.S.L. 31.53m） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

入力地震動の算定結

果は地震波に応じて

変わるため 1.2×Ss

計算書にも記載 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(50／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

 
 

凡例 

    ：1.2×Ｓｓ－Ａ （Ｈ） 

      ：1.2×Ｓｓ－Ｂ１（ＥＷ） 

      ：1.2×Ｓｓ－Ｂ２（ＥＷ） 

      ：1.2×Ｓｓ－Ｂ３（ＥＷ） 

      ：1.2×Ｓｓ－Ｂ４（ＥＷ） 

：1.2×Ｓｓ－Ｂ５（ＥＷ） 

      ：1.2×Ｓｓ－Ｃ１（ＮＳＥＷ） 

      ：1.2×Ｓｓ－Ｃ２（ＮＳ） 

      ：1.2×Ｓｓ－Ｃ２（ＥＷ） 

      ：1.2×Ｓｓ－Ｃ３（ＮＳ） 

      ：1.2×Ｓｓ－Ｃ３（ＥＷ） 

      ：1.2×Ｓｓ－Ｃ４（ＮＳ） 

      ：1.2×Ｓｓ－Ｃ４（ＥＷ） 

 

第 3.3.-2 図 入力地震動の加速度応答スペクトル 

（1.2×Ｓｓ，EW 方向，T.M.S.L.31.53m） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

凡例 

    ：Ｓｓ－Ａ  （Ｈ） 

      ：Ｓｓ－Ｂ１（ＥＷ） 

      ：Ｓｓ－Ｂ２（ＥＷ） 

      ：Ｓｓ－Ｂ３（ＥＷ） 

      ：Ｓｓ－Ｂ４（ＥＷ） 

      ：Ｓｓ－Ｂ５（ＥＷ） 

      ：Ｓｓ－Ｃ１（ＮＳＥＷ） 

      ：Ｓｓ－Ｃ２（ＮＳ） 

      ：Ｓｓ－Ｃ２（ＥＷ） 

      ：Ｓｓ－Ｃ３（ＮＳ） 

      ：Ｓｓ－Ｃ３（ＥＷ） 

      ：Ｓｓ－Ｃ４（ＮＳ） 

      ：Ｓｓ－Ｃ４（ＥＷ） 

 

第 3.3.1-3 図 入力地震動の加速度応答スペクトル 

（Ｓｓ，EW 方向，T.M.S.L. 31.53m） 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(51／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

凡例 

    ：Ｓｄ－Ａ  （Ｈ） 

      ：Ｓｄ－Ｂ１（ＮＳ） 

      ：Ｓｄ－Ｂ２（ＮＳ） 

      ：Ｓｄ－Ｂ３（ＮＳ） 

      ：Ｓｄ－Ｂ４（ＮＳ） 

      ：Ｓｄ－Ｂ５（ＮＳ） 

      ：Ｓｄ－Ｃ１（ＮＳＥＷ） 

      ：Ｓｄ－Ｃ２（ＮＳ） 

      ：Ｓｄ－Ｃ２（ＥＷ） 

      ：Ｓｄ－Ｃ３（ＮＳ） 

      ：Ｓｄ－Ｃ３（ＥＷ） 

      ：Ｓｄ－Ｃ４（ＮＳ） 

      ：Ｓｄ－Ｃ４（ＥＷ） 

 

第 3.3.1-4 図 入力地震動の加速度応答スペクトル 

（Ｓｄ，NS 方向，T.M.S.L. 31.53m） 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(52／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

凡例 

    ：Ｓｄ－Ａ  （Ｈ） 

      ：Ｓｄ－Ｂ１（ＥＷ） 

      ：Ｓｄ－Ｂ２（ＥＷ） 

      ：Ｓｄ－Ｂ３（ＥＷ） 

      ：Ｓｄ－Ｂ４（ＥＷ） 

      ：Ｓｄ－Ｂ５（ＥＷ） 

      ：Ｓｄ－Ｃ１（ＮＳＥＷ） 

      ：Ｓｄ－Ｃ２（ＮＳ） 

      ：Ｓｄ－Ｃ２（ＥＷ） 

      ：Ｓｄ－Ｃ３（ＮＳ） 

      ：Ｓｄ－Ｃ３（ＥＷ） 

      ：Ｓｄ－Ｃ４（ＮＳ） 

      ：Ｓｄ－Ｃ４（ＥＷ） 

 

第 3.3.1-5 図 入力地震動の加速度応答スペクトル 

（Ｓｄ，EW 方向，T.M.S.L. 31.53m） 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(53／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

 

   

(a)1.2×Ｓｓ－Ａ 

（Ｈ） 

(b)1.2×Ｓｓ－Ｂ１ 

（ＮＳ） 

(c)1.2×Ｓｓ－Ｂ１ 

（ＥＷ） 

 

第 3.3.-3 図 最大加速度分布（1/5)（1.2×Ｓｓ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   
(a)Ｓｓ－Ａ 

（Ｈ） 

(b)Ｓｓ－Ｂ１ 

（ＮＳ） 

(c)Ｓｓ－Ｂ１ 

（ＥＷ） 

 

第 3.3.1-6 図 最大加速度分布（Ｓｓ）（1/5） 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(54／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

    
(d)1.2×Ｓｓ－Ｂ２

（ＮＳ） 

(e)1.2×Ｓｓ－Ｂ２

（ＥＷ） 

(f)1.2×Ｓｓ－Ｂ３

（ＮＳ） 

(g)1.2×Ｓｓ－Ｂ３

（ＥＷ） 

 

第 3.3.-3 図 最大加速度分布（2/5)（1.2×Ｓｓ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    
(d)Ｓｓ－Ｂ２ 
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(e)Ｓｓ－Ｂ２ 

（ＥＷ） 

(f)Ｓｓ－Ｂ３ 

（ＮＳ） 

(g)Ｓｓ－Ｂ３ 

（ＥＷ） 

 

第 3.3.1-6 図 最大加速度分布（Ｓｓ）（2/5） 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(55／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

 

    
(h)1.2×Ｓｓ－Ｂ４

（ＮＳ） 

(i)1.2×Ｓｓ－Ｂ４

（ＥＷ） 

(j)1.2×Ｓｓ－Ｂ５

（ＮＳ） 

(k)1.2×Ｓｓ－Ｂ５

（ＥＷ） 

 

第 3.3.-3 図 最大加速度分布（3/5)（1.2×Ｓｓ） 
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(j)Ｓｓ－Ｂ５ 

（ＮＳ） 

(k)Ｓｓ－Ｂ５ 
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第 3.3.1-6 図 最大加速度分布（Ｓｓ）（3/5） 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(56／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

   
(l)1.2×Ｓｓ－Ｃ１ 

（ＮＳＥＷ） 

(m)1.2×Ｓｓ－Ｃ２ 

（ＮＳ） 

(n)1.2×Ｓｓ－Ｃ２ 

（ＥＷ） 

 

第 3.3.-3 図 最大加速度分布（4/5)（1.2×Ｓｓ） 
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（ＮＳ） 

(n)Ｓｓ－Ｃ２ 

（ＥＷ） 

 

第 3.3.1-6 図 最大加速度分布（Ｓｓ）（4/5） 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(57／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

    
(o)1.2×Ｓｓ－Ｃ３

（ＮＳ） 

(p)1.2×Ｓｓ－Ｃ３

（ＥＷ） 

(q)1.2×Ｓｓ－Ｃ４

（ＮＳ） 

(r)1.2×Ｓｓ－Ｃ４

（ＥＷ） 

 

第 3.3.-3 図 最大加速度分布(5/5)（1.2×Ｓｓ） 
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第 3.3.1-6 図 最大加速度分布（Ｓｓ）（5/5） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前頁に同じ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

46.00 

35.00 

31.53 

9.00 

-28.00 

-49.00 

-70.00 

0 500 1000 1500

標
高

T.
M.
S.

L.
 (
m)

加速度(cm/s2)

55.00

46.00 

35.00 

31.53 

9.00 

-28.00 

-49.00 

-70.00 

0 500 1000 1500

標
高

T.
M.
S.

L.
 (
m)

加速度(cm/s2)

55.00

46.00 

35.00 

31.53 

9.00 

-28.00 

-49.00 

-70.00 

0 500 1000 1500

標
高

T.
M.
S.

L.
 (
m)

加速度(cm/s2)

55.00

46.00 

35.00 

31.53 

9.00 

-28.00 

-49.00 

-70.00 

0 500 1000 1500

標
高

T.
M.
S.

L.
 (
m)

加速度(cm/s2)

55.00

46.00 

35.00 

31.53 

9.00 

-28.00 

-49.00 

-70.00 

0 500 1000 1500

標
高

T.
M.

S.
L.
 (
m)

加速度(cm/s2)

55.00

46.00 

35.00 

31.53 

9.00 

-28.00 

-49.00 

-70.00 

0 500 1000 1500

標
高

T.
M.

S.
L.
 (
m)

加速度(cm/s2)

55.00

46.00 

35.00 

31.53 

9.00 

-28.00 

-49.00 

-70.00 

0 500 1000 1500

標
高

T.
M.
S.

L.
 (

m)

加速度(cm/s2)

55.00

46.00 

35.00 

31.53 

9.00 

-28.00 

-49.00 

-70.00 

0 500 1000 1500

標
高

T.
M.
S.

L.
 (

m)

加速度(cm/s2)

55.00

1369



燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(58／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

(a)Ｓｄ－Ａ 

（Ｈ） 

(b)Ｓｄ－Ｂ１ 

（ＮＳ） 

(c)Ｓｄ－Ｂ１ 

（ＥＷ） 

 

第 3.3.1-7 図 最大加速度分布（Ｓｄ）（1/5） 

 

 

第 3.3.1-7 図 最大加速度分布（Ｓｄ）（2/5） 

第 3.3.1-7 図 最大加速度分布（Ｓｄ）（3/5） 

第 3.3.1-7 図 最大加速度分布（Ｓｄ）（4/5） 

第 3.3.1-7 図 最大加速度分布（Ｓｄ）（5/5） 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(59／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.3.2 鉛直方向 

鉛直方向モデルへの入力地震動は，1 次元波動論に基づき，解放基盤表面レベルで定義

される基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄに対する建屋基礎底面レベルでの地盤

の応答として評価する。また，建屋基礎底面レベルにおける切欠き力を付加することによ

り，地盤の切欠き効果を考慮する。第 3.3.2-1 図に地震応答解析モデルに入力する地震動

の概念図を示す。入力地震動の算定には，解析コード「TDAS Ver.20121030」を用いる。 

ひずみ依存特性を考慮して求めた等価物性値を用いて，1 次元波動論により算定した基

礎底面位置（T.M.S.L. 31.53m）における地盤応答の加速度応答スペクトルを第 3.3.2-2 図

及び第 3.3.2-3 図に示す。また，地盤応答の各深さの最大加速度分布を第 3.3.2-4 図及び

第 3.3.2-5 図に示す。 

なお，解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，「Ⅲ－３ 計算機プロ

グラム（解析コード）の概要」に示す。 
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×Ss 計算書では 1.0
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いては省略。 

1.2×Ss 計算書では

水平方向と鉛直方向

の算定方法及び算定

結果を示す。（47/125
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(60／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
第 3.3.2-1 図 地震応答解析モデルに入力する地震動の概念図（鉛直方向） 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(61／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

 

 
凡例 

    ：1.2×Ｓｓ－Ａ （Ｖ） 

      ：1.2×Ｓｓ－Ｂ１（ＵＤ） 

      ：1.2×Ｓｓ－Ｂ２（ＵＤ） 

      ：1.2×Ｓｓ－Ｂ３（ＵＤ） 

      ：1.2×Ｓｓ－Ｂ４（ＵＤ） 

：1.2×Ｓｓ－Ｂ５（ＵＤ） 

      ：1.2×Ｓｓ－Ｃ１（ＵＤ） 

      ：1.2×Ｓｓ－Ｃ２（ＵＤ） 

      ：1.2×Ｓｓ－Ｃ３（ＵＤ） 

 

第 3.3.-4 図 入力地震動の加速度応答スペクトル 

（1.2×Ｓｓ，鉛直方向，T.M.S.L.31.53m） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
凡例 

    ：Ｓｓ－Ａ  （Ｖ） 

      ：Ｓｓ－Ｂ１（ＵＤ） 

      ：Ｓｓ－Ｂ２（ＵＤ） 

      ：Ｓｓ－Ｂ３（ＵＤ） 

      ：Ｓｓ－Ｂ４（ＵＤ） 

      ：Ｓｓ－Ｂ５（ＵＤ） 

      ：Ｓｓ－Ｃ１（ＵＤ） 

      ：Ｓｓ－Ｃ２（ＵＤ） 

      ：Ｓｓ－Ｃ３（ＵＤ） 

 

第 3.3.2-2 図 入力地震動の加速度応答スペクトル 

（Ｓｓ，鉛直方向，T.M.S.L. 31.53m） 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(62／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
凡例 

    ：Ｓｄ－Ａ  （Ｖ） 

      ：Ｓｄ－Ｂ１（ＵＤ） 

      ：Ｓｄ－Ｂ２（ＵＤ） 

      ：Ｓｄ－Ｂ３（ＵＤ） 

      ：Ｓｄ－Ｂ４（ＵＤ） 

      ：Ｓｄ－Ｂ５（ＵＤ） 

      ：Ｓｄ－Ｃ１（ＵＤ） 

      ：Ｓｄ－Ｃ２（ＵＤ） 

      ：Ｓｄ－Ｃ３（ＵＤ） 

 

第 3.3.2-3 図 入力地震動の加速度応答スペクトル 

（Ｓｄ，鉛直方向，T.M.S.L. 31.53m） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

弾性設計用地震動 Sd

に係る記載であるこ
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(63／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

 

   
(a)1.2×Ｓｓ－Ａ 

（Ｖ） 

(b)1.2×Ｓｓ－Ｂ１ 

（ＵＤ） 

(c)1.2×Ｓｓ－Ｂ２ 

（ＵＤ） 

 

第 3.3.-5 図 最大加速度分布(1/3)（1.2×Ｓｓ）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   
(a)Ｓｓ－Ａ（Ｖ） (b)Ｓｓ－Ｂ１（ＵＤ） (c)Ｓｓ－Ｂ２（ＵＤ） 

 

第 3.3.2-4 図 最大加速度分布（Ｓｓ）（1/3） 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(64／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

 

   
(d)1.2×Ｓｓ－Ｂ３ 

（ＵＤ） 

(e)1.2×Ｓｓ－Ｂ４ 

（ＵＤ） 

(f)1.2×Ｓｓ－Ｂ５ 

（ＵＤ） 

 

第 3.3.-5 図 最大加速度分布(2/3)（1.2×Ｓｓ）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   
(d)Ｓｓ－Ｂ３（ＵＤ） (e)Ｓｓ－Ｂ４（ＵＤ） (f)Ｓｓ－Ｂ５（ＵＤ） 

 

第 3.3.2-4 図 最大加速度分布（Ｓｓ）（2/3） 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(65／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

 

   
(g)1.2×Ｓｓ－Ｃ１ 

（ＵＤ） 

(h)1.2×Ｓｓ－Ｃ２ 

（ＵＤ） 

(i)1.2×Ｓｓ－Ｃ３ 

（ＵＤ） 

 

第 3.3.-5 図 最大加速度分布(3/3)（1.2×Ｓｓ）  
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第 3.3.2-4 図 最大加速度分布（Ｓｓ）（3/3） 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(66／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   
(a)Ｓｄ－Ａ（Ｖ） (b)Ｓｄ－Ｂ１（ＵＤ） (c)Ｓｄ－Ｂ２（ＵＤ） 

 

第 3.3.2-5 図 最大加速度分布（Ｓｄ）（1/3） 

 

 

第 3.3.2-5 図 最大加速度分布（Ｓｄ）（2/3） 

第 3.3.2-5 図 最大加速度分布（Ｓｄ）（3/3） 
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に係る記載であるこ
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1.0×Ss 計算書にお

いて，第 3.2.1-35 

表と同様に他地震に

よる地盤定数が記載

されるものであるた

め，本比較表上は省

略 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(67／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

3.4 解析方法 

燃料加工建屋の地震応答解析は，「Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 燃料加工建屋の地震応答

計算書」の「3.4.1 動的解析」と同じ方法により実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.4 解析方法 

燃料加工建屋の地震応答解析は，解析コード「TDAS Ver.20121030」を用いる。 

なお，解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，「Ⅲ－３ 計算機プログラム

（解析コード）の概要」に示す。 

 

3.4.1 動的解析 

建物・構築物の動的解析は，「Ⅲ－１－１－５ 地震応答解析の基本方針」に記載の解

析方法に基づき，時刻歴応答解析により実施する。 

なお，最大接地圧は，「原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC 4601－2008（(社)日本電

気協会）」を参考に，水平応答と鉛直応答から組合せ係数法（組合せ係数は 1.0 と 0.4）

を用いて算出する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

動的解析方法は両計

算書で共通であるた

め 1.2×Ss 計算書で

は 1.0×Ss 計算書を

引用し、詳細な説明

については省略。 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(68／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.4.2 静的解析 

(1) 水平地震力 

水平地震力算定用の基準面は地表面相当（T.M.S.L. 56.80m）とし，基準面より上の部

分（地上部分）の地震力は，地震層せん断力係数を用いて，次式により算出する。 

Qi=n･Z･Ci･Wi 
Ci=Rt･Ai･C0 

ここで， 

Qi ：第 i層に生じる水平地震力 

n ：施設の重要度分類に応じた係数（3.0） 

Ci ：第 i層の地震層せん断力係数 

Wi ：第 i層が支える重量 

Z ：地震地域係数（1.0） 

Rt ：振動特性係数（0.88） 

Ai ：第 i層の地震層せん断力係数の高さ方向の分布係数 

C0 ：標準せん断力係数（0.2） 

 

基準面より下の部分（地下部分）の地震力は，当該部分の重量に，次式によって算定

する地下震度を乗じて定める。 

K=0.1･n･(1-H/40)･Z･α 

ここで， 

K ：地下部分の水平震度 

n ：施設の重要度分類に応じた係数（3.0） 

H ：地下の各部分の基準面からの深さ 

α ：建物・構築物の側方地盤の影響を考慮した水平地下震度の 

補正係数（1.3） 

 

また，Aiはモーダルアナリシスにより算出する。 

Ai=Ai'/A1' 

ここで， 

Ai'= ( ) ∑∑∑
n

i=m

m

k

1=j

2n

i=m

jtmjjm WTR•U•β•W  

n ：建物・構築物の層数 

Wm ：第 m層の重量 

βj･Umj ：第 m層の j次刺激関数 

Tj ：固有値解析により得られる建物・構築物の j次固有周期 

Rt(Tj) ：周期 Tjに対応する加速度応答スペクトルの値 

k ：考慮すべき最高次数で通常 3以上とする 

 

(2) 鉛直地震力 

鉛直地震力は，鉛直震度 0.3 を基準とし，建物・構築物の振動特性，地盤の種類等を

考慮して，次式によって算定する鉛直震度を用いて定める。 

CV=RV･0.3 

ここで， 

CV ：鉛直震度 

RV ：鉛直方向振動特性係数（0.8） 

 

 

1.2×Ss 計算書では

静的地震力に係る評

価はない 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(69／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.4.3 必要保有水平耐力 

各層の必要保有水平耐力 Qunは，次式により算出する。 

Qun=Ds･Fes･Qud 

ここで， 

Ds  ：各層の構造特性係数 

Fes ：各層の形状特性係数 

 

地震力によって各層に生じる水平力 Qudは，次式により算出する。 

Qud=n･Z･Ci･Wi 

ここで， 

n  ：施設の重要度分類に応じた係数（1.0） 

Z  ：地震地域係数（1.0） 

Ci  ：第 i層の地震層せん断力係数 

Wi  ：第 i層が支える重量 

 

地震層せん断力係数は，次式により算出する。 

Ci=Rt･Ai･C0 

ここで， 

Rt  ：振動特性係数（0.88） 

Ai  ：第 i層の地震層せん断力係数の高さ方向の分布係数 

C0  ：標準せん断力係数（1.0） 

 

また，Ai は水平方向の地震応答解析モデルを用いたモーダルアナリシスにより算出す

る。 

Ai=Ai'/A1'  

ここで， 

Ai'= ( ) ∑∑∑
n

i=m

m

k

1=j

2n

i=m

jtmjjm WTR•U•β•W  

n  ：建物・構築物の層数 

Wm  ：第 m層の重量 

βj･Umj ：第 m層の j次刺激関数 

Tj  ：固有値解析により得られる建物・構築物の j次固有周期 

Rt(Tj) ：周期 Tjに対応する加速度応答スペクトルの値 

k  ：考慮すべき最高次数で通常 3以上とする 

基準面より下の部分（地下部分）の水平地震力は，当該部分の重量に，次式にて算定す

る水平震度を乗じて算定する。なお，地上部分の考え方と整合させるために 5倍とする。 

K'=5×0.1･n･(1-H/40)･Z･α 

ここで， 

K'  ：地下部分の水平震度 

n  ：施設の重要度分類に応じた係数（1.0） 

H  ：地下の各部分の基準面からの深さ 

α  ：建物・構築物の側方地盤の影響を考慮した水平地下震度の 

補正係数（1.3） 

 

 

 

 

1.2×Ss に対しては

保有水平耐力に対す

る評価はない 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(70／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

3.5 解析条件 

燃料加工建屋の地震応答解析は，「Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 燃料加工建屋の地震応答

計算書」の「3.5.1 建物・構築物の復元力特性」に示す建物・構築物の復元力特性と同じ条件

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.5 解析条件 

3.5.1 建物・構築物の復元力特性 

(1) 耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ度関係（τ-γ関係） 

耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ度関係（τ-γ関係）は，「JEAG 4601-1991 追補

版」に基づき，トリリニア型スケルトン曲線とする。耐震壁のせん断応力度－せん断ひず

み度関係を第 3.5.1-1 図に示す。 

 

 

 
 

 

τ１ ： 第 1折点のせん断応力度 

τ２ ： 第 2折点のせん断応力度 

τ３ ： 終局点のせん断応力度 

γ１ ： 第 1折点のせん断ひずみ度 

γ２ ： 第 2折点のせん断ひずみ度 

γ３ ： 終局点のせん断ひずみ度（γ３＝4.0×10-3） 

 

第 3.5.1-1 図 耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ度関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

解析条件のうち、復

元力特性の考え方及

び設定は両計算書で

共通であるため 1.2

×Ss 計算書では 1.0

×Ss 計算書を引用

し、詳細な説明につ

いては省略。 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(71／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ度関係の履歴特性 

耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ度関係の履歴特性は，「JEAG 4601-1991 追補版」

に基づき，最大点指向型モデルとする。耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ度関係の履

歴特性を第 3.5.1-2 図に示す。 

 

 
 

a. O-A 間：弾性範囲。 

b. A-B 間：負側スケルトンが経験した最大点に向う。ただし，負側最大点が 

第 1折点を超えていなければ，負側第 1折点に向う。 

c. B-C 間：負側最大点指向。 

d. 各最大点は，スケルトン上を移動することにより更新される。 

e. 安定ループは面積を持たない。 

 

第 3.5.1-2 図 耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ度関係の履歴特性 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(72／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 耐震壁の曲げモーメント－曲率関係（M-φ関係） 

耐震壁の曲げモーメント－曲率関係（M-φ関係）は，「JEAG 4601-1991 追補版」に基づ

き，トリリニア型スケルトン曲線とする。耐震壁の曲げモーメント－曲率関係を第 3.5.1-

3 図に示す。 

 

 

 
 

 

Ｍ１ ： 第 1折点の曲げモーメント 

Ｍ２ ： 第 2折点の曲げモーメント 

Ｍ３ ： 終局点の曲げモーメント 

φ１ ： 第 1折点の曲率 

φ２ ： 第 2折点の曲率 

φ３ ： 終局点の曲率 

 

第 3.5.1-3 図 耐震壁の曲げモーメント－曲率関係 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(73／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 耐震壁の曲げモーメント－曲率関係の履歴特性 

耐震壁の曲げモーメント－曲率関係の履歴特性は，「JEAG 4601-1991 追補版」に基づ

き，ディグレイディングトリリニア型モデルとする。耐震壁の曲げモーメント－曲率関係

の履歴特性を第 3.5.1-4 図に示す。 

 

 
 

a. O-A 間：弾性範囲。 

b. A-B 間：負側スケルトンの経験した最大点に向う。ただし，負側最大点が 

第 1折点を超えていなければ，負側第 1折点に向う。 

c. B-C 間：負側最大点指向型で，安定ループは最大曲率に応じた等価粘性減 

衰を与える平行四辺形をしたディグレイディングトリリニア型とする。平

行四辺形の折点は，最大値から 2･Ｍ１を減じた点とする。ただし，負側最

大点が第 2折点を超えていなければ，負側第 2折点を最大点とする安定ル

ープを形成する。また，安定ループ内部での繰り返しに用いる剛性は安定

ループの戻り剛性に同じとする。 

d. 各最大点は，スケルトン上を移動することにより更新される。 

 

第 3.5.1-4 図 耐震壁の曲げモーメント－曲率関係の履歴特性 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(74／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5) スケルトンカーブの諸数値 

燃料加工建屋の各耐震壁について算定したせん断及び曲げスケルトンカーブの諸数値

を第 3.5.1-1 表～第 3.5.1-4 表に示す。 

 

第 3.5.1-1 表 せん断スケルトンカーブ（τ-γ関係，NS 方向） 

要素 
番号 

T.M.S.L. 
(m) 

第 1 折点 第 2折点 終局点 

τ1 γ1 τ2 γ2 τ3 γ3 

(N/mm2) (×10-3) (N/mm2) (×10-3) (N/mm2) (×10-3) 

1 77.50～70.20 1.89 0.186 2.56 0.559 5.61 4.00 

2 70.20～62.80 2.00 0.197 2.70 0.591 4.88 4.00 

3 62.80～56.80 2.11 0.208 2.85 0.623 4.43 4.00 

4 56.80～50.30 2.18 0.214 2.94 0.642 4.09 4.00 

5 50.30～43.20 2.23 0.219 3.01 0.658 3.99 4.00 

6 43.20～35.00 2.28 0.224 3.08 0.673 4.04 4.00 

注記 ：二重床の束壁部分（要素番号 7）は，他の層と比較してせん断断面積が非常に大きく，せ

ん断ひずみ度が卓越しないことから，線形部材として扱う。 

 

第 3.5.1-2 表 せん断スケルトンカーブ（τ-γ関係，EW 方向） 

要素 
番号 

T.M.S.L. 
(m) 

第 1 折点 第 2折点 終局点 

τ1 γ1 τ2 γ2 τ3 γ3 

(N/mm2) (×10-3) (N/mm2) (×10-3) (N/mm2) (×10-3) 

1 77.50～70.20 1.89 0.186 2.56 0.559 3.30 4.00 

2 70.20～62.80 2.00 0.197 2.70 0.591 4.09 4.00 

3 62.80～56.80 2.11 0.208 2.85 0.623 3.70 4.00 

4 56.80～50.30 2.18 0.214 2.94 0.642 4.03 4.00 

5 50.30～43.20 2.23 0.219 3.01 0.658 4.10 4.00 

6 43.20～35.00 2.28 0.224 3.08 0.673 4.02 4.00 

注記 ：二重床の束壁部分（要素番号 7）は，他の層と比較してせん断断面積が非常に大きく，せ

ん断ひずみ度が卓越しないことから，線形部材として扱う。 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(75／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.5.1-3 表 曲げスケルトンカーブ（M-φ関係，NS 方向） 

要素 
番号 

T.M.S.L. 
(m) 

第 1 折点 第 2折点 終局点 

M1 φ1 M2 φ2 M3 φ3 

(×107kN･m) (×10-4/m) (×107kN･m) (×10-4/m) (×107kN･m) (×10-4/m) 

1 77.50～70.20 0.254 0.0505 0.452 0.561 0.846 8.48 

2 70.20～62.80 1.77 0.0249 3.15 0.254 5.43 5.08 

3 62.80～56.80 2.10 0.0285 4.11 0.267 5.97 5.34 

4 56.80～50.30 2.89 0.0315 5.26 0.275 7.26 5.49 

5 50.30～43.20 3.72 0.0333 7.36 0.287 10.3 5.75 

6 43.20～35.00 4.10 0.0342 8.29 0.288 11.5 5.58 

 

第 3.5.1-4 表 曲げスケルトンカーブ（M-φ関係，EW 方向） 

要素 
番号 

T.M.S.L. 
(m) 

第 1 折点 第 2折点 終局点 

M1 φ1 M2 φ2 M3 φ3 

(×107kN･m) (×10-4/m) (×107kN･m) (×10-4/m) (×107kN･m) (×10-4/m) 

1 77.50～70.20 1.15 0.0229 2.23 0.246 3.57 3.90 

2 70.20～62.80 2.52 0.0256 4.36 0.246 6.17 4.92 

3 62.80～56.80 2.79 0.0286 5.06 0.258 6.70 5.17 

4 56.80～50.30 3.51 0.0309 6.28 0.267 8.44 5.33 

5 50.30～43.20 4.00 0.0325 7.73 0.277 10.6 5.53 

6 43.20～35.00 4.74 0.0340 9.32 0.284 12.8 5.68 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(76／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

 

地盤のロッキングばねの復元力特性については，「Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 燃料加工

建屋の地震応答計算書」の「3.5.2 地盤のロッキングばねの復元力特性」に示す考え方と同じ

条件とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.5.2 地盤のロッキングばねの復元力特性 

地盤のロッキングばねに関する曲げモーメント－回転角の関係は，「JEAG 4601-1991 追

補版」に基づき，浮上りによる幾何学的非線形性を考慮する。ロッキングばねの曲げモー

メント－回転角の関係を第 3.5.2-1 図に示す。 

浮上り時の地盤のロッキングばねの剛性は，第 3.5.2-1 図の曲線で表され，減衰係数は，

ロッキングばねの接線剛性に比例するものとして考慮する。 

 

 

 

 
 

Ｍ ： 転倒モーメント 

Ｍ０ ： 浮上り限界転倒モーメント 

θ ：回転角 

θ０ ： 浮上り限界回転角 

Ｋ0 ： 底面ロッキングばねのばね定数（浮上り前） 

Ｋ ： 底面ロッキングばねのばね定数（浮上り後） 

 

第 3.5.2-1 図 ロッキングばねの曲げモーメント－回転角の関係 
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非線形曲線 Ｍ＝(3－2 θ0／θ )Ｍ0 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(77／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

なお，「3.2 地震応答解析モデル」に示したとおり，一部の地震動に対して誘発上下動を考

慮した地震応答解析モデルを用いている。誘発上下動を考慮した地震応答解析モデルについて

は，水平加振により励起される鉛直応答を評価するために，「原子力発電所耐震設計技術規程 

JEAC 4601-2008（（社）日本電気協会）」を参考に，水平・回転の 2自由度からなる SR（スウ

ェイ・ロッキング）モデルに，鉛直方向の自由度を考慮し，鉛直ばね及び回転・鉛直連成ばね

を設定する。なお，鉛直ばね，回転・鉛直連成ばね及び回転ばねは，接地率ηt に応じて時々

刻々と変化する。 

第 3.5-1 図に誘発上下動を考慮する場合の地震応答解析モデルの概念図を，第 3.5-1 表に基

礎が浮上った場合の基礎底面につく地盤ばねの剛性と減衰の評価式を示す。 
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ここで，Ｐ：水平方向慣性力 

Ｎ：鉛直方向慣性力 

Ｍ：転倒モーメント 

ＫＨＨ，ＫＶＶ，ＫＲＲ 

 ：水平，鉛直，回転ばねの対角項 

ＫＶＲ：回転・鉛直連成ばね 

ｕ0，ｗ0，θ：基礎底面中心の各変位 

及び回転角 

 

第 3.5-1 図 誘発上下動を考慮する場合の地震応答解析モデルの概念図 

 

 

第 3.5-1 表 誘発上下動考慮モデルの基礎浮上り時の地盤ばねの剛性と減衰 

 剛性 減衰係数 

鉛直ばね Ｋ
ＶＶ

=η
t

β
∙Ｋ

Ｖ0
 Ｃ

ＶＶ
=Ｃ

Ｖ0
∙η

t

α
2  

回転・鉛直 

連成ばね Ｋ
ＶＲ

=
1－η

t

2
Ｌ∙Ｋ

ＶＶ
 Ｃ

ＶＲ
= 0 

回転ばね Ｋ
ＲＲ

=
Ｍ－Ｋ

ＶＲ
∙ｗ

0

θ
 Ｃ

ＲＲ
=Ｃ

Ｒ0 
∙η

t

α
2  

η
t
=

θ
0

θ

2
α-2

 

θ：回転角 

Ｍ 

ｗ0 

θ0 

Ｌ 

ＫＶ0

β 

α 

 

ＣＶ0 

ＣＲ0 

：転倒モーメント 

：基礎スラブ中心の鉛直変位 

：浮上り限界回転角 

：建屋基礎幅 

：線形域の鉛直ばね剛性 

：0.46 

：地反力分布に応じた値 

（三角形分布 6.0） 

：線形域の鉛直ばねの減衰係数 

：線形域の回転ばねの減衰係数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.0×Ss に対しては

誘発上下動を考慮し

た地震応答解析モデ

ルは用いないため、

1.0×Ss 計算書には

記載なし。 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(78／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.6 材料物性のばらつき 

解析においては，「3.2 地震応答解析モデル」に示す物性値及び定数を基本ケースとし，材

料物性のばらつきを考慮する。材料物性のばらつきを考慮した地震応答解析は，建屋応答への

影響の大きい地震動に対して実施することとし，基本ケースの地震応答解析において応答値

（加速度，変位，せん断力＊，曲げモーメント及び軸力）が，各層において最大となっている地

震動に対して実施する。 

材料物性のばらつきのうち，地盤物性のばらつきについては，支持地盤及び埋戻し土ともに

敷地内のボーリング調査結果等に基づき，第 3.2.1-3 表に示す地盤の物性値を基本とし，標準

偏差±1σの変動幅を考慮する。第 3.6-1 表及び第 3.6-2 表に設定した地盤の初期物性値を示

す。なお，建屋物性のばらつきについては，コンクリート強度の実強度は設計基準強度よりも

大きくなること及び建屋剛性として考慮していない壁の建屋剛性への寄与については構造耐

力の向上が見られることから保守的に考慮しない。 

材料物性のばらつきを考慮する解析ケースを，第 3.6-3 表に示す。 

 

注記 ＊：せん断力とせん断ひずみ度には相関性があり，それぞれが最大となる地震動は対応

するため，代表してせん断力の最大応答値を確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.2×Ss の地震応答

解析において材料物

性のばらつきは考慮

しないため、1.2×Ss

計算書では記載な

し。 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(79／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.6-1 表 地盤の初期物性値 

（地盤物性のばらつきを考慮したケース（＋1σ）） 

 
注記 ＊1：第 3.2.1-3 図に示す造成盛土のひずみ依存特性を設定する。 

＊2：第 3.2.1-4 図に示す六ヶ所層のひずみ依存特性を設定する。 

＊3：第 3.2.1-5 図に示す軽石凝灰岩のひずみ依存特性を設定する。 

＊4：第 3.2.1-6 図に示す軽石質砂岩のひずみ依存特性を設定する。 

＊5：第 3.2.1-7 図に示す細粒砂岩のひずみ依存特性を設定する。 

 

 

 

 

第 3.6-2 表 地盤の初期物性値 

（地盤物性のばらつきを考慮したケース（－1σ）） 

 
注記 ＊1：第 3.2.1-3 図に示す造成盛土のひずみ依存特性を設定する。 

＊2：第 3.2.1-4 図に示す六ヶ所層のひずみ依存特性を設定する。 

＊3：第 3.2.1-5 図に示す軽石凝灰岩のひずみ依存特性を設定する。 

＊4：第 3.2.1-6 図に示す軽石質砂岩のひずみ依存特性を設定する。 

＊5：第 3.2.1-7 図に示す細粒砂岩のひずみ依存特性を設定する。 
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▽地表面

▽基礎スラブ底面

▽解放基盤表面

造成盛土 15.7 180
46.0

六ヶ所層 16.5 440

55.0

標高
T.M.S.L.（m）

岩種
単位体積重量

γt（kN/m3）

S波速度

Vs（m/s）
減衰定数
h－γ

31.53

9.0
15.6 900

35.0

軽石凝灰岩
15.3 710

2010

-49.0
細粒砂岩

-70.0
細粒砂岩 18.2 1180

軽石質砂岩
18.2 1180

-28.0

P波速度

Vp（m/s）

770

1400

1930

2340

2340

剛性低下率

G/G0-γ

＊1

＊2

＊3

＊4

＊5

－

▽地表面

▽基礎スラブ底面

▽解放基盤表面

標高
T.M.S.L.（m）

岩種
単位体積重量

γt（kN/m3）

S波速度

Vs（m/s）

軽石質砂岩
18.2 1000 2180

造成盛土 15.7 140

-28.0

2180

31.53

9.0
15.6 720

軽石凝灰岩
15.3 610 1790

1830

-49.0
細粒砂岩

-70.0
細粒砂岩 18.2 1000

35.0
560

46.0
六ヶ所層 16.5 200

390
55.0

減衰定数
h－γ

P波速度

Vp（m/s）

－

剛性低下率

G/G0-γ

＊1

＊2

＊3

＊4

＊5
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(80／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.6-3 表 材料物性のばらつきを考慮する解析ケース 

ケース 

No. 
地盤の物性値 解析ケース 

基準地震動 

Ｓｓ 

弾性設計用地震動Ｓ

ｄ 

0 第3.2.1-3表 基本ケース 全波 全波 

1 第3.6-1表 

地盤物性の 

ばらつきを考慮した 

ケース（＋1σ） 

Ｓｓ－Ａ 

Ｓｓ－Ｂ１ 

Ｓｓ－Ｂ３ 

Ｓｓ－Ｃ１ 

Ｓｄ－Ａ 

Ｓｄ－Ｂ１ 

Ｓｄ－Ｂ３ 

Ｓｄ－Ｃ１ 

2 第3.6-2表 

地盤物性の 

ばらつきを考慮した 

ケース（－1σ） 

Ｓｓ－Ａ 

Ｓｓ－Ｂ１ 

Ｓｓ－Ｂ３ 

Ｓｓ－Ｃ１ 

Ｓｄ－Ａ 

Ｓｄ－Ｂ１ 

Ｓｄ－Ｂ３ 

Ｓｄ－Ｃ１ 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(81／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

4. 解析結果 

地震応答解析に採用した解析モデルの一覧を第 4.-1 表に示す。 

 

 

4.1 固有値解析結果 

基礎浮上り非線形モデルによる固有値解析結果（固有周期，固有振動数及び刺激係数）第 4.1-

1 表～第 4.1-10 表に示す。刺激関数図を 1.2×Ｓｓ－Ａの結果を代表として，第 4.1-1 図～第

4.1-3 図に示す。 

なお，刺激係数は，各次の固有ベクトル｛u｝に対し，最大振幅が 1.0 となるように規準化し

た値を示す。 

 

4.2 地震応答解析結果 

1.2×Ｓｓによる最大応答値を第 4.2-1 図～第 4.2-5 図及び第 4.2-1 表～第 4.2-5 表に示す。 

浮上り検討を第 4.2-6 表，最大接地圧を第 4.2-7 表に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. 解析結果 

4.1 動的解析 

地震応答解析に採用した解析モデルの一覧を第 4.1-1 表～第 4.1-6 表に示す。 

 

4.1.1 固有値解析結果 

基本ケースの基礎浮上り非線形モデルによる固有値解析結果（固有周期，固有振動数及

び刺激係数）を第 4.1.1-1 表～第 4.1.1-20 表に示す。刺激関数図をＳｓ－Ａ，Ｓｄ－Ａ

の結果を代表として，第 4.1.1-1 図～第 4.1.1-6 図に示す。 

なお，刺激係数は，各次の固有ベクトル｛u｝に対し，最大振幅が 1.0 となるように規準

化した値を示す。 

 

4.1.2 基本ケースの地震応答解析結果 

(1) 基準地震動Ｓｓ  

基準地震動Ｓｓによる最大応答値を第 4.1.2-1 図～第 4.1.2-15 図及び第 4.1.2-1 表～

第 4.1.2-13 表に示す。 

浮上り検討を第 4.1.2-14 表，最大接地圧を第 4.1.2-15 表に示す。 

 

(2) 弾性設計用地震動Ｓｄ 

弾性設計用地震動Ｓｄによる最大応答値を第4.1.2-16図～第4.1.2-30図及び第4.1.2-

16 表～第 4.1.2-28 表に示す。 

浮上り検討を第 4.1.2-29 表，最大接地圧を第 4.1.2-30 表に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

考慮する地震動の違

い 

 

 

 

考慮する地震動の違
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(82／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

第 4.-1 表 地震応答解析に採用した解析モデル（1.2×Ｓｓ） 

 

（a）NS 方向 

1.2×Ss-A 

（H） 

1.2×Ss-B1 

（NS） 

1.2×Ss-B2 

（NS） 

1.2×Ss-B3 

（NS） 

1.2×Ss-B4 

（NS） 

1.2×Ss-B5 

（NS） 

① ① ① ① ① ① 

 

1.2×Ss-C1 

（NSEW） 

1.2×Ss-C2 

(NS) 

1.2×Ss-C2 

(EW) 

1.2×Ss-C3 

(NS) 

1.2×Ss-C3 

(EW) 

1.2×Ss-C4 

(NS) 

1.2×Ss-C4 

(EW) 

② ① ① ① ① ① ① 

 

（b）EW 方向 

1.2×Ss-A 

（H） 

1.2×Ss-B1 

（EW） 

1.2×Ss-B2 

（EW） 

1.2×Ss-B3 

（EW） 

1.2×Ss-B4 

（EW） 

1.2×Ss-B5 

（EW） 

① ① ① ① ① ① 

 

1.2×Ss-C1 

（NSEW） 

1.2×Ss-C2 

(NS) 

1.2×Ss-C2 

(EW) 

1.2×Ss-C3 

(NS) 

1.2×Ss-C3 

(EW) 

1.2×Ss-C4 

(NS) 

1.2×Ss-C4 

(EW) 

② ① ① ① ① ① ① 

凡例 

 ①：基礎浮上り非線形モデル 

 ②：誘発上下動を考慮するモデル 

 ③：地盤 3次元 FEM モデル 

 

（c）鉛直方向 

1.2×Ss-A 

（V） 

1.2×Ss-B1 

（UD） 

1.2×Ss-B2 

（UD） 

1.2×Ss-B3 

（UD） 

1.2×Ss-B4 

（UD） 

1.2×Ss-B5 

（UD） 

① ① ① ① ① ① 

 

1.2×Ss-C1 

（UD） 

1.2×Ss-C2 

(UD) 

1.2×Ss-C3 

(UD) 

① ① ① 

凡例 

 ①：鉛直ばねモデル 

 ②：地盤 3次元 FEM モデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 4.1-1 表 地震応答解析に採用した解析モデル 

（基準地震動Ｓｓ，ケース No.0） 

(a)NS 方向 

Ss-A 

（H） 

Ss-B1 

（NS） 

Ss-B2 

（NS） 

Ss-B3 

（NS） 

Ss-B4 

（NS） 

Ss-B5 

（NS） 

① ① ① ① ① ① 

 

Ss-C1 

（NSEW） 

Ss-C2 

(NS) 

Ss-C2 

(EW) 

Ss-C3 

(NS) 

Ss-C3 

(EW) 

Ss-C4 

(NS) 

Ss-C4 

(EW) 

① ① ① ① ① ① ① 

 

(b)EW 方向 

Ss-A 

（H） 

Ss-B1 

（EW） 

Ss-B2 

（EW） 

Ss-B3 

（EW） 

Ss-B4 

（EW） 

Ss-B5 

（EW） 

① ① ① ① ① ① 

 

Ss-C1 

（NSEW） 

Ss-C2 

(NS) 

Ss-C2 

(EW) 

Ss-C3 

(NS) 

Ss-C3 

(EW) 

Ss-C4 

(NS) 

Ss-C4 

(EW) 

① ① ① ① ① ① ① 

凡例 

 ①：基礎浮上り非線形モデル 

 ②：誘発上下動を考慮するモデル 

 ③：地盤 3次元 FEM モデル 

 

(c)鉛直方向 

Ss-A 

（V） 

Ss-B1 

（UD） 

Ss-B2 

（UD） 

Ss-B3 

（UD） 

Ss-B4 

（UD） 

Ss-B5 

（UD） 

① ① ① ① ① ① 

 

Ss-C1 

（UD） 

Ss-C2 

(UD) 

Ss-C3 

(UD) 

① ① ① 

凡例 

 ①：鉛直ばねモデル 

 ②：地盤 3次元 FEM モデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地震応答解析に採用

する解析モデルは地

震波に応じて変わる

ため 1.2×Ss 計算書

にも記載 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(83／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 4.1-2 表 地震応答解析に採用した解析モデル 

（基準地震動Ｓｓ，ケース No.1） 

 

第 4.1-3 表 地震応答解析に採用した解析モデル 

（基準地震動Ｓｓ，ケース No.2） 

 

第 4.1-4 表 地震応答解析に採用した解析モデル 

（弾性設計用地震動Ｓｄ，ケース No.0） 

 

第 4.1-5 表 地震応答解析に採用した解析モデル 

（弾性設計用地震動Ｓｄ，ケース No.1） 

 

第 4.1-6 表 地震応答解析に採用した解析モデル 

（弾性設計用地震動Ｓｄ，ケース No.2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地盤物性のばらつき

ケース及び弾性設計

用地震動 Sd に係る記

載であることから

1.2×Ss 計算書に記

載無し 

 

1.0×Ss 計算書にお

いて，第 4.1-1 表と

同様に他ケース及び

Sd 地震動における解

析モデルが記載され

るものであるため，

本比較表上は省略 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(84／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

第 4.1-1 表 固有値解析結果（1.2×Ｓｓ－Ａ） 

（a）NS 方向 

 
 

（b）EW 方向 

 
 

（c）鉛直方向 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 4.1.1-1 表 固有値解析結果（Ｓｓ－Ａ） 

(a)NS 方向 

 
 

(b)EW 方向 

 
 

(c)鉛直方向 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

固有値解析は地震波

に応じて地盤ばね定

数の影響により結果

が変わるため 1.2×

Ss 計算書にも記載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次数 固有周期(s) 固有振動数(Hz) 刺激係数 卓越モード

1 0.316  3.16  1.376 地盤連成

2 0.159  6.28  0.335

3 0.084 11.85 -0.158

4 0.065 15.31  0.134

次数 固有周期(s) 固有振動数(Hz) 刺激係数 卓越モード

1 0.313  3.19  1.331 地盤連成

2 0.160  6.25  0.322

3 0.080 12.44 -0.131

4 0.060 16.66  0.069

次数 固有周期(s) 固有振動数(Hz) 刺激係数 卓越モード

1 0.193  5.19  1.103 地盤連成

2 0.045 22.01 -0.134

次数 固有周期(s) 固有振動数(Hz) 刺激係数 卓越モード

1 0.314  3.18  1.378 地盤連成

2 0.158  6.32  0.335

3 0.084 11.86 -0.159

4 0.065 15.32  0.136

次数 固有周期(s) 固有振動数(Hz) 刺激係数 卓越モード

1 0.311  3.22  1.333 地盤連成

2 0.159  6.29  0.324

3 0.080 12.46 -0.133

4 0.060 16.68  0.071

次数 固有周期(s) 固有振動数(Hz) 刺激係数 卓越モード

1 0.191  5.22  1.104 地盤連成

2 0.045 22.02 -0.136
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(85／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

第 4.1-2 表 固有値解析結果（1.2×Ｓｓ－Ｂ１） 

（a）NS 方向 

 
 

（b）EW 方向 

 
 

（c）鉛直方向 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 4.1.1-2 表 固有値解析結果（Ｓｓ－Ｂ１） 

(a)NS 方向 

 
 

(b)EW 方向 

 
 

(c)鉛直方向 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

固有値解析は地震波

に応じて地盤ばね定

数の影響により結果

が変わるため 1.2×

Ss 計算書にも記載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次数 固有周期(s) 固有振動数(Hz) 刺激係数 卓越モード

1 0.313  3.20  1.380 地盤連成

2 0.157  6.35  0.336

3 0.084 11.87 -0.161

4 0.065 15.33  0.138

次数 固有周期(s) 固有振動数(Hz) 刺激係数 卓越モード

1 0.309  3.23  1.334 地盤連成

2 0.158  6.32  0.323

3 0.080 12.47 -0.134

4 0.060 16.70  0.072

次数 固有周期(s) 固有振動数(Hz) 刺激係数 卓越モード

1 0.191  5.25  1.105 地盤連成

2 0.045 22.03 -0.137

次数 固有周期(s) 固有振動数(Hz) 刺激係数 卓越モード

1 0.312  3.21  1.380 地盤連成

2 0.157  6.37  0.336

3 0.084 11.88 -0.162

4 0.065 15.34  0.139

次数 固有周期(s) 固有振動数(Hz) 刺激係数 卓越モード

1 0.308  3.24  1.336 地盤連成

2 0.158  6.34  0.324

3 0.080 12.48 -0.135

4 0.060 16.71  0.073

次数 固有周期(s) 固有振動数(Hz) 刺激係数 卓越モード

1 0.190  5.27  1.106 地盤連成

2 0.045 22.04 -0.138
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(86／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

第 4.1-3 表 固有値解析結果（1.2×Ｓｓ－Ｂ２） 

（a）NS 方向 

 
 

（b）EW 方向 

 
 

（c）鉛直方向 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 4.1.1-3 表 固有値解析結果（Ｓｓ－Ｂ２） 

(a)NS 方向 

 
 

(b)EW 方向 

 
 

(c)鉛直方向 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

固有値解析は地震波

に応じて地盤ばね定

数の影響により結果

が変わるため 1.2×

Ss 計算書にも記載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次数 固有周期(s) 固有振動数(Hz) 刺激係数 卓越モード

1 0.315  3.18  1.377 地盤連成

2 0.158  6.32  0.335

3 0.084 11.86 -0.159

4 0.065 15.32  0.136

次数 固有周期(s) 固有振動数(Hz) 刺激係数 卓越モード

1 0.311  3.22  1.333 地盤連成

2 0.159  6.28  0.324

3 0.080 12.46 -0.133

4 0.060 16.68  0.071

次数 固有周期(s) 固有振動数(Hz) 刺激係数 卓越モード

1 0.191  5.22  1.104 地盤連成

2 0.045 22.02 -0.136

次数 固有周期(s) 固有振動数(Hz) 刺激係数 卓越モード

1 0.313  3.20  1.380 地盤連成

2 0.157  6.36  0.336

3 0.084 11.87 -0.161

4 0.065 15.33  0.138

次数 固有周期(s) 固有振動数(Hz) 刺激係数 卓越モード

1 0.309  3.24  1.335 地盤連成

2 0.158  6.32  0.324

3 0.080 12.47 -0.135

4 0.060 16.70  0.072

次数 固有周期(s) 固有振動数(Hz) 刺激係数 卓越モード

1 0.190  5.25  1.106 地盤連成

2 0.045 22.03 -0.137
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(87／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

第 4.1-4 表 固有値解析結果（1.2×Ｓｓ－Ｂ３） 

（a）NS 方向 

 
 

（b）EW 方向 

 
 

（c）鉛直方向 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 4.1.1-4 表 固有値解析結果（Ｓｓ－Ｂ３） 

(a)NS 方向 

 
 

(b)EW 方向 

 
 

(c)鉛直方向 
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次数 固有周期(s) 固有振動数(Hz) 刺激係数 卓越モード

1 0.314  3.18  1.378 地盤連成

2 0.158  6.33  0.335

3 0.084 11.86 -0.160

4 0.065 15.32  0.136

次数 固有周期(s) 固有振動数(Hz) 刺激係数 卓越モード

1 0.311  3.22  1.333 地盤連成

2 0.159  6.29  0.323

3 0.080 12.46 -0.133

4 0.060 16.68  0.071

次数 固有周期(s) 固有振動数(Hz) 刺激係数 卓越モード

1 0.191  5.23  1.105 地盤連成

2 0.045 22.02 -0.136

次数 固有周期(s) 固有振動数(Hz) 刺激係数 卓越モード

1 0.312  3.20  1.380 地盤連成

2 0.157  6.36  0.337

3 0.084 11.87 -0.162

4 0.065 15.33  0.139

次数 固有周期(s) 固有振動数(Hz) 刺激係数 卓越モード

1 0.309  3.24  1.335 地盤連成

2 0.158  6.32  0.325

3 0.080 12.47 -0.135

4 0.060 16.70  0.072

次数 固有周期(s) 固有振動数(Hz) 刺激係数 卓越モード

1 0.190  5.25  1.106 地盤連成

2 0.045 22.03 -0.137
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(88／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

第 4.1-5 表 固有値解析結果（1.2×Ｓｓ－Ｂ４） 

（a）NS 方向 

 
 

（b）EW 方向 

 
 

（c）鉛直方向 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 4.1.1-5 表 固有値解析結果（Ｓｓ－Ｂ４） 

(a)NS 方向 

 
 

(b)EW 方向 

 
 

(c)鉛直方向 
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次数 固有周期(s) 固有振動数(Hz) 刺激係数 卓越モード

1 0.317  3.16  1.375 地盤連成

2 0.159  6.27  0.335

3 0.084 11.84 -0.157

4 0.065 15.31  0.133

次数 固有周期(s) 固有振動数(Hz) 刺激係数 卓越モード

1 0.313  3.19  1.331 地盤連成

2 0.160  6.24  0.324

3 0.080 12.44 -0.131

4 0.060 16.65  0.069

次数 固有周期(s) 固有振動数(Hz) 刺激係数 卓越モード

1 0.193  5.18  1.103 地盤連成

2 0.045 22.01 -0.134

次数 固有周期(s) 固有振動数(Hz) 刺激係数 卓越モード

1 0.314  3.18  1.378 地盤連成

2 0.158  6.32  0.336

3 0.084 11.86 -0.160

4 0.065 15.32  0.136

次数 固有周期(s) 固有振動数(Hz) 刺激係数 卓越モード

1 0.311  3.22  1.333 地盤連成

2 0.159  6.28  0.325

3 0.080 12.46 -0.134

4 0.060 16.68  0.071

次数 固有周期(s) 固有振動数(Hz) 刺激係数 卓越モード

1 0.192  5.21  1.104 地盤連成

2 0.045 22.02 -0.135

1400



燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(89／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

第 4.1-6 表 固有値解析結果（1.2×Ｓｓ－Ｂ５） 

（a）NS 方向 

 
 

（b）EW 方向 

 
 

（c）鉛直方向 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 4.1.1-6 表 固有値解析結果（Ｓｓ－Ｂ５） 

(a)NS 方向 

 
 

(b)EW 方向 

 
 

(c)鉛直方向 
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次数 固有周期(s) 固有振動数(Hz) 刺激係数 卓越モード

1 0.317  3.16  1.375 地盤連成

2 0.159  6.27  0.335

3 0.084 11.84 -0.157

4 0.065 15.31  0.133

次数 固有周期(s) 固有振動数(Hz) 刺激係数 卓越モード

1 0.313  3.19  1.331 地盤連成

2 0.160  6.24  0.324

3 0.080 12.44 -0.131

4 0.060 16.65  0.069

次数 固有周期(s) 固有振動数(Hz) 刺激係数 卓越モード

1 0.193  5.18  1.103 地盤連成

2 0.045 22.01 -0.134

次数 固有周期(s) 固有振動数(Hz) 刺激係数 卓越モード

1 0.314  3.18  1.378 地盤連成

2 0.158  6.32  0.335

3 0.084 11.86 -0.159

4 0.065 15.32  0.136

次数 固有周期(s) 固有振動数(Hz) 刺激係数 卓越モード

1 0.311  3.22  1.333 地盤連成

2 0.159  6.28  0.324

3 0.080 12.46 -0.133

4 0.060 16.68  0.071

次数 固有周期(s) 固有振動数(Hz) 刺激係数 卓越モード

1 0.192  5.22  1.104 地盤連成

2 0.045 22.02 -0.136
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(90／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

第 4.1-7 表 固有値解析結果（1.2×Ｓｓ－Ｃ１） 

（a）NS 方向 

 
 

（b）EW 方向 

 
 

（c）鉛直方向 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 4.1.1-7 表 固有値解析結果（Ｓｓ－Ｃ１） 

(a)NS 方向 

 
 

(b)EW 方向 

 
 

(c)鉛直方向 
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次数 固有周期(s) 固有振動数(Hz) 刺激係数 卓越モード

1 0.321  3.12  1.371 地盤連成

2 0.161  6.20  0.333

3 0.085 11.81 -0.153

4 0.065 15.28  0.128

次数 固有周期(s) 固有振動数(Hz) 刺激係数 卓越モード

1 0.317  3.15  1.328 地盤連成

2 0.162  6.16  0.322

3 0.081 12.41 -0.128

4 0.060 16.61  0.067

次数 固有周期(s) 固有振動数(Hz) 刺激係数 卓越モード

1 0.195  5.13  1.100 地盤連成

2 0.045 21.99 -0.131

次数 固有周期(s) 固有振動数(Hz) 刺激係数 卓越モード

1 0.318  3.14  1.373 地盤連成

2 0.160  6.24  0.334

3 0.085 11.83 -0.156

4 0.065 15.29  0.131

次数 固有周期(s) 固有振動数(Hz) 刺激係数 卓越モード

1 0.315  3.18  1.330 地盤連成

2 0.161  6.21  0.323

3 0.080 12.43 -0.130

4 0.060 16.64  0.068

次数 固有周期(s) 固有振動数(Hz) 刺激係数 卓越モード

1 0.194  5.16  1.102 地盤連成

2 0.045 22.00 -0.132
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(91／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

第 4.1-8 表 固有値解析結果（1.2×Ｓｓ－Ｃ２） 

（a）NS 方向 

 
 

（b）EW 方向 

 
 

（c）鉛直方向 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 4.1.1-8 表 固有値解析結果（Ｓｓ－Ｃ２） 

(a)NS 方向 

 
 

(b)EW 方向 

 
 

(c)鉛直方向 
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次数 固有周期(s) 固有振動数(Hz) 刺激係数 卓越モード

1 0.314  3.19  1.378 地盤連成

2 0.158  6.33  0.335

3 0.084 11.86 -0.160

4 0.065 15.33  0.137

次数 固有周期(s) 固有振動数(Hz) 刺激係数 卓越モード

1 0.310  3.22  1.334 地盤連成

2 0.159  6.30  0.324

3 0.080 12.46 -0.134

4 0.060 16.69  0.071

次数 固有周期(s) 固有振動数(Hz) 刺激係数 卓越モード

1 0.191  5.23  1.105 地盤連成

2 0.045 22.02 -0.136

次数 固有周期(s) 固有振動数(Hz) 刺激係数 卓越モード

1 0.312  3.20  1.380 地盤連成

2 0.157  6.36  0.336

3 0.084 11.87 -0.161

4 0.065 15.33  0.138

次数 固有周期(s) 固有振動数(Hz) 刺激係数 卓越モード

1 0.309  3.23  1.335 地盤連成

2 0.158  6.32  0.323

3 0.080 12.47 -0.134

4 0.060 16.70  0.072

次数 固有周期(s) 固有振動数(Hz) 刺激係数 卓越モード

1 0.190  5.25  1.106 地盤連成

2 0.045 22.03 -0.137
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(92／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

第 4.1-9 表 固有値解析結果（1.2×Ｓｓ－Ｃ３） 

（a）NS 方向 

 
 

（b）EW 方向 

 
 

（c）鉛直方向 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 4.1.1-9 表 固有値解析結果（Ｓｓ－Ｃ３） 

(a)NS 方向 

 
 

(b)EW 方向 

 
 

(c)鉛直方向 
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次数 固有周期(s) 固有振動数(Hz) 刺激係数 卓越モード

1 0.314  3.18  1.378 地盤連成

2 0.158  6.32  0.336

3 0.084 11.86 -0.160

4 0.065 15.32  0.136

次数 固有周期(s) 固有振動数(Hz) 刺激係数 卓越モード

1 0.311  3.22  1.333 地盤連成

2 0.159  6.29  0.324

3 0.080 12.46 -0.134

4 0.060 16.68  0.071

次数 固有周期(s) 固有振動数(Hz) 刺激係数 卓越モード

1 0.191  5.22  1.104 地盤連成

2 0.045 22.02 -0.136

次数 固有周期(s) 固有振動数(Hz) 刺激係数 卓越モード

1 0.312  3.20  1.380 地盤連成

2 0.157  6.36  0.337

3 0.084 11.87 -0.162

4 0.065 15.33  0.139

次数 固有周期(s) 固有振動数(Hz) 刺激係数 卓越モード

1 0.309  3.23  1.335 地盤連成

2 0.158  6.32  0.324

3 0.080 12.47 -0.135

4 0.060 16.70  0.072

次数 固有周期(s) 固有振動数(Hz) 刺激係数 卓越モード

1 0.191  5.24  1.105 地盤連成

2 0.045 22.03 -0.137
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(93／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

第 4.1-10 表 固有値解析結果（1.2×Ｓｓ－Ｃ４） 

（a）NS 方向 

 
 

（b）EW 方向 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 4.1.1-10 表 固有値解析結果（Ｓｓ－Ｃ４） 

(a)NS 方向 

 
 

(b)EW 方向 
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次数 固有周期(s) 固有振動数(Hz) 刺激係数 卓越モード

1 0.315  3.18  1.377 地盤連成

2 0.159  6.31  0.336

3 0.084 11.85 -0.159

4 0.065 15.32  0.135

次数 固有周期(s) 固有振動数(Hz) 刺激係数 卓越モード

1 0.311  3.21  1.333 地盤連成

2 0.159  6.27  0.324

3 0.080 12.45 -0.133

4 0.060 16.67  0.070

次数 固有周期(s) 固有振動数(Hz) 刺激係数 卓越モード

1 0.313  3.19  1.379 地盤連成

2 0.158  6.34  0.337

3 0.084 11.87 -0.161

4 0.065 15.33  0.138

次数 固有周期(s) 固有振動数(Hz) 刺激係数 卓越モード

1 0.309  3.23  1.334 地盤連成

2 0.159  6.31  0.325

3 0.080 12.47 -0.135

4 0.060 16.69  0.072
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(94／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

 

1 次モード 

固有周期   Ｔ1=0.316 (s) 

固有振動数  ｆ1=3.16  (Hz) 

刺激係数   β1=1.376 

2 次モード 

固有周期   Ｔ2=0.159 (s) 

固有振動数  ｆ2=6.28  (Hz) 

刺激係数   β2=0.335 

  
3 次モード 

固有周期   Ｔ3=0.084 (s) 

固有振動数  ｆ3=11.85 (Hz) 

刺激係数   β3=-0.158  

4 次モード 

固有周期   Ｔ4=0.065 (s) 

固有振動数  ｆ4=15.31 (Hz) 

刺激係数   β4=0.134 

  
 

第 4.1-1 図 刺激関数図（1.2×Ｓｓ－Ａ，NS 方向） 

 

 

 

 

 

 

 

1 次モード 

固有周期   Ｔ1= 0.314 (s) 

固有振動数  ｆ1= 3.18  (Hz) 

刺激係数   β1= 1.378 

2 次モード 

固有周期   Ｔ2= 0.158 (s) 

固有振動数  ｆ2= 6.32  (Hz) 

刺激係数   β2= 0.335 

  
3 次モード 

固有周期   Ｔ3= 0.084 (s) 

固有振動数  ｆ3=11.86  (Hz) 

刺激係数   β3=-0.159  

4 次モード 

固有周期   Ｔ4= 0.065 (s) 

固有振動数  ｆ4=15.32  (Hz) 

刺激係数   β4= 0.136 

  
 

第 4.1.1-1 図 刺激関数図（Ｓｓ－Ａ，NS 方向） 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(95／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

1 次モード 

固有周期   Ｔ1=0.313 (s) 

固有振動数  ｆ1=3.19  (Hz) 

刺激係数   β1=1.331 

2 次モード 

固有周期   Ｔ2=0.160 (s) 

固有振動数  ｆ2=6.25  (Hz) 

刺激係数   β2=0.322 

  
3 次モード 

固有周期   Ｔ3=0.080 (s) 

固有振動数  ｆ3=12.44 (Hz) 

刺激係数   β3=-0.131 

4 次モード 

固有周期   Ｔ4=0.060 (s) 

固有振動数  ｆ4=16.66 (Hz) 

刺激係数   β4=0.069 

  
 

第 4.1-2 図 刺激関数図（1.2×Ｓｓ－Ａ，EW 方向） 

 

 

 

 

 

 

 

1 次モード 

固有周期   Ｔ1= 0.311 (s) 

固有振動数  ｆ1= 3.22  (Hz) 

刺激係数   β1= 1.333 

2 次モード 

固有周期   Ｔ2= 0.159 (s) 

固有振動数  ｆ2= 6.29  (Hz) 

刺激係数   β2= 0.324 

  
3 次モード 

固有周期   Ｔ3= 0.080 (s) 

固有振動数  ｆ3=12.46  (Hz) 

刺激係数   β3=-0.133  

4 次モード 

固有周期   Ｔ4= 0.060 (s) 

固有振動数  ｆ4=16.68  (Hz) 

刺激係数   β4= 0.071 

  
 

第 4.1.1-2 図 刺激関数図（Ｓｓ－Ａ，EW 方向） 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(96／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

1 次モード 

固有周期   Ｔ1=0.193 (s) 

固有振動数  ｆ1=5.19  (Hz) 

刺激係数   β1=1.103 

2 次モード 

固有周期   Ｔ2=0.045 (s) 

固有振動数  ｆ2=22.01 (Hz) 

刺激係数   β2=-0.134 

  
 

第 4.1-3 図 刺激関数図（1.2×Ｓｓ－Ａ，鉛直方向） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 次モード 

固有周期   Ｔ1= 0.191 (s) 

固有振動数  ｆ1= 5.22  (Hz) 

刺激係数   β1= 1.104 

2 次モード 

固有周期   Ｔ2= 0.045 (s) 

固有振動数  ｆ2=22.02  (Hz) 

刺激係数   β2=-0.136 

  
 

第 4.1.1-3 図 刺激関数図（Ｓｓ－Ａ，鉛直方向） 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(97／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 4.1.1-11 表 固有値解析結果（Ｓｄ－Ａ） 

(a)NS 方向 

 
 

(b)EW 方向 

 
 

(c)鉛直方向 

 
 

 

 

第 4.1.1-12 表 固有値解析結果（Ｓｄ－Ｂ１） 

第 4.1.1-13 表 固有値解析結果（Ｓｄ－Ｂ２） 

第 4.1.1-14 表 固有値解析結果（Ｓｄ－Ｂ３） 

第 4.1.1-15 表 固有値解析結果（Ｓｄ－Ｂ４） 

第 4.1.1-16 表 固有値解析結果（Ｓｄ－Ｂ５） 

第 4.1.1-17 表 固有値解析結果（Ｓｄ－Ｃ１） 

第 4.1.1-18 表 固有値解析結果（Ｓｄ－Ｃ２） 

第 4.1.1-19 表 固有値解析結果（Ｓｄ－Ｃ３） 

第 4.1.1-20 表 固有値解析結果（Ｓｄ－Ｃ４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

弾性設計用地震動 Sd

に係る記載であるこ

とから 1.2×Ss 計算

書に記載無し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.0×Ss 計算書にお

いて，第 4.1.1-11 表

と同様に他地震ベー

スの固有値解析結果

が記載されるもので

あるため，本比較表

上は省略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次数 固有周期(s) 固有振動数(Hz) 刺激係数 卓越モード

1 0.309  3.24  1.384 地盤連成

2 0.156  6.43  0.338

3 0.084 11.90 -0.166

4 0.065 15.36  0.143

次数 固有周期(s) 固有振動数(Hz) 刺激係数 卓越モード

1 0.305  3.28  1.338 地盤連成

2 0.156  6.39  0.326

3 0.080 12.50 -0.139

4 0.060 16.74  0.075

次数 固有周期(s) 固有振動数(Hz) 刺激係数 卓越モード

1 0.188  5.31  1.108 地盤連成

2 0.045 22.05 -0.140
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(98／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 次モード 

固有周期   Ｔ1= 0.309 (s) 

固有振動数  ｆ1= 3.24  (Hz) 

刺激係数   β1= 1.384 

2 次モード 

固有周期   Ｔ2= 0.156 (s) 

固有振動数  ｆ2= 6.43  (Hz) 

刺激係数   β2= 0.338 

  
3 次モード 

固有周期   Ｔ3= 0.084 (s) 

固有振動数  ｆ3=11.90  (Hz) 

刺激係数   β3=-0.166 

4 次モード 

固有周期   Ｔ4= 0.065 (s) 

固有振動数  ｆ4=15.36  (Hz) 

刺激係数   β4= 0.143 

  
 

第 4.1.1-4 図 刺激関数図（Ｓｄ－Ａ，NS 方向） 

 

 

第 4.1.1-5 図 刺激関数図（Ｓｄ－Ａ，EW 方向） 

第 4.1.1-6 図 刺激関数図（Ｓｄ－Ａ，鉛直方向） 

 

 

弾性設計用地震動 Sd

に係る記載であるこ

とから 1.2×Ss 計算

書に記載無し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.0×Ss 計算書にお

いて，第 4.1.1-4 図

と同様に NS 方向以外

の固有値解析結果が

記載されるものであ

るため，本比較表上

は省略 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(99／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

 

 

 
 

第 4.2-1 図 最大応答加速度（1.2×Ｓｓ，NS 方向） 

 

 

第 4.2-1 表 最大応答加速度一覧表（1.2×Ｓｓ，NS 方向） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
第4.1.2-1図 最大応答加速度（基準地震動Ｓｓ，ケースNo.0，NS方向） 

 

 

第4.1.2-1表 最大応答加速度一覧表（基準地震動Ｓｓ，ケースNo.0，NS方向） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.2×Ss 計算書にお

いては、第 2.2-1 図 

の評価フローに示し

た通り、1.2×Ss に

対する応答加速度，

せん断ひずみ度及び

接地圧について地震

応答解析結果を示

し、応答変位、せん

断力、曲げモーメン

ト、軸力については

記載しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

70.20

62.80

56.80

50.30

43.20

35.00

34.23

31.53

77.50

0 500 1000 1500

(cm/s2)

1.2×Ss-A(H)

1.2×Ss-B1(NS)

1.2×Ss-B2(NS)

1.2×Ss-B3(NS)

1.2×Ss-B4(NS)

1.2×Ss-B5(NS)

1.2×Ss-C1(NSEW)

1.2×Ss-C2(NS)

1.2×Ss-C2(EW)

1.2×Ss-C3(NS)

1.2×Ss-C3(EW)

1.2×Ss-C4(NS)

1.2×Ss-C4(EW)

T.M.S.L.(m)T.M.S.L.(m)

77.50 1 1328 924 1158 1024 1052 968 1496 706 855 913 1106 1009 1117 1496

70.20 2 1099 731 917 908 875 794 1389 590 656 739 872 798 978 1389

62.80 3 1014 635 824 809 893 685 1230 533 563 641 724 690 837 1230

56.80 4 954 553 751 731 874 624 1273 487 522 555 640 605 820 1273

50.30 5 901 484 656 658 792 622 1301 442 558 521 606 585 804 1301

43.20 6 878 480 566 570 762 601 1083 427 566 485 576 533 784 1083

35.00 7 756 488 501 492 647 581 969 387 524 454 527 480 717 969

34.23 8 757 491 499 493 635 579 971 388 522 457 525 483 715 971

31.53 9 753 500 494 497 628 576 960 393 519 468 524 495 718 960

1.2×Ss-C3
(EW)

最大値

最大応答加速度(cm/s2)

1.2×Ss-C4
(NS)

1.2×Ss-C4
(EW)

1.2×Ss-B3
(NS)

1.2×Ss-B4
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(NSEW)
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1.2×Ss-C3
(NS)

T.M.S.L.
(m)

質
点
番
号

1.2×Ss-A
(H)

1.2×Ss-B1
(NS)

1.2×Ss-B2
(NS)

70.20

62.80

56.80

50.30

43.20

35.00

34.23

31.53

77.50

0 500 1000 1500

(cm/s2)

Ss-A(H)
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Ss-B2(NS)
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Ss-C2(EW)

Ss-C3(NS)

Ss-C3(EW)

Ss-C4(NS)

Ss-C4(EW)

T.M.S.L.(m)T.M.S.L.(m)

77.50 1 1140 775 981 830 893 780 1385 661 751 774 927 856 949 1385

70.20 2 904 606 784 744 737 668 1117 521 597 607 729 662 835 1117

62.80 3 822 530 677 673 751 589 1020 456 515 533 609 575 709 1020

56.80 4 766 463 587 614 738 523 982 422 463 476 538 519 660 982

50.30 5 726 405 507 551 690 516 973 408 449 436 509 502 655 973

43.20 6 664 398 435 477 611 513 866 389 454 406 477 462 641 866

35.00 7 633 409 408 409 564 495 841 344 408 370 431 394 598 841

34.23 8 632 411 407 410 563 494 830 343 407 372 431 396 599 830

31.53 9 631 419 405 414 561 492 822 339 406 381 432 406 602 822

T.M.S.L.
(m)

質
点
番
号

Ss-A
(H)

Ss-B1
(NS)

Ss-B2
(NS)

Ss-C3
(EW)

最大値

最大応答加速度(cm/s2)
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(EW)
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Ss-B5
(NS)
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Ss-C3
(NS)
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第4.1.2-2図 最大応答変位（基準地震動Ｓｓ，ケースNo.0，NS方向） 

 

 

第4.1.2-2表 最大応答変位一覧表（基準地震動Ｓｓ，ケースNo.0，NS方向） 
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0 15 30 45

(mm)
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Ss-C1(NSEW)
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Ss-C2(EW)

Ss-C3(NS)

Ss-C3(EW)

Ss-C4(NS)

Ss-C4(EW)

T.M.S.L.(m)T.M.S.L.(m)T.M.S.L.(m)

77.50 1 21.8 12.8 17.2 15.5 16.7 13.5 31.9 10.9 9.44 11.2 14.4 12.6 17.1 31.9

70.20 2 19.2 11.2 15.1 13.5 14.8 11.9 28.1 9.60 8.21 9.60 12.3 10.6 14.8 28.1

62.80 3 16.6 9.77 13.0 11.5 13.0 10.4 24.3 8.27 7.15 8.05 10.4 8.90 12.5 24.3

56.80 4 14.3 8.49 11.1 9.85 11.3 9.16 20.9 7.11 6.47 6.69 8.82 7.41 10.7 20.9

50.30 5 11.9 7.14 9.13 8.02 9.57 7.86 17.3 5.88 5.68 5.61 7.49 5.85 8.92 17.3

43.20 6 9.16 5.71 6.98 6.80 7.59 6.50 13.0 4.60 4.73 4.63 6.02 4.35 6.88 13.0

35.00 7 6.40 4.35 4.72 5.47 5.26 5.10 8.08 3.40 3.53 3.43 4.28 3.31 4.62 8.08

34.23 8 6.30 4.29 4.61 5.41 5.15 5.03 7.87 3.34 3.47 3.37 4.19 3.26 4.51 7.87

31.53 9 6.04 4.11 4.28 5.25 4.83 4.84 7.29 3.15 3.33 3.22 3.96 3.14 4.24 7.29

Ss-C4
(NS)

Ss-C4
(EW)

T.M.S.L.
(m)

質
点
番
号
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(NSEW)
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(NS)
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(EW)
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第4.1.2-3図 最大応答せん断力（基準地震動Ｓｓ，ケースNo.0，NS方向） 

 

 

第4.1.2-3表 最大応答せん断力一覧表（基準地震動Ｓｓ，ケースNo.0，NS方向） 
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10.46

1.65
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70.20
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第4.1.2-4図 最大応答曲げモーメント（基準地震動Ｓｓ，ケースNo.0，NS方向） 

 

 

第4.1.2-4表 最大応答曲げモーメント一覧表（基準地震動Ｓｓ，ケースNo.0，NS方向） 
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第 4.2-2 図 最大応答加速度（1.2×Ｓｓ，EW 方向） 

 

 

第 4.2-2 表 最大応答加速度一覧表（1.2×Ｓｓ，EW 方向） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
第4.1.2-5図 最大応答加速度（基準地震動Ｓｓ，ケースNo.0，EW方向） 

 

 

第4.1.2-5表 最大応答加速度一覧表（基準地震動Ｓｓ，ケースNo.0，EW方向） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前頁に同じ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

70.20

62.80

56.80

50.30

43.20

35.00

34.23

31.53

77.50

0 500 1000 1500

(cm/s2)

1.2×Ss-A(H)

1.2×Ss-B1(EW)

1.2×Ss-B2(EW)

1.2×Ss-B3(EW)

1.2×Ss-B4(EW)

1.2×Ss-B5(EW)

1.2×Ss-C1(NSEW)

1.2×Ss-C2(NS)

1.2×Ss-C2(EW)

1.2×Ss-C3(NS)

1.2×Ss-C3(EW)

1.2×Ss-C4(NS)

1.2×Ss-C4(EW)

T.M.S.L.(m)T.M.S.L.(m)

77.50 1 1157 1032 976 940 796 1077 1466 678 771 804 1008 905 1035 1466

70.20 2 1061 923 827 841 719 998 1360 541 643 702 879 813 906 1360

62.80 3 988 791 747 707 605 901 1237 517 557 636 725 694 788 1237

56.80 4 936 675 707 615 560 811 1157 509 508 569 649 600 807 1157

50.30 5 857 589 667 558 531 729 1243 464 509 513 612 550 798 1243

43.20 6 839 530 620 508 492 639 1066 418 547 479 548 500 777 1066

35.00 7 749 496 554 458 450 560 1006 383 539 447 534 460 730 1006

34.23 8 751 498 553 456 450 558 1004 384 538 451 534 463 730 1004

31.53 9 747 506 553 451 450 555 982 387 538 461 535 476 733 982

T.M.S.L.
(m)

質
点
番
号

1.2×Ss-A
(H)

1.2×Ss-B1
(EW)

1.2×Ss-B2
(EW)

1.2×Ss-C3
(EW)

1.2×Ss-C4
(NS)

最大値

最大応答加速度(cm/s2)

1.2×Ss-C4
(EW)

1.2×Ss-B3
(EW)

1.2×Ss-B4
(EW)

1.2×Ss-B5
(EW)

1.2×Ss-C1
(NSEW)

1.2×Ss-C2
(NS)

1.2×Ss-C2
(EW)

1.2×Ss-C3
(NS)

70.20

62.80

56.80

50.30

43.20

35.00

34.23

31.53

77.50

0 500 1000 1500

(cm/s2)

Ss-A(H)

Ss-B1(EW)

Ss-B2(EW)

Ss-B3(EW)

Ss-B4(EW)

Ss-B5(EW)

Ss-C1(NSEW)

Ss-C2(NS)

Ss-C2(EW)

Ss-C3(NS)

Ss-C3(EW)

Ss-C4(NS)

Ss-C4(EW)

T.M.S.L.(m)T.M.S.L.(m)
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第4.1.2-6図 最大応答変位（基準地震動Ｓｓ，ケースNo.0，EW方向） 

 

 

第4.1.2-6表 最大応答変位一覧表（基準地震動Ｓｓ，ケースNo.0，EW方向） 
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77.50 1 19.2 15.0 14.5 14.1 10.5 16.1 28.6 9.80 8.59 10.4 13.1 11.4 15.6 28.6

70.20 2 17.4 13.3 13.0 12.7 9.59 14.4 25.7 8.87 7.75 9.28 11.7 10.2 13.9 25.7

62.80 3 15.2 11.2 11.3 11.0 8.49 12.4 22.4 7.74 6.76 7.87 9.91 8.62 11.8 22.4

56.80 4 13.3 9.36 9.75 9.47 7.49 10.6 19.5 6.72 6.15 6.62 8.63 7.24 9.97 19.5

50.30 5 11.1 7.48 8.01 7.80 6.37 8.58 16.2 5.59 5.39 5.43 7.34 5.71 8.33 16.2

43.20 6 8.73 6.08 6.33 6.07 5.17 6.51 12.3 4.45 4.52 4.52 5.92 4.20 6.56 12.3

35.00 7 6.26 4.58 4.53 4.29 4.08 5.23 8.41 3.38 3.46 3.44 4.29 3.27 4.58 8.41

34.23 8 6.18 4.50 4.44 4.29 4.03 5.18 8.22 3.32 3.41 3.39 4.20 3.23 4.48 8.22

31.53 9 5.92 4.27 4.17 4.32 3.89 5.01 7.63 3.15 3.29 3.24 3.97 3.11 4.19 7.63

Ss-C4
(NS)

Ss-C4
(EW)

T.M.S.L.
(m)

質
点
番
号

最大応答変位(mm)

Ss-A
(H)

Ss-B1
(EW)

Ss-B2
(EW)

Ss-B3
(EW)

Ss-B4
(EW)

Ss-B5
(EW)

Ss-C1
(NSEW)

最大値
Ss-C2
(NS)

Ss-C2
(EW)

Ss-C3
(NS)

Ss-C3
(EW)
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第4.1.2-7図 最大応答せん断力（基準地震動Ｓｓ，ケースNo.0，EW方向） 

 

 

第4.1.2-7表 最大応答せん断力一覧表（基準地震動Ｓｓ，ケースNo.0，EW方向） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前頁に同じ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

70.20

62.80

56.80

50.30

43.20

35.00

34.23

31.53

77.50

0 10 20 30

(×105kN)

Ss-A(H)

Ss-B1(EW)

Ss-B2(EW)

Ss-B3(EW)

Ss-B4(EW)

Ss-B5(EW)

Ss-C1(NSEW)

Ss-C2(NS)

Ss-C2(EW)

Ss-C3(NS)

Ss-C3(EW)

Ss-C4(NS)

Ss-C4(EW)

T.M.S.L.(m)T.M.S.L.(m)T.M.S.L.(m)

77.50

31.53

最大値

2.11

5.82

9.70

13.68

18.26

22.93

24.79

26.04

10.59

12.20

13.51

14.34

1.05

2.72

4.30

6.18

8.11

10.32

10.64

11.17

12.76

13.95

14.72

15.66

Ss-B5
(EW)

1.61

4.40

7.36

10.34

13.42

15.43

16.35

16.87

6.97

1.19

17.02

17.86

3.80

6.16

8.67

11.41

1.39

Ss-B1
(EW)

Ss-B2
(EW)

Ss-B3
(EW)

1.59

4.25

6.80

9.21

11.40

1.56

4.15

6.81

9.41

12.05

4.99

6.73

8.50

5.08

6.98

8.79

3.22

Ss-C1
(NSEW)

Ss-C2
(NS)

Ss-C2
(EW)

1.22

35.00

34.23

T.M.S.L.
(m)

要
素
番
号

Ss-A
(H)

Ss-B4
(EW)

13.89

14.87

15.46

1.44

70.20

62.80

56.80

50.30

43.20

20.34 11.87

21.30 12.47

11.23

7

8

8.05 5.15

2.11

5.82

9.70

13.68

18.26

22.93

24.79

26.04

1.36

3.59

5.85

8.04

10.14

9.73 10.38

3.16

10.86

11.17

11.08

11.54

1.50

3.97

6.35

8.56

14.49 9.01

18.68 10.88

1.76

4.73

最大応答せん断力(×105kN)

1

2

3

4

5

6

Ss-C4
(NS)

Ss-C4
(EW)

3.75

6.07

8.21

10.07

Ss-C3
(NS)

Ss-C3
(EW)

1.20

3.21

11.72

12.21

12.52

17.54

18.58

15.89
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第4.1.2-8図 最大応答曲げモーメント（基準地震動Ｓｓ，ケースNo.0，EW方向） 

 

 

第4.1.2-8表 最大応答曲げモーメント一覧表（基準地震動Ｓｓ，ケースNo.0，EW方向） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前頁に同じ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

70.20

62.80

56.80

50.30

43.20

35.00

34.23

31.53

77.50

0 300 600 900

(×105kNm)

Ss-A(H)

Ss-B1(EW)

Ss-B2(EW)

Ss-B3(EW)

Ss-B4(EW)

Ss-B5(EW)

Ss-C1(NSEW)

Ss-C2(NS)

Ss-C2(EW)

Ss-C3(NS)

Ss-C3(EW)

Ss-C4(NS)

Ss-C4(EW)

T.M.S.L.(m)T.M.S.L.(m)T.M.S.L.(m)T.M.S.L.(m)

77.50

31.53

175.52

278.03

418.26

622.37

652.12

727.62

T.M.S.L.
(m)

要
素
番
号

Ss-A
(H)

Ss-B1
(EW)

Ss-B2
(EW)

Ss-B3
(EW)

Ss-B4
(EW)

Ss-B5
(EW)

Ss-C4
(EW)

Ss-C1
(NSEW)

Ss-C2
(NS)

Ss-C2
(EW)

Ss-C3
(NS)

Ss-C3
(EW)

Ss-C4
(NS)

最大応答曲げモーメント(×105kNm)

最大値

25.65

85.1963.19 61.28 81.34 69.26

27.36

81.87 101.82

20.71 21.12 26.61 21.36 24.90 35.16

101.82

70.20

96.95 97.84 79.14 73.77 73.96

62.80

169.02 175.52 145.54 133.11 131.97

32.821

2

3

24.3631.63 24.66 23.56 35.16

77.51

230.03 205.46 201.41

113.24 103.66 145.21 127.77 139.34 152.89149.89 174.31

215.12 306.31 298.74 304.28 344.67

214.72 233.59

50.30

361.47 373.74 333.42 293.38 281.92 342.92 418.26

236.54 278.03 174.33 156.27 220.98 203.60

56.80

254.17 268.47

34.23

592.99 548.52 507.61 463.35 408.41

329.05 285.69 402.70

35.00

538.63 506.07 469.26 421.39 377.75 495.17 652.12

470.79 622.37 311.97 268.64 378.76

43.20

512.56

4

5

6

7

8 449.78 560.90543.52 727.62 352.85 310.97 426.99 455.32

419.73 416.61 509.30

395.08 480.50400.59475.67 443.16 400.04 356.19

245.70
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添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

 

 

 
 

第 4.2-3 図 最大応答加速度（1.2×Ｓｓ，鉛直方向） 

 

 

第 4.2-3 表 最大応答加速度一覧表（1.2×Ｓｓ，鉛直方向） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

第4.1.2-9図 最大応答加速度（基準地震動Ｓｓ，ケースNo.0，鉛直方向） 

 

 

第4.1.2-9表 最大応答加速度一覧表（基準地震動Ｓｓ，ケースNo.0，鉛直方向） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前頁に同じ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

70.20

62.80

56.80

50.30

43.20

35.00

34.23

31.53

77.50

0 400 800 1200

(cm/s2)

1.2×Ss-A(V)

1.2×Ss-B1(UD)

1.2×Ss-B2(UD)

1.2×Ss-B3(UD)

1.2×Ss-B4(UD)

1.2×Ss-B5(UD)

1.2×Ss-C1(UD)

1.2×Ss-C2(UD)

1.2×Ss-C3(UD)

T.M.S.L.(m)T.M.S.L.(m)

77.50 1 729 561 670 622 584 552 557 543 583 729

70.20 2 685 538 626 610 528 540 514 487 538 685

62.80 3 632 509 567 600 468 529 459 427 485 632

56.80 4 569 477 500 588 437 514 431 370 435 588

50.30 5 519 457 430 574 413 499 390 350 383 574

43.20 6 507 445 393 555 385 487 348 362 360 555

35.00 7 497 430 374 528 371 472 339 379 336 528

34.23 8 498 429 373 527 371 471 339 380 335 527

31.53 9 500 428 372 525 373 470 337 381 333 525

最大応答加速度(cm/s2)
T.M.S.L.

(m)

質
点
番
号

1.2×Ss-A
(V)

1.2×Ss-B1
(UD)

1.2×Ss-B2
(UD)

1.2×Ss-C3
(UD)

最大値
1.2×Ss-B3

(UD)
1.2×Ss-B4

(UD)
1.2×Ss-B5

(UD)
1.2×Ss-C1

(UD)
1.2×Ss-C2

(UD)

70.20

62.80

56.80

50.30

43.20

35.00

34.23

31.53

77.50

0 400 800 1200

(cm/s2)

Ss-A(V)

Ss-B1(UD)

Ss-B2(UD)

Ss-B3(UD)

Ss-B4(UD)

Ss-B5(UD)

Ss-C1(UD)

Ss-C2(UD)

Ss-C3(UD)

T.M.S.L.(m)T.M.S.L.(m)

77.50 1 609 468 567 513 500 459 477 451 492 609

70.20 2 571 448 528 507 451 449 440 403 454 571

62.80 3 526 424 478 498 400 439 386 350 409 526

56.80 4 473 397 420 488 369 426 360 311 365 488

50.30 5 430 380 367 476 349 413 327 295 322 476

43.20 6 425 370 333 460 325 403 289 302 302 460

35.00 7 417 359 311 438 310 391 283 319 282 438

34.23 8 416 358 311 437 311 390 283 320 281 437

31.53 9 414 357 310 435 312 389 282 320 279 435

最大応答加速度(cm/s2)
T.M.S.L.

(m)

質
点
番
号

Ss-A
(V)

Ss-B1
(UD)

Ss-B2
(UD)

Ss-C3
(UD)

最大値
Ss-B3
(UD)

Ss-B4
(UD)

Ss-B5
(UD)

Ss-C1
(UD)

Ss-C2
(UD)
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第4.1.2-10図 最大応答変位（基準地震動Ｓｓ，ケースNo.0，鉛直方向） 

 

 

第4.1.2-10表 最大応答変位一覧表（基準地震動Ｓｓ，ケースNo.0，鉛直方向） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前頁に同じ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

70.20

62.80

56.80

50.30

43.20

35.00

34.23

31.53

77.50

0 1 2 3

(mm)

Ss-A(V)

Ss-B1(UD)

Ss-B2(UD)

Ss-B3(UD)

Ss-B4(UD)

Ss-B5(UD)

Ss-C1(UD)

Ss-C2(UD)

Ss-C3(UD)

T.M.S.L.(m)

77.50 1 1.80 1.48 1.33 1.46 1.51 1.31 1.16 1.08 1.04 1.80

70.20 2 1.73 1.46 1.26 1.42 1.46 1.26 1.11 1.04 1.00 1.73

62.80 3 1.63 1.42 1.18 1.35 1.38 1.19 1.03 0.974 0.929 1.63

56.80 4 1.51 1.37 1.09 1.28 1.29 1.12 0.977 0.902 0.872 1.51

50.30 5 1.37 1.31 0.980 1.19 1.19 1.05 0.923 0.815 0.804 1.37

43.20 6 1.23 1.23 0.899 1.07 1.06 0.985 0.854 0.711 0.719 1.23

35.00 7 1.10 1.13 0.802 0.928 0.986 0.902 0.760 0.638 0.620 1.13

34.23 8 1.09 1.13 0.797 0.923 0.985 0.898 0.756 0.636 0.617 1.13

31.53 9 1.08 1.12 0.789 0.911 0.983 0.890 0.747 0.631 0.610 1.12

Ss-C2
(UD)

Ss-C3
(UD)

最大値

T.M.S.L.
(m)

質
点
番
号

最大応答変位(mm)

Ss-A
(V)

Ss-B1
(UD)

Ss-B2
(UD)

Ss-B3
(UD)

Ss-B4
(UD)

Ss-B5
(UD)

Ss-C1
(UD)
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第4.1.2-11図 最大応答軸力（基準地震動Ｓｓ，ケースNo.0，鉛直方向） 

 

 

第4.1.2-11表 最大応答軸力一覧表（基準地震動Ｓｓ，ケースNo.0，鉛直方向） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前頁に同じ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

70.20

62.80

56.80

50.30

43.20

35.00

34.23

31.53

77.50

0 50 100 150

(×104kN)

Ss-A(V)

Ss-B1(UD)

Ss-B2(UD)

Ss-B3(UD)

Ss-B4(UD)

Ss-B5(UD)

Ss-C1(UD)

Ss-C2(UD)

Ss-C3(UD)

T.M.S.L.(m)T.M.S.L.(m)

77.50

31.53

67.42

104.45 144.80

34.23

135.25 115.79 116.34 144.80 106.61 127.54 100.03 91.66

93.44 84.53 97.55 132.81

8

125.90 106.58 109.54 132.81 98.46 116.86

87.03

69.54 80.30 68.76 59.89

116.00

54.70 59.55

39.48 40.80 38.34

74.53 87.87

53.00

101.92 84.16

48.09 56.40 71.51

50.7535.23 40.33

72.54 92.53

10.12 9.21 8.82 8.23

4

8.35

43.20

112.80 94.57 99.96 116.00

50.30

92.53 76.19 83.44 91.32

35.00

5

6

7

56.80

71.51 57.66 65.32

24.17 30.04

62.80

50.75 40.21 46.83 45.96

70.20

30.04 23.48 27.95 26.27 23.87 23.43 23.21 21.46

1

2

3

8.46 7.97 8.81 10.8210.82

Ss-C2
(UD)

Ss-C3
(UD)

最大値

T.M.S.L.
(m)

要
素
番
号

Ss-A
(V)

Ss-B1
(UD)

Ss-B2
(UD)

Ss-B3
(UD)

Ss-B4
(UD)

Ss-B5
(UD)

Ss-C1
(UD)

最大応答軸力(×104kN)
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第4.2-4表 最大応答せん断ひずみ度（1.2×Ｓｓ，NS方向） 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第4.1.2-12表 最大応答せん断ひずみ度（基準地震動Ｓｓ，ケースNo.0，NS方向） 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前頁に同じ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

77.50

35.00

T.M.S.L.
(m)

要
素
番
号

最大応答せん断ひずみ度(×10-3) 第1折点 第2折点

1.2×Ss-A
(H)

1.2×Ss-B1
(NS)

1.2×Ss-B2
(NS)

1.2×Ss-B3
(NS)

1.2×Ss-B4
(NS)

1.2×Ss-C4
(NS)

1.2×Ss-C4
(EW)

γ1

(×10-3)

γ2

(×10-3)

1.2×Ss-C2
(EW)

1.2×Ss-C3
(NS)

1.2×Ss-C3
(EW)

1 0.174 0.121 0.152 0.134 0.137

1.2×Ss-B5
(NS)

1.2×Ss-C1
(NSEW)

1.2×Ss-C2
(NS)

0.133 0.146 0.186 0.559

70.20

2 0.163 0.109 0.139 0.131

0.126 0.240 0.0923 0.113 0.119 0.145

0.131 0.120 0.142 0.197 0.591

62.80

3 0.199 0.131 0.166

0.127 0.118 0.193 0.0847 0.0922 0.104

0.146 0.173 0.208 0.6230.166 0.160 0.145 0.424 0.107 0.112

0.157 0.147 0.173 0.214 0.642

50.30

5 0.263 0.139 0.187

0.174 0.148 0.430 0.110 0.113 0.130

56.80

4 0.203 0.129 0.168 0.172

0.130 0.158

0.193 0.219 0.6580.190 0.200 0.161 0.550 0.123 0.119

43.20

6 0.380 0.143 0.193 0.191

0.138 0.166 0.159

0.167 0.162 0.224 0.224 0.6730.258 0.176 0.658 0.126 0.130 0.141

１

2

3

4

5

6

7

8

9

1

T.M.S.L. 77.50

T.M.S.L. 70.20

T.M.S.L. 62.80

T.M.S.L. 56.80

T.M.S.L. 50.30

T.M.S.L. 43.20

T.M.S.L. 35.00

T.M.S.L. 34.23

T.M.S.L. 31.53

2

3

4

5

6

7

8

（単位：ｍ）

77.50

34.23

T.M.S.L.
(m)

要
素
番
号

最大応答せん断ひずみ度(×10-3) 第1折点 第2折点

Ss-A
(H)

Ss-B1
(NS)

Ss-B2
(NS)

Ss-B3
(NS)

Ss-B4
(NS)

Ss-C4
(NS)

Ss-C4
(EW)

γ1

(×10-3)

γ2

(×10-3)

Ss-C2
(EW)

Ss-C3
(NS)

Ss-C3
(EW)

1 0.149 0.101 0.129 0.108 0.116

Ss-B5
(NS)

Ss-C1
(NSEW)

Ss-C2
(NS)

0.112 0.124 0.186 0.559

70.20

2 0.134 0.0916 0.119 0.108

0.102 0.181 0.0867 0.0989 0.101 0.122

0.110 0.101 0.121 0.197 0.591

62.80

3 0.168 0.109 0.142

0.108 0.0980 0.160 0.0790 0.0834 0.0881

0.121 0.150 0.208 0.6230.137 0.136 0.123 0.198 0.0944 0.103

0.132 0.122 0.151 0.214 0.642

50.30

5 0.192 0.116 0.155

0.147 0.126 0.206 0.0960 0.104 0.108

56.80

4 0.174 0.107 0.142 0.143

0.107 0.133

0.161 0.219 0.6580.158 0.171 0.137 0.293 0.107 0.111

43.20

6 0.212 0.118 0.157 0.159

0.116 0.140 0.133

0.136 0.132

35.00

7 0.0684 0.0368 0.0498 0.0508 0.0628 0.0480 0.0796 0.0367 0.0367 0.0372 0.0450 0.0403 0.0589

0.181 0.224 0.6730.195 0.144 0.379 0.117 0.114 0.117

－ －

１

2

3

4

5

6

7

8

9

1

T.M.S.L. 77.50

T.M.S.L. 70.20

T.M.S.L. 62.80

T.M.S.L. 56.80

T.M.S.L. 50.30

T.M.S.L. 43.20

T.M.S.L. 35.00

T.M.S.L. 34.23

T.M.S.L. 31.53

2

3

4

5

6

7

8

（単位：ｍ）

注記 ＊1：○数字は質点番号を⽰す。 
＊2：□数字は要素番号を⽰す。 

注記 1：○数字は質点番号を⽰す。 
2：□数字は要素番号を⽰す。 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(111／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

 

 
 

第 4.2-4 図 τ-γ関係と最大応答値（1.2×Ｓｓ，NS 方向） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
第4.1.2-12図 τ-γ関係と最大応答値（基準地震動Ｓｓ，ケースNo.0，NS方向） 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(112／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
第4.1.2-13図 M-φ関係と最大応答値（基準地震動Ｓｓ，ケースNo.0，NS方向） 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(113／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

 

第4.2-5表 最大応答せん断ひずみ度（1.2×Ｓｓ，EW方向） 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第4.1.2-13表 最大応答せん断ひずみ度（基準地震動Ｓｓ，ケースNo.0，EW方向） 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前頁に同じ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

77.50

35.00

T.M.S.L.
(m)

要
素
番
号

最大応答せん断ひずみ度(×10-3) 第1折点 第2折点

1.2×Ss-A
(H)

1.2×Ss-B1
(EW)

1.2×Ss-B2
(EW)

1.2×Ss-B3
(EW)

1.2×Ss-B4
(EW)

1.2×Ss-C4
(NS)

1.2×Ss-C4
(EW)

γ1

(×10-3)

γ2

(×10-3)

1.2×Ss-C2
(EW)

1.2×Ss-C3
(NS)

1.2×Ss-C3
(EW)

1 0.0672 0.0604 0.0570 0.0547 0.0464

1.2×Ss-B5
(EW)

1.2×Ss-C1
(NSEW)

1.2×Ss-C2
(NS)

0.0528 0.0603 0.186 0.559

70.20

2 0.133 0.116 0.106 0.106

0.0625 0.0855 0.0394 0.0451 0.0468 0.0587

0.112 0.102 0.116 0.197 0.591

62.80

3 0.173 0.151 0.136

0.0908 0.124 0.166 0.0699 0.0836 0.0892

0.132 0.149 0.208 0.6230.137 0.116 0.165 0.259 0.0898 0.103

0.159 0.150 0.170 0.214 0.642

50.30

5 0.216 0.167 0.167

0.130 0.192 0.449 0.108 0.114 0.131

56.80

4 0.206 0.169 0.158 0.153

0.114 0.143

0.178 0.219 0.6580.150 0.133 0.198 0.472 0.116 0.114

43.20

6 0.235 0.171 0.188 0.155

0.133 0.157 0.151

0.151 0.146 0.199 0.224 0.6730.133 0.188 0.516 0.113 0.116 0.127

１

2

3

4

5

6

7

8

9

1

T.M.S.L. 77.50

T.M.S.L. 70.20

T.M.S.L. 62.80

T.M.S.L. 56.80

T.M.S.L. 50.30

T.M.S.L. 43.20

T.M.S.L. 35.00

T.M.S.L. 34.23

T.M.S.L. 31.53

2

3

4

5

6

7

8

（単位：ｍ）

77.50

34.23
0.0312 0.0448

0.160 0.224 0.6730.110 0.156 0.264 0.104 0.0981 0.105

－ －

43.20

6 0.188 0.140 0.158 0.129

0.109 0.132 0.126

0.123 0.118

35.00

7 0.0519 0.0380 0.0435 0.0356 0.0303 0.0417 0.0633 0.0277 0.0272 0.0283 0.0345

0.150 0.219 0.6580.125 0.112 0.167 0.265 0.101 0.106

0.133 0.125 0.146 0.214 0.642

50.30

5 0.180 0.142 0.142

0.108 0.161 0.212 0.0959 0.105 0.108

56.80

4 0.174 0.143 0.135 0.128

0.0956 0.119 0.128 0.208 0.6230.114 0.0970 0.138 0.182 0.0809 0.09390.128 0.116

0.0763 0.104 0.138 0.0643 0.0747 0.0759

0.110

0.0445 0.0512 0.186 0.559

70.20

2 0.112 0.101 0.0901 0.0887

0.0526 0.0692 0.0343 0.0401 0.0394 0.0492

0.0940 0.0849 0.0983 0.197 0.591

62.80

3 0.151

1 0.0576 0.0520 0.0473 0.0456 0.0390

Ss-B5
(EW)

Ss-C1
(NSEW)

Ss-C2
(NS)

T.M.S.L.
(m)

要
素
番
号

最大応答せん断ひずみ度(×10-3) 第1折点 第2折点

Ss-A
(H)

Ss-B1
(EW)

Ss-B2
(EW)

Ss-B3
(EW)

Ss-B4
(EW)

Ss-C4
(NS)

Ss-C4
(EW)

γ1

(×10-3)

γ2

(×10-3)

Ss-C2
(EW)

Ss-C3
(NS)

Ss-C3
(EW)

１

2

3

4

5

6

7

8

9

1

T.M.S.L. 77.50

T.M.S.L. 70.20

T.M.S.L. 62.80

T.M.S.L. 56.80

T.M.S.L. 50.30

T.M.S.L. 43.20

T.M.S.L. 35.00

T.M.S.L. 34.23

T.M.S.L. 31.53

2

3

4

5

6

7

8

（単位：ｍ）

注記 ＊1：○数字は質点番号を⽰す。 
＊2：□数字は要素番号を⽰す。 注記 1：○数字は質点番号を⽰す。 

2：□数字は要素番号を⽰す。 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(114／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

 

 
 

第 4.2-5 図 τ-γ関係と最大応答値（1.2×Ｓｓ，EW 方向） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
第4.1.2-14図 τ-γ関係と最大応答値（基準地震動Ｓｓ，ケースNo.0，EW方向） 
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第4.1.2-15図 M-φ関係と最大応答値（基準地震動Ｓｓ，ケースNo.0，EW方向） 
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第4.2-6表 浮上り検討（1.2×Ｓｓ） 

（a）NS方向 

 
注記 ：上表のうち，1.2×Ｓｓ－Ｃ１については，誘発上下動を考慮するモデルによる接地率の

値を示している。 

 

（b）EW方向 

 
注記 ：上表のうち，1.2×Ｓｓ－Ｃ１については，誘発上下動を考慮するモデルによる接地率の

値を示している。 

 

 

 

 

 

第4.1.2-14表 浮上り検討（基準地震動Ｓｓ，ケースNo.0） 

(a)NS方向 

 
 

 

 

(b)EW方向 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

両計算書共通に基礎

浮上り非線形を考慮

していることから、

地震応答解析結果に

おける浮上り検討結

果を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.2×Ss 計算書にお

いては誘発上下動を

考慮するモデルを用

いていることから注

記を記載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同上 

 

 

 

 

 

地震動

浮上り限界転倒
モーメント

（×10
7
kN・m）

最小接地率算出時の
転倒モーメント

（×10
7
kN・m）

接地率（%）

1.2×Ss-A(H) 6.88 78.1

1.2×Ss-B1(NS) 4.73 100

1.2×Ss-B2(NS) 6.19 85.2

1.2×Ss-B3(NS) 5.75 89.8

1.2×Ss-B4(NS) 5.27 94.8

1.2×Ss-B5(NS) 5.20 95.6

1.2×Ss-C1(NSEW) 7.67 65.7

1.2×Ss-C2(NS) 3.82 100

1.2×Ss-C2(EW) 3.57 100

1.2×Ss-C3(NS) 4.78 100

1.2×Ss-C3(EW) 5.07 97.0

1.2×Ss-C4(NS) 4.96 98.1

1.2×Ss-C4(EW) 5.97 87.6

4.55

地震動

浮上り限界転倒
モーメント

（×10
7
kN・m）

最小接地率算出時の
転倒モーメント

（×10
7
kN・m）

接地率（%）

1.2×Ss-A(H) 6.69 80.8

1.2×Ss-B1(EW) 6.12 86.7

1.2×Ss-B2(EW) 5.71 90.9

1.2×Ss-B3(EW) 5.49 93.2

1.2×Ss-B4(EW) 4.84 100

1.2×Ss-B5(EW) 6.30 84.8

1.2×Ss-C1(NSEW) 7.85 66.1

1.2×Ss-C2(NS) 3.77 100

1.2×Ss-C2(EW) 3.58 100

1.2×Ss-C3(NS) 5.02 98.1

1.2×Ss-C3(EW) 5.39 94.3

1.2×Ss-C4(NS) 5.28 95.4

1.2×Ss-C4(EW) 6.12 86.7

4.68

地震動

浮上り限界転倒
モーメント

（×10
7
kN・m）

最小接地率算出時の
転倒モーメント

（×10
7
kN・m）

接地率（%）

Ss-A(H) 5.78 89.5

Ss-B1(NS) 4.01 100

Ss-B2(NS) 5.24 95.2

Ss-B3(NS) 4.78 100

Ss-B4(NS) 4.51 100

Ss-B5(NS) 4.49 100

Ss-C1(NSEW) 7.15 75.2

Ss-C2(NS) 3.51 100

Ss-C2(EW) 3.06 100

Ss-C3(NS) 4.14 100

Ss-C3(EW) 4.51 100

Ss-C4(NS) 4.44 100

Ss-C4(EW) 5.32 94.4

4.78

地震動

浮上り限界転倒
モーメント

（×10
7
kN・m）

最小接地率算出時の
転倒モーメント

（×10
7
kN・m）

接地率（%）

Ss-A(H) 5.94 88.6

Ss-B1(EW) 5.46 93.6

Ss-B2(EW) 5.00 98.3

Ss-B3(EW) 4.58 100

Ss-B4(EW) 4.03 100

Ss-B5(EW) 5.40 94.1

Ss-C1(NSEW) 7.29 74.5

Ss-C2(NS) 3.48 100

Ss-C2(EW) 3.06 100

Ss-C3(NS) 4.19 100

Ss-C3(EW) 4.51 100

Ss-C4(NS) 4.44 100

Ss-C4(EW) 5.59 92.2

4.83
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第4.2-7表 最大接地圧（1.2×Ｓｓ）（1/2） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第4.1.2-15表 最大接地圧（基準地震動Ｓｓ，ケースNo.0）（1/2） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.2×Ss 計算書にお

いては、第 2.2-1 図 

の評価フローに示し

た通り、1.2×Ss に

対する応答加速度，

せん断ひずみ度及び

接地圧について地震

応答解析結果を示

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地震動 最大接地圧(kN/m
2
)

鉛直上向き 1174

鉛直下向き 1151

鉛直上向き 1101

鉛直下向き 1120

鉛直上向き 801

鉛直下向き 943

鉛直上向き 1002

鉛直下向き 1068

鉛直上向き 1011

鉛直下向き 1071

鉛直上向き 928

鉛直下向き 1024

鉛直上向き 925

鉛直下向き 1043

鉛直上向き 884

鉛直下向き 1021

鉛直上向き 865

鉛直下向き 979

鉛直上向き 813

鉛直下向き 941

鉛直上向き 850

鉛直下向き 988

鉛直上向き 1009

鉛直下向き 1076

方向

NS

EW

NS

EW

NS

EW

1.2×Ss-B4

1.2×Ss-B5

EW

1.2×Ss-A

1.2×Ss-B1

1.2×Ss-B2

1.2×Ss-B3

NS

EW

NS

EW

NS

地震動 最大接地圧(kN/m
2
)

鉛直上向き 927

鉛直下向き 1023

鉛直上向き 947

鉛直下向き 1034

鉛直上向き 731

鉛直下向き 861

鉛直上向き 887

鉛直下向き 986

鉛直上向き 870

鉛直下向き 973

鉛直上向き 836

鉛直下向き 949

鉛直上向き 797

鉛直下向き 945

鉛直上向き 769

鉛直下向き 923

鉛直上向き 782

鉛直下向き 898

鉛直上向き 735

鉛直下向き 854

鉛直上向き 771

鉛直下向き 909

鉛直上向き 874

鉛直下向き 986

Ss-B4

Ss-B5

EW

Ss-A

Ss-B1

Ss-B2

Ss-B3

NS

EW

NS

EW

NS

NS

EW

NS

EW

NS

EW

方向
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第4.2-7表 最大接地圧（1.2×Ｓｓ）(2/2) 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第4.1.2-15表 最大接地圧（基準地震動Ｓｓ，ケースNo.0）（2/2） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

前頁に同じ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地震動 最大接地圧(kN/m
2
)

鉛直上向き 1445

鉛直下向き 1320

鉛直上向き 1431

鉛直下向き 1316

鉛直上向き 719

1.2×Ss-C2 鉛直下向き 841

(NS) 鉛直上向き 710

鉛直下向き 832

鉛直上向き 693

1.2×Ss-C2 鉛直下向き 815

(EW) 鉛直上向き 692

鉛直下向き 814

鉛直上向き 817

1.2×Ss-C3 鉛直下向き 941

(NS) 鉛直上向き 844

鉛直下向き 962

鉛直上向き 837

1.2×Ss-C3 鉛直下向き 956

(EW) 鉛直上向き 874

鉛直下向き 982

1.2×Ss-C4

(NS)

1.2×Ss-C4

(EW)

983

996

－

－

－

－

882

912

NS

EW

方向

1.2×Ss-C1

NS

EW

NS

EW

NS

EW

NS

EW

NS

EW

NS

EW

地震動 最大接地圧(kN/m
2
)

鉛直上向き 1172

鉛直下向き 1157

鉛直上向き 1189

鉛直下向き 1167

鉛直上向き 700

Ss-C2 鉛直下向き 802

(NS) 鉛直上向き 694

鉛直下向き 797

鉛直上向き 659

Ss-C2 鉛直下向き 761

(EW) 鉛直上向き 657

鉛直下向き 759

鉛直上向き 757

Ss-C3 鉛直下向き 872

(NS) 鉛直上向き 758

鉛直下向き 873

鉛直上向き 784

Ss-C3 鉛直下向き 896

(EW) 鉛直上向き 779

鉛直下向き 893

Ss-C4

(NS)

Ss-C4

(EW)

EW

NS

EW

方向

Ss-C1

NS

EW

NS

EW

NS

EW

NS

EW

NS

EW

NS

913

940

－

－

－

－

836

832
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4.1.3 材料物性のばらつきを考慮したケースの地震応答解析結果 

(1) 基準地震動Ｓｓ 

基準地震動Ｓｓによる最大応答値を第 4.1.3-1 図～第 4.1.3-27 図及び第 4.1.3-1 表～

第 4.1.3-19 表に示す。 

浮上り検討を第 4.1.3-20 表及び第 4.1.3-21 表，最大接地圧を第 4.1.3-22 表及び第

4.1.3-23 表に示す。 

 

(2) 弾性設計用地震動Ｓｄ 

弾性設計用地震動Ｓｄによる最大応答値を第4.1.3-28図～第4.1.3-54図及び第4.1.3-

24 表～第 4.1.3-42 表に示す。 

浮上り検討を第 4.1.3-43 表及び第 4.1.3-44 表，最大接地圧を第 4.1.3-45 表及び第

4.1.3-46 表に示す。 

 

地盤物性のばらつき

ケース及び弾性設計

用地震動 Sd に係る記

載であることから

1.2×Ss 計算書に記

載無し 

 

1.0×Ss 計算書にお

ける本頁以降の地震

応答解析結果につい

ては，本比較表上は

省略 
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4.2 静的解析 

「3.4 解析方法」による解析方法で算出した地震層せん断力係数 3.0Ci及び静的地震力（水

平地震力）を第 4.2-1 表に示す。 

 

第 4.2-1 表 地震層せん断力係数（3.0Ci）及び水平地震力 

(a)NS 方向 

T.M.S.L. 

(m) 

第 i 層が支える重量 

W(kN） 

地震層せん断力係数 

3.0Ci 

水平地震力 

Q(×105kN) 

77.50～70.20 174000 0.625 1.09 

70.20～62.80 503000 0.570 2.87 

62.80～56.80 888000 0.528 4.69 

56.80～50.30 1317000 0.479 6.31 

50.30～43.20 1809000 0.438 7.92 

43.20～35.00 2339000 0.397 9.28 

35.00～34.23 2725000 0.368 10.03 

注記 ：T.M.S.L. 56.80m 以深の地震層せん断力係数 3.0Ciに関しては水平地下

震度を示す。 

 

(b)EW 方向 

T.M.S.L. 

(m) 

第 i 層が支える重量 

W(kN） 

地震層せん断力係数 

3.0Ci 

水平地震力 

Q(×105kN) 

77.50～70.20 174000 0.603 1.05 

70.20～62.80 503000 0.565 2.84 

62.80～56.80 888000 0.528 4.69 

56.80～50.30 1317000 0.479 6.31 

50.30～43.20 1809000 0.438 7.92 

43.20～35.00 2339000 0.397 9.28 

35.00～34.23 2725000 0.368 10.03 

注記 ：T.M.S.L. 56.80m 以深の地震層せん断力係数 3.0Ciに関しては水平地下

震度を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.2×Ss 計算書では

静的地震力に係る評

価はない 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書(121／121) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」 
備考 

 

4.3 必要保有水平耐力 

「3.4 解析方法」による解析方法で算出した必要保有水平耐力 Qunを第 4.3-1 表に示す。 

 

第 4.3-1 表 必要保有水平耐力 

(a)NS 方向 

T.M.S.L. 

(m) 

構造特性係数 

Ds 

形状特性係数 

Fes 

必要保有水平耐力 

Qun(×105kN) 

77.50～70.20 0.55 1.00 1.00 

70.20～62.80 0.55 1.00 2.63 

62.80～56.80 0.55 1.00 4.30 

56.80～50.30 0.55 1.00 5.78 

50.30～43.20 0.55 1.00 7.26 

43.20～35.00 0.55 1.00 8.51 

35.00～34.23 0.55 1.00 9.19 

 

(b)EW 方向 

T.M.S.L. 

(m) 

構造特性係数 

Ds 

形状特性係数 

Fes 

必要保有水平耐力 

Qun(×105kN) 

77.50～70.20 0.55 1.00 0.96 

70.20～62.80 0.55 1.00 2.60 

62.80～56.80 0.55 1.00 4.30 

56.80～50.30 0.55 1.00 5.78 

50.30～43.20 0.55 1.00 7.26 

43.20～35.00 0.55 1.00 8.51 

35.00～34.23 0.55 1.00 9.19 

 

 

 

1.2×Ss に対しては

保有水平耐力に対す

る評価はない 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書 別紙１ (1／17) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」別紙１ 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」別紙１ 
備考 

 
 
 
 
 
 
 
Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 
別紙１ 燃料加工建屋の地盤の非線形

性に関する確認 

 
 
 
 
 
 
 
Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 
別紙１ 燃料加工建屋の地盤の非線形

性に関する確認 

【備考における計算

書呼び名の定義】 

・Ⅲ-6-2-1-1-1-1 

別紙 1 

：1.2×Ss 計算書 

・Ⅲ-2-1-1-1-1-1 

別紙 1 

：1.0×Ss 計算書 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書 別紙１ (2／17) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」別紙１ 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」別紙１ 
備考 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書 別紙１ (3／17) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」別紙１ 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」別紙１ 
備考 

 

1. 概要 

本資料は，燃料加工建屋の地盤の等価線形解析にあたり，表層地盤の一部の層において，等価

線形解析の一般的な適用の目安である有効せん断ひずみ 1％を大きく上回る場合があること，地

盤の有効せん断ひずみが 1％を大きく上回り，ひずみ依存特性における繰返し三軸圧縮試験結果

の外挿範囲となっていることを踏まえ，これらが入力地震動の算定結果に影響を与えないことを

確認した結果を示すものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1. 概要 

本資料は、燃料加工建屋の地盤の等価線形解析にあたり，表層地盤の一部の層において，等価

線形解析の一般的な適用の目安である有効せん断ひずみ 1％を大きく上回る場合があること，地

盤の有効せん断ひずみが 1％を大きく上回り，ひずみ依存特性における繰返し三軸圧縮試験結果

の外挿範囲となっていることを踏まえ，これらが入力地震動の算定結果に影響を与えないことを

確認した結果を示すものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

差異なし 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書 別紙１ (4／17) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」別紙１ 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」別紙１ 
備考 

 

2. 入力地震動の算定方法に係る確認 

（1）概要 

1.2×Ｓｓによる評価のうち，地盤の有効せん断ひずみが最大となる，1.2×Ｓｓ－Ｃ１

に対する等価線形解析結果を第 2.-1 図に示す。 

 

この解析結果において，地盤の等価線形解析の適用範囲について，等価線形解析の一般

的な適用の目安である有効せん断ひずみ 1％を大きく上回ることが確認できる。また，表

層地盤の造成盛土の一部層の地盤の有効せん断ひずみが，ひずみ依存特性における繰返し

三軸圧縮試験結果（約 1％まで結果を有している）の範囲を大きく上回り，外挿範囲とな

っていることを踏まえ，「Ⅲ－２－１－１－１－１－１別紙１ 燃料加工建屋の地盤の非線

形性に関する確認」と同様に，「(2)確認方法」に示すとおり，定量的な確認を行うことと

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 入力地震動の算定方法に係る確認 

（1）概要 

基準地震動Ｓｓによる評価のうち，地盤の有効せん断ひずみが最大となる，地盤物性の

ばらつきを考慮したケース（－σ）の基準地震動Ｓｓ－Ｃ１に対する等価線形解析結果を

第 2.-1 図に示す。 

この解析結果において，地盤の等価線形解析の適用範囲について，等価線形解析の一般

的な適用の目安である有効せん断ひずみ 1％を大きく上回ることが確認できる。また，表

層地盤の造成盛土の一部層の地盤の有効せん断ひずみが，ひずみ依存特性における繰返し

三軸圧縮試験結果（約 1％まで結果を有している）の範囲を大きく上回り，外挿範囲とな

っていることが確認できる。 

地盤の等価線形解析の適用範囲については，「原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC 

4601-2008（(社)日本電気協会）」によれば，支持岩盤の剛性低下率の平均値が 0.7 を下回

らない範囲とされているが，再処理事業所の建物・構築物の基礎底面以深の地盤は，せん

断ひずみが卓越しにくい硬質な岩盤であることから，上記の適用範囲外となることはない

と考えられる。 

また，燃料加工建屋の地盤モデルは，建屋基礎底面以浅において，鷹架層及び六ヶ所層

が分布しており，その上部に，軟質な造成盛土が分布している。第 2.-1 図に示すとおり，

等価線形解析の一般的な適用の目安である有効せん断ひずみ 1％を大きく上回るのは，建

屋基礎底面以浅の地盤のうち，造成盛土の一部の層である。 

建屋基礎底面以浅の地盤のうち，鷹架層及び六ヶ所層については，有効せん断ひずみは

1％を大きく上回らない結果となっていることから，建屋応答への寄与の大きい基礎底面

レベルにおける入力地震動のうち，上昇波については地盤のせん断ひずみが大きくなって

いることによる影響はないと考えられる。 

地盤のせん断ひずみが大きくなる造成盛土からの反射波についても，造成盛土のひずみ

依存特性において，有効せん断ひずみ 1％の段階で，既に剛性としては概ね最低値付近ま

で低下しており，それ以上のひずみレベルにおける剛性低下を考慮したとしても，得られ

る等価物性値としては大きく変化しないことから，等価線形解析を用いたとしても，燃料

加工建屋の入力地震動の算定結果に大きな影響を与えることはないと考えられる。 

 

以上の考え方に対して，「(2)確認方法」に示すとおり，定量的な確認を行うこととする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

考慮する地震動の違

い 

 

両計算書で同様であ

るため 1.2×Ss 計算

書では省略 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書 別紙１ (5／17) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」別紙１ 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」別紙１ 
備考 

 

（2）確認方法 

課題１：等価線形解析の適用について 

等価線形解析の適用に対する定量的な確認として，等価線形解析に基づく地盤応答と，

地盤の非線形特性を時々刻々と評価可能な逐次非線形解析に基づく地盤応答の比較を行

うことにより，解析手法の相違が入力地震動の算定結果に影響を与えないことを確認す

る。 

比較対象とする逐次非線形解析結果は，「3. 逐次非線形解析の手法」にて示すケース

のうち，ひずみ依存特性における繰返し三軸圧縮試験結果と一致するケース（基本ケース）

によるものとする。 

 

課題２：ひずみ依存特性の外挿範囲について 

ひずみ依存特性の外挿部分に対する定量的な確認として，非線形特性のパラメータスタ

ディを行い，外挿範囲のひずみ依存特性を変動させたとしても，入力地震動の算定結果に

影響を与えないことを確認する。 

解析手法は，逐次非線形解析及び等価線形解析の両方に対してパラメータスタディを行

い，外挿範囲のひずみ依存特性を変動させたとしても，入力地震動の算定結果に影響を与

えないことを確認する。 

確認にあたっては，地盤のせん断ひずみの外挿範囲におけるひずみ依存特性について，

非線形性が進む場合と進まない場合の両方を仮定条件としたケース（「3. 逐次非線形解

析の手法」にて示すケースのうち，ケース①及びケース②）を設定したパラメータスタデ

ィを行い，ひずみ依存特性における繰返し三軸圧縮試験結果と一致する基本ケースによる

地盤応答との比較を行うことにより，入力地震動の算定結果に影響を与えないことを確認

する。 

 

 

 

 

 

（2）確認方法 

課題１：等価線形解析の適用について 

等価線形解析の適用に対する定量的な確認として，等価線形解析に基づく地盤応答と，

地盤の非線形特性を時々刻々と評価可能な逐次非線形解析に基づく地盤応答の比較を行

うことにより，解析手法の相違が入力地震動の算定結果に影響を与えないことを確認す

る。 

比較対象とする逐次非線形解析結果は，「3. 逐次非線形解析の手法」にて示すケース

のうち，ひずみ依存特性における繰返し三軸圧縮試験結果と一致するケース（基本ケース）

によるものとする。 

 

課題２：ひずみ依存特性の外挿範囲について 

ひずみ依存特性の外挿部分に対する定量的な確認として，非線形特性のパラメータスタ

ディを行い，外挿範囲のひずみ依存特性を変動させたとしても，入力地震動の算定結果に

影響を与えないことを確認する。 

解析手法は，逐次非線形解析及び等価線形解析の両方に対してパラメータスタディを行

い，外挿範囲のひずみ依存特性を変動させたとしても，入力地震動の算定結果に影響を与

えないことを確認する。 

確認にあたっては，地盤のせん断ひずみの外挿範囲におけるひずみ依存特性について，

非線形性が進む場合と進まない場合の両方を仮定条件としたケース（「3. 逐次非線形解

析の手法」にて示すケースのうち，ケース①及びケース②）を設定したパラメータスタデ

ィを行い，ひずみ依存特性における繰返し三軸圧縮試験結果と一致する基本ケースによる

地盤応答との比較を行うことにより，入力地震動の算定結果に影響を与えないことを確認

する。 

 

 

 

 

 

差異なし 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書 別紙１ (6／17) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」別紙１ 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」別紙１ 
備考 

 
第 2.-1 図 地盤の有効せん断ひずみ 

（燃料加工建屋 1.2×Ｓｓ－Ｃ１の例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
第 2.-1 図 地盤の有効せん断ひずみ 

（燃料加工建屋 Ｓｓ－Ｃ１ －σケースの例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

考慮する地震動の違

い 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書 別紙１ (7／17) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」別紙１ 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」別紙１ 
備考 

 

（3）確認対象地震動 

造成盛土の有効せん断ひずみが，一般的な適用の目安である 1％を超過する地震動を第

2.-1 表に示す。本資料における入力地震動の算定方法に係る確認は，造成盛土における有

効せん断ひずみが最も大きい，重大事故対処施設の評価に係る 1.2×Ｓｓ－Ｃ１に対して

行う。 

入力地震動の算定方法に係る確認にあたっては，地盤のひずみレベルが大きいほど解析

手法及び非線形特性の設定に起因する差が大きくなると考えられるため，地盤のせん断ひ

ずみの小さいその他の地震波についても同様の傾向が示されると考えられる。 

 

第 2.-1 表 対象地震動 

評価 地震動 

対象地震動(重大事故等対処施

設) 

1.2×Ss-A，1.2×Ss-B1，1.2×Ss-B2， 

1.2×Ss-B3，1.2×Ss-B4，1.2×Ss-B5， 

1.2×Ss-C1，1.2×Ss-C2，1.2×Ss-C3， 

1.2×Ss-C4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（3）確認対象地震動 

造成盛土の有効せん断ひずみが，一般的な適用の目安である 1％を超過する地震動を第

2.-1 表に示す。本資料における入力地震動の算定方法に係る確認は，造成盛土における有

効せん断ひずみが最も大きい，設計基準対象施設の評価に係る地盤物性のばらつきを考慮

したケース（－σ）の基準地震動Ｓｓ－Ｃ１に対して行う。 

入力地震動の算定方法に係る確認にあたっては，地盤のひずみレベルが大きいほど解析

手法及び非線形特性の設定に起因する差が大きくなると考えられるため，地盤のせん断ひ

ずみの小さいその他の地震波についても同様の傾向が示されると考えられる。 

 

第 2.-1 表 対象地震動 

評価 地震動 

対象地震動（設計基準） 

Ss-A，Ss-B1，Ss-B2，Ss-B3，Ss-B4，Ss-B5， 

Ss-C1，Ss-C3，Ss-C4 

Sd-C1 

Ss-A(＋σ)，Ss-B3(＋σ)，Ss-C1(＋σ)， 

Sd-C1(＋σ) 

Ss-A(－σ)，Ss-B1(－σ)，Ss-B3(－σ)， 

Ss-C1(－σ) 

Sd-A(－σ)，Sd-C1(－σ) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

考慮する地震動の違
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   ：確認対象地震動 

   ：確認対象地震動 

1440



燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書 別紙１ (8／17) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」別紙１ 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」別紙１ 
備考 

 

3. 逐次非線形解析の手法 

入力地震動の算定手法に係る確認を行うために実施する解析は逐次非線形解析とする。逐次非

線形解析は，時間領域において非線形性を逐次考慮しながら地盤応答を計算する方法であり，地

盤の非線形性を考慮するために応力～ひずみ関係の骨格曲線を用いて評価する。 

本検討における逐次非線形解析に用いる土の非線形モデル，履歴曲線及び材料減衰の設定につ

いては，「Ⅲ－２－１－１－１－１－１別紙１ 燃料加工建屋の地盤の非線形性に関する確認」と

同じものを用いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

非線形特性のパラメータスタディとしては，「Ⅲ－２－１－１－１－１－１別紙１ 燃料加工建

屋の地盤の非線形性に関する確認」と同様に，第 3.-1 図及び第 3.-2 図に示すとおり，地盤の繰

返し三軸圧縮試験結果に基づく G/G0-γ曲線に対応する骨格曲線（τ-γ）について，地盤のせん

断ひずみ 1％以上の領域におけるせん断応力τ及び減衰定数 h を変動させたケース①及びケース

②を考慮する。 

 

 

 

 

 

 

逐次非線形解析については，解析コードは「MuDIAN Ver.8.0」を用いる。 

なお，解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，「Ⅲ－３ 計算機プログラム（解

析コード）の概要」に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 逐次非線形解析の手法 

入力地震動の算定手法に係る確認を行うために実施する解析は逐次非線形解析とする。逐次非

線形解析は，時間領域において非線形性を逐次考慮しながら地盤応答を計算する方法であり，地

盤の非線形性を考慮するために応力～ひずみ関係の骨格曲線を用いて評価する。 

本検討における土の非線形モデルについては，吉田ら＊1＊2にて提案されている，調査結果から

得られたひずみ依存特性と整合する動的特性を考慮することが可能な方法を用い，地盤の繰返し

三軸圧縮試験結果に基づく G/G0-γ曲線と一致する骨格曲線（τ-γ）を，第 3.-1 図の基本ケー

スに示すとおり設定する。履歴曲線は，地盤の逐次非線形解析を取り扱う文献＊2＊3において広く

用いられている Masing 則を適用する。本確認は，大ひずみ領域における大変形時の地盤の挙動

に着目した検討であることから，本確認にて実施する逐次非線形解析に考慮する地盤の材料減衰

は，変形量の大きい低周波領域で過大な減衰を与えない設定として，剛性比例減衰を定義する。 

逐次非線形解析は，荷重の載荷と除荷による時々刻々の影響を考慮し，力の釣り合いを時間領

域で解析する手法であり，等価線形解析よりも大きなせん断ひずみに対して適用可能な手法であ

る。 

なお，逐次非線形解析の大ひずみ領域における適用範囲について明確に示した知見はないもの

の，既往文献＊3において，逐次非線形解析を大ひずみ領域に適用する場合の留意事項として，骨

格曲線の設定にあたり，地盤のせん断ひずみの増大に伴い応力が上昇する場合には，大きなひず

み領域における対応について確認する必要性が示されている。 

燃料加工建屋の造成盛土については，上記のとおり，地盤の繰返し三軸圧縮試験結果に基づく

G/G0-γ曲線と一致する骨格曲線（τ-γ）を設定しており，さらに，第 3.-1 図に示したとおり，

試験結果が存在するせん断ひずみ 1％までの領域でほぼ降伏していることから，試験結果が存在

しない 1％よりも大きいひずみ領域では，さらに大きな応力を負担するような設定にはなってい

ない。このことから，上記文献にて確認の必要性が示されているような，せん断ひずみの増大に

伴い，実際の地盤では負担できない応力を考慮するような設定とはしていない。 

以上のことから，燃料加工建屋における確認にあたり，１％を超えるせん断ひずみに対して，

逐次非線形解析を用いることに問題はないと考える。 

非線形特性のパラメータスタディとしては，第 3.-1 図に示すとおり，地盤の繰返し三軸圧縮

試験結果に基づく G/G0-γ曲線に対応する骨格曲線（τ-γ）について，地盤のせん断ひずみ 1％

以上の領域におけるせん断応力τを変動させることとする。 

具体的には，G/G0-γ曲線に対応する骨格曲線をそのまま考慮したケース（基本ケース）に加え，

極端な仮定条件として，地盤のせん断ひずみ 1％以上において非線形化が進まず，せん断応力τ

の傾きが一定となるケース（ケース①）及び地盤のせん断ひずみ 1％以上において地盤が降伏し，

せん断応力τの傾きが０となるケース（ケース②）を考慮する。 

なお，上記ケース①及びケース②の条件では，地盤の繰返し三軸圧縮試験結果では，せん断ひ

ずみ 1％以降はデータが得られていないことを踏まえ，減衰が大きくならないような極端な設定

として，第 3.-2 図に示すとおり，地盤の繰返し三軸圧縮試験結果に基づく h-γ曲線に対して，

ひずみ 1％以上の領域について一定の値を与えることとする。 

逐次非線形解析については，解析コードは「MuDIAN Ver.8.0」を用いる。 

なお，解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，「Ⅲ－３ 計算機プログラム（解

析コード）の概要」に示す。 

 

注記 ＊1：吉田望他：地盤の 1次元非線形解析に用いる土のせん断応力-せん断ひずみ関係のモデ

ル化（日本建築学会大会学術講演梗概集，1990 年 10 月） 

＊2：K.Ishihara et al.：Modelling of stress-strain relations of soils in cyclic 

loading（Fifth International Conference on Numerical Methods in Geomechanics 

/ Nagoya / 1-5 April 1985） 

＊3：建物と地盤の動的相互作用を考慮した応答解析と耐震設計（日本建築学会，2006 年） 

 

 

両計算書で同様であ

るため 1.2×Ss 計算

書では省略 
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（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 
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添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」別紙１ 
備考 

 

 

 

 

 
第 3.-1 図 パラメータスタディにおいて考慮する地盤の骨格曲線 

 

 

  
第 3.-2 図 パラメータスタディにおいて考慮する地盤の減衰定数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
第 3.-1 図 パラメータスタディにおいて考慮する地盤の骨格曲線 

 

 

  
第 3.-2 図 パラメータスタディにおいて考慮する地盤の減衰定数 
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基本ケース（繰返し三軸圧縮試験に基づくG/G0-γ）

ケース①（1％以上で非線形化が進まないことを仮定）

ケース②（1％以上で地盤が降伏することを仮定）
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（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」別紙１ 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」別紙１ 
備考 

 

4. 確認結果 

（1）概要 

最も造成盛土における有効せん断ひずみが大きい，重大事故対処施設の評価に係る 1.2

×Ｓｓ－Ｃ１に対し，「3. 逐次非線形解析の手法」に示した基本ケースの逐次非線形解

析，並びにケース①,ケース②の逐次非線形解析及び等価線形解析を実施し，入力地震動

の比較を行った。 

各ケースの地盤応答を第 4.-1 図及び 4.-2 図に示す。 

 

（2）課題１：等価線形解析の適用について 

等価線形解析（基本ケース）に基づく入力地震動と逐次非線形解析（基本ケース）に基

づく入力地震動の比較として，燃料加工建屋基礎底面レベル（T.M.S.L.31.53m）及び燃料

加 工 建 屋 の 側 面 入 力 地 震 動 算 定 レ ベ ル （ T.M.S.L.34.23m ， T.M.S.L.35.00m ，

T.M.S.L.43.20m）における地盤応答を比較した結果，第 4.-2 図に示すとおり，入力地震動

の応答スペクトルは，逐次非線形解析に対して等価線形解析による算定結果が同等または

保守的な結果となった。 

 

（3）課題２：ひずみ依存特性の外挿範囲について 

逐次非線形解析に考慮する非線形特性のパラメータスタディとして，ケース①及び②に

基づく入力地震動と基本ケースに基づく入力地震動の比較として，燃料加工建屋基礎底面

レ ベ ル （ T.M.S.L.31.53m ） 及 び 燃 料 加 工 建 屋 の 側 面 入 力 地 震 動 算 定 レ ベ ル

（T.M.S.L.34.23m，T.M.S.L.35.00m，T.M.S.L.43.20m）における地盤応答を比較した結果，

第 4.-2 図に示すとおり，いずれの深さにおいても応答スペクトルの全周期帯において，

有意な差はない結果となった。 

また，等価線形解析に対して上記と同様のパラメータスタディを行った結果について

も，第 4.-3 図及び第 4.-4 図に示すとおり，上記と同様の結果が得られた。 

 

 

 

4. 確認結果 

（1）概要 

最も造成盛土における有効せん断ひずみが大きい，設計基準対象施設の評価に係る地盤

物性のばらつきを考慮したケース（－σ）の基準地震動Ｓｓ－Ｃ１に対し，「3. 逐次非線

形解析の手法」に示した基本ケースの逐次非線形解析，並びにケース①,ケース②の逐次

非線形解析及び等価線形解析を実施し，入力地震動の比較を行った。 

各ケースの地盤応答を第 4.-1 図及び 4.-2 図に示す。 

 

（2）課題１：等価線形解析の適用について 

等価線形解析（基本ケース）に基づく入力地震動と逐次非線形解析（基本ケース）に基

づく入力地震動の比較として，燃料加工建屋基礎底面レベル（T.M.S.L.31.53m）及び燃料

加 工 建 屋 の 側 面 入 力 地 震 動 算 定 レ ベ ル （ T.M.S.L.34.23m ， T.M.S.L.35.00m ，

T.M.S.L.43.20m）における地盤応答を比較した結果，第 4.-2 図に示すとおり，入力地震動

の応答スペクトルは，逐次非線形解析に対して等価線形解析による算定結果が同等または

保守的な結果となった。 

 

（3）課題２：ひずみ依存特性の外挿範囲について 

逐次非線形解析に考慮する非線形特性のパラメータスタディとして，ケース①及び②に

基づく入力地震動と基本ケースに基づく入力地震動の比較として，燃料加工建屋基礎底面

レ ベ ル （ T.M.S.L.31.53m ） 及 び 燃 料 加 工 建 屋 の 側 面 入 力 地 震 動 算 定 レ ベ ル

（T.M.S.L.34.23m，T.M.S.L.35.00m，T.M.S.L.43.20m）における地盤応答を比較した結果，

第 4.-2 図に示すとおり，いずれの深さにおいても応答スペクトルの全周期帯において，

有意な差はない結果となった。 

また，等価線形解析に対して上記と同様のパラメータスタディを行った結果について

も，第 4.-4 図に示すとおり，上記と同様の結果が得られた。 

 

 

 

 

 

考慮する地震動の違
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「燃料加工建屋の地震応答計算書」別紙１ 
備考 

  

 

 

第 4.-1 図 地盤応答分布図 1.2×Ｓｓ－Ｃ１ 

（逐次非線形解析） 

 

 

  

 

第 4.-1 図 地盤応答分布図 Ｓｓ－Ｃ１（－σ） 

（逐次非線形解析） 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書 別紙１ (12／17) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」別紙１ 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」別紙１ 
備考 

 
T.M.S.L.43.20m 

 

 
T.M.S.L.35.00m 

 

第 4.-2 図 入力地震動の加速度応答スペクトル 1.2×Ｓｓ－Ｃ１ 

（逐次非線形解析）（1/2） 

 

 

 

 

 

 

 

 
T.M.S.L.43.20m 

 

 
T.M.S.L.35.00m 

 

第 4.-2 図 入力地震動の加速度応答スペクトル Ｓｓ－Ｃ１（－σ） 

（逐次非線形解析）（1/2） 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書 別紙１ (13／17) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」別紙１ 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」別紙１ 
備考 

 
T.M.S.L.34.23m 

 

 
T.M.S.L.31.53m 

 

第 4.-2 図 入力地震動の加速度応答スペクトル 1.2×Ｓｓ－Ｃ１ 

（逐次非線形解析）（2/2） 
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T.M.S.L.31.53m 

 

第 4.-2 図 入力地震動の加速度応答スペクトル Ｓｓ－Ｃ１（－σ） 

（逐次非線形解析）（2/2） 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書 別紙１ (14／17) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」別紙１ 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」別紙１ 
備考 

  

 

 

第 4.-3 図 地盤応答分布図 1.2×Ｓｓ－Ｃ１ 

（等価線形解析） 

 

 

  

 

第 4.-3 図 地盤応答分布図 Ｓｓ－Ｃ１（－σ） 

（等価線形解析） 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書 別紙１ (15／17) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」別紙１ 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」別紙１ 
備考 

 
T.M.S.L.43.20m 

 

 
T.M.S.L.35.00m 

 

第 4.-4 図 入力地震動の加速度応答スペクトル 1.2×Ｓｓ－Ｃ１ 

（等価線形解析）（1/2） 

 

 

 

 

 

 

 

 
T.M.S.L.43.20m 

 

 
T.M.S.L.35.00m 

 

第 4.-4 図 入力地震動の加速度応答スペクトル Ｓｓ－Ｃ１（－σ） 

（等価線形解析）（1/2） 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書 別紙１ (16／17) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」別紙１ 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」別紙１ 
備考 

 
T.M.S.L.34.23m 

 

 
T.M.S.L.31.53m 

 

第 4.-4 図 入力地震動の加速度応答スペクトル 1.2×Ｓｓ－Ｃ１ 

（等価線形解析）（2/2） 
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第 4.-4 図 入力地震動の加速度応答スペクトル Ｓｓ－Ｃ１（－σ） 

（等価線形解析）（2/2） 
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等価線形解析（基本ケース） 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書 別紙１ (17／17) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１「燃料加工建屋の地震応答計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」別紙１ 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 

「燃料加工建屋の地震応答計算書」別紙１ 
備考 

 

5. まとめ 

以上の確認結果に基づくまとめを以下に示す。 

 

（1）課題１：等価線形解析の適用について 

「4. 確認結果」に示したとおり，地盤の有効せん断ひずみが 1％を大きく超える範囲

については，等価線形解析の一般的な適用の目安を上回るが，燃料加工建屋においては，

逐次非線形解析と比較して等価線形解析による算定結果が同等または保守的な結果とな

ったことから，燃料加工建屋の地震応答解析において表層地盤の一部の層の有効せん断ひ

ずみが大きくなっていることに対して，等価線形解析を用いて入力地震動を算定すること

に問題はない。 

 

（2）課題２：ひずみ依存特性の外挿範囲について 

「4. 確認結果」に示したとおり，燃料加工建屋の造成盛土の一部の層において，地盤

の有効せん断ひずみ度が，ひずみ依存特性における繰返し三軸圧縮試験結果の外挿範囲と

なっていることについて，極端なパラメータスタディを行ったとしても,外挿範囲の設定

が入力地震動の算定結果に有意な影響を与えない結果となったことから，燃料加工建屋の

地震応答解析においては，繰返し三軸圧縮試験結果に基づき設定したひずみ依存特性を用

いることに問題はない。 

 

 

 

5. まとめ 

以上の確認結果に基づくまとめを以下に示す。 

 

（1）課題１：等価線形解析の適用について 

「4. 確認結果」に示したとおり，地盤の有効せん断ひずみが 1％を大きく超える範囲

については，等価線形解析の一般的な適用の目安を上回るが，燃料加工建屋においては，

逐次非線形解析と比較して等価線形解析による算定結果が同等または保守的な結果とな

ったことから，燃料加工建屋の地震応答解析において表層地盤の一部の層の有効せん断ひ

ずみが大きくなっていることに対して，等価線形解析を用いて入力地震動を算定すること

に問題はない。 

 

（2）課題２：ひずみ依存特性の外挿範囲について 

「4. 確認結果」に示したとおり，燃料加工建屋の造成盛土の一部の層において，地盤

の有効せん断ひずみ度が，ひずみ依存特性における繰返し三軸圧縮試験結果の外挿範囲と

なっていることについて，極端なパラメータスタディを行ったとしても,外挿範囲の設定

が入力地震動の算定結果に有意な影響を与えない結果となったことから，燃料加工建屋の

地震応答解析においては，繰返し三軸圧縮試験結果に基づき設定したひずみ依存特性を用

いることに問題はない。 

 

 

 

差異なし 
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令和４年７月 21日 Ｒ２ 

 

 

 

別紙４－21 
 

 

 

燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍

した地震力に対する耐震計算書 
 
 

本添付書類は，別で定める方針に沿った評価・計算を示す書類であり，結果を示すもので

あることから，発電炉との比較は行わない。 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する耐震計算書(1／32) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－２「燃料加工建屋の耐震計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－２ 

「燃料加工建屋の基準地震動Ｓｓを 1.2 倍した地震力に対する耐震計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－２ 

「燃料加工建屋の耐震計算書」 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

1. 概要 

本資料は，「Ⅲ－６－１ 基準地震動Ｓｓを 1.2 倍した地震力による重大事故等対処施設に関

する耐震計算の基本方針」に基づく燃料加工建屋の重大事故等対処の成立性確認における各部位

の耐震評価結果について説明するものである。 

燃料加工建屋の重大事故等対処の成立性確認にあたっては，基準地震動Ｓｓを 1.2 倍した地震

力（以下，「1.2×Ｓｓ」という。）に対し，「Ⅲ－６－１ 基準地震動Ｓｓを 1.2 倍した地震力

による重大事故等対処施設に関する耐震計算の基本方針」に示す建屋に求められる要件が成立す

ることを確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１． 概要 

本資料は，「Ⅲ－１－１ 耐震設計の基本方針」に基づき，燃料加工建屋の地震時の構造強

度及び機能維持の確認について説明するものである。その評価は地震応答解析及び応力解析に

基づいて行う。 

燃料加工建屋のうち，安全機能を有する施設においては，閉じ込め機能を確保する範囲であ

る重要区域を構成する壁及び床は「Ｓクラスの施設」に分類され，建屋全体は「Ｓクラス施設

の間接支持構造物」に分類される。また，重大事故等対処施設において，建屋全体は「常設耐

震重要重大事故等対処設備の間接支持構造物」に分類され，それぞれの分類に応じた耐震評価

を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【備考における計算

書呼び名の定義】 

・Ⅲ-6-2-1-1-1-2： 

「1.2×Ss 計算書」 

・Ⅲ-2-1-1-1-1-2：

「1.0×Ss 計算書」 

 

 

 

計算書内容に則した

概要の記載の違い 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する耐震計算書(2／32) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－２「燃料加工建屋の耐震計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－２ 

「燃料加工建屋の基準地震動Ｓｓを 1.2 倍した地震力に対する耐震計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－２ 

「燃料加工建屋の耐震計算書」 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 基本方針 

2.1 位置 

燃料加工建屋の設置位置を第2.1-1図に示す。 

 

 

 
 

 

第2.1-1図 燃料加工建屋の設置位置 

 

 

 

 

 

燃料加工建屋の設置

位置及び構造概要に

ついては評価内容に

よらず不変であるた

め，1.2×Ss 計算書

には記載しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

燃料加⼯建屋
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する耐震計算書(3／32) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－２「燃料加工建屋の耐震計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－２ 

「燃料加工建屋の基準地震動Ｓｓを 1.2 倍した地震力に対する耐震計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－２ 

「燃料加工建屋の耐震計算書」 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.2 構造概要 

本建屋は，地下3階，地上2階建で，主体構造は鉄筋コンクリート造である。平面規模は主

要部分で87.30m(NS)×88.30m(EW)であり，建屋の高さは基礎スラブ下端から45.97mである。 

本建屋の主要耐震要素は，鉄筋コンクリート造の外壁及び一部の内壁である。また，基礎

スラブはマンメイドロックを介して岩盤に設置されている。 

燃料加工建屋の概略平面図を第2.2-1図～第2.2-7図に，概略断面図を第2.2-8図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注記 ：建屋寸法は，壁外面押えとする。 

 

第2.2-1図 概略平面図（T.M.S.L. 35.00m） 

 

第2.2-2図 概略平面図（T.M.S.L. 43.20m） 

第2.2-3図 概略平面図（T.M.S.L. 50.30m） 

第2.2-4図 概略平面図（T.M.S.L. 56.80m） 

第2.2-5図 概略平面図（T.M.S.L. 62.80m） 

第2.2-6図 概略平面図（T.M.S.L. 70.20m） 

第2.2-7図 概略平面図（T.M.S.L. 77.50m） 

 

第 2.2-8 図 概略断面図 

 

 

 

 

前頁に同じ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.0Ss 計算書におい

て，第 2.2-1 図と同

様に他フロアの平面

図及び断面図が添付

されるものであるた

め，本比較表上は省

略 

 

 

 

閉じ込め機能を確保する範囲（重要区域）を⽰す。 (単位：m) 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する耐震計算書(4／32) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－２「燃料加工建屋の耐震計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－２ 

「燃料加工建屋の基準地震動Ｓｓを 1.2 倍した地震力に対する耐震計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－２ 

「燃料加工建屋の耐震計算書」 
備考 

 

2. 評価方針 

燃料加工建屋の重大事故等対処の成立性確認としての地震時の評価においては，1.2×Ｓｓに

対する評価を行うこととし，「Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 燃料加工建屋の基準地震動Ｓｓ

を 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」の結果を踏まえたものとする。 

 

 

 

燃料加工建屋の評価は，「Ⅲ－６－１ 基準地震動Ｓｓを 1.2 倍した地震力による重大事故

等対処施設に関する耐震計算の基本方針」に基づき，建屋全体のせん断ひずみ度に対する評

価，支持地盤が建物を十分に支持できることの評価及び重大事故等対処に係る設備を支持する

またはアクセスルート及び操作場所を構成する部位に対する評価を行う。ここで，燃料加工建

屋では，運転時，設計基準事故時及び重大事故等時の状態において，圧力，温度等の条件につ

いて有意な差異がないことから，重大事故等対処施設としての評価は，安全機能を有する施設

と同一となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.3 評価方針 

燃料加工建屋の安全機能を有する施設としての地震時の評価においては，基準地震動Ｓｓ

による地震力に対する評価（以下，「Ｓｓ地震時に対する評価」という。），弾性設計用地

震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力のいずれか大きい方の地震力に対する評価（以下，

「Ｓｄ地震時に対する評価」という。）及び保有水平耐力の評価を行うこととし，それぞれ

の評価は「Ⅲ－２－１－１－１－１―１ 燃料加工建屋の地震応答計算書」の結果を踏まえ

たものとする。 

燃料加工建屋の評価は，「Ⅲ－１－１ 耐震設計の基本方針」に基づき，地震応答解析に

よりせん断ひずみ度，接地圧及び保有水平耐力の評価を，応力解析により断面の評価を行う

ことで，燃料加工建屋の構造強度，機能維持の確認を行う。評価にあたっては地盤物性のば

らつきを考慮する。 

また，重大事故等対処施設としての評価においては，Ｓｓ地震時に対する評価及び保有水

平耐力に対する評価を行う。ここで，燃料加工建屋では，運転時，設計基準事故時及び重大

事故等時の状態において，圧力，温度等の条件について有意な差異がないことから，重大事

故等対処施設としての評価は，安全機能を有する施設と同一となる。 

 

燃料加工建屋の評価フローを第2.3-1図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

考慮する地震動，引

用する添付書類，評

価項目の違い 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.2×Ss に対しては

保有水平耐力に対す

る評価は無い 

 

 

1.2×Ss に対する評

価は，前頁のとおり

「添付書類Ⅲ-6-1」

に基づき実施してお

り，当該添付書類に

フロー図を添付して

いることから，本資

料にフロー図は添付

しない。 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する耐震計算書(5／32) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－２「燃料加工建屋の耐震計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－２ 

「燃料加工建屋の基準地震動Ｓｓを 1.2 倍した地震力に対する耐震計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－２ 

「燃料加工建屋の耐震計算書」 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
第2.3-1図 燃料加工建屋の評価フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.2×Ss に対する評

価は，前頁のとおり

「添付書類Ⅲ-6-1」

に基づき実施してお

り，当該添付書類に

フロー図を添付して

いることから，本資

料にフロー図は添付

しない。 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する耐震計算書(6／32) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－２「燃料加工建屋の耐震計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－２ 

「燃料加工建屋の基準地震動Ｓｓを 1.2 倍した地震力に対する耐震計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－２ 

「燃料加工建屋の耐震計算書」 
備考 

 

3. 準拠規格・基準等 

燃料加工建屋の評価において準拠する規格・基準等を以下に示す。 

・建築基準法・同施行令 

・鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説－許容応力度設計法－ 

（(社)日本建築学会，1999）（以下，「RC 規準」という。） 

・原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（(社)日本建築学会，2005） 

（以下，「RC-N規準」という。） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG 4601-1987（(社)日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 JEAG 4601・補－1984 

（(社)日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG 4601-1991 追補版（(社)日本電気協会） 

 （以下，「JEAG4601」と記載しているものは上記3指針を指す。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.4 準拠規格・基準等 

燃料加工建屋の評価において，準拠する規格・基準等を以下に示す。 

・建築基準法・同施行令・同告示 

・鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説 -許容応力度設計法- 

 （(社)日本建築学会，1999）（以下，「RC規準」という。） 

・原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（(社)日本建築学会，2005） 

 （以下，「RC-N規準」という。） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601-1987（(社)日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 JEAG4601・補-1984 

 （(社)日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601-1991 追補版（(社)日本電気協会） 

 （以下，「JEAG4601」と記載しているものは上記3指針を指す。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

相違点無し 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する耐震計算書(7／32) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－２「燃料加工建屋の耐震計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－２ 

「燃料加工建屋の基準地震動Ｓｓを 1.2 倍した地震力に対する耐震計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－２ 

「燃料加工建屋の耐震計算書」 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 地震応答解析による評価方法 

地震応答解析による評価において，燃料加工建屋の構造強度については，「Ⅲ－２－１－１

－１－１－１ 燃料加工建屋の地震応答計算書」に基づき，地盤物性のばらつきを考慮した最

大せん断ひずみ度が許容限界を超えないこと，最大接地圧が地盤の支持力を十分下回ること，

及び保有水平耐力が必要保有水平耐力に対して妥当な安全余裕を有することを確認する。 

また，支持機能及び閉じ込め機能の維持については，「Ⅲ－２－１－１－１－１－１ 燃料

加工建屋の地震応答計算書」に基づき，地盤物性のばらつきを考慮した耐震壁の最大せん断ひ

ずみ度が許容限界を超えないことを確認する。 

地震応答解析による評価における燃料加工建屋の許容限界は，「Ⅲ－１－１－８ 機能維持

の基本方針」に記載の構造強度上の制限及び機能維持の方針に基づき，第3.-1表のとおり設定

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「1.2×Ss 計算書」

における耐震壁のせ

ん断ひずみに対する

評価方法について

は，「4.評価方法及

び結果」において合

わせて示す。 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する耐震計算書(8／32) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－２「燃料加工建屋の耐震計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－２ 

「燃料加工建屋の基準地震動Ｓｓを 1.2 倍した地震力に対する耐震計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－２ 

「燃料加工建屋の耐震計算書」 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.-1 表 地震応答解析による評価における許容限界（1/2） 

(a) 安全機能を有する施設としての評価 

要求 

機能 

機能設計上

の性能目標 
地震力 部位 

機能維持のための 

考え方 

許容限界 

（評価基準値） 

- 
構造強度を

有すること 

基準 

地震動 

Ｓｓ 

重要区域 

の壁 

耐震壁の最大せん断ひ

ずみ度が構造強度を確

保するための許容限界

を超えないことを確認 

最大せん断 

ひずみ度 

2.0×10-3 

基準 

地震動 

Ｓｓ 

基礎地盤 

最大接地圧が地盤の支

持力を十分下回ること

を確認 

極限 

支持力度 

8500kN/m2 

保有水

平耐力 

構造物 

全体 

保有水平耐力が必要保

有水平耐力に対して妥

当な安全余裕を有する

ことを確認 

必要保有 

水平耐力 

閉じ込

め機能 

放射性物質

の過度の放

出を防止す

る機能を損

なわないこ

と 

基準 

地震動 

Ｓｓ 

重要区域 

の壁 

耐震壁の最大せん断ひ

ずみ度が放射性物質の

過度の放出を防止する

機能を維持するための

許容限界を超えないこ

とを確認＊1 

最大せん断 

ひずみ度 

2.0×10-3 

支持 

機能＊2 

機器・配管

等の設備を

支持する機

能を損なわ

ないこと 

基準 

地震動 

Ｓｓ 

耐震壁＊3 

最大せん断ひずみ度が

支持機能を維持するた

めの許容限界を超えな

いことを確認 

最大せん断 

ひずみ度 

2.0×10-3 

注記 ＊1：機能維持のための考え方は「重要区域の壁及び床が諸室としての構成を喪失しな

いこと」であるが，さらなる安全余裕を考慮して，評価基準値としては，耐震壁

の構造強度の確認に用いる許容限界を採用する。 

＊2：「支持機能」の確認には，「内包する設備に対する波及的影響」の確認が含まれ

る。 

＊3：建屋全体としては，地震力は主に耐震壁で負担する構造となっており，柱，梁，

間仕切壁等が耐震壁の変形に追従することと，全体に剛性の高い構造となってお

り複数の耐震壁間の相対変位が小さく床スラブの変位が抑えられるため，各層の

耐震壁が最大せん断ひずみ度の許容限界を満足していれば，建物・構築物に要求

される機能は維持される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.2×Ss 計算書にお

ける評価部位及び許

容限界については，

その考え方を「添付

書類Ⅲ-6-1」に示

し，具体的な設定を

「4.評価方法及び結

果」において示す。 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する耐震計算書(9／32) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－２「燃料加工建屋の耐震計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－２ 

「燃料加工建屋の基準地震動Ｓｓを 1.2 倍した地震力に対する耐震計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－２ 

「燃料加工建屋の耐震計算書」 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第3.-1表 地震応答解析による評価における許容限界（2/2） 

(b) 重大事故等対処施設としての評価 

要求 

機能 

機能設計上

の性能目標 
地震力 部位 

機能維持のための 

考え方 

許容限界 

（評価基準値） 

- 
構造強度を

有すること 

基準 

地震動 

Ｓｓ 

基礎地盤 

最大接地圧が地盤の

支持力を十分下回る

ことを確認 

極限 

支持力度 

8500kN/m2 

保有水平 

耐力 

構造物 

全体 

保有水平耐力が必要

保有水平耐力に対し

て妥当な安全余裕を

有することを確認 

必要保有 

水平耐力 

支持 

機能＊1 

機器・配管

等の設備を

支持する機

能を損なわ

ないこと 

基準 

地震動 

Ｓｓ 

耐震壁＊2 

最大せん断ひずみ度

が支持機能を維持す

るための許容限界を

超えないことを確認 

最大せん断 

ひずみ度 

2.0×10-3 

注記 ＊1：「支持機能」の確認には，「内包する設備に対する波及的影響」の確認が含まれ

る。 

＊2：建屋全体としては，地震力は主に耐震壁で負担する構造となっており，柱，梁，

間仕切壁等が耐震壁の変形に追従することと，全体に剛性の高い構造となってお

り複数の耐震壁間の相対変位が小さく床スラブの変位が抑えられるため，各層の

耐震壁が最大せん断ひずみ度の許容限界を満足していれば，建物・構築物に要求

される機能は維持される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前頁に同じ 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する耐震計算書(10／32) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－２「燃料加工建屋の耐震計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－２ 

「燃料加工建屋の基準地震動Ｓｓを 1.2 倍した地震力に対する耐震計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－２ 

「燃料加工建屋の耐震計算書」 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. 応力解析による評価方法 

4.1 評価対象部位及び評価方針 

燃料加工建屋の応力解析による評価対象部位は，基礎スラブ，重要区域の壁及び床とし，

Ｓｄ地震時及びＳｓ地震時に対して以下の方針に基づき評価を行う。 

応力解析による評価フローを第4.1-1表に示す。応力解析にあたっては，「Ⅲ－２－１－１

－１－１－１ 燃料加工建屋の地震応答計算書」より得られた結果を用いて，荷重の組合せ

を行う。また，地震荷重の設定においては，地盤物性のばらつきを考慮する。 

基礎スラブのＳｓ地震時に対する評価は，FEMモデルを用いた弾性応力解析によることと

し，地震力と地震力以外の荷重の組合せの結果，発生する応力が，「RC-N規準」に基づき設

定した許容限界を超えないことを確認する。 

重要区域の壁のＳｄ地震時に対する評価は，せん断力分配解析を用いた弾性応力解析によ

ることとし，地震力と地震力以外の荷重の組合せの結果，発生する応力が，「RC-N規準」に

基づき設定した許容限界を超えないことを確認する。 

重要区域の床のＳｄ地震時及びＳｓ地震時に対する評価は，弾性応力解析により評価を行

うこととし，その評価は，鉛直方向の地震力と地震力以外の荷重の組合せの結果，発生する

応力が，「RC-N規準」に基づき設定した許容限界を超えないことを確認する。なお，水平方

向の地震荷重に対する床スラブの評価は，建屋全体が剛性の高い構造となっており複数の耐

震壁間の相対変形が小さく，床スラブの面内変形が抑えられることから，「3. 地震応答解析

による評価方法」に含まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.2×Ss 計算書にお

ける各部位に発生す

る応力に対する評価

方法については，

「4.評価方法及び結

果」において合わせ

て示す。 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する耐震計算書(11／32) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－２「燃料加工建屋の耐震計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－２ 

「燃料加工建屋の基準地震動Ｓｓを 1.2 倍した地震力に対する耐震計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－２ 

「燃料加工建屋の耐震計算書」 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

注記 ＊：地盤物性のばらつきを考慮する。 

 

(a) 基礎スラブ 

第4.1-1図 応力解析の評価フロー（1/2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前頁に同じ 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する耐震計算書(12／32) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－２「燃料加工建屋の耐震計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－２ 

「燃料加工建屋の基準地震動Ｓｓを 1.2 倍した地震力に対する耐震計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－２ 

「燃料加工建屋の耐震計算書」 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     
 

注記 ＊1：地盤物性のばらつきを考慮する。 

＊2：Ｓｓ地震時の評価は重要区域の床のみ実施する。 

(b) 重要区域の壁及び床 

第4.1-1図 応力解析の評価フロー（2/2） 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する耐震計算書(13／32) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－２「燃料加工建屋の耐震計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－２ 

「燃料加工建屋の基準地震動Ｓｓを 1.2 倍した地震力に対する耐震計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－２ 

「燃料加工建屋の耐震計算書」 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.2 荷重及び荷重の組合せ 

各部位の評価における荷重及び荷重の組合せは，「Ⅲ－１－１ 耐震設計の基本方針」に

て設定している荷重及び荷重の組合せを用いる。 

 

4.2.1 荷重 

各部位の評価において考慮する荷重を第4.2.1-1表に示す。 

 

第 4.2.1-1 考慮する荷重 

荷重名称 内容 

鉛 

直 

荷 

重 

(VL) 

固定荷重(DL) 構造物の自重 

配管荷重(PL) 
配管による荷重 

荷重一覧を第4.2.1-2表に示す。 

機器荷重(EL) 
建屋内に格納される主要機器の荷重 

荷重一覧を第4.2.1-2表に示す。 

積載荷重(LL) 

家具，什器，人員荷重の他，機器荷重に含まれない小さな機器類の荷

重 

荷重一覧を第4.2.1-2表に示す。 

積雪荷重(SL) 
積雪量 190cm 

地震荷重と組み合わせる場合は0.35の係数を乗じた値とする。 

地震荷重(S) 地盤物性のばらつきを考慮した地震荷重 

土圧荷重(G) 
地下外壁に加わる土圧 

土圧による荷重分布を第4.2.1-1図に示す。 

浮力（B） 地下水位に応じた浮力による荷重 

 

 

 

 

第 4.2.1-2 表 PL，EL，LL 一覧 

 

第 4.2.1-1 図 土圧による荷重分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.2×Ss 計算書にお

ける荷重の考え方に

ついては，「4.評価

方法及び結果」の中

で示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

具体の数値に係る表

については、本比較

表上は省略 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する耐震計算書(14／32) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－２「燃料加工建屋の耐震計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－２ 

「燃料加工建屋の基準地震動Ｓｓを 1.2 倍した地震力に対する耐震計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－２ 

「燃料加工建屋の耐震計算書」 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.2.2 荷重の組合せ 

各部位の評価において考慮する荷重の組合せを第4.2.2-1表に示す。 

 

第4.2.2-1表 荷重の組合せ 

部位 荷重の組合せ 

基礎スラブ VL＋SL＋S＋G＋B 

重要区域の壁及び床 VL＋SL＋S 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.2×Ss 計算書にお

ける荷重の考え方に

ついては，「4.評価

方法及び結果」の中

で示す。 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する耐震計算書(15／32) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－２「燃料加工建屋の耐震計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－２ 

「燃料加工建屋の基準地震動Ｓｓを 1.2 倍した地震力に対する耐震計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－２ 

「燃料加工建屋の耐震計算書」 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.3 許容限界 

応力解析による評価における燃料加工建屋の許容限界は，「Ⅲ－１－１―８ 機能維持の

基本方針」に記載の構造強度上の制限及び機能維持の方針に基づき，第4.3-1表及び第4.3-2

表のとおり設定する。 

また，基礎スラブに関するコンクリートの圧縮強度を第4.3-3表に，鉄筋（主筋）の降伏強

度を第4.3-4表に，重要区域の壁及び床に関するコンクリートの短期許容応力度を第4.3-5表

に，鉄筋（主筋）の短期許容応力度を第4.3-6表に示す。 

 

 

第 4.3-1 表 応力解析による評価における基礎スラブの許容限界 

(a) 安全機能を有する施設としての評価 

要求 

機能 

機能設計上

の性能目標 
地震力 部位 

機能維持のための 

考え方 

許容限界 

（評価基準値） 

支持 

機能＊ 

機器・配管

系等の設備

を支持する

機能を損な

わないこと 

基準地震動

Ｓｓ 

基礎 

スラブ 

部材に生じる応力が

支持機能を維持する

ための許容限界を超

えないことを確認 

「RC-N規準」に

基づく終局耐力 

注記 ＊：「支持機能」の確認には，「内包する設備に対する波及的影響」の確認

が含まれる。 

 

(b) 重大事故等対処施設としての評価 

要求 

機能 

機能設計上

の性能目標 
地震力 部位 

機能維持のための 

考え方 

許容限界 

（評価基準値） 

支持 

機能＊ 

機器・配管

系等の設備

を支持する

機能を損な

わないこと 

基準地震動

Ｓｓ 

基礎 

スラブ 

部材に生じる応力が

支持機能を維持する

ための許容限界を超

えないことを確認 

「RC-N規準」に

基づく終局耐力 

注記 ＊：「支持機能」の確認には，「内包する設備に対する波及的影響」の確認

が含まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.2×Ss 計算書にお

ける評価部位及び許

容限界については，

その考え方を添付書

類Ⅲ-6-1 に示し，

具体的な設定を「4.

評価方法及び結果」

において示す。 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する耐震計算書(16／32) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－２「燃料加工建屋の耐震計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－２ 

「燃料加工建屋の基準地震動Ｓｓを 1.2 倍した地震力に対する耐震計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－２ 

「燃料加工建屋の耐震計算書」 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 4.3-2 表 応力解析による評価における重要区域の壁及び床の許容限界 

要求 

機能 

機能設計上

の性能目標 
地震力 部位 

機能維持のための 

考え方 

許容限界 

（評価基準値） 

‐ 
構造強度を

有すること 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ 

及び 

静的地震力 

重要区

域の壁 

部材に生じる応力

が構造強度を確保

するための許容限

界を超えないこと

を確認 

「RC-N規準」に 

基づく 

短期許容応力度 
重要区

域の床*1 

基準地震動 

Ｓｓ 

重要区

域の床 

部材に生じる応力

が構造強度を確保

するための許容限

界に対して妥当な

安全余裕を有する

ことを確認 

「RC-N規準」に 

基づく 

短期許容応力度*2 

閉じ込

め機能 

放射性物質

の過度の放

出を防止す

る機能を損

なわないこ

と 

基準地震動 

Ｓｓ 

重要区

域の床 

部材に生じる応力

が放射性物質の過

度の放出を防止す

る機能を維持する

ための許容限界を

超えないことを確

認*3 

「RC-N規準」に 

基づく 

短期許容応力度*2 

注記 ＊1：Ｓｄ地震時及びＳｓ地震時に対する評価の判定値は短期許容応力度であり，

弾性設計用地震動Ｓｄ及び静的地震力による地震力よりも基準地震動Ｓｓに

よる地震力の方が上回ることから，Ｓｓ地震時の評価に包含される。 

＊2：許容限界は終局耐力であるが，評価基準値は安全余裕を有したものとして短

期許容応力度を採用する。 

＊3：機能維持のための考え方は「重要区域の壁及び床が諸室としての構成を喪失

しないこと」であるが，さらなる安全余裕を考慮して，評価基準値として

は，重要区域の床の構造強度の確認に用いる許容限界を採用し，短期許容応

力度とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前頁に同じ 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する耐震計算書(17／32) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－２「燃料加工建屋の耐震計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－２ 

「燃料加工建屋の基準地震動Ｓｓを 1.2 倍した地震力に対する耐震計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－２ 

「燃料加工建屋の耐震計算書」 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第4.3-3表 基礎スラブに関するコンクリートの圧縮強度 

設計基準強度Fc 

(N/mm2) 

圧縮強度 

(N/mm2) 

30 30.0 

 

 

第4.3-4表 基礎スラブに関する鉄筋（主筋）の降伏強度 

鉄筋種類 
引張及び圧縮 

(N/mm2) 

SD390 390 

注記：材料強度は降伏強度を1.1倍して算出する。 

 

 

第4.3-5表 重要区域の壁及び床に関するコンクリートの短期許容応力度 

設計基準強度Fc 

(N/mm2) 

圧縮 

(N/mm2) 

せん断 

(N/mm2) 

30 20.0 1.18 

 

 

第4.3-6表 重要区域の壁及び床に関する鉄筋（主筋）の短期許容応力度 

鉄筋種類 
引張及び圧縮 

(N/mm2) 

せん断補強 

(N/mm2) 

SD345 345 345 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前頁に同じ 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する耐震計算書(18／32) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－２「燃料加工建屋の耐震計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－２ 

「燃料加工建屋の基準地震動Ｓｓを 1.2 倍した地震力に対する耐震計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－２ 

「燃料加工建屋の耐震計算書」 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.4 評価方法 

4.4.1 基礎スラブの評価方法 

(1) 解析モデル 

 

   FEM モデルによる評価方法に関する記載であるため省略する。 

 

 

4.4.2 重要区域の壁の評価方法 

 

   1.2×Ss に対する評価対象ではないため内容については省略する。 

 

 

4.4.3 重要区域の床の評価方法 

 

 1.2×Ss に対する評価対象ではないため内容については省略する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「1.2×Ss 計算書」

において応力解析に

FEM モデルは用いて

いない。 

 

「1.2×Ss 計算書」

における評価対象部

位ではない。 

 

 

同上 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する耐震計算書(19／32) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－２「燃料加工建屋の耐震計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－２ 

「燃料加工建屋の基準地震動Ｓｓを 1.2 倍した地震力に対する耐震計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－２ 

「燃料加工建屋の耐震計算書」 
備考 

 

4. 評価方法及び結果 

4.1 耐震壁に対する評価 

4.1.1 評価方法及び許容限界 

「Ⅲ－６－１ 基準地震動Ｓｓを1.2倍した地震力による重大事故等対処施設に関する

耐震計算の基本方針」及び「2. 評価方針」に基づき，「Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 燃

料加工建屋の基準地震動Ｓｓを 1.2 倍した地震力に対する地震応答計算書」に示した 1.2

×Ｓｓによる燃料加工建屋の耐震壁の最大せん断ひずみ度が，終局耐力時に対応するせん

断ひずみ度（4.0×10-3）を超えないことを確認する。 

 

4.1.2 評価結果 

第 4.1.2-1 表に 1.2×Ｓｓによる最大せん断ひずみ度と許容限界の比較結果を示す。 

最大せん断ひずみ度は，NS 方向では 1.2×Ｓｓ－Ｃ１において 0.658×10-3（要素番号

6），EW 方向では 1.2×Ｓｓ－Ｃ１において 0.516×10-3（要素番号 6）であり，許容限界

（4.0×10-3）を超えないことを確認した。さらに，建屋全体のせん断ひずみ度が JEAG4601

に示される許容限界である 2.0×10-3を超えていないことを確認した。 

以上のことから，重大事故等対処に係る設備を支持する耐震壁については，安全機能を

有する施設の基準地震動Ｓｓに対する評価における支持機能に係る許容限界を超えない

ことから，大規模なコンクリートの剥落や設備の脱落に至るような損傷とならず，重大事

故等の対処に係る要件を満足することを確認した。 

 

 

第 4.1.2-1 表 1.2×Ｓｓによる最大せん断ひずみ度と許容限界の比較結果 

1.2×Ｓｓによる最大せん断ひずみ度 許容限界＊ 

（評価基準値） 
判定 

NS方向 EW方向 

0.658×10-3 

(1.2×Ｓｓ－Ｃ１) 

0.516×10-3 

(1.2×Ｓｓ－Ｃ１) 
4.0×10-3 OK 

注記 ＊：原則として，建屋全体の最大せん断ひずみ度が 2.0×10-3を超えないことを確認

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5. 評価結果 

5.1 地震応答解析による評価結果 

5.1.1 耐震壁のせん断ひずみ度の評価結果 

耐震壁について，地盤物性のばらつきを考慮したＳｓ地震時の各層の最大せん断ひず

み度が，許容限界（2.0×10-3）を超えないことを確認する。せん断応力度(τ)-せん断ひ

ずみ度(γ)関係と最大応答値を第5.1.1-1図に示す。 

最大応答せん断ひずみ度は，0.993×10-3（要素番号6，-1σ，NS方向，Ｓｓ－Ｃ１）で

あり，許容限界（2.0×10-3）を超えないことを確認した。 

 

 

 

 

 

 
第5.1.1-1図 せん断応力度(τ)-せん断ひずみ度(γ)関係と最大応答値 

（要素番号□6 ，NS方向） 

 

 

 

 

 

「1.2×Ss 計算書」

では、評価方法、許

容限界の考え方及び

評価結果について本

章にまとめて記載し

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「1.2×Ss 計算書」

では、評価結果につ

いて、建屋に求めら

れる要件に対する見

解をあわせて記載し

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

0.0 1.0 2.0 3.0 4.0

τ
(N

/m
m

2 )

γ (×10-3)

１

2

3

4

5

6

7

8

9

1

T.M.S.L. 77.50

T.M.S.L. 70.20

T.M.S.L. 62.80

T.M.S.L. 56.80

T.M.S.L. 50.30

T.M.S.L. 43.20

T.M.S.L. 35.00

T.M.S.L. 34.23

T.M.S.L. 31.53

2

3

4

5

6

7

8

（単位：ｍ）

○ 基本ケース   

△ 地盤物性のばらつきを考慮(+1σ) 

◇ 地盤物性のばらつきを考慮(-1σ) 

 

注記 1：○数字は質点番号を示す。 

2：□数字は要素番号を示す。 

Ｓｓ-Ｃ１ 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する耐震計算書(20／32) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－２「燃料加工建屋の耐震計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－２ 

「燃料加工建屋の基準地震動Ｓｓを 1.2 倍した地震力に対する耐震計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－２ 

「燃料加工建屋の耐震計算書」 
備考 

 

4.2 支持地盤に対する評価結果 

「2. 評価方針」に基づき，「Ⅲ－６－２－１－１－１－１ 燃料加工建屋の基準地震動Ｓ

ｓを1.2倍した地震力に対する地震応答計算書」に示した1.2×Ｓｓ地震時の最大接地圧が，地

盤の極限支持力度を十分下回ることを確認する。 

1.2×Ｓｓ地震時の最大接地圧と地盤の極限支持力度の比較結果を第4.1-1表に示す。1.2×

Ｓｓ地震時の最大接地圧は1445kN/m2であり，地盤の極限支持力度を十分下回ることから，支持

地盤が建屋を十分に支持できることを確認した。 

 

第4.1-1表 1.2×Ｓｓ地震時の最大接地圧と地盤の極限支持力度の比較結果 

最大接地圧(kN/m2) 
極限支持力度 

(kN/m2) 
判定 NS方向 

(1.2×Ｓｓ－Ｃ１) 

EW方向 

(1.2×Ｓｓ－Ｃ１) 

1445 1431 8800 OK 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.1.2 接地圧の評価結果 

Ｓｓ地震時の最大接地圧が，地盤の極限支持力度を十分下回ることを確認する。 

 

 

Ｓｓ地震時の最大接地圧と地盤の極限支持力度の比較結果を第5.1.2-1表に示す。Ｓｓ

地震時の最大接地圧は1399kN/m2であり，地盤の極限支持力度を十分下回ることを確認し

た。 

 

第5.1.2-1表 Ｓｓ地震時の最大接地圧と地盤の極限支持力度の比較結果 

最大接地圧(kN/m2) 
極限支持力度 

(kN/m2) 
判定 NS方向 

(Ｓｓ－Ｃ１，-1σ) 

EW方向 

(Ｓｓ－Ｃ１，-1σ) 

1349 1399 8500 OK 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

構成に差分無し 

 

 

 

「1.2×Ss 計算書」

では、評価結果につ

いて、建屋に求めら

れる要件に対する見

解をあわせて記載し

ている。 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する耐震計算書(21／32) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－２「燃料加工建屋の耐震計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－２ 

「燃料加工建屋の基準地震動Ｓｓを 1.2 倍した地震力に対する耐震計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－２ 

「燃料加工建屋の耐震計算書」 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.1.3 保有水平耐力の評価結果 

 

  内容については省略する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保有水平耐力の評価

については「1.0×

Ss 計算書」にて評

価済みであり、地震

力によって評価が変

わるものでは無いこ

とから、「1.2×Ss

計算書」には記載し

ない。 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する耐震計算書(22／32) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－２「燃料加工建屋の耐震計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－２ 

「燃料加工建屋の基準地震動Ｓｓを 1.2 倍した地震力に対する耐震計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－２ 

「燃料加工建屋の耐震計算書」 
備考 

 

 

4.3 基礎スラブに対する評価 

燃料加工建屋の基礎スラブは，厚さが 2.7m（外周端部は 3.47m）であり，ピット階・B3 階耐

震壁の厚さ 0.6m～2.5m よりも厚く，十分大きな剛性を有している部材であることから、建屋

全体の層の変形が，終局状態に対して安全余裕が考慮されたせん断ひずみ度 2.0×10-3 以下に

留まっていれば，版全体の崩壊系に至るような基礎スラブの損傷は発生しない。また，「4.2 

耐震壁に対する評価」に示したとおり，1.2×Ｓｓに対し，建屋全体としてせん断ひずみ度は

2.0×10-3以下となっている。 

このことから，燃料加工建屋の基礎スラブについては，版全体の崩壊系に至るような損傷と

ならないことを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.2 応力解析による評価結果 

5.2.1 基礎スラブの評価結果 

基礎スラブの評価結果を，軸力及び曲げモーメントに対する評価については，許容限界

に対する発生曲げモーメントの割合が最も大きい要素に対して，また，面外せん断力に対

する評価については，許容限界に対する発生面外せん断力の割合が最も大きい要素に対し

て示す。当該要素の位置を第5.2.1-1図，第5.2.1-2図に，評価結果を第5.2.1-1表に示す。

なお，基礎スラブ厚及び配筋は，平成25年2月28日付け原管研収第121116001号にて認可を

受けた設工認申請書の「Ⅲ－２－１－１－２ 燃料加工建屋の耐震計算書」による。 

発生曲げモーメント及び発生面外せん断力が，それぞれの許容限界を超えないことを確

認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基礎スラブに対する

評価は、「添付書類

Ⅲ-6-1」に示す方針

に基づき、建物全体

のせん断ひずみ度の

大きさに応じた確認

を行っており、燃料

加工建屋における確

認では FEM モデル等

を用いた応力解析に

よる評価はない。 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する耐震計算書(23／32) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－２「燃料加工建屋の耐震計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－２ 

「燃料加工建屋の基準地震動Ｓｓを 1.2 倍した地震力に対する耐震計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－２ 

「燃料加工建屋の耐震計算書」 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（要素No.1316） 

(a) NS方向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（要素No.2003） 

(b) EW方向 

 

第5.2.1-1図 軸力及び曲げモーメントに対する評価結果を示す要素の位置図 

 

前頁に同じ 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する耐震計算書(24／32) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－２「燃料加工建屋の耐震計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－２ 

「燃料加工建屋の基準地震動Ｓｓを 1.2 倍した地震力に対する耐震計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－２ 

「燃料加工建屋の耐震計算書」 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（要素No.3315） 

(a) NS方向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(要素No.2003) 

(b) EW方向 

 

第5.2.1-2図 面外せん断力に対する評価結果を示す要素の位置図 

 

前頁に同じ 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する耐震計算書(25／32) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－２「燃料加工建屋の耐震計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－２ 

「燃料加工建屋の基準地震動Ｓｓを 1.2 倍した地震力に対する耐震計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－２ 

「燃料加工建屋の耐震計算書」 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第5.2.1-1表 基礎スラブの評価結果 

(a) 軸力及び曲げモーメントに対する評価 

方向 

解析結果 
許容値 

(kN･m/m) 
検定比 判定 

要素番号 
荷重組合せ 

ケース 

発生曲げモーメント 

（kN･m/m） 

NS 1316 4 17002 22615 0.752 OK 

EW 2003 3 17218 28167 0.612 OK 

注記 1：許容値は曲げ終局強度を示す。 

2：検定比＝（発生曲げモーメント）/（許容値） 

3：軸力は圧縮を正とする。 

 

(b) 面外せん断力に対する評価 

方向 

解析結果 
許容値 

(kN/m) 
検定比 判定 

要素番号 
荷重組合せ 

ケース 

発生面外せん断力 

(kN/m) 

NS 3315 7 4101 4764 0.861 OK 

EW 2003 3 6009 7221 0.833 OK 

注記 1：許容値は面外せん断終局強度を示す。 

2：検定比＝（発生面外せん断力）/（許容値） 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する耐震計算書(26／32) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－２「燃料加工建屋の耐震計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－２ 

「燃料加工建屋の基準地震動Ｓｓを 1.2 倍した地震力に対する耐震計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－２ 

「燃料加工建屋の耐震計算書」 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.2.2 重要区域の壁の評価結果 

 

 内容については省略する。 

 

 

 

  5.2.3 重要区域の床の評価結果 

 

 内容については省略する。 

 

 

 6. その他の評価 

 

 内容については省略する。 

 

 

 

「1.2×Ss 計算書」

における評価対象部

位ではない。 

 

 

 

「1.2×Ss 計算書」

における評価対象部

位ではない。 

 

 

 

「1.0×Ss 計算書」

における弾性設計用

地震動 Sd に対する

建屋全体の耐震性に

ついての章であるこ

とから、「1.2×Ss

計算書」では記載な

し。 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する耐震計算書(27／32) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－２「燃料加工建屋の耐震計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－２ 

「燃料加工建屋の基準地震動Ｓｓを 1.2 倍した地震力に対する耐震計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－２ 

「燃料加工建屋の耐震計算書」 
備考 

 

4.4 耐震壁以外の壁に対する評価結果 

4.4.1 評価方法及び許容限界 

燃料加工建屋の壁については，耐震壁，耐震壁以外の壁ともに，RC 規準における耐震壁

の基準を満たすように鉄筋量を確保しており，さらに，壁端部については，直交する壁や

柱等に鉄筋を十分な余長をもって定着しているため，層の変形に対しては十分に追従可能

な構造としている。 

また，コンクリートのひび割れに対しては，応力が集中し，ひび割れが集中して発生す

る可能性のある壁端部及び開口部周辺において，補強筋を配してひび割れを抑制してお

り，脆弱な部位とはならない。 

さらに，「4.2 耐震壁に対する評価」に示したとおり，1.2×Ｓｓに対し，建屋全体と

してせん断ひずみ度が 2.0×10-3 以下となっていることから，大規模なコンクリートの剥

落や設備の脱落に至るような損傷とならず，重大事故等の対処に係る要件を満足する。 

 

以上の検討に加え，燃料加工建屋の重大事故等対処に係る階（地上１階，地下１～３階）

の耐震壁以外の壁については，「Ⅲ－６－１ 基準地震動Ｓｓを 1.2 倍した地震力による

重大事故等対処施設に関する耐震計算の基本方針」及び「2. 評価方針」に基づき，1.2×

Ｓｓ時に耐震壁以外の壁に生じる応力に対して損傷状態の確認を行う。 

評価にあたっては，1.2×Ｓｓに対して耐震壁以外の壁に負担するせん断応力を算定し，

鉄筋に対する評価を実施する。 

まず，耐震壁以外の壁に考慮するせん断応力は，1.2×Ｓｓによる地震応答解析結果に

基づき，各層の最大せん断ひずみ度から各壁に発生するせん断応力度τを算定する。せん

断応力度τの算定にあたっては保守性を考慮し，地震応答解析において耐震壁の剛性のみ

を考慮しており，各層の変形量としては大きく算定されていることを踏まえ，耐震壁のみ

が地震力を負担する場合に耐震壁に作用するせん断応力度τと同じ応力度を耐震壁以外

の壁についても考慮することとした。 

次に，耐震壁以外の壁に作用するせん断応力度τの全てを鉄筋のみで負担すると仮定

し，下式により求まる鉄筋の軸応力度σtに変換した。 

 

σt = τ/ps 

ここで， 

σt：鉄筋の軸応力度 

τ：耐震壁以外の壁に発生するせん断応力度 

（耐震壁の剛性のみに期待したせん断応力度と同じ値を用いる） 

ps ：耐震壁以外の壁の鉄筋比（縦筋及び横筋のうち，小さい値） 

 

さらに，鉄筋の軸応力度σtを軸ひずみに変換した。軸ひずみは，鉄筋の降伏点以下の場

合には，ヤング係数で除すことにより算定し，降伏点を超過する場合には，第 4.4.1-1 図

に示すとおりエネルギ一定則により降伏後の鉄筋に発生する軸ひずみを算定した。 

 

評価は，1.2×Ｓｓに対する鉄筋の軸ひずみが許容限界を超えないことを確認する。 

許容限界としては，耐震壁以外の壁の鉄筋の軸ひずみが JIS 規格等に基づく破断伸び以

下に留まっていれば耐震壁以外の壁は層の変形に追従し，過大な変形・たわみは生じない

と考えられる。ただし，重大事故等の対処に係る要件を満足することを確認する上で，大

規模なコンクリートの剥落や設備の脱落に至るような損傷とならないことを確認するた

めに，耐震壁と同じ許容限界であるせん断ひずみ度 2.0×10-3 時に相当する耐震壁以外の

壁の鉄筋の軸ひずみを許容限界とする。 

 

 

 

1.2×Ss に対する評

価対象部位であり、

「1.0×Ss 計算書」

では記載なし。 

「1.2×Ss 計算書」

においては、「添付

書類Ⅲ-6-1」に基づ

く評価方法、許容限

界の考え方に加え、

評価結果及び建屋に

求められる要件に対

する見解について本

章にまとめて記載し

ている。 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する耐震計算書(28／32) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－２「燃料加工建屋の耐震計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－２ 

「燃料加工建屋の基準地震動Ｓｓを 1.2 倍した地震力に対する耐震計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－２ 

「燃料加工建屋の耐震計算書」 
備考 

 

 

      
 

注記 ：許容限界とするせん断ひずみ度 2.0×10-3時の鉄筋の軸ひずみについても，上

図と同様に，せん断ひずみ度 2.0×10-3時のせん断応力度に基づき，各壁の鉄

筋比に応じた軸ひずみをエネルギ一定則により算定する。 

 

第 4.4.1-1 図 エネルギ一定則による鉄筋のひずみ算出 
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ε

降伏点

5000μ

降伏点

ε5000μ

σt

σt

せん断応⼒度により耐震壁以外の壁の 
鉄筋に発⽣する軸応⼒度を求める。 

エネルギ⼀定則により，鉄筋に発⽣す 
る軸ひずみを求める。 

許容限界 

許容限界 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する耐震計算書(29／32) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－２「燃料加工建屋の耐震計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－２ 

「燃料加工建屋の基準地震動Ｓｓを 1.2 倍した地震力に対する耐震計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－２ 

「燃料加工建屋の耐震計算書」 
備考 

 

4.4.2 評価結果 

耐震壁以外の壁における鉄筋の軸ひずみ評価について，許容限界に対する発生軸ひずみ

の割合が最も大きい要素に対して示す。評価結果を第 4.4.2-1 表に，当該要素の位置を第

4.4.2-1 図に示す。 

燃料加工建屋の重大事故等対処に係る階（地上１階，地下１～３階）の重大事故等対処

に係る設備を支持するまたはアクセスルート及び操作場所を構成すると想定される壁に

ついては，鉄筋の軸ひずみが，せん断ひずみ度 2.0×10-3 時に相当する軸ひずみに対して

十分な余裕を有していることから，大規模なコンクリートの剥落や設備の脱落に至るよう

な損傷とならず，重大事故等の対処に係る要件を満足することを確認した。 

 

第 4.4.2-1 表 耐震壁以外の壁の評価結果 

階 方向 発生軸ひずみ 許容限界 検定比 

地下３階 ＥＷ 1.622×10-3 1.779×10-3 0.912 

注記 ：最も検定比が大きい階及び位置について記載している。 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 4.4.2-1 図 耐震壁以外の壁の最大値発生位置 

（地下 3階壁） 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する耐震計算書(30／32) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－２「燃料加工建屋の耐震計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－２ 

「燃料加工建屋の基準地震動Ｓｓを 1.2 倍した地震力に対する耐震計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－２ 

「燃料加工建屋の耐震計算書」 
備考 

 

4.5 床スラブ 

4.5.1 評価方法及び許容限界 

燃料加工建屋の床スラブについては，RC-N 基準に要求される耐震壁の基準よりも厚い

600mm 以上の厚さを有しており，剛性の高い設計としている。また，上下階の壁によって

密に拘束されており，地震力に対して大変形が起きにくい構造となっていることから，耐

震壁及び耐震壁以外の壁と比較して，部材全体としての面内変形は小さく抑えられる設計

となっている。面外変形に対しては，床スラブは長期荷重の影響が支配的になること，ま

たスラブ厚が 600mm 以上であることも踏まえると，地震時に降伏メカニズムを形成するこ

とはない。 

また，コンクリートのひび割れに対しては，応力が集中し，ひび割れが集中して発生す

る可能性のある開口部周辺において，補強筋を配してひび割れを抑制しており，脆弱な部

位とはならない。 

さらに，「4.2 耐震壁に対する評価」に示したとおり，1.2×Ｓｓに対し，建屋全体とし

てせん断ひずみ度が 2.0×10-3 以下となっていることから，大規模なコンクリートの剥落

や設備の脱落に至るような損傷とならず，重大事故等の対処に係る要件を満足する。 

 

以上の検討に加え，燃料加工建屋の重大事故等対処に係る階（地上１階，地下１～３階）

の床スラブについて，「Ⅲ－６－１ 基準地震動Ｓｓを 1.2 倍した地震力による重大事故

等対処施設に関する耐震計算の基本方針」及び「2. 評価方針」に基づき，概ね弾性範囲

に留まることを確認する。 

評価にあたっては，床スラブは上述のとおり，開口補強筋を配置することにより局所的

な破壊が生じない設計としていることから，1.2×Ｓｓに対して床スラブの部材全体とし

て生じる応力を算定し，これに対して概ね弾性範囲に留まることを確認する。 

床スラブの部材全体として生じる応力は，第 4.5.1-1 図に示すとおり，地震時には床ス

ラブに生じる慣性力が面内せん断力を介して壁に伝達されることから，面内せん断力に対

して評価を行うこととし、当該床スラブの鉛直荷重と 1.2×Ｓｓによる地震荷重に基づく

慣性力から算定する。 

まず，1.2×Ｓｓによる地震応答解析結果に基づき，各層の最大加速度から耐震壁及び

耐震壁以外の壁で囲まれた各位置の床スラブに発生する慣性力を算定した。 

次に，各位置の床スラブに発生する慣性力を，保守的に地震方向の壁のみが負担するこ

とを仮定し，床スラブの発生面内せん断力度τを算定した。床に作用する面内せん断応力

度τは，第 4.5.1-1 図に示すとおり，床に取り付く壁の配置を加味して適切に面内せん断

力を分配することとした。 

評価は，床に生じる面内せん断応力度τが許容限界を超えないことを確認する。許容

限界は，算定した床スラブの発生面内せん断力度τが，コンクリートのひび割れ強度以

下であることとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.2×Ss に対する評

価対象部位であり、

「1.0×Ss 計算書」

では記載なし。 

「1.2×Ss 計算書」

においては、「添付

書類Ⅲ-6-1」に基づ

く評価方法、許容限

界の考え方に加え、

評価結果及び建屋に

求められる要件に対

する見解について本

章にまとめて記載し

ている。 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する耐震計算書(31／32) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－２「燃料加工建屋の耐震計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－２ 

「燃料加工建屋の基準地震動Ｓｓを 1.2 倍した地震力に対する耐震計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－２ 

「燃料加工建屋の耐震計算書」 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

注記 ：床スラブの両側に壁を有している場合は，両側の壁に面内せん断力を分

配し，床スラブの一方のみに壁を有している場合は面内せん断力を分配せ

ず，床から壁に面内せん断力が伝達すると仮定した。 

 

第 4.5.1-1 図 床スラブに発生する面内せん断力算定の考え方 
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燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対する耐震計算書(32／32) 

（添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－２「燃料加工建屋の耐震計算書」との記載比較） 

添付書類Ⅲ－６－２－１－１－１－２ 

「燃料加工建屋の基準地震動Ｓｓを 1.2 倍した地震力に対する耐震計算書」 

添付書類Ⅲ－２－１－１－１－１－２ 

「燃料加工建屋の耐震計算書」 
備考 

4.5.2 評価結果 

面内せん断応力度に対する評価について，許容限界に対する検定比が最も大きい要素に

対して示す。評価結果を第 4.5.2-1 表に，当該要素の位置を第 4.5.2-1 図に示す。 

燃料加工建屋の重大事故等対処に係る階（地上１階，地下１～３階）の床スラブについ

ては，発生面内せん断応力度が許容限界を超えず，概ね弾性状態に留まることから，大規

模なコンクリートの剥落や設備の脱落に至るような損傷とならず，重大事故等の対処に係

る要件を満足し，さらに十分に剛として扱うことが可能なことを確認した。 

 

第 4.5.2-1 表 床スラブの評価結果 

階 方向 
発生せん断応力度 

τ(N/㎟) 

許容限界 

τ1(N/㎟) 
検定比 

地上 1階 ＮＳ 1.03 1.71 0.61 

注記 ：最も検定比が大きい階及び位置について記載している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 4.5.2-1 図 床スラブの最大値発生位置 

（地上１階床） 

 

 

 

 

同上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1483



 

 

令和４年７月 27 日 Ｒ０ 

 

 

 

別紙４－22 
 

 

 

計算機プログラム(解析コード)の 

概要 
 

 

1484



  i 

 

目   次 

ページ 

1. はじめに ·································································· 1 

 

Ⅲ－３－１ 建物・構築物 

Ⅲ－３－２ 機器・配管系 

 

 

 

1485



 

1 

1. はじめに 

本資料は，「Ⅲ 加工施設の耐震性に関する説明書」において使用した解析コードにつ

いて説明するものである。 

「Ⅲ 加工施設の耐震性に関する説明書」において使用した解析コードの使用状況一

覧，解析コードの概要を以降に記載する。 
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Ⅲ－３－１ 建物・構築物 
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別紙１ MSC NASTRAN 

1. 使用状況一覧 

使用添付書類 バージョン 

Ⅲ－２－１－１

－１－１－２ 
燃料加工建屋の耐震計算書 Ver.2012.1.0 

Ⅲ－２－３－１

－１－１ 別紙

１ 

燃料加工建屋の水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組

合せに関する影響評価結果 
Ver.2012.1.0 
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2.  解析コードの概要 

コード名 

項目 
MSC NASTRAN 

開発機関 
The MacNeal-Schwendler Corporation 

(現 MSC.Software Corporation) 

開発時期 1971 年（一般商用リリース） 

使用した 

バージョン 
Ver.2012.1.0 

使用目的 弾性応力解析 

コードの概要 

MSC NASTRAN（以下，「本解析コード」という。）は，航空機の機

体強度解析用として開発された有限要素法による汎用解析計算機コ

ードであり，航空宇宙，自動車，造船，機械，土木及び建築などの

様々な分野における使用実績を有している。 

動的解析，静的解析，熱伝導解析等の機能を有し，固有振動数，

刺激係数及び応力等の算定が可能である。 

検証 

(Verification) 

及び 

妥当性確認 

(Validation) 

【検証(Verification)】 

本解析コードの検証の内容は以下のとおりである。 

・弾性応力解析について，本コードで応力解析を行った解析解と，

S.Timoshenko の理論式による理論解を比較し，解析解と理論解が

概ね一致することを確認している。 

・本解析コードの運用環境について，動作環境を満足する計算機に

インストールして用いていることを確認している。 

【妥当性確認(Validation)】 

本解析コードの妥当性確認の内容は以下のとおりである。 

・関西電力株式会社の高浜発電所 3 号機にて，同じ使用目的の解析

に使用されており，実績を有することを確認している。 

・本申請において使用するバージョンは，上述の先行発電プラント

において使用されているものと同じであることを確認している。 

・上述の内容のとおり，本申請における使用目的と整合した確認と

して，弾性応力解析に対して本解析コードと理論解との比較を実

施し，本解析コードが理論解と同等の解を与えることを確認して

いることから，本解析コードを本申請における弾性応力解析に使

用することは妥当である。 
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別紙２ NOVAK 

1. 使用状況一覧 

使用添付書類 バージョン 

Ⅲ－２－１－１

－１－１－１ 
燃料加工建屋の地震応答計算書 Ver.1.0 

Ⅲ－６－２－１

－１－１－１ 

燃料加工建屋の基準地震動Ｓｓを 1.2 倍した地震力

に対する地震応答計算書 
Ver.1.0 
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2.  解析コードの概要 

コード名 

項目 
NOVAK 

開発機関 株式会社竹中工務店 

開発時期 1979 年 

使用した 

バージョン 
Ver.1.0 

使用目的 質点系モデルにおける側面地盤ばねの算定 

コードの概要 

NOVAK（以下，「本解析コード」という。）は，Novak の論文＊1に

基づき，水平，上下，回転成分の単位深さあたりの地盤の複素ばね

剛性を振動数領域で計算するプログラムである。 

検証 

(Verification) 

及び 

妥当性確認 

(Validation) 

【検証(Verification)】 

本解析コードの検証の内容は以下のとおりである。 

・水平方向に無限の広がりを有する剛円盤の水平・上下・回転ばね

を対象として，本解析コードの解析解と，「入門・建物と地盤と

の動的相互作用」（日本建築学会）に添付されているコードによ

る解析解がほぼ一致することを確認している。 

・側面地盤ばね算定に対して，原子力産業界において，多数の解析

で実績のある「NOVAK Ver.2.1（開発機関：大成建設）」を用いた

解析解と，本解析コードによる解析解を比較したベンチマーキン

グを行った結果，双方の解が概ね一致していることを確認してい

る。 

・本解析コードの運用環境について，動作環境を満足する計算機に

インストールして用いていることを確認している。 

【妥当性確認(Validation)】 

本解析コードの妥当性確認の内容は以下のとおりである。 

・関西電力株式会社の美浜 3 号機にて，同じ使用目的の解析に使用

されており，実績を有することを確認している。 

・本申請において使用するバージョンは，上述の先行発電プラント

において使用されているものと同じであることを確認している。 

・上述の内容のとおり，本申請における使用目的と整合した確認と

して，側面地盤ばね算定に対して本解析コードと既往文献に添付

される他コード及び原子力産業界において実績ある他コードとの

比較を実施し，本解析コードがそれらと同等の解を与えることを

確認していることから，本解析コードを本申請における側面地盤

ばね算定に使用することは妥当である。 

注記 ＊1：M.NOVAK， T. NOGAMI and F. ABOUL-ELLA，”DYNAMIC SOIL REACTION FOR 

PLANE STRAIN CASE”， EM4，ASCE，1978 年  
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別紙３ ST-CROSS 

1. 使用状況一覧 

使用添付書類 バージョン 

Ⅲ－２－１－１

－１－１－１ 
燃料加工建屋の地震応答計算書 Ver.1.0 

Ⅲ－６－２－１

－１－１－１ 

燃料加工建屋の基準地震動Ｓｓを 1.2 倍した地震力

に対する地震応答計算書 
Ver.1.0 
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2.  解析コードの概要 

コード名 

項目 
ST-CROSS 

開発機関 株式会社竹中工務店 

開発時期 1977年（使用開始時期） 

使用した 

バージョン 
Ver.1.0 

使用目的 質点系モデルにおける底面地盤ばねの算定 

コードの概要 

ST-CROSS（以下，「本解析コード」という。）は，半無限均質地盤

の地表面点加振解（グリーン関数）を用いて，指定した矩形基礎形

状に応じたインピーダンスマトリックスを求めることができる計算

機コードである。 

検証 

(Verification) 

及び 

妥当性確認 

(Validation) 

【検証(Verification)】 

本解析コードの検証の内容は以下のとおりである。 

・基礎の底面地盤ばねについて，本解析コードで算定を行った解析

解と，既往論文＊1に記載されている結果（理論解）を比較し，解

析解と理論解が概ね一致することを確認した。 

・本解析コードの運用環境について，動作環境を満足する計算機に

インストールして用いていることを確認している。 

【妥当性確認（Validation）】 

本解析コードの妥当性確認の内容は以下のとおりである。 

・関西電力株式会社の高浜 3 号機にて，同じ使用目的の解析に使用

されており，実績を有することを確認している。 

・本申請において使用するバージョンは，上述の先行発電プラント

において使用されているものと同じであることを確認している。 

・上述の検証の内容のとおり，本申請における使用目的と整合した

検証として，底面地盤ばね算定に対して本解析コードと既往文献

の評価結果との比較を実施し，本解析コードが既往文献の評価結

果と同等の解を与えることを確認していることから，本解析コー

ドを本申請における底面地盤ばね算定に使用することは妥当であ

る。 

注記 ＊1：吉田ほか 平均変位評価による相互ばねについて，日本建築学会梗概集，1986年 
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別紙４ TDAS 

1. 使用状況一覧 

使用添付書類 バージョン 

Ⅲ－２－１－１

－１－１－１ 
燃料加工建屋の地震応答計算書 Ver.20121030 

Ⅲ－６－２－１

－１－１－１ 

燃料加工建屋の基準地震動Ｓｓを 1.2 倍した地震力

に対する地震応答計算書 
Ver.20121030 
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2.  解析コードの概要 

コード名 

項目 
TDAS 

開発機関 株式会社竹中工務店 

開発時期 1988 年（使用開始時期） 

使用した 

バージョン 
Ver.20121030 

使用目的 質点系モデルによる地震応答解析 

コードの概要 

TDAS（以下，「本解析コード」という。）は，曲げせん断要素及び

ばね要素で構成される質点系モデルの固有値解析及び時間領域での

建屋基礎の浮上りを考慮した地震応答解析等を行うことができるプ

ログラムである。 

１次元重複反射理論による地盤の振動解析（SHAKE）に基づき，埋

め込みを伴う側面地盤ばね位置に入力する地盤応答を算定すること

ができる。 

検証 

(Verification) 

及び 

妥当性確認 

(Validation) 

【検証(Verification)】 

本解析コードの検証の内容は以下のとおりである。 

・１質点系モデルについて，本解析コードで地震応答解析を行った

解析解と，Nigam-Jennings の理論式による理論解を比較し，解析

解と理論解が概ね一致することを確認している。 

・多質点系地震応答解析に対して，発電用原子炉施設の工事計画認

可申請において実績のある NORA2D を用いた解析解と，本解析コー

ドを用いた解析解を比較したベンチマーキングを行った結果，双

方の解が概ね一致していることを確認している。 

・弾性地盤における周波数応答解析において，汎用ソフトウェアで

ある LiQSMART を用いた解析解と，本解析コードを用いた解析解を

比較したベンチマーキングを行った結果，双方の解が概ね一致し

ていることを確認している。 

・本解析コードの運用環境について，動作環境を満足する計算機に

インストールして用いていることを確認している。 

【妥当性確認(Validation)】 

本解析コードの妥当性確認の内容は以下のとおりである。 

・東京電力ホールディングス株式会社の柏崎刈羽 7 号機にて，同じ

使用目的の解析に使用されており，実績を有することを確認して

いる。 

・本申請において使用するバージョンは，上述の先行発電プラント

において使用されているものと同じであることを確認している。 

・上述の内容のとおり，本申請における使用目的と整合した確認と

して，質点系モデル及び弾性地盤による地震応答解析に対して本

解析コードと理論解及び他コードの解析解との比較を実施し，本

解析コードが理論解及び他コードと同等の解を与えることを確認

していることから，本解析コードを本申請における質点系モデル

による地震応答解析に使用することは妥当である。 
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別紙５ MuDIAN 

1. 使用状況一覧 

使用添付書類 バージョン 

Ⅲ－２－１－１

－１－１－１ 

燃料加工建屋の地震応答計算書 

別紙 1 燃料加工建屋における地盤の非線形性に関

する確認 

Ver.8.0 

Ⅲ－６－２－１

－１－１－１ 

燃料加工建屋の基準地震動を 1.2 倍した地震力に対

する地震応答計算書 

別紙 1 燃料加工建屋における地盤の非線形性に関

する確認 

Ver.8.0 
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2.  解析コードの概要 

コード名 

項目 
MuDIAN 

開発機関 株式会社竹中工務店 

開発時期 1993年 

使用した 

バージョン 
Ver.8.0 

使用目的 逐次非線形解析を用いた入力地震動の算定 

コードの概要 

MuDIAN（以下，「本解析コード」という。）は，主に地盤の逐次非

線形解析用として開発された有限要素解析コードである。地盤の非

線形モデルとして，標準的なモール・クーロンモデルのほか，R-Oモ

デルや H-Dモデルの他に，YTモデルを利用可能である。 

日本建築学会における学術論文において，時刻歴解析を必要とす

る地盤の非線形性を考慮した地震応答解析や，建屋と地盤の相互作

用を考慮した地震応答解析に実績がある。 

検証 

(Verification) 

及び 

妥当性確認 

(Validation) 

【検証（Verification）】 

本解析コードの検証の内容は以下のとおりである。 

・地盤の逐次非線形解析について，地盤のせん断ひずみが 1％を超

える条件を模擬した検証として，同じ地盤モデルの例題に対して，

同じ非線形モデルを用いて実施した本解析コードの解析解と，発

電用原子炉施設の工事計画認可申請において使用実績のある

FLIPによる解析解を比較したベンチマーキングを行った結果，双

方の解がよく整合していることを確認している。 

・本解析コードの運用環境について，開発機関から提示された要件

を満足していることを確認している。 

【妥当性確認(Validation)】 

本解析コードの妥当性確認の内容は以下のとおりである。 

・上述の検証の内容のとおり，本申請における使用目的と整合した

検証として，逐次非線形解析を用いた入力地震動の算定に対して

本解析コードと実績ある他コードの解析解との比較を実施し，本

解析コードが他コードと同等の解を与えることを確認しているこ

とから，本解析コードを本申請における逐次非線形解析を用いた

入力地震動の算定に使用することは妥当である。 

・本申請における解析では地盤のせん断ひずみが 1％を超える領域

での解析を行うことに対し，地盤のせん断ひずみが 1％を超える

条件を模擬した検証を行っていることから，本解析コードを本申

請における解析に使用することは妥当である。 

・調査結果から得られたひずみ依存特性と整合する動的特性を考慮

できる YTモデルを設定可能な本解析コードを用いることは，本申

請における解析の目的に照らして妥当である。 
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3. 解析コードの解析手法について 

3.1 一般事項 

・ 本解析コードは，株式会社竹中工務店で開発した，主に地盤の逐次非線形解析

を対象としたプログラムであり，有限要素法に基づく解析プログラムである。 
・ 本解析コードは，燃料加工建屋の地盤の逐次非線形解析に使用している。 

 

3.2 解析コードの特徴 

・ 本解析コードは，主に地盤の逐次非線形解析用として開発された有限要素解

析コードで，地盤の非線形モデルとして，標準的なモール・クーロンモデルの

ほか，R-Oモデルや H-Dモデルの他に，YTモデルを使用可能である。 

・ なお，本解析コードは，多自由度系の振動方程式及び時間積分法を用いて地盤

の逐次非線形解析を行う解析プログラムである。 

 

3.3 解析手法 

3.3.1 運動方程式 

一般に多自由度系の振動方程式は，(1)式で表される。 

[𝑀𝑀]{�̈�𝑢} + [𝐶𝐶]{�̇�𝑢} + [𝐾𝐾]{𝑢𝑢} = −[𝑀𝑀]{�̈�𝑦} (1) 

ここで 

[𝑀𝑀] ：質量マトリクス 

[𝐶𝐶] ：減衰マトリクス 

[𝐾𝐾] ：剛性マトリクス 

{�̈�𝑢} ：加速度ベクトル 

{�̇�𝑢} ：速度ベクトル 

{𝑢𝑢} ：変位ベクトル 

{�̈�𝑦} ：入力加速度ベクトル 

 

3.3.2 減衰項の策定 

減衰項はレイリー減衰として(2)式のように表される。 

[𝐶𝐶] = 𝛼𝛼[𝑀𝑀] + 𝛽𝛽[𝐾𝐾] (2) 

𝛼𝛼 =
2𝜔𝜔1𝜔𝜔2(ℎ1𝜔𝜔2 − ℎ2𝜔𝜔1)

𝜔𝜔2
2 − 𝜔𝜔12

 ， 𝛽𝛽 =
2(ℎ2𝜔𝜔2 − ℎ1𝜔𝜔1)
𝜔𝜔2

2 − 𝜔𝜔12
  

ここで 

𝜔𝜔1 ：減衰定数 h 1を定義する円振動数 

𝜔𝜔2 ：減衰定数 h 2を定義する円振動数 
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3.3.3 時間積分法 

本解析コードでは，時間積分法として Zienkiwicz(1985)の時間積分法 SSpj法を

採用している。本積分法は，時間積分法の積分係数を変えるだけで Wilson-θ法，

Newmark-β法，Houbolt法と等価な時間積分ができる方法である。その理論的背景

を以下に示す。 

 

nステップから n+1ステップまでの時間刻みを⊿tとする。 

n+1ステップの変位 Un+1は nステップの変位 Unとその部分項及び時間刻み⊿tで

(3)式のように表される。 

𝑈𝑈𝑛𝑛+1 = 𝑈𝑈𝑛𝑛 + �̇�𝑈𝑛𝑛 ∙ ∆𝑡𝑡 + �̈�𝑈𝑛𝑛
1
2

(∆𝑡𝑡)2 + ⋯+ 𝛼𝛼 ∙ (∆𝑡𝑡)𝑝𝑝 ∙
1
𝑝𝑝!
 (3) 

ここで 

𝑈𝑈𝑖𝑖 ：変位 

�̇�𝑈𝑖𝑖 ：変位の時間による一階微分 

�̈�𝑈𝑖𝑖 ：変位の時間による二階微分 

𝛼𝛼 ：時差項 

𝑝𝑝 ：次数 

 

(3)式はさらに(4)式のように書き表せる。 

𝑈𝑈𝑛𝑛+1 = �
𝑞𝑞
𝑈𝑈𝑛𝑛

(∆𝑡𝑡)𝑞𝑞

𝑞𝑞!

𝑝𝑝−1

𝑞𝑞=0

+ 𝛼𝛼 ∙
(∆𝑡𝑡)𝑝𝑝

𝑝𝑝!
= 𝑈𝑈�𝑛𝑛+1 + 𝛼𝛼 ∙

(∆𝑡𝑡)𝑝𝑝

𝑝𝑝!
 (4) 

(4)式で示された Un+1を時間 tで微分すると速度，加速度が(4)式と同様な形で書

き表せる。運動方程式にこの変位，速度及び加速度を代入し，⊿t間で重みつき残

差法を用いると(5)式が導かれる。 

� 𝑤𝑤 ∙ (𝑀𝑀𝑈𝑈𝑛𝑛+1 + 𝐶𝐶𝑈𝑈𝑛𝑛+1 + 𝐾𝐾𝑈𝑈𝑛𝑛+1 − 𝑓𝑓)
∆𝑡𝑡

0
𝑑𝑑𝑡𝑡 = 0 (5) 

ここで 

𝑤𝑤 ：重みつき関数 

 

(5)式において 

∫ 𝑤𝑤 ∙ (∆𝑡𝑡)𝑞𝑞∆𝑡𝑡
0 𝑑𝑑𝑡𝑡

∫ 𝑤𝑤∆𝑡𝑡
0 𝑑𝑑𝑡𝑡

= 𝜃𝜃𝑞𝑞 ∙ (∆𝑡𝑡)𝑞𝑞 (6) 

𝑞𝑞 = 1~𝑝𝑝       𝜃𝜃0 = 1       0 ≤ 𝜃𝜃𝑞𝑞 ≤ 1  

とおくと，運動方程式は(7)式のようになる。 
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𝑀𝑀��
𝑞𝑞

𝑈𝑈𝑛𝑛+1 ∙
(∆𝑡𝑡)𝑞𝑞−2

(𝑞𝑞 − 2)!
∙ 𝜃𝜃𝑞𝑞−2

𝑝𝑝−1

𝑞𝑞=2

+ 𝛼𝛼 ∙
(∆𝑡𝑡)𝑝𝑝−2

(𝑝𝑝 − 2)!
∙ 𝜃𝜃𝑝𝑝−2�  

+𝐶𝐶 ��
𝑞𝑞

𝑈𝑈𝑛𝑛+1 ∙
(∆𝑡𝑡)𝑞𝑞−1

(𝑞𝑞 − 1)!
∙ 𝜃𝜃𝑞𝑞−1

𝑝𝑝−1

𝑞𝑞=1

+ 𝛼𝛼 ∙
(∆𝑡𝑡)𝑝𝑝−1

(𝑝𝑝 − 1)!
∙ 𝜃𝜃𝑝𝑝−1�  

+𝐾𝐾��
𝑞𝑞

𝑈𝑈𝑛𝑛+1 ∙
(∆𝑡𝑡)𝑞𝑞

𝑞𝑞!
∙ 𝜃𝜃𝑞𝑞

𝑝𝑝−1

𝑞𝑞=1

+ 𝛼𝛼 ∙
(∆𝑡𝑡)𝑝𝑝

𝑝𝑝!
∙ 𝜃𝜃𝑝𝑝� − 𝑓𝑓 = 0 (7) 

 

(7)式をαにつき解き，(8)式に代入することで n+1ステップの変位，速度，加

速度とする。 

𝑈𝑈𝑛𝑛+1 = 𝑈𝑈�𝑛𝑛+1 + 𝛼𝛼 ∙
(∆𝑡𝑡)𝑝𝑝

𝑝𝑝!
  

�̇�𝑈𝑛𝑛+1 = 𝑈𝑈�̇𝑛𝑛+1 + 𝛼𝛼 ∙
(∆𝑡𝑡)𝑝𝑝−1

(𝑝𝑝 − 1)!
 (8) 

�̈�𝑈𝑛𝑛+1 = 𝑈𝑈�̈𝑛𝑛+1 + 𝛼𝛼 ∙
(∆𝑡𝑡)𝑝𝑝−2

(𝑝𝑝 − 2)!
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3.3.4 YTモデルによる非線形特性 

本申請における燃料加工建屋の逐次非線形解析については，地盤の非線形特性

(応力－ひずみ関係）として，入力値に地盤の骨格剛性を直接定義可能な YTモデル

を設定できる本解析コードを用いている。以下に，YT モデルの骨格曲線と履歴曲

線を示す。 

 

G/G0の値を与えた歪位置γiでのせん断応力τiは以下のようになる。 

𝜏𝜏𝑖𝑖 = �
𝐺𝐺

𝐺𝐺𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚
�
𝑖𝑖
∙ 𝛾𝛾𝑖𝑖 ∙ 𝐺𝐺𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚 (9) 

 

これをτ－γ平面にプロットし，これらの点を繋ぐことで，実験値と完全に一

致する骨格曲線が得られる。また，履歴曲線に関しては，1サイクルあたりの履歴

減衰が h－γ 曲線から得られる減衰定数 h と等しくなるように，仮想の骨格曲線

を双曲線で定義する。これらのせん断ひずみに対する非線形のモデル化の概念図

を第 3.3.4-1図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.3.4-1図 YTモデルによる非線形特性の設定 

 

仮想の骨格曲線に Masing則を 

適用して得られた履歴曲線 

骨格曲線 

仮想の骨格曲線 

無次元化せん断ひずみξ 

無次元化せん断応力η 
剛性 g 

ξ 

減衰 h 

ξ 
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3.4 解析フローチャート 

本解析コードを用いた解析フローチャートを第 3.4-1図に示す。 

 

 

第 3.4-1図 解析フローチャート 

入力データの読込み 

地震波データの読込み 

剛性マトリクス作成 

質量マトリクス作成 

固有値解析 

減衰マトリクス作成 

直接積分法による応答解析 

START 

END 

解析結果の出力 
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3.5 検証（Verification）及び妥当性確認（Validation） 

3.5.1検証（Verification） 

（1）検証の概要 

地盤の逐次非線形解析について，地盤のせん断ひずみが 1％を超える条件を

模擬した検証として，同じ地盤モデルの例題に対して，同じ非線形モデルを用

いて実施した本解析コードによる解析解と，発電用原子炉施設の工事計画認

可申請において使用実績のある FLIP による解析解を比較することで，本プロ

グラムの検証を行った。なお，比較に用いる FLIPは，別途検証が実施された

バージョンのものを用いる。 

 

（2）検証条件 

検証を行う地盤モデルの初期物性値を第 3.5.1-1 表，地盤の非線形特性を

第 3.5.1-1図及び第 3.5.1-2図に示す。地盤モデルは，燃料加工建屋の入力地

震動算定に用いる地盤モデルのうち，表層地盤と同程度の地盤物性を想定し，

Vs=100m/s～400m/s 程度の地盤を設定した。検証に用いる入力地震波は第

3.5.1-3 図に示す ElCentro 地震波を用いる。 

 

第 3.5.1-1表 地盤の初期物性値 

  

区分
層厚
(m)

分割
(m)

深度
(m)

単位体積重量

(kN/m3)
せん断波速度

(m/s)
せん断弾性係数

(kN/m2)
1.00 1.00 17 110 20,976
1.00 2.00 17 110 20,976
1.00 3.00 17 110 20,976
1.00 4.00 17 110 20,976
1.20 5.20 16 124 25,087
1.20 6.40 16 124 25,087
1.20 7.60 16 124 25,087
1.20 8.80 16 124 25,087
1.20 10.00 16 124 25,087
1.20 11.20 16 124 25,087
1.20 12.40 16 124 25,087
1.20 13.60 16 124 25,087
1.20 14.80 16 124 25,087
1.60 16.40 16 162 42,818
1.60 18.00 16 162 42,818
1.60 19.60 16 162 42,818
1.60 21.20 16 162 42,818
1.60 22.80 16 162 42,818
1.60 24.40 16 162 42,818

1.20 1.20 25.60 20 286 166,817
2.00 27.60 20 252 129,512
2.00 29.60 20 252 129,512
2.00 31.60 20 252 129,512
2.00 33.60 20 252 129,512

2.00 2.00 35.60 20 375 286,795
基盤 20 442 398,432

4.00

10.80

9.60

8.00

第1層

第2層
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第 3.5.1-1図 第 1層のひずみ依存特性 

 

 

第 3.5.1-2図 第 2層のひずみ依存特性 

 

 

第 3.5.1-3図 入力地震波の加速度時刻歴波形 
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（3）地盤モデルの非線形特性 

検証における地盤の非線形特性の設定にあたっては，本解析コード及び FLIPに

おいて解析条件を可能な限り合わせるために，両解析コードで設定することので

きる双曲線モデルを用いることとした。 

 

（4）解析結果の比較 

地盤の最大応答値を第 3.5.1-4 図，地表面による加速度応答スペクトルを第

3.5.1-5 図に示す。本解析コードと FLIP の解析解は応答スペクトルの一部周期に

おいて若干の差が生じているものの概ね整合している。最大応答値の分布傾向や

卓越周期はよく整合することを確認した。 

 

 

第 3.5.1-4図 地盤の最大応答値 

 

 

第 3.5.1-5図 地表面による加速度応答スペクトル（h=3%） 
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（5）解析結果の考察 

本解析コードと FLIP の解析解について，地表面の加速度応答スペクトルの一部

周期において若干の差が生じていることから、その差が生じた要因について，両プ

ログラムにおける設定の違いを確認した。 

一部周期における差については，第 3.5.1-6 図に示す履歴ループの概念図のと

おり，両解析コードにおける履歴ループの考え方の違いにより発生したと考えら

れる。第 3.5.1-7図に示す地盤の時刻歴せん断ひずみのとおり，両解析コードにお

ける解析解について，最大ひずみ及び経時特性はよく整合していることから，履歴

ループの考え方の違いは，地盤の非線形挙動に対して有意な差は与えていない。 

このことから，逐次非線形解析としてはいずれの解析コードにおいても適切に

行われており，検証として問題となるものではない。 

 

 

MuDIAN の履歴ループ          FLIPの履歴ループ 

 

第 3.5.1-6図 両解析コードにおける履歴ループの概念図 

 

 

 

第 3.5.1-7図 せん断ひずみの時刻歴波形 
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（6）検証結果 

本解析コードの解析解は，発電用原子炉施設の工事計画認可申請において使用

実績のある FLIP の解析解と比較して，解析結果は整合的であり，さらに地盤の非

線形挙動も整合していることを確認した。 
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3.5.2 妥当性確認（Validation） 

本解析コードの妥当性確認の内容は，以下のとおりである。 

・ 本申請における本解析コードの使用目的は地盤の逐次非線形解析であるこ

とに対し、「3.5.1 検証（Verification）」に示したとおり，同種の解析に

ついて検証を行っていることから，本解析コードを本申請における解析に使

用することは妥当である。 

・ 本申請における解析では，地盤のせん断ひずみが 1％を超える領域での解析

を行うことに対し，「3.5.1 検証（Verification）」に示したとおり，検証

にあたっては地盤のせん断ひずみが 1％を超える条件を模擬していることか

ら，本解析コードを本申請における解析に使用することは妥当である。 

・ 本申請における解析では，ひずみ依存特性を変動させたパラメータスタディ

を行っていることから、「「3.3.4 YTモデルによる非線形特性」」に示し

たとおり，地盤の骨格剛性を直接定義できる YT モデルを設定可能な本解析

コードを用いることは，本申請における解析の目的に照らして妥当である。 

 

3.5.3 評価結果 

3.5.1及び 3.5.2 より，本解析コードを燃料加工建屋の地盤の逐次非線形解析に

用いることは妥当である。 

 

4. 参考文献 

 （1） 吉田望，辻野修一，石原研而：地盤の 1次元非線形解析に用いる土のせん断応

力－せん断ひずみ関係のモデル化，日本建築学会大会学術講演梗概集（中国）

B,pp.1639-1640,1990.10） 

 （2） Iai,S., Matsunaga,Y. and Kameoka,T.: Parameter Identification for a 

Cyclic Mobility Model, Rep. of the Port and Harbour Res. Inst. Vol.29, 

No.4, pp.57-83, 1990. 
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別紙６ TDAPⅢ 

1. 使用状況一覧 

使用添付書類 バージョン 

Ⅲ－２－４－２

－１－１－１－

１ 

燃料加工建屋の隣接建屋に関する影響評価結果 Ver.3.07 

 

 

1510



 

6-2 

 

 

 

2.  解析コードの概要 

コード名 

項目 
TDAPⅢ 

開発機関 大成建設株式会社，株式会社アーク情報システム 

開発時期 1980年代後半 

使用した 

バージョン 
Ver.3.07 

使用目的 地震応答解析 

コードの概要 

TDAPⅢ（以下，「本解析コード」という。）は，静荷重（節点力，静

的震度，強制変形）及び動荷重（節点加振力，強制変位・速度・加

速度，地震動入力）を扱うことができる構造解析の汎用解析コード

である。線形解析及び非線形解析を時間領域における数値積分によ

り行う。 

土木及び建築分野に特化した要素群及び材料非線形モデルを数多

くサポートしていることが特徴で，日本国内では，官公庁，大学及

び民間を問わず，多くの利用実績がある。 

検証 

(Verification) 

及び 

妥当性確認 

(Validation) 

【検証(Verification)】 

本解析コードの検証の内容は以下のとおりである。 

・本解析コードによる地震応答解析の検証として，実績ある解析コ

ードと同一諸元による固有値解析，地震応答解析を行い，算定結

果が一致することを確認している。 

・動作環境を満足する計算機にインストールして用いていることを

確認している。 

【妥当性確認(Validation)】 

本解析コードの妥当性確認の内容は以下のとおりである。 

・九州電力株式会社の川内 1 号機にて，同じ使用目的の解析に使用

されており，実績を有することを確認している。 

・本申請において使用するバージョンは，上述の先行発電プラント

において使用されているものからバージョンアップしているが，

その変更点は，今回の解析に使用していない材料や要素の追加及

び出力関連の機能の追加に関するものであり，今回の解析結果に

影響を及ぼさないことを確認している。 

・上述の検証の内容のとおり，本申請における使用目的と整合した

検証として，地震応答解析に対して本解析コードと実績ある他コ

ードとの比較を実施し，本解析コードが他コードと同等の解を与

えることを確認していることから，本解析コードを本申請におけ

る地震応答解析に使用することは妥当である。 
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Ⅲ－３－２ 機器・配管系 
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別紙 1 応答スペクトル 

1. 使用状況一覧 

使用添付書類 バージョン 

Ⅲ－１－１－６ 設計用床応答曲線の作成方針 r2.06 

Ⅲ－６－１ 
燃料加工建屋の基準地震動Ｓｓを 1.2 倍した地震力

の床応答スペクトル 
r2.06 
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2. 解析コードの概要 

コード名 

項目 
応答スペクトル 

開発機関 関西設計株式会社 

開発時期 2018年 

使用した 

バージョン 
r2.06 

使用目的 設計用床応答曲線作成 

コードの概要 

応答スペクトル_r2.06 (以下，「本解析コード」という。)は，加

速度応答スペクトル作成プログラムであり，建物・構築物の加速度

時刻歴から設計用床応答曲線を作成することを目的とする。 

一定の固有周期及び減衰定数を有する 1 質点系の与えられた加速

度時刻歴に対する最大応答加速度を計算し，減衰定数が同一の系で

計算された複数の床応答スペクトルの包絡値を求め，また床応答ス

ペクトルの拡幅を行う。 

本解析コードは，設計用床応答曲線を作成するために開発したハ

ウスコードである。 

検証 

(Verification) 

及び 

妥当性確認 

(Validation) 

【検証(Verification)】 

本解析コードの検証の内容は以下のとおりである。 

・発電炉にて使用実績がある別解析コード「SAS」により作成した

設計用床応答曲線と本解析コードで作成した設計用床応答曲線

を比較し，一致していることを確認している。 

・本解析コードの運用環境について，動作環境を満足する計算機

にインストールして用いていることを確認している。 

【妥当性確認(Validation)】 

本解析コードの妥当性確認の内容は以下のとおりである。 

・本申請で使用する床応答スペクトルの作成機能は，理論モデル

をそのままコード化した機能であり，拡幅機能及び包絡機能を

含め使用実績がある別解析コード「SAS」との比較により妥当性

は確認している。 

・床応答スペクトルを作成する際，入力する加速度時刻歴データ

の時間刻み幅，データの形式については，使用実績がある別解

析コード「SAS」との比較により妥当性を確認した範囲内にて使

用している。 

・±10%拡幅，時刻歴波の時間刻み及び固有周期計算間隔は

JEAG4601-1987に従っており，妥当性は確認している。 
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3. 解析コードの解析手法について 

3.1 一般事項 

本書は，建物・構築物の地震応答解析から算出される加速度時刻歴から床応答スペク

トルを作成する解析コードである応答スペクトルの説明書である。 

本解析コードは，一定の固有周期及び減衰定数を有する 1 質点系の与えられた加速

度時刻歴に対する最大応答加速度を計算する。また，減衰定数が同一の系で計算された

複数の床応答スペクトルの包絡値を求め，拡幅した設計用床応答曲線の作成を行う。 

 

3.2 解析コードの特徴 

本解析コードにおける 1 自由度系を用いた床応答スペクトルの作成は，ニガム法を

用いることにより行う。主な特徴を以下に示す。 

・加速度時刻歴から周期及び減衰定数に応じた床応答スペクトルを作成する。 

・複数の床応答スペクトルを包絡させた床応答スペクトルに対して拡幅した設計用床

応答曲線を作成する。 

 

3.3 解析手法 

各床面での加速度時刻歴を入力とする 1 自由度系における応答について，減衰定数

をパラメータとして以下に示すニガム法より算出する。 

各質点における相対変位をx，固有円振動数をω，減衰定数を h，地動の加速度時刻

歴をÿ(𝑡𝑡)としたとき，系の運動方程式は， 

 

ẍ+2h∙ω∙ẋ+ω2∙x=－ÿ(𝑡𝑡) (3.1) 

 

と表される。tは一定時間間隔Δtごとに与えられて，ÿiとÿi+1の間を直線によって補間

し，𝑡𝑡iを原点とするこの区間ti~𝑡𝑡i+1内の局部的な時間を𝜏𝜏，Δÿ = ÿi+1 − ÿiとすれば，  

 

ÿ(𝑡𝑡)=
Δÿ

Δt
𝜏𝜏 + ÿi  0 ≦ 𝜏𝜏 ≦Δt (3.2) 

 

と表される。(3.1)式は区間的に 

 

ẍ(𝜏𝜏)+2h∙ω∙ẋ(𝜏𝜏)+ω2∙x(𝜏𝜏)=－
Δÿ

Δt
𝜏𝜏－ÿi  0 ≦ 𝜏𝜏 ≦Δt (3.3) 

 

となる。この非同次微分方程式を解いて，区間のはじめ時刻tiにおける初期条件 
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𝜏𝜏 = 0：x=xi，ẋ=ẋi (3.4) 

 

を与えれば，区間の終わり𝜏𝜏 = Δt(時刻𝑡𝑡i+1=𝑡𝑡i+Δt)における相対変位応答および相対 

速度応答は，次のような形で求まる。 

 

xi+1=A11xi+A12ẋi+B11ÿi + B12ÿi+1 

ẋi+1=A21xi+A22ẋi+B21ÿi + B22ÿi+1 
(3.5) 

 

ここで，A，B は，ω，h，Δtが定まれば一意に定まる係数である。xi+1，ẋi+1が定まれ

ば，絶対加速度応答は(3.1)式より 

 

(ẍ+ÿ)i+1=− (2h∙ω∙ẋi+1+ω
2∙xi+1) (3.6) 

 

によって求められる。したがって，t=0における応答の初期値 

 

x1=0            

ẋ1=－ÿ1Δt          

(ẍ+ÿ)1=2h∙ω∙ÿ1Δt 

(3.7) 

(3.8) 

(3.9) 

 

を与えれば，(3.5)式と(3.6)式によって，応答値が算出される。 
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3.4 解析フローチャート 

本解析コードを用いた解析フローチャートを第 3.4-1図に示す。 

 

第 3.4-1 図  解析フローチャート 

 

 

 

START 

入力データ 

(加速度時刻歴)整理 

床応答スペクトル作成 

減衰定数 

周期軸方向に±10％拡幅 

設計用床応答曲線 

END 

出力 

包絡処理 
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3.5 検証(Verification)及び妥当性確認(Validation) 

3.5.1 検証(Verification) 

(1) 検証の概要 

別解析コード「SAS」にて作成した設計用床応答曲線(検証用データ)と本解析コ

ードで作成した設計用床応答曲線の加速度を比較することで，本プログラムの検

証を行った。 

 

第 3.5-1 表 検証における比較項目 

検証対象 比較項目 

設計用床応答曲線 応答加速度 

 

(2) 検証条件 

燃料加工建屋の地震応答解析（解析コード検証時の地震応答解析モデルであり，

「Ⅲ－２－１－１－1－１－１ 燃料加工建屋の地震応答計算書」に記載された地

震応答解析モデルとは異なる。）から得られた基準地震動Ｓｓに対する加速度時刻

歴として，NS，EW 方向の床レベル 43.20m の質点番号⑥のＳｓ-Ａに対する応答を

用いた。また，設計用床応答曲線を作成するための減衰定数は，機器・配管系の耐

震計算に適用されるもののうち，1.0%とした。第 3.5-1 図に燃料加工建屋の地震応

答解析モデルを示す。 

 

  

第 3.5-1 図 燃料加工建屋地震応答解析モデル(水平方向) 

床応答スペクトル算出点 
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(3) 解析結果の比較 

各検証条件で作成した設計用床応答曲線について，検証用データと本解析コー

ドで作成したデータの比較結果を第 3.5-2図～第 3.5-4図に示す。 

 
第 3.5-2 図 検証用データと本解析コードの比較結果 

(NS方向 床レベル 43.20m 減衰 1.0%) 
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第 3.5-3 図 検証用データと本解析コードの比較結果 

(EW方向 床レベル 43.20m 減衰 1.0%) 
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第 3.5-4 図 検証用データと本解析コードの比較結果 

(水平方向包絡 床レベル 43.20m 減衰 1.0%) 

 

(4) 検証結果 

前項に示す設計用床応答曲線(固有周期と応答加速度)の比較結果のとおり，両

者は一致しており，本解析コードを用いて得られた計算結果の妥当性を確認した。 
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3.5.2 妥当性確認(Validation) 

本解析コードの妥当性確認の内容は，以下のとおりである。 

・本申請で使用する機能は床応答スペクトルの作成機能，拡幅機能及び包絡機能

であり，同一の入力条件に対する 1 自由度系の最大応答加速度を固有周期ご

とに算定し，別解析コード「SAS」と本解析コードの結果を比較することで妥

当性を確認している。 

・設計用床応答曲線を作成する際，入力する加速度時刻歴データの時間刻み幅，

データの形式については，使用実績がある別解析コード「SAS」との比較によ

り妥当性を確認した範囲内にて使用している。 

・±10%拡幅，加速度時刻歴データの時間刻み及び固有周期計算間隔は JEAG4601-

1987に従っており，妥当性は確認している。 

 

3.5.3 評価結果 

3.5.1及び 3.5.2 より，本解析コードを，使用目的に示す設計用床応答曲線の作

成に用いることは妥当である。 

 

4. 参考文献 

 (1) 大崎順彦，新・地震動のスペクトル解析入門 
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令和４年７月 27 日 Ｒ６ 

 

 

 

別紙５ 
 

 

 

補足すべき項目の抽出 
 

※ 本別紙は地盤 00-02、地震 00-02 統合した形式とする。 
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補足説明すべき項目の抽出
（第五条（安全機能を有する施設の地盤）、第二十六条（重大事故等対処施設の地盤）、第六条、第二十七条（地震による損傷の防止））

別紙５①

補足すべき事項

Ⅲ－１－１ 耐震設計
の基本方針
2.耐震設計の基本方針
2.1基本方針
(1) 安全機能を有する
施設

【2.1 基本方針 (1) g.】
・耐震重要施設及びそれらを支持する建物・構築物については，自重及び通常時の荷重等に加え，
基準地震動Ｓｓによる地震力が作用した場合においても，接地圧に対する十分な支持性能を有する
地盤に設置する。
・耐震重要施設以外の建物・構築物については，自重及び通常時の荷重等に加え，耐震重要度分類
の各クラスに応じて算定する地震力が作用した場合においても，接地圧に対する十分な支持性能を
有する地盤に設置する。
・これらの地盤の評価については，「Ⅲ－１－１－２　地盤の支持性能に係る基本方針」に示す。

― ―

Ⅲ－１－１ 耐震設計
の基本方針
2.耐震設計の基本方針
2.1基本方針
(2) 重大事故等対処施
設

【2.1 基本方針 (2) g.】
・常設耐震重要重大事故等対処設備を支持する建物・構築物については，自重及び通常時の荷重等
に加え，基準地震動Ｓｓによる地震力が作用した場合においても，接地圧に対する十分な支持性能
を有する地盤に設置する。
・常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設備を支持する建物・構築物につい
ては，自重及び通常時の荷重等に加え，代替する機能を有する安全機能を有する施設が属する耐震
重要度分類のクラスに適用される地震力が作用した場合においても，接地圧に対する十分な支持性
能を有する地盤に設置する。
・これらの地盤の評価については，「Ⅲ－１－１－２　地盤の支持性能に係る基本方針」に示す。

― ―

― ―

Ⅲ－１－１－２ 地盤
の支持性能に係る基本
方針
2.基本方針

【2. 基本方針】
・対象施設を設置する地盤の地震時における支持性能の評価については，安全機能を有する施設及
び重大事故等対処施設の耐震重要度分類に応じた地震力により地盤に作用する接地圧が，地盤の支
持力度に対して，妥当な余裕を有することを確認する。

1-2 　なお，以下の項目における建物・構築物とは，建物，構築物及び土木構造物の総称とする。 Ⅲ－１－１ 耐震設計
の基本方針
2.耐震設計の基本方針
2.1基本方針
(1) 安全機能を有する
施設

【2.1 基本方針 (1) c.】
・なお，「Ⅲ　加工施設の耐震性に関する説明書」における建物・構築物とは，建物，構築物及び
土木構造物の総称とする。
・MOX燃料加工施設の構築物は排気筒であり，土木構造物は洞道である。 ― ―

＜洞道の取扱い＞
⇒洞道の申請上の取り扱いについて明確化するために補足説明する。
・[補足耐2]洞道の設工認申請上の取り扱いについて

Ⅲ－１－１ 耐震設計
の基本方針
2.耐震設計の基本方針
2.1基本方針
(1) 安全機能を有する
施設

【2.1 基本方針 (1) g.】
・耐震重要施設以外の建物・構築物については，自重及び通常時の荷重等に加え，耐震重要度分類
の各クラスに応じて算定する地震力が作用した場合においても，接地圧に対する十分な支持性能を
有する地盤に設置する。
・これらの地盤の評価については，「Ⅲ－１－１－２　地盤の支持性能に係る基本方針」に示す。

― ―

― ―

Ⅲ－１－１－２ 地盤
の支持性能に係る基本
方針
2.基本方針

【2. 基本方針】
・対象施設を設置する地盤の地震時における支持性能の評価については，安全機能を有する施設及
び重大事故等対処施設の耐震重要度分類に応じた地震力により地盤に作用する接地圧が，地盤の支
持力度に対して，妥当な余裕を有することを確認する。

2-2 　また，上記に加え，基準地震動Ｓｓによる地震力が作用することによって弱面上のずれが発生しな
い地盤として，事業（変更）許可を受けた地盤に設置する。

Ⅲ－１－１ 耐震設計
の基本方針
2.耐震設計の基本方針
2.1基本方針
(1) 安全機能を有する
施設

【2.1 基本方針 (1) g.】
・また，上記に加え，基準地震動Ｓｓによる地震力が作用することによって弱面上のずれが発生し
ない地盤として，事業（変更）許可を受けた地盤に設置する。

― ―

※補足すべき事項の対象なし

2-3 　耐震重要施設以外の建物・構築物については，自重及び通常時の荷重等に加え，耐震重要度分類の
各クラスに応じて算定する地震力が作用した場合においても，接地圧に対する十分な支持性能を有す
る地盤に設置する。

Ⅲ－１－１ 耐震設計
の基本方針
2.耐震設計の基本方針
2.1基本方針
(1) 安全機能を有する
施設

【2.1 基本方針 (1) g.】
・耐震重要施設以外の建物・構築物については，自重及び通常時の荷重等に加え，耐震重要度分類
の各クラスに応じて算定する地震力が作用した場合においても，接地圧に対する十分な支持性能を
有する地盤に設置する。 ― ―

※補足すべき事項の対象なし

3 　耐震重要施設は，地震発生に伴う地殻変動によって生じる支持地盤の傾斜及び撓み並びに地震発生
に伴う建物・構築物間の不等沈下，液状化及び揺すり込み沈下といった周辺地盤の変状により，その
安全機能が損なわれるおそれがない地盤として，事業（変更）許可を受けた地盤に設置する。

Ⅲ－１－１ 耐震設計
の基本方針
2.耐震設計の基本方針
2.1基本方針
(1) 安全機能を有する
施設

【2.1 基本方針 (1) g.】
・耐震重要施設は，地震発生に伴う地殻変動によって生じる支持地盤の傾斜及び撓み並びに地震発
生に伴う建物・構築物間の不等沈下，液状化及び揺すり込み沈下といった周辺地盤の変状により，
その安全機能が損なわれるおそれがない地盤として，事業（変更）許可を受けた地盤に設置する。 ― ―

※補足すべき事項の対象なし

4 　耐震重要施設は，将来活動する可能性のある断層等の露頭がない地盤として，事業（変更）許可を
受けた地盤に設置する。

Ⅲ－１－１ 耐震設計
の基本方針
2.耐震設計の基本方針
2.1基本方針
(1) 安全機能を有する
施設

【2.1 基本方針 (1) g.】
・耐震重要施設は，将来活動する可能性のある断層等の露頭がない地盤として，事業（変更）許可
を受けた地盤に設置する。

― ―

※補足すべき事項の対象なし

Ⅲ－１－１ 耐震設計
の基本方針
5.機能維持の基本方針
5.1構造強度
5.1.5許容限界
(3)基礎地盤の支持性
能

【5.1.5 許容限界】
(3) 基礎地盤の支持性能

ａ．Ｓクラスの建物・構築物，Ｓクラスの機器・配管系，常設耐震重要重大事故等対処設備が設置
される重大事故等対処施設の建物・構築物，機器・配管系の基礎地盤
(a) 基準地震動による地震力との組合せに対する許容限界

― ―

※補足すべき事項の対象なし

－ －

Ⅲ－１－１－２　地盤
の支持性能に係る基本
方針
4.地盤の支持力度
4.1 直接基礎の支持力
度

【4.1 直接基礎の支持力度】
・直接基礎の支持力度については，当該施設直下の地盤を対象とした試験結果を適用することを基
本とする。直接基礎の支持力度の算定については，地盤工学会基準（JGS　1521-2003）地盤の平板
載荷試験結果，又は平成22年10月22日付け平成22･05･21原第９号にて認可を受けた設工認申請書に
係る使用前検査成績書における岩石試験結果を用いて，基礎指針2001による算定式に基づき設定す
る。
・MMRについては、鷹架層と同等以上の力学特性を有することから、鷹架層の極限支持力度を適用す
る。

＜地盤の支持力度＞
⇒直接基礎の支持力算定式又は平板載荷試験結果より設定した極限支
持力度の算定方法，パラメータ等の詳細について補足説明する。
・[補足盤1]地盤の支持性能について

Ⅲ－１－１ 耐震設計
の基本方針
5.機能維持の基本方針
5.1構造強度
5.1.5許容限界
(3)基礎地盤の支持性
能

【5.1.5 許容限界】
(3) 基礎地盤の支持性能

ａ．Ｓクラスの建物・構築物，Ｓクラスの機器・配管系，常設耐震重要重大事故等対処設備が設置
される重大事故等対処施設の建物・構築物，機器・配管系の基礎地盤
(a) 基準地震動による地震力との組合せに対する許容限界

― ―

※補足すべき事項の対象なし

－ －

Ⅲ－１－１－２　地盤
の支持性能に係る基本
方針
4.地盤の支持力度
4.1 直接基礎の支持力
度

【4.1 直接基礎の支持力度】
・直接基礎の支持力度については，当該施設直下の地盤を対象とした試験結果を適用することを基
本とする。直接基礎の支持力度の算定については，地盤工学会基準（JGS　1521-2003）地盤の平板
載荷試験結果，又は平成22年10月22日付け平成22･05･21原第９号にて認可を受けた設工認申請書に
係る使用前検査成績書における岩石試験結果を用いて，基礎指針2001による算定式に基づき設定す
る。
・MMRについては、鷹架層と同等以上の力学特性を有することから、鷹架層の極限支持力度を適用す
る。

＜地盤の支持力度＞
⇒直接基礎の支持力算定式又は平板載荷試験結果より設定した極限支
持力度の算定方法，パラメータ等の詳細について補足説明する。
・[補足盤1]地盤の支持性能について

添付書類(2)基本設計方針 添付書類(1)

5-1 　Ｓクラスの施設及びそれらを支持する建物・構築物の地盤の接地圧に対する支持力の許容限界につ
いては，自重及び通常時の荷重等と基準地震動Ｓｓによる地震力との組み合わせにより算定される接
地圧が，安全上適切と認められる規格及び基準に基づく地盤の極限支持力度に対して，妥当な余裕を
有するよう設計する。

5-2 　また，上記のうちＳクラスの施設の建物・構築物にあっては，自重及び通常時の荷重等と弾性設計
用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力との組み合わせにより算定される接地圧について，安全上
適切と認められる規格及び基準に基づく地盤の短期許容支持力度を許容限界とする。

1-1 第１章　共通項目
2.地盤
　安全機能を有する施設及び重大事故等対処施設は，地震力が作用した場合においても当該施設を十
分に支持することができる地盤に設置する。

2-1 2.1　安全機能を有する施設の地盤
　地震の発生によって生じるおそれがあるその安全機能の喪失に起因する放射線による公衆への影響
の程度が特に大きい施設（以下「耐震重要施設」という。）及びそれらを支持する建物・構築物につ
いては，自重及び通常時の荷重等に加え，その供用中に大きな影響を及ぼすおそれがある地震動（以
下「基準地震動Ｓｓ」という。）による地震力が作用した場合においても，接地圧に対する十分な支
持性能を有する地盤に設置する。

※補足すべき事項の対象なし

※補足すべき事項の対象なし
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補足説明すべき項目の抽出
（第五条（安全機能を有する施設の地盤）、第二十六条（重大事故等対処施設の地盤）、第六条、第二十七条（地震による損傷の防止））

別紙５①

補足すべき事項添付書類(2)基本設計方針 添付書類(1)

Ⅲ－１－１ 耐震設計
の基本方針
5.機能維持の基本方針
5.1構造強度
5.1.5許容限界
(3)基礎地盤の支持性
能

【5.1.5 許容限界】
(3) 基礎地盤の支持性能

ｂ．Ｂクラス及びＣクラスの建物・構築物，機器・配管系，常設耐震重要重大事故等対処設備以外
の常設重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設の建物・構築物，機器・配管系の基礎
地盤

― ―

※補足すべき事項の対象なし

― ―

Ⅲ－１－１－２　地盤
の支持性能に係る基本
方針
4.地盤の支持力度
4.1 直接基礎の支持力
度

【4.1 直接基礎の支持力度】
・直接基礎の支持力度については，当該施設直下の地盤を対象とした試験結果を適用することを基
本とする。直接基礎の支持力度の算定については，地盤工学会基準（JGS　1521-2003）地盤の平板
載荷試験結果，又は平成22年10月22日付け平成22･05･21原第９号にて認可を受けた設工認申請書に
係る使用前検査成績書における岩石試験結果を用いて，基礎指針2001による算定式に基づき設定す
る。
・MMRについては、鷹架層と同等以上の力学特性を有することから、鷹架層の極限支持力度を適用す
る。

＜地盤の支持力度＞
⇒直接基礎の支持力算定式または平板載荷試験の結果から設定した算
定方法、パラメータ等の詳細について補足説明する。
・[補足盤1]地盤の支持性能について

Ⅲ－１－１ 耐震設計
の基本方針
2.耐震設計の基本方針
2.1基本方針
(2) 重大事故等対処施
設

【2.1 基本方針 (2) g.】
・常設耐震重要重大事故等対処設備を支持する建物・構築物については，自重及び通常時の荷重等
に加え，基準地震動Ｓｓによる地震力が作用した場合においても，接地圧に対する十分な支持性能
を有する地盤に設置する。
・これらの地盤の評価については，「Ⅲ－１－１－２　地盤の支持性能に係る基本方針」に示す。

― ―

― ―

Ⅲ－１－１－２ 地盤
の支持性能に係る基本
方針
2.基本方針

【2. 基本方針】
・対象施設を設置する地盤の地震時における支持性能の評価については，安全機能を有する施設及
び重大事故等対処施設の耐震重要度分類に応じた地震力により地盤に作用する接地圧が，地盤の支
持力度に対して，妥当な余裕を有することを確認する。

6-2 　また，上記に加え，基準地震動Ｓｓによる地震力が作用することによって弱面上のずれが発生しな
い地盤として，事業（変更）許可を受けた地盤に設置する。

Ⅲ－１－１ 耐震設計
の基本方針
2.耐震設計の基本方針
2.1基本方針
(2) 重大事故等対処施
設

【2.1 基本方針 (2) g.】
・また，上記に加え，基準地震動Ｓｓによる地震力が作用することによって弱面上のずれが発生し
ない地盤として，事業（変更）許可を受けた地盤に設置する。

― ―

※補足すべき事項の対象なし

6-3 　常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設備を支持する建物・構築物について
は，自重及び通常時の荷重等に加え，代替する機能を有する安全機能を有する施設が属する耐震重要
度分類のクラスに適用される地震力が作用した場合においても，接地圧に対する十分な支持性能を有
する地盤に設置する。

Ⅲ－１－１ 耐震設計
の基本方針
2.耐震設計の基本方針
2.1基本方針
(2) 重大事故等対処施
設

【2.1 基本方針 (2) g.】
・常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設備を支持する建物・構築物につい
ては，自重及び通常時の荷重等に加え，代替する機能を有する安全機能を有する施設が属する耐震
重要度分類のクラスに適用される地震力が作用した場合においても，接地圧に対する十分な支持性
能を有する地盤に設置する。

― ―

※補足すべき事項の対象なし

7 　常設耐震重要重大事故等対処設備を支持する建物・構築物は，地震発生に伴う地殻変動によって生
じる支持地盤の傾斜及び撓み並びに地震発生に伴う建物・構築物間の不等沈下，液状化及び揺すり込
み沈下といった周辺地盤の変状により，重大事故に至るおそれのある事故（設計基準事故を除く。）
又は重大事故（以下「重大事故等」という。）に対処するために必要な機能が損なわれるおそれがな
い地盤として，事業(変更)許可を受けた地盤に設置する。

Ⅲ－１－１ 耐震設計
の基本方針
2.耐震設計の基本方針
2.1基本方針
(2) 重大事故等対処施
設

【2.1 基本方針 (2) g.】
・常設耐震重要重大事故等対処設備を支持する建物・構築物は，地震発生に伴う地殻変動によって
生じる支持地盤の傾斜及び撓み並びに地震発生に伴う建物・構築物間の不等沈下，液状化及び揺す
り込み沈下といった周辺地盤の変状により，その安全機能が損なわれるおそれがない地盤として，
事業(変更)許可を受けた地盤に設置する。

― ―

※補足すべき事項の対象なし

8 　常設耐震重要重大事故等対処設備を支持する建物・構築物は，将来活動する可能性のある断層等の
露頭がない地盤として，事業(変更)許可を受けた地盤に設置する。

Ⅲ－１－１ 耐震設計
の基本方針
2.耐震設計の基本方針
2.1基本方針
(2) 重大事故等対処施
設

【2.1 基本方針 (2) g.】
・常設耐震重要重大事故等対処設備を支持する建物・構築物は，将来活動する可能性のある断層等
の露頭がない地盤として，事業(変更)許可を受けた地盤に設置する。

― ―

※補足すべき事項の対象なし

Ⅲ－１－１ 耐震設計
の基本方針
5.機能維持の基本方針
5.1構造強度
5.1.5許容限界
(3)基礎地盤の支持性
能

【5.1.5 許容限界 (3)】
a.Ｓクラスの建物・構築物，Ｓクラスの機器・配管系，常設耐震重要重大事故等対処設備が設置さ
れる重大事故等対処施設の建物・構築物，機器・配管系の基礎地盤
 (a) 基準地震動による地震力との組合せに対する許容限界
・接地圧が，安全上適切と認められる規格及び基準による地盤の極限支持力度に対して妥当な余裕
を有することを確認する。

― ―

※補足すべき事項の対象なし

― ―

Ⅲー１ー１ー２　地盤
の支持性能に係る基本
方針
4.地盤の支持力度
4.1 直接基礎の支持力
度

【4.1 直接基礎の支持力度】
・直接基礎の支持力度については，当該施設直下の地盤を対象とした試験結果を適用することを基
本とする。直接基礎の支持力度の算定については，地盤工学会基準（JGS　1521-2003）地盤の平板
載荷試験結果，又は平成22年10月22日付け平成22･05･21原第９号にて認可を受けた設工認申請書に
係る使用前検査成績書における岩石試験結果を用いて，基礎指針2001による算定式に基づき設定す
る。
・MMRについては、鷹架層と同等以上の力学特性を有することから、鷹架層の極限支持力度を適用す
る。

＜地盤の支持力度＞
⇒直接基礎の支持力算定式または平板載荷試験の結果から設定した算
定方法，パラメータ等の詳細について補足説明する。
・[補足盤1]地盤の支持性能について

Ⅲ－１－１ 耐震設計
の基本方針
5.機能維持の基本方針
5.1構造強度
5.1.5許容限界
(3)基礎地盤の支持性
能

【5.1.5 許容限界 (3)】b.Ｂクラス及びＣクラスの建物・構築物，機器・配管系，常設耐震重要重
大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設の建物・構築
物，機器・配管系の基礎地盤
・上記(3)a.(b)を適用する。 ― ―

※補足すべき事項の対象なし

― ―

Ⅲー１ー１ー２　地盤
の支持性能に係る基本
方針
4.地盤の支持力度
4.1 直接基礎の支持力
度

【4.1 直接基礎の支持力度】
・直接基礎の支持力度については，当該施設直下の地盤を対象とした試験結果を適用することを基
本とする。直接基礎の支持力度の算定については，地盤工学会基準（JGS　1521-2003）地盤の平板
載荷試験結果，又は平成22年10月22日付け平成22･05･21原第９号にて認可を受けた設工認申請書に
係る使用前検査成績書における岩石試験結果を用いて，基礎指針2001による算定式に基づき設定す
る。
・MMRについては、鷹架層と同等以上の力学特性を有することから、鷹架層の極限支持力度を適用す
る。

＜地盤の支持力度＞
⇒直接基礎の支持力算定式または平板載荷試験の結果から設定した算
定方法、パラメータ等の詳細について補足説明する。
・[補足盤1]地盤の支持性能について

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
1.概要

【1.概要】
・MOX燃料加工施設の耐震設計が「加工施設の技術基準に関する規則」(以下「技術基準規則」とい
う。)第五条及び第二十六条(地盤)，並びに第六条及び第二十七条(地震による損傷の防止)に適合す
ることを説明するものである。
・上記条文以外への適合性を説明する各資料にて基準地震動Ｓｓに対して機能を保持するとしてい
るものとして第十一条及び第二十九条（火災等による損傷の防止）に係る火災防護設備の耐震性に
ついては「Ⅲ－４ 火災防護設備の耐震性に関する説明書」，第十二条（加工施設内における溢水に
よる損傷の防止）に係る溢水防護設備の耐震性については「Ⅲ－５ 溢水防護設備の耐震性に関する
説明書」にて説明する。また，第三十条(重大事故等対処設備)に係る地震を要因とする重大事故等
に対する施設の耐震性については「Ⅲ－６ 地震を要因とする重大事故等に対する施設の耐震性に関
する説明書」にて説明する。

― ―

＜耐震評価対象の網羅性，既設工認との評価手法の相違点の整理＞
⇒申請施設における評価対象施設，評価項目・部位の網羅性及び代表
性を示すため，MOX燃料加工施設における既設工認との評価手法の相違
点の整理について補足説明する。
・[補足耐1]耐震評価対象の網羅性，既設工認との手法の相違点の整理
について(建物・構築物，機器・配管系)

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
2.耐震設計の基本方針
2.1 基本方針

【2.1 基本方針】
・MOX燃料加工施設の耐震設計は，安全機能を有する施設については，地震により安全機能が損なわ
れるおそれがないこと，重大事故等対処施設については地震により重大事故に至るおそれがある事
故又は重大事故(以下「重大事故等」という。)に対処するために必要な機能が損なわれるおそれが
ないことを目的とし，「技術基準規則」に適合する設計とする。

― ―

※補足すべき事項の対象なし

11 なお，以下の項目における建物・構築物とは，建物，構築物及び土木構造物の総称とする。 Ⅲ－１－１ 耐震設計
の基本方針
2.耐震設計の基本方針
2.1基本方針

【2.1 基本方針】
・「Ⅲ 加工施設の耐震性に関する説明書」における建物・構築物とは，建物，構築物及び土木構造
物の総称とする。
・MOX燃料加工施設の構築物は排気筒であり，土木構造物は洞道である。

― ―

＜洞道の取扱い＞
⇒洞道の申請上の取り扱いについて明確化するために補足説明する。
・[補足耐2]洞道の設工認申請上の取り扱いについて

　常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設備を支持する建物・構築物及び機
器・配管系の地盤においては，自重及び通常時の荷重等と，静的地震力及び動的地震力（Ｂクラスの
施設の機能を代替する常設重大事故等対処設備の共振影響検討に係るもの）との組合せにより算定さ
れる接地圧に対して，安全上適切と認められる規格及び基準に基づく地盤の短期許容支持力度を許容
限界とする。

9-2

5-3 　Ｂクラス及びＣクラスの施設の地盤においては，自重及び通常時の荷重等と，静的地震力及び動的
地震力（Ｂクラスの共振影響検討に係るもの）との組合せにより算定される接地圧に対して，安全上
適切と認められる規格及び基準に基づく地盤の短期許容支持力度を許容限界とする。

9-1 　常設耐震重要重大事故等対処設備を支持する建物・構築物の地盤の接地圧に対する支持力の許容限
界については，自重及び通常時の荷重等と基準地震動Ｓｓによる地震力との組み合わせにより算定さ
れる接地圧が，安全上適切と認められる規格及び基準に基づく地盤の極限支持力度に対して，妥当な
余裕を有するよう設計する。

6-1 2.2　重大事故等対処施設の地盤
　常設耐震重要重大事故等対処設備を支持する建物・構築物については，自重及び通常時の荷重等に
加え，基準地震動Ｓｓによる地震力が作用した場合においても，接地圧に対する十分な支持性能を有
する地盤に設置する。

※補足すべき事項の対象なし

10 第1章　共通項目
3.　自然現象等
3.1　地震による損傷の防止
3.1.1 耐震設計
(1)　耐震設計の基本方針
MOX燃料加工施設は，次の方針に基づき耐震設計を行う。

1526



補足説明すべき項目の抽出
（第五条（安全機能を有する施設の地盤）、第二十六条（重大事故等対処施設の地盤）、第六条、第二十七条（地震による損傷の防止））

別紙５①

補足すべき事項添付書類(2)基本設計方針 添付書類(1)

12 a.　安全機能を有する施設
(a)　安全機能を有する施設は，地震の発生によって生ずるおそれがある安全機能の喪失及びそれに続
く放射線による公衆への影響を防止する観点から，施設の安全機能が喪失した場合の影響の相対的な
程度（以下「耐震重要度」という。）に応じて，Ｓクラス，Ｂクラス又はＣクラスに分類し，それぞ
れの耐震重要度に応じた地震力に十分耐えられる設計とする。

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
2.耐震設計の基本方針
2.1 基本方針

【2.1 基本方針(1) a.】
・安全機能を有する施設は，地震の発生によって生ずるおそれがある安全機能の喪失及びそれに続
く放射線による公衆への影響を防止する観点から，各施設の安全機能が喪失した場合の影響の相対
的な程度(以下「耐震重要度」という。)に応じて，Ｓクラス，Ｂクラス及びＣクラスに分類（以下
「耐震重要度分類」という。）し，それぞれの耐震重要度に応じた地震力に十分耐えられる設計と
する。

― ―

※補足すべき事項の対象なし

Ⅲ－１－１ 耐震設計
の基本方針
2.耐震設計の基本方針
2.1 基本方針

【2.1 基本方針】
・施設の設計にあたり考慮する，基準地震動及び弾性設計用地震動の概要を「Ⅲ－１－１－１　基
準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄの概要」に示す。

― ―

※補足すべき事項の対象なし

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
2.耐震設計の基本方針
2.1 基本方針
(1)安全機能を有する
施設

【2.1 基本方針(1) b.】
b.耐震重要施設（a.においてＳクラスに分類する施設をいう。)は，その供用中に大きな影響を及ぼ
すおそれがある地震動(事業(変更)許可を受けた基準地震動(以下「基準地震動Ｓｓ」という。))に
よる地震力に対してその安全機能が損なわれるおそれがない設計とする。 ― ―

※補足すべき事項の対象なし

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
2.耐震設計の基本方針
2.1 基本方針
(1)安全機能を有する
施設

【2.1 基本方針(1) h.】
・安全機能を有する施設の構造計画及び配置計画に際しては，地震の影響が低減されるように考慮
する。

― ―

※補足すべき事項の対象なし

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
10.耐震計算の基本方
針

【10.耐震計算の基本方針】
・耐震設計方針に基づいて設計した施設について，耐震計算を行うに当たり，既設工認で実績があ
り，かつ，最新の知見に照らしても妥当な手法及び条件を用いることを基本とする。
・最新の知見を適用する場合は，その妥当性及び適用可能性を確認した上で適用する。
・耐震計算における動的地震力の水平方向及び鉛直方向の組合せについては，水平1方向及び鉛直方
向地震力の組合せで実施した上で，その計算結果に基づき水平2方向及び鉛直方向地震力の組合せが
耐震性に及ぼす影響を評価する。
・評価対象設備である配管，弁，機器(容器及びポンプ類)及び電気計装品(盤，装置及び器具)のう
ち，複数設備に共通して適用する計算方法については，「Ⅲ－１－１－11－１　配管の耐震支持方
針」，「Ⅲ－１－１－11－２　ダクトの耐震支持方針」及び「Ⅲ－１－２　耐震計算書作成の基本
方針」に示す。
・評価に用いる環境温度については「Ⅴ－１－１－４ 安全機能を有する施設及び重大事故等対処設
備が使用される条件の下における健全性に関する説明書」に従う。

― ―

※補足すべき事項の対象なし

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
2.耐震設計の基本方針
2.1 基本方針

【2.1 基本方針 (1) c.】
・Ｓクラスの施設は，基準地震動Ｓｓによる地震力に対してその安全機能が損なわれるおそれがな
い設計とする。 ― ―

※補足すべき事項の対象なし

Ⅲ－１－１ 耐震設計
の基本方針
10.耐震計算の基本方
針

【10.耐震計算の基本方針】
・耐震設計方針に基づいて設計した施設について，耐震計算を行うに当たり，既設工認で実績があ
り，かつ，最新の知見に照らしても妥当な手法及び条件を用いることを基本とする。
・最新の知見を適用する場合は，その妥当性及び適用可能性を確認した上で適用する。
・耐震計算における動的地震力の水平方向及び鉛直方向の組合せについては，水平1方向及び鉛直方
向地震力の組合せで実施した上で，その計算結果に基づき水平2方向及び鉛直方向地震力の組合せが
耐震性に及ぼす影響を評価する。
・評価対象設備である配管，弁，機器(容器及びポンプ類)及び電気計装品(盤，装置及び器具)のう
ち，複数設備に共通して適用する計算方法については，「Ⅲ－１－１－11－１　配管の耐震支持方
針」，「Ⅲ－１－１－11－２　ダクトの耐震支持方針」及び「Ⅲ－１－２　耐震計算書作成の基本
方針」に示す。

― ―

※補足すべき事項の対象なし

15 建物・構築物については，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して，建物・構築物全体としての変形能
力（耐震壁のせん断ひずみ等）が終局耐力時の変形に対して十分な余裕を有し，部材・部位ごとのせ
ん断ひずみ・応力等が終局耐力時のせん断ひずみ・応力等に対して，妥当な安全余裕を有する設計と
する。

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
2.耐震設計の基本方針
2.1 基本方針

【2.1 基本方針 (1) c.】
（1）安全機能を有する施設
・Ｓクラスの施設は，基準地震動Ｓｓによる地震力に対してその安全機能が損なわれるおそれがな
い設計とする。
・建物・構築物については，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して，建物・構築物全体としての変
形能力(耐震壁のせん断ひずみ等)が終局耐力時の変形に対して十分な余裕を有し，部材・部位ごと
のせん断ひずみ・応力等が終局耐力時のせん断ひずみ・応力等に対して，妥当な安全余裕を有する
設計とする。

― ―

※補足すべき事項の対象なし

16 機器・配管系については，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して，その施設に要求される機能を保持
する設計とし，塑性域に達するひずみが生じる場合であっても，その量が小さなレベルに留まって破
断延性限界に十分な余裕を有し，その施設に要求される機能に影響を及ぼさない，また，動的機器等
については，基準地震動Ｓｓによる応答に対してその設備に要求される機能を保持する設計とする。
なお，動的機能が要求される機器については，当該機器の構造，動作原理等を考慮した評価を行い，
既往の研究等で機能維持の確認がなされた機能確認済加速度等を超えていないことを確認する。

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
2.耐震設計の基本方針
2.1 基本方針

【2.1 基本方針 (1) c.】
・機器・配管系については，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して，塑性域に達するひずみが生じ
る場合であっても，その量が小さなレベルに留まって破断延性限界に十分な余裕を有し，その施設
の機能を保持できるように設計する。
・動的機器等については，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して，当該機器に要求される機能を維
持する設計とする。このうち，動的機能が要求される機器については，当該機器の構造，動作原理
等を考慮した評価を行い，既往の研究等で機能維持の確認がなされた機能確認済加速度等を超えな
いことを確認する。

― ―

※補足すべき事項の対象なし

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
2.耐震設計の基本方針
2.1 基本方針

【2.1 基本方針】
・施設の設計にあたり考慮する，基準地震動及び弾性設計用地震動の概要を「Ⅲ－１－１－１　基
準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄの概要」に示す。 ― ―

※補足すべき事項の対象なし

Ⅲ－１－１ 耐震設計
の基本方針
2.耐震設計の基本方針
2.1 基本方針
(1)安全機能を有する
施設

【2.1 基本方針(1) c.】
・Ｓクラスの施設は，事業(変更)許可を受けた弾性設計用地震動（以下「弾性設計用地震動Ｓｄ」
という。）による地震力又は静的地震力のいずれか大きい方の地震力に対しておおむね弾性状態に
留まる範囲で耐える設計とする。 ― ―

※補足すべき事項の対象なし

18 建物・構築物については，弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力のいずれか大きい方の
地震力により発生する応力に対して，建築基準法等の安全上適切と認められる規格及び基準による許
容応力度を許容限界とする。

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
2.耐震設計の基本方針
2.1 基本方針
(1)安全機能を有する
施設

【2.1 基本方針(1) c.】
・建物・構築物については，弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力のいずれか大きい
方の地震力により発生する応力に対して，建築基準法等の安全上適切と認められる規格及び基準に
よる許容応力度を許容限界とする。 ― ―

※補足すべき事項の対象なし

19 機器・配管系については，弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力のいずれか大きい方の
地震力による応答が全体的におおむね弾性状態に留まる設計とする。

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
2.耐震設計の基本方針
2.1 基本方針
(1)安全機能を有する
施設

【2.1 基本方針(1) c.】
・機器・配管系については，弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力のいずれか大きい
方の地震力による応答が全体的におおむね弾性状態に留まる設計とする。

― ―

※補足すべき事項の対象なし

13 (b)　耐震重要施設（(a)においてＳクラスに分類する施設をいう。）は，その供用中に大きな影響を
及ぼすおそれがある地震動（事業(変更)許可を受けた基準地震動（以下「基準地震動Ｓｓ」とい
う。））による地震力に対してその安全機能が損なわれるおそれがない設計とする。

14 (c)　Ｓクラスの施設は，基準地震動Ｓｓによる地震力に対してその安全機能が損なわれるおそれがな
い設計とする。

17 また，Ｓクラスの施設は，事業(変更)許可を受けた弾性設計用地震動（以下「弾性設計用地震動Ｓ
ｄ」という。）による地震力又は静的地震力のいずれか大きい方の地震力に対しておおむね弾性状態
に留まる範囲で耐えられる設計とする。
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補足説明すべき項目の抽出
（第五条（安全機能を有する施設の地盤）、第二十六条（重大事故等対処施設の地盤）、第六条、第二十七条（地震による損傷の防止））

別紙５①

補足すべき事項添付書類(2)基本設計方針 添付書類(1)

20 (d)　Ｓクラスの施設について，静的地震力は，水平地震力と鉛直地震力が同時に不利な方向の組合せ
で作用するものとする。
また，基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力は，水平2方向及び鉛直方向について適
切に組み合わせて算定するものとする。

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
2.耐震設計の基本方針
2.1 基本方針
(1)安全機能を有する
施設

【2.1 基本方針(1) d.】
・Ｓクラスの施設について，静的地震力は水平方向地震力と鉛直方向地震力が同時に不利な方向の
組合せで作用するものとする。
・基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力は，水平2方向及び鉛直方向について適切
に組み合わせて算定するものとする。

― ―

※補足すべき事項の対象なし

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
2.耐震設計の基本方針
2.1 基本方針
(1)安全機能を有する
施設

【2.1 基本方針(1) e.】
・Ｂクラス及びＣクラスの施設は，静的地震力に対しておおむね弾性状態に留まる範囲で耐えられ
る設計とする。
・Ｂクラス施設のうち，共振のおそれのある施設については，その影響についての検討を行う。検
討に用いる地震動は，弾性設計用地震動Ｓｄに2分の1を乗じたものとする。当該地震動による地震
力は，水平2方向及び鉛直方向について適切に組み合わせて算定するものとする。

― ―

※補足すべき事項の対象なし

Ⅲ－１－１ 耐震設計
の基本方針
5.機能維持の基本方針
5.1 構造強度
5.1.5 許容限界
(1)安全機能を有する
施設
b.機器・配管系

【5.1.5 許容限界(1) b.】
(b)Bクラス及びCクラスの機器
・上記b.(a)ロ.による応力を許容限界とする。

― ―

※補足すべき事項の対象なし

Ⅲ－１－１ 耐震設計
の基本方針
10.耐震計算の基本方
針

【10.耐震計算の基本方針】
・耐震設計方針に基づいて設計した施設について，耐震計算を行うに当たり，既設工認で実績があ
り，かつ，最新の知見に照らしても妥当な手法及び条件を用いることを基本とする。
・最新の知見を適用する場合は，その妥当性及び適用可能性を確認した上で適用する。
・耐震計算における動的地震力の水平方向及び鉛直方向の組合せについては，水平1方向及び鉛直方
向地震力の組合せで実施した上で，その計算結果に基づき水平2方向及び鉛直方向地震力の組合せが
耐震性に及ぼす影響を評価する。

― ―

※補足すべき事項の対象なし

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
2.耐震設計の基本方針
2.1 基本方針
(1)安全機能を有する
施設

【2.1 基本方針(1) f.】
(1)安全機能を有する施設
・耐震重要施設は，耐震重要度の下位のクラスに属する施設(安全機能を有する施設以外の施設及び
資機材等含む)の波及的影響によって，その安全機能を損なわない設計とする。
・安全機能を有する施設の設計において，安全機能を有する施設以外の施設が安全機能を有する施
設と一体となって設置される設備は，当該設備の荷重を考慮した設計とする。

― ―

※補足すべき事項の対象なし

Ⅲ－１－１ 耐震設計
の基本方針
6.構造計画と配置計画

【6.構造計画と配置計画】
・安全機能を有する施設及び重大事故等対処施設の構造計画及び配置計画に際しては，地震の影響
が低減されるように考慮する
・建物・構築物は，原則として剛構造とし，重要な建物・構築物は，地震力に対し十分な支持性能
を有する地盤に支持させる。剛構造としない建物・構築物は，剛構造と同等又はそれを上回る耐震
安全性を確保する。
・耐震設計において地下水位の低下を期待する建物・構築物は，周囲の地下水を排水し，基礎スラ
ブ底面レベル以深に地下水位を維持できるよう地下水排水設備(サブドレンポンプ，水位検出器等)
を設置する。
地下水排水設備は，上記より対象となる建物・構築物の評価に影響するため，建物・構築物の機能
要求を満たすように，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して機能を維持するとともに，非常用電源
設備又は基準地震動Ｓｓによる地震力に対し機能維持が可能な発電機からの給電が可能な設計とす
ることとし，その評価を「Ⅲ－２－１　加工設備等に係る耐震性に関する計算書」のうち地下水排
水設備の耐震性についての計算書に示す。
・機器・配管系は，応答性状を適切に評価し，適用する地震力に対して構造強度を有する設計とす
る。配置に自由度のあるものは，耐震上の観点からできる限り重心位置を低くし，かつ，安定性の
よい据え付け状態になるよう，「9.　機器・配管系の支持方針について」に示す方針に従い配置す
る。
・下位クラス施設は，耐震重要施設及び常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等
対処施設に対して離隔を取り配置する，又は耐震重要施設及び常設耐震重要重大事故等対処設備が
設置される重大事故等対処施設の重大事故等に対処するために必要な機能を保持する設計とする。

― ―

※補足すべき事項の対象なし

Ⅲ－１－１ 耐震設計
の基本方針
10.耐震計算の基本方
針

【10.耐震計算の基本方針】
・耐震設計方針に基づいて設計した施設について，耐震計算を行うに当たり，既設工認で実績があ
り，かつ，最新の知見に照らしても妥当な手法及び条件を用いることを基本とする。
・最新の知見を適用する場合は，その妥当性及び適用可能性を確認した上で適用する。
・耐震計算における動的地震力の水平方向及び鉛直方向の組合せについては，水平1方向及び鉛直方
向地震力の組合せで実施した上で，その計算結果に基づき水平2方向及び鉛直方向地震力の組合せが
耐震性に及ぼす影響を評価する。
・評価対象設備である配管，弁，機器(容器及びポンプ類)及び電気計装品(盤，装置及び器具)のう
ち，複数設備に共通して適用する計算方法については，「Ⅲ－１－１－11－１　配管の耐震支持方
針」，「Ⅲ－１－１－11－２　ダクトの耐震支持方針」及び「Ⅲ－１－２　耐震計算書作成の基本
方針」に示す。

― ―

※補足すべき事項の対象なし

23 (g)　耐震重要施設については，周辺地盤の変状により，その安全機能が損なわれるおそれがない設計
とする。

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
2.耐震設計の基本方針
2.1 基本方針
(1)安全機能を有する
施設

【2.1 基本方針(1) g.】
・耐震重要施設については，周辺地盤の変状が生じた場合により，その安全機能が損なわれるおそ
れがない設計とする。
・耐震重要施設のうち周辺地盤の液状化のおそれがある施設は，その周辺地盤の液状化を考慮した
場合においても，支持機能及び構造健全性が確保される設計とする。
・建物・構築物の基礎地盤として置き換えるマンメイドロック（以下「MMR」という。）について
は，基盤面及び周辺地盤の掘削に対する不陸整正及び建物・構築物がMMRを介して鷹架層に支持され
ることを目的とする。そのため，直下の鷹架層と同等以上の支持性能を有する設計とし，接地圧に
対する支持性能評価においては鷹架層の支持力を適用する。
・これらの地盤の評価については，「Ⅲ－１－１－２　地盤の支持性能に係る基本方針」に示す。

― ―

※補足すべき事項の対象なし

24 b.　重大事故等対処施設
(a)　重大事故等対処施設について，安全機能を有する施設の耐震設計における動的地震力又は静的地
震力に対する設計方針を踏襲し，重大事故等対処施設の構造上の特徴，重大事故等時における運転状
態及び重大事故等の状態で施設に作用する荷重等を考慮し，適用する地震力に対して重大事故等に対
処するために必要な機能が損なわれるおそれがない設計とする。

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
2.耐震設計の基本方針
2.1 基本方針
(2)重大事故等対処施
設

【2.1 基本方針(2) a.】
・重大事故等対処施設について，安全機能を有する施設の耐震設計における動的地震力又は静的地
震力に対する設計方針を踏襲し，重大事故等対処施設の構造上の特徴，重大事故等時における運転
状態及び重大事故等の状態で施設に作用する荷重等を考慮し，適用する地震力に対して重大事故等
に対処するために必要な機能が損なわれるおそれがない設計とする。

― ―

※補足すべき事項の対象なし

25 重大事故等対処施設について，施設の各設備が有する重大事故等に対処するために必要な機能及び設
置状態を踏まえて，常設耐震重要重大事故等対処設備，常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設
重大事故等対処設備に分類し，それぞれの設備分類に応じて設計する。

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
2.耐震設計の基本方針
2.1 基本方針
(2)重大事故等対処施
設

【2.1 基本方針(2)　a.】
・重大事故等対処施設については，施設の各設備が有する重大事故等時に対処するために必要な機
能及び設置状態を踏まえて，重大事故等が発生した場合において対処するために必要な機能を有す
る設備であって常設のもの(以下「常設重大事故等対処設備」という。)を，常設耐震重要重大事故
等対処設備及び常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設備に分類し，それぞ
れの設備分類に応じて設計する。

― ―

※補足すべき事項の対象なし

22 (f)　耐震重要施設は，耐震重要度の下位のクラスに属する施設の波及的影響によって，その安全機能
が損なわない設計とする。

21 (e)　Ｂクラス及びＣクラスの施設は，静的地震力に対しておおむね弾性状態に留まる範囲で耐えられ
る設計とする。また，Ｂクラスの施設のうち，共振のおそれのある施設については，その影響につい
ての検討を行う。検討に用いる地震動は，弾性設計用地震動Ｓｄに２分の１を乗じたものとする。当
該地震動による地震力は，水平2方向及び鉛直方向について適切に組み合わせて算定するものとする。
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補足説明すべき項目の抽出
（第五条（安全機能を有する施設の地盤）、第二十六条（重大事故等対処施設の地盤）、第六条、第二十七条（地震による損傷の防止））

別紙５①

補足すべき事項添付書類(2)基本設計方針 添付書類(1)

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
2.耐震設計の基本方針
2.1 基本方針

【2.1 基本方針(2) b.】
・常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設は，基準地震動Ｓｓによる地
震力に対して，重大事故等に対処するために必要な機能が損なわれるおそれがない設計とする。 ― ―

※補足すべき事項の対象なし

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
2.耐震設計の基本方針
2.1 基本方針

【2.1 基本方針(2) h.】
・重大事故等対処施設の構造計画及び配置計画に際しては，地震の影響が低減されるように考慮す
る。 ― ―

※補足すべき事項の対象なし

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
10.耐震計算の基本方
針

【10.耐震計算の基本方針】
・耐震設計方針に基づいて設計した施設について，耐震計算を行うに当たり，既設工認で実績があ
り，かつ，最新の知見に照らしても妥当な手法及び条件を用いることを基本とする。
・最新の知見を適用する場合は，その妥当性及び適用可能性を確認した上で適用する。
・耐震計算における動的地震力の水平方向及び鉛直方向の組合せについては，水平1方向及び鉛直方
向地震力の組合せで実施した上で，その計算結果に基づき水平2方向及び鉛直方向地震力の組合せが
耐震性に及ぼす影響を評価する。
・評価対象設備である配管，弁，機器(容器及びポンプ類)及び電気計装品(盤，装置及び器具)のう
ち，複数設備に共通して適用する計算方法については，「Ⅲ－１－１－11－１　配管の耐震支持方
針」，「Ⅲ－１－１－11－２　ダクトの耐震支持方針」及び「Ⅲ－１－２　耐震計算書作成の基本
方針」に示す。

― ―

※補足すべき事項の対象なし

27 建物・構築物については，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して，建物・構築物全体としての変形能
力（耐震壁のせん断ひずみ等）が終局耐力時の変形に対して十分な余裕を有し，部材・部位ごとのせ
ん断ひずみ・応力等が終局耐力時のせん断ひずみ・応力等に対して，妥当な安全余裕を有する設計と
する。

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
2.耐震設計の基本方針
2.1 基本方針
(2)重大事故等対処施
設

【2.1 基本方針(2) b.】
・建物・構築物については，構造物全体としての変形能力(耐震壁のせん断ひずみ等)が終局耐力時
の変形に対して十分な余裕を有し，部材・部位ごとのせん断ひずみ・応力等が終局耐力時のせん断
ひずみ・応力等に対して，妥当な安全余裕を有する設計とする。 － ―

※補足すべき事項の対象なし

28 機器・配管系については，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して，その施設に要求される機能を保持
する設計とし，塑性域に達するひずみが生じる場合であっても，その量が小さなレベルに留まって破
断延性限界に十分な余裕を有し，その施設に要求される機能に影響を及ぼさない設計とする。また，
動的機器等については，基準地震動Ｓｓによる応答に対して，その設備に要求される機能を保持する
設計とする。なお，動的機能が要求される機器については，当該機器の構造，動作原理等を考慮した
評価を行い，既往の研究等で機能維持の確認がなされた機能確認済加速度等を超えていないことを確
認する。

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
2.耐震設計の基本方針
2.1 基本方針
(2)重大事故等対処施
設

【2.1 基本方針(2) b.】
・機器・配管系については，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して，その施設に要求される機能を
保持するように設計し，塑性域に達するひずみが生じる場合であっても，その量が小さなレベルに
留まって破断延性限界に十分な余裕を有し，その施設に要求される機能を保持できる設計とする。
・動的機器等については，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して，当該機器に要求される機能を維
持する設計とする。このうち，動的機能が要求される機器については，当該機器の構造，動作原理
等を考慮した評価を行い，既往の研究等で機能維持の確認がなされた機能確認済加速度等を超えな
いことを確認する。

－ ―

※補足すべき事項の対象なし

29 (c)　常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設に適用する基準地震動Ｓｓに
よる地震力は水平2方向及び鉛直方向について適切に組み合わせて算定するものとする。

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
2.耐震設計の基本方針
2.1 基本方針
(2)重大事故等対処施
設

【2.1 基本方針(2) c.】
・常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設に適用する基準地震動Ｓｓに
よる地震力は，水平2方向及び鉛直方向について適切に組み合わせて算定するものとする。

－ ―

※補足すべき事項の対象なし

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
2.耐震設計の基本方針
2.1 基本方針
(2)重大事故等対処施
設

【2.1 基本方針(2) d.】
・常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施
設については，設計基準事故に対処するための設備が有する機能を代替する施設の属する耐震重要
度に応じた地震力に対し十分に耐えられる設計とする。
・代替する安全機能を有する施設がない常設重大事故等対処設備は，安全機能を有する施設の耐震
設計における耐震重要度の分類方針に基づき，重大事故等対処時の使用条件を踏まえて，当該設備
の機能喪失により放射線による公衆への影響の程度に応じて分類した地震力に対し十分に耐えられ
る設計とする。

－ ―

※補足すべき事項の対象なし

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
10.耐震計算の基本方
針

【10.耐震計算の基本方針】
・耐震設計方針に基づいて設計した施設について，耐震計算を行うに当たり，既設工認で実績があ
り，かつ，最新の知見に照らしても妥当な手法及び条件を用いることを基本とする。
・最新の知見を適用する場合は，その妥当性及び適用可能性を確認した上で適用する。
・耐震計算における動的地震力の水平方向及び鉛直方向の組合せについては，水平1方向及び鉛直方
向地震力の組合せで実施した上で，その計算結果に基づき水平2方向及び鉛直方向地震力の組合せが
耐震性に及ぼす影響を評価する。
・評価対象設備である配管，弁，機器(容器及びポンプ類)及び電気計装品(盤，装置及び器具)のう
ち，複数設備に共通して適用する計算方法については，「Ⅲ－１－１－11－１　配管の耐震支持方
針」，「Ⅲ－１－１－11－２　ダクトの耐震支持方針」及び「Ⅲ－１－２　耐震計算書作成の基本
方針」に示す。

－ ―

※補足すべき事項の対象なし

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
2.耐震設計の基本方針
2.1 基本方針

【2.1 基本方針(2) 重大事故等対処施設 e.】
・常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設は，Ｂクラス及びＣクラスの
施設，常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設備が設置される重大事故等対
処施設，可搬型重大事故等対処設備の波及的影響によって，重大事故等に対処するために必要な機
能を損なわない設計とする。

－ ―

※補足すべき事項の対象なし

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
6.構造計画と配置計画

【6.構造計画と配置計画】
・安全機能を有する施設及び重大事故等対処施設の構造計画及び配置計画に際しては，地震の影響
が低減されるように考慮する。
・建物・構築物は，原則として剛構造とし，重要な建物・構築物は，地震力に対し十分な支持性能
を有する地盤に支持させる。剛構造としない建物・構築物は，剛構造と同等又はそれを上回る耐震
安全性を確保する。
・耐震設計において地下水位の低下を期待する建物・構築物は，周囲の地下水を排水し，基礎スラ
ブ底面レベル以深に地下水位を維持できるよう地下水排水設備(サブドレンポンプ，水位検出器等)
を設置する。
地下水排水設備は，上記より対象となる建物・構築物の評価に影響するため，建物・構築物の機能
要求を満たすように，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して機能を維持するとともに，非常用電源
設備又は基準地震動Ｓｓによる地震力に対し機能維持が可能な発電機からの給電が可能な設計とす
ることとし，その評価を「Ⅲ－２－１　加工設備等に係る耐震性に関する計算書」のうち地下水排
水設備の耐震性についての計算書に示す。
・機器・配管系は，応答性状を適切に評価し，適用する地震力に対して構造強度を有する設計とす
る。配置に自由度のあるものは，耐震上の観点からできる限り重心位置を低くし、かつ，安定性の
よい据え付け状態になるよう，「9. 機器・配管系の支持方針について」に示す方針に従い配置す
る。
・下位クラス施設は，常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設に対して
離隔を取り配置する，又は重大事故等に対処するために必要な機能を保持する設計とする。

－ ―

※補足すべき事項の対象なし

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
10.耐震計算の基本方
針

【10.耐震計算の基本方針】
・耐震設計方針に基づいて設計した施設について，耐震計算を行うに当たり，既設工認で実績があ
り，かつ，最新の知見に照らしても妥当な手法及び条件を用いることを基本とする。
・最新の知見を適用する場合は，その妥当性及び適用可能性を確認した上で適用する。
・耐震計算における動的地震力の水平方向及び鉛直方向の組合せについては，水平1方向及び鉛直方
向地震力の組合せで実施した上で，その計算結果に基づき水平2方向及び鉛直方向地震力の組合せが
耐震性に及ぼす影響を評価する。
・評価対象設備である配管，弁，機器(容器及びポンプ類)及び電気計装品(盤，装置及び器具)のう
ち，複数設備に共通して適用する計算方法については，「Ⅲ－１－１－11－１　配管の耐震支持方
針」，「Ⅲ－１－１－11－２　ダクトの耐震支持方針」及び「Ⅲ－１－２　耐震計算書作成の基本
方針」に示す。

－ ―

※補足すべき事項の対象なし

30 (d)　常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施
設は，代替する機能を有する安全機能を有する施設が属する耐震重要度に適用される地震力に十分耐
えることができる設計とする。
また，代替する安全機能を有する施設がない常設重大事故等対処設備は，安全機能を有する施設の耐
震設計における耐震重要度の分類の方針に基づき，重大事故等対処時の使用条件を踏まえて，当該設
備の機能喪失により放射線による公衆への影響の程度に応じて分類し，その地震力に対し十分に耐え
ることができる設計とする。

(b)常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設は，基準地震動Ｓｓによる地震
力に対して重大事故等に対処するために必要な機能が損なわれるおそれがない設計とする。

26

31 (e)　常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設は，Ｂクラス及びＣクラスの
施設，常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処
施設，可搬型重大事故等対処設備の波及的影響によって，その重大事故等に対処するために必要な機
能を損なわない設計とする。
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補足説明すべき項目の抽出
（第五条（安全機能を有する施設の地盤）、第二十六条（重大事故等対処施設の地盤）、第六条、第二十七条（地震による損傷の防止））

別紙５①

補足すべき事項添付書類(2)基本設計方針 添付書類(1)

32 (f)　 緊急時対策所の耐震設計の基本方針については，「(6) 緊急時対策所」に示す。 Ⅲ－１－１ 耐震設計
の基本方針
2.耐震設計の基本方針
2.1 基本方針
(2)重大事故等対処施
設

【2.1 基本方針(2) f.】
・緊急時対策所の耐震設計における機能維持の基本方針については，「5.2 機能維持」に示す。

－ ―

※補足すべき事項の対象なし

33 (g)　常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設については，周辺地盤の変状
により，重大事故等に対処するために必要な機能が損なわれるおそれがない設計とする。

Ⅲ－１－１ 耐震設計
の基本方針
2.耐震設計の基本方針
2.1 基本方針
(2)重大事故等対処施
設

【2.1 基本方針(2) g.】
・常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設については，周辺地盤の変状
により，重大事故等に対処するために必要な機能が損なわれるおそれがない設計とする。
・常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設のうちその周辺地盤の液状化
のおそれがある施設は，その周辺地盤の液状化を考慮した場合においても，支持機能及び構造健全
性が確保される設計とする。
・これらの地盤の評価については，「Ⅲ－1－1－2 地盤の支持性能に係る基本方針」に示す。

－ ―

※補足すべき事項の対象なし

34 (2)　耐震設計上の重要度分類及び重大事故等対処施設の設備分類
a.　安全機能を有する施設の耐震設計上の重要度分類
安全機能を有する施設の耐震重要度を以下のとおり分類する。

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
3.耐震設計上の重要度
分類及び重大事故等対
処施設の設備分類
3.1 安全機能を有する
施設の耐震設計上の重
要度分類

【3.1 安全機能を有する施設の耐震設計上の重要度分類】
・安全機能を有する施設の耐震設計上の重要度を以下のとおり分類する。
・下記に基づく各施設の具体的な耐震設計上の重要度分類及び当該施設を支持する構造物の支持機
能が維持されることを確認する地震動を「Ⅲ－１－１－３　重要度分類及び重大事故等対処設備の
設備分類の基本方針」の第2.4-1表，申請設備の耐震重要度分類について同添付書類の第2.4-2表に
示す。

－ ―

※補足すべき事項の対象なし

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
3.耐震設計上の重要度
分類及び重大事故等対
処施設の設備分類
3.1 安全機能を有する
施設の耐震設計上の重
要度分類
(1)Ｓクラスの施設

【3.1 安全機能を有する施設の耐震設計上の重要度分類】
・自ら放射性物質を内蔵している施設，当該施設に直接関係しておりその機能喪失により放射性物
質を外部に放散する可能性のある施設，放射性物質を外部に放散する可能性のある事態を防止する
ために必要な施設及び放射性物質が外部に放散される事故発生の際に外部に放散される放射性物質
による影響を低減させるために必要となる施設であって，環境への影響が大きいもの。
a. MOXを非密封で取り扱う設備・機器を収納するグローブボックス等であって，その破損による公
衆への放射線の影響が大きい施設
b. 上記a.に関連する設備・機器で放射性物質の外部への放散を抑制するための設備・機器
c. 上記a.及びb.の設備・機器の機能を確保するために必要な施設

― ―

※補足すべき事項の対象なし

― ―

Ⅲ－１－１－３　重要
度分類及び重大事故等
対処設備の設備分類の
基本方針
2.安全機能を有する施
設の重要度分類
2.1 耐震設計上の重要
度分類
(1)Ｓクラスの施設

【2.1 耐震設計上の重要度分類(1)】
・自ら放射性物質を内蔵している施設，当該施設に直接関係しておりその機能喪失により放射性物
質を外部に放散する可能性のある施設，放射性物質を外部に放散する可能性のある事態を防止する
ために必要な施設及び放射性物質が外部に放散される事故発生の際に外部に放散される放射性物質
による影響を低減させるために必要となる施設であって，環境への影響が大きいもの。
a．MOXを非密封で取り扱う設備・機器を収納するグローブボックス等であって，その破損による公
衆への放射線の影響が大きい施設
b．上記a．に関連する設備・機器で放射性物質の外部への放散を抑制するための設備・機器
c．上記a．及びb．の設備・機器の機能を確保するために必要な施設

※補足すべき事項の対象なし

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
3.耐震設計上の重要度
分類及び重大事故等対
処施設の設備分類
3.1 安全機能を有する
施設の耐震設計上の重
要度分類
(2)Ｂクラスの施設

【3.1 安全機能を有する施設の耐震設計上の重要度分類(2)】
・安全機能を有する施設のうち，機能喪失した場合の影響がＳクラスの施設と比べ小さい施設。
a. 核燃料物質を取り扱う設備・機器又はMOXを非密封で取り扱う設備・機器を収納するグローブ
ボックス等であって，その破損による公衆への放射線の影響が比較的小さいもの(ただし，核燃料物
質が少ないか又は収納方式によりその破損による公衆への放射線の影響が十分小さいものは除く。)
b. 放射性物質の外部への放散を抑制するための設備・機器であってＳクラス以外の設備・機器 ― ―

※補足すべき事項の対象なし

― ―

Ⅲ－１－１－３　重要
度分類及び重大事故等
対処設備の設備分類の
基本方針
2.安全機能を有する施
設の重要度分類
2.1 耐震設計上の重要
度分類
(2)Ｂクラスの施設

【2.1 耐震設計上の重要度分類(2)】
安全機能を有する施設のうち，機能喪失した場合の影響がＳクラスに属する施設と比べ小さい施
設。
a. 核燃料物質を取り扱う設備・機器又はMOXを非密封で取り扱う設備・機器を収納するグローブ
ボックス等であって，その破損による公衆への放射線の影響が比較的小さいもの(ただし，核燃料物
質が少ないか又は収納方式によりその破損による公衆への放射線の影響が十分小さいものは除く。)
b. 放射性物質の外部への放散を抑制するための設備・機器であってＳクラス以外の設備・機器

※補足すべき事項の対象なし

37 (c)　Ｃクラスの施設
Ｓクラスに属する施設及びＢクラスに属する施設以外の一般産業施設又は公共施設と同等の安全性が
要求される施設。

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
3.耐震設計上の重要度
分類及び重大事故等対
処施設の設備分類
3.1 安全機能を有する
施設の耐震設計上の重
要度分類
(3)Ｃクラスの施設

【3.1 安全機能を有する施設の耐震設計上の重要度分類(3)】
・Ｓクラスに属する施設及びＢクラスに属する施設以外の一般産業施設又は公共施設と同等の安全
性が要求される施設。

― ―

※補足すべき事項の対象なし

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
3.耐震設計上の重要度
分類及び重大事故等対
処施設の設備分類
3.1 安全機能を有する
施設の耐震設計上の重
要度分類

【3.1 安全機能を有する施設の耐震設計上の重要度分類】
・安全機能を有する施設の耐震設計上の重要度を以下のとおり分類する。
・下記に基づく各施設の具体的な耐震設計上の重要度分類及び当該施設を支持する構造物の支持機
能が維持されることを確認する地震動を「Ⅲ－１－１－３　重要度分類及び重大事故等対処施設の
設備分類の基本方針」の第2.4-1表，申請設備の耐震重要度分類について同添付書類の第2.4-2表に
示す。
※各施設の重要度分類及び支持機能の要求される地震動を「Ⅲ－１－１－３ 重要度分類及び重大事
故等対処施設の設備分類の基本方針」に示す。

― ―

※補足すべき事項の対象なし

― ―

Ⅲ－１－１－３ 重要
度分類及び重大事故等
対処施設の設備分類の
基本方針
2.安全機能を有する施
設の重要度分類
2.1 耐震設計上の重要
度分類

【2.1 耐震設計上の重要度分類】
・安全機能を有する施設の耐震設計上の重要度を次のように分類する。

※補足すべき事項の対象なし

― ―

Ⅲ－１－１－３ 重要
度分類及び重大事故等
対処施設の設備分類の
基本方針
2.安全機能を有する施
設の重要度分類
2.4 MOX燃料加工施設
の区分

【2.4 MOX燃料加工施設の区分】
・安全機能を有する施設の耐震重要度分類に対するクラス別施設を第2.4-1表に，安全機能を有する
施設の申請設備の耐震重要度分類表を第2.4-2表に示す。
・同表には，当該施設を支持する建物・構築物の支持機能が維持されることを確認する地震動及び
波及的影響を考慮すべき施設に適用する地震動(以下「検討用地震動」という。)を併記する。

※補足すべき事項の対象なし

(b)　Ｂクラスの施設
安全機能を有する施設のうち，機能喪失した場合の影響がＳクラスに属する施設と比べ小さい施設。

イ.　核燃料物質を取り扱う設備・機器又はMOXを非密封で取り扱う設備・機器を収納するグローブ
ボックス等であって，その破損による公衆への放射線の影響が比較的小さいもの（ただし，核燃料物
質が少ないか又は収納方式によりその破損による公衆への放射線の影響が十分小さいものは除く。）
ロ.　放射性物質の外部への放散を抑制するための設備・機器であってSクラス以外の設備・機器

38 上記に基づくクラス別施設を第3.1.1-1表に示す。
なお，同表には当該施設を支持する建物・構築物の支持機能が維持されることを確認する地震動及び
波及的影響を考慮すべき施設に適用する地震動についても併記する。

35 (a)　Ｓクラスの施設
自ら放射性物質を内蔵している施設，当該施設に直接関係しておりその機能喪失により放射性物質を
外部に放散する可能性のある施設，放射性物質を外部に放散する可能性のある事態を防止するために
必要な施設及び放射性物質が外部に放散される事故発生の際に外部に放散される放射性物質による影
響を低減させるために必要となる施設であって，環境への影響が大きいもの。

イ.　MOXを非密封で取り扱う設備・機器を収納するグローブボックス等であって，その破損による公
衆への放射線の影響が大きい施設
ロ.　上記イ.に関連する設備・機器で放射性物質の外部への放散を抑制するための設備・機器
ハ.　上記イ.及びロ.の設備・機器の機能を確保するために必要な施設

36
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補足説明すべき項目の抽出
（第五条（安全機能を有する施設の地盤）、第二十六条（重大事故等対処施設の地盤）、第六条、第二十七条（地震による損傷の防止））

別紙５①

補足すべき事項添付書類(2)基本設計方針 添付書類(1)

39 b.　重大事故等対処施設の設備分類
重大事故等対処施設について，施設の各設備が有する重大事故等に対処するために必要な機能及び設
置状態を踏まえて，以下の設備分類に応じた設計とする。

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
3.耐震設計上の重要度
分類及び重大事故等対
処施設の設備分類
3.2 重大事故等対処施
設の設備分類

【3.2 重大事故等対処施設の設備分類】
・重大事故等対処施設の設備について，耐震設計上の分類を各設備が有する重大事故等に対処する
ために必要な機能及び設置状態を踏まえ，以下のとおりに分類する。

― ―

※補足すべき事項の対象なし

40 (a)　常設重大事故等対処設備
重大事故に至るおそれがある事故及び重大事故が発生した場合において，対処するために必要な機能
を有する設備であって常設のもの。

イ.　常設耐震重要重大事故等対処設備
常設重大事故等対処設備であって，耐震重要施設に属する設計基準事故に対処するための設備が有す
る機能を代替するもの。

ロ.　常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設備
常設重大事故等対処設備であって，上記イ．以外のもの。

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
3.耐震設計上の重要度
分類及び重大事故等対
処施設の設備分類
3.2 重大事故等対処施
設の設備分類
(1)常設重大事故等対
処設備

【3.2 重大事故等対処施設の設備分類(1)】
ａ.常設耐震重要重大事故等対処設備
・常設重大事故等対処設備であって，耐震重要施設に属する設計基準事故に対処するための設備が
有する機能を代替するもの
b.常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設備
・常設重大事故等対処設備であって，上記a. 以外のもの ― ―

※補足すべき事項の対象なし

Ⅲ－１－１ 耐震設計
の基本方針
3.耐震設計上の重要度
分類及び重大事故等対
処施設の設備分類
3.2 重大事故等対処施
設の設備分類

【3.2 重大事故等対処施設の設備分類】
・重大事故等対処施設の設備について，耐震設計上の分類を各設備が有する重大事故等に対処する
ために必要な機能及び設置状態を踏まえ，以下のとおりに分類する。
・下記の分類に基づき耐震評価を行う申請設備の設備分類について「Ⅲ－１－１－３　重要度分類
及び重大事故等対処施設の設備分類の基本方針」の第4.3-1表に示す。 ― ―

※補足すべき事項の対象なし

― ―

Ⅲ－１－１－３ 重要
度分類及び重大事故等
対処施設の設備分類の
基本方針
4.重大事故等対処施設
の設備分類
4.3 重大事故等対処施
設の区分
4.3.3　間接支持機能
及び波及的影響

【4.3 重大事故等対処施設の区分】
・重大事故等対処施設の耐震設計上の設備分類を第4.3-1表に示す。
・同表には，当該施設を支持する建物・構築物の支持機能が維持されることを確認する検討用地震
動及び波及的影響を考慮するべき施設に検討用地震動を併記する。

※補足すべき事項の対象なし

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
4.設計用地震力
4.1 地震力の算定法

Ⅲ－１－１　耐震設計の基本方針
【4.設計用地震力】
【4.1 地震力の算定方法】
・耐震設計に用いる地震力の算定は以下の方法による。

― ―

※補足すべき事項の対象なし

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
4.設計用地震力
4.2 設計用地震力

【4.2 設計用地震力】
・「4.1 地震力の算定方法」に基づく設計用地震力は「Ⅲ－１－１－８　機能維持の基本方針」の
第2-1表に示す地震力に従い算定するものとする。 ― ―

※補足すべき事項の対象なし

― ―

Ⅲ－１－１－８　機能
維持の基本方針
2.機能維持の確認に用
いる設計用地震力

【2.機能維持の確認に用いる設計用地震力】
・機能維持の確認に用いる設計用地震力については，「Ⅲ－１－１　耐震設計の基本方針」の「4.
設計用地震力」に示す設計用地震力の算定方法に基づくこととし，具体的な算定方法は第2-1表に示
す。
・また，当該申請における機器・配管系の設計用地震力の算定に際しては，「Ⅲ－１－１－６　設
計用床応答曲線の作成方針」に定める方法にて設定した設計用床応答曲線を用いる。
第2.-1表 設計用地震力
(1) 静的地震力
a.安全機能を有する施設
b.重大事故等対処施設
(2) 動的地震力
a.安全機能を有する施設
b.重大事故等対処施設
(3) 設計用地震力
a.安全機能を有する施設
b.重大事故等対処施設

※補足すべき事項の対象なし

43 a.　静的地震力
安全機能を有する施設に適用する静的地震力は，Ｓクラス，Ｂクラス及びＣクラスの施設に適用する
こととし，それぞれの耐震重要度に応じて以下の地震層せん断力係数及び震度に基づき算定する。

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
4.設計用地震力
4.1 地震力の算定法
4.1.1 静的地震力

【4.1.1 静的地震力】
・安全機能を有する施設に適用する静的地震力は，Ｓクラスの施設，Ｂクラス及びＣクラスの施設
に適用することとし，それぞれの耐震重要度に応じて，以下の地震層せん断力係数Ｃｉ及び震度に基

づき算定するものとする。
－ ―

※補足すべき事項の対象なし

44 重大事故等対処施設については，常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設備が
設置される重大事故等対処施設に，代替する機能を有する安全機能を有する施設が属する耐震重要度
に適用される地震力を適用する。

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
4.設計用地震力
4.1 地震力の算定法
4.1.1 静的地震力

【4.1.1 静的地震力】
・重大事故等対処施設については，常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設
備が設置される重大事故等対処施設に，代替する機能を有する安全機能を有する施設が属する耐震
重要度分類のクラスに適用される静的地震力を適用する。

－ ―

※補足すべき事項の対象なし

41 上記に基づく重大事故等対処施設の設備分類について第3.1.1-2表に示す。
なお，同表には，重大事故等対処設備を支持する建物・構築物の支持機能が損なわれないことを確認
する地震力についても併記する。

45  (a)　建物・構築物
水平地震力は，地震層せん断力係数Ｃｉに，次に示す施設の耐震重要度に応じた係数を乗じ，さらに当

該層以上の重量を乗じて算定するものとする。
Ｓクラス　　3.0
Ｂクラス　　1.5
Ｃクラス　　1.0
ここで，地震層せん断力係数Ｃｉは，標準せん断力係数Ｃ０を0.2以上とし，建物・構築物の振動特性，

地盤の種類等を考慮して求められる値とする。
また，必要保有水平耐力の算定においては，地震層せん断力係数Ｃｉに乗じる施設の耐震重要度に応じ

た係数は，耐震重要度の各クラスともに1.0とし，その際に用いる標準せん断力係数Ｃ０は1.0以上とす

る。
Ｓクラスの施設については，水平地震力と鉛直地震力が同時に不利な方向の組合せで作用するものと
する。鉛直地震力は，震度0.3以上を基準とし，建物・構築物の振動特性及び地盤の種類等を考慮し，
高さ方向に一定として求めた鉛直震度より算定する。

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
4.設計用地震力
4.1 地震力の算定法
4.1.1 静的地震力
(1)建物・構築物

【4.1.1 静的地震力(1)】
・水平地震力は，地震層せん断力係数Ｃｉに，次に示す施設の耐震重要度に応じた係数を乗じ，さ
らに当該層以上の重量を乗じて算定するものとする。
Ｓクラス　　3.0
Ｂクラス　　1.5
Ｃクラス　　1.0
・地震層せん断力係数Ｃｉは，標準せん断力係数Ｃ０を0.2以上とし，建物・構築物の振動特性，地
盤の種類等を考慮して求められる値とする。
・必要保有水平耐力の算定においては，地震層せん断力係数Ｃｉに乗じる施設の耐震重要度に応じ
た係数は，Ｓクラス，Ｂクラス及びＣクラスともに1.0とし，その際に用いる標準せん断力係数Ｃ０
は1.0以上とする。
・Ｓクラスの施設については，水平地震力と鉛直地震力が同時に不利な方向の組合せで作用するも
のとする。鉛直地震力は，震度0.3以上を基準とし，建物・構築物の振動特性及び地盤の種類等を考
慮し，高さ方向に一定として求めた鉛直震度より算定する。

－ ―

※補足すべき事項の対象なし

42 (3)　地震力の算定方法
耐震設計に用いる設計用地震力は，以下の方法で算定される静的地震力及び動的地震力とする。

1531



補足説明すべき項目の抽出
（第五条（安全機能を有する施設の地盤）、第二十六条（重大事故等対処施設の地盤）、第六条、第二十七条（地震による損傷の防止））

別紙５①

補足すべき事項添付書類(2)基本設計方針 添付書類(1)

46 (b)　機器・配管系
耐震重要度の各クラスの地震力は，上記(a)に示す地震層せん断力係数Ｃｉに施設の耐震重要度に応じ

た係数を乗じたものを水平震度とし，当該水平震度及び上記(a)の鉛直震度をそれぞれ20％増しとした
震度より求めるものとする。
Ｓクラスの施設については，水平地震力と鉛直地震力は同時に不利な方向の組合せで作用するものと
する。ただし，鉛直震度は高さ方向に一定とする。
上記(a)及び(b)の標準せん断力係数Ｃ０等の割増し係数については，耐震性向上の観点から，一般産業

施設及び公共施設の耐震基準との関係を考慮して設定する。

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
4.設計用地震力
4.1 地震力の算定法
4.1.1 静的地震力
(2)機器・配管系

【4.1.1 静的地震力(2)】
・静的地震力は，上記(1)に示す地震層せん断力係数Ｃｉに施設の耐震重要度分類に応じた係数を乗

じたものを水平震度として，当該水辺震度及び上記(1)の鉛直震度をそれぞれ20％増とした震度より
求めるものとする。
・Ｓクラス施設については，水平地震力と鉛直地震力は同時に不利な方向の組み合わせて作用する
ものとする。ただし，鉛直震度は高さ方向に一定とする。
・上記(1)及び(2)の標準せん断力係数Ｃ０等の割増し係数については，耐震性向上の観点から，一般

産業施設及び公共施設の耐震基準との関係を考慮して設定する。

－ ―

※補足すべき事項の対象なし

47 b.　動的地震力
安全機能を有する施設について，Ｓクラスの施設の設計に適用する動的地震力は，基準地震動Ｓｓ及
び弾性設計用地震動Ｓｄから定める入力地震動を適用する。

Ｂクラスの施設のうち共振のおそれのある施設については，上記Ｓクラスの施設に適用する弾性設計
用地震動Ｓｄに2分の1を乗じたものから定める入力地震動を適用する。

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
4.設計用地震力
4.1 地震力の算定法
4.1.2 動的地震力

【4.1.2 動的地震力】
・安全機能を有する施設については，動的地震力は，Ｓクラスの施設及びＢクラスの施設のうち共
振のおそれのあるものに適用する。
・Ｓクラスの施設については，基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄから定める入力地震動を
適用する
・Ｂクラスの施設のうち共振のおそれのあるものについては，弾性設計用地震動Ｓｄから定める入
力地震動の振幅を2分の1にしたものによる地震力を適用する。

－ ―

※補足すべき事項の対象なし

48 重大事故等対処施設については，常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設
に基準地震動Ｓｓによる地震力を適用する。
常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設の
うち，Ｂクラスに属する施設の機能を代替する施設であって共振のおそれのある施設については，
「b.動的地震力」に示す共振のおそれのあるＢクラス施設に適用する地震力を適用する。
なお，重大事故等対処施設のうち，安全機能を有する施設の基本構造と異なる施設については，適用
する地震力に対して，要求される機能及び構造健全性が維持されることを確認するため，当該施設の
構造を適切にモデル化した上での地震応答解析，加振試験等を実施する。

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
4.設計用地震力
4.1 地震力の算定法
4.1.2 動的地震力

【4.1.2 動的地震力】
・重大事故等対処施設については，常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処
施設に基準地震動Ｓｓによる地震力を適用する。
・常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施
設のうち，Ｂクラスの施設の機能を代替する共振のおそれのある施設については，共振のおそれの
あるＢクラスの施設に適用する地震力を適用する。
・重大事故等対処施設のうち，安全機能を有する施設の基本構造と異なる施設については，適用す
る地震力に対して，要求される機能及び構造健全性が維持されることを確認するため，当該施設の
構造を適切にモデル化した上での地震応答解析，加振試験等を実施する。

－ ―

※補足すべき事項の対象なし

50 動的地震力は，水平2方向及び鉛直方向について適切に組み合わせて算定する。水平2方向及び鉛直方
向地震力の組合せによる影響確認に当たっては，水平1方向及び鉛直方向地震力を組み合わせた既往の
耐震計算への影響が考えられる施設，設備を抽出し，建物・構築物の3次元応答性状及びそれによる機
器・配管系への影響を考慮した上で，既往の方法を用いた耐震性に及ぼす影響を評価する。

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
4.設計用地震力
4.1 地震力の算定法
4.1.2 動的地震力

【4.1.2 動的地震力】
・動的地震力は水平2方向及び鉛直方向について適切に組み合わせて算定する。動的地震力の水平2
方向及び鉛直方向の組合せについては，水平1方向及び鉛直方向地震力を組み合わせた既往の耐震計
算への影響の可能性がある施設・設備を抽出し，3次元応答性状の可能性も考慮した上で，既往の方
法を用いた耐震性に及ぼす影響を評価する。その方針を「Ⅲ－１－１－７　水平2方向及び鉛直方向
地震力の組合せに関する影響評価方針」に示す。 － ―

＜水平2方向及び鉛直方向地震力の組合せ＞
⇒水平2方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価にあたり，
設備形状に応じた影響評価の内容について補足説明する。
・[補足耐12]水平2方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する設備の抽
出及び考え方について

⇒水平2方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価に係る根拠
を示すため，評価部位の抽出内容について補足説明する。
・[補足耐13]水平2方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する評価部位
の抽出

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
4.設計用地震力
4.1 地震力の算定法
4.1.2 動的地震力

【4.1.2 動的地震力】
・地質調査の結果によれば，重要なMOX燃料加工施設の設置位置周辺は，新第三紀の鷹架層が十分な
広がりをもって存在することが確認されている。
解放基盤表面は，この新第三紀の鷹架層のＳ波速度が0.7km/s以上を有する標高約－70mの位置に想
定することとする。
・基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄは，解放基盤表面で定義する。
・建物・構築物の地震応答解析モデルに対する入力地震動は，解放基盤表面からの地震波の伝播特
性を適切に考慮した上で，必要に応じ2次元FEM 解析又は1次元波動論により，地震応答解析モデル
の入力位置で評価した入力地震動を設定する。
・必要に応じて地盤の非線形応答に関する動的変形特性を考慮することとし，地盤のひずみに応じ
た地盤物性値を用いて作成する。非線形性の考慮に当たっては，地下水排水設備による地下水位の
低下状態を踏まえ評価する。
・入力地震動の設定に用いる地下構造モデルについては，地震動評価で考慮した敷地全体の地下構
造及び対象建物・構築物の直下又は周辺の地質・速度構造の特徴を踏まえて適切に設定する。
・必要に応じ敷地における観測記録による検証や最新の科学的・技術的知見を踏まえ，地質・速度
構造等の地盤条件を設定する。
・Ｂクラスの施設及びＢクラス施設の機能を代替する常設重大事故等対処設備が設置される重大事
故等対処施設のうち共振のおそれがあり，動的解析が必要なものに対しては，弾性設計用地震動Ｓ
ｄに2 分の1 を乗じたものを用いる。

－ ―

※補足すべき事項の対象なし

― ―

Ⅲ－１－１－１　基準
地震動Ｓｓ及び弾性設
計用地震動Ｓｄの概要
5. 敷地地盤の振動特
性
5.1 解放基盤表面の設
定

【5.1 解放基盤表面の設定】
・各種地質調査結果より，敷地の地盤は速度構造的に特異性を有する地盤ではないと考えられる。
解放基盤表面については，敷地地下で著しい高低差がなく，ほぼ水平で相当な拡がりを有し，著し
い風化を受けていない岩盤である鷹架層において，Ｓ波速度が概ね0.7km／s以上となる標高－70mの
位置に設定した。

※補足すべき事項の対象なし

― ―

Ⅲ－１－１－５　地震
応答解析の基本方針
2.地震応答解析の方針
2.1建物・構築物
2.1.1 建物・構築物
(2.1.2に記載のものを
除く)

【2.1.1 建物・構築物（2.1.2に記載のものを除く）(1)】
・解放基盤表面は，Ｓ波速度が0.7km/s以上であるT.M.S.L.-70mとしている。
・建物・構築物の地震応答解析における入力地震動は，解放基盤表面で定義される基準地震動Ｓｓ
及び弾性設計用地震動Ｓｄを基に，対象建物・構築物の地盤条件を適切に考慮した上で，必要に応
じ2次元FEM 解析又は１次元波動論により，地震応答解析モデルの入力位置で評価した入力地震動を
設定する。
・建物・構築物の地震応答解析における入力地震動は，地震動評価で考慮した敷地全体の地下構造
及び対象建物・構築物の直下又は周辺の地質・速度構造の特徴を踏まえて適切に設定した地下構造
モデルを用いて設定するとともに，地盤の非線形応答に関する動的変形特性を考慮する。地盤の非
線形特性の考慮に当たっては，地下水排水設備による地下水位の低下状態を踏まえ評価する。地盤
の動的変形特性を考慮した入力地震動の算定に当たっては，地盤のひずみの大きさに応じて解析手
法の適用性に留意する。更に必要に応じ敷地における観測記録による検証や最新の科学的・技術的
知見を踏まえ，地質・速度構造等の地盤条件を設定する。
・安全機能を有する施設における耐震Ｂクラスの建物・構築物及び重大事故等対処施設における耐
震Ｂクラス施設の機能を代替する常設重大事故等対象設備が設置される重大事故等対処施設の建
物・構築物のうち共振のおそれがあり，動的解析が必要なものに対しては，弾性設計用地震動Ｓｄ
を2分の1倍したものを用いる。

― ―

Ⅲ－１－１－５ 地震
応答解析の基本方針
2.地震応答解析の方針
2.1建物・構築物
2.1.2　土木構造物
(1)入力地震動

【2.1.2 土木構造物(1)】
・土木構造物の地震応答解析における入力地震動は，解放基盤表面で定義される弾性設計用地震動
Ｓｄに2分の1を乗じたものを基に，対象構造物の地盤条件を適切に考慮した上で，必要に応じ2次元
FEM 解析又は1次元波動論により，地震応答解析モデルの入力位置で評価した入力地震動を設定す
る。地盤条件を考慮する場合には，地震動評価で考慮した敷地全体の地下構造との関係にも留意
し，地盤の非線形応答に関する動的変形特性を考慮する。

― ―

Ⅲ－１－１－５　地震
応答解析の基本方針
2.地震応答解析の方針
2.2 機器・配管系
(1)入力地震動又は入
力地震力

【2.2 機器・配管系(1)】
・機器・配管系の地震応答解析における入力地震動又は入力地震力は，基準地震動Ｓｓ及び弾性設
計用地震動Ｓｄ，又は当該機器・配管系の設置床における設計用床応答曲線若しくは時刻歴応答波
とする。
・建屋応答解析における各入力地震動が接地率に与える影響を踏まえ，誘発上下動を考慮するモデ
ルを用いている場合については，鉛直方向の加速度応答時刻歴に誘発上下動を考慮することとす
る。
・安全機能を有する施設における耐震Ｂクラスの機器・配管系のうち共振のおそれがあり，動的解
析が必要なものに対しては，弾性設計用地震動Ｓｄを基に線形解析により作成した設計用床応答曲
線の応答加速度を2分の1倍したものを用いる。

安全機能を有する施設及び重大事故等対処施設の動的解析においては，地盤の諸定数も含めて材料の
ばらつきによる変動幅を適切に考慮する。

＜地盤物性値の設定＞
⇒地震応答解析に用いる地盤モデル及び地盤物性値に関する根拠を示
すため，地盤モデル及び地盤物性値の設定内容について補足説明す
る。
・[補足耐7]地震応答解析に用いる地盤モデル及び地盤物性値の設定に
ついて

51 (a)　入力地震動
地質調査の結果によれば，重要なMOX燃料加工施設の設置位置周辺は，新第三紀の鷹架層が十分な拡が
りをもって存在することが確認されている。

解放基盤表面は，この新第三紀の鷹架層のＳ波速度が0.7km/s以上を有する標高約－70ｍの位置に想定
することとする。
基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄは，解放基盤表面で定義する。

建物・構築物の地震応答解析モデルに対する入力地震動は，解放基盤表面からの地震波の伝播特性を
適切に考慮した上で，必要に応じ2次元ＦＥＭ解析又は1次元波動論により，地震応答解析モデルの入
力位置で評価した入力地震動を設定する。また，必要に応じて地盤の非線形応答に関する動的変形特
性を考慮することとし，地盤のひずみに応じた地盤物性値を用いて作成する。非線形性の考慮に当
たっては、地下水排水設備による地下水位の低下状態を踏まえ評価する。
地盤条件を考慮する場合には，地震動評価で考慮した敷地全体の地下構造との関係や対象建物・構築
物位置での地質・速度構造の違いにも留意する。
また，必要に応じ敷地における観測記録による検証や最新の科学的・技術的知見を踏まえ，地質・速
度構造等の地盤条件を設定する。

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
4.設計用地震力
4.1 地震力の算定法
4.1.2 動的地震力

【4.1.2 動的地震力】
・安全機能を有する施設及び重大事故等対処施設の動的解析においては，地盤の諸定数も含めて材
料のばらつきによる材料定数の変動幅を適切に考慮する。

－ ―

＜地盤物性値の設定＞
⇒地震応答解析に用いる地盤モデル及び地盤物性値に関する根拠を示
すため，地盤モデル及び地盤物性値の設定内容について補足説明す
る。
・[補足耐7]地震応答解析に用いる地盤モデル及び地盤物性値の設定に
ついて

＜材料物性のばらつき＞
⇒動的解析における材料物性のばらつきの考慮に関する根拠を示すた
め，ばらつきの考慮に係る検討内容について補足説明する。
・[補足耐9]地震応答解析における材料物性のばらつきに関する検討
⇒建物，構築物の材料物性のばらつきの影響を考慮した応答に対する
影響の確認方法及び影響確認結果について示す。
・[補足耐10]地震応答解析における材料物性のばらつきに伴う影響確
認について

＜SRSS法の適用性＞
⇒鉛直方向地震力の導入に伴うSRSS法の適用性について補足説明す
る。
・[補足耐16]水平方向と鉛直方向の動的地震力の二乗和平方根(SRSS)
法による組合せについて

＜液状化による影響＞
⇒液状化による影響について設計用床応答曲線と液状化影響を考慮し
た床応答曲線との比較等，影響確認結果について補足説明する。
・[補足耐3]土木構造物の液状化に伴う機電設備の影響確認について

＜減衰定数の設定＞
⇒地震応答解析に用いる減衰定数に関する根拠を示すため，減衰定数
の設定内容について補足説明する。
・[補足耐5]地震応答解析モデルに用いる鉄筋コンクリート造部の減衰
定数に関する検討

＜減衰定数の適用＞
⇒施設の評価において適用する減衰定数のうち，最新知見として得ら
れた減衰定数を用いることの妥当性，設備への適用性について補足説
明する。
・[補足耐6]新たに適用した減衰定数について

49

1532



補足説明すべき項目の抽出
（第五条（安全機能を有する施設の地盤）、第二十六条（重大事故等対処施設の地盤）、第六条、第二十七条（地震による損傷の防止））

別紙５①

補足すべき事項添付書類(2)基本設計方針 添付書類(1)

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
4.設計用地震力
4.1 地震力の算定法
4.1.2 動的地震力

【4.1.2 動的地震力】
・Ｂクラスの施設及びＢクラス施設の機能を代替する常設重大事故等対処設備が設置される重大事
故等対処施設のうち共振のおそれがあり，動的解析が必要なものに対しては，弾性設計用地震動Ｓ
ｄに2 分の1 を乗じたものを用いる。

－ －

※補足すべき事項の対象なし

― ―

Ⅲ－１－１－１ 基準
地震動Ｓｓ及び弾性設
計用地震動Ｓｄの概要
5.敷地地盤の振動特性
5.1 解放基盤表面の設
定

【5.1 解放基盤表面の設定】
・各種地質調査結果より，敷地の地盤は速度構造的に特異性を有する地盤ではないと考えられる。
解放基盤表面については，敷地地下で著しい高低差がなく，ほぼ水平で相当な拡がりを有し，著し
い風化を受けていない岩盤である鷹架層において，Ｓ波速度が概ね0.7km/s以上となる標高-70mの位
置に設定した。

※補足すべき事項の対象なし

― ―

Ⅲ－１－１－５ 地震
応答解析の基本方針
2.地震応答解析の方針
2.1建物・構築物
2.1.1 建物・構築物
(2.1.2に記載のものを
除く)
(1)入力地震動

【2.1.1 建物・構築物（2.1.2に記載のものを除く）(1)】
・解放基盤表面は，Ｓ波速度が0.7km/s以上であるT.M.S.L.-70mとしている。
・建物・構築物の地震応答解析における入力地震動は，解放基盤表面で定義される基準地震動Ｓｓ
及び弾性設計用地震動Ｓｄを基に，対象建物・構築物の地盤条件を適切に考慮した上で，必要に応
じ2次元FEM 解析又は１次元波動論により，地震応答解析モデルの入力位置で評価した入力地震動を
設定する。
・地盤条件を考慮する場合には，地震動評価で考慮した敷地全体の地下構造との関係や対象建物・
構築物位置での地質・速度構造の違いにも留意するとともに，地盤の非線形応答に関する動的変形
特性を考慮する。地盤の動的変形特性を考慮した入力地震動の算定にあたっては，地盤のひずみの
大きさに応じて解析手法の適用性に留意する。更に必要に応じ敷地における観測記録による検証や
最新の科学的・技術的知見を踏まえ，地質・速度構造等の地盤条件を設定する。
・安全機能を有する施設における耐震Ｂクラスの建物・構築物及び重大事故等対処施設における耐
震Ｂクラス施設の機能を代替する常設重大事故等対象設備が設置される重大事故等対処施設の建
物・構築物のうち共振のおそれがあり，動的解析が必要なものに対しては，弾性設計用地震動Ｓｄ
を2分の1倍したものを用いる。

＜地盤物性値の設定＞
⇒地震応答解析に用いる地盤モデル及び地盤物性値に関する根拠を示
すため，地盤モデル及び地盤物性値の設定内容について補足説明す
る。
・[補足耐7]地震応答解析に用いる地盤モデル及び地盤物性値の設定に
ついて

― ―

Ⅲ－１－１－５ 地震
応答解析の基本方針
2.地震応答解析の方針
2.1建物・構築物
2.1.2　土木構造物
(1)入力地震動

【2.1.2 土木構造物(1)】
・土木構造物の地震応答解析における入力地震動は，解放基盤表面で定義される弾性設計用地震動
Ｓｄに2分の1を乗じたものを基に，対象構造物の地盤条件を適切に考慮した上で，必要に応じ2次元
FEM 解析又は1次元波動論により，地震応答解析モデルの入力位置で評価した入力地震動を設定す
る。地盤条件を考慮する場合には，地震動評価で考慮した敷地全体の地下構造との関係にも留意
し，地盤の非線形応答に関する動的変形特性を考慮する。

※補足すべき事項の対象なし

― ―

Ⅲ－１－１－５ 地震
応答解析の基本方針
2.地震応答解析の方針
2.2 機器・配管系
(1)入力地震動又は入
力地震力

【2.2 機器・配管系(1)】
・機器・配管系の地震応答解析における入力地震動又は入力地震力は，基準地震動Ｓｓ及び弾性設
計用地震動Ｓｄ，又は当該機器・配管系の設置床における設計用床応答曲線若しくは時刻歴応答波
とする。
・建屋応答解析における各入力地震動が接地率に与える影響を踏まえ，誘発上下動を考慮するモデ
ルを用いている場合については，鉛直方向の加速度応答時刻歴に誘発上下動を考慮することとす
る。
・安全機能を有する施設における耐震Ｂクラスの機器・配管系のうち共振のおそれがあり，動的解
析が必要なものに対しては，弾性設計用地震動Ｓｄを基に線形解析により作成した設計用床応答曲
線の応答加速度を2分の1倍したものを用いる。

※補足すべき事項の対象なし

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
10.耐震計算の基本方
針
10.1 建物・構築物

【10.1 建物・構築物】
・建物・構築物の評価は，基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄを基に設定した入力地震動に
対する構造全体としての変形，並びに地震応答解析による地震力及び「4.　設計用地震力」で示す
設計用地震力による適切な応力解析に基づいた地震応力と，組み合わすべき地震力以外の荷重によ
り発生する局部的な応力が，「5.　機能維持の基本方針」で示す許容限界内にあることを確認する
こと(解析による設計)により行う。
・評価手法は，以下に示す解析法によりJEAG4601に基づき実施することを基本とする。また，評価
に当たっては，材料物性のばらつき等を適切に考慮する。
　・時刻歴応答解析法
　・FEM等を用いた応力解析法
　・スペクトルモーダル解析法
・建物・構築物の動的解析にて，地震時の地盤の有効応力の変化に応じた影響を考慮する場合は，
有効応力解析を実施する。有効応力解析に用いる液状化強度特性は，敷地の原地盤における代表性
及び網羅性を踏まえた上で保守性を考慮して設定する。
・具体的な評価手法は，「Ⅲ－２　加工施設の耐震性に関する計算書」に示す。
・水平2方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価については「Ⅲ－２－２　水平2方向及
び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価結果方針」に示す。
・地震時及び地震後に機能維持が要求される設備については，FEMを用いた応力解析等により，静的
又は動的解析により求まる地震応力と，組み合わすべき地震力以外の荷重により発生する局部的な
応力が，許容限界内にあることを確認する。

― ―

― ―

Ⅲ－１－１－５ 地震
応答解析の基本方針
2.地震応答解析の方針
2.1 建物・構築物
2.1.1 建物・構築物
(2.1.2に記載のものを
除く)
(2)解析方法及び解析
モデル

【2.1.1 建物・構築物(2.1.2に記載のものを除く)　(2)】
・動的解析による地震力の算定に当たっては，地震応答解析手法の適用性及び適用限界等を考慮の
上，適切な解析法を選定するとともに，建物・構築物に応じた適切な解析条件を設定する。また，
原則として，建物・構築物の地震応答解析及び床応答曲線の作成は，線形解析及び非線形解析に適
用可能な時刻歴応答解析法による。
・建物・構築物の動的解析に当たっては，建物・構築物の剛性はそれらの形状，構造特性等を十分
考慮して評価し，集中質点系等に置換した解析モデルを設定する。
・動的解析には，建物・構築物と地盤との相互作用を考慮するものとし，解析モデルの地盤のばね
定数は，基礎版の平面形状，基礎側面と地盤の接触状況及び地盤の剛性等を考慮して定める。各入
力地震動が接地率に与える影響を踏まえて，地盤ばねには必要に応じて，基礎浮上りによる非線形
性又は誘発上下動を考慮できる浮上り非線形性を考慮するものとする。設計用地盤定数は，原則と
して，弾性波試験によるものを用いる。

― ―

Ⅲ－１－１－５ 地震
応答解析の基本方針
2.地震応答解析の方針
2.1 建物・構築物
2.1.2　土木構造物
(2) 解析方法及び解析
モデル

【2.1.1 建物・構築物(2.1.2に記載のものを除く)　(2)】
・動的解析による地震力の算定に当たっては，地震応答解析手法の適用性，適用限界等を考慮の
上，適切な解析法を選定するとともに，各構造物に応じた適切な解析条件を設定する。地震応答解
析は，地盤と構造物の相互作用を考慮できる手法とし，地盤及び構造物の地震時における非線形挙
動の有無や程度に応じて，線形，等価線形又は非線形解析のいずれかにて行う。地震応答解析に用
いる材料定数については，材料物性のばらつき等による変動が土木構造物の振動性状や応答性状に
及ぼす影響を検討し，材料物性のばらつき等を適切に考慮する。

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
4.設計用地震力
4.1 地震力の算定法
4.1.2 動的地震力

【4.1.2 動的地震力】
・動的解析の方法，設計用減衰定数等については，「Ⅲ－１－１－５ 地震応答解析の基本方針」
に，設計用床応答曲線の作成方法については，「Ⅲ－１－１－６ 設計用床応答曲線の作成方針」に
示す。 － ―

53 (b)　動的解析法
イ.　建物・構築物
動的解析に当たっては，対象施設の形状，構造特性，振動特性等を踏まえ，地震応答解析手法の適用
性及び適用限界等を考慮のうえ，適切な解析法を選定するとともに，建物・構築物に応じて十分な調
査に基づく適切な解析条件を設定する。動的解析は，原則として，時刻歴応答解析法を用いて求める
ものとする。

また，3次元応答性状等の評価は，線形解析に適用可能な周波数応答解析法による。

建物・構築物の動的解析に当たっては，建物・構築物の剛性はそれらの形状，構造特性，振動特性，
減衰特性を十分考慮して評価し，集中質点系に置換した解析モデルを設定する。

動的解析には，建物・構築物と地盤の相互作用及び埋込み効果を考慮するものとし，解析モデルの地
盤のばね定数は，基礎版の平面形状，地盤の剛性等を考慮して定める。地盤の剛性等については，必
要に応じて地盤の非線形応答を考慮することとし，地盤のひずみに応じた地盤物性値に基づくものと
する。設計用地盤定数は，原則として，弾性波試験によるものを用いる。

地盤－建物・構築物連成系の減衰定数は，振動エネルギの地下逸散及び地震応答における各部のひず
みレベルを考慮して定める。

基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄに対する応答解析において，主要構造要素がある程度以上
弾性範囲を超える場合には，実験等の結果に基づき，該当する建物部分の構造特性に応じて，その弾
塑性挙動を適切に模擬した復元力特性を考慮した応答解析を行う。

また，Ｓクラスの施設を支持する建物・構築物及び常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重
大事故等対処施設を支持する建物・構築物の支持機能を検討するための動的解析において，当該施設
を支持する建物・構築物の主要構造要素がある程度以上弾性範囲を超える場合には，その弾塑性挙動
を適切に模擬した復元力特性を考慮した応答解析を行う。

地震応答解析に用いる材料定数については，地盤の諸定数も含めて材料のばらつきによる変動幅を適
切に考慮する。また，材料のばらつきによる変動が建物・構築物の振動性状や応答性状に及ぼす影響
として考慮すべき要因を選定した上で，選定された要因を考慮した動的解析により設計用地震力を設
定する。

〈既設工認と今回設工認の解析モデル及び手法の比較〉
⇒地震応答解析及び応力解析における解析モデルの設定根拠を示すた
め，既設工認と今回設工認の解析モデル及び手法の比較について補足
説明する。
・[補足耐31]地震応答解析及び応力解析における既設工認と今回設工
認の解析モデル及び手法の比較

＜地盤ばね，スケルトンカーブの設定＞
⇒地震応答解析に用いる地盤ばね，スケルトンカーブに関する根拠を
示すため，地盤ばね，スケルトンカーブの設定内容について補足説明
する。
・[補足耐32]「建屋側面地盤ばね」及び「地盤のひずみ依存特性」の
評価手法について
・[補足耐33]地震応答解析における耐震壁のせん断スケルトンカーブ
の設定

＜隣接建屋の影響＞
⇒隣接建屋の影響検討に関する根拠を示すため，隣接建屋の検討方法
等の内容について補足説明する。
・[補足耐34]隣接建屋の影響に関する検討
⇒建屋・構築物の隣接建屋の影響を考慮した応答に対する検討内容及
び影響検討結果について補足説明する。
・[補足耐35]隣接建屋の影響に対する影響評価について

＜液状化による影響評価＞
⇒液状化による影響評価に関する根拠を示すため，設計用地下水位の
設定内容，液状化による影響評価内容及び液状化の評価条件となるパ
ラメータについて補足説明する。
・[補足耐36]建物・構築物周辺の設計用地下水位の設定について
・[補足盤1]地盤の支持性能について
・[補足耐3]土木構造物の液状化に伴う機電設備の影響評価について

52 Ｂクラスの施設及びＢクラス施設の機能を代替する常設重大事故等対処設備が設置される重大事故等
対処施設のうち共振のおそれがあり，動的解析が必要なものに対しては，弾性設計用地震動Ｓｄに2分
の1を乗じたものを用いる。
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補足説明すべき項目の抽出
（第五条（安全機能を有する施設の地盤）、第二十六条（重大事故等対処施設の地盤）、第六条、第二十七条（地震による損傷の防止））

別紙５①

補足すべき事項添付書類(2)基本設計方針 添付書類(1)

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
10.耐震計算の基本方
針
10.1 建物・構築物

【10.1 建物・構築物】
・建物・構築物の評価は，基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄを基に設定した入力地震動に
対する構造全体としての変形，並びに地震応答解析による地震力及び「4.　設計用地震力」で示す
設計用地震力による適切な応力解析に基づいた地震応力と，組み合わすべき地震力以外の荷重によ
り発生する局部的な応力が，「5.　機能維持の基本方針」で示す許容限界内にあることを確認する
こと(解析による設計)により行う。
・評価手法は，以下に示す解析法によりJEAG4601に基づき実施することを基本とする。また，評価
に当たっては，材料物性のばらつき等を適切に考慮する。
　・時刻歴応答解析法
　・FEM等を用いた応力解析法
　・スペクトルモーダル解析法
・建物・構築物の動的解析にて，地震時の地盤の有効応力の変化に応じた影響を考慮する場合は，
有効応力解析を実施する。有効応力解析に用いる液状化強度特性は，敷地の原地盤における代表性
及び網羅性を踏まえた上で保守性を考慮して設定する。
・具体的な評価手法は，「Ⅲ－２　加工施設の耐震性に関する計算書」に示す。

－ ―

― ―

Ⅲ－１－１－５　地震
応答解析の基本方針
2.地震応答解析の方針
2.1 建物・構築物
2.1.1 建物・構築物
(2.1.2に記載のものを
除く)

【2.1.1 建物・構築物（2.1.2 に記載のものを除く）】
(2) 解析方法及び解析モデル
・建物・構築物の動的解析にて，地震時の地盤の有効応力の変化に応じた影響を考慮する場合は，
有効応力解析を実施する。有効応力解析に用いる液状化強度特性は，敷地の原地盤における代表性
及び網羅性を踏まえた上で保守性を考慮して設定する。

― ―

Ⅲ－１－１－５　地震
応答解析の基本方針
2.地震応答解析の方針
2.1 建物・構築物
2.1.2　土木構造物

【2.1.2　土木構造物 】
(2) 解析方法及び解析モデル
動的解析にて，地震時の地盤の有効応力の変化に応じた影響を考慮する場合は，有効応力解析を実
施する。有効応力解析に用いる液状化強度特性は，敷地の原地盤における代表性及び網羅性を踏ま
えた上で保守性を考慮して設定する。

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
4.設計用地震力
4.1 地震力の算定法
4.1.2 動的地震力

【4.1.2 動的地震力】
・これらの地震応答解析を行うに当たり，周辺施設の地震観測網により得られた観測記録を用いた
検討を踏まえた上で，詳細な3次元FEMを用いた解析により振動性状の把握を行い，解析モデルの妥
当性の確認を行う。また，更なる信頼性の向上を目的として設置する地震観測網から得られる観測
記録により振動性状を把握する。動的解析に用いるモデルについては，地震観測網により得られる
観測記録を用い解析モデルの妥当性確認等を行う。地震観測網の概要については，「Ⅲ－１－１－
５　地震応答解析の基本方針」の別紙「地震観測網について」に示す。

－ ―

※補足すべき事項の対象なし

― ―

Ⅲ－１－１－５　地震
応答解析の基本方針
2. 地震応答解析の方
針
2.1 建物・構築物
2.1.1 建物・構築物
(2.1.2に記載のものを
除く)

【2.1.1 建物・構築物(2.1.2に記載のものを除く)】
(2) 解析方法及び解析モデル
・これらの地震応答解析を行うに当たり，周辺施設の地震観測網により得られた観測記録を用いた
検討を踏まえた上で，詳細な3次元FEMを用いた解析により振動性状の把握を行い，解析モデルの妥
当性の確認を行う。また，更なる信頼性の向上を目的として設置する地震観測網から得られる観測
記録により振動性状の把握を行う。動的解析に用いるモデルについては，地震観測網により得られ
る観測記録を用い解析モデルの妥当性確認等を行う。

※補足すべき事項の対象なし

Ⅲ－１－１ 耐震設計
の基本方針
10.耐震計算の基本方
針
10.1 建物・構築物

【10.1 建物・構築物】
・建物・構築物の評価は，基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄを基に設定した入力地震動に
対する構造全体としての変形，並びに地震応答解析による地震力及び「4.　設計用地震力」で示す
設計用地震力による適切な応力解析に基づいた地震応力と，組み合わすべき地震力以外の荷重によ
り発生する局部的な応力が，「5.　機能維持の基本方針」で示す許容限界内にあることを確認する
こと(解析による設計)により行う。
・評価手法は，以下に示す解析法によりJEAG4601に基づき実施することを基本とする。また，評価
に当たっては，材料物性のばらつき等を適切に考慮する。
　・時刻歴応答解析法
　・FEM等を用いた応力解析法
　・スペクトルモーダル解析法
・建物・構築物の動的解析にて，地震時の地盤の有効応力の変化に応じた影響を考慮する場合は，
有効応力解析を実施する。有効応力解析に用いる液状化強度特性は，敷地の原地盤における代表性
及び網羅性を踏まえた上で保守性を考慮して設定する。
・具体的な評価手法は，「Ⅲ－２　加工施設の耐震性に関する計算書」に示す。

－ －

－ －

Ⅲ－１－１－５ 地震
応答解析の基本方針
2.1.2 土木構造物
(2)解析方法及び解析
モデル

【2.1.2 土木構造物　(2)】
・動的解析による地震力の算定に当たっては，地震応答解析手法の適用性，適用限界等を考慮の
上，適切な解析法を選定するとともに，各構造物に応じた適切な解析条件を設定する。地震応答解
析は，地盤と構造物の相互作用を考慮できる手法とし，地盤及び構造物の地震時における非線形挙
動の有無や程度に応じて，線形，等価線形又は非線形解析のいずれかにて行う。地震応答解析に用
いる材料定数については，材料物性のばらつき等による変動が土木構造物の振動性状や応答性状に
及ぼす影響を検討し，材料物性のばらつき等を適切に考慮する。

57 地震力については，水平2方向及び鉛直方向について適切に組み合わせて算定する。 Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
4.設計用地震力
4.1 地震力の算定法
4.1.2 動的地震力

【4.1.2 動的地震力】
・動的地震力は建物・構築物の3次元応答性状及びそれによる機器・配管系への影響を考慮し，水平
2方向及び鉛直方向について適切に組み合わせて算定する。水平2方向及び鉛直方向地震力の組合せ
による影響確認に当たっては，水平1方向及び鉛直方向地震力を組み合わせた既往の耐震計算への影
響の可能性が考えられる施設・設備を抽出し，建物・構築物の3次元応答性状及びそれによる機器・
配管系への影響を考慮した上で既往の方法を用いた耐震性に及ぼす影響を評価する。その方針を
「Ⅲ－１－１－７　水平2方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価方針」に示す。

－ ―

＜水平2方向及び鉛直方向地震力の組合せ＞
⇒水平2方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価にあたり，
設備形状に応じた影響評価の内容について補足説明する。
・[補足耐12]水平2方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する設備の抽
出及び考え方について

⇒水平2方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価に係る根拠
を示すため，評価部位の抽出内容について補足説明する。
・[補足耐13]水平2方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する評価部位
の抽出

※補足すべき事項の対象なし

＜既設工認と今回設工認の解析モデル及び手法の比較＞
⇒地震応答解析及び応力解析における解析モデルの設定根拠を示すた
め，既設工認と今回設工認の解析モデル及び手法の比較について補足
説明する。
・[補足耐31]地震応答解析及び応力解析における既設工認と今回設工
認の解析モデル及び手法の比較

＜地盤ばね，スケルトンカーブの設定＞
⇒地震応答解析に用いる地盤ばね，スケルトンカーブに関する根拠を
示すため，地盤ばね，スケルトンカーブの設定内容について補足説明
する。
・[補足耐32]「建屋側面地盤ばね」及び「地盤のひずみ依存特性」の
評価手法について
・[補足耐33]地震応答解析における耐震壁のせん断スケルトンカーブ
の設定

＜隣接建屋の影響＞
⇒隣接建屋の影響検討に関する根拠を示すため，隣接建屋の検討方法
等の内容について補足説明する。
・[補足耐34]隣接建屋の影響に関する検討
⇒建屋・構築物の隣接建屋の影響を考慮した応答に対する検討内容及
び影響検討結果について補足説明する。
・[補足耐35]隣接建屋の影響に対する影響評価について

＜液状化による影響評価＞
⇒液状化による影響評価に関する根拠を示すため，設計用地下水位の
設定内容，液状化による影響評価内容及び液状化の評価条件となるパ
ラメータについて補足説明する。
・[補足耐36]建物・構築物周辺の設計用地下水位の設定について
・[補足盤1]地盤の支持性能について
・[補足耐3]土木構造物の液状化に伴う機電設備の影響評価について

55 動的解析に用いる解析モデルは，周辺施設も含めた地震観測網により得られた観測記録を用いた検討
及び詳細な3次元FEMを用いた解析により振動性状の把握を行い，解析モデルの妥当性の確認を行う。

建物・構築物のうち土木構造物の動的解析に当たっては，構造物と地盤の相互作用を考慮できる連成
系の地震応答解析手法を用いる。地震応答解析手法は，地盤及び構造物の地震時における非線形挙動
の有無や程度に応じて，線形，等価線形又は非線形解析のいずれかによる。地盤の地震応答解析モデ
ルは，構造物と地盤の動的相互作用を考慮できる有限要素法を用いる。構造物の地震応答解析に用い
る減衰定数については，地盤と構造物の非線形性を考慮して適切に設定する。

56

54 建物・構築物の動的解析にて，地震時の地盤の有効応力の変化に応じた影響を考慮する場合は，有効
応力解析を実施する。有効応力解析に用いる液状化強度特性は，敷地の原地盤における代表性及び網
羅性を踏まえた上で保守性を考慮して設定することを基本とする。
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補足説明すべき項目の抽出
（第五条（安全機能を有する施設の地盤）、第二十六条（重大事故等対処施設の地盤）、第六条、第二十七条（地震による損傷の防止））

別紙５①

補足すべき事項添付書類(2)基本設計方針 添付書類(1)

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
10.耐震計算の基本方
針
10.2 機器・配管系

【10.2 機器・配管系】
・機器・配管系の評価は，「4.設計用地震力」で示す設計用地震力による適切な応力解析に基づい
た地震応力と，組み合わすべき他の荷重による応力との組合せ応力が「5.機能維持の基本方針」で
示す許容限界内にあることを確認すること(解析による設計)により行う。
・評価手法は，以下に示す解析法によりJEAG4601に基づき実施することを基本とし，その他の手法
を適用する場合は適用性を確認の上適用することとする。なお，時刻歴応答解析法及びスペクトル
モーダル解析法を用いる場合は，材料物性のばらつき等を適切に考慮する。
　・スペクトルモーダル解析法
　・時刻歴応答解析法
　・定式化された計算式を用いた解析法
　・FEM等を用いた応力解析法
・具体的な評価手法は，「Ⅲ－１－１－10 機器の耐震支持方針」，「Ⅲ－１－１－11－１ 配管の
耐震支持方針」，「Ⅲ－１－１－11－２　ダクトの耐震支持方針」，「Ⅲ－１－２ 耐震計算書作成
の基本方針」及び「Ⅲ－２ 加工施設の耐震性に関する計算書」に示す。
・地震時及び地震後に機能維持が要求される設備については，地震応答解析により機器・配管系に
作用する加速度が振動試験又は解析等により機能が維持できることを確認した加速度(動的機能維持
確認済加速度又は電気的機能維持確認済加速度)以下，若しくは，静的又は動的解析により求まる地
震荷重が許容荷重以下となることを確認する。
・これらの水平2方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価については，「Ⅲ－２－３　水
平2方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価結果」に示す。

－ ―

＜Ｓｄ評価結果の記載方法＞
⇒Ｓクラス施設の耐震計算書におけるＳｄ評価結果の記載方法につい
て補足説明する。
・[補足耐20]耐震Ｓクラス設備の耐震計算書におけるＳｄ評価結果の
記載方法

＜固有周期の算出＞
⇒固有周期を算出せず剛とみなしている設備の固有周期について補足
説明する。
・[補足耐37]剛な設備の固有周期の算出について

＜機器・配管系の類型化＞
既設工認時の評価内容及び説明内容を踏まえ機器，配管系に対する類
型化の分類の考え方について補足説明する。
・[補足耐38]機器・配管系の類型化に対する分類の考え方について

＜耐震計算書の作成方針＞
⇒機電設備の耐震計算書の作成方針について構成，記載方法，記載の
留意点等について補足説明する。
・[補足耐39]機電設備の耐震計算書の作成について

＜既設工認からの変更点＞
⇒機器の耐震計算書作成の基本方針の変更点として，定型式への最新
知見の反映等の考え方について補足説明する。
・[補足耐41]機器の耐震計算における既設工認からの計算式の変更点
について
⇒耐震設計における既設工認から評価内容の評価条件等の変更内容に
ついて補足
・[補足耐42]既設工認からの変更点について

― ―

Ⅲ－１－１－５　地震
応答解析の基本方針
2. 地震応答解析の方
針
2.2 機器・配管系

【2.2 機器・配管系】
(2) 解析方法及び解析モデル
・動的解析による地震力の算定に当たっては，地震応答解析手法の適用性及び適用限界等を考慮の
上，適切な解析法を選定するとともに，解析条件として考慮すべき減衰定数，剛性等の各種物性値
は，適切な規格・基準，あるいは実験等の結果に基づき設定する。

※補足すべき事項の対象なし

― ―

Ⅲ－１－１－６　設計
用床応答曲線の作成方
針
1. 概要

Ⅲ－１－１－６　設計用床応答曲線の作成方針
【1. 概要】
・機器・配管系の動的解析に用いる設計用床応答曲線の作成方針及びその方針に基づき作成した設
計用床応答曲線に関して説明する。

Ⅲ－１－１－６　別紙 各施設の設計用床応答曲線
【1. 概要】
・燃料加工建屋の設備・機器の耐震設計に用いる各床面の静的震度，最大床応答加速度及び設計用
床応答曲線について示したものである。

※補足すべき事項の対象なし

ロ.　機器・配管系
動的解析による地震力の算定に当たっては，地震応答解析手法の適用性，適用限界等を考慮のうえ，
適切な解析法を選定するとともに，解析条件として考慮すべき減衰定数，剛性等の各種物性値は，適
切な規格及び基準又は試験等の結果に基づき設定する。

58
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補足説明すべき項目の抽出
（第五条（安全機能を有する施設の地盤）、第二十六条（重大事故等対処施設の地盤）、第六条、第二十七条（地震による損傷の防止））

別紙５①

補足すべき事項添付書類(2)基本設計方針 添付書類(1)

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
10.耐震計算の基本方
針
10.2 機器・配管系

【10.2 機器・配管系】
・機器・配管系の評価は，「4.設計用地震力」で示す設計用地震力による適切な応力解析に基づい
た地震応力と，組み合わすべき他の荷重による応力との組合せ応力が「5.機能維持の基本方針」で
示す許容限界内にあることを確認すること(解析による設計)により行う。
・評価手法は，以下に示す解析法によりJEAG4601に基づき実施することを基本とし，その他の手法
を適用する場合は適用性を確認の上適用することとする。なお，時刻歴応答解析法及びスペクトル
モーダル解析法を用いる場合は，材料物性のばらつき等を適切に考慮する。
　・スペクトルモーダル解析法
　・時刻歴応答解析法
　・定式化された計算式を用いた解析法
　・FEM等を用いた応力解析法
・具体的な評価手法は，「Ⅲ－１－１－10 機器の耐震支持方針」，「Ⅲ－１－１－11－１ 配管の
耐震支持方針」，「Ⅲ－１－１－11－２　ダクトの耐震支持方針」，「Ⅲ－１－２ 耐震計算書作成
の基本方針」及び「Ⅲ－２ 加工施設の耐震性に関する計算書」に示す。
・地震時及び地震後に機能維持が要求される設備については，地震応答解析により機器・配管系に
作用する加速度が振動試験又は解析等により機能が維持できることを確認した加速度(動的機能維持
確認済加速度又は電気的機能維持確認済加速度)以下，若しくは，静的又は動的解析により求まる地
震荷重が許容荷重以下となることを確認する。
・これらの水平2方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価については，「Ⅲ－２－３　水
平2方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価結果」に示す。

－ ―

― ―

Ⅲ－１－１－５ 地震
応答解析の基本方針
2.地震応答解析の方針
2.2 機器・配管系
(2)解析方法及び解析
モデル

【2.2 機器・配管系(2)】

・動的解析による地震力の算定に当たっては，地震応答解析手法の適用性及び適用限界等を考慮の
上，適切な解析法を選定するとともに，解析条件として考慮すべき減衰定数，剛性等の各種物性値
は，適切な規格・基準，あるいは実験等の結果に基づき設定する。
・機器の解析に当たっては，形状，構造特性等を考慮して，代表的な振動モードを適切に表現でき
るよう質点系モデル，はりやシェル等の要素を使用した有限要素モデル等に置換し，設計用床応答
曲線を用いたスペクトルモーダル解析法又は時刻歴応答解析法により応答を求める。
・配管系については，適切なモデルを作成し，設計用床応答曲線を用いたスペクトルモーダル解析
法又は時刻歴応答解析法により応答を求める。
・スペクトルモーダル解析法又は時刻歴応答解析法を用いる場合は材料物性のばらつき等を適切に
考慮する。
・スペクトルモーダル解析法及び時刻歴応答解析法の選択に当たっては，衝突・すべり等の非線形
現象を模擬する観点又は既往研究の知見を取り入れ実機の挙動を模擬することによる，現実的な応
答加速度や荷重を算出する観点で，材料物性のばらつき等への配慮を考慮しつつ時刻歴応答解析法
を用いる等，解析対象とする現象，対象設備の振動特性・構造特性等を考慮し適切に選定する。
・3次元的な広がりを持つ設備については，3次元的な配置を踏まえ，適切にモデル化し，水平2方向
及び鉛直方向の応答成分について適切に組み合わせるものとする。具体的な方針については「Ⅲ－
１－１－７　水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価方針」に示す。
剛性の高い機器・配管系は，その機器・配管系の設置床面の最大応答加速度の1.2倍の加速度を震度
として作用させて構造強度評価に用いる地震力を算定する。

－ －

Ⅲ－１－１－６ 設計
用床応答曲線の作成方
針
2.床応答スペクトルに
係る基本方針及び作成
方法
2.1 基本方針

【2.1 基本方針】
・床応答スペクトルに対し，各MOX燃料加工施設の固有周期のシフトを考慮し，周期方向に±10 ％
の拡幅を行い，設計用床応答曲線とする。

－ －

Ⅲ－１－１－10 機器
の耐震支持方針
2. 機器の支持構造物
2.1 基本原則

【2.1 基本原則】
・機器の耐震支持方針は下記によるものとする。
(1) 重要な機器は岩盤上に設けた強固な基礎又は岩盤により支持され十分耐震性を有する建物・構
築物内の基礎上に設置する。
(2) 支持構造物を含め十分剛構造とすることで建物・構築物との共振を防止する。
(3) 剛性を十分に確保できない場合は，機器系の振動特性に応じた地震応答解析により，応力評価
に必要な荷重等を算定し，その荷重等に耐える設計とする。
(4) 重心位置を低くおさえる。
(5) 配管反力をできる限り機器にもたせない構造とする。
(6) 偏心荷重を避ける。
(7) 高温機器は熱膨張を拘束しない構造とする。
(8) 動的機能が要求されるものについては地震時に機能を喪失しない構造とする。
(9) 内部構造物については容器との相互作用を考慮した構造とする。
(10) 支持架構上に設置される機器については，原則として架構を十分剛に設計する。剛ではない場
合は，架構の剛性を考慮した地震荷重等に耐える設計とするとともに，剛ではない架構に設置され
る機器については，架構の剛性を考慮した地震応答解析を行う。解析に当たっては，設計用床応答
曲線又は時刻歴応答波を用いて耐震性の確認を行うものとし，そのうち時刻歴応答波については，
実機の挙動をより模擬する場合に用いる。

－ －

Ⅲ－１－１－11－１
配管の耐震支持方針
1.配管の耐震支持方針
1.1 概要
1.3 配管の設計
1.3.2 多質点系はりモ
デルを用いた評価方法

【1.3.2 多質点系はりモデルを用いた評価方法】
・多質点系はりモデルを用いた評価方法では，原則として固定点から固定点までを独立した1つのブ
ロックとして，地震荷重，自重 ，熱荷重等により配管に生じる応力が許容応力以下となるように配
管経路及び支持方法を定める。

－ －

Ⅲ－１－１－11－１
配管の耐震支持方針
1.配管の耐震支持方針
1.1 概要
1.3 配管の設計
1.3.3 標準支持間隔を
用いた評価方法

【1.3.3 標準支持間隔を用いた評価方法】
・標準支持間隔法による配管の耐震計算は，配管を直管部，曲がり部，集中質量部，分岐部，Z形
部，門形部及び分岐＋曲がり部の各要素に分類し，要素ごとに許容値を満足する最大の支持間隔を
算出する。

― ―

Ⅲ－１－１－11－２
ダクトの耐震支持方針
4.ダクト設計の基本方
針
4.4 ダクト支持点の設
計方法
4.4.1 標準支持間隔を
用いた評価方法

【4.4.1 標準支持間隔を用いた評価方法】
・静的震度，1.2ZPA及び設計用床応答曲線から地震力を算定し，ダクトに生じる曲げモーメントが
許容座屈曲げモーメント以下となるように支持間隔を算定する。

－ －

Ⅲ－１－１－12 電気
計測制御装置等の耐震
支持方針
3.電気計測制御装置等
の耐震設計方針
3.3 耐震設計の手順
3.3.4 電路類の耐震設
計手順

【3.3.4 電路類の耐震設計手順】
・構造的に健全ならば機能が維持されるので構造的検討のみを行う。この際には多質点系はりモデ
ルによる解析又は標準支持間隔法を用いる。多質点系はりモデルによる解析の場合は，固有振動数
に応じて応答解析による方法，又は静的解析による方法を用いて構造的健全性を確認する方針とす
る。
・標準支持間隔法を用いる場合は，静的又は動的地震力による応力が許容応力以下となる標準支持
間隔を設定し，標準支持間隔以内で支持することにより耐震性を確保する。

＜Ｓｄ評価結果の記載方法＞
⇒Ｓクラス施設の耐震計算書におけるＳｄ評価結果の記載方法につい
て補足説明する。
・[補足耐20]耐震Sクラス設備の耐震計算書におけるＳｄ評価結果の記
載方法

＜固有周期の算出＞
⇒固有周期を算出せず剛とみなしている設備の固有周期について補足
説明する。
・[補足耐37]剛な設備の固有周期の算出について

＜機器・配管系の類型化＞
機器・配管系の類型化の分類について補足説明する。
・[補足耐38]機器・配管系の類型化に対する分類の考え方について

＜耐震計算書の作成方針＞
⇒機電設備の耐震計算書の作成方針について補足説明する。
・[補足耐39]機電設備の耐震計算書の作成について

＜配管系の評価手法＞
⇒配管系の耐震評価における配管の評価手法として設定した標準支持
間隔に対する対応等について補足説明する。
・[補足耐40]配管系の評価手法(定ピッチスパン法)について

＜既設工認からの変更点＞
⇒既設工認からの変更点について補足説明する。
・[補足耐41]機器の耐震計算における既設工認からの計算式の変更点
について
・[補足耐42]既設工認からの変更点について

59 機器については，形状，構造特性等を考慮して，代表的な振動モードを適切に表現できるよう質点系
モデル，有限要素モデル等に置換し，設計用床応答曲線を用いたスペクトルモーダル解析法又は時刻
歴応答解析法により応答を求める。

また，時刻歴応答解析法及びスペクトルモーダル解析法を用いる場合は地盤物性等のばらつきを適切
に考慮する。スペクトルモーダル解析法には地盤物性等のばらつきを考慮した床応答曲線を用いる。

配管系については，適切なモデルを作成し，設計用床応答曲線を用いたスペクトルモーダル解析法に
より応答を求める。

スペクトルモーダル解析法及び時刻歴応答解析法の選択に当たっては，衝突・すべり等の非線形現象
を模擬する観点又は既往研究の知見を取り入れ実機の挙動を模擬する観点で，建物・構築物の剛性及
び地盤物性のばらつきへの配慮をしつつ時刻歴応答解析法を用いる等，解析対象とする現象，対象設
備の振動特性・構造特性等を考慮し適切に選定する。

また，設備の3次元的な広がりを踏まえ，適切に応答を評価できるモデルを用い，水平2方向及び鉛直
方向の応答成分について適切に組み合わせるものとする。

なお，剛性の高い機器・配管系は，その設置床面の最大床応答加速度の1.2倍の加速度を静的に作用さ
せて地震力を算定する。
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補足説明すべき項目の抽出
（第五条（安全機能を有する施設の地盤）、第二十六条（重大事故等対処施設の地盤）、第六条、第二十七条（地震による損傷の防止））

別紙５①

補足すべき事項添付書類(2)基本設計方針 添付書類(1)

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
4.設計用地震力
4.1 地震力の算定法
4.1.2 動的地震力

【4.設計用地震力】
【4.1 地震力の算定方法】
【4.1.2 動的地震力】
・安全機能を有する施設及び重大事故等対処施設の動的解析においては，地盤の諸定数も含めて材
料のばらつきによる材料定数の変動幅を適切に考慮する。

－ ―

― ―

Ⅲ－１－１－５　地震
応答解析の基本方針
3.設計用減衰定数

【3.設計用減衰定数】
・地震応答解析に用いる減衰定数は，JEAG4601-/1987，/1991に記載されている減衰定数を設備の種
類，構造等により適切に選定するとともに，試験等で妥当性が確認された値も用いる。
・建物・構築物の地震応答解析に用いる鉄筋コンクリートの材料減衰定数の設定については，既往
の知見に加え，入力地震動による建物・構築物の応答レベル及び構造形状の複雑さを踏まえ，5％を
基本とする。ただし，燃料加工建屋については，応答への影響も確認した上で，既設工認における
設定と同じ3％と設定する。

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
5.機能維持の基本方針

【5.機能維持の基本方針】
・耐震設計における安全機能維持は，安全機能を有する施設の耐震重要度及び重大事故等対処施設
の設備分類に応じた地震力に対して，施設の構造強度の確保を基本とする。
・その他安全機能保持の観点で，耐震安全性が応力，応力によって生じるひずみに対する許容限
界，ダクトの曲げモーメントに対する許容座屈モーメント等のみで律することができない施設等，
構造強度に加えて，各施設の特性に応じた動的機能，電気的機能，気密性，遮蔽機能，支持機能及
び閉じ込め機能の維持を必要とする施設については，その機能が維持できる設計とする。
・ここでは，上記を考慮し，各機能維持の方針を示す。

－ ―

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
5.機能維持の基本方針
5.1 構造強度

【5.1 構造強度】
・MOX燃料加工施設は，安全機能を有する施設の耐震重要度に応じた地震力による荷重と地震力以外
の荷重の組合せを適切に考慮した上で，構造強度を確保する設計とする。また，変位及び変形に対
し，設計上の配慮を行う。
・自然現象に関する組合せは，「Ⅴ－１－１－１　加工施設の自然現象等による損傷の防止に関す
る説明書」に従い行う。
・具体的な荷重の組合せ及び許容限界は「Ⅲ－１－１－８　機能維持の基本方針」に示す。

－ ―

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
5.機能維持の基本方針
5.1 構造強度
5.1.1 耐震設計上考慮
する状態

【5.1.1 耐震設計上考慮する状態】
・地震以外に設計上考慮する状態を以下に示す。
(1)安全機能を有する施設
a.建物・構築物
(a)通常時の状態
MOX燃料加工施設が運転している状態。
(b)設計用自然条件
設計上基本的に考慮しなければならない自然条件(積雪，風)

－ ―

62 ロ.　機器・配管系
(イ)　通常時の状態
MOX燃料加工施設が運転している状態。

(ロ)　設計基準事故時の状態
当該状態が発生した場合にはMOX燃料加工施設から多量の放射性物質が放出するおそれがあるものとし
て安全設計上想定すべき事象が発生した状態。

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
5.機能維持の基本方針
5.1 構造強度
5.1.1 耐震設計上考慮
する状態

【5.1.1 耐震設計上考慮する状態】
・地震以外に設計上考慮する状態を以下に示す。

(1)安全機能を有する施設
b.機器・配管系
(a)通常時の状態
MOX燃料加工施設が運転している状態。
(b)設計基準事故時の状態
当該状態が発生した場合にはMOX燃料加工施設から多量の放射性物質が放出するおそれがあるものと
して安全設計上想定すべき事象が発生した状態。

－ ―

※補足すべき事項の対象なし

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
5.機能維持の基本方針

Ⅲ－１－１　耐震設計の基本方針
【5.機能維持の基本方針】
・耐震設計における安全機能維持は，重大事故等対処施設の設備分類に応じた地震力に対して，施
設の構造強度の確保を基本とする。
・耐震安全性が応力の許容限界のみで律することができない施設等，構造強度に加えて，安全機能
の保持の観点で，安全上重要な施設が有する安全機能との関係を踏まえ，各施設の特性に応じた動
的機能，電気的機能，気密性，遮蔽機能，支持機能及び閉じ込め機能の維持を必要とする施設につ
いては，その機能が維持できる設計とする。
・気密性，遮蔽機能，支持機能及び閉じ込め機能の維持については，構造強度を確保することを基
本とする。必要に応じて評価項目を追加することで，機能維持設計を行う。
・ここでは，上記を考慮し，各機能維持の方針を示す。

－ ―

※補足すべき事項の対象なし

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
5.機能維持の基本方針
5.1 構造強度

【5.1 構造強度】
・MOX燃料加工施設は，重大事故等対処施設の設備分類に応じた地震力による荷重と地震力以外の荷
重の組合せを適切に考慮した上で，構造強度を確保する設計とする。また，変位及び変形に対し，
設計上の配慮を行う。
・具体的な荷重の組合せ及び許容限界は「Ⅲ－１－１－８ 機能維持の基本方針」の第3.1-1表に示
す。

－ ―

※補足すべき事項の対象なし

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
5.機能維持の基本方針
5.1 構造強度
5.1.1 耐震設計上考慮
する状態

【5.1.1 耐震設計上考慮する状態】
(2)重大事故等対処施設
a.建物・構築物
(a)通常時の状態
MOX燃料加工施設が運転している状態。
(b)重大事故等時の状態
MOX燃料加工施設が，重大事故に至るおそれがある事故又は重大事故の状態で，重大事故等対処施設
の機能を必要とする状態。
(c)設計用自然条件
設計上基本的に考慮しなければならない自然条件(積雪，風)

－ ―

※補足すべき事項の対象なし

64 ロ.　機器・配管系
(イ)　通常時の状態
MOX燃料加工施設が運転している状態。

(ロ)　設計基準事故時の状態
当該状態が発生した場合にはMOX燃料加工施設から多量の放射性物質が放出するおそれがあるものとし
て安全設計上想定すべき事象が発生した状態。

(ハ)　重大事故等時の状態
MOX燃料加工施設が重大事故に至るおそれがある事故又は重大事故の状態で，重大事故等対処施設の機
能を必要とする状態。

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
5.機能維持の基本方針

【5.1.1 耐震設計上考慮する状態】
(2)重大事故等対処施設
b.機器・配管系
(a)通常時の状態
MOX燃料加工施設が運転している状態。
(b)設計基準事故時の状態
当該状態が発生した場合にはMOX燃料加工施設から多量の放射性物質が放出するおそれがあるものと
して安全設計上想定すべき事象が発生した状態。
(c)重大事故等時の状態
MOX燃料加工施設が重大事故に至るおそれがある事故又は重大事故の状態で，重大事故等対処施設の
機能を必要とする状態。

－ ―

※補足すべき事項の対象なし

65 b.　荷重の種類
(a)　安全機能を有する施設
イ.　建物・構築物
(イ)　MOX燃料加工施設のおかれている状態にかかわらず通常時に作用している荷重，すなわち固定荷
重，積載荷重，土圧及び水圧
　
(ロ)　地震力，積雪荷重及び風荷重

ただし，通常時に作用している荷重には，機器・配管系から作用する荷重が含まれるものとし，地震
力には，地震時土圧，地震時水圧及び機器・配管系からの反力が含まれるものとする。

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
5.機能維持の基本方針
5.1 構造強度
5.1.2 荷重の種類
(1)安全機能を有する
施設

【5.1.2 荷重の種類(1)】
a.建物・構築物
(a)MOX燃料加工施設のおかれている状態にかかわらず通常時に作用している荷重，すなわち固定荷
重，積載荷重，土圧及び水圧
(b)地震力，積雪荷重及び風荷重
・通常時に作用している荷重には，機器・配管系から作用する荷重が含まれるものとし，地震力に
は，地震時の土圧，機器・配管系からの反力等による荷重が含まれるものとする。 － ―

※補足すべき事項の対象なし

(4)　荷重の組合せと許容限界
耐震設計における機能維持は，安全機能を有する施設の耐震重要度及び重大事故等対処施設の設備分
類に応じた地震力に対して，施設の構造強度の確保を基本とする。
耐震設計における荷重の組合せと許容限界は，以下によるものとする。
また，その他機能に応じて，許容限界を設定する。
a.　耐震設計上考慮する状態
地震以外に設計上考慮する状態を以下に示す。
(a)　安全機能を有する施設
イ.　建物・構築物
(イ)　通常時の状態
MOX燃料加工施設が運転している状態。

(ロ)　設計用自然条件
設計上基本的に考慮しなければならない自然条件（積雪，風）。

60 c.　設計用減衰定数
地震応答解析に用いる減衰定数は，安全上適切と認められる規格及び基準に基づき，設備の種類，構
造等により適切に選定するとともに，試験等で妥当性を確認した値も用いる。

なお，建物・構築物の地震応答解析に用いる鉄筋コンクリートの減衰定数の設定については，既往の
知見に加え，既設施設の地震観測記録等により，その妥当性を検討する。

また，地盤と土木構造物の連成系地震応答解析モデルの減衰定数については，地中構造物としての特
徴，同モデルの振動特性を考慮して適切に設定する。

＜減衰定数の設定＞
⇒地震応答解析に用いる減衰定数に関する根拠を示すため，減衰定数
の設定内容について補足説明する。
・[補足耐5]地震応答解析モデルに用いる鉄筋コンクリート造部の減衰
定数に関する検討

＜減衰定数の適用＞
⇒施設の評価において適用する減衰定数のうち，最新知見として得ら
れた減衰定数を用いることの妥当性，適用する設備への適用妥当性に
ついて補足説明する。
・[補足耐6]新たに適用した減衰定数について

＜土木構造物の要求機能＞
⇒土木構造物の要求機能について補足説明する。
・[補足耐2]洞道の設工認申請上の取り扱いについて

(b)　重大事故等対処施設
イ.　建物・構築物
(イ)　通常時の状態
MOX燃料加工施設が運転している状態。

(ロ)  重大事故等時の状態
MOX燃料加工施設が，重大事故に至るおそれがある事故又は重大事故の状態で，重大事故等対処施設の
機能を必要とする状態。

(ハ)　設計用自然条件
設計上基本的に考慮しなければならない自然条件（積雪，風）。

61

63
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補足説明すべき項目の抽出
（第五条（安全機能を有する施設の地盤）、第二十六条（重大事故等対処施設の地盤）、第六条、第二十七条（地震による損傷の防止））

別紙５①

補足すべき事項添付書類(2)基本設計方針 添付書類(1)

66 ロ.　機器・配管系
(イ)　通常時に作用している荷重

(ロ)　 設計基準事故時の状態で施設に作用する荷重

(ハ)　地震力

ただし，各状態において施設に作用する荷重には，通常時に作用している荷重，すなわち自重等の固
定荷重が含まれるものとする。また，屋外に設置される施設については，建物・構築物に準じる。

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
5.機能維持の基本方針
5.1 構造強度
5.1.2 荷重の種類
(1)安全機能を有する
施設

【5.1.2 荷重の種類(1)】
b.機器・配管系
(a)通常時に作用している荷重
(b)設計基準事故時の状態で施設に作用する荷重
(c)地震力
・各状態において施設に作用する荷重には，通常時に作用している荷重，すなわち自重等の固定荷
重が含まれるものとする。また，屋外に設置される施設の積雪荷重，風荷重については，建物・構
築物に準じる。

－ ―

※補足すべき事項の対象なし

67 (b)　重大事故等対処施設
イ．建物・構築物
(イ)　MOX燃料加工施設のおかれている状態にかかわらず通常時に作用している荷重，すなわち固定荷
重，積載荷重，土圧及び水圧

(ロ)　重大事故等時の状態で施設に作用する荷重

(ハ)　地震力，積雪荷重及び風荷重

ただし，通常時及び重大事故等時の状態で施設に作用する荷重には，機器・配管系から作用する荷重
が含まれるものとし，地震力には，地震時土圧，地震時水圧及び機器・配管系からの反力が含まれる
ものとする。

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
5.機能維持の基本方針
5.1 構造強度
5.1.2 荷重の種類
(2)重大事故等対処施
設

【5.1.2 荷重の種類(2)】
a.建物・構築物
(a)MOX燃料加工施設のおかれている状態にかかわらず通常時に作用している荷重，すなわち固定荷
重，積載荷重，土圧及び水圧
(b)重大事故等時の状態で施設に作用する荷重
(c)地震力，積雪荷重及び風荷重
・通常時及び重大事故等時に作用している荷重には，機器・配管系から作用する荷重が含まれるも
のとし，地震力には，地震時の土圧，地震時水圧及び機器・配管系からの反力等による荷重が含ま
れるものとする。

－ ―

※補足すべき事項の対象なし

68 ロ.　機器・配管系
(イ)　通常時に作用している荷重

(ロ)　設計基準事故時の状態で施設に作用する荷重

(ハ)　重大事故等時の状態で施設に作用する荷重

(ニ)　地震力

ただし，各状態において施設に作用する荷重には，通常時に作用している荷重，すなわち自重等の固
定荷重が含まれるものとする。また，屋外に設置される施設については，建物・構築物に準じる。

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
5.機能維持の基本方針
5.1 構造強度
5.1.2 荷重の種類
(2)重大事故等対処施
設

【5.1.2 荷重の種類(2)】
b.機器・配管系
(a)通常時に作用している荷重
(b)設計基準事故時の状態で施設に作用する荷重
(c)重大事故等時の状態で施設に作用する荷重
(d)地震力
・各状態において施設に作用する荷重には，通常時に作用している荷重，すなわち自重等の固定荷
重が含まれるものとする。また，屋外に設置される施設の積雪荷重，風荷重については，建物・構
築物に準じる。

－ ―

※補足すべき事項の対象なし

69 c.　荷重の組合せ
地震力と他の荷重との組合せについては，「3.3 外部からの衝撃による損傷の防止」で設定している
風及び積雪による荷重を考慮し，以下のとおり設定する。
(a)　安全機能を有する施設
イ.　建物・構築物
(イ)　Ｓクラスの建物・構築物については，通常時に作用している荷重（固定荷重，積載荷重，土圧
及び水圧），積雪荷重及び風荷重と基準地震動Ｓｓによる地震力とを組み合わせる。

(ロ)　Ｓクラス，Ｂクラス及びＣクラスの建物・構築物については，通常時に作用している荷重（固
定荷重，積載荷重，土圧及び水圧），積雪荷重及び風荷重と基準地震動Ｓｓ以外の地震動による地震
力又は静的地震力とを組み合わせる。

この際，通常時に作用している荷重のうち，土圧及び水圧について，基準地震動Ｓｓによる地震力又
は弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力と組み合わせる場合は，当該地震時の土圧及び水圧とする。

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
5.機能維持の基本方針
5.1 構造強度
5.1.3 荷重の組合せ
(1)安全機能を有する
施設

【5.1.3 荷重の組合せ(1)】
・地震力と他の荷重との組合せは以下による。
a.建物・構築物
(a)Ｓクラスの建物・構築物については，通常時に作用している荷重(固定荷重，積載荷重，土圧及
び水圧)，積雪荷重及び風荷重と基準地震動Ｓｓによる地震力とを組み合わせる。
(b)Ｓクラスの建物・構築物については，通常時に作用している荷重(固定荷重，積載荷重，土圧及
び水圧)，積雪荷重及び風荷重と基準地震動Ｓｓ以外の地震動による地震力又は静的地震力とを組み
合わせる。
(c)Ｂクラス及びＣクラス施設の建物・構築物については，通常時に作用する荷重(固定荷重，積載
荷重，土圧及び水圧)，積雪荷重及び風荷重と動的地震力又は静的地震力とを組み合わせる。
・通常時に作用している荷重のうち，土圧及び水圧について，基準地震動Ｓｓによる地震力又は弾
性設計用地震動Ｓｄによる地震力と組み合わせる場合は，当該地震時の土圧及び水圧とする。

－ ―

※補足すべき事項の対象なし

70 ロ.　機器・配管系
(イ)　Ｓクラスの機器・配管系については，通常時に作用している荷重及び設計基準事故時に生じる
荷重と基準地震動Ｓｓによる地震力，弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力とを組み合
わせる。

(ロ)　Ｂクラスの機器・配管系については，通常時に作用している荷重と共振影響検討用の地震動に
よる地震力又は静的地震力とを組み合わせる。

(ハ)　Ｃクラスの機器・配管系については，通常時に作用している荷重と静的地震力とを組み合わせ
る。

なお，屋外に設置される施設については，建物・構築物と同様に積雪荷重及び風荷重を組み合わせ
る。

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
5.機能維持の基本方針
5.1 構造強度
5.1.3 荷重の組合せ
(1)安全機能を有する
施設

【5.1.3 荷重の組合せ(1)】
b.機器・配管系
(a)Ｓクラスの機器・配管系については，通常時に作用する荷重，設計基準事故時に生じる荷重と基
準地震動Ｓｓによる地震力，弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力と組み合わせる。
(b)Ｓクラスの機器・配管系については，設計基準事故時の状態のうち地震によって引き起こされる
おそれのある事故等によって施設に作用する荷重は，その事故事象の継続時間等との関係を踏ま
え，適切な地震力とを組み合わせる。
(c)Ｂクラスの機器・配管系については，通常時に作用する荷重と共振影響検討用の地震動による地
震力又は静的地震力とを組み合わせる。
(d)Ｃクラスの機器・配管系については，通常時に作用する荷重と静的地震力とを組み合わせる。
(e)機器・配管系の設計基準事故(以下本項目では「事故」という。)時に生じるそれぞれの荷重につ
いては，地震によって引き起こされるおそれのある事故によって作用する荷重及び地震によって引
き起こされるおそれのない事故であっても，いったん事故が発生した場合，長時間継続する事故に
よって作用する荷重は，その事故の発生確率，継続時間及び地震動の超過確率の関係を踏まえ，適
切な地震力と組み合わせて考慮する。なお，設計基準事故時の状態で施設に作用する荷重は，通常
時に施設に作用する荷重を超えるもの及び長時間施設に作用するものがないため，地震荷重と組み
合わせるものはない。
・屋外に設置される施設については，建物・構築物と同様に積雪荷重及び風荷重を組み合わせる。

－ ―

＜地震時荷重と事故時荷重との組合せについて＞
⇒設計基準事故時の荷重と地震力との組合せ要否の検討内容について
補足説明する。
・[補足耐14]地震時荷重と事故時荷重との組合せについて

※補足すべき事項の対象なし

―－

【5.1.3 荷重の組合せ(2)】
a.建物・構築物
(a)常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設の建物・構築物については，
通常時に作用している荷重（固定荷重，積載荷重，土圧及び水圧），積雪荷重，風荷重と基準地震
動Ｓｓによる地震力とを組み合わせる。
(b)常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設の建物・構築物については，
通常時に作用している荷重（固定荷重，積載荷重，土圧及び水圧），積雪荷重，風荷重及び重大事
故等時の状態で施設に作用する荷重のうち，地震によって引き起こされるおそれがある事象によっ
て作用する荷重と基準地震動Ｓｓによる地震力とを組み合わせる。
(c)常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設の建物・構築物については，
通常時に作用している荷重（固定荷重，積載荷重，土圧及び水圧），積雪荷重，風荷重及び重大事
故等時の状態で施設に作用する荷重のうち，地震によって引き起こされるおそれがない事象による
荷重は，その事故事象の発生確率，継続時間及び地震動の年超過確率の関係を踏まえ，適切な地震
力（基準地震動Ｓｓ又は弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力）と組み合わせる。この組合せについ
ては，事故事象の発生確率，継続時間及び地震動の年超過確率の積等を考慮し，工学的，総合的に
勘案の上設定する。なお，継続時間については対策の成立性も考慮した上で設定する。
　MOX燃料加工施設の重大事故等は，事業(変更)許可申請書において，重大事故の対処に係る有効性
評価のために技術的な想定を超えた偶発的な事象の同時発生が生じると仮定したものであるため，
重大事故等時の状態で施設に作用している荷重は，地震荷重と組み合わせるものはない。
　
(d)常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施
設の建物・構築物については，通常時に作用している荷重（固定荷重，積載荷重，土圧及び水
圧），積雪荷重及び風荷重と，弾性設計用地震動Ｓｄに2分の1を乗じたものによる地震力又は静的
地震力とを組み合わせる。

　通常時に作用している荷重のうち，土圧及び水圧について，基準地震動Ｓｓによる地震力又は弾
性設計用地震動Ｓｄに2分の1を乗じたものによる地震力と組み合わせる場合は，当該地震時の土圧
及び水圧とする。

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
5.機能維持の基本方針
5.1 構造強度
5.1.3 荷重の組合せ
(2)重大事故等対処施
設

(b)　重大事故等対処施設
イ.　建物・構築物
(イ)　常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設の建物・構築物について
は，通常時に作用している荷重（固定荷重，積載荷重，土圧及び水圧），積雪荷重，風荷重及び基準
地震動Ｓｓによる地震力とを組み合わせる。

(ロ)　常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設の建物・構築物について
は，通常時に作用している荷重（固定荷重，積載荷重，土圧及び水圧），積雪荷重，風荷重及び重大
事故等時の状態で施設に作用する荷重のうち，地震によって引き起こされるおそれがある事象によっ
て作用する荷重と基準地震動Ｓｓによる地震力とを組み合わせる。

(ハ)　常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設の建物・構築物について
は，通常時に作用している荷重（固定荷重，積載荷重，土圧及び水圧），積雪荷重，風荷重及び重大
事故等時の状態で施設に作用する荷重のうち，地震によって引き起こされるおそれがない事象による
荷重は，その事故事象の発生確率，継続時間及び地震動の年超過確率の関係を踏まえ，適切な地震力
（基準地震動Ｓｓ又は弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力）と組み合わせる。この組合せについて
は，事故事象の発生確率，継続時間及び地震動の年超過確率の積等を考慮し，工学的，総合的に勘案
の上設定する。なお，継続時間については対策の成立性も考慮した上で設定する。

(ニ)　常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処
施設の建物・構築物については，通常時に作用している荷重（固定荷重，積載荷重，土圧及び水
圧），積雪荷重及び風荷重と，弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力とを組み合わせ
る。

この際，通常時に作用している荷重のうち，土圧及び水圧について，基準地震動Ｓｓによる地震力又
は弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力と組み合わせる場合は，当該地震時の土圧及び水圧とする。
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補足説明すべき項目の抽出
（第五条（安全機能を有する施設の地盤）、第二十六条（重大事故等対処施設の地盤）、第六条、第二十七条（地震による損傷の防止））

別紙５①

補足すべき事項添付書類(2)基本設計方針 添付書類(1)

72 ロ.　機器・配管系
(イ)　常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設の機器・配管系について
は，通常時に作用している荷重と基準地震動Ｓｓによる地震力を組み合わせる。
　
(ロ)　常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設の機器・配管系について
は，通常時に作用している荷重，設計基準事故時の状態及び重大事故等時の状態で施設に作用してい
る荷重のうち，地震によって引き起こされるおそれがある事象によって作用する荷重と基準地震動Ｓ
ｓによる地震力を組み合わせる。重大事故等が地震によって引き起こされるおそれがある事象である
かについては，安全機能を有する施設の耐震設計の考え方に基づき設定する。

(ハ)　常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設の機器・配管系について
は，通常時に作用している荷重，設計基準事故時の状態及び重大事故等時の状態で施設に作用してい
る荷重のうち，地震によって引き起こされるおそれがない事象による荷重は，基準地震動Ｓｓ又は弾
性設計用地震動Ｓｄによる地震力と組み合わせる。

(ニ)　常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処
施設の機器・配管系については，通常時に作用している荷重と弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又
は静的地震力を組み合わせる。

なお，屋外に設置される施設については，建物・構築物と同様に積雪荷重及び風荷重を組み合わせ
る。

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
5.機能維持の基本方針
5.1 構造強度
5.1.3 荷重の組合せ
(2)重大事故等対処施
設

【5.1.3 荷重の組合せ(2)】
b. 機器・配管系
(a)常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設の機器・配管系については，
通常時に作用している荷重と基準地震動Ｓｓによる地震力を組み合わせる。
(b)常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設の機器・配管系については，
通常時に作用している荷重，設計基準事故時の状態及び重大事故等時の状態で施設に作用している
荷重のうち，地震によって引き起こされるおそれがある事象によって作用する荷重と基準地震動Ｓ
ｓによる地震力とを組み合わせる。重大事故等が地震によって引き起こされるおそれがある事象で
あるかについては，安全機能を有する施設の耐震設計の考え方に基づき設定する。
(c)常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設の機器・配管系については，
通常時に作用している荷重，設計基準事故時の状態及び重大事故等時の状態で施設に作用している
荷重のうち，地震によって引き起こされるおそれがない事象による荷重は，その事故事象の発生確
率，継続時間及び地震動の年超過確率の関係を踏まえ，適切な地震力（基準地震動Ｓｓ又は弾性設
計用地震動Ｓｄによる地震力）と組み合わせる。
・設計基準事故時の状態で施設に作用する荷重は，通常時に施設に作用する荷重を超えるもの及び
長時間施設に作用するものがないため，地震荷重と組み合わせるものはない。
・MOX燃料加工施設の重大事故等は，事業(変更)許可申請書において，重大事故の対処に係る有効性
評価のために技術的な想定を超えた状態として仮定しているが，地震を要因として特定される重大
事故はないため，重大事故等時の状態で施設に作用している荷重は，地震荷重と組み合わせるもの
はない。
(d)常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施
設の機器・配管系については，通常時に作用している荷重と弾性設計用地震動Ｓｄに2分の1を乗じ
たものによる地震力又は静的地震力とを組み合わせる。

・屋外に設置される施設については，建物・構築物と同様に積雪荷重及び風荷重を組み合わせる。

－ ―

＜地震時荷重と事故時荷重との組合せについて＞
⇒設計基準事故時の荷重と地震力との組合せ要否の検討内容について
補足説明する。
・[補足耐14]地震時荷重と事故時荷重との組合せについて

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
5.機能維持の基本方針
5.1 構造強度
5.1.3 荷重の組合せ
(1)安全機能を有する
施設

【5.1.3 荷重の組合せ(1)】
b.機器・配管系
(a)Ｓクラスの機器・配管系については，通常時に作用する荷重，設計基準事故(以下本項目では
「事故」という。)時に生じる荷重と基準地震動Ｓｓによる地震力，弾性設計用地震動Ｓｄによる地
震力又は静的地震力と組み合わせる。
(b)Ｓクラスの機器・配管系については，設計基準事故時の状態のうち地震によって引き起こされる
おそれのある事故等によって施設に作用する荷重は，その事故事象の継続時間等との関係を踏ま
え，適切な地震力とを組み合わせる。
(c)Ｂクラスの機器・配管系については，通常時に作用する荷重と共振影響検討用の地震動による地
震力又は静的地震力とを組み合わせる。
(d)Ｃクラスの機器・配管系については，通常時に作用する荷重と静的地震力とを組み合わせる。
(e)機器・配管系の設計基準事故時(以下「事故等」という。)に生じるそれぞれの荷重については，
地震によって引き起こされるおそれのある事故等によって作用する荷重及び地震によって引き起こ
されるおそれのない事故等であっても，いったん事故等が発生した場合，長時間継続する事故等に
よって作用する荷重は，その事故等の発生確率，継続時間及び地震動の超過確率の関係を踏まえ，
適切な地震力と組み合わせて考慮する。なお，設計基準事故時の状態で施設に作用する荷重は，通
常時に施設に作用する荷重を超えるもの及び長時間施設に作用するものがないため，地震荷重と組
み合わせるものはない。
・屋外に設置される施設については，建物・構築物と同様に積雪荷重及び風荷重を組み合わせる。

－ ―

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
5.機能維持の基本方針
5.1 構造強度
5.1.3 荷重の組合せ
(2)重大事故等対処施
設

【5.1.3 荷重の組合せ(2)】
b.機器・配管系
(a)常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設の機器・配管系については，
通常時に作用している荷重と基準地震動Ｓｓによる地震力を組み合わせる。
(b)常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等大使施設の機器・配管系については，
通常時に作用している荷重，設計基準事故時の状態及び重大事故等時の状態で施設に作用している
荷重のうち，地震によって引き起こされるおそれがある事象によって作用する荷重と基準地震動Ｓ
ｓによる地震力を組み合わせる。重大事故等が地震によって引き起こされるおそれがある事象であ
るかについては，安全機能を有する施設の耐震設計の考え方に基づき設定する。
(c)常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設の機器・配管系については，
通常時に作用している荷重設計基準事故時の状態及び重大事故等時の状態で施設に作用している荷
重のうち，地震によって引き起こされるおそれがない事象による荷重は，その事故事象の発生確
率，継続時間及び地震動の年超過確率の関係を踏まえ，適切な地震力(基準地震動Ｓｓ又は弾性設計
用地震動Ｓｄによる地震力)と組み合わせる。
・設計基準事故時の状態で施設に作用する荷重は，通常時に施設に作用する荷重を超えるもの及び
長時間施設に作用するものがないため，地震荷重と組み合わせるものはない。
・MOX燃料加工施設の重大事故等は，事業(変更)許可申請書において，重大事故の対処に係る有効性
評価のために技術的な想定を超えた状態として仮定しているが，地震を要因として特定される重大
事故はないため，重大事故等時の状態で施設に作用している荷重は，地震荷重と組み合わせるもの
はない。

－ ―

74 d.　許容限界
各施設の地震力と他の荷重とを組み合わせた状態に対する許容限界は，以下のとおりとし，安全上適
切と認められる規格及び基準又は試験等で妥当性が確認されている値を用いる。

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
5.機能維持の基本方針
5.1 構造強度
5.1.5 許容限界

【5.1.5 許容限界】
・各施設の地震力と他の荷重とを組み合わせた状態に対する許容限界は次のとおりとし，JEAG4601
等の安全上適切と認められる規格及び基準又は試験等で妥当性が確認されている値を用いる。

－ ―

※補足すべき事項の対象なし

－

【5.1.4 荷重の組合せ上の留意事項】
(1)安全機能を有する施設のうち耐震重要度の異なる施設を支持する建物・構築物の当該部分の支持
機能を確認する場合においては，支持される施設の耐震重要度に応じた地震力と通常時に作用して
いる荷重とを組み合わせる。
(2) 安全機能を有する施設及び重大事故等対処施設に適用する動的地震力は，水平2方向及び鉛直方
向について適切に組み合わせて算定するものとする。
(3)ある荷重の組合せ状態での評価が明らかに厳しいことが判明している場合には，その妥当性を示
した上で，その他の荷重の組合せ状態での評価は行わないものとする。
(4) 複数の荷重が同時に作用し，それらの荷重による応力の各ピークの生起時刻に明らかなずれが
ある場合は，その妥当性を示した上で，必ずしもそれぞれの応力のピーク値を重ねなくてもよいも
のとする。
(5) 積雪荷重については，屋外に設置されている安全機能を有する施設及び重大事故等対処施設の
うち，積雪による受圧面積が小さい施設や，通常時に作用している荷重に対して積雪荷重の割合が
無視できる施設を除き，地震力との組合せを考慮する。
(6) 風荷重については，屋外の直接風を受ける場所に設置されている安全機能を有する施設及び重
大事故等対処施設のうち，風による受圧面積が小さい施設や，風荷重の影響が地震荷重と比べて相
対的に無視できないような構造，形状及び仕様の施設においては，地震力との組合せを考慮する。
(7)荷重として考慮する水圧のうち地下水圧については，地下水排水設備による地下水位の低下を踏
まえた設計用地下水位に基づき設定する。
(8)設備分類の異なる重大事故等対処施設を支持する建物・構築物の当該部分の支持機能を確認する
場合においては，支持される施設の設備分類に応じた地震力と通常時に作用している荷重(固定荷
重，積載荷重，土圧及び水圧)及び重大事故等時の状態で施設に作用する荷重並びに積雪荷重及び風
荷重を組み合わせる。

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
5.機能維持の基本方針
5.1 構造強度
5.1.4 荷重の組合せ上
の留意事項

―

＜地震時荷重と事故時荷重との組合せについて＞
⇒設計基準事故時の荷重と地震力との組合せ要否の検討内容について
補足説明する。
・[補足耐14]地震時荷重と事故時荷重との組合せについて

73 (c)　荷重の組合せ上の留意事項
イ. 安全機能を有する施設のうち耐震重要度の異なる施設を支持する建物・構築物の当該部分の支持
機能を確認する場合においては，支持される施設の耐震重要度に応じた地震力と通常時に作用してい
る荷重とを組み合わせる。

ロ.　安全機能を有する施設のうち機器・配管系の設計基準事故（以下本項目では「事故」という。）
時に生じる荷重については，地震によって引き起こされるおそれのある事故によって作用する荷重及
び地震によって引き起こされるおそれのない事故であっても，いったん事故が発生した場合，長時間
継続する事故による荷重は，その事故の発生確率，継続時間及び地震動の超過確率の関係を踏まえ，
適切な地震力と組み合わせて考慮する。

ハ．安全機能を有する施設及び重大事故等対処施設に適用する動的地震力は，水平2方向及び鉛直方向
について適切に組み合わせて算定するものとする。

ニ.　積雪荷重については，屋外に設置されている安全機能を有する施設及び重大事故等対処施設のう
ち，積雪による受圧面積が小さい施設や，通常時に作用している荷重に対して積雪荷重の割合が無視
できる施設を除き，地震力との組合せを考慮する。

ホ.　風荷重については，屋外の直接風を受ける場所に設置されている安全機能を有する施設及び重大
事故等対処施設のうち，風荷重の影響が地震荷重と比べて相対的に無視できないような構造，形状及
び仕様の施設においては，地震力との組合せを考慮する。

ヘ.　荷重として考慮する水圧のうち地下水圧については，地下水排水設備による地下水位の低下を踏
まえた設計用地下水位に基づき設定する。

ト.　設備分類の異なる重大事故等対処施設を支持する建物・構築物の当該部分の支持機能を確認する
場合においては，支持される施設の設備分類に応じた地震力と通常時に作用している荷重（固定荷
重，積載荷重，土圧及び水圧）及び重大事故等時の状態で施設に作用する荷重並びに積雪荷重及び風
荷重を組み合わせる。

チ.　常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設の機器・配管系の，通常時に
作用している荷重，設計基準事故時の状態及び重大事故等時の状態で施設に作用している荷重のう
ち，地震によって引き起こされるおそれがない事象による荷重と，基準地震動Ｓｓ又は弾性設計用地
震動Ｓｄによる地震力との組合せについては，事故事象の発生確率，継続時間及び地震動の年超過確
率の積等を考慮し，工学的，総合的に勘案の上設定する。なお，継続時間については対策の成立性も
考慮した上で設定する。

※補足すべき事項の対象なし
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補足説明すべき項目の抽出
（第五条（安全機能を有する施設の地盤）、第二十六条（重大事故等対処施設の地盤）、第六条、第二十七条（地震による損傷の防止））

別紙５①

補足すべき事項添付書類(2)基本設計方針 添付書類(1)

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
5.機能維持の基本方針
5.1 構造強度
5.1.5 許容限界
(1)安全機能を有する
施設

【5.1.5 許容限界(1)】
a. 建物・構築物
(a)Ｓクラスの建物・構築物
イ.基準地震動Ｓｓによる地震力との組合せに対する許容限界
・建物・構築物全体としての変形能力(耐震壁のせん断ひずみ等)が終局耐力時の変形に対して十分
な余裕を有し，部材・部位ごとのせん断ひずみ・応力等が終局耐力時のせん断ひずみ・応力等に対
して，妥当な安全余裕を持たせることとする。
・終局耐力とは，建物・構築物に対する荷重又は応力を漸次増大していくとき，その変形又はひず
みが著しく増加するに至る限界の最大耐力とし，既往の実験式等に基づき適切に定めるものとす
る。
ロ.弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力との組合せに対する許容限界
・地震力に対しておおむね弾性状態に留まるように，発生する応力に対して，建築基準法等の安全
上適切と認められる規格及び基準による許容応力度を許容限界とする。

－ ―

※補足すべき事項の対象なし

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
8.ダクティリティに関
する考慮

【8.ダクティリティに関する考慮】
・MOX燃料加工施設は，構造安全性を一層高めるために，材料の選定等に留意し，その構造体のダク
ティリティを高めるよう設計する。具体的には「Ⅲ－１－１－９   構造計画，材料選択上の留意
点」に示す。

－ ―

※補足すべき事項の対象なし

76 (ロ)　Ｂクラス及びＣクラスの建物・構築物
上記(イ)ⅱ.による許容応力度を許容限界とする。

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
5.機能維持の基本方針
5.1 構造強度
5.1.5 許容限界
(1)安全機能を有する
施設

【5.1.5 許容限界(1)】
a.建物・構築物
(b)Ｂクラス及びＣクラスの建物・構築物
上記(a)ロ．による許容応力度を許容限界とする。

－ ―

※補足すべき事項の対象なし

77 (ハ)　建物・構築物の保有水平耐力
建物・構築物（土木構造物を除く。）については，当該建物・構築物の保有水平耐力が必要保有水平
耐力に対して，耐震重要度に応じた適切な安全余裕を有していることを確認する。

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
5.機能維持の基本方針
5.1 構造強度
5.1.5 許容限界
(1)安全機能を有する
施設

【5.1.5 許容限界(1)】
a.建物・構築物
(d)建物・構築物の保有水平耐力
・建物・構築物(土木構造物を除く。)については，当該建物・構築物の保有水平耐力が必要保有水
平耐力に対して，耐震重要度に応じた適切な安全余裕を有していることを確認する。 － ―

※補足すべき事項の対象なし

(a)　安全機能を有する施設
イ.　建物・構築物

(イ)　Ｓクラスの建物・構築物
ⅰ.　基準地震動Ｓｓによる地震力との組合せに対する許容限界
建物・構築物全体としての変形能力（耐震壁のせん断ひずみ等）が終局耐力時の変形に対して十分な
余裕を有し，部材・部位ごとのせん断ひずみ・応力等が終局耐力時のせん断ひずみ・応力等に対し
て，妥当な安全余裕を有することとする。

なお，終局耐力とは，建物・構築物に対する荷重又は応力を漸次増大していくとき，その変形又はひ
ずみが著しく増加するに至る限界の最大耐力とし，既往の実験式等に基づき適切に定めるものとす
る。

ⅱ.　弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力との組合せに対する許容限界
Ｓクラスの建物・構築物については，地震力に対しておおむね弾性状態に留まるように，発生する応
力に対して，建築基準法等の安全上適切と認められる規格及び基準による許容応力度を許容限界とす
る。

75

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針5. 機能維
持の基本方針
5.2 機能維持
(1)安全機能を有する
施設

―－

上記の他，遮蔽機能，閉じ込め機能，支持機能等の維持が必要な建物・構築物については，その機能
を維持できる許容限界を適切に設定する。

78 【5.2 機能維持(1)】
a.建物・構築物
(a) 遮蔽機能の維持
・遮蔽機能の維持が要求される施設は，地震時及び地震後において，放射線業務従事者の放射線障
害防止，MOX燃料加工施設周辺の空間線量率の低減，居住性の確保及び放射線障害から公衆を守るた
め，安全機能を有する施設の耐震重要度に応じた地震動に対して「5.1 構造強度」に基づく構造強
度を確保し，遮蔽体の形状及び厚さを確保することで，遮蔽機能を維持する設計とする。
・「Ⅱ　放射線による被ばくの防止に関する説明書」における遮蔽機能の維持に関する耐震設計方
針についても本項に従う。
(b) 支持機能の維持
・機器・配管系の設備を間接的に支持する機能の維持が要求される施設は，地震時及び地震後にお
いて，被支持設備の機能を維持するため，被支持設備の安全機能を有する施設の耐震重要度に応じ
た地震動に対して，構造強度を確保することで，支持機能が維持できる設計とする。
・建物・構築物の鉄筋コンクリート造の場合は，耐震壁のせん断ひずみの許容限界を満足すること
又は基礎を構成する部材に生じる応力が終局強度に対し妥当な安全余裕を有していることで，Ｓク
ラス設備等に対する支持機能が維持できる設計とする。
(c) 閉じ込め機能維持
・閉じ込め機能の維持が要求される施設については，地震時及び地震後において，放射性物質を限
定された区域に閉じ込めるため，耐震重要度に応じた地震動に対して構造強度を確保することで，
当該機能が維持できる設計とする。
・閉じ込め機能の維持が要求される施設のうち，鉄筋コンクリート造の施設は，地震時及び地震後
において，放射性物質が漏えいした場合にその影響の拡大を防止するため，閉じ込め機能の維持が
要求される壁及び床が安全機能を有する施設の耐震重要度に応じた地震動に対して諸室としての構
成を喪失しないことで閉じ込め機能が維持できる設計とする。
・これらの機能維持の考え方を，「Ⅲ－１－１－８　機能維持の基本方針」に示す。なお，重大事
故等対処施設の設計においては，設計基準事故時の状態と重大事故等時の状態での評価条件の比較
を行い，重大事故等時の状態の方が厳しい場合は別途，重大事故等時の状態にて設計を行う。

＜土木構造物の要求機能＞
⇒土木構造物の要求機能について補足説明する
・[補足耐2]洞道の設工認申請上の取り扱いについて
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補足説明すべき項目の抽出
（第五条（安全機能を有する施設の地盤）、第二十六条（重大事故等対処施設の地盤）、第六条、第二十七条（地震による損傷の防止））

別紙５①

補足すべき事項添付書類(2)基本設計方針 添付書類(1)

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
5.機能維持の基本方針
5.1 構造強度
5.1.5 許容限界
(1)安全機能を有する
施設

【5.1.5 許容限界(1)】
b.機器・配管系
(a)Ｓクラスの機器・配管系
イ. 基準地震動Ｓｓによる地震力との組合せに対する許容限界
・塑性域に達するひずみが生じる場合であっても，その量が小さなレベルに留まって破断延性限界
に十分な余裕を有し，その施設の機能に影響を及ぼすことがない限度に応力，荷重を制限する値を
許容限界とする。

ロ.弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力との組合せに対する許容限界
・発生する応力に対して，応答が全体的におおむね弾性状態に留まるように，降伏応力又はこれと
同等の安全性を有する応力を許容限界とする。

－ ―

＜疲労評価における等価繰返し回数の設定＞
⇒疲労評価を実施している設備について，適用する等価繰返し回数の
設定方法，サイクル数のカウント方法等の妥当性について補足説明す
る。
・[補足耐21]耐震評価における等価繰返し回数の妥当性確認について

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
5.機能維持の基本方針
5.2 機能維持

【5.2 機能維持】
(1) 動的機能維持
・動的機能が要求される回転機器及び弁は，地震時及び地震後において，その機器に要求される安
全機能を維持するため，回転機器及び弁の機種別に分類し，その加速度を用いることとし，安全機
能を有する施設の耐震重要度又は重大事故等対処施設の設備分類に応じた地震動に対して，各々に
要求される動的機能が維持できることを試験又は解析により確認することで，当該機能を維持する
設計とするか，若しくは応答加速度による解析等により当該機能を維持する設計とする。
・弁等の機器の地震応答解析結果の応答加速度が当該機器を支持する配管の地震応答により増加す
ると考えられるときは，当該配管の地震応答の影響を考慮し，一定の余裕を見込むこととする。
(2) 電気的機能維持
・電気的機能が要求される機器は，地震時及び地震後において，その機器に要求される安全機能を
維持するため，安全機能を有する施設の耐震重要度又は重大事故等対処施設の設備分類に応じた地
震動に対して，要求される電気的機能が維持できることを試験又は解析により確認し，当該機能を
維持する設計とする。

－ ―

＜動的機能維持評価＞
⇒動的機能維持の評価内容について補足説明する。
・[補足耐24]動的機能維持評価手法の適用について

＜電気盤等の機能維持評価＞
⇒電気盤等の機能維持評価に用いる水平方向加速度の保守性に対する
確認結果について補足説明する。
・[補足耐25]電気盤等の機能維持評価に適用する水平方向の評価用地
震力について

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
8.ダクティリティに関
する考慮

【8.ダクティリティに関する考慮】
・MOX燃料加工施設は，構造安全性を一層高めるために，材料の選定等に留意し，その構造体のダク
ティリティを高めるよう設計する。具体的には「Ⅲ－１－１－９   構造計画，材料選択上の留意
点」に示す。

－ ―

※補足すべき事項の対象なし

80 (ロ)　Ｂクラス及びＣクラスの機器・配管系
上記(イ)ⅱ.による応力を許容限界とする。

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
5.機能維持の基本方針
5.1 構造強度
5.1.5 許容限界
(1)安全機能を有する
施設

【5.1.5 許容限界(1)】
b.機器・配管系
(b) Ｂクラス及びＣクラスの機器・配管系
・上記b.(a)ロ.による応力を許容限界とする。

－ ―

＜疲労評価における等価繰返し回数の設定＞
⇒疲労評価を実施している設備について，適用する等価繰返し回数の
設定方法，サイクル数のカウント方法等の妥当性について補足説明す
る。
・[補足耐21]耐震評価における等価繰返し回数の妥当性確認について

79 ロ.　機器・配管系
(イ)　Ｓクラスの機器・配管系
ⅰ.　基準地震動Ｓｓによる地震力との組合せに対する許容限界
塑性域に達するひずみが生じる場合であっても，その量が小さなレベルに留まって破断延性限界に十
分な余裕を有し，その施設の機能に影響を及ぼすことがない限度に応力，荷重を制限する値を許容限
界とする。

ⅱ.　弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力との組合せに対する許容限界
発生する応力に対して，応答が全体的におおむね弾性状態に留まるように，降伏応力又はこれと同等
の安全性を有する応力を許容限界とする。

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
10.耐震計算の基本方
針
10.2機器・配管系

―

【10.2 機器・配管系】
・地震時及び地震後に機能維持が要求される設備については，地震応答解析により機器・配管系に
作用する加速度が振動試験又は解析等により機能が維持できることを確認した加速度(動的機能維持
確認済加速度又は電気的機能維持確認済加速度)以下，若しくは，静的又は動的解析により求まる地
震荷重が許容荷重以下となることを確認する。
・これらの水平2方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価については，「Ⅲ－２－３　水
平2方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価結果」に示す。

－

＜動的機能維持評価＞
⇒動的機能維持の評価内容について補足説明する。
・[補足耐24]動的機能維持評価手法の適用について

＜電気盤等の機能維持評価＞
⇒電気盤等の機能維持評価に用いる水平方向加速度の保守性に対する
確認結果について補足説明する。
・[補足耐25]電気盤等の機能維持評価に適用する水平方向の評価用地
震力について

－－

【5.2 機能維持(1)】
b．機器・配管系
(a) 動的機能維持
・動的機能が要求される回転機器及び弁は，地震時及び地震後において，その設備に要求される安
全機能を維持するため，安全機能を有する施設の耐震重要度に応じた地震動に対して，要求される
動的機能が維持できることを実証試験又は解析により確認することで，当該機能を維持する設計と
する。実証試験等により確認されている機能維持加速度を超える場合には，詳細検討により機能維
持を満足する設計とする。
・弁等の機器の地震応答解析結果の応答加速度が当該機器を支持する配管の地震応答により増加す
ると考えられるときは，当該配管の地震応答の影響を考慮し，一定の余裕を見込むこととする。
(b) 電気的機能維持
・電気的機能が要求される機器は，地震時及び地震後において，その機器に要求される安全機能を
維持するため，安全機能を有する施設の耐震重要度に応じた地震動に対して，要求される電気的機
能が維持できることを試験又は解析により確認し，当該機能を維持する設計とする。
(c) 遮蔽機能の維持
・遮蔽機能の維持が要求される施設は，地震時及び地震後において，放射線業務従事者の放射線障
害防止，MOX燃料加工施設周辺の空間線量率の低減，居住性の確保及び放射線障害から公衆を守るた
め，安全機能を有する施設の耐震重要度に応じた地震動に対して「5.1 構造強度」に基づく構造強
度を確保し，遮蔽機能が要求される位置に留まることで，遮蔽機能を維持する設計とする。
・「Ⅱ　放射線による被ばくの防止に関する説明書」における遮蔽機能の維持に関する耐震設計方
針についても本項に従う。
【5.2 機能維持 「(1)安全機能を有する施設」「b．機器・配管系」「(d) 閉じ込め機能維持」】
・閉じ込め機能の維持が要求される施設については，地震時及び地震後において，放射性物質を限
定された区域に閉じ込めるため，耐震重要度に応じた地震動に対して構造強度を確保することで，
当該機能が維持できる設計とする。
・閉じ込め機能が要求されるグローブボックスは，地震時及び地震後において，グローブボックス
に要求される安全機能を維持するため，安全機能を有する施設の耐震重要度に応じた地震動に対し
て，要求される閉じ込め機能が維持できることを試験又は解析により確認し，当該機能が維持でき
る設計とする。
・これらの機能維持の考え方を，「Ⅲ－１－１－８　機能維持の基本方針」に示す。なお，重大事
故等対処施設の設計においては，設計基準事故時の状態と重大事故等時の状態での評価条件の比較
を行い，重大事故等時の状態の方が厳しい場合は別途，重大事故等時の状態にて設計を行う。

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針5. 機能維
持の基本方針
5.2 機能維持
(1)安全機能を有する
施設

上記の他，遮蔽機能，動的機能，電気的機能，閉じ込め機能等の維持が必要な機器・配管系について
は，その機能を維持できる許容限界を適切に設定する。

81

＜Ｓｄ評価結果の記載方法＞
⇒Ｓクラス施設の耐震計算書におけるSd評価結果の記載方法について
補足説明する。
・[補足耐20]耐震Ｓクラス設備の耐震計算書におけるＳｄ評価結果の
記載方法

＜固有周期の算出＞
⇒固有周期を算出せず剛とみなしている設備の固有周期について補足
説明する。
・[補足耐37]剛な設備の固有周期の算出について

＜機器・配管系の類型化＞
⇒既設工認時の評価内容及び説明内容を踏まえ機器，配管系に対する
類型化の分類の考え方について補足説明する。
・[補足耐38]機器・配管系の類型化に対する分類の考え方について

＜耐震計算書の作成方針＞
⇒機電設備の耐震計算書の作成方針について構成，記載方法，記載の
留意点等について補足説明する。
・[補足耐39]機電設備の耐震計算書の作成について

＜既設工認からの変更点＞
⇒機器の耐震計算書作成の基本方針の変更点として，定型式への最新
知見の反映等の考え方について補足説明する。
・[補足耐41]機器の耐震計算における既設工認からの計算式の変更点
について
⇒耐震設計における既設工認から評価内容の評価条件等の変更内容に
ついて補足説明する。
・[補足耐42]既設工認からの変更点について
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補足説明すべき項目の抽出
（第五条（安全機能を有する施設の地盤）、第二十六条（重大事故等対処施設の地盤）、第六条、第二十七条（地震による損傷の防止））

別紙５①

補足すべき事項添付書類(2)基本設計方針 添付書類(1)

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
5.機能維持の基本方針
5.1 構造強度
5.1.5 許容限界
(2)重大事故等対処施
設

【5.1.5 許容限界 (2)】
a.建物・構築物
（a) 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設の建物・構築物
・上記(1)a.(a)イ.を適用する。

－ ―

※補足すべき事項の対象なし

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
8.ダクティリティに関
する考慮

【8.ダクティリティに関する考慮】
・MOX燃料加工施設は，構造安全性を一層高めるために，材料の選定等に留意し，その構造体のダク
ティリティを高めるよう設計する。具体的には「Ⅲ－１－１－９   構造計画，材料選択上の留意
点」に示す。

－ ―

※補足すべき事項の対象なし

83 (ロ)　常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処
施設の建物・構築物
上記(a)イ.(ロ)を適用する。

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
5.機能維持の基本方針
5.1 構造強度
5.1.5 許容限界
(2)重大事故等対処施
設

【5.1.5 許容限界(2)】
a.建物・構築物
(b)常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施
設の建物・構築物(i.に記載のものは除く）
・上記(1)a.(b)を適用する。 － ―

※補足すべき事項の対象なし

84 (ハ) 設備分類の異なる重大事故等対処施設を支持する建物・構築物
上記(イ)を適用するほか，建物・構築物は，変形等に対してその支持機能が損なわれない設計とす
る。なお，当該施設を支持する建物・構築物の支持機能が損なわれないことを確認する際の地震力
は，支持される施設に適用される地震力とする。

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
5.機能維持の基本方針
5.1 構造強度
5.1.5 許容限界
(2)重大事故等対処施
設

【5.1.5 許容限界(2)】
a.建物・構築物
(c)設備分類の異なる重大事故等対処施設を支持する建物・構築物
・上記(a)を適用するほか，設備分類の異なる重大事故等対処施設を支持する建物・構築物は，変形
等に対してその支持機能が損なわれない設計とする。なお，当該施設を支持する建物・構築物の支
持機能が損なわれないことを確認する際の地震力は，支持される施設に適用される地震力とする。

－ ―

※補足すべき事項の対象なし

85 (ニ) 建物・構築物の保有水平耐力
建物・構築物については，当該建物・構築物の保有水平耐力が必要保有水平耐力に対して，重大事故
等対処施設が代替する機能を有する安全機能を有する施設が属する耐震重要度に応じた適切な安全余
裕を有していることを確認する。

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
5.機能維持の基本方針
5.1 構造強度
5.1.5 許容限界
(2)重大事故等対処設
備

【5.1.5 許容限界(2)】
a.建物・構築物
(d)建物・構築物の保有水平耐力
・建物・構築物については，当該建物・構築物の保有水平耐力が必要保有水平耐力に対して，耐震
重要度又は重大事故等対処施設が代替する機能を有する安全機能を有する施設が属する耐震重要度
に応じた適切な安全余裕を有していることを確認する。

－ ―

※補足すべき事項の対象なし

86

82 (b)　 重大事故等対処施設
イ.　建物・構築物
(イ)　常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設の建物・構築物
上記(a)イ.(イ)ⅰ.を適用する。

＜MOX燃料加工施設の建物・構築物の要求機能＞
⇒MOX燃料加工施設の建物・構築物の要求機能について補足説明する。
・[補足耐53]建物・構築物の耐震設計における安全機能の整理につい
て

－－

【5.2 機能維持(2)重大事故等対処施設】
a.建物・構築物
(a)遮蔽機能の維持
・遮蔽機能の維持が要求される施設は，地震時及び地震後において，放射線業務従事者の放射線障
害防止，MOX燃料加工施設周辺の空間線量率の低減，居住性の確保及び放射線障害から公衆を守るた
め，重大事故等対処施設の設備分類に応じた地震動に対して「5.1 構造強度」に基づく構造強度を
確保し，遮蔽体の形状及び厚さを確保することで，遮蔽機能を維持する設計とする。
・「Ⅱ　放射線による被ばくの防止に関する説明書」における遮蔽機能の維持に関する耐震設計方
針についても本項に従う。
・緊急時対策所の遮蔽機能の維持に係る設計方針については，緊急時対策所の申請時に詳細を説明
する。
(b)気密性の維持
・気密性の維持が要求される施設は，地震時及び地震後において，居住性確保のため，事故時に放
射性気体の流入を防ぐことを目的として，重大事故等対処施設の設備分類に応じた地震動に対して
「5.1 構造強度」に基づく構造強度を確保すること及び換気設備の性能があいまって施設の気圧差
を確保することで，必要な気密性を確保できる設計とする。
・緊急時対策所の気密性の維持に係る設計方針については，緊急時対策所の申請時に詳細を説明す
る。
(c)支持機能の維持
・機器・配管系の設備を間接的に支持する機能の維持が要求される施設は，地震時及び地震後にお
いて，被支持設備の機能を維持するため，被支持設備の重大事故等対処施設の設備分類に応じた地
震動に対して，構造強度を確保することで，支持機能が維持できる設計とする。
・建物・構築物の鉄筋コンクリート造の場合は，耐震壁のせん断ひずみの許容限界を満足すること
又は基礎を構成する部材に生じる応力が終局強度に対し妥当な安全余裕を有していることで，常設
耐震重要重大事故等対処設備等に対する支持機能が維持できる設計とする。
・これらの機能維持の考え方を，「Ⅲ－１－１－８　機能維持の基本方針」に示す。なお，重大事
故等対処施設の設計においては，設計基準事故時の状態と重大事故等時の状態での評価条件の比較
を行い，重大事故等時の状態の方が厳しい場合は別途，重大事故等時の状態にて設計を行う。

5. 機能維持の基本方
針
5.2 機能維持
(2)重大事故等対処施
設

上記の他，遮蔽機能，気密性，閉じ込め機能，支持機能等の維持が必要な建物・構築物については，
その機能を維持できる許容限界を適切に設定する。
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補足説明すべき項目の抽出
（第五条（安全機能を有する施設の地盤）、第二十六条（重大事故等対処施設の地盤）、第六条、第二十七条（地震による損傷の防止））

別紙５①

補足すべき事項添付書類(2)基本設計方針 添付書類(1)

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
5.機能維持の基本方針
5.1 構造強度
5.1.5 許容限界
(2)重大事故等対処施
設

【5.1.5 許容限界(2)】
b.機器・配管系
(a)常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設の機器・配管系
・上記(1)b.(a)イ.による応力を許容限界とする。

－ ―

＜疲労評価における等価繰返し回数の設定＞
⇒疲労評価を実施している設備について，適用する等価繰返し回数の
設定方法，サイクル数のカウント方法等の妥当性について補足説明す
る。
・[補足耐21]耐震評価における等価繰返し回数の妥当性確認について

Ⅲ－１－１ 耐震設計
の基本方針
5.機能維持の基本方針
5.2 機能維持
(1) 動的機能維持
(2)電気的機能維持

【5.2 機能維持】
(1)動的機能維持
・動的機能が要求される回転機器及び弁は，地震時及び地震後において，その設備に要求される安
全機能を維持するため，安全機能を有する施設の耐震重要度又は重大事故等対処施設の設備分類に
応じた地震動に対して，要求される動的機能が維持できることを試験又は解析により確認すること
で，当該機能を維持する設計とするか，若しくは応答加速度による解析等により当該機能を維持す
る設計とする。
・弁等の機器の地震応答解析結果の応答加速度が当該機器を支持する配管の地震応答により増加す
ると考えられるときは，当該配管の地震応答の影響を考慮し，一定の余裕を見込むこととする。
(2)電気的機能維持
・電気的機能が要求される機器は，地震時及び地震後において，その機器に要求される安全機能を
維持するため，安全機能を有する施設の耐震重要度又は重大事故等対処施設の設備分類に応じた地
震動に対して，要求される電気的機能が維持できることを試験又は解析により確認し，当該機能を
維持する設計とする。

－ ―

＜動的機能維持評価＞
⇒動的機能維持の評価部位の妥当性及び評価方法について補足説明す
る。
・[補足耐24]動的機能維持評価手法の適用について

＜電気盤等の機能維持評価＞
⇒電気盤等の機能維持評価に用いる水平方向加速度の保守性に対する
確認結果について補足説明する。
・[補足耐25]電気盤等の機能維持評価に適用する水平方向の評価用地
震力について

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
8.ダクティリティに関
する考慮

【8.　ダクティリティに関する考慮】
・MOX燃料加工施設は，構造安全性を一層高めるために，材料の選定等に留意し，その構造体のダク
ティリティを高めるよう設計する。具体的には「Ⅲ－１－１－９   構造計画，材料選択上の留意
点」に示す。

－ ―

※補足すべき事項の対象なし

88 (ロ)　常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処
施設の機器・配管系
上記(a)ロ.(ロ)を適用する。

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
5.機能維持の基本方針
5.1 構造強度
5.1.5 許容限界
(2)重大事故等対処施
設

【5.1.5 許容限界(2)】
b.機器・配管系
(b)常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施
設の機器・配管系
上記(1)b.(b)による応力を許容限界とする。 － ―

＜疲労評価における等価繰返し回数の設定＞
⇒疲労評価を実施している設備について，適用する等価繰返し回数の
設定方法，サイクル数のカウント方法等の妥当性について補足説明す
る。
・[補足耐21]耐震評価における等価繰返し回数の妥当性確認について

87 ロ.　機器・配管系
(イ)　常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設の機器・配管系
上記(a)ロ.(イ)ⅰ.を適用する。

―

＜Ｓｄ評価結果の記載方法＞
⇒Ｓクラス施設の耐震計算書におけるＳｄ評価結果の記載方法につい
て補足説明する。
・[補足耐20]耐震Sクラス設備の耐震計算書におけるＳｄ評価結果の記
載方法

＜固有周期の算出＞
⇒固有周期を算出せず剛とみなしている設備の固有周期について補足
説明する。
・[補足耐37]剛な設備の固有周期の算出について

＜機器・配管系の類型化＞
⇒既設工認時の評価内容及び説明内容を踏まえ機器，配管系に対する
類型化の分類の考え方について補足説明する。
・[補足耐38]機器・配管系の類型化に対する分類の考え方について

＜耐震計算書の作成方針＞
⇒機電設備の耐震計算書の作成方針について構成，記載方法，記載の
留意点等について補足説明する。
・[補足耐39]機電設備の耐震計算書の作成について

＜既設工認からの変更点＞
⇒機器の耐震計算書作成の基本方針の変更点として，定型式への最新
知見の反映等の考え方について補足説明する。
・[補足耐41]機器の耐震計算における既設工認からの計算式の変更点
について
⇒耐震設計における既設工認から評価内容の評価条件等の変更内容に
ついて補足説明する。
・[補足耐42]既設工認からの変更点について

－

【10.2 機器・配管系】
・地震時及び地震後に機能維持が要求される設備については，地震応答解析により機器・配管系に
作用する加速度が振動試験又は解析等により機能が維持できることを確認した加速度(動的機能維持
確認済加速度又は電気的機能維持確認済加速度)以下，若しくは，静的又は動的解析により求まる地
震荷重が許容荷重以下となることを確認する。

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
10.耐震計算の基本方
針
10.2 機器・配管系

＜動的機能維持評価＞
⇒動的機能維持の評価内容について補足説明する。
・[補足耐24]動的機能維持評価手法の適用について

＜電気盤等の機能維持評価＞
⇒電気盤等の機能維持評価に用いる水平方向加速度の保守性に対する
確認結果について補足説明する。
・[補足耐25]電気盤等の機能維持評価に適用する水平方向の評価用地
震力について

－－

【5.2 機能維持(2)】
b.機器・配管系
(a)動的機能維持
・動的機能が要求される回転機器及び弁は，地震時及び地震後において，その設備に要求される安
全機能を維持するため，重大事故等対処施設の設備分類に応じた地震動に対して，要求される動的
機能が維持できることを実証試験又は解析により確認することで，当該機能を維持する設計とす
る。実証試験等により確認されている機能維持加速度を超える場合には，詳細検討により機能維持
を満足する設計とする。
・弁等の機器の地震応答解析結果の応答加速度が当該機器を支持する配管の地震応答により増加す
ると考えられるときは，当該配管の地震応答の影響を考慮し，一定の余裕を見込むこととする。
(b)電気的機能維持
・電気的機能が要求される機器は，地震時及び地震後において，その機器に要求される安全機能を
維持するため，重大事故等対処施設の設備分類に応じた地震動に対して，要求される電気的機能が
維持できることを試験又は解析により確認し，当該機能を維持する設計とする。
(c) 閉じ込め機能維持
・閉じ込め機能の維持が要求される施設については，地震時及び地震後において，放射性物質を限
定された区域に閉じ込めるため，耐震重要度に応じた地震動に対して構造強度を確保することで，
当該機能が維持できる設計とする。
・閉じ込め機能が要求されるグローブボックスは，地震時及び地震後において，グローブボックス
に要求される安全機能を維持するため，安全機能を有する施設の耐震重要度に応じた地震動に対し
て，要求される閉じ込め機能が維持できることを試験又は解析により確認し，当該機能が維持でき
る設計とする。
・これらの機能維持の考え方を，「Ⅲ－１－１－８　機能維持の基本方針」に示す。なお，重大事
故等対処施設の設計においては，設計基準事故時の状態と重大事故等時の状態での評価条件の比較
を行い，重大事故等時の状態の方が厳しい場合は別途，重大事故等時の状態にて設計を行う。

5. 機能維持の基本方
針
5.2 機能維持
(2)重大事故等対処施
設

上記の他，動的機能，電気的機能，閉じ込め機能等の維持が必要な機器・配管系については，その機
能を維持できる許容限界を適切に設定する。
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補足説明すべき項目の抽出
（第五条（安全機能を有する施設の地盤）、第二十六条（重大事故等対処施設の地盤）、第六条、第二十七条（地震による損傷の防止））

別紙５①

補足すべき事項添付書類(2)基本設計方針 添付書類(1)

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
5.機能維持の基本方針
5.2 機能維持
(5)支持機能の維持

【5.2 機能維持 「(5) 支持機能の維持」】
・機器・配管系の設備を間接的に支持する機能の維持が要求される施設は，地震時及び地震後にお
いて，被支持設備の機能を維持するため，被支持設備の耐震重要度又は重大事故等対処施設の設備
分類に応じた地震動に対して，構造強度を確保することで，支持機能が維持できる設計とする。
・建物・構築物の鉄筋コンクリート造の場合は，耐震壁のせん断ひずみの許容限界を満足すること
又は基礎を構成する部材に生じる応力が終局強度に対し妥当な安全余裕を有していることで，Ｓク
ラス設備等に対する支持機能が維持できる設計とする。
・建物・構築物のうち土木構造物については，安全上適切と認められる規格及び基準による許容応
力度を許容限界とし，機器・配管系の支持機能が維持できる設計とする。

－ ―

＜間接支持構造物の評価＞
⇒間接支持構造物の評価に用いる解析モデル等に関する根拠を示すた
め，解析モデル等の設定内容について補足説明する。
・[補足耐26]応力解析におけるモデル化，境界条件及び拘束条件の考
え方
・[補足耐27]地震荷重の入力方法
・[補足耐28]建物・構築物の耐震評価における組合せ係数法の適用性
について
・[補足耐29]応力解析における断面の評価部位の選定

＜土木構造物の要求機能＞
⇒土木構造物に要求される支持機能の維持について補足説明する。
・[補足耐2]洞道の設工認申請上の取り扱いについて

Ⅲ－１－１ 耐震設計
の基本方針
5.機能維持の基本方針
5.1 構造強度
5.1.5 許容限界
(1) 安全機能を有する
施設
a. 建物・構築物
(c) 耐震重要度の異な
る施設を支持する建
物・構築物

【5.1.5 許容限界】
(1) 安全機能を有する施設
a. 建物・構築物
(c))耐震重要度の異なる施設を支持する建物・構築物
上記(a)イ.を適用するほか，耐震重要度の異なる施設を支持する建物・構築物が，変形等に対して
その支持機能が損なわれない設計とする。なお，当該施設を支持する建物・構築物の支持機能が損
なわれないことを確認する際の地震力は，支持される施設に適用される地震力とする。 － ―

※補足すべき事項の対象なし

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
5.機能維持の基本方針
5.2 機能維持
(5)支持機能の維持

【5.2 機能維持 (5)】
・機器・配管系の設備を間接的に支持する機能の維持が要求される施設は，地震時及び地震後にお
いて，被支持設備の機能を維持するため，被支持設備の耐震重要度又は重大事故等対処施設の設備
分類に応じた地震動に対して，構造強度を確保することで，支持機能が維持できる設計とする。
・建物・構築物の鉄筋コンクリート造の場合は，耐震壁のせん断ひずみの許容限界を満足すること
又は基礎を構成する部材に生じる応力が終局強度に対し妥当な安全余裕を有していることで，Ｓク
ラス設備等に対する支持機能が維持できる設計とする。
・建物・構築物のうち土木構造物については，安全上適切と認められる規格及び基準による許容応
力度を許容限界とし，機器・配管系の支持機能が維持できる設計とする。

－ ―

＜間接支持構造物の評価＞
⇒間接支持構造物の評価に用いる解析モデル等に関する根拠を示すた
め，解析モデル等の設定内容について補足説明する。
・[補足耐26]応力解析におけるモデル化，境界条件及び拘束条件の考
え方
・[補足耐27]地震荷重の入力方法
・[補足耐28]建物・構築物の耐震評価における組合せ係数法の適用性
について
・[補足耐29]応力解析における断面の評価部位の選定

＜土木構造物の要求機能＞
⇒土木構造物要求機能について補足説明する。
・[補足耐2]洞道の設工認申請上の取り扱いについて

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
3. 耐震設計上の重要
度分類及び重大事故等
対処施設の設備分類
3.3 波及的影響に対す
る考慮

【3.3 波及的影響に対する考慮】
・「3.1 安全機能を有する施設の耐震設計上の重要度分類」においてＳクラスの施設に分類する施
設である耐震重要施設及び「3.2 重大事故等対処施設の設備分類」に示した常設耐震重要重大事故
等対処設備が設置される重大事故等対処施設は，耐震重要度の下位のクラスに属する施設の波及的
影響によって，その安全機能を損なわない設計とする。 － ―

Ⅲ－１－１ 耐震設計
の基本方針
6.構造計画と配置計画

【6.構造計画と配置計画】
・建物・構築物の建屋間相対変位を考慮しても，建物・構築物及び機器・配管系の耐震安全性を確
保する設計とする。
・下位クラス施設は，耐震重要施設及び常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等
対処施設に対して離隔を取り配置する，又は耐震重要施設の有する安全機能及び常設耐震重要重大
事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設の重大事故等に対処するために必要な機能を保持
する設計とする。

－ ―

(5)　設計における留意事項
a.　主要設備等，補助設備，直接支持構造物及び間接支持構造物
主要設備等，補助設備及び直接支持構造物については，耐震重要度に応じた地震力に十分耐えられる
設計とするとともに，安全機能を有する施設のうち，耐震重要施設に該当する設備は，基準地震動Ｓ
ｓによる地震力に対してその安全機能が損なわれるおそれがない設計とする。

90

＜波及的影響に対する考慮＞
⇒波及的影響の設計対象施設の抽出の考え方，抽出過程，抽出結果に
ついて補足説明する。
・[補足耐4]下位クラス施設の波及的影響の検討について（建物・構築
物，機器・配管系）

―－

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
9. 機器・配管系の支
持方針について

【9. 機器・配管系の支持方針について】
・機器・配管系本体については「5.　機能維持の基本方針」に基づいて耐震設計を行う。それらの
支持構造物については，容器及びポンプ類等の機器，配管系，電気計測制御装置等の設計方針を
「Ⅲ－１－１－10 機器の耐震支持方針」，「Ⅲ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針」，「Ⅲ－
１－１－11－２　ダクトの耐震支持方針」及び「Ⅲ－１－１－12 電気計測制御装置等の耐震支持方
針」に示す。

＜鉛直方向の動的地震力考慮における影響＞
⇒鉛直方向地震力の導入により浮き上がり等の影響を受ける設備を抽
出し，影響検討を行った結果について補足説明する。
・[補足耐15]鉛直方向の動的地震力考慮による設備の浮き上がり等の
影響について

＜コンクリート定着部について＞
⇒屋内設備のコンクリート定着部が基礎ボルトより耐震性を有してお
り，基礎ボルトの耐震評価を実施することによる健全性について補足
説明する。
・[補足耐22]屋内設備に対するアンカー定着部の評価について

＜配管系の評価手法＞
⇒配管系の耐震評価における配管の評価手法として既設工認にて設定
した標準支持間隔に対する対応等について補足説明する。
・[補足耐40]配管系の評価手法(定ピッチスパン法)について

＜機器・配管の相対変位に対する考慮＞
⇒機器と配管の取り合い部に対し，相対変位を考慮した設計内容につ
いて補足説明する。
・[補足耐43]機器と配管の相対変位に対する設計上の扱いについて

＜ダクトの耐震設計について＞
⇒ダクト評価で用いる補正係数，安全係数の設定根拠について補足説
明する。
・[補足耐44]ダクト評価で用いる補正係数，安全係数の設定根拠につ
いて

92 b.　波及的影響に対する考慮
耐震重要施設は，耐震重要度の下位のクラスに属する施設の波及的影響によって，その安全機能が損
なわれないものとする。

91 また，間接支持構造物については，支持する主要設備等又は補助設備の耐震重要度に適用する地震動
による地震力に対して支持機能が損なわれない設計とする。
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補足説明すべき項目の抽出
（第五条（安全機能を有する施設の地盤）、第二十六条（重大事故等対処施設の地盤）、第六条、第二十七条（地震による損傷の防止））

別紙５①

補足すべき事項添付書類(2)基本設計方針 添付書類(1)

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
3. 耐震設計上の重要
度分類及び重大事故等
対処施設の設備分類
3.3 波及的影響に対す
る考慮

【3.3 波及的影響に対する考慮】
・この設計における評価に当たっては，以下の4つの観点をもとに，敷地全体及びその周辺を俯瞰し
た調査・検討を行い，各観点より選定した事象に対して波及的影響の評価を行い，波及的影響をを
考慮すべき施設を抽出し，耐震重要施設の安全機能への影響がないことを確認する。
・波及的影響の評価に当たっては，耐震重要施設の設計に用いる地震動又は地震力を適用し，地震
動又は地震力の選定は，施設の配置状況，使用時間を踏まえて適切に設定する。
・設定した地震動又は地震力について，動的地震力を用いる場合は，水平2方向及び鉛直方向の地震
力が同時に作用する場合に影響を及ぼす可能性のある施設，設備を選定し評価する。
・下位クラス施設とは，耐震重要施設の周辺にある耐震重要施設以外のMOX燃料加工施設内にある施
設(安全機能を有する施設以外の施設及び資機材等含む)をいう。
・安全機能を有する施設の設計において，安全機能を有する施設以外の施設が安全機能を有する施
設と一体となって設置される設備は，当該設備の荷重を考慮した設計とする。
・原子力施設の地震被害情報から新たに検討すべき事項が抽出された場合は，これを追加する。

－ ―

― ―

Ⅲ－１－１－４　波及
的影響に係る基本方針
3. 波及的影響を考慮
した施設の設計方針
3.1 波及的影響を考慮
した施設の設計の観点

【3.1 波及的影響を考慮した施設の設計の観点】
・上位クラス施設の設計においては,「事業許可基準規則の解釈別記３」(以下「別記３」という。)
に記載の以下の４つの観点で実施する。
・また，上記(1)～(4)以外に設計の観点に含める事項がないかを確認する。原子力施設情報公開ラ
イブラリ(NUCIA：ニューシア)から，原子力施設の被害情報を抽出し，その要因を整理する。地震被
害の発生要因が別記3(1)～(4)の検討事項に分類されない要因については，その要因も設計の観点に
追加する。

― ―

Ⅲ－１－１－４　波及
的影響に係る基本方針
4. 波及的影響の設計
対象とする下位クラス
施設

【4. 波及的影響の設計対象とする下位クラス施設】
・「3.　波及的影響を考慮した施設の設計方針」に基づき構造強度等を確保するように設計するも
のとして選定した下位クラス施設を以下に示す。

― ―

Ⅲ－１－１－４　波及
的影響に係る基本方針
5. 波及的影響の設計
対象とする下位クラス
施設の耐震設計方針

【5. 波及的影響の設計対象とする下位クラス施設の耐震設計方針】
・「4.　波及的影響の設計対象とする下位クラス施設」において選定した施設の耐震設計方針を示
す。

― ―

Ⅲ－１－１－４　波及
的影響に係る基本方針
5. 波及的影響の設計
対象とする下位クラス
施設の耐震設計方針
5.3設計用地震動又は
地震力

【5.3 設計用地震動又は地震力】
・波及的影響の設計対象とする下位クラス施設においては，上位クラス施設の設計に用いる地震動
又は地震力を適用する。

― ―

Ⅲ－１－１－４　波及
的影響に係る基本方針
6. 工事段階における
下位クラス施設の調
査・検討

【6. 工事段階における下位クラス施設の調査・検討】
・工事段階においても，上位クラス施設の設計段階の際に検討した配置・補強等が設計どおりに施
されていることを，敷地全体を俯瞰した調査・検討を行うことで確認する。また，仮置資材等，現
場の配置状況等の確認を必要とする下位クラス施設についても合わせて確認する。
・工事段階における検討は，別記３の４つの観点のうち，(3)及び(4)の観点，すなわち下位クラス
施設の損傷，転倒及び落下による影響について，現場調査により実施する。
・工事段階における確認の後も，波及的影響を防止するように現場を保持するため，保安規定に機
器設置時の配慮事項等を定めて管理する。

93 評価に当たっては，以下の４つの観点をもとに，敷地全体を俯瞰した調査・検討を行い，各観点より
選定した事象に対する波及的影響の評価により波及的影響を考慮すべき施設を抽出し，耐震重要施設
の安全機能への影響がないことを確認する。
　
波及的影響の評価に当たっては，耐震重要施設の設計に用いる地震動又は地震力を適用する。なお，
地震動又は地震力の選定に当たっては，施設の配置状況，使用時間を踏まえて適切に設定する。ま
た，波及的影響の確認においては水平2方向及び鉛直方向の地震力が同時に作用する場合に影響を及ぼ
す可能性のある施設，設備を選定し評価する。

ここで，下位クラス施設とは，耐震重要施設以外のMOX燃料加工施設内にある施設（資機材等含む。）
をいう。

波及的影響を防止するよう現場を維持するため，保安規定に，機器設置時の配慮事項等を定めて管理
する。

なお，原子力施設の地震被害情報をもとに，４つの観点以外に検討すべき事項がないか確認し，新た
な検討事項が抽出された場合には，その観点を追加する。

＜波及的影響に対する考慮＞
⇒波及的影響の設計対象施設の抽出の考え方，抽出過程，抽出結果に
ついて補足説明する。
・[補足耐4]下位クラス施設の波及的影響の検討について（建物・構築
物，機器・配管系）
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補足説明すべき項目の抽出
（第五条（安全機能を有する施設の地盤）、第二十六条（重大事故等対処施設の地盤）、第六条、第二十七条（地震による損傷の防止））

別紙５①

補足すべき事項添付書類(2)基本設計方針 添付書類(1)

― ―

Ⅲ－１－１－４ 波及
的影響に係る基本方針
3.波及的影響を考慮し
た施設の設計方針
3.2 不等沈下又は相対
変位の観点による設計

【3.2 不等沈下又は相対変位の観点による設計】
・建屋外に設置する耐震重要施設を対象に，別記３(1)「設置地盤及び地震応答性状の相違等に起因
する相対変位又は不等沈下による影響」の観点で，上位クラス施設の安全機能を損なわないよう設
計する。
(1) 地盤の不等沈下による影響
・下位クラス施設が設置される地盤の不等沈下により，上位クラス施設の安全機能を損なわないよ
う，以下のとおり設計する。
(2) 建屋間の相対変位による影響
・下位クラス施設と上位クラス施設との相対変位により，上位クラス施設の安全機能を損なわない
よう，以下のとおり設計する。

― ―

Ⅲ－１－１－４ 波及
的影響に係る基本方針
3.波及的影響を考慮し
た施設の設計方針
3.3 接続部の観点によ
る設計

【3.3 接続部の観点による設計】
・建屋内外に設置する上位クラス施設を対象に， 別記３(2)「耐震重要施設と下位クラス施設との
接続部における相互影響」の観点で，上位クラス施設の安全機能を損なわないよう下位クラス施設
を設計する。

― ―

Ⅲ－１－１－４ 波及
的影響に係る基本方針
3.波及的影響を考慮し
た施設の設計方針
3.4 損傷，転倒及び落
下の観点による建屋内
施設の設計

【3.4 損傷，転倒及び落下の観点による建屋内施設の設計】
・建屋内に設置する上位クラス施設を対象に， 別記３(3)「建屋内における下位クラス施設の損
傷，転倒及び落下による耐震重要施設への影響」の観点で，上位クラス施設の安全機能及び重大事
故等に対処するために必要な機能を損なわないよう下位クラス施設を設計する。

― ―

Ⅲ－１－１－４ 波及
的影響に係る基本方針
3.波及的影響を考慮し
た施設の設計方針
3.5 損傷，転倒及び落
下の観点による建屋外
施設の設計

【3.5 損傷，転倒及び落下の観点による建屋外施設の設計】
・建屋外に設置する安全機能を有する施設を対象に，別記３(4)「建屋外における下位クラス施設の
損傷，転倒及び落下による耐震重要施設への影響」の観点で，上位クラス施設の安全機能を損なわ
ないよう設計する。

― ―

Ⅲ－１－１－４ 波及
的影響に係る基本方針
4.波及的影響の設計対
象とする下位クラス施
設

【4.波及的影響の設計対象とする下位クラス施設】
・「3.波及的影響を考慮した施設の設計方針」に基づき，構造強度等を確保するように設計するも
のとして選定した下位クラス施設を示す。

― ―

Ⅲ－１－１－４ 波及
的影響に係る基本方針
5.波及的影響の設計対
象とする下位クラス施
設の耐震設計方針

【5.波及的影響の設計対象とする下位クラス施設の耐震設計方針】
・「4.波及的影響の設計対象とする下位クラス施設」において選定した施設の耐震設計方針を示
す。

95 なお，常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設に対する波及的影響につい
ては，「耐震重要施設」を「常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設」
に，「耐震重要度の下位のクラスに属する施設」を「常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される
重大事故等対処施設以外の施設」に，「安全機能」を「重大事故等に対処するために必要な機能」に
読み替えて適用する。

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
3. 耐震設計上の重要
度分類及び重大事故等
対処施設の設備分類
3.3 波及的影響に対す
る考慮

【3.3 波及的影響に対する考慮】
・常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設に対する波及的影響について
は，以下に示す(1)～(4)の4つの事項について，「耐震重要施設」を「常設耐震重要重大事故等対処
設備が設置される重大事故等対処施設」に，「耐震重要度の下位のクラスに属する施設」を「常設
耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設以外の施設」に，「安全機能」を
「重大事故等時に対処するために必要な機能」に読み替えて適用する。

－ ―

※補足すべき事項の対象なし

96 c.　建物・構築物への地下水の影響
耐震設計において地下水位の低下を期待する建物・構築物は，周囲の地下水を排水し，基礎スラブ底
面レベル以深に地下水位を維持できるよう地下水排水設備（サブドレンポンプ，水位検出器等）を設
置する。
また，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して，必要な機能が保持できる設計とするとともに，非常用
電源設備又は基準地震動Ｓｓによる地震力に対し機能維持が可能な発電機からの給電が可能な設計と
する。

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
6.構造計画と配置計画
10. 耐震計算の基本方
針
10.1 建物・構築物

【6.構造計画と配置計画】
・耐震設計において地下水位の低下を期待する建物・構築物は，周囲の地下水を排出し，基礎スラ
ブ底面レベル以深に地下水位を維持できるよう地下水排水設備(サブドレンポンプ，水位検出器等)
を設置する。地下水排水設備は，上記より対象となる建物・構築物の評価に影響するため，建物・
構築物の機能要求を満たすように，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して機能を維持するととも
に，非常用電源設備又は基準地震動Ｓｓによる地震力に対し機能維持が可能な発電機からの給電が
可能な設計とすることとし，その評価を「Ⅲ－２－１　加工設備等に係る耐震性に関する計算書」
のうち地下水排水設備の耐震性についての計算書に示す。
【10.耐震設計の基本方針】
【10.1 建物・構築物】
・建物・構築物の耐震評価において，地下水排水設備に囲まれている建物・構築物については，地
下水排水設備が基礎スラブ下端より深い位置に設置されていることから，地下水排水設備による地
下水位の低下を考慮し，設計用地下水位を基礎スラブ上端レベルに設定する。また，地下水排水設
備により，地下水位を基礎スラブ底面レベル以深に維持することから，地下水圧のうち側面からの
圧力は考慮しないこととするが，揚圧力については考慮することとする。

－ ―

＜地下水排水設備＞
⇒地下水排水設備に関する設計の考え方を示すため，地下水排水設備
に関する設計内容について補足説明する。
・[補足耐36]建物・構築物周辺の設計用地下水位の設定について

(a)　設置地盤及び地震応答性状の相違に起因する相対変位又は不等沈下による影響
イ.　不等沈下
耐震重要施設の設計に用いる地震動又は地震力に対して不等沈下により，耐震重要施設の安全機能へ
影響がないことを確認する。

ロ.　相対変位
耐震重要施設の設計に用いる地震動又は地震力による下位クラス施設と耐震重要施設の相対変位によ
り，耐震重要施設の安全機能へ影響がないことを確認する。

(b)　耐震重要施設と下位クラス施設との接続部における相互影響
耐震重要施設の設計に用いる地震動又は地震力に対して，耐震重要施設に接続する下位クラス施設の
損傷により，耐震重要施設の安全機能へ影響がないことを確認する。

(c)　建屋内における下位クラス施設の損傷，転倒及び落下による耐震重要施設への影響
耐震重要施設の設計に用いる地震動又は地震力に対して，建屋内の下位クラス施設の損傷，転倒及び
落下により，耐震重要施設の安全機能へ影響がないことを確認する。

(d) 建屋外における下位クラス施設の損傷，転倒及び落下による耐震重要施設への影響
耐震重要施設の設計に用いる地震動又は地震力に対して，建屋外の下位クラス施設の損傷，転倒及び
落下により，耐震重要施設の安全機能へ影響がないことを確認する。

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
3. 耐震設計上の重要
度分類及び重大事故等
対処施設の設備分類
3.3 波及的影響に対す
る考慮

【3.3 波及的影響に対する考慮】
(1) 設置地盤及び地震応答性状の相違に起因する相対変位又は不等沈下による影響
ａ．不等沈下
・耐震重要施設の設計に用いる地震動又は地震力に伴う不等沈下による，耐震重要施設の安全機能
への影響
ｂ．相対変位
・耐震重要施設の設計に用いる地震動又は地震力に伴う下位クラス施設と耐震重要施設の相対変位
による，耐震重要施設の安全機能への影響
(2) 耐震重要施設と下位クラス施設との接続部における相互影響
・耐震重要施設の設計に用いる地震動又は地震力に伴う，耐震重要施設に接続する下位クラス施設
の損傷による，耐震重要施設の安全機能への影響
(3) 建屋内における下位クラス施設の損傷，転倒及び落下による耐震重要施設への影響
・耐震重要施設の設計に用いる地震動又は地震力に伴う，建屋内の下位クラス施設の損傷，転倒及
び落下による，耐震重要施設の安全機能への影響
(4) 耐震重要施設の設計に用いる地震動又は地震力に対して，建屋外の下位クラス施設の損傷，転
倒及び落下による，耐震重要施設の安全機能への影響
・波及的影響を考慮すべき下位クラス施設及びそれに適用する地震動を「Ⅲ－１－１－３　重要度
分類及び重大事故等対処施設の設備分類の基本方針」の第2.4-1表及び第2.4-2表に示す。これらの
波及的影響を考慮すべき下位クラス施設は，耐震重要施設の有する安全機能を保持するよう設計す
る。
・工事段階においても，耐震重要施設の設計段階の際に検討した配置・補強等が設計どおりに施さ
れていることを，敷地全体及びその周辺を俯瞰した調査・検討を行うことで確認する。また，仮置
資材等，現場の配置状況等の確認を必要とする下位クラス施設についても併せて確認する。
・以上の詳細な方針は，「Ⅲ－１－１－４　波及的影響に係る基本方針」に示す。

－ ―

＜波及的影響に対する考慮＞
⇒波及的影響の設計対象施設の抽出の考え方，抽出過程，抽出結果に
ついて補足説明する。
・[補足耐4]下位クラス施設の波及的影響の検討について（建物・構築
物，機器・配管系）

94
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補足説明すべき項目の抽出
（第五条（安全機能を有する施設の地盤）、第二十六条（重大事故等対処施設の地盤）、第六条、第二十七条（地震による損傷の防止））

別紙５①

補足すべき事項添付書類(2)基本設計方針 添付書類(1)

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
10. 耐震計算の基本方
針
10.1 建物・構築物

【10.1 建物・構築物】
・基準地震動Ｓｓ－Ｃ４は，水平方向の地震動のみであることから，水平方向と鉛直方向の地震力
を組み合わせた影響評価に当たっては，工学的に水平方向の地震動から設定した鉛直方向の評価用
地震動(以下「一関東評価用地震動（鉛直）」という。)による地震力を用いた場合においても，水
平方向と鉛直方向の地震力を組み合わせた影響が考えられる施設に対して，許容限界の範囲内に留
まることを確認する。具体的には，一関東評価用地震動（鉛直）を用いた場合の応答と基準地震動
Ｓｓの応答との比較により，基準地震動Ｓｓを用いて評価した施設の耐震安全性に影響を与えない
ことを確認する。なお，施設の耐震安全性へ影響を与える可能性がある場合には詳細評価を実施す
る。影響評価結果については，「Ⅲ－２－４－１ 一関東評価用地震動(鉛直)に関する影響評価結
果」に示す。
・一関東評価用地震動（鉛直）の設計用応答スペクトルを第10.1-1図に，設計用模擬地震波の加速
度時刻歴波形を第10.1-2図に示す。また，弾性設計用地震動Ｓｄに対応するものとして，一関評価
用地震動（鉛直）に対して係数0.5を乗じた地震動の設計用応答スペクトルを第10.1-3 図に，加速
度時刻歴波形を10.1-4 図に示す。

－ ―

＜一関東評価用地震動（鉛直）＞
⇒一関東評価用地震動（鉛直）を用いた影響評価に関する根拠を示す
ため，評価方法等の内容について説明する必要がある。
・[補足耐17]一関東評価用地震動(鉛直)に対する影響評価について(建
物・屋外機械基礎)

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
10. 耐震計算の基本方
針
10.2 機器・配管系

【10.2 機器・配管系】
・一関東評価用地震動(鉛直)を用いた建物・構築物の応答を用いた機器・配管系の影響評価結果に
ついては，「Ⅲ－２－４－１ 一関東評価用地震動(鉛直)に関する影響評価結果」に示す。
・影響評価に当たっては水平方向と鉛直方向の地震力を組み合わせた影響が考えられる施設に対し
て，許容限界の範囲内に留まることを確認する。具体的には，一関東評価用地震動(鉛直)を用いた
場合の応答と基準地震動Ｓｓの応答との比較により，基準地震動Ｓｓを用いて評価した施設の耐震
安全性に影響を与えないことを確認する。なお，施設の耐震安全性への影響を与える可能性がある
場合には詳細評価を実施する。

－ ―

＜一関東評価用地震動(鉛直)＞
⇒一関東評価用地震動（鉛直）を用いた影響評価に関する検討内容及
び影響評価結果について補足説明する。
・[補足耐19]一関東評価用地震動(鉛直)に対する影響評価について(機
器・配管系)

99 (7)　地震による周辺斜面の崩壊に対する設計方針
耐震重要施設及び常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設については，基
準地震動Ｓｓによる地震力により周辺斜面の崩壊の影響がないことが確認された場所に設置する。
なお，耐震重要施設及び常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設周辺にお
いては平坦な造成地であることから，地震力に対して，施設の安全機能及び重大事故等に対処するた
めに必要な機能に重大な影響を与えるような崩壊を起こすおそれのある斜面はない。

Ⅲ－１－１　耐震設計
の基本方針
7.地震による周辺斜面
の崩壊に対する設計方
針

【7.地震による周辺斜面の崩壊に対する設計方針】
・耐震重要施設及び常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設について
は，基準地震動Ｓｓによる地震力により周辺斜面の崩壊の影響がないことが確認された場所に設置
する。具体的には，JEAG4601の安定性評価の対象とすべき斜面や，土砂災害防止法での土砂災害警
戒区域の設定離間距離を参考に，個々の斜面高を踏まえて対象斜面を抽出する。
・上記に基づく対象斜面の抽出については，事業(変更)許可申請書にて記載，確認されており，そ
の結果，耐震重要施設及び常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設周辺
においては，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して，施設の安全機能及び重大事故等に対処するた
めに必要な機能に重大な影響を与えるような崩壊を起こすおそれのある斜面はないことを確認して
いる。

－ ―

※補足すべき事項の対象なし

97

 (6)　緊急時対策所
緊急時対策所については，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して，重大事故等に対処するために必要
な機能が損なわれるおそれがない設計とする。緊急時対策建屋については，耐震構造とし，基準地震
動Ｓｓによる地震力に対して，遮蔽機能を確保する設計とする。
また，緊急時対策所の居住性を確保するため，鉄筋コンクリート構造とし，基準地震動Ｓｓによる地
震力に対して，緊急時対策建屋の換気設備の性能とあいまって十分な気密性を確保する設計とする。
なお，地震力の算定方法及び荷重の組合せと許容限界については，「(3) 地震力の算定方法」及び
「(4) 荷重の組合せと許容限界」に示す建物・構築物及び機器・配管系を適用する。

98 ＜MOX燃料加工施設の建物・構築物の要求機能＞
⇒MOX燃料加工施設の建物・構築物の要求機能について補足説明する。
・[補足耐53]建物・構築物の耐震設計における安全機能の整理につい
て

－－

【5.2 機能維持(2)重大事故等対処施設】
a.建物・構築物
(a)遮蔽機能の維持
・遮蔽機能の維持が要求される施設は，地震時及び地震後において，放射線業務従事者の放射線障
害防止，MOX燃料加工施設周辺の空間線量率の低減，居住性の確保及び放射線障害から公衆を守るた
め，重大事故等対処施設の設備分類に応じた地震動に対して「5.1 構造強度」に基づく構造強度を
確保し，遮蔽体の形状及び厚さを確保することで，遮蔽機能を維持する設計とする。
・「Ⅱ　放射線による被ばくの防止に関する説明書」における遮蔽機能の維持に関する耐震設計方
針についても本項に従う。
・緊急時対策所の遮蔽機能の維持に係る設計方針については，緊急時対策所の申請時に詳細を説明
する。
(b)気密性の維持
・気密性の維持が要求される施設は，地震時及び地震後において，居住性確保のため，事故時に放
射性気体の流入を防ぐことを目的として，重大事故等対処施設の設備分類に応じた地震動に対して
「5.1 構造強度」に基づく構造強度を確保すること及び換気設備の性能があいまって施設の気圧差
を確保することで，必要な気密性を確保できる設計とする。
・緊急時対策所の気密性の維持に係る設計方針については，緊急時対策所の申請時に詳細を説明す
る。

5. 機能維持の基本方
針
5.2 機能維持
(2)重大事故等対処施
設

d.　一関東評価用地震動（鉛直）
基準地震動Ｓｓ－Ｃ４は，水平方向の地震動のみであることから，水平方向と鉛直方向の地震力を組
み合わせた影響評価を行う場合には，工学的に水平方向の地震動から設定した鉛直方向の評価用地震
動（以下「一関東評価用地震動（鉛直）」という。）による地震力を用いて，水平方向と鉛直方向の
地震力を組み合わせた影響が考えられる施設に対して，許容限界の範囲内に留まることを確認する。
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補足説明すべき項目の抽出
（第五条（安全機能を有する施設の地盤）、第二十六条（重大事故等対処施設の地盤）、

第六条、第二十七条（地震による損傷の防止））

別紙５②

展開要否 理由
Ⅲ－１－１ 耐震設計の基本
方針

Ⅲ－１－１－２　地盤の支
持性能に係る基本方針

Ⅲ－１－１－５　地震応答
解析の基本方針

【10.1】建物・構築物

【4. 地盤の支持力度】

【2.1.1 建物・構築物(2)】

＜地盤の支持力度＞
＜液状化による影響評価＞

[補足盤1] 地盤の支持性能について

【補足－340－1】地盤の支持性能について ○

Ⅲ－１－１　耐震設計の基
本方針

【1. 概要】 ＜耐震評価対象の網羅性，既設工
認との評価手法の相違点の整理＞

[補足耐1] 耐震評価対象の網羅性，既設工認との手法の相違点の整理につい
て(建物・構築物，機器・配管系)

【補足-340-2】耐震評価対象の網羅性，既工認との手法の相違点の整理について ○

Ⅲ－１－１　耐震設計の基
本方針

Ⅲ－１－１－８ 機能維持の
基本方針

【2.1 基本方針】
【5.機能維持の基本方針】
【5.2 機能維持】

【4.4 遮蔽機能の維持】
【4.5 支持機能の維持】

＜洞道の取扱い＞

＜土木構造物の要求機能＞

[補足耐2] 洞道の設工認申請上の取り扱いについて

【補足-340-8】屋外重要土木構造物の耐震安全性評価について ○

Ⅲ－１－１　耐震設計の基
本方針

Ⅲ－１－１－５　地震応答
解析の基本方針

【4.1.2 動的地震力】

【2.1.2 土木構造物】

＜液状化による影響＞ [補足耐3] 土木構造物の液状化に伴う機電設備の影響確認について

Ⅲ－１－１　耐震設計の基
本方針

Ⅲ－１－１－１ 基準地震動
Ｓｓ及び弾性設計用地震動
Ｓｄの概要

Ⅲ－１－１－５　地震応答
解析の基本方針

【4.1.2 動的地震力】

【5.1 解放基盤表面の設
定】

【3. 設計用減衰定数】

＜減衰定数の設定＞ [補足耐5] 地震応答解析モデルに用いる鉄筋コンクリート造部の減衰定数に
関する検討

補足-400　建物・構築物
の地震応答解析について
の補足説明資料

【補足-400-2】地震応答解析モデルに用いる鉄筋コンクリート部の減衰定数に関する検討 ○

Ⅲ－１－１　耐震設計の基
本方針

Ⅲ－１－１－１ 基準地震動
Ｓｓ及び弾性設計用地震動
Ｓｄの概要

Ⅲ－１－１－５　地震応答
解析の基本方針

【4.1.2 動的地震力】

【5.1 解放基盤表面の設
定】

【3. 設計用減衰定数】

＜減衰定数の適用＞ [補足耐6] 新たに適用した減衰定数について

【補足-340】 耐震性に関
する説明書の補足説明資
料

【補足-340-2】耐震評価対象の網羅性、既工認との手法の相違点の整理について ○

Ⅲ－１－１　耐震設計の基
本方針

Ⅲ－１－１－１ 基準地震動
Ｓｓ及び弾性設計用地震動
Ｓｄの概要

Ⅲ－１－１－５　地震応答
解析の基本方針

【4.1.2 動的地震力】

【5.1 解放基盤表面の設
定】

【2.1.1 建物・構築物】

＜地盤物性値の設定＞ [補足耐7] 地震応答解析に用いる地盤モデル及び地盤物性値の設定について

【補足-340】 耐震性に関
する説明書の補足説明資
料

【補足-340-1】地盤の支持性能について ○

Ⅲ－１－１　耐震設計の基
本方針

Ⅲ－１－１－１ 基準地震動
Ｓｓ及び弾性設計用地震動
Ｓｄの概要

Ⅲ－１－１－５　地震応答
解析の基本方針

【4.1.2 動的地震力】

【5.1 解放基盤表面の設
定】

【2.1.1 建物・構築物】

[補足耐9] 地震応答解析における材料物性のばらつきに関する検討

補足-400　建物・構築物
の地震応答解析について
の補足説明資料

【補足-400-3】地震応答解析における材料物性のばらつきに関する検討 ○

Ⅲ－１－１　耐震設計の基
本方針

Ⅲ－１－１－１ 基準地震動
Ｓｓ及び弾性設計用地震動
Ｓｄの概要

Ⅲ－１－１－５　地震応答
解析の基本方針

【4.1.2 動的地震力】

【5.1 解放基盤表面の設
定】

【2.1.1 建物・構築物】

[補足耐10] 地震応答解析における材料物性のばらつきに伴う影響確認につい
て

【補足-340】 耐震性に関
する説明書の補足説明資
料

【補足-340-13】3. 建屋－機器連成解析モデルの時刻歴応答解析における材料物性のばらつき
の考慮について

〇

【4.1.2 動的地震力】 [補足耐12] 水平2方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する設備の抽出及び
考え方について

【4.1.2 動的地震力】 [補足耐13] 水平2方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する評価部位の抽出

Ⅲ－１－１　耐震設計の基
本方針

【5.1.3 荷重の組合せ】 ＜地震時荷重と事故時荷重との組
合せについて＞

[補足耐14] 地震時荷重と事故時荷重との組合せについて

【補足-340-5】地震時荷重と事故時荷重との組合せについて ○

Ⅲ－１－１　耐震設計の基
本方針

Ⅲ－１－１－５　地震応答
解析の基本方針

【9.機器・配管系の支持方
針について】

【2.2 機器・配管系】

＜鉛直方向の動的地震力考慮にお
ける影響＞

[補足耐15] 鉛直方向の動的地震力考慮による設備の浮き上がり等の影響につ
いて

Ⅲ－１－１　耐震設計の基
本方針

Ⅲ－１－１－１ 基準地震動
Ｓｓ及び弾性設計用地震動
Ｓｄの概要

Ⅲ－１－１－５　地震応答
解析の基本方針

【4.1.2 動的地震力】

【5.1 解放基盤表面の設
定】

【2.2 機器・配管系 (1)入
力地震動又は入力地震力】

＜SRSS法の適用性＞ [補足耐16] 水平方向と鉛直方向の動的地震力の二乗和平方根（SRSS）法によ
る組合せについて

○【補足-340-4】下位クラス施設の波及的影響の検討について
【補足-340】 耐震性に関
する説明書の補足説明資
料

下位クラス施設の波及的影響の検討について（建物・構築物，機
器・配管系）

Ⅲ－１－１　耐震設計の基
本方針

[補足耐4]＜波及的影響に対する考慮＞【3.3 波及的影響に対する
考慮】
【6.構造計画と配置計画】

【3. 波及的影響を考慮した
施設の設計方針】
【4. 波及的影響の設計対象
とする下位クラス施設】
【5. 波及的影響の設計対象
とする下位クラス施設の耐
震設計方針】
【6. 工事段階における下位
クラス施設の調査・検討】

Ⅲ－１－１　耐震設計の基
本方針

Ⅲ－１－１－４　波及的影
響に係る基本方針

【補足-340-7】水平２方向及び鉛直方向の適切な組合せに関する検討について ○

基本設計方針からの展開で抽出された補足説明が必要な項目 発電炉の補足説明資料の説明項目

【補足-340】 耐震性に関
する説明書の補足説明資
料

【補足-340】 耐震性に関
する説明書の補足説明資
料

＜材料物性のばらつき＞

＜水平2方向及び鉛直方向地震力
の組合せ＞
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補足説明すべき項目の抽出
（第五条（安全機能を有する施設の地盤）、第二十六条（重大事故等対処施設の地盤）、

第六条、第二十七条（地震による損傷の防止））

別紙５②

Ⅲ－１－１　耐震設計の基
本方針

【10.1 建物・構築物】 ＜一関東評価用地震動（鉛直）＞ [補足耐17] 一関東評価用地震動(鉛直)に対する影響評価について(建物・屋
外機械基礎)

Ⅲ－１－１　耐震設計の基
本方針

【10.2 機器・配管系】 ＜一関東評価用地震動（鉛直）＞ [補足耐19] 一関東評価用地震動(鉛直)に対する影響評価について(機器・配
管系)

Ⅲ－１－１　耐震設計の基
本方針

Ⅲ－１－１－８ 機能維持の
基本方針

【5.1.5 許容限界】

【3.1 構造強度上の制限】

＜疲労評価における等価繰返し回
数の設定＞

[補足耐21] 耐震評価における等価繰返し回数の妥当性確認について

【補足-340-13】18. 耐震評価における等価繰返し回数の妥当性確認について ○

＜コンクリート定着部について＞ [補足耐22] 屋内設備に対するアンカー定着部の評価について

－ [補足耐23] （欠番）

【補足-340-9】加振試験についての補足説明資料 ○

【補足-340-13】5. 弁の動的機能維持評価について ○

【補足-340-13】6. 動的機能維持の詳細評価について（新たな検討又は詳細検討が必要な設備
の機能維持評価について）

○

【補足-340-17】常設高圧代替注水系ポンプの耐震性についての計算書に関する補足説明資料 ○

Ⅲ－１－１　耐震設計の基
本方針

【5.2 機能維持】
【5.2 機能維持(2)電気的機
能維持】

＜電気盤等の機能維持評価＞ [補足耐25] 電気盤等の機能維持評価に適用する水平方向の評価用地震力につ
いて

【補足-340-13】9. 電気盤等の機能維持評価に適用する水平方向の評価用地震力について ○

[補足耐26] 応力解析におけるモデル化，境界条件及び拘束条件の考え方
【補足-370-2】応力解析におけるモデル化，境界条件及び拘束条件の考え方 ○

[補足耐27] 地震荷重の入力方法
【補足-370-4】地震荷重の入力方法 ○

[補足耐28] 建物・構築物の耐震評価における組合せ係数法の適用性について
【補足-370-7】建物・構築物の耐震評価における組合せ係数法の適用 ○

[補足耐29] 応力解析における断面の評価部位の選定
【補足-370-3】応力解析における断面の評価部位の選定 ○

補足-370　建物・構築物
の耐震計算についての補
足説明資料

【補足-370-1】応力解析における既工認と今回工認の解析モデル及び手法の比較 ○

補足-400　建物・構築物
の地震応答解析について
の補足説明資料

【補足-400-1】地震応答解析における既工認と今回工認の解析モデル及び手法の比較 ○

[補足耐32] 「建屋側面地盤ばね」及び「地盤のひずみ依存特性」の評価手法
について

[補足耐33] 地震応答解析における耐震壁のせん断スケルトンカーブの設定
【補足-400-5】地震応答解析における耐震壁のせん断スケルトンカーブの設定 ○

[補足耐34] 隣接建屋の影響に関する検討

【補足-400-4】隣接建屋の影響に関する検討 ○

[補足耐35] 隣接建屋の影響に対する影響評価について

【補足-400-4】隣接建屋の影響に関する検討 ○

Ⅲ－１－１　耐震設計の基
本方針

Ⅲ－１－１－５　地震応答
解析の基本方針

【10.1 建物・構築物】

【2.1.1 建物・構築物 (2)
解析方法及び解析モデル】

＜液状化による影響評価＞
＜地下水排水設備＞

[補足耐36] 建物・構築物周辺の設計用地下水位の設定について

【補足-340-1】地盤の支持性能について ○

【補足-340-13】17. 剛な設備の固有周期の算出について ○

【補足-340-26】盤及び計装ラックの固有周期について ○

Ⅲ－１－１ 耐震設計の基本
方針

Ⅲ－１－１－11－１　配管
の耐震支持方針

Ⅲ－１－１－11－２　ダク
トの耐震支持方針

Ⅲ－１－１－12 電気計測制
御装置等の耐震支持方針

【9. 機器・配管系の支持方
針について】

【1.3.1.1 重要度による設
計方針】
【1.3.3 標準支持間隔を用
いた評価方法】

【1. 概要】
【4.5 標準支持間隔】
【4.6 支持方法】

【3.3.4 電路類の耐震設計
手順】

＜配管系の評価手法＞ [補足耐40] 配管系の評価手法(定ピッチスパン法)について

【補足-340-13】12. 応力を基準とした標準支持間隔法の適用について ○

【補足-340-13】20. 補機類のアンカー定着部の評価について

Ⅲ－１－１　耐震設計の基
本方針

【5.2 機能維持(5)支持機能
の維持】

【10.1 建物・構築物】

【2.1.1 建物・構築物（2)
解析方法及び解析モデル】

Ⅲ－１－１　耐震設計の基
本方針

Ⅲ－１－１－５　地震応答
解析の基本方針

動的機能維持評価手法の適用について

○【補足－340－2】耐震評価対象の網羅性、既工認との手法の相違点の整理について

【10.1 建物・構築物】

【2.1.1 建物・構築物(2)解
析方法及び解析モデル】

Ⅲ－１－１　耐震設計の基
本方針

Ⅲ－１－１－５　地震応答
解析の基本方針

Ⅲ－１－１　耐震設計の基
本方針

【9. 機器・配管系の支持方
針について】

【10.2 機器・配管系】

【2.2 機器・配管系(2)解析
方法及び解析モデル】

【1. 概要】
【2.1 基本方針】

【2.1 基本原則】

【1.3.2 多質点系はりモデ
ルを用いた評価方法】
【1.3.3 標準支持間隔を用
いた評価方法】

【4.4.1 標準支持間隔を用
いた評価方法】

【3.3.4 電路類の耐震設計
手順】

Ⅲ－１－１ 耐震設計の基本
方針

Ⅲ－１－１－５ 地震応答解
析の基本方針

Ⅲ－１－１－６ 設計用床応
答曲線の作成方針

Ⅲ－１－１－10 機器の耐震
支持方針

Ⅲ－１－１－11－１ 配管の
耐震支持方針

Ⅲ－１－１－11－２ ダクト
の耐震支持方針

Ⅲ－１－１－12 電気計測制
御装置等の耐震支持方針

＜地盤ばね，スケルトンカーブの
設定＞

＜隣接建屋の影響＞
補足-400　建物・構築物
の地震応答解析について
の補足説明資料

地震応答解析及び応力解析における既設工認と今回設工認の解析
モデル及び手法の比較

[補足耐31]＜既設工認と今回設工認の解析モ
デル及び手法の比較＞

＜間接支持構造物の評価＞

補足-370　建物・構築物
の耐震計算についての補
足説明資料

【10.2 機器・配管系】

【2.2 機器・配管系 (2)解
析法及び解析モデル】

【1. 概要】
【2.1 基本方針】

【2.1 基本原則】

【1.3.2 多質点系はりモデ
ルを用いた評価方法】
【1.3.3 行淳支持間隔を用
いた評価方法】

【4.4.1 標準支持間隔を用
いた評価方法】

【3.3.4 電路類の耐震設計
手順】

Ⅲ－１－１　耐震設計の基
本方針

Ⅲ－１－１－５　地震応答
解析の基本方針

Ⅲ－１－１－６ 設計用床応
答曲線の基本方針

Ⅲ－１－１－10 機器の耐震
支持方針

Ⅲ－１－１－11－１ 配管の
耐震支持方針

Ⅲ－１－１－11－２ ダクト
の耐震支持方針

Ⅲ－１－１－12 電気計測制
御装置等の耐震支持方針

【補足-340】 耐震性に関
する説明書の補足説明資
料

剛な設備の固有周期の算出について＜固有周期の算出＞ [補足耐37]

Ⅲ－１－１ 耐震設計の基本
方針

Ⅲ－１－１－５ 地震応答解
析の基本方針

Ⅲ－１－１－６ 設計用床応
答曲線の作成方針

Ⅲ－１－１－11－１　配管
の耐震支持方針

Ⅲ－１－１－11－２　ダク
トの耐震支持方針

Ⅲ－１－１－12 電気計測制
御装置等の耐震支持方針

【10.2 機器・配管系】

【2.2 機器・配管系 (2)解
析方法及び解析モデル】

【1.概要】
【2.1 基本方針】

【1.3.2 多質点系はりモデ
ルを用いた評価方法】
【1.3.3 標準支持間隔を用
いた評価方法】

【4.4.1 標準支持間隔を用
いた評価方法】

【3.3.4 電路類の耐震設計
手順】

＜耐震計算書の作成方針＞ [補足耐39] 機電設備の耐震計算書の作成について

機器，配管系の類型化に対する分類の考え方について[補足耐38]

耐震Ｓクラス設備の耐震計算書におけるSd評価結果の記載方法[補足耐20]＜Ｓｄ評価結果の記載方法＞

＜機器・配管系の類型化＞【10.2 機器・配管系】

【2.2 機器・配管系 (2)解
析方法及び解析モデル】

【1.概要】
【2.1 基本方針】

【1.3.2 多質点系はりモデ
ルを用いた評価方法】
【1.3.3 標準支持間隔を用
いた評価方法】

【4.4.1 標準支持間隔を用
いた評価方法】

【3.3.4 電路類の耐震設計
手順】

Ⅲ－１－１ 耐震設計の基本
方針

Ⅲ－１－１－５ 地震応答解
析の基本方針

Ⅲ－１－１－６ 設計用床応
答曲線の作成方針

Ⅲ－１－１－11－１　配管
の耐震支持方針

Ⅲ－１－１－11－２　ダク
トの耐震支持方針

Ⅲ－１－１－12 電気計測制
御装置等の耐震支持方針

【補足－340】 耐震性に
関する説明書の補足説明
資料

【補足－340－13】4. 機電設備の耐震計算書の作成について ○

【補足－340－28】耐震性についての計算書における評価温度の考え方について ○

【補足－340】 耐震性に
関する説明書の補足説明
資料

【5.2 機能維持】
【5.2 機能維持(1)動的機能
維持】

Ⅲ－１－１　耐震設計の基
本方針

【補足－340】 耐震性に
関する説明書の補足説明
資料

＜動的機能維持評価＞ [補足耐24]

○
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補足説明すべき項目の抽出
（第五条（安全機能を有する施設の地盤）、第二十六条（重大事故等対処施設の地盤）、

第六条、第二十七条（地震による損傷の防止））

別紙５②

[補足耐41] 機器の耐震計算における既設工認からの計算式の変更点について

Ⅲ－１－１ 耐震設計の基本
方針

【9. 機器・配管系の支持方
針について】

＜機器・配管の相対変位に対する
考慮＞

[補足耐43] 機器と配管の相対変位に対する設計上の扱いについて

Ⅲ－１－１ 耐震設計の基本
方針

【9. 機器・配管系の支持方
針について】

＜ダクトの耐震設計について＞ [補足耐44] ダクト評価で用いる補正係数，安全係数の設定根拠について

― ―

＜計算機プログラム（解析コー
ド）について＞

[補足耐45] 計算機プログラム（解析コード）の概要について

【補足－500】 計算機プ
ログラム（解析コード）
の概要に係る補足説明資
料

【補足－500－1】計算機プログラム（解析コード）の概要に係る補足説明資料 〇

Ⅲ－１－１ 耐震設計の基本
方針

【5.2 機能維持】 ＜MOX燃料加工施設の建物構築物
の要求機能＞

[補足耐53] 建物・構築物の耐震設計における安全機能の整理について

【補足-340-3】可搬型重大事故等対処設備の耐震性に関する説明書に関する補足説明資料 －

本資料は，可搬型重大事故等対処設
備の要求される機能を損なわないこ
とを確認するための耐震計算方法に
ついて示している。MOX燃料加工施
設については基本設計方針の構成が
発電炉と異なり，可搬型重大事故等
対処設備は30条側での整理となるこ
とから，30条（重大事故等対処設
備）にて示す。

【補足－340－10】ケミカルアンカの高温環境下での使用について －

本資料は，重大事故等時に高温環境
下で使用する機器の基礎ボルトとし
て，ケミカルアンカを使用するもの
について，高温環境下において使用
可能であることを示している。
MOX燃料加工施設については，重大
事故等時のグローブボックス内での
火災によりグローブボックスが高温
(100℃)になる可能性があるが，火
災の継続時間は20分と短時間である
こと及び直接コンクリートを加熱す
るものではないことから，コンク
リートは高温とならず，ケミカルア
ンカを高温環境下で使用することは
ない。

【補足-340-11】海水ポンプエリア防護対策施設の耐震性についての計算書に関する補足説明資
料

－

本資料は，海水ポンプエリア防護対
策施設が上位クラスである設備に対
して波及的影響を与えないことにつ
いて示されている。MOX燃料加工施
設においては，海水ポンプに類する
設備は存在しない。

【補足-340-13】1. 炉内構造物への極限解析による評価の適用について －

本資料は，炉内構造物への極限解析
の適用の妥当性について示されてい
る。MOX燃料加工施設においては極
限解析は適用していないが，適用す
る場合は補足説明資料にて示す。

【補足-340-13】2. 設計用床応答曲線の作成方法及び適用方法 －

本資料は，FRS作成の詳細方針及び
高振動数影響について示されてい
る。MOX燃料加工施設におけるFRSの
内容については基本方針に示してお
り，高振動領域については補足説明
資料「動的機能維持に対する評価内
容について」にて示す。

【補足-340-13】7. 原子炉格納容器の耐震安全性評価について －

本資料は，今回工認で適用する手法
が，既工認で適用した手法と異なる
場合に他プラントでの適用実績の確
認内容について示している。MOX燃
料加工施設においては，既認可から
の変更内容及び根拠について，後次
回以降で申請する設備に対する補足
説明資料「既認可からの変更理由」
にて示す。

【補足-340-13】8. 制御棒の挿入性評価について －

本資料は，制御棒挿入機能が要求さ
れる設備に対しての鉛直加速度によ
る影響評価について示されている。
MOX燃料加工施設においては制御棒
挿入機能が要求される設備は有して
いない。

【補足-340-13】10. 大型機器，構造物の地震応答計算書の補足について －

本資料は，大型機器，構造物の解析
モデルの作成の設定の考え方が示さ
れている。MOX燃料加工施設におい
ては，建屋-機器の連成モデルを構
築する大型設備に該当する設備は有
していない。

【補足-340-13】11. 配管解析における重心位置スペクトル法の適用について －

本資料は，配管解析における床応答
曲線の入力方法として，重心位置ス
ペクトル法に適用している床応答曲
線の入力位置の妥当性について示さ
れている。MOX燃料加工施設におい
ては，重心位置スペクトル法を適用
していないが，適用する場合は補足
説明資料で示す。

【補足-340-13】13. ダクトの耐震計算方法について －

本資料はダクト支持方針における直
管部，曲がり部及び集中質量部の考
慮について考え方を示している。
MOX燃料加工施設においては，後次
回で申請する添付書類の「ダクトの
支持方針」にて示す。

【補足-340-13】14. Bijlaard の方法の適用文献について －

本資料はBijlaard適用文献の各発行
年版における応力係数の違いの影響
について示されている。MOX燃料加
工施設においては，文献の記載値に
対して適切な応力係数を用いてお
り，応力係数の適用に対する説明に
ついては後次回以降で申請する耐震
計算書にて示す。

【補足-340-13】15. 主蒸気管の弾性設計用地震動Ｓｄでの耐震評価について －

本資料は，原子炉冷却材圧力バウン
ダリに直接接続するBクラスの主蒸
気配管として，規格基準に則り弾性
設計用地震動Ｓｄを適用する考え方
について示されている。
MOX燃料加工施設においては，主蒸
気管となる設備は有していない

【10.2 機器・配管系】

【2.2 機器・配管系 (2)解
析方法及び解析モデル】

【1.概要】
【2.1 基本方針】

【1.3.2 多質点系はりモデ
ルを用いた評価方法】
【1.3.3 標準支持間隔を用
いた評価方法】

【4.4.1 標準支持間隔を用
いた評価方法】

【3.3.4 電路類の耐震設計
手順】

Ⅲ－１－１ 耐震設計の基本
方針

Ⅲ－１－１－５ 地震応答解
析の基本方針

Ⅲ－１－１－６ 設計用床応
答曲線の作成方針

Ⅲ－１－１－11－１　配管
の耐震支持方針

Ⅲ－１－１－11－２　ダク
トの耐震支持方針

Ⅲ－１－１－12 電気計測制
御装置等の耐震支持方針

[補足耐42] 既設工認からの変更点について

【補足－370】　建物・構
築物の耐震計算について
の補足説明資料

【補足－370－16】主排気筒及び非常用ガス処理系配管支持架構の耐震性評価に関する補足説明 ○

【補足-340】 耐震性に関
する説明書の補足説明資
料

＜既設工認からの変更点＞

【補足-340】 耐震性に関
する説明書の補足説明資
料
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補足説明すべき項目の抽出
（第五条（安全機能を有する施設の地盤）、第二十六条（重大事故等対処施設の地盤）、

第六条、第二十七条（地震による損傷の防止））

別紙５②

【補足-340-13】16. コンクリートのポアソン比に対する検討について －

本資料は，コンクリートのポアソン
比が設計時から評価に用いている値
と最新の規格の値に差があることに
対する影響について示されている。
MOX燃料加工施設においては，旧規
格によるポアソン比から変更せず影
響検討する設備は存在しない。

【補足-340-13】19. 再循環系ポンプの軸固着に対する評価について －

本資料は，再循環系ポンプに対して
規格基準に定めている軸固着に対す
る評価について示されている。MOX
燃料加工施設においては，軸固着の
評価が必要な設備は有していない。

【補足-340-15】常設代替高圧電源装置の耐震性についての計算書に関する補足説明資料 －

本資料は，常設代替高圧電源装置に
おける機能維持要求に対する耐震性
が示されており，MOX燃料加工施設
においては，類似する設備として共
通電源車があるが設工認申請対象外
の自主対策設備であることから該当
しない。

【補足-340-16】原子炉圧力容器の基礎ボルトにおける特別点検での評価について －

本資料は，実用発電用電子炉の運転
期間延長認可申請に係る特別点検で
の評価について示されている。MOX
燃料加工施設においては，運転期間
延長認可申請について定められてい
ないため該当しない。

【補足-340-18】配管耐震・応力計算書における計算モデルについて －

本資料は耐震計算書に示している代
表以外の配管のモデル形状を示して
いる。MOX燃料加工施設におけるモ
デル形状については耐震計算書にて
示す。

【補足-340-19】制御棒駆動機構の耐震評価方針について －

本資料は，制御棒駆動機構の規格基
準の機能要求であるスクラム機能に
対する評価について示されている。
MOX燃料加工施設においてはスクラ
ム機能に該当する設備は存在しな
い。

【補足-340-20】ブローアウトパネル閉止装置の耐震性について －

本資料は，事故時にブローアウトパ
ネルを電動機又は手動操作により閉
止させる装置に対する評価手法につ
いて示されている。MOX燃料加工施
設においては，ブローアウトパネル
に該当する設備は存在しない。

【補足-340-21】原子炉建屋外側ブローアウトパネル防護対策施設の耐震性についての計算書に
関する補足説明資料

－

本資料は，複数の設備に対して代表
で評価を行う場合の代表性について
示している。MOX燃料加工施設にお
いては，複数設備を代表して評価を
実施する場合の代表性は，耐震計算
書にて示す。

【補足-340-22】使用済燃料乾式貯蔵容器の耐震性についての計算書の概要 －

本資料は，新規に設置する使用済燃
料乾式貯蔵容器の構造及び，評価方
法について示している。MOX燃料加
工施設においては，使用済燃料乾式
貯蔵容器に該当する設備は存在しな
い。

【補足-340-23】ペデスタル排水系の付属設備のうち導入管カバーへの水の付加質量及び落下物
への評価について

－

本資料で示している導入管カバー
は，運用上水没する設備となってお
り，耐震計算書上では水没した評価
結果を示していないため，本資料で
水没した際の水の付加質量を考慮し
た結果が示されている。MOX燃料加
工施設においては，各設備毎の条件
に応じた耐震計算書を示している。
また，本資料で導入管カバーに対す
る落下物衝突を想定した強度評価に
ついても示しているが，MOX燃料加
工施設においては，落下物による波
及的影響を補足説明資料「下位クラ
ス施設の波及的影響の検討につい
て」にて示している。

【補足-340-24】ECCSストレーナ評価条件等の整理について －

本資料は，ECCSストレーナのろ過性
能を考慮した評価条件の整理結果に
ついて示している。MOX燃料加工施
設においては，ECCSストレーナに該
当する設備は存在しない。

【補足-340-25】原子炉格納容器の耐震計算書に係る補足説明資料 －

本資料は，耐震計算結果に対し評価
における考え方を補足する内容につ
いて示されている。MOX燃料加工施
設においては，既認可からの変更内
容及び根拠について，後次回以降で
申請する設備に対する補足説明資料
「既認可からの変更理由」にて示
す。

【補足-340-27】緊急時対策所用発電機制御盤の耐震性についての計算書の概要 －

本資料は，工認添付書類の計算結果
を示している緊急時対策所用発電機
制御盤の振動モード図について示さ
れている。MOX燃料加工施設におい
ては，振動モードの特定が必要な場
合は耐震計算書にて示す。

【補足-340-29】原子炉圧力容器の耐震性についての計算書における斜角ノズルの評価方針につ
いて

－

本資料は，原子炉圧力容器のノズル
のうち，斜角に取り付くノズルに対
する評価方針を示している。MOX燃
料加工施設において，本資料に示さ
れる原子炉圧力容器に該当する設備
は存在しない。

【補足-370-5】中央制御室遮蔽の床スラブの耐震性評価に関する補足説明 －

Ｓクラスの制御室遮蔽はない。な
お，各建屋に共通する事項は地震応
答計算書又は耐震計算書の各事項の
補足説明資料へ展開する。

【補足-370-9】原子炉格納容器底部コンクリートマットの耐震性評価についての補足説明 －
格納容器底部コンクリートマットに
類する設備がない。

【補足-370-10】原子炉建屋地下排水設備に関する補足説明 －

上屋及びヒューム管の検討に該当す
る設備はない。また，地下水位を地
表とした場合の検討についても，地
下水位を維持する設計とすることか
ら該当しない。

【補足-370-11】原子炉建屋の耐震性評価に関する補足説明 －

【補足-370-12】原子炉建屋基礎盤の耐震性評価に関する補足説明 －

【補足-370-13】使用済燃料乾式貯蔵建屋の耐震性評価に関する補足説明 －

【補足-370-14】タービン建屋の耐震性評価に関する補足説明 －

【補足-370-15】サービス建屋の耐震性評価に関する補足説明 －

【補足-370-8】使用済燃料プールの耐震性評価に関する補足説明 －

【補足-370-18】緊急時対策所建屋の耐震性評価に関する補足説明 －

【補足-370-17】格納容器圧力逃がし装置格納槽の耐震性評価に関する補足説明 －
格納容器圧力逃がし装置格納槽に類
する設備はない。

【補足-370-19】原子炉格納施設の基礎に関する説明書の補足説明 －

原子炉格納容器の建設工認時からの
設計上の条件及び評価に関する差分
を整理した資料であり，該当しな
い。

【補足-370-20】原子炉建屋改造工事に伴う評価結果の影響について －

設備の補強や追加等の改造工事に伴
う重量増加の影響を考慮したうえで
地震応答解析モデルに反映している
ため該当しない。

【補足-400-6】地震応答解析における原子炉建屋の重大事故等時の高温による影響 －

原子炉格納容器壁面の高温
（165℃）に対する検討であり，同
様の影響を伴う設備はない。

【補足-400-7】地震応答解析における保有水平耐力に関する補足説明 －

添付書類の各計算書にて説明を展開
するため該当しない。

【補足-400-8】原子炉建屋の既工認時の設計用地震力と今回工認における静的地震力及び弾性
設計用地震動Sdによる地震力の比較

－

設計用地震力と比較して建設時の評
価に包絡して説明する施設はない。

【補足-400-9】平成23年（2011年）東北地方太平洋沖地震の原子炉建屋に対する影響 －
建屋に影響を与える地震が発生して
いないため該当しない。

補足-400　建物・構築物
の地震応答解析について
の補足説明資料

各建屋に共通する事項を地震応答計
算書又は耐震計算書の各事項の補足
説明資料へ展開する。（各建屋固有
の事項は各補足説明資料の別紙等を
用いて展開）

補足-370　建物・構築物
の耐震計算についての補
足説明資料

【補足-340】 耐震性に関
する説明書の補足説明資
料

【補足-340】 耐震性に関
する説明書の補足説明資
料

基本設計方針からの展開で抽出された補足すべき事項と発電炉の補足説明資料の説明項目を比較

した結果、追加で補足すべき事項はない。
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補足説明すべき項目の抽出
（第五条（安全機能を有する施設の地盤）、第二十六条（重大事故等対処施設の地盤）、

第六条、第二十七条（地震による損傷の防止））

別紙５③

第1回 第1回　記載概要 第2回 第2回　記載概要 第3回 第3回　記載概要 第4回 第4回　記載概要

・液状化強度特性に係るパラ
メータ，直接基礎の支持力算定
式または平板載荷試験の結果か
ら設定した算定方法、パラメー
タ等の詳細について示す。

[補足盤1]

【耐震地盤01】
地盤の支持性能

について

液状化強度特性に係るパラメー
タ，直接基礎の支持力算定式よ
り設定した極限支持力度の算定
方法、パラメータ等の詳細につ
いて説明

△ 当該回次での追加事項はない △ 当該回次での追加事項はない 〇
当該回次の申請施設における地
盤の液状化強度特性及び極限支
持力度の説明を追加

・申請施設における評価対象施
設，評価項目・部位の網羅性及
び代表性を示すため，MOX燃料
加工施設における既設工認との
評価手法の相違点の整理につい
て示す。

[補足耐1]
【耐震建物01】
耐震評価対象の
網羅性，既設工
認との手法の相
違点の整理につ
いて（建物・構
築物，機器・配

管系）

再処理事業所の評価対象設備を
対象に先行発電プラントとの評
価部位，応力分類の相違点を整
理し，既設工認との手法の相違
点を説明

〇
当該回次の申請対象について既
設工認との手法の相違点を追加

〇
当該回次の申請対象について既
設工認との手法の相違点を追加

〇
当該回次の申請対象について既
設工認との手法の相違点を追加

・今回設工認における洞道の取
り扱いについて，洞道の要求機
能，要求機能に応じた評価方針
等について示す。

[補足耐2]

【耐震建物20】
洞道の設工認申
請上の取り扱い

について

今回設工認における洞道の取り
扱いについて，洞道の要求機能
および要求機能に応じた評価方
針について説明

△ 当該回次での追加事項はない △ 当該回次での追加事項はない △ 当該回次での追加事項はない

・液状化による影響について設
計用床応答曲線と液状化影響を
考慮した床応答曲線との比較
等，影響確認結果について示
す。

[補足耐3]

－
(次回以降)

－ ○

液状化による影響について設計
用床応答曲線と液状化影響を考
慮した床応答曲線との比較等，
影響確認結果について説明

△ 当該回次での追加事項はない △ 当該回次での追加事項はない

・波及的影響の設計対象施設の
抽出の考え方，抽出過程，抽出
結果について示す。

[補足耐4]

【耐震機電03】
下位クラス施設
の波及的影響の
検討について
（建物・構築

物，機器・配管
系）

基本方針で示している波及的影
響対象設備について，抽出過程
である設計図書や現場調査等に
よる確認方法，確認内容を説明

〇

当該回次の申請範囲について，
抽出過程である設計図書や現場
調査等による確認方法，確認内
容の説明を追加

〇

当該回次の申請範囲について，
抽出過程である設計図書や現場
調査等による確認方法，確認内
容の説明を追加

〇

当該回次の申請範囲について，
抽出過程である設計図書や現場
調査等による確認方法，確認内
容の説明を追加

・鉄筋コンクリート造部の減衰
定数について，既往の知見を踏
まえた設定の考え方について示
す。

[補足耐5]

【耐震建物10】
地震応答解析モ
デルに用いる鉄
筋コンクリート
造部の減衰定数
に関する検討

鉄筋コンクリート造部の減衰定
数について，既往の知見を踏ま
えた設定の考え方及び図面等の
根拠について説明

△ 当該回次での追加事項はない △ 当該回次での追加事項はない ○
当該回次の申請施設の図面等の
根拠の説明を追加

・施設の評価において適用する
減衰定数のうち， 新知見とし
て得られた減衰定数を用いるこ
との妥当性，設備への適用性に
ついて示す。

[補足耐6]

【耐震機電18】
新たに適用した
減衰定数につい

て

地震応答解析の基本方針に示す
機器，配管系に適用する減衰定
数について，設定方法，適用性
について説明

〇

当該回次の申請範囲における
新知見の減衰定数に対する根拠
及びその適用性について説明を
追加

〇

当該回次の申請範囲における
新知見の減衰定数に対する根拠
及びその適用性について説明を
追加

〇

当該回次の申請範囲における
新知見の減衰定数に対する根拠
及びその適用性について説明を
追加

・建物・構築物の地震応答解析
に用いる地盤モデル及び地盤物
性値に関する根拠を示すため，
地盤モデル及び地盤物性値の設
定内容について示す。

[補足耐7]

【耐震建物08】
地震応答解析に
用いる地盤モデ
ル及び地盤物性
値の設定につい

て

建物・構築物の地震応答解析に
用いる地盤モデル及び地盤物性
値に関する根拠を示すため，地
盤モデル及び地盤物性値の設定
内容について説明

△ 当該回次での追加事項はない △ 当該回次での追加事項はない ○
当該回次の申請施設の地盤モデ
ル設定に関する検討結果の説明
を追加

・動的解析における材料物性の
ばらつきの考慮に関する根拠を
示すため，ばらつきの考慮に係
る検討内容について示す。

[補足耐9]

【耐震建物11】
地震応答解析に
おける材料物性
のばらつきに関

する検討

動的解析における材料物性のば
らつきの考慮に関する根拠を示
すため，ばらつきの考慮に係る
検討内容について説明

△ 当該回次での追加事項はない △ 当該回次での追加事項はない ○

当該回次の申請施設の建物・構
築物の材料物性のばらつきを考
慮した地震応答解析結果の説明
を追加

・建物，構築物の材料物性のば
らつきの影響を考慮した応答に
対する影響の確認方法及び影響
確認結果について示す。

[補足耐10]

【耐震機電11】
地震応答解析に
おける材料物性
のばらつきに伴
う影響確認につ

いて

建屋，構築物の材料物性のばら
つきの影響を考慮した応答に対
する影響の確認方法を示すとと
もに，当該回次の申請施設につ
いて影響確認結果について説明

〇

当該回次の申請施設の機器・配
管系について材料物性のばらつ
きの地震応答解析の結果による
影響確認結果の説明を追加

〇

当該回次の申請施設の機器・配
管系について材料物性のばらつ
きの地震応答解析の結果による
影響確認結果の説明を追加

〇

当該回次の申請施設の機器・配
管系について材料物性のばらつ
きの地震応答解析の結果による
影響確認結果の説明を追加

・水平2方向及び鉛直方向地震
力の組合せに関する影響評価に
あたり，各設備における設備形
状の観点から水平２方向影響有
無の整理内容及び考え方につい
て示す。

[補足耐12]

【耐震機電10】
水平2方向及び
鉛直方向地震力
の組合せに関す
る設備の抽出及
び考え方につい

て

水平２方向及び鉛直方向地震力
の組合せに関する影響評価にあ
たり，各設備における設備形状
の観点から水平２方向影響有無
の整理内容及び考え方について
説明。

〇

当該回次の申請施設の水平２方
向及び鉛直方向地震力の組合せ
に関する影響評価にあたり，各
設備における設備形状の観点か
ら水平２方向影響有無の整理内
容及び考え方について説明を追
加

〇

当該回次の申請施設の水平２方
向及び鉛直方向地震力の組合せ
に関する影響評価にあたり，各
設備における設備形状の観点か
ら水平２方向影響有無の整理内
容及び考え方について説明を追
加

〇

当該回次の申請施設の水平２方
向及び鉛直方向地震力の組合せ
に関する影響評価にあたり，各
設備における設備形状の観点か
ら水平２方向影響有無の整理内
容及び考え方について説明を追
加

・水平2方向及び鉛直方向地震
力の組合せに関する影響評価に
係る根拠を示すため，評価部位
の抽出内容について示す。

[補足耐13]

【耐震建物07】
水平2方向及び
鉛直方向地震力
の組合せに関す
る評価部位の抽

出

水平2方向及び鉛直方向地震力
の組合せに関する建物・構築物
の評価部位の抽出の考え方及び
評価部位の抽出結果について説
明

△ 当該回次での追加事項はない △ 当該回次での追加事項はない ○
当該回次の申請施設における評
価部位の抽出結果の説明を追
加。

設計基準事故時の荷重と地震力
との組合せの検討内容について
示す。

[補足耐14]

【耐震機電22】
地震時荷重と事
故時荷重との組
合せについて

設計基準事故時の荷重と地震力
との組合せの検討内容について
説明

△ 当該回次での追加事項はない △ 当該回次での追加事項はない △ 当該回次での追加事項はない

・鉛直方向地震力の導入により
浮き上がり等の影響を受ける設
備の抽出及び影響検討内容につ
いて示す。

[補足耐15]

【耐震機電01】
鉛直方向の動的
地震力考慮によ
る設備の浮き上
がり等の影響に

ついて

鉛直方向地震力の導入により浮
き上がり等の影響を受ける設備
を抽出及び影響検討内容の結果
について説明

○
当該申請対象となる鉛直方向が
拘束されていない移動式設備の
影響確認結果の説明を追加

○
当該申請対象となる鉛直方向が
拘束されていない移動式設備の
影響確認結果の説明を追加

○
当該申請対象となる鉛直方向が
拘束されていない移動式設備の
影響確認結果の説明を追加

・鉛直方向地震力の導入に伴う
SRSS法の適用性について示す。

[補足耐16]
【耐震機電02】
水平方向と鉛直
方向の動的地震
力の二乗和平方
根（SRSS）法に
よる組合せにつ

いて

鉛直方向地震力の導入に伴う
SRSS法の適用性について説明

△ 当該回次での追加事項はない △ 当該回次での追加事項はない △ 当該回次での追加事項はない

・一関東評価用地震動（鉛直）
を用いた影響評価に関する検討
内容及び影響評価結果について
示す。

[補足耐17]

【耐震建物12】
一関東評価用地
震動(鉛直)に対
する影響評価に
ついて(建物・
屋外機械基礎)

一関東評価用地震動（鉛直）を
用いた影響評価に関する検討内
容及び影響評価結果について説
明

△ 当該回次での追加事項はない △ 当該回次での追加事項はない ○

当該回次の申請施設における一
関東評価用地震動(鉛直)に対す
る各建物・構築物の影響評価結
果の説明を追加

・一関東評価用地震動（鉛直）
にを用いた影響評価に関する検
討内容及び影響評価結果につい
て示す。

[補足耐19]

【耐震機電12】
一関東評価用地
震動(鉛直)に対
する影響評価に
ついて(機器・

配管系)

一関東評価用地震動（鉛直）を
用いた影響評価に関する検討に
ついて説明

○

当該回次の申請施設における一
関東評価用地震動（鉛直）に対
する機器・配管系の影響評価結
果について説明を追加

○

当該回次の申請施設における一
関東評価用地震動（鉛直）に対
する機器・配管系の影響評価結
果について説明を追加

○

当該回次の申請施設における一
関東評価用地震動（鉛直）に対
する機器・配管系の影響評価結
果について説明を追加

地盤の支持性能について

【補足-340-4】下位クラス施設の波及的影響の
検討について

下位クラス施設の波及的影響の検討について
（建物・構築物，機器・配管系）

【補足-400-2】地震応答解析モデルに用いる鉄
筋コンクリート部の減衰定数に関する検討

地震応答解析モデルに用いる鉄筋コンクリート
造部の減衰定数に関する検討

【補足-340-2】耐震評価対象の網羅性、既工認
との手法の相違点の整理について

新たに適用した減衰定数について

【補足-340-1】地盤の支持性能について
地震応答解析に用いる地盤モデル及び地盤物性
値の設定について

【補足-400-3】地震応答解析における材料物性
のばらつきに関する検討

地震応答解析における材料物性のばらつきに関
する検討

【補足-340-13】3. 建屋－機器連成解析モデル
の時刻歴応答解析における材料物性のばらつき
の考慮について

地震応答解析における材料物性のばらつきに伴
う影響確認について

【補足-340-7】水平２方向及び鉛直方向の適切
な組合せに関する検討について

水平2方向及び鉛直方向地震力の組合せに関す
る設備の抽出及び考え方について

申請回次

【補足－340－8】屋外重要土木構造物の耐震安
全性評価について
　1.1 対象設備
　1.2 屋外重要土木構造物の要求性能と要求性
能に対する耐震評価内容

洞道の設工認申請上の取り扱いについて

-
土木構造物の液状化に伴う機電設備の影響確認
について

【補足-340-2】耐震評価対象の網羅性、既工認
との手法の相違点の整理について

耐震評価対象の網羅性，既設工認との手法の相
違点の整理について(建物・構築物，機器・配
管系)

東海第二発電所　補足説明資料 MOX燃料加工施設　補足説明資料 記載概要
補足説明すべ

き事項

【補足-340-1】地盤の支持性能について

【補足-340-2】耐震評価対象の網羅性、既工認
との手法の相違点の整理について

水平方向と鉛直方向の動的地震力の二乗和平方
根（SRSS）法による組合せについて

-
一関東評価用地震動(鉛直)に対する影響評価に
ついて(建物・屋外機械基礎)

【補足-340-7】水平２方向及び鉛直方向の適切
な組合せに関する検討について

水平2方向及び鉛直方向地震力の組合せに関す
る評価部位の抽出

【補足-340-5】地震時荷重と事故時荷重との組
合せについて

地震時荷重と事故時荷重との組合せについて

【補足-340-2】耐震評価対象の網羅性、既工認
との手法の相違点の整理について

鉛直方向の動的地震力考慮による設備の浮き上
がり等の影響について

-
一関東評価用地震動(鉛直)に対する影響評価に
ついて(機器・配管系)
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補足説明すべき項目の抽出
（第五条（安全機能を有する施設の地盤）、第二十六条（重大事故等対処施設の地盤）、

第六条、第二十七条（地震による損傷の防止））

別紙５③

第1回 第1回　記載概要 第2回 第2回　記載概要 第3回 第3回　記載概要 第4回 第4回　記載概要

申請回次
東海第二発電所　補足説明資料 MOX燃料加工施設　補足説明資料 記載概要

補足説明すべ
き事項

・Ｓクラス施設の耐震計算書に
おけるＳｄ評価結果の記載方法
について示す。

[補足耐20]

【耐震機電09】
耐震Ｓクラス設
備の耐震計算書
におけるＳｄ評
価結果の記載方

法

Ｓクラス施設の耐震計算書にお
けるＳｄ評価結果の記載方法に
ついて説明

△ 当該回次での追加事項はない △ 当該回次での追加事項はない △ 当該回次での追加事項はない

・疲労評価を実施している設備
について，適用する等価繰返し
回数の設定方法等について示
す。

[補足耐21]

－
(次回以降)

－ ○

疲労評価を実施している設備に
ついて，適用している等価繰返
し回数の設定方法及び妥当性に
ついて説明

○

疲労評価を実施している設備に
ついて，適用している等価繰返
し回数の設定方法及び妥当性に
ついて説明

○

疲労評価を実施している設備に
ついて，適用している等価繰返
し回数の設定方法及び妥当性に
ついて説明

・屋内設備のコンクリート定着
部に対する健全性について示
す。

[補足耐22]

－
(次回以降)

－ ○
・屋内設備のコンクリート定着
部における評価内容等について
説明

△ 当該回次での追加事項はない △ 当該回次での追加事項はない

・動的機能維持の評価部位の妥
当性及び評価方法について示
す。

[補足耐24]

－
(次回以降)

－ ○

当該回次の申請範囲を対象に動
的機能を維持するために必要と
なる評価部位の妥当性，評価方
法について説明を追加

○

当該回次の申請範囲を対象に動
的機能を維持するために必要と
なる評価部位の妥当性，評価方
法について説明を追加

△ 当該回次での追加事項はない

・電気盤等の機能維持評価にお
ける評価内容等について示す。

[補足耐25]

－
(次回以降)

－ 〇

・電気盤等の機能維持評価に用
いる水平方向加速度の保守性に
対する確認結果について補足説
明

△ 当該回次での追加事項はない △ 当該回次での追加事項はない

・各建物・構築物の応力解析に
用いるFEMモデルのモデル化，
境界条件及び拘束条件の考え方
について示す。

[補足耐26]

【耐震建物15】
応力解析におけ
るモデル化，境
界条件及び拘束
条件の考え方

各建物・構築物の応力解析に用
いるFEMモデルのモデル化，境
界条件及び拘束条件の考え方を
説明

△ 当該回次での追加事項はない △ 当該回次での追加事項はない ○
当該回次の申請施設における
FEMモデルの設定内容の説明を
追加

・各建物・構築物に共通する地
震荷重の入力方法の考え方につ
いて示す。

[補足耐27]

【耐震建物16】
地震荷重の入力

方法

各建物・構築物に共通する地震
荷重の入力方法の考え方をを説
明

△ 当該回次での追加事項はない △ 当該回次での追加事項はない ○
当該回次の申請施設における
FEMモデルへの入力方法の説明
を追加

・組合せ係数法を適用している
評価対象部位の組合せ係数法の
適用性に関する検討方針につい
て示す。

[補足耐28]

【耐震建物17】
建物・構築物の
耐震評価におけ
る組合せ係数法
の適用性につい

て

組合せ係数法を適用している評
価対象部位について，組合せ係
数法の適用性に関する検討方針
を示すとともに，当該回次の申
請施設における組合せ係数法の
検討結果を説明

△ 当該回次での追加事項はない △ 当該回次での追加事項はない ○
当該回次の申請施設における組
合せ係数法の検討結果の説明を
追加

・各建物・構築物の耐震計算書
に記載した代表となる要素の選
定の考え方を示すとともに，当
該回次の申請施設における選定
要素周辺の応力状態について示
す。

[補足耐29]

【耐震建物18】
応力解析におけ
る断面の評価部

位の選定

各建物・構築物の耐震計算書に
記載した代表となる要素の選定
の考え方を示すとともに，当該
回次の申請施設における選定要
素周辺の応力状態を説明

△ 当該回次での追加事項はない △ 当該回次での追加事項はない ○
当該回次の申請施設における選
定要素周辺の応力状態の説明を
を追加

・建物・構築物の地震応答解析
及び応力解析における既設工認
と今回設工認の解析モデル及び
手法の比較について示す。

[補足耐31]

【耐震建物21】
燃料加工建屋に
係る既認可から
の変更点につい
て（別紙含む）

当該回次の申請対象における解
析モデル及び手法の比較につい
て説明

△ 当該回次での追加事項はない △ 当該回次での追加事項はない △
当該回次における追加事項はな
い

・建屋側面地盤ばねの評価手法
の考え方を示すとともに，当該
回次の申請施設の建屋側面地盤
ばねの設定に係る根拠を示す。

[補足耐32]
【耐震建物05】
「建屋側面地盤
ばね」及び「地
盤のひずみ依存
特性」の評価手
法について

建屋側面地盤ばねの評価手法の
考え方を示す。なお，当該回次
の申請施設においては側面地盤
ばねの設定対象なし

△ 当該回次での追加事項はない △ 当該回次での追加事項はない △
当該回次における追加事項はな
い

・鉄筋コンクリート造耐震壁の
せん断スケルトンカーブの設定
方針を示すとともに，当該回次
の申請施設のせん断スケルトン
カーブの設定根拠を示す。

[補足耐33]

【耐震建物09】
地震応答解析に
おける耐震壁の
せん断スケルト
ンカーブの設定

鉄筋コンクリート造耐震壁のせ
ん断スケルトンカーブの設定方
針を示す。なお，当該回次の申
請施設においては設定対象なし

△ 当該回次での追加事項はない △ 当該回次での追加事項はない ○
当該回次の申請施設のせん断ス
ケルトンカーブの設定根拠を追
加

・隣接建屋の影響に関して，隣
接建屋の検討内容等について示
す。

[補足耐34]

【耐震建物06】
隣接建屋の影響
に関する検討

隣接建屋の影響に関して，隣接
建屋の検討内容及び影響検討結
果について説明

△ 当該回次での追加事項はない △ 当該回次での追加事項はない ○
当該回次の申請施設における隣
接建屋の影響検討結果の説明を
追加

・建屋・構築物の隣接建屋の影
響を考慮した応答に対する検討
内容及び影響検討結果について
示す。

[補足耐35]

【耐震機電21】
隣接建屋の影響
に対する影響評
価について

建屋・構築物の隣接建屋の影響
を考慮した応答に対する検討内
容及び影響検討結果について説
明

○
当該回次の申請施設における隣
接建屋の影響評価結果の説明を
追加

○
当該回次の申請施設における隣
接建屋の影響評価結果の説明を
追加

○
当該回次の申請施設における隣
接建屋の影響評価結果の説明を
追加

・建物・構築物の耐震評価に用
いる設計用地下水位の設定の考
え方，地下水排水設備の設計方
針，液状化による影響評価の方
針について示すとともに，当該
回次の申請施設における地下水
排水設備の配置等について示
す。

[補足耐36]

【耐震建物13】
建物・構築物周
辺の設計用地下
水位の設定につ

いて

建物・構築物の耐震評価に用い
る設計用地下水位の設定の考え
方，地下水排水設備の設計方
針，液状化による影響評価の方
針について説明

△ 当該回次での追加事項はない 〇
当該回次の申請設備における地
下水排水設備の配置等の説明を
追加

〇
当該回次の申請設備における地
下水排水設備の配置等の説明を
追加

・固有周期を算出せず剛とみな
している設備の固有周期の考え
方及び固有値算出結果について
示す。

[補足耐37]

【耐震機電17】
剛な設備の固有
周期の算出につ

いて

固有周期を算出せず剛とみなし
ている設備の固有周期の考え方
について説明

○

当該回次の申請範囲の固有周期
を算出せず剛とみなしている設
備の固有周期の考え方及び固有
値算出結果について説明を追加

〇

当該回次の申請範囲の固有周期
を算出せず剛とみなしている設
備の固有周期の考え方及び固有
値算出結果について説明を追加

○

当該回次の申請範囲の固有周期
を算出せず剛とみなしている設
備の固有周期の考え方及び固有
値算出結果について説明を追加

【補足-340-9】加振試験についての補足説明資
料
【補足-340-13】5. 弁の動的機能維持評価につ
いて
【補足-340-13】6. 動的機能維持の詳細評価に
ついて（新たな検討又は詳細検討が必要な設備
の機能維持評価について）
【補足-340-17】常設高圧代替注水系ポンプの
耐震性についての計算書に関する補足説明資料

動的機能維持評価手法の適用について

【補足-370-1】応力解析における既工認と今回
工認の解析モデル及び手法の比較
【補足-400-1】地震応答解析における既工認と
今回工認の解析モデル及び手法の比較

地震応答解析及び応力解析における既設工認と
今回設工認の解析モデル及び手法の比較

【補足-340-13】9. 電気盤等の機能維持評価に
適用する水平方向の評価用地震力について

電気盤等の機能維持評価に適用する水平方向の
評価用地震力について

【補足-370-2】応力解析におけるモデル化，境
界条件及び拘束条件の考え方

応力解析におけるモデル化，境界条件及び拘束
条件の考え方

【補足-370-4】地震荷重の入力方法 地震荷重の入力方法

【補足-370-7】建物・構築物の耐震評価におけ
る組合せ係数法の適用

建物・構築物の耐震評価における組合せ係数法
の適用性について

【補足-370-3】応力解析における断面の評価部
位の選定

応力解析における断面の評価部位の選定

【補足-340-2】耐震評価対象の網羅性、既工認
との手法の相違点の整理について

耐震Ｓクラス設備の耐震計算書におけるＳｄ評
価結果の記載方法

【補足-340-13】20. 補機類のアンカー定着部
の評価について

屋内設備に対するアンカー定着部の評価につい
て

【補足-340-13】18. 耐震評価における等価繰
返し回数の妥当性確認について

耐震評価における等価繰返し回数の妥当性確認
について

-
「建屋側面地盤ばね」及び「地盤のひずみ依存
特性」の評価手法について

【補足-400-5】地震応答解析における耐震壁の
せん断スケルトンカーブの設定

地震応答解析における耐震壁のせん断スケルト
ンカーブの設定

【補足-400-4】隣接建屋の影響に関する検討 隣接建屋の影響に関する検討

【補足-340-1】地盤の支持性能について
建物・構築物周辺の設計用地下水位の設定につ
いて

【補足-340-13】17. 剛な設備の固有周期の算
出について
【補足-340-26】盤及び計装ラックの固有周期
について

剛な設備の固有周期の算出について

【補足-400-4】隣接建屋の影響に関する検討 隣接建屋の影響に対する影響評価について
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補足説明すべき項目の抽出
（第五条（安全機能を有する施設の地盤）、第二十六条（重大事故等対処施設の地盤）、

第六条、第二十七条（地震による損傷の防止））

別紙５③

第1回 第1回　記載概要 第2回 第2回　記載概要 第3回 第3回　記載概要 第4回 第4回　記載概要

申請回次
東海第二発電所　補足説明資料 MOX燃料加工施設　補足説明資料 記載概要

補足説明すべ
き事項

・既設工認時の評価内容及び説
明内容を踏まえ機器，配管系に
対する類型化の分類の考え方に
ついて示す。

[補足耐38]

【耐震機電07】
機器，配管系の
類型化に対する
分類の考え方に

ついて

既設工認時の評価内容及び説明
内容を踏まえ機器，配管系に対
する類型化の分類の考え方を説
明

〇
当該回次の申請範囲の類型化の
分類の考え方の説明を追加

〇
当該回次の申請範囲の類型化の
分類の考え方の説明を追加

〇
当該回次の申請範囲の類型化の
分類の考え方の説明を追加

・機電設備の耐震計算書の作成
方針について構成，記載方法，
記載の留意点等について示す。

[補足耐39]

【耐震機電19】
機電設備の耐震
計算書の作成に

ついて

機電設備の耐震計算書の作成方
針について構成，記載方法，記
載の留意点等を説明

〇

当該回次の申請範囲の耐震計算
書の作成方針について構成，記
載方法，記載の留意点等を説明
を追加

〇

当該回次の申請範囲の耐震計算
書の作成方針について構成，記
載方法，記載の留意点等を説明
を追加

〇

当該回次の申請範囲の耐震計算
書の作成方針について構成，記
載方法，記載の留意点等を説明
を追加

・配管系の耐震評価における配
管の評価手法として設定した標
準支持間隔に対する対応等につ
いて示す。

[補足耐40]
【耐震機電16】
配管系の評価手
法(定ピッチス
パン法)につい

て

配管系の耐震評価における配管
の評価手法として設定した標準
支持間隔に対する対応内容等に
ついて説明

〇

当該回次の申請範囲の配管系の
耐震評価における配管の評価手
法として設定した標準支持間隔
に対する対応内容等について説
明を追加

〇

当該回次の申請範囲の配管系の
耐震評価における配管の評価手
法として設定した標準支持間隔
に対する対応内容等について説
明を追加

△ 当該回次での追加事項はない

機器の耐震計算書作成の基本方
針の変更点として，定型式への
新知見の反映等の考え方

[補足耐41]

－
(次回以降)

－ 〇

機器の耐震計算書作成の基本方
針の変更点として，定型式への

新知見の反映等の考え方を説
明

△ 当該回次での追加事項はない △ 当該回次での追加事項はない

耐震設計における既設工認から
評価内容の評価条件等の変更内
容について示す。

[補足耐42]

－
(次回以降)

－ 〇
当該回次の申請対象における既
設工認からの変更内容について
説明を追加

〇
当該回次の申請対象における既
設工認からの変更内容について
説明を追加

〇
当該回次の申請対象における既
設工認からの変更内容について
説明を追加

機器と配管の取り合い部に対
し，相対変位を考慮した設計内
容について示す。

[補足耐43]

【耐震機電23】
機器と配管の相
対変位に対する
設計上の扱いに

ついて

機器と配管の取り合い部に対
し，相対変位を考慮した設計内
容について説明

〇

当該回次の申請対象における機
器と配管の取り合い部に対し，
相対変位を考慮した設計内容に
ついて説明を追加

○

当該回次の申請対象における機
器と配管の取り合い部に対し，
相対変位を考慮した設計内容に
ついて説明を追加

〇

当該回次の申請対象における機
器と配管の取り合い部に対し，
相対変位を考慮した設計内容に
ついて説明を追加

・ダクト評価で用いる補正係
数，安全係数の設定根拠等につ
いて示す。

[補足耐44]

－
(次回以降)

－ ○
ダクト評価で用いる補正係数，
安全係数の設定根拠等について
説明

△ 当該回次での追加事項はない △ 当該回次での追加事項はない

・添付書類で使用する計算機プ
ログラム（解析コード）の過去
の使用実績やバージョン違いに
よる区分毎の整理内容について
示す。

[補足耐45]
【耐震建物

29】計算機プ
ログラム（解
析コード）の
概要について

添付書類で使用する計算機プロ
グラム（解析コード）の過去の
使用実績やバージョン違いによ
る区分毎の整理について説明

○

当該回次の申請施設における計
算機プログラム（解析コード）
の過去の使用実績やバージョン
違いによる区分毎の整理結果の
説明を追加

○

当該回次の申請施設における計
算機プログラム（解析コード）
の過去の使用実績やバージョン
違いによる区分毎の整理結果の
説明を追加

○

当該回次の申請施設における計
算機プログラム（解析コード）
の過去の使用実績やバージョン
違いによる区分毎の整理結果の
説明を追加

・MOX燃料加工施設の建物・構
築物の要求機能の整理内容につ
いて説明する。

[補足耐53]
【耐震建物30】
建物・構築物の
耐震設計におけ
る安全機能の整
理について

MOX燃料加工施設の建物・構築
物の要求機能の整理内容につい
て説明

△ 当該回次での追加事項はない △ 当該回次での追加事項はない △ 当該回次での追加事項はない

－：当該申請回次で記載しない項目

【補足-370-16】主排気筒及び非常用ガス処理
系配管支持架構の耐震性評価に関する補足説明

既設工認からの変更点について

・「申請回次」について
〇：当該申請回次で新規に記載する項目又は当該申請回次で記載を追記する項目
△：当該申請回次以前から記載しており，記載内容に変更がない項目

-
機器と配管の相対変位に対する設計上の扱いに
ついて

－
ダクト評価で用いる補正係数，安全係数の設定
根拠について

【補足－500－1】計算機プログラム（解析
コード）の概要に係る補足説明資料

計算機プログラム（解析コード）の概要につい
て

－
建物・構築物の耐震設計における安全機能の整
理について

【補足-340-13】4. 機電設備の耐震計算書の作
成について
【補足-340-28】耐震性についての計算書にお
ける評価温度の考え方について

機電設備の耐震計算書の作成について

【補足-340-13】12. 応力を基準とした標準支
持間隔法の適用について

配管系の評価手法(定ピッチスパン法)について

-
機器の耐震計算における既設工認からの計算式
の変更点について

-
機器，配管系の類型化に対する分類の考え方に
ついて

1554



 

 

令和４年７月 27 日 Ｒ５ 

 

 

 

別紙６ 
 

 

 

変更前記載事項の既設工認等との紐

づけ 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

1555



別紙６① 

基本設計⽅針の第 1 回申請範囲 
全体 第１回申請範囲 

第 1章 共通項目 

3. 自然現象等 

3.1 地震による損傷の防止 

3.1.1 耐震設計 

(1) 耐震設計の基本方針 

MOX 燃料加工施設は，次の方針に基づき耐震設計を行う。 

なお，以下の項目における建物・構築物とは，建物，構築物及び土木構造物の総称とする。 

第 1章 共通項目 

3. 自然現象等 

3.1 地震による損傷の防止 

3.1.1 耐震設計 

(1) 耐震設計の基本方針 

MOX 燃料加工施設は，次の方針に基づき耐震設計を行う。 

なお，以下の項目における建物・構築物とは，建物，構築物及び土木構造物の総称とする。 

a. 安全機能を有する施設 

(a) 安全機能を有する施設は，地震の発生によって生ずるおそれがある安全機能の喪失及びそれに続く

放射線による公衆への影響を防止する観点から，施設の安全機能が喪失した場合の影響の相対的な程

度（以下「耐震重要度」という。）に応じて，Ｓクラス，Ｂクラス又はＣクラスに分類し，それぞれの

耐震重要度に応じた地震力に十分耐えられる設計とする。  

  

a. 安全機能を有する施設 

(a) 安全機能を有する施設は，地震の発生によって生ずるおそれがある安全機能の喪失及びそれに続く

放射線による公衆への影響を防止する観点から，施設の安全機能が喪失した場合の影響の相対的な程

度（以下「耐震重要度」という。）に応じて，Ｓクラス，Ｂクラス又はＣクラスに分類し，それぞれの

耐震重要度に応じた地震力に十分耐えられる設計とする。 

(b) 耐震重要施設（(a)においてＳクラスに分類する施設をいう。）は，その供用中に大きな影響を及ぼ

すおそれがある地震動（事業(変更)許可を受けた基準地震動（以下「基準地震動Ｓｓ」という。））に

よる地震力に対してその安全機能が損なわれるおそれがない設計とする。 

 

(b) 耐震重要施設（(a)においてＳクラスに分類する施設をいう。）は，その供用中に大きな影響を及ぼ

すおそれがある地震動（事業(変更)許可を受けた基準地震動（以下「基準地震動Ｓｓ」という。））に

よる地震力に対してその安全機能が損なわれるおそれがない設計とする。 

 

(c) Ｓクラスの施設は，基準地震動Ｓｓによる地震力に対してその安全機能が損なわれるおそれがない

設計とする。 

 

(c) Ｓクラスの施設は，基準地震動Ｓｓによる地震力に対してその安全機能が損なわれるおそれがない

設計とする。 

 

建物・構築物については，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して，建物・構築物全体としての変形

能力（耐震壁のせん断ひずみ等）が終局耐力時の変形に対して十分な余裕を有し，部材・部位ごとの

せん断ひずみ・応力等が終局耐力時のせん断ひずみ・応力等に対して，妥当な安全余裕を有する設計

とする。 

 

建物・構築物については，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して，建物・構築物全体としての変形

能力（耐震壁のせん断ひずみ等）が終局耐力時の変形に対して十分な余裕を有し，部材・部位ごとの

せん断ひずみ・応力等が終局耐力時のせん断ひずみ・応力等に対して，妥当な安全余裕を有する設計

とする。 

 

機器・配管系については，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して，その施設に要求される機能を保

持する設計とし，塑性域に達するひずみが生じる場合であっても，その量が小さなレベルに留まって

破断延性限界に十分な余裕を有し，その施設に要求される機能に影響を及ぼさない，また，動的機器

等については，基準地震動Ｓｓによる応答に対してその設備に要求される機能を保持する設計とす

る。なお，動的機能が要求される機器については，当該機器の構造，動作原理等を考慮した評価を行

い，既往の研究等で機能維持の確認がなされた機能確認済加速度等を超えていないことを確認する。 

 

機器・配管系については，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して，その施設に要求される機能を保

持する設計とし，塑性域に達するひずみが生じる場合であっても，その量が小さなレベルに留まって

破断延性限界に十分な余裕を有し，その施設に要求される機能に影響を及ぼさない，また，動的機器

等については，基準地震動Ｓｓによる応答に対してその設備に要求される機能を保持する設計とす

る。なお，動的機能が要求される機器については，当該機器の構造，動作原理等を考慮した評価を行

い，既往の研究等で機能維持の確認がなされた機能確認済加速度等を超えていないことを確認する。 

 

また，Ｓクラスの施設は，事業(変更)許可を受けた弾性設計用地震動（以下「弾性設計用地震動Ｓ

ｄ」という。）による地震力又は静的地震力のいずれか大きい方の地震力に対しておおむね弾性状態

に留まる範囲で耐えられる設計とする。 

 

また，Ｓクラスの施設は，事業(変更)許可を受けた弾性設計用地震動（以下「弾性設計用地震動Ｓ

ｄ」という。）による地震力又は静的地震力のいずれか大きい方の地震力に対しておおむね弾性状態

に留まる範囲で耐えられる設計とする。 
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建物・構築物については，弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力のいずれか大きい方

の地震力により発生する応力に対して，建築基準法等の安全上適切と認められる規格及び基準による

許容応力度を許容限界とする。 

機器・配管系については，弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力のいずれか大きい方

の地震力による応答が全体的におおむね弾性状態に留まる設計とする。  

 

建物・構築物については，弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力のいずれか大きい方

の地震力により発生する応力に対して，建築基準法等の安全上適切と認められる規格及び基準による

許容応力度を許容限界とする。 

機器・配管系については，弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力のいずれか大きい方

の地震力による応答が全体的におおむね弾性状態に留まる設計とする。  

(d) Ｓクラスの施設について，静的地震力は，水平地震力と鉛直地震力が同時に不利な方向の組合せで

作用するものとする。 

また，基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力は，水平 2方向及び鉛直方向につい

て適切に組み合わせて算定するものとする。 

 

(d) Ｓクラスの施設について，静的地震力は，水平地震力と鉛直地震力が同時に不利な方向の組合せで

作用するものとする。 

また，基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力は，水平 2方向及び鉛直方向につい

て適切に組み合わせて算定するものとする。 

 

(e) Ｂクラス及びＣクラスの施設は，静的地震力に対しておおむね弾性状態に留まる範囲で耐えられる

設計とする。また，Ｂクラスの施設のうち，共振のおそれのある施設については，その影響について

の検討を行う。検討に用いる地震動は，弾性設計用地震動Ｓｄに 2分の 1を乗じたものとする。当該

地震動による地震力は，水平 2方向及び鉛直方向について適切に組み合わせて算定するものとする。 

 

(e) Ｂクラス及びＣクラスの施設は，静的地震力に対しておおむね弾性状態に留まる範囲で耐えられる

設計とする。また，Ｂクラスの施設のうち，共振のおそれのある施設については，その影響について

の検討を行う。検討に用いる地震動は，弾性設計用地震動Ｓｄに 2分の 1を乗じたものとする。当該

地震動による地震力は，水平 2方向及び鉛直方向について適切に組み合わせて算定するものとする。 

 

(f) 耐震重要施設は，耐震重要度の下位のクラスに属する施設の波及的影響によって，その安全機能が

損なわない設計とする。 

(f)  耐震重要施設は，耐震重要度の下位のクラスに属する施設の波及的影響によって，その安全機能

が損なわない設計とする。 

 

(g) 耐震重要施設については，周辺地盤の変状により，その安全機能が損なわれるおそれがない設計と

する。 

 

(g) 耐震重要施設については，周辺地盤の変状により，その安全機能が損なわれるおそれがない設計と

する。 

 

b. 重大事故等対処施設  

(a)  重大事故等対処施設について，安全機能を有する施設の耐震設計における動的地震力又は静的地

震力に対する設計方針を踏襲し，重大事故等対処施設の構造上の特徴，重大事故等時における運転状

態及び重大事故等の状態で施設に作用する荷重等を考慮し，適用する地震力に対して重大事故等に対

処するために必要な機能が損なわれるおそれがない設計とする。 

重大事故等対処施設について，施設の各設備が有する重大事故等に対処するために必要な機能及び

設置状態を踏まえて，常設耐震重要重大事故等対処設備，常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常

設重大事故等対処設備に分類し，それぞれの設備分類に応じて設計する。 

 

b. 重大事故等対処施設  

(a)  重大事故等対処施設について，安全機能を有する施設の耐震設計における動的地震力又は静的地

震力に対する設計方針を踏襲し，重大事故等対処施設の構造上の特徴，重大事故等時における運転状

態及び重大事故等の状態で施設に作用する荷重等を考慮し，適用する地震力に対して重大事故等に対

処するために必要な機能が損なわれるおそれがない設計とする。 

重大事故等対処施設について，施設の各設備が有する重大事故等に対処するために必要な機能及び

設置状態を踏まえて，常設耐震重要重大事故等対処設備，常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常

設重大事故等対処設備に分類し，それぞれの設備分類に応じて設計する。 
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(b) 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設は，基準地震動Ｓｓによる地震

力に対して，重大事故等に対処するために必要な機能が損なわれるおそれがない設計とする。 

 

(b) 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設は，基準地震動Ｓｓによる地震

力に対して，重大事故等に対処するために必要な機能が損なわれるおそれがない設計とする。 

 

建物・構築物については，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して，建物・構築物全体としての変形

能力（耐震壁のせん断ひずみ等）が終局耐力時の変形に対して十分な余裕を有し，部材・部位ごとの

せん断ひずみ・応力等が終局耐力時のせん断ひずみ・応力等に対して，妥当な安全余裕を有する設計

とする。 

 

機器・配管系については，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して，その施設に要求される機能を保

持する設計とし，塑性域に達するひずみが生じる場合であっても，その量が小さなレベルに留まって

破断延性限界に十分な余裕を有し，その施設に要求される機能に影響を及ぼさない設計とする。また，

動的機器等については，基準地震動Ｓｓによる応答に対して，その設備に要求される機能を保持する

設計とする。なお，動的機能が要求される機器については，当該機器の構造，動作原理等を考慮した

評価を行い，既往の研究等で機能維持の確認がなされた機能確認済加速度等を超えていないことを確

認する。 

 

建物・構築物については，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して，建物・構築物全体としての変形

能力（耐震壁のせん断ひずみ等）が終局耐力時の変形に対して十分な余裕を有し，部材・部位ごとの

せん断ひずみ・応力等が終局耐力時のせん断ひずみ・応力等に対して，妥当な安全余裕を有する設計

とする。 

 

機器・配管系については，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して，その施設に要求される機能を保

持する設計とし，塑性域に達するひずみが生じる場合であっても，その量が小さなレベルに留まって

破断延性限界に十分な余裕を有し，その施設に要求される機能に影響を及ぼさない設計とする。また，

動的機器等については，基準地震動Ｓｓによる応答に対して，その設備に要求される機能を保持する

設計とする。なお，動的機能が要求される機器については，当該機器の構造，動作原理等を考慮した

評価を行い，既往の研究等で機能維持の確認がなされた機能確認済加速度等を超えていないことを確

認する。 

(c) 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設に適用する基準地震動Ｓｓに

よる地震力は，水平 2方向及び鉛直方向について適切に組み合わせて算定するものとする。 

 

(c) 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設に適用する基準地震動Ｓｓに

よる地震力は，水平 2方向及び鉛直方向について適切に組み合わせて算定するものとする。 

  

(d) 常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施

設は，代替する機能を有する安全機能を有する施設が属する耐震重要度に適用される地震力に十分耐

えることができる設計とする。 

また，代替する安全機能を有する施設がない常設重大事故等対処設備は，安全機能を有する施設の

耐震設計における耐震重要度の分類の方針に基づき，重大事故等対処時の使用条件を踏まえて，当該

設備の機能喪失により放射線による公衆への影響の程度に応じて分類し，その地震力に対し十分に耐

えることができる設計とする。 

 

(d) 常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施

設は，代替する機能を有する安全機能を有する施設が属する耐震重要度に適用される地震力に十分耐

えることができる設計とする。 

また，代替する安全機能を有する施設がない常設重大事故等対処設備は，安全機能を有する施設の

耐震設計における耐震重要度の分類の方針に基づき，重大事故等対処時の使用条件を踏まえて，当該

設備の機能喪失により放射線による公衆への影響の程度に応じて分類し，その地震力に対し十分に耐

えることができる設計とする。 

 

(e) 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設は，Ｂクラス及びＣクラスの施

設，常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施

設，可搬型重大事故等対処設備の波及的影響によって，その重大事故等に対処するために必要な機能

を損なわない設計とする。 

 

(e) 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設は，Ｂクラス及びＣクラスの施

設，常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施

設，可搬型重大事故等対処設備の波及的影響によって，その重大事故等に対処するために必要な機能

を損なわない設計とする。 

 

(f) 緊急時対策所の耐震設計の基本方針については，「(6) 緊急時対策所」に示す。 

 

(f) 緊急時対策所に係る基本設計方針については，「(6) 緊急時対策所」に示す。 

(g) 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設については，周辺地盤の変状に

より，重大事故等に対処するために必要な機能が損なわれるおそれがない設計とする。 

 

(g) 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設については，周辺地盤の変状に

より，重大事故等に対処するために必要な機能が損なわれるおそれがない設計とする。 
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(2) 耐震設計上の重要度分類及び重大事故等対処施設の設備分類 

a. 安全機能を有する施設の耐震設計上の重要度分類 

安全機能を有する施設の耐震重要度を以下のとおり分類する。 

(2) 耐震設計上の重要度分類及び重大事故等対処施設の設備分類 

a. 安全機能を有する施設の耐震設計上の重要度分類 

安全機能を有する施設の耐震重要度を以下のとおり分類する。 

  

(a) Ｓクラスの施設 

自ら放射性物質を内蔵している施設，当該施設に直接関係しておりその機能喪失により放射性物質

を外部に放散する可能性のある施設，放射性物質を外部に放散する可能性のある事態を防止するため

に必要な施設及び放射性物質が外部に放散される事故発生の際に外部に放散される放射性物質によ

る影響を低減させるために必要となる施設であって，環境への影響が大きいもの。 

 

イ. MOX を非密封で取り扱う設備・機器を収納するグローブボックス等であって，その破損による公

衆への放射線の影響が大きい施設 

ロ. 上記イ.に関連する設備・機器で放射性物質の外部への放散を抑制するための設備・機器 

ハ. 上記イ.及びロ.の設備・機器の機能を確保するために必要な施設 

 

(a) Ｓクラスの施設 

自ら放射性物質を内蔵している施設，当該施設に直接関係しておりその機能喪失により放射性物質

を外部に放散する可能性のある施設，放射性物質を外部に放散する可能性のある事態を防止するため

に必要な施設及び放射性物質が外部に放散される事故発生の際に外部に放散される放射性物質によ

る影響を低減させるために必要となる施設であって，環境への影響が大きいもの。 

 

イ. MOX を非密封で取り扱う設備・機器を収納するグローブボックス等であって，その破損による公

衆への放射線の影響が大きい施設 

ロ. 上記イ.に関連する設備・機器で放射性物質の外部への放散を抑制するための設備・機器 

ハ. 上記イ.及びロ.の設備・機器の機能を確保するために必要な施設 

(b) Ｂクラスの施設 

安全機能を有する施設のうち，機能喪失した場合の影響がＳクラスに属する施設と比べ小さい施

設。 

 

イ. 核燃料物質を取り扱う設備・機器又は MOX を非密封で取り扱う設備・機器を収納するグローブ

ボックス等であって，その破損による公衆への放射線の影響が比較的小さいもの（ただし，核燃

料物質が少ないか又は収納方式によりその破損による公衆への放射線の影響が十分小さいもの

は除く。） 

ロ. 放射性物質の外部への放散を抑制するための設備・機器であってＳクラス以外の設備・機器 

 

(b) Ｂクラスの施設 

安全機能を有する施設のうち，機能喪失した場合の影響がＳクラスに属する施設と比べ小さい施

設。 

 

イ. 核燃料物質を取り扱う設備・機器又は MOX を非密封で取り扱う設備・機器を収納するグローブ

ボックス等であって，その破損による公衆への放射線の影響が比較的小さいもの（ただし，核燃

料物質が少ないか又は収納方式によりその破損による公衆への放射線の影響が十分小さいもの

は除く。） 

ロ. 放射性物質の外部への放散を抑制するための設備・機器であってＳクラス以外の設備・機器 

(c) Ｃクラスの施設 

Ｓクラスに属する施設及びＢクラスに属する施設以外の一般産業施設又は公共施設と同等の安全

性が要求される施設。 

 

(c) Ｃクラスの施設 

Ｓクラスに属する施設及びＢクラスに属する施設以外の一般産業施設又は公共施設と同等の安全

性が要求される施設。 

 

上記に基づくクラス別施設を第 3.1.1-1 表に示す。 

なお，同表には当該施設を支持する建物・構築物の支持機能が維持されることを確認する地震動及

び波及的影響を考慮すべき施設に適用する地震動についても併記する。 

 

上記に基づくクラス別施設を第 3.1.1-1 表に示す。 

なお，同表には当該施設を支持する建物・構築物の支持機能が維持されることを確認する地震動及

び波及的影響を考慮すべき施設に適用する地震動についても併記する。 

 

b. 重大事故等対処施設の設備分類 

重大事故等対処施設について，施設の各設備が有する重大事故等に対処するために必要な機能及び設

置状態を踏まえて，以下の設備分類に応じた設計とする。 

b. 重大事故等対処施設の設備分類 

重大事故等対処施設について，施設の各設備が有する重大事故等に対処するために必要な機能及び設

置状態を踏まえて，以下の設備分類に応じた設計とする。 
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(a) 常設重大事故等対処設備 

重大事故に至るおそれがある事故及び重大事故が発生した場合において，対処するために必要な機

能を有する設備であって常設のもの。 

 

イ. 常設耐震重要重大事故等対処設備 

常設重大事故等対処設備であって，耐震重要施設に属する設計基準事故に対処するための設備が

有する機能を代替するもの。 

 

ロ. 常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設備 

常設重大事故等対処設備であって，上記イ．以外のもの。 

 

上記に基づく重大事故等対処施設の設備分類について第 3.1.1-2 表に示す。 

なお，同表には，重大事故等対処設備を支持する建物・構築物の支持機能が損なわれないことを確

認する地震力についても併記する。 

 

(a) 常設重大事故等対処設備 

重大事故に至るおそれがある事故及び重大事故が発生した場合において，対処するために必要な機

能を有する設備であって常設のもの。 

 

イ. 常設耐震重要重大事故等対処設備 

常設重大事故等対処設備であって，耐震重要施設に属する設計基準事故に対処するための設備が

有する機能を代替するもの。 

 

ロ. 常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設備 

常設重大事故等対処設備であって，上記イ．以外のもの。 

 

上記に基づく重大事故等対処施設の設備分類について第 3.1.1-2 表に示す。 

なお，同表には，重大事故等対処設備を支持する建物・構築物の支持機能が損なわれないことを確

認する地震力についても併記する。 

 

(3) 地震力の算定方法 

耐震設計に用いる設計用地震力は，以下の方法で算定される静的地震力及び動的地震力とする。 

 

(3) 地震力の算定方法 

耐震設計に用いる設計用地震力は，以下の方法で算定される静的地震力及び動的地震力とする。 

a. 静的地震力 

安全機能を有する施設に適用する静的地震力は，Ｓクラス，Ｂクラス及びＣクラスの施設に適用する

こととし，それぞれの耐震重要度に応じて以下の地震層せん断力係数及び震度に基づき算定する。 

重大事故等対処施設については，常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設備が

設置される重大事故等対処施設に，代替する機能を有する安全機能を有する施設が属する耐震重要度に

適用される地震力を適用する。 

 

a. 静的地震力 

安全機能を有する施設に適用する静的地震力は，Ｓクラス，Ｂクラス及びＣクラスの施設に適用する

こととし，それぞれの耐震重要度に応じて以下の地震層せん断力係数及び震度に基づき算定する。 

重大事故等対処施設については，常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設備が

設置される重大事故等対処施設に，代替する機能を有する安全機能を有する施設が属する耐震重要度に

適用される地震力を適用する。 

 

 (a) 建物・構築物 

水平地震力は，地震層せん断力係数Ｃｉに，次に示す施設の耐震重要度に応じた係数を乗じ，さら

に当該層以上の重量を乗じて算定するものとする。 

Ｓクラス  3.0 

Ｂクラス  1.5 

Ｃクラス  1.0  

ここで，地震層せん断力係数Ｃｉは，標準せん断力係数Ｃ０を 0.2 以上とし，建物・構築物の振動特

性，地盤の種類等を考慮して求められる値とする。 

 

また，必要保有水平耐力の算定においては，地震層せん断力係数Ｃｉに乗じる施設の耐震重要度に

応じた係数は，耐震重要度の各クラスともに 1.0 とし，その際に用いる標準せん断力係数Ｃ０は 1.0

以上とする。 

 (a) 建物・構築物 

水平地震力は，地震層せん断力係数Ｃｉに，次に示す施設の耐震重要度に応じた係数を乗じ，さら

に当該層以上の重量を乗じて算定するものとする。 

Ｓクラス  3.0 

Ｂクラス  1.5 

Ｃクラス  1.0  

ここで，地震層せん断力係数Ｃｉは，標準せん断力係数Ｃ０を 0.2 以上とし，建物・構築物の振動特

性，地盤の種類等を考慮して求められる値とする。 

 

また，必要保有水平耐力の算定においては，地震層せん断力係数Ｃｉに乗じる施設の耐震重要度に

応じた係数は，耐震重要度の各クラスともに 1.0 とし，その際に用いる標準せん断力係数Ｃ０は 1.0

以上とする。 
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Ｓクラスの施設については，水平地震力と鉛直地震力が同時に不利な方向の組合せで作用するもの

とする。鉛直地震力は，震度 0.3 以上を基準とし，建物・構築物の振動特性及び地盤の種類等を考慮

し，高さ方向に一定として求めた鉛直震度より算定する。 

 

Ｓクラスの施設については，水平地震力と鉛直地震力が同時に不利な方向の組合せで作用するもの

とする。鉛直地震力は，震度 0.3 以上を基準とし，建物・構築物の振動特性及び地盤の種類等を考慮

し，高さ方向に一定として求めた鉛直震度より算定する。 

 

(b) 機器・配管系 

耐震重要度の各クラスの地震力は，上記(a)に示す地震層せん断力係数Ｃｉに施設の耐震重要度に応

じた係数を乗じたものを水平震度とし，当該水平震度及び上記(a)の鉛直震度をそれぞれ 20％増しと

した震度より求めるものとする。 

 

Ｓクラスの施設については，水平地震力と鉛直地震力は同時に不利な方向の組合せで作用するもの

とする。ただし，鉛直震度は高さ方向に一定とする。 

 

上記(a)及び(b)の標準せん断力係数Ｃ０等の割増し係数については，耐震性向上の観点から，一般

産業施設及び公共施設の耐震基準との関係を考慮して設定する。 

 

b. 動的地震力 

安全機能を有する施設について，Ｓクラスの施設の設計に適用する動的地震力は，基準地震動Ｓｓ及

び弾性設計用地震動Ｓｄから定める入力地震動を適用する。 

 

Ｂクラスの施設のうち共振のおそれのある施設については，上記Ｓクラスの施設に適用する弾性設計

用地震動Ｓｄに 2分の 1を乗じたものから定める入力地震動を適用する。 

 

(b) 機器・配管系 

耐震重要度の各クラスの地震力は，上記(a)に示す地震層せん断力係数Ｃｉに施設の耐震重要度に応

じた係数を乗じたものを水平震度とし，当該水平震度及び上記(a)の鉛直震度をそれぞれ 20％増しと

した震度より求めるものとする。 

 

Ｓクラスの施設については，水平地震力と鉛直地震力は同時に不利な方向の組合せで作用するもの

とする。ただし，鉛直震度は高さ方向に一定とする。 

 

上記(a)の標準せん断力係数Ｃ０等の割増し係数については，耐震性向上の観点から，一般産業施設

及び公共施設の耐震基準との関係を考慮して設定する。 

 

b. 動的地震力 

安全機能を有する施設について，Ｓクラスの施設の設計に適用する動的地震力は，基準地震動Ｓｓ及

び弾性設計用地震動Ｓｄから定める入力地震動を適用する。 

 

Ｂクラスの施設のうち共振のおそれのある施設については，上記Ｓクラスの施設に適用する弾性設計

用地震動Ｓｄに 2分の 1を乗じたものから定める入力地震動を適用する。 

 

重大事故等対処施設については，常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設

に基準地震動Ｓｓによる地震力を適用する。 

 

常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設

のうち，Ｂクラスに属する施設の機能を代替する施設であって共振のおそれのある施設については，「b. 

動的地震力」に示す共振のおそれのあるＢクラス施設に適用する地震力を適用する。 

 

重大事故等対処施設については，常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設

に基準地震動Ｓｓによる地震力を適用する。 

 

常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設

のうち，Ｂクラスに属する施設の機能を代替する施設であって共振のおそれのある施設については，「b. 

動的地震力」に示す共振のおそれのあるＢクラス施設に適用する地震力を適用する。 

 

なお，重大事故等対処施設のうち，安全機能を有する施設の基本構造と異なる施設については，適用

する地震力に対して，要求される機能及び構造健全性が維持されることを確認するため，当該施設の構

造を適切にモデル化した上での地震応答解析，加振試験等を実施する。 

 

安全機能を有する施設及び重大事故等対処施設の動的解析においては，地盤の諸定数も含めて材料の

ばらつきによる変動幅を適切に考慮する。 

なお，重大事故等対処施設のうち，安全機能を有する施設の基本構造と異なる施設については，適用

する地震力に対して，要求される機能及び構造健全性が維持されることを確認するため，当該施設の構

造を適切にモデル化した上での地震応答解析，加振試験等を実施する。 

 

安全機能を有する施設及び重大事故等対処施設の動的解析においては，地盤の諸定数も含めて材料の

ばらつきによる変動幅を適切に考慮する。 
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動的地震力は，水平 2方向及び鉛直方向について適切に組み合わせて算定する。水平 2方向及び鉛直

方向地震力の組合せによる影響確認に当たっては，水平 1方向及び鉛直方向地震力を組み合わせた既往

の耐震計算への影響が考えられる施設，設備を抽出し，建物・構築物の 3次元応答性状及びそれによる

機器・配管系への影響を考慮した上で，既往の方法を用いた耐震性に及ぼす影響を評価する。 

 

動的地震力は，水平 2方向及び鉛直方向について適切に組み合わせて算定する。水平 2方向及び鉛直

方向地震力の組合せによる影響確認に当たっては，水平 1方向及び鉛直方向地震力を組み合わせた既往

の耐震計算への影響が考えられる施設，設備を抽出し，建物・構築物の 3次元応答性状及びそれによる

機器・配管系への影響を考慮した上で，既往の方法を用いた耐震性に及ぼす影響を評価する。 

(a) 入力地震動 

地質調査の結果によれば，重要な MOX 燃料加工施設の設置位置周辺は，新第三紀の鷹架層が十分な

拡がりをもって存在することが確認されている。 

 

解放基盤表面は，この新第三紀の鷹架層のＳ波速度が 0.7km/s 以上を有する標高約-70ｍの位置に

想定することとする。 

基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄは，解放基盤表面で定義する。 

 

建物・構築物の地震応答解析モデルに対する入力地震動は，解放基盤表面からの地震波の伝播特性

を適切に考慮した上で，必要に応じ 2次元ＦＥＭ解析又は 1次元波動論により，地震応答解析モデル

の入力位置で評価した入力地震動を設定する。また，必要に応じて地盤の非線形応答に関する動的変

形特性を考慮することとし，地盤のひずみに応じた地盤物性値を用いて作成する。非線形性の考慮に

当たっては、地下水排水設備による地下水位の低下状態を踏まえ評価する。 

地盤条件を考慮する場合には，地震動評価で考慮した敷地全体の地下構造との関係や対象建物・構

築物位置での地質・速度構造の違いにも留意する。 

また，必要に応じ敷地における観測記録による検証や 新の科学的・技術的知見を踏まえ，地質・

速度構造等の地盤条件を設定する。 

 

(a) 入力地震動 

地質調査の結果によれば，重要な MOX 燃料加工施設の設置位置周辺は，新第三紀の鷹架層が十分な

拡がりをもって存在することが確認されている。 

 

解放基盤表面は，この新第三紀の鷹架層のＳ波速度が 0.7km/s 以上を有する標高約－70ｍの位置に

想定することとする。 

基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄは，解放基盤表面で定義する。 

 

建物・構築物の地震応答解析モデルに対する入力地震動は，解放基盤表面からの地震波の伝播特性

を適切に考慮した上で，必要に応じ 2次元ＦＥＭ解析又は 1次元波動論により，地震応答解析モデル

の入力位置で評価した入力地震動を設定する。また，必要に応じて地盤の非線形応答に関する動的変

形特性を考慮することとし，地盤のひずみに応じた地盤物性値を用いて作成する。非線形性の考慮に

当たっては、地下水排水設備による地下水位の低下状態を踏まえ評価する。 

地盤条件を考慮する場合には，地震動評価で考慮した敷地全体の地下構造との関係や対象建物・構

築物位置での地質・速度構造の違いにも留意する。 

また，必要に応じ敷地における観測記録による検証や 新の科学的・技術的知見を踏まえ，地質・

速度構造等の地盤条件を設定する。 

Ｂクラスの施設及びＢクラス施設の機能を代替する常設重大事故等対処設備が設置される重大事

故等対処施設のうち共振のおそれがあり，動的解析が必要なものに対しては，弾性設計用地震動Ｓｄ

に 2 分の 1 を乗じたものを用いる。 

 

Ｂクラスの施設及びＢクラス施設の機能を代替する常設重大事故等対処設備が設置される重大事

故等対処施設のうち共振のおそれがあり，動的解析が必要なものに対しては，弾性設計用地震動Ｓｄ

に 2 分の 1 を乗じたものを用いる。 

(b) 動的解析法 

イ. 建物・構築物 

動的解析に当たっては，対象施設の形状，構造特性，振動特性等を踏まえ，地震応答解析手法の適

用性及び適用限界等を考慮のうえ，適切な解析法を選定するとともに，建物・構築物に応じて十分な

調査に基づく適切な解析条件を設定する。動的解析は，原則として，時刻歴応答解析法を用いて求め

るものとする。 

 

また，3次元応答性状等の評価は，線形解析に適用可能な周波数応答解析法による。 

 

建物・構築物の動的解析に当たっては，建物・構築物の剛性はそれらの形状，構造特性，振動特性，

減衰特性を十分考慮して評価し，集中質点系に置換した解析モデルを設定する。 

(b) 動的解析法 

イ. 建物・構築物 

動的解析に当たっては，対象施設の形状，構造特性，振動特性等を踏まえ，地震応答解析手法の適

用性及び適用限界等を考慮のうえ，適切な解析法を選定するとともに，建物・構築物に応じて十分な

調査に基づく適切な解析条件を設定する。動的解析は，原則として，時刻歴応答解析法を用いて求め

るものとする。 

 

また，3次元応答性状等の評価は，線形解析に適用可能な周波数応答解析法による。 

 

建物・構築物の動的解析に当たっては，建物・構築物の剛性はそれらの形状，構造特性，振動特性，

減衰特性を十分考慮して評価し，集中質点系に置換した解析モデルを設定する。 
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動的解析には，建物・構築物と地盤の相互作用及び埋込み効果を考慮するものとし，解析モデルの

地盤のばね定数は，基礎版の平面形状，地盤の剛性等を考慮して定める。地盤の剛性等については，

必要に応じて地盤の非線形応答を考慮することとし，地盤のひずみに応じた地盤物性値に基づくも

のとする。設計用地盤定数は，原則として，弾性波試験によるものを用いる。 

 

地盤－建物・構築物連成系の減衰定数は，振動エネルギの地下逸散及び地震応答における各部のひ

ずみレベルを考慮して定める。 

 

基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄに対する応答解析において，主要構造要素がある程度

以上弾性範囲を超える場合には，実験等の結果に基づき，該当する建物部分の構造特性に応じて，そ

の弾塑性挙動を適切に模擬した復元力特性を考慮した応答解析を行う。 

 

また，Ｓクラスの施設を支持する建物・構築物及び常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される

重大事故等対処施設を支持する建物・構築物の支持機能を検討するための動的解析において，当該

施設を支持する建物・構築物の主要構造要素がある程度以上弾性範囲を超える場合には，その弾塑

性挙動を適切に模擬した復元力特性を考慮した応答解析を行う。 

 

地震応答解析に用いる材料定数については，地盤の諸定数も含めて材料のばらつきによる変動幅

を適切に考慮する。また，材料のばらつきによる変動が建物・構築物の振動性状や応答性状に及ぼす

影響として考慮すべき要因を選定した上で，選定された要因を考慮した動的解析により設計用地震

力を設定する。 

 

動的解析には，建物・構築物と地盤の相互作用及び埋込み効果を考慮するものとし，解析モデルの

地盤のばね定数は，基礎版の平面形状，地盤の剛性等を考慮して定める。地盤の剛性等については，

必要に応じて地盤の非線形応答を考慮することとし，地盤のひずみに応じた地盤物性値に基づくも

のとする。設計用地盤定数は，原則として，弾性波試験によるものを用いる。 

 

地盤－建物・構築物連成系の減衰定数は，振動エネルギの地下逸散及び地震応答における各部のひ

ずみレベルを考慮して定める。 

 

基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄに対する応答解析において，主要構造要素がある程度

以上弾性範囲を超える場合には，実験等の結果に基づき，該当する建物部分の構造特性に応じて，そ

の弾塑性挙動を適切に模擬した復元力特性を考慮した応答解析を行う。 

 

また，Ｓクラスの施設を支持する建物・構築物及び常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される

重大事故等対処施設を支持する建物・構築物の支持機能を検討するための動的解析において，当該

施設を支持する建物・構築物の主要構造要素がある程度以上弾性範囲を超える場合には，その弾塑

性挙動を適切に模擬した復元力特性を考慮した応答解析を行う。 

 

地震応答解析に用いる材料定数については，地盤の諸定数も含めて材料のばらつきによる変動幅

を適切に考慮する。また，材料のばらつきによる変動が建物・構築物の振動性状や応答性状に及ぼす

影響として考慮すべき要因を選定した上で，選定された要因を考慮した動的解析により設計用地震

力を設定する。 

建物・構築物の動的解析にて，地震時の地盤の有効応力の変化に応じた影響を考慮する場合は，

有効応力解析を実施する。有効応力解析に用いる液状化強度特性は，敷地の原地盤における代表性

及び網羅性を踏まえた上で保守性を考慮して設定することを基本とする。 

 

建物・構築物の動的解析にて，地震時の地盤の有効応力の変化に応じた影響を考慮する場合は，有

効応力解析を実施する。有効応力解析に用いる液状化強度特性は，敷地の原地盤における代表性及び

網羅性を踏まえた上で保守性を考慮して設定することを基本とする。 

動的解析に用いる解析モデルは，周辺施設も含めた地震観測網により得られた観測記録を用いた

検討及び詳細な 3 次元 FEM を用いた解析により振動性状の把握を行い，解析モデルの妥当性の確認

を行う。 

 

建物・構築物のうち土木構造物の動的解析に当たっては，構造物と地盤の相互作用を考慮できる連

成系の地震応答解析手法を用いる。地震応答解析手法は，地盤及び構造物の地震時における非線形

挙動の有無や程度に応じて，線形，等価線形又は非線形解析のいずれかによる。地盤の地震応答解析

モデルは，構造物と地盤の動的相互作用を考慮できる有限要素法を用いる。構造物の地震応答解析

に用いる減衰定数については，地盤と構造物の非線形性を考慮して適切に設定する。 

 

動的解析に用いる解析モデルは，周辺施設も含めた地震観測網により得られた観測記録を用いた

検討及び詳細な 3 次元 FEM を用いた解析により振動性状の把握を行い，解析モデルの妥当性の確認

を行う。 

 

建物・構築物のうち土木構造物の動的解析に当たっては，構造物と地盤の相互作用を考慮できる連

成系の地震応答解析手法を用いる。地震応答解析手法は，地盤及び構造物の地震時における非線形

挙動の有無や程度に応じて，線形，等価線形又は非線形解析のいずれかによる。地盤の地震応答解析

モデルは，構造物と地盤の動的相互作用を考慮できる有限要素法を用いる。構造物の地震応答解析

に用いる減衰定数については，地盤と構造物の非線形性を考慮して適切に設定する。 

 

地震力については，水平 2方向及び鉛直方向について適切に組み合わせて算定する。 

 

地震力については，水平 2方向及び鉛直方向について適切に組み合わせて算定する。 
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ロ. 機器・配管系 

動的解析による地震力の算定に当たっては，地震応答解析手法の適用性，適用限界等を考慮のう

え，適切な解析法を選定するとともに，解析条件として考慮すべき減衰定数，剛性等の各種物性値

は，適切な規格及び基準又は試験等の結果に基づき設定する。 

 

機器については，形状，構造特性等を考慮して，代表的な振動モードを適切に表現できるよう質点

系モデル，有限要素モデル等に置換し，設計用床応答曲線を用いたスペクトルモーダル解析法又は

時刻歴応答解析法により応答を求める。 

 

また，時刻歴応答解析法及びスペクトルモーダル解析法を用いる場合は地盤物性等のばらつきを

適切に考慮する。スペクトルモーダル解析法には地盤物性等のばらつきを考慮した床応答曲線を用

いる。 

 

配管系については，適切なモデルを作成し，設計用床応答曲線を用いたスペクトルモーダル解析法

により応答を求める。 

 

スペクトルモーダル解析法及び時刻歴応答解析法の選択に当たっては，衝突・すべり等の非線形現

象を模擬する観点又は既往研究の知見を取り入れ実機の挙動を模擬する観点で，建物・構築物の剛

性及び地盤物性のばらつきへの配慮をしつつ時刻歴応答解析法を用いる等，解析対象とする現象，

対象設備の振動特性・構造特性等を考慮し適切に選定する。 

 

ロ. 機器・配管系 

動的解析による地震力の算定に当たっては，地震応答解析手法の適用性，適用限界等を考慮のう

え，適切な解析法を選定するとともに，解析条件として考慮すべき減衰定数，剛性等の各種物性値

は，適切な規格及び基準又は試験等の結果に基づき設定する。 

 

機器については，形状，構造特性等を考慮して，代表的な振動モードを適切に表現できるよう質点

系モデル，有限要素モデル等に置換し，設計用床応答曲線を用いたスペクトルモーダル解析法又は

時刻歴応答解析法により応答を求める。 

 

また，時刻歴応答解析法及びスペクトルモーダル解析法を用いる場合は地盤物性等のばらつきを

適切に考慮する。スペクトルモーダル解析法には地盤物性等のばらつきを考慮した床応答曲線を用

いる。 

 

配管系については，適切なモデルを作成し，設計用床応答曲線を用いたスペクトルモーダル解析法

により応答を求める。 

 

スペクトルモーダル解析法及び時刻歴応答解析法の選択に当たっては，衝突・すべり等の非線形現

象を模擬する観点又は既往研究の知見を取り入れ実機の挙動を模擬する観点で，建物・構築物の剛

性及び地盤物性のばらつきへの配慮をしつつ時刻歴応答解析法を用いる等，解析対象とする現象，

対象設備の振動特性・構造特性等を考慮し適切に選定する。 

 

また，設備の 3 次元的な広がりを踏まえ，適切に応答を評価できるモデルを用い，水平 2 方向及

び鉛直方向の応答成分について適切に組み合わせるものとする。  

 

なお，剛性の高い機器・配管系は，その設置床面の 大床応答加速度の 1.2 倍の加速度を静的に作

用させて地震力を算定する。 

 

また，設備の 3 次元的な広がりを踏まえ，適切に応答を評価できるモデルを用い，水平 2 方向及

び鉛直方向の応答成分について適切に組み合わせるものとする。  

 

なお，剛性の高い機器・配管系は，その設置床面の 大床応答加速度の 1.2 倍の加速度を静的に作

用させて地震力を算定する。 

 

c. 設計用減衰定数 

地震応答解析に用いる減衰定数は，安全上適切と認められる規格及び基準に基づき，設備の種類，構

造等により適切に選定するとともに，試験等で妥当性を確認した値も用いる。 

 

なお，建物・構築物の地震応答解析に用いる鉄筋コンクリートの減衰定数の設定については，既往の

知見に加え，既設施設の地震観測記録等により，その妥当性を検討する。 

 

また，地盤と土木構造物の連成系地震応答解析モデルの減衰定数については，地中構造物としての特

徴，同モデルの振動特性を考慮して適切に設定する。 

 

c. 設計用減衰定数 

地震応答解析に用いる減衰定数は，安全上適切と認められる規格及び基準に基づき，設備の種類，構

造等により適切に選定するとともに，試験等で妥当性を確認した値も用いる。 

 

なお，建物・構築物の地震応答解析に用いる鉄筋コンクリートの減衰定数の設定については，既往の

知見に加え，既設施設の地震観測記録等により，その妥当性を検討する。 

 

また，地盤と土木構造物の連成系地震応答解析モデルの減衰定数については，地中構造物としての特

徴，同モデルの振動特性を考慮して適切に設定する。 
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(4) 荷重の組合せと許容限界 

耐震設計における機能維持は，安全機能を有する施設の耐震重要度及び重大事故等対処施設の設備

分類に応じた地震力に対して，施設の構造強度の確保を基本とする。 

耐震設計における荷重の組合せと許容限界は，以下によるものとする。 

また，その他機能に応じて，許容限界を設定する。 

 

a. 耐震設計上考慮する状態 

地震以外に設計上考慮する状態を以下に示す。 

(a) 安全機能を有する施設 

イ. 建物・構築物 

(イ) 通常時の状態 

MOX 燃料加工施設が運転している状態。 

 

(ロ) 設計用自然条件 

設計上基本的に考慮しなければならない自然条件（積雪，風）。 

 

ロ. 機器・配管系 

(イ) 通常時の状態 

MOX 燃料加工施設が運転している状態。 

 

(ロ) 設計基準事故時の状態 

当該状態が発生した場合にはMOX燃料加工施設から多量の放射性物質が放出するおそれがあるも

のとして安全設計上想定すべき事象が発生した状態。 

 

(4) 荷重の組合せと許容限界 

耐震設計における機能維持は，安全機能を有する施設の耐震重要度及び重大事故等対処施設の設備

分類に応じた地震力に対して，施設の構造強度の確保を基本とする。 

耐震設計における荷重の組合せと許容限界は，以下によるものとする。 

また，その他機能に応じて，許容限界を設定する。 

 

a. 耐震設計上考慮する状態 

地震以外に設計上考慮する状態を以下に示す。 

(a) 安全機能を有する施設 

イ. 建物・構築物 

(イ) 通常時の状態 

MOX 燃料加工施設が運転している状態。 

 

(ロ) 設計用自然条件 

設計上基本的に考慮しなければならない自然条件（積雪，風）。 

 

ロ. 機器・配管系 

(イ) 通常時の状態 

MOX 燃料加工施設が運転している状態。 

 

(ロ) 設計基準事故時の状態 

当該状態が発生した場合にはMOX燃料加工施設から多量の放射性物質が放出するおそれがあるも

のとして安全設計上想定すべき事象が発生した状態。 

 

(b) 重大事故等対処施設 

イ. 建物・構築物 

(イ) 通常時の状態 

MOX 燃料加工施設が運転している状態。 

 

(ロ)  重大事故等時の状態 

MOX 燃料加工施設が，重大事故に至るおそれがある事故又は重大事故の状態で，重大事故等対処

施設の機能を必要とする状態。 

 

(ハ) 設計用自然条件 

設計上基本的に考慮しなければならない自然条件（積雪，風）。 

 

(b) 重大事故等対処施設 

イ. 建物・構築物 

(イ) 通常時の状態 

MOX 燃料加工施設が運転している状態。 

 

(ロ)  重大事故等時の状態 

MOX 燃料加工施設が，重大事故に至るおそれがある事故又は重大事故の状態で，重大事故等対処

施設の機能を必要とする状態。 

 

(ハ) 設計用自然条件 

設計上基本的に考慮しなければならない自然条件（積雪，風）。 
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ロ. 機器・配管系 

(イ) 通常時の状態 

MOX 燃料加工施設が運転している状態。 

 

(ロ) 設計基準事故時の状態 

当該状態が発生した場合にはMOX燃料加工施設から多量の放射性物質が放出するおそれがあるも

のとして安全設計上想定すべき事象が発生した状態。 

 

(ハ) 重大事故等時の状態 

MOX 燃料加工施設が重大事故に至るおそれがある事故又は重大事故の状態で，重大事故等対処施

設の機能を必要とする状態。 

 

ロ. 機器・配管系 

(イ) 通常時の状態 

MOX 燃料加工施設が運転している状態。 

 

(ロ) 設計基準事故時の状態 

当該状態が発生した場合にはMOX燃料加工施設から多量の放射性物質が放出するおそれがあるも

のとして安全設計上想定すべき事象が発生した状態。 

 

(ハ) 重大事故等時の状態 

MOX 燃料加工施設が重大事故に至るおそれがある事故又は重大事故の状態で，重大事故等対処施

設の機能を必要とする状態。 

 

b. 荷重の種類 

(a) 安全機能を有する施設 

イ. 建物・構築物 

(イ) MOX 燃料加工施設のおかれている状態にかかわらず通常時に作用している荷重，すなわち固定荷

重，積載荷重，土圧及び水圧 

  

(ロ) 地震力，積雪荷重及び風荷重 

 

ただし，通常時に作用している荷重には，機器・配管系から作用する荷重が含まれるものとし，

地震力には，地震時土圧，地震時水圧及び機器・配管系からの反力が含まれるものとする。 

 

b. 荷重の種類 

(a) 安全機能を有する施設 

イ. 建物・構築物 

(イ) MOX 燃料加工施設のおかれている状態にかかわらず通常時に作用している荷重，すなわち固定荷

重，積載荷重，土圧及び水圧 

  

(ロ) 地震力，積雪荷重及び風荷重 

 

ただし，通常時に作用している荷重には，機器・配管系から作用する荷重が含まれるものとし，

地震力には，地震時土圧，地震時水圧及び機器・配管系からの反力が含まれるものとする。 

ロ. 機器・配管系 

(イ) 通常時に作用している荷重 

 

(ロ) 設計基準事故時の状態で施設に作用する荷重 

 

(ハ) 地震力 

 

ただし，各状態において施設に作用する荷重には，通常時に作用している荷重，すなわち自重等

の固定荷重が含まれるものとする。また，屋外に設置される施設については，建物・構築物に準じ

る。 

 

ロ. 機器・配管系 

(イ)  通常時に作用している荷重 

 

(ロ)  設計基準事故時の状態で施設に作用する荷重 

 

(ハ) 地震力 

 

ただし，各状態において施設に作用する荷重には，通常時に作用している荷重，すなわち自重等

の固定荷重が含まれるものとする。また，屋外に設置される施設については，建物・構築物に準じ

る。 
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(b) 重大事故等対処施設 

イ．建物・構築物 

(イ)  MOX 燃料加工施設のおかれている状態にかかわらず通常時に作用している荷重，すなわち固定荷

重，積載荷重，土圧及び水圧  

 

(ロ) 重大事故等時の状態で施設に作用する荷重  

 

(ハ) 地震力，積雪荷重及び風荷重 

 

ただし，通常時及び重大事故等時の状態で施設に作用する荷重には，機器・配管系から作用する

荷重が含まれるものとし，地震力には，地震時土圧，地震時水圧及び機器・配管系からの反力が含

まれるものとする。 

 

ロ. 機器・配管系 

(イ) 通常時に作用している荷重  

 

(ロ) 設計基準事故時の状態で施設に作用する荷重  

 

(ハ) 重大事故等時の状態で施設に作用する荷重  

 

(ニ) 地震力 

 

ただし，各状態において施設に作用する荷重には，通常時に作用している荷重，すなわち自重等

の固定荷重が含まれるものとする。また，屋外に設置される施設については，建物・構築物に準じ

る。 

 

(b) 重大事故等対処施設 

イ．建物・構築物 

(イ)  MOX 燃料加工施設のおかれている状態にかかわらず通常時に作用している荷重，すなわち固定荷

重，積載荷重，土圧及び水圧  

 

(ロ) 重大事故等時の状態で施設に作用する荷重  

 

(ハ)  地震力，積雪荷重及び風荷重 

 

ただし，通常時及び重大事故等時の状態で施設に作用する荷重には，機器・配管系から作用する

荷重が含まれるものとし，地震力には，地震時土圧，地震時水圧及び機器・配管系からの反力が含

まれるものとする。 

 

ロ. 機器・配管系 

(イ) 通常時に作用している荷重  

 

(ロ) 設計基準事故時の状態で施設に作用する荷重  

 

(ハ) 重大事故等時の状態で施設に作用する荷重 

 

(ニ) 地震力 

 

ただし，各状態において施設に作用する荷重には，通常時に作用している荷重，すなわち自重等

の固定荷重が含まれるものとする。また，屋外に設置される施設については，建物・構築物に準じ

る。 

  

c. 荷重の組合せ 

地震力と他の荷重との組合せについては，「3.3 外部からの衝撃による損傷の防止」で設定している

風及び積雪による荷重を考慮し，以下のとおり設定する。 

 

c. 荷重の組合せ 

地震力と他の荷重との組合せについては，「3.3 外部からの衝撃による損傷の防止」で設定している

風及び積雪による荷重を考慮し，以下のとおり設定する。 

 

(a) 安全機能を有する施設 

イ. 建物・構築物 

(イ) Ｓクラスの建物・構築物については，通常時に作用している荷重（固定荷重，積載荷重，土圧及

び水圧），積雪荷重及び風荷重と基準地震動Ｓｓによる地震力とを組み合わせる。 

 

(ロ) Ｓクラス，Ｂクラス及びＣクラスの建物・構築物については，通常時に作用している荷重（固定

荷重，積載荷重，土圧及び水圧），積雪荷重及び風荷重と基準地震動Ｓｓ以外の地震動による地震力

又は静的地震力とを組み合わせる。 

(a) 安全機能を有する施設 

イ. 建物・構築物 

(イ) Ｓクラスの建物・構築物については，通常時に作用している荷重（固定荷重，積載荷重，土圧及

び水圧），積雪荷重及び風荷重と基準地震動Ｓｓによる地震力とを組み合わせる。 

 

(ロ) Ｓクラス，Ｂクラス及びＣクラスの建物・構築物については，通常時に作用している荷重（固定

荷重，積載荷重，土圧及び水圧），積雪荷重及び風荷重と基準地震動Ｓｓ以外の地震動による地震力

又は静的地震力とを組み合わせる。 
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この際，通常時に作用している荷重のうち，土圧及び水圧について，基準地震動Ｓｓによる地震力又

は弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力と組み合わせる場合は，当該地震時の土圧及び水圧とする。 

 

この際，通常時に作用している荷重のうち，土圧及び水圧について，基準地震動Ｓｓによる地震力又

は弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力と組み合わせる場合は，当該地震時の土圧及び水圧とする。 

 

ロ. 機器・配管系 

(イ) Ｓクラスの機器・配管系については，通常時に作用している荷重及び設計基準事故時に生じる荷

重と基準地震動Ｓｓによる地震力，弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力とを組み合

わせる。 

 

(ロ) Ｂクラスの機器・配管系については，通常時に作用している荷重と共振影響検討用の地震動によ

る地震力又は静的地震力とを組み合わせる。 

 

(ハ) Ｃクラスの機器・配管系については，通常時に作用している荷重と静的地震力とを組み合わせる。 

 

ロ. 機器・配管系 

(イ) Ｓクラスの機器・配管系については，通常時に作用している荷重及び設計基準事故時に生じる荷

重と基準地震動Ｓｓによる地震力，弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力とを組み合

わせる。 

 

(ロ) Ｂクラスの機器・配管系については，通常時に作用している荷重と共振影響検討用の地震動によ

る地震力又は静的地震力とを組み合わせる。 

 

(ハ) Ｃクラスの機器・配管系については，通常時に作用している荷重と静的地震力とを組み合わせる。 

 

なお，屋外に設置される施設については，建物・構築物と同様に積雪荷重及び風荷重を組み合わせる。 

 

なお，屋外に設置される施設については，建物・構築物と同様に積雪荷重及び風荷重を組み合わせる。 

 

(b) 重大事故等対処施設 

イ. 建物・構築物 

(イ) 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設の建物・構築物については，

通常時に作用している荷重（固定荷重，積載荷重，土圧及び水圧），積雪荷重，風荷重及び基準地震

動Ｓｓによる地震力とを組み合わせる。 

  

(ロ) 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設の建物・構築物については，

通常時に作用している荷重（固定荷重，積載荷重，土圧及び水圧），積雪荷重，風荷重及び重大事故

等時の状態で施設に作用する荷重のうち，地震によって引き起こされるおそれがある事象によって

作用する荷重と基準地震動Ｓｓによる地震力とを組み合わせる。 

 

(ハ) 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設の建物・構築物については，

通常時に作用している荷重（固定荷重，積載荷重，土圧及び水圧），積雪荷重，風荷重及び重大事故

等時の状態で施設に作用する荷重のうち，地震によって引き起こされるおそれがない事象による荷

重は，その事故事象の発生確率，継続時間及び地震動の年超過確率の関係を踏まえ，適切な地震力

（基準地震動Ｓｓ又は弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力）と組み合わせる。この組合せについて

は，事故事象の発生確率，継続時間及び地震動の年超過確率の積等を考慮し，工学的，総合的に勘

案の上設定する。なお，継続時間については対策の成立性も考慮した上で設定する。 

 

(b) 重大事故等対処施設 

イ. 建物・構築物 

(イ) 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設の建物・構築物については，

通常時に作用している荷重（固定荷重，積載荷重，土圧及び水圧），積雪荷重，風荷重及び基準地震

動Ｓｓによる地震力とを組み合わせる。 

  

(ロ) 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設の建物・構築物については，

通常時に作用している荷重（固定荷重，積載荷重，土圧及び水圧），積雪荷重，風荷重及び重大事故

等時の状態で施設に作用する荷重のうち，地震によって引き起こされるおそれがある事象によって

作用する荷重と基準地震動Ｓｓによる地震力とを組み合わせる。 

 

(ハ) 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設の建物・構築物については，

通常時に作用している荷重（固定荷重，積載荷重，土圧及び水圧），積雪荷重，風荷重及び重大事故

等時の状態で施設に作用する荷重のうち，地震によって引き起こされるおそれがない事象による荷

重は，その事故事象の発生確率，継続時間及び地震動の年超過確率の関係を踏まえ，適切な地震力

（基準地震動Ｓｓ又は弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力）と組み合わせる。この組合せについて

は，事故事象の発生確率，継続時間及び地震動の年超過確率の積等を考慮し，工学的，総合的に勘

案の上設定する。なお，継続時間については対策の成立性も考慮した上で設定する。 
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(ニ) 常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処

施設の建物・構築物については，通常時に作用している荷重（固定荷重，積載荷重，土圧及び水圧），

積雪荷重及び風荷重と，弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力とを組み合わせる。 

 

この際，通常時に作用している荷重のうち，土圧及び水圧について，基準地震動Ｓｓによる地震力又

は弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力と組み合わせる場合は，当該地震時の土圧及び水圧とする。 

 

(ニ) 常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処

施設の建物・構築物については，通常時に作用している荷重（固定荷重，積載荷重，土圧及び水圧），

積雪荷重及び風荷重と，弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力とを組み合わせる。 

 

この際，通常時に作用している荷重のうち，土圧及び水圧について，基準地震動Ｓｓによる地震力又

は弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力と組み合わせる場合は，当該地震時の土圧及び水圧とする。 

 

ロ. 機器・配管系 

(イ) 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設の機器・配管系については，

通常時に作用している荷重と基準地震動Ｓｓによる地震力を組み合わせる。 

  

(ロ) 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設の機器・配管系については，

通常時に作用している荷重，設計基準事故時の状態及び重大事故等時の状態で施設に作用している

荷重のうち，地震によって引き起こされるおそれがある事象によって作用する荷重と基準地震動Ｓ

ｓによる地震力を組み合わせる。重大事故等が地震によって引き起こされるおそれがある事象であ

るかについては，安全機能を有する施設の耐震設計の考え方に基づき設定する。 

 

(ハ) 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設の機器・配管系については，

通常時に作用している荷重，設計基準事故時の状態及び重大事故等時の状態で施設に作用している

荷重のうち，地震によって引き起こされるおそれがない事象による荷重は，基準地震動Ｓｓ又は弾

性設計用地震動Ｓｄによる地震力と組み合わせる。 

 

ロ. 機器・配管系 

(イ) 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設の機器・配管系については，

通常時に作用している荷重と基準地震動Ｓｓによる地震力を組み合わせる。 

  

(ロ) 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設の機器・配管系については，

通常時に作用している荷重，設計基準事故時の状態及び重大事故等時の状態で施設に作用している

荷重のうち，地震によって引き起こされるおそれがある事象によって作用する荷重と基準地震動Ｓ

ｓによる地震力を組み合わせる。重大事故等が地震によって引き起こされるおそれがある事象であ

るかについては，安全機能を有する施設の耐震設計の考え方に基づき設定する。 

 

(ハ) 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設の機器・配管系については，

通常時に作用している荷重，設計基準事故時の状態及び重大事故等時の状態で施設に作用している

荷重のうち，地震によって引き起こされるおそれがない事象による荷重は，基準地震動Ｓｓ又は弾

性設計用地震動Ｓｄによる地震力と組み合わせる。 

 

(ニ) 常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処

施設の機器・配管系については，通常時に作用している荷重と弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力

又は静的地震力を組み合わせる。 

 

なお，屋外に設置される施設については，建物・構築物と同様に積雪荷重及び風荷重を組み合わせる。 

 

(ニ) 常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処

施設の機器・配管系については，通常時に作用している荷重と弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力

又は静的地震力を組み合わせる。 

 

なお，屋外に設置される施設については，建物・構築物と同様に積雪荷重及び風荷重を組み合わせる。 

(c) 荷重の組合せ上の留意事項 

イ. 安全機能を有する施設のうち耐震重要度の異なる施設を支持する建物・構築物の当該部分の支

持機能を確認する場合においては，支持される施設の耐震重要度に応じた地震力と通常時に作用

している荷重とを組み合わせる。 

 

ロ. 安全機能を有する施設のうち機器・配管系の設計基準事故（以下本項目では「事故」という。）

時に生じる荷重については，地震によって引き起こされるおそれのある事故によって作用する荷

重及び地震によって引き起こされるおそれのない事故であっても，いったん事故が発生した場

合，長時間継続する事故による荷重は，その事故の発生確率，継続時間及び地震動の超過確率の

関係を踏まえ，適切な地震力と組み合わせて考慮する。 

(c) 荷重の組合せ上の留意事項 

イ. 安全機能を有する施設のうち耐震重要度の異なる施設を支持する建物・構築物の当該部分の支

持機能を確認する場合においては，支持される施設の耐震重要度に応じた地震力と通常時に作用

している荷重とを組み合わせる。 

 

ロ. 安全機能を有する施設のうち機器・配管系の設計基準事故（以下本項目では「事故」という。）

時に生じる荷重については，地震によって引き起こされるおそれのある事故によって作用する荷

重及び地震によって引き起こされるおそれのない事故であっても，いったん事故が発生した場

合，長時間継続する事故による荷重は，その事故の発生確率，継続時間及び地震動の超過確率の

関係を踏まえ，適切な地震力と組み合わせて考慮する。 
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ハ．安全機能を有する施設及び重大事故等対処施設に適用する動的地震力は，水平 2方向及び鉛直

方向について適切に組み合わせて算定するものとする。 

 

ニ. 積雪荷重については，屋外に設置されている安全機能を有する施設及び重大事故等対処施設

のうち，積雪による受圧面積が小さい施設や，通常時に作用している荷重に対して積雪荷重の割

合が無視できる施設を除き，地震力との組合せを考慮する。 

 

ホ. 風荷重については，屋外の直接風を受ける場所に設置されている安全機能を有する施設及び

重大事故等対処施設のうち，風荷重の影響が地震荷重と比べて相対的に無視できないような構

造，形状及び仕様の施設においては，地震力との組合せを考慮する。 

 

へ. 荷重として考慮する水圧のうち地下水圧については，地下水排水設備による地下水位の低下

を踏まえた設計用地下水位に基づき設定する。 

 

ト. 設備分類の異なる重大事故等対処施設を支持する建物・構築物の当該部分の支持機能を確認

する場合においては，支持される施設の設備分類に応じた地震力と通常時に作用している荷重

（固定荷重，積載荷重，土圧及び水圧）及び重大事故等時の状態で施設に作用する荷重並びに積

雪荷重及び風荷重を組み合わせる。 

 

チ．常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設の機器・配管系の，通常時

に作用している荷重，設計基準事故時の状態及び重大事故等時の状態で施設に作用している荷重

のうち，地震によって引き起こされるおそれがない事象による荷重と，基準地震動Ｓｓ又は弾性

設計用地震動Ｓｄによる地震力との組合せについては，事故事象の発生確率，継続時間及び地震

動の年超過確率の積等を考慮し，工学的，総合的に勘案の上設定する。なお，継続時間について

は対策の成立性も考慮した上で設定する。 

 

ハ．安全機能を有する施設及び重大事故等対処施設に適用する動的地震力は，水平 2方向及び鉛直

方向について適切に組み合わせて算定するものとする。 

 

ニ. 積雪荷重については，屋外に設置されている安全機能を有する施設及び重大事故等対処施設

のうち，積雪による受圧面積が小さい施設や，通常時に作用している荷重に対して積雪荷重の割

合が無視できる施設を除き，地震力との組合せを考慮する。 

 

ホ. 風荷重については，屋外の直接風を受ける場所に設置されている安全機能を有する施設及び

重大事故等対処施設のうち，風荷重の影響が地震荷重と比べて相対的に無視できないような構

造，形状及び仕様の施設においては，地震力との組合せを考慮する。 

 

へ. 荷重として考慮する水圧のうち地下水圧については，地下水排水設備による地下水位の低下

を踏まえた設計用地下水位に基づき設定する。 

 

ト. 設備分類の異なる重大事故等対処施設を支持する建物・構築物の当該部分の支持機能を確認

する場合においては，支持される施設の設備分類に応じた地震力と通常時に作用している荷重

（固定荷重，積載荷重，土圧及び水圧）及び重大事故等時の状態で施設に作用する荷重並びに積

雪荷重及び風荷重を組み合わせる。 

  

チ．常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設の機器・配管系の，通常時

に作用している荷重，設計基準事故時の状態及び重大事故等時の状態で施設に作用している荷重

のうち，地震によって引き起こされるおそれがない事象による荷重と，基準地震動Ｓｓ又は弾性

設計用地震動Ｓｄによる地震力との組合せについては，事故事象の発生確率，継続時間及び地震

動の年超過確率の積等を考慮し，工学的，総合的に勘案の上設定する。なお，継続時間について

は対策の成立性も考慮した上で設定する。 
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d. 許容限界 

各施設の地震力と他の荷重とを組み合わせた状態に対する許容限界は，以下のとおりとし，安全上適

切と認められる規格及び基準又は試験等で妥当性が確認されている値を用いる。 

 

(a) 安全機能を有する施設 

イ. 建物・構築物 

(イ) Ｓクラスの建物・構築物 

ⅰ. 基準地震動Ｓｓによる地震力との組合せに対する許容限界 

建物・構築物全体としての変形能力（耐震壁のせん断ひずみ等）が終局耐力時の変形に対して十

分な余裕を有し，部材・部位ごとのせん断ひずみ・応力等が終局耐力時のせん断ひずみ・応力等に

対して，妥当な安全余裕を有することとする。 

 

なお，終局耐力とは，建物・構築物に対する荷重又は応力を漸次増大していくとき，その変形又は

ひずみが著しく増加するに至る限界の 大耐力とし，既往の実験式等に基づき適切に定めるものとす

る。 

 

ⅱ. 弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力との組合せに対する許容限界 

Ｓクラスの建物・構築物については，地震力に対しておおむね弾性状態に留まるように，発生す

る応力に対して，建築基準法等の安全上適切と認められる規格及び基準による許容応力度を許容限

界とする。 

 

d. 許容限界 

各施設の地震力と他の荷重とを組み合わせた状態に対する許容限界は，以下のとおりとし，安全上適

切と認められる規格及び基準又は試験等で妥当性が確認されている値を用いる。 

 

(a) 安全機能を有する施設 

イ. 建物・構築物 

(イ) Ｓクラスの建物・構築物 

ⅰ. 基準地震動Ｓｓによる地震力との組合せに対する許容限界 

建物・構築物全体としての変形能力（耐震壁のせん断ひずみ等）が終局耐力時の変形に対して十

分な余裕を有し，部材・部位ごとのせん断ひずみ・応力等が終局耐力時のせん断ひずみ・応力等に

対して，妥当な安全余裕を有することとする。 

 

なお，終局耐力とは，建物・構築物に対する荷重又は応力を漸次増大していくとき，その変形又は

ひずみが著しく増加するに至る限界の 大耐力とし，既往の実験式等に基づき適切に定めるものとす

る。 

 

ⅱ. 弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力との組合せに対する許容限界 

Ｓクラスの建物・構築物については，地震力に対しておおむね弾性状態に留まるように，発生す

る応力に対して，建築基準法等の安全上適切と認められる規格及び基準による許容応力度を許容限

界とする。 

 

(ロ) Ｂクラス及びＣクラスの建物・構築物 

上記(イ)ⅱ.による許容応力度を許容限界とする。 

 

(ロ) Ｂクラス及びＣクラスの建物・構築物 

上記(イ)ⅱ.による許容応力度を許容限界とする。 

 

(ハ) 建物・構築物の保有水平耐力 

建物・構築物（土木構造物を除く。）については，当該建物・構築物の保有水平耐力が必要保有水

平耐力に対して，耐震重要度に応じた適切な安全余裕を有していることを確認する。 

(ハ) 建物・構築物の保有水平耐力 

建物・構築物（土木構造物を除く。）については，当該建物・構築物の保有水平耐力が必要保有水

平耐力に対して，耐震重要度に応じた適切な安全余裕を有していることを確認する。 

 

上記の他，遮蔽機能，閉じ込め機能，支持機能等の維持が必要な建物・構築物については，その機

能を維持できる許容限界を適切に設定する。 

  

上記の他，遮蔽機能，閉じ込め機能，支持機能等の維持が必要な建物・構築物については，その機

能を維持できる許容限界を適切に設定する。 
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ロ. 機器・配管系 

(イ) Ｓクラスの機器・配管系 

ⅰ. 基準地震動Ｓｓによる地震力との組合せに対する許容限界 

塑性域に達するひずみが生じる場合であっても，その量が小さなレベルに留まって破断延性限界

に十分な余裕を有し，その施設の機能に影響を及ぼすことがない限度に応力，荷重を制限する値を

許容限界とする。 

 

ⅱ. 弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力との組合せに対する許容限界 

発生する応力に対して，応答が全体的におおむね弾性状態に留まるように，降伏応力又はこれと

同等の安全性を有する応力を許容限界とする。 

 

ロ. 機器・配管系 

(イ) Ｓクラスの機器・配管系 

ⅰ. 基準地震動Ｓｓによる地震力との組合せに対する許容限界 

塑性域に達するひずみが生じる場合であっても，その量が小さなレベルに留まって破断延性限界

に十分な余裕を有し，その施設の機能に影響を及ぼすことがない限度に応力，荷重を制限する値を

許容限界とする。 

 

ⅱ. 弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力との組合せに対する許容限界 

発生する応力に対して，応答が全体的におおむね弾性状態に留まるように，降伏応力又はこれと

同等の安全性を有する応力を許容限界とする。 

 

(ロ) Ｂクラス及びＣクラスの機器・配管系 

上記(イ)ⅱ.による応力を許容限界とする。 

 

上記の他，遮蔽機能，動的機能，電気的機能，閉じ込め機能等の維持が必要な機器・配管系につい

ては，その機能を維持できる許容限界を適切に設定する。 

(ロ) Ｂクラス及びＣクラスの機器・配管系 

上記(イ)ⅱ.による応力を許容限界とする。 

 

上記の他，遮蔽機能，動的機能，電気的機能，閉じ込め機能等の維持が必要な機器・配管系につい

ては，その機能を維持できる許容限界を適切に設定する。 

 

(b)  重大事故等対処施設 

イ. 建物・構築物 

(イ) 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設の建物・構築物 

上記(a)イ.(イ)ⅰ.を適用する。 

 

(b)  重大事故等対処施設 

イ. 建物・構築物 

(イ) 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設の建物・構築物 

上記(a)イ.(イ)ⅰ.を適用する。 

 

(ロ) 常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処

施設の建物・構築物 

上記(a)イ.(ロ)を適用する。 

 

(ロ) 常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処

施設の建物・構築物 

上記(a)イ.(ロ)を適用する。 

 

(ハ) 設備分類の異なる重大事故等対処施設を支持する建物・構築物 

上記(イ)を適用するほか，建物・構築物は，変形等に対してその支持機能が損なわれない設計とす

る。なお，当該施設を支持する建物・構築物の支持機能が損なわれないことを確認する際の地震力

は，支持される施設に適用される地震力とする。 

 

(ハ) 設備分類の異なる重大事故等対処施設を支持する建物・構築物 

上記(イ)を適用するほか，建物・構築物は，変形等に対してその支持機能が損なわれない設計とす

る。なお，当該施設を支持する建物・構築物の支持機能が損なわれないことを確認する際の地震力

は，支持される施設に適用される地震力とする。 

 

(ニ) 建物・構築物の保有水平耐力 

建物・構築物については，当該建物・構築物の保有水平耐力が必要保有水平耐力に対して，重大事

故等対処施設が代替する機能を有する安全機能を有する施設が属する耐震重要度に応じた適切な安

全余裕を有していることを確認する。 

(ニ) 建物・構築物の保有水平耐力 

建物・構築物については，当該建物・構築物の保有水平耐力が必要保有水平耐力に対して，重大事

故等対処施設が代替する機能を有する安全機能を有する施設が属する耐震重要度に応じた適切な安

全余裕を有していることを確認する。 

 

上記の他，遮蔽機能，気密性，閉じ込め機能，支持機能等の維持が必要な建物・構築物については，

その機能を維持できる許容限界を適切に設定する。  

 

上記の他，遮蔽機能，気密性，閉じ込め機能，支持機能等の維持が必要な建物・構築物については，

その機能を維持できる許容限界を適切に設定する。  
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ロ. 機器・配管系 

(イ) 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設の機器・配管系 

上記(a)ロ.(イ)ⅰ.を適用する。 

 

(ロ) 常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処

施設の機器・配管系 

上記(a)ロ.(ロ)を適用する。 

 

上記の他，動的機能，電気的機能，閉じ込め機能等の維持が必要な機器・配管系については，その機

能を維持できる許容限界を適切に設定する。 

 

ロ. 機器・配管系 

(イ) 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設の機器・配管系 

上記(a)ロ.(イ)ⅰ.を適用する。 

 

(ロ) 常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処

施設の機器・配管系 

上記(a)ロ.(ロ)を適用する。 

 

上記の他，動的機能，電気的機能，閉じ込め機能等の維持が必要な機器・配管系については，その機

能を維持できる許容限界を適切に設定する。 

 

(5) 設計における留意事項 

a. 主要設備等，補助設備，直接支持構造物及び間接支持構造物 

主要設備等，補助設備及び直接支持構造物については，耐震重要度に応じた地震力に十分耐えられる

設計とするとともに，安全機能を有する施設のうち，耐震重要施設に該当する設備は，基準地震動Ｓｓ

による地震力に対してその安全機能が損なわれるおそれがない設計とする。 

 

(5) 設計における留意事項 

a. 主要設備等，補助設備，直接支持構造物及び間接支持構造物 

主要設備等，補助設備及び直接支持構造物については，耐震重要度に応じた地震力に十分耐えられる

設計とするとともに，安全機能を有する施設のうち，耐震重要施設に該当する設備は，基準地震動Ｓｓ

による地震力に対してその安全機能が損なわれるおそれがない設計とする。 

 

また，間接支持構造物については，支持する主要設備等又は補助設備の耐震重要度に適用する地震動

による地震力に対して支持機能が損なわれない設計とする。 

 

また，間接支持構造物については，支持する主要設備等又は補助設備の耐震重要度に適用する地震動

による地震力に対して支持機能が損なわれない設計とする。 

 

b. 波及的影響に対する考慮 

耐震重要施設は，耐震重要度の下位のクラスに属する施設の波及的影響によって，その安全機能が損

なわれないものとする。 

 

b. 波及的影響に対する考慮 

耐震重要施設は，耐震重要度の下位のクラスに属する施設の波及的影響によって，その安全機能が損

なわれないものとする。 

 

評価に当たっては，以下の 4つの観点をもとに，敷地全体を俯瞰した調査・検討を行い，各観点より

選定した事象に対する波及的影響の評価により波及的影響を考慮すべき施設を抽出し，耐震重要施設の

安全機能への影響がないことを確認する。 

    

波及的影響の評価に当たっては，耐震重要施設の設計に用いる地震動又は地震力を適用する。なお，

地震動又は地震力の選定に当たっては，施設の配置状況，使用時間を踏まえて適切に設定する。また，

波及的影響の確認においては水平2方向及び鉛直方向の地震力が同時に作用する場合に影響を及ぼす可

能性のある施設，設備を選定し評価する。 

 

評価に当たっては，以下の 4つの観点をもとに，敷地全体を俯瞰した調査・検討を行い，各観点より

選定した事象に対する波及的影響の評価により波及的影響を考慮すべき施設を抽出し，耐震重要施設の

安全機能への影響がないことを確認する。 

    

波及的影響の評価に当たっては，耐震重要施設の設計に用いる地震動又は地震力を適用する。なお，

地震動又は地震力の選定に当たっては，施設の配置状況，使用時間を踏まえて適切に設定する。また，

波及的影響の確認においては水平2方向及び鉛直方向の地震力が同時に作用する場合に影響を及ぼす可

能性のある施設，設備を選定し評価する。 
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ここで，下位クラス施設とは，耐震重要施設以外の MOX 燃料加工施設内にある施設（資機材等含む。）

をいう。 

 

波及的影響を防止するよう現場を維持するため，保安規定に，機器設置時の配慮事項等を定めて管理

する。 

 

なお，原子力施設の地震被害情報をもとに，4つの観点以外に検討すべき事項がないか確認し，新たな

検討事項が抽出された場合には，その観点を追加する。 

 

ここで，下位クラス施設とは，耐震重要施設以外の MOX 燃料加工施設内にある施設（資機材等含む。）

をいう。 

 

波及的影響を防止するよう現場を維持するため，保安規定に，機器設置時の配慮事項等を定めて管理

する。 

 

なお，原子力施設の地震被害情報をもとに，4つの観点以外に検討すべき事項がないか確認し，新たな

検討事項が抽出された場合には，その観点を追加する。 

 

(a) 設置地盤及び地震応答性状の相違に起因する相対変位又は不等沈下による影響  

イ. 不等沈下 

耐震重要施設の設計に用いる地震動又は地震力に対して不等沈下により，耐震重要施設の安全機

能へ影響がないことを確認する。 

 

ロ. 相対変位 

耐震重要施設の設計に用いる地震動又は地震力による下位クラス施設と耐震重要施設の相対変位

により，耐震重要施設の安全機能へ影響がないことを確認する。 

 

(b) 耐震重要施設と下位クラス施設との接続部における相互影響 

耐震重要施設の設計に用いる地震動又は地震力に対して，耐震重要施設に接続する下位クラス施設

の損傷により，耐震重要施設の安全機能へ影響がないことを確認する。 

 

(c) 建屋内における下位クラス施設の損傷，転倒及び落下による耐震重要施設への影響  

耐震重要施設の設計に用いる地震動又は地震力に対して，建屋内の下位クラス施設の損傷，転倒及

び落下により，耐震重要施設の安全機能へ影響がないことを確認する。 

 

(d)  建屋外における下位クラス施設の損傷，転倒及び落下による耐震重要施設への影響  

耐震重要施設の設計に用いる地震動又は地震力に対して，建屋外の下位クラス施設の損傷，転倒及

び落下により，耐震重要施設の安全機能へ影響がないことを確認する。 

 

(a) 設置地盤及び地震応答性状の相違に起因する相対変位又は不等沈下による影響  

イ. 不等沈下 

耐震重要施設の設計に用いる地震動又は地震力に対して不等沈下により，耐震重要施設の安全機

能へ影響がないことを確認する。 

 

ロ. 相対変位 

耐震重要施設の設計に用いる地震動又は地震力による下位クラス施設と耐震重要施設の相対変位

により，耐震重要施設の安全機能へ影響がないことを確認する。 

 

(b) 耐震重要施設と下位クラス施設との接続部における相互影響 

耐震重要施設の設計に用いる地震動又は地震力に対して，耐震重要施設に接続する下位クラス施設

の損傷により，耐震重要施設の安全機能へ影響がないことを確認する。 

 

(c) 建屋内における下位クラス施設の損傷，転倒及び落下による耐震重要施設への影響  

耐震重要施設の設計に用いる地震動又は地震力に対して，建屋内の下位クラス施設の損傷，転倒及

び落下により，耐震重要施設の安全機能へ影響がないことを確認する。 

 

(d)  建屋外における下位クラス施設の損傷，転倒及び落下による耐震重要施設への影響  

耐震重要施設の設計に用いる地震動又は地震力に対して，建屋外の下位クラス施設の損傷，転倒及

び落下により，耐震重要施設の安全機能へ影響がないことを確認する。 

なお，常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設に対する波及的影響につ

いては，「耐震重要施設」を「常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設」

に，「耐震重要度の下位のクラスに属する施設」を「常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重

大事故等対処施設以外の施設」に，「安全機能」を「重大事故等に対処するために必要な機能」に読み

替えて適用する。 

なお，常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設に対する波及的影響につ

いては，「耐震重要施設」を「常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設」

に，「耐震重要度の下位のクラスに属する施設」を「常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重

大事故等対処施設以外の施設」に，「安全機能」を「重大事故等に対処するために必要な機能」に読み

替えて適用する。 

  

1574



別紙６① 

基本設計⽅針の第 1 回申請範囲 
全体 第１回申請範囲 

c. 建物・構築物への地下水の影響 

耐震設計において地下水位の低下を期待する建物・構築物は，周囲の地下水を排水し，基礎スラブ底

面レベル以深に地下水位を維持できるよう地下水排水設備（サブドレンポンプ，水位検出器等）を設置

する。 

 

また，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して，必要な機能が保持できる設計とするとともに，非常用

電源設備又は基準地震動Ｓｓによる地震力に対し機能維持が可能な発電機からの給電が可能な設計と

する。 

 

d. 一関東評価用地震動（鉛直） 

基準地震動Ｓｓ－Ｃ４は，水平方向の地震動のみであることから，水平方向と鉛直方向の地震力を組

み合わせた影響評価を行う場合には，工学的に水平方向の地震動から設定した鉛直方向の評価用地震動

（以下「一関東評価用地震動（鉛直）」という。）による地震力を用いて，水平方向と鉛直方向の地震力

を組み合わせた影響が考えられる施設に対して，許容限界の範囲内に留まることを確認する。 

 

c. 建物・構築物への地下水の影響 

耐震設計において地下水位の低下を期待する建物・構築物は，周囲の地下水を排水し，基礎スラブ底

面レベル以深に地下水位を維持できるよう地下水排水設備（サブドレンポンプ，水位検出器等）を設置

する。 

 

また，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して，必要な機能が保持できる設計とするとともに，非常用

電源設備又は基準地震動Ｓｓによる地震力に対し機能維持が可能な発電機からの給電が可能な設計と

する。 

 

d. 一関東評価用地震動（鉛直） 

基準地震動Ｓｓ－Ｃ４は，水平方向の地震動のみであることから，水平方向と鉛直方向の地震力を組

み合わせた影響評価を行う場合には，工学的に水平方向の地震動から設定した鉛直方向の評価用地震動

（以下「一関東評価用地震動（鉛直）」という。）による地震力を用いて，水平方向と鉛直方向の地震力

を組み合わせた影響が考えられる施設に対して，許容限界の範囲内に留まることを確認する。 

 

(6) 緊急時対策所 

緊急時対策所については，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して，重大事故等に対処するために必

要な機能が損なわれるおそれがない設計とする。緊急時対策建屋については，耐震構造とし，基準地震

動Ｓｓによる地震力に対して，遮蔽機能を確保する設計とする。 

 

また，緊急時対策所の居住性を確保するため，鉄筋コンクリート構造とし，基準地震動Ｓｓによる地

震力に対して，緊急時対策建屋の換気設備の性能とあいまって十分な気密性を確保する設計とする。 

 

なお，地震力の算定方法及び荷重の組合せと許容限界については，「(3) 地震力の算定方法」及び

「(4) 荷重の組合せと許容限界」に示す建物・構築物及び機器・配管系を適用する。 

 

(6) 緊急時対策所 

緊急時対策所については，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して，重大事故等に対処するために必

要な機能が損なわれるおそれがない設計とする。緊急時対策建屋については，耐震構造とし，基準地震

動Ｓｓによる地震力に対して，遮蔽機能を確保する設計とする。 

 

また，緊急時対策所の居住性を確保するため，鉄筋コンクリート構造とし，基準地震動Ｓｓによる地

震力に対して，緊急時対策建屋の換気設備の性能とあいまって十分な気密性を確保する設計とする。 

 

なお，地震力の算定方法及び荷重の組合せと許容限界については，「(3) 地震力の算定方法」及び

「(4) 荷重の組合せと許容限界」に示す建物・構築物及び機器・配管系を適用する。 

 

(7) 地震による周辺斜面の崩壊に対する設計方針 

耐震重要施設及び常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設については，基

準地震動Ｓｓにより周辺斜面の崩壊の影響がないことが確認された場所に設置する。 

なお，耐震重要施設及び常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設周辺に

おいては平坦な造成地であることから，地震力に対して，施設の安全機能及び重大事故等に対処する

ために必要な機能に重大な影響を与えるような崩壊を起こすおそれのある斜面はない。 

(7) 地震による周辺斜面の崩壊に対する設計方針 

耐震重要施設及び常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設については，基

準地震動Ｓｓにより周辺斜面の崩壊の影響がないことが確認された場所に設置する。 

なお，耐震重要施設及び常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設周辺

においては平坦な造成地であることから，地震力に対して，施設の安全機能及び重大事故等に対処

するために必要な機能に重大な影響を与えるような崩壊を起こすおそれのある斜面はない。 

  

 

第 1 回申請にて全ての範囲を記載する。 
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変更前記載事項の既設⼯認等との紐づけ 

 

変 更 前 変 更 後 

第 1章 共通項目 

3. 自然現象等 

3.1 地震による損傷の防止 

3.1.1 耐震設計 

(1) 耐震設計の基本方針 

MOX 燃料加工施設は，次の方針に基づき耐震設計を行う。 

第 1章 共通項目 

3. 自然現象等 

3.1 地震による損傷の防止 

3.1.1 耐震設計 

(1) 耐震設計の基本方針 

MOX 燃料加工施設は，次の方針に基づき耐震設計を行う。 

なお，以下の項目における建物・構築物とは，建物，構築物及び土木構造物の総称とする。 なお，以下の項目における建物・構築物とは，建物，構築物及び土木構造物の総称とする。 

 

a. 安全機能を有する施設 

(a) 安全機能を有する施設は，地震の発生によって生ずるおそれがある安全機能の喪失及びそれに続く

放射線による公衆への影響を防止する観点から，施設の安全機能が喪失した場合の影響の相対的な程

度（以下「耐震重要度」という。）に応じて，Ｓクラス，Ｂクラス又はＣクラスに分類し，それぞれの

耐震重要度に応じた地震力に十分耐えられる設計とする。 

 

a. 安全機能を有する施設 

(a) 安全機能を有する施設は，地震の発生によって生ずるおそれがある安全機能の喪失及びそれに続く

放射線による公衆への影響を防止する観点から，施設の安全機能が喪失した場合の影響の相対的な程

度（以下「耐震重要度」という。）に応じて，Ｓクラス，Ｂクラス又はＣクラスに分類し，それぞれの

耐震重要度に応じた地震力に十分耐えられる設計とする。 

 

(b) 耐震重要施設（(a)においてＳクラスに分類する施設をいう。）は，その供用中に大きな影響を及ぼ

すおそれがある地震動（事業(変更)許可を受けた基準地震動（以下「基準地震動Ｓｓ」という。））に

よる地震力に対してその安全機能が損なわれるおそれがない設計とする。 

 

(b) 耐震重要施設（(a)においてＳクラスに分類する施設をいう。）は，その供用中に大きな影響を及ぼ

すおそれがある地震動（事業(変更)許可を受けた基準地震動（以下「基準地震動Ｓｓ」という。））に

よる地震力に対してその安全機能が損なわれるおそれがない設計とする。 

 

(c) Ｓクラスの施設は，基準地震動Ｓｓによる地震力に対してその安全機能が損なわれるおそれがない

設計とする。 

(c) Ｓクラスの施設は，基準地震動Ｓｓによる地震力に対してその安全機能が損なわれるおそれがない

設計とする。 

 

建物・構築物については，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して，建物・構築物全体としての変形

能力（耐震壁のせん断ひずみ等）が終局耐力時の変形に対して十分な余裕を有し，部材・部位ごとの

せん断ひずみ・応力等が終局耐力時のせん断ひずみ・応力等に対して，妥当な安全余裕を有する設計

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建物・構築物については，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して，建物・構築物全体としての変形

能力（耐震壁のせん断ひずみ等）が終局耐力時の変形に対して十分な余裕を有し，部材・部位ごとの

せん断ひずみ・応力等が終局耐力時のせん断ひずみ・応力等に対して，妥当な安全余裕を有する設計

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【凡例】 

：既設工認に記載されている内容と同様 

：既設工認に記載されている内容と全く同じではないが，既設工認の記載 

を詳細展開した内容であり，設計上実施していたもの 

：その他既設工認に記載されていないが，従前より設計上考慮して 

実施していたもの 

：既認可等のエビデンス 

既設工認 添付書類Ⅲ 

地震①-1 

既設工認 添付書類Ⅲ 

地震①-4 

地震①-6 既設工認 添付書類Ⅲ 

地震①-2 

地震①-5 

既設工認 添付書類Ⅲ 

地震⑦-1 

既許可 本文 
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別紙６② 
変更前記載事項の既設⼯認等との紐づけ 

 

変 更 前 変 更 後 

機器・配管系については，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して，その施設に要求される機能を保

持する設計とし，塑性域に達するひずみが生じる場合であっても，その量が小さなレベルに留まって

破断延性限界に十分な余裕を有し，その施設に要求される機能に影響を及ぼさない，また，動的機器

等については，基準地震動Ｓｓによる応答に対してその設備に要求される機能を保持する設計とす

る。なお，動的機能が要求される機器については，当該機器の構造，動作原理等を考慮した評価を行

い，既往の研究等で機能維持の確認がなされた機能確認済加速度等を超えていないことを確認する。 

 

また，Ｓクラスの施設は，事業(変更)許可を受けた弾性設計用地震動（以下「弾性設計用地震動Ｓ

ｄ」という。）による地震力又は静的地震力のいずれか大きい方の地震力に対しておおむね弾性状態

に留まる範囲で耐えられる設計とする。 

 

建物・構築物については，弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力のいずれか大きい方

の地震力により発生する応力に対して，建築基準法等の安全上適切と認められる規格及び基準による

許容応力度を許容限界とする。 

 

機器・配管系については，弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力のいずれか大きい方

の地震力による応答が全体的におおむね弾性状態に留まる設計とする。 

 

機器・配管系については，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して，その施設に要求される機能を保

持する設計とし，塑性域に達するひずみが生じる場合であっても，その量が小さなレベルに留まって

破断延性限界に十分な余裕を有し，その施設に要求される機能に影響を及ぼさない，また，動的機器

等については，基準地震動Ｓｓによる応答に対してその設備に要求される機能を保持する設計とす

る。なお，動的機能が要求される機器については，当該機器の構造，動作原理等を考慮した評価を行

い，既往の研究等で機能維持の確認がなされた機能確認済加速度等を超えていないことを確認する。 

 

また，Ｓクラスの施設は，事業(変更)許可を受けた弾性設計用地震動（以下「弾性設計用地震動Ｓ

ｄ」という。）による地震力又は静的地震力のいずれか大きい方の地震力に対しておおむね弾性状態

に留まる範囲で耐えられる設計とする。 

 

建物・構築物については，弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力のいずれか大きい方

の地震力により発生する応力に対して，建築基準法等の安全上適切と認められる規格及び基準による

許容応力度を許容限界とする。 

 

機器・配管系については，弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力のいずれか大きい方

の地震力による応答が全体的におおむね弾性状態に留まる設計とする。 

 

(d) Ｓクラスの施設について，静的地震力は，水平地震力と鉛直地震力が同時に不利な方向の組合せで

作用するものとする。 

また，基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力は，水平 2方向及び鉛直方向につい

て適切に組み合わせて算定するものとする。 

 

(d) Ｓクラスの施設について，静的地震力は，水平地震力と鉛直地震力が同時に不利な方向の組合せで

作用するものとする。 

また，基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力は，水平 2方向及び鉛直方向につい

て適切に組み合わせて算定するものとする。 

 

(e) Ｂクラス及びＣクラスの施設は，静的地震力に対しておおむね弾性状態に留まる範囲で耐えられる

設計とする。また，Ｂクラスの施設のうち，共振のおそれのある施設については，その影響について

の検討を行う。検討に用いる地震動は，弾性設計用地震動Ｓｄに 2分の 1を乗じたものとする。当該

地震動による地震力は，水平 2方向及び鉛直方向について適切に組み合わせて算定するものとする。 

 

 

(e) Ｂクラス及びＣクラスの施設は，静的地震力に対しておおむね弾性状態に留まる範囲で耐えられる

設計とする。また，Ｂクラスの施設のうち，共振のおそれのある施設については，その影響について

の検討を行う。検討に用いる地震動は，弾性設計用地震動Ｓｄに 2分の 1を乗じたものとする。当該

地震動による地震力は，水平 2方向及び鉛直方向について適切に組み合わせて算定するものとする。 

 

 

(f) 耐震重要施設は，耐震重要度の下位のクラスに属する施設の波及的影響によって，その安全機能が

損なわない設計とする。 

 

(f) 耐震重要施設は，耐震重要度の下位のクラスに属する施設の波及的影響によって，その安全機能が

損なわない設計とする。 

 

(g) 耐震重要施設については，周辺地盤の変状により，その安全機能が損なわれるおそれがない設計と

する。 

(g) 耐震重要施設については，周辺地盤の変状により，その安全機能が損なわれるおそれがない設計と

する。 

地震①-6 

地震①-36 

地震①-38 

既設工認 添付書類Ⅲ 

地震①-5 
地震①-6 

既設工認 添付書類Ⅲ 

地震①-35 

地震①-2 

既設工認 添付書類Ⅲ 

地震①-7 

既設工認 添付書類Ⅲ 

地震①-5 
地震①-6 
地震①-17 

既設工認 添付書類Ⅲ 

地震②-6 

既設工認 添付書類Ⅲ 

地震⑤-1 
既設工認 本文 

既設工認 添付書類Ⅲ 
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別紙６② 
変更前記載事項の既設⼯認等との紐づけ 

 

変 更 前 変 更 後 

 b. 重大事故等対処施設  

(a) 重大事故等対処施設について，安全機能を有する施設の耐震設計における動的地震力又は静的地震

力に対する設計方針を踏襲し，重大事故等対処施設の構造上の特徴，重大事故等時における運転状態

及び重大事故等の状態で施設に作用する荷重等を考慮し，適用する地震力に対して重大事故等に対処

するために必要な機能が損なわれるおそれがない設計とする。 

 

重大事故等対処施設について，施設の各設備が有する重大事故等に対処するために必要な機能及び

設置状態を踏まえて，常設耐震重要重大事故等対処設備，常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常

設重大事故等対処設備に分類し，それぞれの設備分類に応じて設計する。 

  

(b) 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設は，基準地震動Ｓｓによる地震

力に対して，重大事故等に対処するために必要な機能が損なわれるおそれがない設計とする。 

 

建物・構築物については，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して，建物・構築物全体としての変形

能力（耐震壁のせん断ひずみ等）が終局耐力時の変形に対して十分な余裕を有し，部材・部位ごとの

せん断ひずみ・応力等が終局耐力時のせん断ひずみ・応力等に対して，妥当な安全余裕を有する設計

とする。 

 

機器・配管系については，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して，その施設に要求される機能を保

持する設計とし，塑性域に達するひずみが生じる場合であっても，その量が小さなレベルに留まって

破断延性限界に十分な余裕を有し，その施設に要求される機能に影響を及ぼさない設計とする。また，

動的機器等については，基準地震動Ｓｓによる応答に対して，その設備に要求される機能を保持する

設計とする。なお，動的機能が要求される機器については，当該機器の構造，動作原理等を考慮した

評価を行い，既往の研究等で機能維持の確認がなされた機能確認済加速度等を超えていないことを確

認する。 

 

(c) 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設に適用する基準地震動Ｓｓに

よる地震力は，水平 2方向及び鉛直方向について適切に組み合わせて算定するものとする。 
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別紙６② 
変更前記載事項の既設⼯認等との紐づけ 

 

変 更 前 変 更 後 

 (d) 常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施

設は，代替する機能を有する安全機能を有する施設が属する耐震重要度に適用される地震力に十分耐

えることができる設計とする。 

 

また，代替する安全機能を有する施設がない常設重大事故等対処設備は，安全機能を有する施設の

耐震設計における耐震重要度の分類の方針に基づき，重大事故等対処時の使用条件を踏まえて，当該

設備の機能喪失により放射線による公衆への影響の程度に応じて分類し，その地震力に対し十分に耐

えることができる設計とする。 

 

(e) 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設は，Ｂクラス及びＣクラスの施

設，常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施

設，可搬型重大事故等対処設備の波及的影響によって，その重大事故等に対処するために必要な機能

を損なわない設計とする。 

 

(f) 緊急時対策所に係る基本設計方針については，「(6) 緊急時対策所」に示す。 

 

(g) 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設については，周辺地盤の変状に

より，重大事故等に対処するために必要な機能が損なわれるおそれがない設計とする。 

 

(2) 耐震設計上の重要度分類 

a.  安全機能を有する施設の耐震設計上の重要度分類 

安全機能を有する施設の耐震重要度を以下のとおり分類する。 

 

(2) 耐震設計上の重要度分類及び重大事故等対処施設の設備分類 

a. 安全機能を有する施設の耐震設計上の重要度分類 

安全機能を有する施設の耐震重要度を以下のとおり分類する。 

(a) Ｓクラスの施設 

自ら放射性物質を内蔵している施設，当該施設に直接関係しておりその機能喪失により放射性物質

を外部に放散する可能性のある施設，放射性物質を外部に放散する可能性のある事態を防止するため

に必要な施設及び放射性物質が外部に放散される事故発生の際に外部に放散される放射性物質によ

る影響を低減させるために必要となる施設であって，環境への影響が大きいものであり，次の施設を

含む。 

 

イ. MOX を非密封で取り扱う設備・機器を収納するグローブボックス等であって，その破損による公

衆への放射線の影響が大きい施設 

ロ. 上記イ.に関連する設備・機器で放射性物質の外部への放散を抑制するための設備・機器 

ハ. 上記イ.及びロ.の設備・機器の機能を確保するために必要な施設 

(a) Ｓクラスの施設 

自ら放射性物質を内蔵している施設，当該施設に直接関係しておりその機能喪失により放射性物質

を外部に放散する可能性のある施設，放射性物質を外部に放散する可能性のある事態を防止するため

に必要な施設及び放射性物質が外部に放散される事故発生の際に外部に放散される放射性物質によ

る影響を低減させるために必要となる施設であって，環境への影響が大きいものであり，次の施設を

含む。 

 

イ. MOX を非密封で取り扱う設備・機器を収納するグローブボックス等であって，その破損による公

衆への放射線の影響が大きい施設 

ロ. 上記イ.に関連する設備・機器で放射性物質の外部への放散を抑制するための設備・機器 

ハ. 上記イ.及びロ.の設備・機器の機能を確保するために必要な施設 

 

地震①-8 既設工認 添付書類Ⅲ 

地震①-9 
地震②-1 

既設工認 添付書類Ⅲ 

地震①-9 
地震②-3 
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別紙６② 
変更前記載事項の既設⼯認等との紐づけ 

 

変 更 前 変 更 後 

(b) Ｂクラスの施設 

安全機能を有する施設のうち，機能喪失した場合の影響がＳクラスに属する施設と比べ小さい施設

であり，次の施設を含む。 

 

イ. 核燃料物質を取り扱う設備・機器又は MOX を非密封で取り扱う設備・機器を収納するグローブ

ボックス等であって，その破損による公衆への放射線の影響が比較的小さいもの（ただし，核燃

料物質が少ないか又は収納方式によりその破損による公衆への放射線の影響が十分小さいもの

は除く。） 

ロ. 放射性物質の外部への放散を抑制するための設備・機器であってＳクラス以外の設備・機器 

 

(c) Ｃクラスの施設 

Ｓクラスに属する施設及びＢクラスに属する施設以外の一般産業施設又は公共施設と同等の安全

性が要求される施設。 

 

 

(b) Ｂクラスの施設 

安全機能を有する施設のうち，機能喪失した場合の影響がＳクラスに属する施設と比べ小さい施設

であり，次の施設を含む。 

 

イ. 核燃料物質を取り扱う設備・機器又は MOX を非密封で取り扱う設備・機器を収納するグローブ

ボックス等であって，その破損による公衆への放射線の影響が比較的小さいもの（ただし，核燃

料物質が少ないか又は収納方式によりその破損による公衆への放射線の影響が十分小さいもの

は除く。） 

ロ. 放射性物質の外部への放散を抑制するための設備・機器であってＳクラス以外の設備・機器 

 

(c) Ｃクラスの施設 

Ｓクラスに属する施設及びＢクラスに属する施設以外の一般産業施設又は公共施設と同等の安全

性が要求される施設。 

 

上記に基づくクラス別施設を第 3.1.1-1 表に示す。 

なお，同表には当該施設を支持する建物・構築物の支持機能が維持されることを確認する地震動及

び波及的影響を考慮すべき施設に適用する地震動についても併記する。 

 

 b. 重大事故等対処施設の設備分類 

重大事故等対処施設について，施設の各設備が有する重大事故等に対処するために必要な機能及び設

置状態を踏まえて，以下の設備分類に応じた設計とする。 

(a) 常設重大事故等対処設備 

重大事故に至るおそれがある事故及び重大事故が発生した場合において，対処するために必要な機

能を有する設備であって常設のもの。 

 

イ. 常設耐震重要重大事故等対処設備 

常設重大事故等対処設備であって，耐震重要施設に属する設計基準事故に対処するための設備が

有する機能を代替するもの。 

ロ. 常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設備 

常設重大事故等対処設備であって，上記イ．以外のもの。 

 

上記に基づく重大事故等対処施設の設備分類について第 3.1.1-2 表に示す。 

なお，同表には，重大事故等対処設備を支持する建物・構築物の支持機能が損なわれないことを確

認する地震力についても併記する。 

地震①-10 
地震②-2 

既設工認 添付書類Ⅲ 

地震①-11 
地震②-5 既設工認 添付書類Ⅲ 
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別紙６② 
変更前記載事項の既設⼯認等との紐づけ 

 

変 更 前 変 更 後 

(3) 地震力の算定方法 

耐震設計に用いる設計用地震力は，以下の方法で算定される静的地震力及び動的地震力とする。 

 

a. 静的地震力 

安全機能を有する施設に適用する静的地震力は，Ｓクラス，Ｂクラス及びＣクラスの施設に適用する

こととし，それぞれの耐震重要度に応じて以下の地震層せん断力係数及び震度に基づき算定する。 

 

 

(3) 地震力の算定方法 

耐震設計に用いる設計用地震力は，以下の方法で算定される静的地震力及び動的地震力とする。 

 

a. 静的地震力 

安全機能を有する施設に適用する静的地震力は，Ｓクラス，Ｂクラス及びＣクラスの施設に適用する

こととし，それぞれの耐震重要度に応じて以下の地震層せん断力係数及び震度に基づき算定する。 

 

重大事故等対処施設については，常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設備が

設置される重大事故等対処施設に，代替する機能を有する安全機能を有する施設が属する耐震重要度に

適用される地震力を適用する。 

 

(a) 建物・構築物 

水平地震力は，地震層せん断力係数Ｃｉに，次に示す施設の耐震重要度に応じた係数を乗じ，さら

に当該層以上の重量を乗じて算定するものとする。 

Ｓクラス  3.0 

Ｂクラス  1.5 

Ｃクラス  1.0  

ここで，地震層せん断力係数Ｃｉは，標準せん断力係数Ｃ０を 0.2 以上とし，建物・構築物の振動特

性，地盤の種類等を考慮して求められる値とする。 

 

また，必要保有水平耐力の算定においては，地震層せん断力係数Ｃｉに乗じる施設の耐震重要度に

応じた係数は，耐震重要度の各クラスともに 1.0 とし，その際に用いる標準せん断力係数Ｃ０は 1.0

以上とする。 

 

Ｓクラスの施設については，水平地震力と鉛直地震力が同時に不利な方向の組合せで作用するもの

とする。鉛直地震力は，震度 0.3 以上を基準とし，建物・構築物の振動特性及び地盤の種類等を考慮

し，高さ方向に一定として求めた鉛直震度より算定する。 

 

(a) 建物・構築物 

水平地震力は，地震層せん断力係数Ｃｉに，次に示す施設の耐震重要度に応じた係数を乗じ，さら

に当該層以上の重量を乗じて算定するものとする。 

Ｓクラス  3.0 

Ｂクラス  1.5 

Ｃクラス  1.0  

ここで，地震層せん断力係数Ｃｉは，標準せん断力係数Ｃ０を 0.2 以上とし，建物・構築物の振動特

性，地盤の種類等を考慮して求められる値とする。 

 

また，必要保有水平耐力の算定においては，地震層せん断力係数Ｃｉに乗じる施設の耐震重要度に

応じた係数は，耐震重要度の各クラスともに 1.0 とし，その際に用いる標準せん断力係数Ｃ０は 1.0

以上とする。 

 

Ｓクラスの施設については，水平地震力と鉛直地震力が同時に不利な方向の組合せで作用するもの

とする。鉛直地震力は，震度 0.3 以上を基準とし，建物・構築物の振動特性及び地盤の種類等を考慮

し，高さ方向に一定として求めた鉛直震度より算定する。 

 

既設工認 添付書類Ⅲ 
地震①-13 

地震①-14 

既設工認 添付書類Ⅲ 

地震①-15 

既設工認 添付書類Ⅲ 

地震①-15 

既設工認 添付書類Ⅲ 

既設工認 添付書類Ⅲ 

地震①-34 
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別紙６② 
変更前記載事項の既設⼯認等との紐づけ 

 

変 更 前 変 更 後 

(b) 機器・配管系 

耐震重要度の各クラスの地震力は，上記(a)に示す地震層せん断力係数Ｃｉに施設の耐震重要度に応

じた係数を乗じたものを水平震度とし，当該水平震度及び上記(a)の鉛直震度をそれぞれ 20％増しと

した震度より求めるものとする。 

 

Ｓクラスの施設については，水平地震力と鉛直地震力は同時に不利な方向の組合せで作用するもの

とする。ただし，鉛直震度は高さ方向に一定とする。 

 

 

(b) 機器・配管系 

耐震重要度の各クラスの地震力は，上記(a)に示す地震層せん断力係数Ｃｉに施設の耐震重要度に応

じた係数を乗じたものを水平震度とし，当該水平震度及び上記(a)の鉛直震度をそれぞれ 20％増しと

した震度より求めるものとする。 

 

Ｓクラスの施設については，水平地震力と鉛直地震力は同時に不利な方向の組合せで作用するもの

とする。ただし，鉛直震度は高さ方向に一定とする。 

 

上記(a)の標準せん断力係数Ｃ０等の割増し係数については，耐震性向上の観点から，一般産業施設

及び公共施設の耐震基準との関係を考慮して設定する。 

 

b. 動的地震力 

安全機能を有する施設について，Ｓクラスの施設の設計に適用する動的地震力は，基準地震動Ｓｓ及

び弾性設計用地震動Ｓｄから定める入力地震動を適用する。 

 

Ｂクラスの施設のうち支持構造物の振動と共振のおそれのある施設については，上記Ｓクラスの施設

に適用する弾性設計用地震動Ｓｄに 2分の 1を乗じたものから定める入力地震動を適用する。 

 

b. 動的地震力 

安全機能を有する施設について，Ｓクラスの施設の設計に適用する動的地震力は，基準地震動Ｓｓ及

び弾性設計用地震動Ｓｄから定める入力地震動を適用する。 

 

Ｂクラスの施設のうち支持構造物の振動と共振のおそれのある施設については，上記Ｓクラスの施設

に適用する弾性設計用地震動Ｓｄに 2分の 1を乗じたものから定める入力地震動を適用する。 

 

 重大事故等対処施設については，常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設

に基準地震動Ｓｓによる地震力を適用する。 

 

常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設

のうち，Ｂクラスに属する施設の機能を代替する施設であって共振のおそれのある施設については，「b. 

動的地震力」に示す共振のおそれのあるＢクラス施設に適用する地震力を適用する。 

 

なお，重大事故等対処施設のうち，安全機能を有する施設の基本構造と異なる施設については，適用

する地震力に対して，要求される機能及び構造健全性が維持されることを確認するため，当該施設の構

造を適切にモデル化した上での地震応答解析，加振試験等を実施する。 

安全機能を有する施設の動的解析においては，地盤の諸定数も含めて材料のばらつきによる変動幅を

適切に考慮する。 

 

 

安全機能を有する施設及び重大事故等対処施設の動的解析においては，地盤の諸定数も含めて材料の

ばらつきによる変動幅を適切に考慮する。 

 

動的地震力は，水平 2方向及び鉛直方向について適切に組み合わせて算定する。水平 2方向及び鉛直

方向地震力の組合せによる影響確認に当たっては，水平 1方向及び鉛直方向地震力を組み合わせた既往

の耐震計算への影響が考えられる施設，設備を抽出し，建物・構築物の 3次元応答性状及びそれによる

機器・配管系への影響を考慮した上で，既往の方法を用いた耐震性に及ぼす影響を評価する。 

地震①-16 
地震①-29 

 

既設工認 添付書類Ⅲ 

地震①-17 
地震③-7 

既設工認 添付書類Ⅲ 

地震⑥-1 既設工認 添付書類Ⅲ 
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別紙６② 
変更前記載事項の既設⼯認等との紐づけ 

 

変 更 前 変 更 後 

(a) 入力地震動 

地質調査の結果によれば，重要な MOX 燃料加工施設の設置位置周辺は，新第三紀の鷹架層が十分な

拡がりをもって存在することが確認されている。 

 

解放基盤表面は，この新第三紀の鷹架層のＳ波速度が 0.7km/s 以上を有する標高約-70ｍの位置に

想定することとする。 

基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄは，解放基盤表面で定義する。 

 

建物・構築物の地震応答解析モデルに対する入力地震動は，解放基盤表面からの地震波の伝播特性

を適切に考慮した上で，必要に応じ 2次元ＦＥＭ解析又は 1次元波動論により，地震応答解析モデル

の入力位置で評価した入力地震動を設定する。また，必要に応じて地盤の非線形応答に関する動的変

形特性を考慮することとし，地盤のひずみに応じた地盤物性値を用いて作成する。非線形性の考慮に

当たっては、地下水排水設備による地下水位の低下状態を踏まえ評価する。 

 

地盤条件を考慮する場合には，地震動評価で考慮した敷地全体の地下構造との関係や対象建物・構

築物位置での地質・速度構造の違いにも留意する。 

また，必要に応じ敷地における観測記録による検証や 新の科学的・技術的知見を踏まえ，地質・

速度構造等の地盤条件を設定する。 

 

(a) 入力地震動 

地質調査の結果によれば，重要な MOX 燃料加工施設の設置位置周辺は，新第三紀の鷹架層が十分な

拡がりをもって存在することが確認されている。 

 

解放基盤表面は，この新第三紀の鷹架層のＳ波速度が 0.7km/s 以上を有する標高約-70ｍの位置に

想定することとする。 

基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄは，解放基盤表面で定義する。 

 

建物・構築物の地震応答解析モデルに対する入力地震動は，解放基盤表面からの地震波の伝播特性

を適切に考慮した上で，必要に応じ 2次元ＦＥＭ解析又は 1次元波動論により，地震応答解析モデル

の入力位置で評価した入力地震動を設定する。また，必要に応じて地盤の非線形応答に関する動的変

形特性を考慮することとし，地盤のひずみに応じた地盤物性値を用いて作成する。非線形性の考慮に

当たっては、地下水排水設備による地下水位の低下状態を踏まえ評価する。 

 

地盤条件を考慮する場合には，地震動評価で考慮した敷地全体の地下構造との関係や対象建物・構

築物位置での地質・速度構造の違いにも留意する。 

また，必要に応じ敷地における観測記録による検証や 新の科学的・技術的知見を踏まえ，地質・

速度構造等の地盤条件を設定する。 

 

Ｂクラスの施設のうち共振のおそれがあり，動的解析が必要なものに対しては，弾性設計用地震動

Ｓｄに 2 分の 1 を乗じたものを用いる。 

 

Ｂクラスの施設及びＢクラス施設の機能を代替する常設重大事故等対処設備が設置される重大事

故等対処施設のうち共振のおそれがあり，動的解析が必要なものに対しては，弾性設計用地震動Ｓｄ

に 2 分の 1 を乗じたものを用いる。 

 

 (b) 動的解析法 

イ. 建物・構築物 

動的解析に当たっては，対象施設の形状，構造特性，振動特性等を踏まえ，地震応答解析手法の適

用性及び適用限界等を考慮のうえ，適切な解析法を選定するとともに，建物・構築物に応じて十分な

調査に基づく適切な解析条件を設定する。動的解析は，原則として，時刻歴応答解析法を用いて求め

るものとする。 

 

また，3次元応答性状等の評価は，線形解析に適用可能な周波数応答解析法による。 

建物・構築物の動的解析に当たっては，建物・構築物の剛性はそれらの形状，構造特性，振動特性，

減衰特性を十分考慮して評価し，集中質点系に置換した解析モデルを設定する。 

 

 (b) 動的解析法 

イ. 建物・構築物 

動的解析に当たっては，対象施設の形状，構造特性，振動特性等を踏まえ，地震応答解析手法の適

用性及び適用限界等を考慮のうえ，適切な解析法を選定するとともに，建物・構築物に応じて十分な

調査に基づく適切な解析条件を設定する。動的解析は，原則として，時刻歴応答解析法を用いて求め

るものとする。 

 

また，3次元応答性状等の評価は，線形解析に適用可能な周波数応答解析法による。 

建物・構築物の動的解析に当たっては，建物・構築物の剛性はそれらの形状，構造特性，振動特性，

減衰特性を十分考慮して評価し，集中質点系に置換した解析モデルを設定する。 

 

地震③-2 
地震③-5 

 

既設工認 添付書類Ⅲ 

地震③-3 
地震③-6 

既設工認 添付書類Ⅲ 

既設工認 添付書類Ⅲ 

地震③-2 
地震③-5 
地震⑥-1 

既設工認 添付書類Ⅲ 

地震③-1 
地震③-4 

 

既設工認 添付書類Ⅲ 

地震①-17 
地震③-3 
地震③-6 
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変更前記載事項の既設⼯認等との紐づけ 

 

変 更 前 変 更 後 

 

 

 

 

 

動的解析には，建物・構築物と地盤の相互作用及び埋込み効果を考慮するものとし，解析モデルの

地盤のばね定数は，基礎版の平面形状，地盤の剛性等を考慮して定める。地盤の剛性等については，

必要に応じて地盤の非線形応答を考慮することとし，地盤のひずみに応じた地盤物性値に基づくも

のとする。設計用地盤定数は，原則として，弾性波試験によるものを用いる。 

 

 

 

地震応答解析に用いる材料定数については，地盤の諸定数も含めて材料のばらつきによる変動幅

を適切に考慮する。また，材料のばらつきによる変動が建物・構築物の振動性状や応答性状に及ぼす

影響として考慮すべき要因を選定した上で，選定された要因を考慮した動的解析により設計用地震

力を設定する。 

 

動的解析には，建物・構築物と地盤の相互作用及び埋込み効果を考慮するものとし，解析モデルの

地盤のばね定数は，基礎版の平面形状，地盤の剛性等を考慮して定める。地盤の剛性等については，

必要に応じて地盤の非線形応答を考慮することとし，地盤のひずみに応じた地盤物性値に基づくも

のとする。設計用地盤定数は，原則として，弾性波試験によるものを用いる。 

 

地盤－建物・構築物連成系の減衰定数は，振動エネルギの地下逸散及び地震応答における各部の

ひずみレベルを考慮して定める。 

 

基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄに対する応答解析において，主要構造要素がある程度

以上弾性範囲を超える場合には，実験等の結果に基づき，該当する建物部分の構造特性に応じて，そ

の弾塑性挙動を適切に模擬した復元力特性を考慮した応答解析を行う。 

また，Ｓクラスの施設を支持する建物・構築物及び常設耐震重要重大事故等対処設備が設置され

る重大事故等対処施設を支持する建物・構築物の支持機能を検討するための動的解析において，当

該施設を支持する建物・構築物の主要構造要素がある程度以上弾性範囲を超える場合には，その弾

塑性挙動を適切に模擬した復元力特性を考慮した応答解析を行う。 

 

建物・構築物の動的解析にて，地震時の地盤の有効応力の変化に応じた影響を考慮する場合は，

有効応力解析を実施する。有効応力解析に用いる液状化強度特性は，敷地の原地盤における代表性

及び網羅性を踏まえた上で保守性を考慮して設定することを基本とする。 

 

動的解析に用いる解析モデルは，周辺施設も含めた地震観測網により得られた観測記録を用いた

検討及び詳細な 3 次元 FEM を用いた解析により振動性状の把握を行い，解析モデルの妥当性の確認

を行う。 

 

建物・構築物のうち土木構造物の動的解析に当たっては，構造物と地盤の相互作用を考慮できる

連成系の地震応答解析手法を用いる。地震応答解析手法は，地盤及び構造物の地震時における非線

形挙動の有無や程度に応じて，線形，等価線形又は非線形解析のいずれかによる。地盤の地震応答解

析モデルは，構造物と地盤の動的相互作用を考慮できる有限要素法を用いる。構造物の地震応答解

析に用いる減衰定数については，地盤と構造物の非線形性を考慮して適切に設定する。 

地震力については，水平 2方向及び鉛直方向について適切に組み合わせて算定する。 

地震③-3 
地震③-6 

既設工認 添付書類Ⅲ 
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変 更 前 変 更 後 

ロ. 機器・配管系 

動的解析による地震力の算定に当たっては，地震応答解析手法の適用性，適用限界等を考慮のう

え，適切な解析法を選定するとともに，解析条件として考慮すべき減衰定数，剛性等の各種物性値

は，適切な規格及び基準又は試験等の結果に基づき設定する。 

 

機器については，形状，構造特性等を考慮して，代表的な振動モードを適切に表現できるよう質点

系モデル，有限要素モデル等に置換し，設計用床応答曲線を用いたスペクトルモーダル解析法又は

時刻歴応答解析法により応答を求める。 

 

また，時刻歴応答解析法及びスペクトルモーダル解析法を用いる場合は地盤物性等のばらつきを

適切に考慮する。スペクトルモーダル解析法には地盤物性等のばらつきを考慮した床応答曲線を用

いる。 

 

配管系については，適切なモデルを作成し，設計用床応答曲線を用いたスペクトルモーダル解析法に

より応答を求める。 

ロ. 機器・配管系 

動的解析による地震力の算定に当たっては，地震応答解析手法の適用性，適用限界等を考慮のう

え，適切な解析法を選定するとともに，解析条件として考慮すべき減衰定数，剛性等の各種物性値

は，適切な規格及び基準又は試験等の結果に基づき設定する。 

 

機器については，形状，構造特性等を考慮して，代表的な振動モードを適切に表現できるよう質点

系モデル，有限要素モデル等に置換し，設計用床応答曲線を用いたスペクトルモーダル解析法又は

時刻歴応答解析法により応答を求める。 

 

また，時刻歴応答解析法及びスペクトルモーダル解析法を用いる場合は地盤物性等のばらつきを

適切に考慮する。スペクトルモーダル解析法には地盤物性等のばらつきを考慮した床応答曲線を用

いる。 

 

配管系については，適切なモデルを作成し，設計用床応答曲線を用いたスペクトルモーダル解析法

により応答を求める。 

 

スペクトルモーダル解析法及び時刻歴応答解析法の選択に当たっては，衝突・すべり等の非線形

現象を模擬する観点又は既往研究の知見を取り入れ実機の挙動を模擬する観点で，建物・構築物の

剛性及び地盤物性のばらつきへの配慮をしつつ時刻歴応答解析法を用いる等，解析対象とする現象，

対象設備の振動特性・構造特性等を考慮し適切に選定する。 

また，設備の 3 次元的な広がりを踏まえ，適切に応答を評価できるモデルを用い，水平 2 方向及

び鉛直方向の応答成分について適切に組み合わせるものとする。  

 

なお，剛性の高い機器・配管系は，その設置床面の 大床応答加速度の 1.2 倍の加速度を静的に

作用させて地震力を算定する。 

 

c. 設計用減衰定数 

地震応答解析に用いる減衰定数は，安全上適切と認められる規格及び基準に基づき，設備の種類，構

造等により適切に選定するとともに，試験等で妥当性を確認した値も用いる。 

 

なお，建物・構築物の地震応答解析に用いる鉄筋コンクリートの減衰定数の設定については，既往の

知見に加え，既設施設の地震観測記録等により，その妥当性を検討する。 

 

 

スペクトルモーダル解析法及び時刻歴応答解析法の選択に当たっては，衝突・すべり等の非線形

現象を模擬する観点又は既往研究の知見を取り入れ実機の挙動を模擬する観点で，建物・構築物の

剛性及び地盤物性のばらつきへの配慮をしつつ時刻歴応答解析法を用いる等，解析対象とする現象，

対象設備の振動特性・構造特性等を考慮し適切に選定する。 

また，設備の 3 次元的な広がりを踏まえ，適切に応答を評価できるモデルを用い，水平 2 方向及

び鉛直方向の応答成分について適切に組み合わせるものとする。  

 

なお，剛性の高い機器・配管系は，その設置床面の 大床応答加速度の 1.2 倍の加速度を静的に

作用させて地震力を算定する。 

 

c. 設計用減衰定数 

地震応答解析に用いる減衰定数は，安全上適切と認められる規格及び基準に基づき，設備の種類，構

造等により適切に選定するとともに，試験等で妥当性を確認した値も用いる。 

 

なお，建物・構築物の地震応答解析に用いる鉄筋コンクリートの減衰定数の設定については，既往の

知見に加え，既設施設の地震観測記録等により，その妥当性を検討する。 

 

また，地盤と土木構造物の連成系地震応答解析モデルの減衰定数については，地中構造物としての特

徴，同モデルの振動特性を考慮して適切に設定する。 

地震③-8 
地震③-9 
地震③-10 

既設工認 添付書類Ⅲ 

地震③-8 
地震③-9 

地震⑥-1 

既設工認 添付書類Ⅲ 

地震③-8 
地震③-9 

既設工認 添付書類Ⅲ 

地震③-8 
地震⑥-1 

既設工認 添付書類Ⅲ 

既設工認 添付書類Ⅲ 

地震①-17 

地震③-10 
既設工認 添付書類Ⅲ 

地震③-3 
地震③-6 

既設工認 添付書類Ⅲ 

既設工認 添付書類Ⅲ 

地震⑧-1 
地震⑧-2 
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別紙６② 
変更前記載事項の既設⼯認等との紐づけ 

 

変 更 前 変 更 後 

(4) 荷重の組合せと許容限界 

耐震設計における機能維持は，安全機能を有する施設の耐震重要度及び重大事故等対処施設の設備

分類に応じた地震力に対して，施設の構造強度の確保を基本とする。 

耐震設計における荷重の組合せと許容限界は，以下によるものとする。 

また，その他機能に応じて，許容限界を設定する。 

 

a.  耐震設計上考慮する状態 

地震以外に設計上考慮する状態を以下に示す。 

(a) 安全機能を有する施設 

イ. 建物・構築物 

(イ) 通常時の状態 

MOX 燃料加工施設が運転している状態。 

 

(ロ) 設計用自然条件 

設計上基本的に考慮しなければならない自然条件（積雪，風）。 

 

ロ. 機器・配管系 

(イ) 通常時の状態 

MOX 燃料加工施設が運転している状態。 

 

(ロ) 事故時の状態 

当該状態が発生した場合にはMOX燃料加工施設から多量の放射性物質が放出するおそれがあるも

のとして安全設計上想定すべき事象が発生した状態。 

 

 

(4) 荷重の組合せと許容限界 

耐震設計における機能維持は，安全機能を有する施設の耐震重要度及び重大事故等対処施設の設備

分類に応じた地震力に対して，施設の構造強度の確保を基本とする。 

耐震設計における荷重の組合せと許容限界は，以下によるものとする。 

また，その他機能に応じて，許容限界を設定する。 

 

a. 耐震設計上考慮する状態 

地震以外に設計上考慮する状態を以下に示す。 

(a) 安全機能を有する施設 

イ. 建物・構築物 

(イ) 通常時の状態 

MOX 燃料加工施設が運転している状態。 

 

(ロ) 設計用自然条件 

設計上基本的に考慮しなければならない自然条件（積雪，風）。 

 

ロ. 機器・配管系 

(イ) 通常時の状態 

MOX 燃料加工施設が運転している状態。 

 

(ロ) 設計基準事故時の状態 

当該状態が発生した場合にはMOX燃料加工施設から多量の放射性物質が放出するおそれがあるも

のとして安全設計上想定すべき事象が発生した状態。 

 

(b) 重大事故等対処施設 

イ. 建物・構築物 

(イ) 通常時の状態 

MOX 燃料加工施設が運転している状態。 

 

(ロ)  重大事故等時の状態 

MOX 燃料加工施設が，重大事故に至るおそれがある事故又は重大事故の状態で，重大事故等対処

施設の機能を必要とする状態。 

 

(ハ) 設計用自然条件 

設計上基本的に考慮しなければならない自然条件（積雪，風）。 

既設工認 添付書類Ⅲ 地震①-18 

地震①-19 

既設工認 添付書類Ⅲ 地震①-20 

既設工認 添付書類Ⅲ 

事故時の状態については，既設工認に記載はないが，従来から考慮していた内容
であることから，変更前に記載する。 
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別紙６② 
変更前記載事項の既設⼯認等との紐づけ 

 

変 更 前 変 更 後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

b. 荷重の種類 

(a) 安全機能を有する施設 

イ. 建物・構築物 

(イ) MOX 燃料加工施設のおかれている状態にかかわらず通常時に作用している荷重，すなわち固定荷

重，積載荷重，土圧及び水圧 

  

(ロ) 地震力，積雪荷重及び風荷重 

ただし，通常時に作用している荷重には，機器・配管系から作用する荷重が含まれるものとし，

地震力には，地震時土圧，地震時水圧及び機器・配管系からの反力が含まれるものとする。 

 

ロ．機器・配管系 

(イ)  通常時に作用している荷重  

 

(ロ) 事故時の状態で施設に作用する荷重  

 

 

 

(ハ)  地震力 

 

ロ．機器・配管系 

(イ) 通常時の状態 

MOX 燃料加工施設が運転している状態。 

 

(ロ) 設計基準事故時の状態 

当該状態が発生した場合にはMOX燃料加工施設から多量の放射性物質が放出するおそれがあるも

のとして安全設計上想定すべき事象が発生した状態。 

 

(ハ) 重大事故等時の状態 

MOX 燃料加工施設が重大事故に至るおそれがある事故又は重大事故の状態で，重大事故等対処施

設の機能を必要とする状態。 

 

b. 荷重の種類 

(a) 安全機能を有する施設 

イ. 建物・構築物 

(イ) MOX 燃料加工施設のおかれている状態にかかわらず通常時に作用している荷重，すなわち固定荷

重，積載荷重，土圧及び水圧 

  

(ロ) 地震力，積雪荷重及び風荷重 

ただし，通常時に作用している荷重には，機器・配管系から作用する荷重が含まれるものとし，

地震力には，地震時土圧，地震時水圧及び機器・配管系からの反力が含まれるものとする。 

 

ロ．機器・配管系 

(イ)  通常時に作用している荷重  

 

(ロ) 設計基準事故時の状態で施設に作用する荷重  

 

 

 

(ハ)  地震力 

 

ただし，各状態において施設に作用する荷重には，通常時に作用している荷重，すなわち自重等

の固定荷重が含まれるものとする。また，屋外に設置される施設については，建物・構築物に準じ

る。 

 

地震①-21 
既設工認 添付書類Ⅲ 

地震①-23 

既設工認 添付書類Ⅲ 

地震①-24 既設工認 添付書類Ⅲ 

地震①-25 既設工認 添付書類Ⅲ 

事故時の荷重については，既設工認に記載はないが，従来から考慮していた内容
であることから，変更前に記載する。 
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別紙６② 
変更前記載事項の既設⼯認等との紐づけ 

 

変 更 前 変 更 後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

c. 荷重の組合せ 

地震力と他の荷重との組合せについては，「3.3 外部からの衝撃による損傷の防止」で設定している

風及び積雪による荷重を考慮し，以下のとおり設定する。 

 

(a) 安全機能を有する施設 

イ.  建物・構築物 

(イ) Ｓクラスの建物・構築物については，通常時に作用している荷重（固定荷重，積載荷重，土圧及

び水圧），積雪荷重及び風荷重と基準地震動Ｓｓによる地震力とを組み合わせる。 

  

(b) 重大事故等対処施設 

イ．建物・構築物 

(イ)  MOX 燃料加工施設のおかれている状態にかかわらず通常時に作用している荷重，すなわち固定荷

重，積載荷重，土圧及び水圧  

 

(ロ) 重大事故等時の状態で施設に作用する荷重  

 

(ハ)  地震力，積雪荷重及び風荷重  

 

ただし，通常時及び重大事故等時の状態で施設に作用する荷重には，機器・配管系から作用する

荷重が含まれるものとし，地震力には，地震時土圧，地震時水圧及び機器・配管系からの反力が含

まれるものとする。 

 

ロ. 機器・配管系 

(イ) 通常時に作用している荷重  

 

(ロ) 設計基準事故時の状態で施設に作用する荷重  

 

(ハ) 重大事故等時の状態で施設に作用する荷重 

 

(ニ) 地震力 

 

ただし，各状態において施設に作用する荷重には，通常時に作用している荷重，すなわち自重等

の固定荷重が含まれるものとする。また，屋外に設置される施設については，建物・構築物に準じ

る。 

 

c. 荷重の組合せ 

地震力と他の荷重との組合せについては，「3.3 外部からの衝撃による損傷の防止」で設定している

風及び積雪による荷重を考慮し，以下のとおり設定する。 

 

(a) 安全機能を有する施設 

イ.  建物・構築物 

(イ) Ｓクラスの建物・構築物については，通常時に作用している荷重（固定荷重，積載荷重，土圧及

び水圧），積雪荷重及び風荷重と基準地震動Ｓｓによる地震力とを組み合わせる。 

 

地震①-26 

既設工認 添付書類Ⅲ 

地震①-27 
地震①-19 

既設工認 添付書類Ⅲ 

1588



別紙６② 
変更前記載事項の既設⼯認等との紐づけ 

 

変 更 前 変 更 後 

(ロ) Ｓクラス，Ｂクラス及びＣクラスの建物・構築物については，通常時に作用している荷重（固定

荷重，積載荷重，土圧及び水圧），積雪荷重及び風荷重と基準地震動Ｓｓ以外の地震動による地震力

又は静的地震力とを組み合わせる。 

 

 

 

(ロ) Ｓクラス，Ｂクラス及びＣクラスの建物・構築物については，通常時に作用している荷重（固定

荷重，積載荷重，土圧及び水圧），積雪荷重及び風荷重と基準地震動Ｓｓ以外の地震動による地震力

又は静的地震力とを組み合わせる。 

 

この際，通常時に作用している荷重のうち，土圧及び水圧について，基準地震動Ｓｓによる地震力又

は弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力と組み合わせる場合は，当該地震時の土圧及び水圧とする。 

 

ロ.  機器・配管系 

(イ)  Ｓクラスの機器・配管系については，通常時に作用している荷重及び事故時に生じる荷重と基

準地震動Ｓｓによる地震力，弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力とを組み合わせ

る。 

 

(ロ)  Ｂクラスの機器・配管系については，通常時に作用している荷重と共振影響検討用の地震動に

よる地震力又は静的地震力とを組み合わせる。 

 

(ハ) Ｃクラスの機器・配管系については，通常時に作用している荷重と静的地震力とを組み合わせる。 

 

ロ.  機器・配管系 

(イ)  Ｓクラスの機器・配管系については，通常時に作用している荷重及び設計基準事故時に生じる

荷重と基準地震動Ｓｓによる地震力，弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力とを組み

合わせる。 

 

(ロ)  Ｂクラスの機器・配管系については，通常時に作用している荷重と共振影響検討用の地震動に

よる地震力又は静的地震力とを組み合わせる。 

 

(ハ) Ｃクラスの機器・配管系については，通常時に作用している荷重と静的地震力とを組み合わせる。 

 

 

 

なお，屋外に設置される施設については，建物・構築物と同様に積雪荷重及び風荷重を組み合わせる。 

 

(b) 重大事故等対処施設 

イ. 建物・構築物 

(イ) 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設の建物・構築物については，

通常時に作用している荷重（固定荷重，積載荷重，土圧及び水圧），積雪荷重，風荷重及び基準地震

動Ｓｓによる地震力とを組み合わせる。 

 

(ロ) 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設の建物・構築物については，

通常時に作用している荷重（固定荷重，積載荷重，土圧及び水圧），積雪荷重，風荷重及び重大事故

等時の状態で施設に作用する荷重のうち，地震によって引き起こされるおそれがある事象によって

作用する荷重と基準地震動Ｓｓによる地震力とを組み合わせる。 

 

地震①-27 
地震①-19 

既設工認 添付書類Ⅲ 

地震①-28 
地震①-30 

既設工認 添付書類Ⅲ 

事故時の荷重については，既設工認に記載はないが，従来から考慮していた内容
であることから，変更前に記載する。 
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別紙６② 
変更前記載事項の既設⼯認等との紐づけ 

 

変 更 前 変 更 後 

 

 

  

(ハ) 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設の建物・構築物については，

通常時に作用している荷重（固定荷重，積載荷重，土圧及び水圧），積雪荷重，風荷重及び重大事故

等時の状態で施設に作用する荷重のうち，地震によって引き起こされるおそれがない事象による荷

重は，その事故事象の発生確率，継続時間及び地震動の年超過確率の関係を踏まえ，適切な地震力

（基準地震動Ｓｓ又は弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力）と組み合わせる。この組合せについて

は，事故事象の発生確率，継続時間及び地震動の年超過確率の積等を考慮し，工学的，総合的に勘

案の上設定する。なお，継続時間については対策の成立性も考慮した上で設定する。 

 

(ニ) 常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処

施設の建物・構築物については，通常時に作用している荷重（固定荷重，積載荷重，土圧及び水圧），

積雪荷重及び風荷重と，弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力とを組み合わせる。 

 

この際，通常時に作用している荷重のうち，土圧及び水圧について，基準地震動Ｓｓによる地震力又

は弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力と組み合わせる場合は，当該地震時の土圧及び水圧とする。 

 

ロ. 機器・配管系 

(イ) 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設の機器・配管系については，

通常時に作用している荷重と基準地震動Ｓｓによる地震力を組み合わせる。 

  

(ロ) 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設の機器・配管系については，

通常時に作用している荷重，設計基準事故時の状態及び重大事故等時の状態で施設に作用している

荷重のうち，地震によって引き起こされるおそれがある事象によって作用する荷重と基準地震動Ｓ

ｓによる地震力を組み合わせる。重大事故等が地震によって引き起こされるおそれがある事象であ

るかについては，安全機能を有する施設の耐震設計の考え方に基づき設定する。 

 

(ハ) 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設の機器・配管系については，

通常時に作用している荷重，設計基準事故時の状態及び重大事故等時の状態で施設に作用している

荷重のうち，地震によって引き起こされるおそれがない事象による荷重は，基準地震動Ｓｓ又は弾

性設計用地震動Ｓｄによる地震力と組み合わせる。 

 

(ニ) 常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処

施設の機器・配管系については，通常時に作用している荷重と弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力

又は静的地震力を組み合わせる。 

 

なお，屋外に設置される施設については，建物・構築物と同様に積雪荷重及び風荷重を組み合わせる。 
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別紙６② 
変更前記載事項の既設⼯認等との紐づけ 

 

変 更 前 変 更 後 

(c) 荷重の組合せ上の留意事項 

イ. 安全機能を有する施設のうち耐震重要度の異なる施設を支持する建物・構築物の当該部分の支持

機能を確認する場合においては，支持される施設の耐震重要度に応じた地震力と通常時に作用して

いる荷重とを組み合わせる。 

 

ロ. 安全機能を有する施設のうち機器・配管系の事故時に生じる荷重については，地震によって引き

起こされるおそれのある事故によって作用する荷重及び地震によって引き起こされるおそれのな

い事故であっても，いったん事故が発生した場合，長時間継続する事故による荷重は，その事故の

発生確率，継続時間及び地震動の超過確率の関係を踏まえ，適切な地震力と組み合わせて考慮する。 

 

 

 

 

 

ニ. 積雪荷重については，屋外に設置されている安全機能を有する施設のうち，積雪による受圧面積

が小さい施設や，通常時に作用している荷重に対して積雪荷重の割合が無視できる施設を除き，地

震力との組合せを考慮する。 

(c) 荷重の組合せ上の留意事項 

イ. 安全機能を有する施設のうち耐震重要度の異なる施設を支持する建物・構築物の当該部分の支持

機能を確認する場合においては，支持される施設の耐震重要度に応じた地震力と通常時に作用して

いる荷重とを組み合わせる。 

 

ロ. 安全機能を有する施設のうち機器・配管系の設計基準事故（以下本項目では「事故」という。）時

に生じる荷重については，地震によって引き起こされるおそれのある事故によって作用する荷重及

び地震によって引き起こされるおそれのない事故であっても，いったん事故が発生した場合，長時

間継続する事故による荷重は，その事故の発生確率，継続時間及び地震動の超過確率の関係を踏ま

え，適切な地震力と組み合わせて考慮する。 

 

ハ. 安全機能を有する施設及び重大事故等対処施設に適用する動的地震力は，水平 2方向及び鉛直方

向について適切に組み合わせて算定するものとする。 

 

ニ. 積雪荷重については，屋外に設置されている安全機能を有する施設及び重大事故等対処施設のう

ち，積雪による受圧面積が小さい施設や，通常時に作用している荷重に対して積雪荷重の割合が無

視できる施設を除き，地震力との組合せを考慮する。 

ホ. 風荷重については，屋外の直接風を受ける場所に設置されている安全機能を有する施設のうち，

風荷重の影響が地震荷重と比べて相対的に無視できないような構造，形状及び仕様の施設において

は，地震力との組合せを考慮する。 

 

ヘ. 荷重として考慮する水圧のうち地下水圧については，地下水排水設備による地下水位の低下を踏

まえた設計用地下水位に基づき設定する。 

 

ホ. 風荷重については，屋外の直接風を受ける場所に設置されている安全機能を有する施設及び重大

事故等対処施設のうち，風荷重の影響が地震荷重と比べて相対的に無視できないような構造，形状

及び仕様の施設においては，地震力との組合せを考慮する。 

 

ヘ. 荷重として考慮する水圧のうち地下水圧については，地下水排水設備による地下水位の低下を踏

まえた設計用地下水位をに基づき設定する。 

 

ト. 設備分類の異なる重大事故等対処施設を支持する建物・構築物の当該部分の支持機能を確認する

場合においては，支持される施設の設備分類に応じた地震力と通常時に作用している荷重（固定荷

重，積載荷重，土圧及び水圧）及び重大事故等時の状態で施設に作用する荷重並びに積雪荷重及び

風荷重を組み合わせる。 

 

チ． 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設の機器・配管系の，通常時に

作用している荷重，設計基準事故時の状態及び重大事故等時の状態で施設に作用している荷重のう

ち，地震によって引き起こされるおそれがない事象による荷重と，基準地震動Ｓｓ又は弾性設計用

地震動Ｓｄによる地震力との組合せについては，事故事象の発生確率，継続時間及び地震動の年超

過確率の積等を考慮し，工学的，総合的に勘案の上設定する。なお，継続時間については対策の成

立性も考慮した上で設定する。 

地震①-30 

既設工認 添付書類Ⅲ 

既設工認 添付書類Ⅲ 

地震①-27 
地震①-29 

事故時の荷重については，既設工認に記載はないが，従来から考慮していた内容
であることから，変更前に記載する。 
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別紙６② 
変更前記載事項の既設⼯認等との紐づけ 

 

変 更 前 変 更 後 

d. 許容限界 

各施設の地震力と他の荷重とを組み合わせた状態に対する許容限界は，以下のとおりとし，安全上適

切と認められる規格及び基準又は試験等で妥当性が確認されている値を用いる。 

 

(a) 安全機能を有する施設 

イ. 建物・構築物 

 

(イ) Ｓクラスの建物・構築物 

ⅰ.  基準地震動Ｓｓによる地震力との組合せに対する許容限界 

建物・構築物全体としての変形能力（耐震壁のせん断ひずみ等）が終局耐力時の変形に対して十

分な余裕を有し，部材・部位ごとのせん断ひずみ・応力等が終局耐力時のせん断ひずみ・応力等に

対して，妥当な安全余裕を有することとする。 

 

なお，終局耐力とは，建物・構築物に対する荷重又は応力を漸次増大していくとき，その変形又

はひずみが著しく増加するに至る限界の 大耐力とし，既往の実験式等に基づき適切に定めるもの

とする。 

 

ⅱ. 弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力との組合せに対する許容限界 

Ｓクラスの建物・構築物については，地震力に対しておおむね弾性状態に留まるように，発生す

る応力に対して，建築基準法等の安全上適切と認められる規格及び基準による許容応力度を許容限

界とする。 

 

d. 許容限界 

各施設の地震力と他の荷重とを組み合わせた状態に対する許容限界は，以下のとおりとし，安全上適

切と認められる規格及び基準又は試験等で妥当性が確認されている値を用いる。 

 

(a) 安全機能を有する施設 

イ. 建物・構築物 

 

(イ) Ｓクラスの建物・構築物 

ⅰ. 基準地震動Ｓｓによる地震力との組合せに対する許容限界 

建物・構築物全体としての変形能力（耐震壁のせん断ひずみ等）が終局耐力時の変形に対して十

分な余裕を有し，部材・部位ごとのせん断ひずみ・応力等が終局耐力時のせん断ひずみ・応力等に

対して，妥当な安全余裕を有することとする。 

 

なお，終局耐力とは，建物・構築物に対する荷重又は応力を漸次増大していくとき，その変形又は

ひずみが著しく増加するに至る限界の 大耐力とし，既往の実験式等に基づき適切に定めるものとす

る。 

 

ⅱ. 弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力との組合せに対する許容限界 

Ｓクラスの建物・構築物については，地震力に対しておおむね弾性状態に留まるように，発生す

る応力に対して，建築基準法等の安全上適切と認められる規格及び基準による許容応力度を許容限

界とする。 

  

(ロ) Ｂクラス及びＣクラスの建物・構築物 

上記(イ)ⅱ.による許容応力度を許容限界とする。 

 

(ロ) Ｂクラス及びＣクラスの建物・構築物 

上記(イ)ⅱ.による許容応力度を許容限界とする。 

 

(ハ) 建物・構築物の保有水平耐力 

建物・構築物（土木構造物を除く。）については，当該建物・構築物の保有水平耐力が必要保有水

平耐力に対して，耐震重要度に応じた適切な安全余裕を有していることを確認する。 

 

上記の他，遮蔽機能，閉じ込め機能，支持機能等の維持が必要な建物・構築物については，その機能

を維持できる許容限界を適切に設定する。 

(ハ) 建物・構築物の保有水平耐力 

建物・構築物（土木構造物を除く。）については，当該建物・構築物の保有水平耐力が必要保有水

平耐力に対して，耐震重要度に応じた適切な安全余裕を有していることを確認する。 

 

上記の他，遮蔽機能，閉じ込め機能，支持機能等の維持が必要な建物・構築物については，その

機能を維持できる許容限界を適切に設定する。 

地震①-31 

既設工認 添付書類Ⅲ 

地震①-33 

既設工認 添付書類Ⅲ 

地震①-37 既設工認 添付書類Ⅲ 

地震①-32 

既設工認 添付書類Ⅲ 

地震①-34 
既設工認 添付書類Ⅲ 
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別紙６② 
変更前記載事項の既設⼯認等との紐づけ 

 

変 更 前 変 更 後 

ロ. 機器・配管系 

(イ) Ｓクラスの機器・配管系 

ⅰ. 基準地震動Ｓｓによる地震力との組合せに対する許容限界 

塑性域に達するひずみが生じる場合であっても，その量が小さなレベルに留まって破断延性限界

に十分な余裕を有し，その施設の機能に影響を及ぼすことがない限度に応力，荷重を制限する値を

許容限界とする。 

 

ⅱ. 弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力との組合せに対する許容限界 

発生する応力に対して，応答が全体的におおむね弾性状態に留まるように，降伏応力又はこれと

同等の安全性を有する応力を許容限界とする。 

 

  

ロ. 機器・配管系 

(イ) Ｓクラスの機器・配管系 

ⅰ. 基準地震動Ｓｓによる地震力との組合せに対する許容限界 

塑性域に達するひずみが生じる場合であっても，その量が小さなレベルに留まって破断延性限界

に十分な余裕を有し，その施設の機能に影響を及ぼすことがない限度に応力，荷重を制限する値を

許容限界とする。 

 

ⅱ. 弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力との組合せに対する許容限界 

発生する応力に対して，応答が全体的におおむね弾性状態に留まるように，降伏応力又はこれと

同等の安全性を有する応力を許容限界とする。 

 

  
(ロ) Ｂクラス及びＣクラスの機器・配管系 

上記(イ)ⅱ.による応力を許容限界とする。 

 

上記の他，遮蔽機能，動的機能，電気的機能，閉じ込め機能等の維持が必要な機器・配管系について

は，その機能を維持できる許容限界を適切に設定する。 

 

(ロ) Ｂクラス及びＣクラスの機器・配管系 

上記(イ)ⅱ.による応力を許容限界とする。 

 

上記の他，遮蔽機能，動的機能，電気的機能，閉じ込め機能等の維持が必要な機器・配管系について

は，その機能を維持できる許容限界を適切に設定する。 

 

 

 

(b)  重大事故等対処施設 

イ. 建物・構築物 

(イ) 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設の建物・構築物 

上記(a)イ.(イ)ⅰ.を適用する。 

 

 (ロ) 常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処

施設の建物・構築物 

上記(a)イ.(ロ)を適用する。 

 

 (ハ) 設備分類の異なる重大事故等対処施設を支持する建物・構築物 

上記(イ)を適用するほか，建物・構築物は，変形等に対してその支持機能が損なわれない設計とす

る。なお，当該施設を支持する建物・構築物の支持機能が損なわれないことを確認する際の地震力

は，支持される施設に適用される地震力とする。 

 

 

地震①-35 

既設工認 添付書類Ⅲ 

地震①-36 
地震①-38 
地震④-2 

既設工認 添付書類Ⅲ 

地震①-37 既設工認 添付書類Ⅲ 
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別紙６② 
変更前記載事項の既設⼯認等との紐づけ 

 

変 更 前 変 更 後 

 (ニ) 建物・構築物の保有水平耐力 

建物・構築物については，当該建物・構築物の保有水平耐力が必要保有水平耐力に対して，重大事

故等対処施設が代替する機能を有する安全機能を有する施設が属する耐震重要度に応じた適切な安

全余裕を有していることを確認する。 

 

上記の他，遮蔽機能，気密性，閉じ込め機能，支持機能等の維持が必要な建物・構築物については，

その機能を維持できる許容限界を適切に設定する。 

 

 

 

ロ. 機器・配管系 

(イ) 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設の機器・配管系 

上記(a)ロ.(イ)ⅰ.を適用する。 

 

(ロ) 常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処

施設の機器・配管系 

上記(a)ロ.(ロ)を適用する。 

 

上記の他，動的機能，電気的機能，閉じ込め機能等の維持が必要な機器・配管系については，その機

能を維持できる許容限界を適切に設定する。 

 

(5) 設計における留意事項 

a. 主要設備等，補助設備，直接支持構造物及び間接支持構造物 

主要設備等，補助設備及び直接支持構造物については，耐震重要度に応じた地震力に十分耐えられる

設計とするとともに，安全機能を有する施設のうち，耐震重要施設に該当する設備は，基準地震動Ｓｓ

による地震力に対してその安全機能が損なわれるおそれがない設計とする。 

 

また，間接支持構造物については，支持する主要設備等又は補助設備の耐震重要度に適用する地震動

による地震力に対して支持機能が損なわれない設計とする。 

 

(5) 設計における留意事項 

a. 主要設備等，補助設備，直接支持構造物及び間接支持構造物 

主要設備等，補助設備及び直接支持構造物については，耐震重要度に応じた地震力に十分耐えられる

設計とするとともに，安全機能を有する施設のうち，耐震重要施設に該当する設備は，基準地震動Ｓｓ

による地震力に対してその安全機能が損なわれるおそれがない設計とする。 

 

また，間接支持構造物については，支持する主要設備等又は補助設備の耐震重要度に適用する地震動

による地震力に対して支持機能が損なわれない設計とする。 

 

 

 

地震①-33 

既設工認 添付書類Ⅲ 

既設工認 添付書類Ⅲ 

地震①-33 
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別紙６② 
変更前記載事項の既設⼯認等との紐づけ 

 

変 更 前 変 更 後 

b. 波及的影響に対する考慮 

耐震重要施設は，耐震重要度の下位のクラスに属する施設の波及的影響によって，その安全機能が損

なわれないものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

b. 波及的影響に対する考慮 

耐震重要施設は，耐震重要度の下位のクラスに属する施設の波及的影響によって，その安全機能が損

なわれないものとする。 

 

評価に当たっては，以下の 4つの観点をもとに，敷地全体を俯瞰した調査・検討を行い，各観点より

選定した事象に対する波及的影響の評価により波及的影響を考慮すべき施設を抽出し，耐震重要施設の

安全機能への影響がないことを確認する。 

    

波及的影響の評価に当たっては，耐震重要施設の設計に用いる地震動又は地震力を適用する。なお，

地震動又は地震力の選定に当たっては，施設の配置状況，使用時間を踏まえて適切に設定する。また，

波及的影響の確認においては水平2方向及び鉛直方向の地震力が同時に作用する場合に影響を及ぼす可

能性のある施設，設備を選定し評価する。 

 

ここで，下位クラス施設とは，耐震重要施設以外の MOX 燃料加工施設内にある施設（資機材等含む。）

をいう。 

 

波及的影響を防止するよう現場を維持するため，保安規定に，機器設置時の配慮事項等を定めて管理

する。 

 

なお，原子力施設の地震被害情報をもとに，4つの観点以外に検討すべき事項がないか確認し，新たな

検討事項が抽出された場合には，その観点を追加する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地震②-6 
既設工認 添付書類Ⅲ 
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別紙６② 
変更前記載事項の既設⼯認等との紐づけ 

 

変 更 前 変 更 後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 耐震重要施設と下位クラス施設との接続部における相互影響 

耐震重要施設の設計に用いる地震動又は地震力に対して，耐震重要施設に接続する下位クラス施

設の損傷により，耐震重要施設の安全機能へ影響がないことを確認する。 

 

(a) 設置地盤及び地震応答性状の相違に起因する相対変位又は不等沈下による影響  

イ. 不等沈下 

耐震重要施設の設計に用いる地震動又は地震力に対して不等沈下により，耐震重要施設の安全機

能へ影響がないことを確認する。 

 

ロ. 相対変位 

耐震重要施設の設計に用いる地震動又は地震力による下位クラス施設と耐震重要施設の相対変位

により，耐震重要施設の安全機能へ影響がないことを確認する。 

 

(b) 耐震重要施設と下位クラス施設との接続部における相互影響 

耐震重要施設の設計に用いる地震動又は地震力に対して，耐震重要施設に接続する下位クラス施設

の損傷により，耐震重要施設の安全機能へ影響がないことを確認する。 

 

(c) 建屋内における下位クラス施設の損傷，転倒及び落下による耐震重要施設への影響  

耐震重要施設の設計に用いる地震動又は地震力に対して，建屋内の下位クラス施設の損傷，転倒及

び落下により，耐震重要施設の安全機能へ影響がないことを確認する。 

 

(d)  建屋外における下位クラス施設の損傷，転倒及び落下による耐震重要施設への影響  

耐震重要施設の設計に用いる地震動又は地震力に対して，建屋外の下位クラス施設の損傷，転倒及

び落下により，耐震重要施設の安全機能へ影響がないことを確認する。 

 なお，常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設に対する波及的影響につ

いては，「耐震重要施設」を「常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設」

に，「耐震重要度の下位のクラスに属する施設」を「常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重

大事故等対処施設以外の施設」に，「安全機能」を「重大事故等に対処するために必要な機能」に読み

替えて適用する。 

 

c. 建物・構築物への地下水の影響 

耐震設計において地下水位の低下を期待する建物・構築物は，周囲の地下水を排水し，基礎スラブ底

面レベル以深に地下水位を維持できるよう地下水排水設備（サブドレンポンプ，水位検出器等）を設置

する。 

 

 

c. 建物・構築物への地下水の影響 

耐震設計において地下水位の低下を期待する建物・構築物は，周囲の地下水を排水し，基礎スラブ底

面レベル以深に地下水位を維持できるよう地下水排水設備（サブドレンポンプ，水位検出器等）を設置

する。 

 

また，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して，必要な機能が保持できる設計とするとともに，非常用

電源設備又は基準地震動Ｓｓによる地震力に対し機能維持が可能な発電機からの給電が可能な設計と

する。 

地震④-1 
既設工認 添付書類Ⅲ 

地震⑤-2 

既設工認 本文 
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別紙６② 
変更前記載事項の既設⼯認等との紐づけ 

 

変 更 前 変 更 後 

 d. 一関東評価用地震動（鉛直） 

基準地震動Ｓｓ－Ｃ４は，水平方向の地震動のみであることから，水平方向と鉛直方向の地震力を組

み合わせた影響評価を行う場合には，工学的に水平方向の地震動から設定した鉛直方向の評価用地震動

（以下「一関東評価用地震動（鉛直）」という。）による地震力を用いて，水平方向と鉛直方向の地震力

を組み合わせた影響が考えられる施設に対して，許容限界の範囲内に留まることを確認する。 

 

 (6) 緊急時対策所 

緊急時対策所については，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して，重大事故等に対処するために必

要な機能が損なわれるおそれがない設計とする。緊急時対策建屋については，耐震構造とし，基準地震

動Ｓｓによる地震力に対して，遮蔽機能を確保する設計とする。 

 

また，緊急時対策所の居住性を確保するため，鉄筋コンクリート構造とし，基準地震動Ｓｓによる地

震力に対して，緊急時対策建屋の換気設備の性能とあいまって十分な気密性を確保する設計とする。 

 

なお，地震力の算定方法及び荷重の組合せと許容限界については，「(3) 地震力の算定方法」及び

「(4) 荷重の組合せと許容限界」に示す建物・構築物及び機器・配管系を適用する。 

 

 (7) 地震による周辺斜面の崩壊に対する設計方針 

耐震重要施設及び常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設については，基

準地震動Ｓｓにより周辺斜面の崩壊の影響がないことが確認された場所に設置する。 

なお，耐震重要施設及び常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設周辺にお

いては平坦な造成地であることから，地震力に対して，施設の安全機能及び重大事故等に対処するため

に必要な機能に重大な影響を与えるような崩壊を起こすおそれのある斜面はない。 
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Ⅲ-1-1 耐震設計の基本方針 
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 1 

 

1. 耐震設計の原則 

加工施設の耐震設計は，以下の項目に従って行い，想定されるいかなる地震力に対して

も，これが大きな事故の誘因とならないよう加工施設に十分な耐震性をもたせる。 

(1) 建物・構築物は，十分な強度・剛性及び耐力を有する構造とする。 

(2) 加工施設の耐震設計上の重要度を，地震により発生する可能性のある環境への放射線

による影響の観点からSクラス，Bクラス及びCクラスに分類し，それぞれ重要度に応じ

た耐震設計を行う。 

(3) 前項のSクラス，Bクラス及びCクラスの施設は，地震層せん断力係数に各々の重要度に

応じた係数を乗じた値に基づく地震力に対して耐えるように設計する。 

(4) Sクラスの施設は，基準地震動Ssによる地震力に対してその安全機能が保持できるよう

に設計し，弾性設計用地震動Sdによる地震力に対して耐えるように設計する。 

また，Bクラスの設備・機器についても共振するおそれのあるものについては，動的解

析を行う。 

(5) Sクラスの施設に対し，静的地震力は，水平地震力と鉛直地震力が同時に不利な方向の

組合せで作用するものとする。また，基準地震動Ss及び弾性設計用地震動Sdによる地震

力は，水平方向及び鉛直方向について適切に組み合わせて算定する。 

(6) 加工施設の構造計画及び配置計画に際しては，地震の影響が低減されるように考慮す

る。 

 

2. 耐震設計上の重要度分類 

加工施設の耐震設計上の重要度を次のように分類する。 

(1) Sクラスの施設 

以下に示す機能を有する施設であって，環境への影響の大きいもの。 

a. 自ら放射性物質を内蔵しているか又は内蔵している施設に直接関係しており，その

機能喪失により放射性物質を外部に放散する可能性のあるもの。 

b. 放射性物質を外部に放散する可能性のある事態を防止するために必要なもの 

c. 上記のような事故発生の際に，外部に放散される放射性物質による影響を低減させ

るために必要なもの。 

(2) Bクラスの施設 

上記において影響が比較的小さいもの。 

(3) Cクラスの施設 

Sクラス，Bクラス以外であって，一般産業施設と同等の安全性を保持すればよいもの。 

上記に基づく耐震設計上の重要度分類については，添付書類「Ⅲ-1-3-1 重要度分類の

基本方針」に示す。 

なお，同添付書類には，当該施設を支持する建物・構築物の支持機能が維持されること

を確認する地震動についても併記している。 

 

3. 地震力の算定法 

設計用地震力は，以下の方法で算定される動的地震力及び静的地震力のうちいずれか大
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 2 

きい方とする。 

 

3.1  動的地震力 

動的地震力は，Sクラスの施設に適用することとし，基準地震動Ssから定める入力地震

動を入力として，動的解析により水平方向及び鉛直方向について適切に組み合わせて算

定する。 

また，弾性設計用地震動Sdによる地震力は，弾性設計用地震動Sdから定める入力地震

動を入力として，動的解析により水平方向及び鉛直方向について適切に組み合わせて算

定する。 

ここで，水平方向及び鉛直方向の地震力の具体的な組合せ方法としては，二乗和平方

根(SRSS)法，組合せ係数法等を用いる。また，弾性設計用地震動Sdは，基準地震動Ssに

0.5以上の係数を乗じて設定する。 

Bクラスの設備・機器のうち支持構造物の振動と共振のおそれのあるものについては，

上記Sクラスの施設に適用する弾性設計用地震動Sdの振幅に2分の1を乗じたものを用い

る。 

動的解析の方法等については，添付書類「Ⅲ-1-3-3 地震応答解析の基本方針」に示

す。 

 

3.2  静的地震力 

静的地震力は，Sクラス，Bクラス及びCクラスの施設に適用することとし，それぞれ耐

震クラスに応じて以下に示す方法により算定する。 

(1) 建物･構築物 

水平地震力は，地震層せん断力係数Ciに，次に示す加工施設の重要度分類に応じた係

数を乗じ，さらに当該層以上の重量を乗じて算定するものとする。 

Sクラス 3.0 

Bクラス 1.5 

Cクラス 1.0 

ここで，地震層せん断力係数Ciは，標準せん断力係数を0.2とし，建物・構築物の振動

特性，地盤の種類等を考慮して求められる値とする。 

Sクラスの施設については，水平地震力と鉛直地震力が同時に不利な方向の組合せで作

用するものとする。鉛直地震力は，震度0.3を基準とし，建物・構築物の振動特性，地盤

の種類等を考慮して求めた鉛直震度より算定するものとする。ただし，鉛直震度は高さ

方向に一定とする。 

なお，加工施設の建物・構築物でSクラスに該当する施設はない。 

(2) 設備・機器 

各耐震クラスの地震力は，上記(1)の地震層せん断力係数Ciに施設の重要度分類に応じ

た係数を乗じたものを水平震度とし，当該水平震度及び上記(1)の鉛直震度をそれぞれ

20%増しとした震度より求めるものとする。なお，水平地震力と鉛直地震力は同時に不利

な方向の組合せで作用するものとする。ただし，鉛直震度は高さ方向に一定とする。 
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 3 

4. 荷重の組合せと許容限界 

4.1  耐震設計上考慮する状態 

(1) 建物・構築物 

a. 通常運転時の状態 

加工施設が通常運転状態にあり，通常の自然条件下におかれている状態 

b. 設計用自然条件 

設計上基本的に考慮しなければならない自然条件 

(2) 設備・機器 

a. 通常運転時の状態 

加工施設が通常運転状態にある状態，ただし，警報等が設置されている場合は，圧

力及び温度が警報等の設定値以内にある状態 

 

4.2  荷重の種類 

(1) 建物・構築物 

a. 加工施設のおかれている状態にかかわらず常時作用している荷重，すなわち固定荷

重，積載荷重，土圧，水圧及び通常の気象条件による荷重 

b. 通常運転時の状態で施設に作用する荷重 

c. 地震力，風荷重 

ただし，通常運転時の状態で施設に作用する荷重には設備・機器から作用する荷重

が含まれるものとし，地震力には，地震時土圧，設備・機器からの反力等による荷重

が含まれるものとする。 

(2) 設備・機器 

a. 通常運転時の状態で施設に作用する荷重 

b. 地震力 

 

4.3  荷重の組合せ 

地震力と他の荷重との組合せは以下による。 

(1) 建物・構築物 

地震力と常時作用している荷重及び通常運転時の状態で施設に作用する荷重とを組み

合わせる。 

(2) 設備・機器 

地震力と通常運転時の状態で設備・機器に作用する荷重とを組み合わせる。 

(3) 荷重の組合せ上の留意事項 

a. Sクラスの施設に作用する動的地震力は，二乗和平方根(SRSS)法，組合せ係数法等に

より，水平方向と鉛直方向の地震力を適切に組み合わせて算定するものとする。 

b. Sクラスの施設に作用する静的地震力は，水平地震力と鉛直地震力が同時に不利な方

向の組合せで作用するものとする。 

c. 耐震クラスの異なる施設を支持する建物・構築物の当該部分の支持機能を確認する

場合においては，支持される施設の耐震クラスに応じた地震力と常時作用している荷

重及び通常運転時の状態で施設に作用する荷重とを組み合わせる。 
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 4 

なお，事故時の状態で施設に作用する荷重は，通常運転時の状態で施設に作用する

荷重を超えるもの及び長時間施設に作用するものがないため，地震荷重と組み合わせ

るものはない。 

 

4.4  許容限界 

各施設の地震力と他の荷重とを組み合わせた状態に対する許容限界は，以下のとおり

とする。 

(1) 建物・構築物 

a. Bクラス及びCクラスの建物・構築物 

安全上適切と認められる規格及び基準による許容応力度を許容限界として用い，十

分な強度を有していることを確認するとともに，この際に生じる変形が過大とならな

い十分な剛性を有することを確認する。 

b. 耐震クラスの異なる施設を支持する建物・構築物 

建物・構築物が，構造物全体としての変形能力(終局耐力時の変形)について十分な

余裕を有し，終局耐力に対して妥当な安全余裕をもたせることとする。ただし，耐震

クラスの異なる施設が，それを支持する建物・構築物の変形等に対して，その機能が

損なわれないものとする。 

なお，終局耐力は，建物・構築物に対する荷重又は応力を漸次増大していくとき，

その変形又は歪みが著しく増加するに至る限界の最大荷重負荷とし，既往の実験式等

に基づき適切に定めるものとする。 

c. 建物・構築物の保有水平耐力 

建物・構築物については，当該建物・構築物の保有水平耐力が必要保有水平耐力に

対して重要度に応じた適切な安全余裕を有していることを確認するものとする。 

(2) 設備・機器 

a. Sクラスの設備・機器 

(a) 基準地震動Ssによる地震力との組合せに対する許容限界 

構造物の相当部分が降伏し，塑性変形する場合でも，過大な変形，亀裂，破損等

が生じ，その施設の機能に影響を及ぼすことがないこと。 

(b) 弾性設計用地震動Sdによる地震力又は静的地震力との組合せに対する許容限界 

降伏応力又はこれと同等の安全性を有する応力を許容限界とする。 

b. Bクラス及びCクラスの設備・機器 

降伏応力又はこれと同等の安全性を有する応力を許容限界とする。 

なお，Bクラスの設備・機器で基準地震動Ssによる地震力に対して過大な変形等が生

じないように設計するものは，構造物の相当部分が降伏し，塑性変形する場合でも，

過大な変形，亀裂，破損等が生じ，その施設の機能に影響を及ぼすことがないことと

する。 

c. 動的機器 

地震時に動作を要求される機器については，解析又は実験等により，動的機能が阻

害されないことが確認されたものを用いる。 
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Ⅲ-1-3-1 重要度分類の基本方針 
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 1 

1. 概要 

本資料は，耐震設計上の重要度分類についての基本方針及びこれに基づいて分類した各

施設の重要度を示したものである。 

加工施設の耐震設計上の重要度を，地震により発生する可能性のある環境への放射線に

よる影響の観点からSクラス，Bクラス及びCクラスに分類する。 

 

2. 耐震設計上の重要度分類 

加工施設の耐震設計上の重要度を次のように分類する。 

 

2.1  機能上の分類 

(1) Sクラスの施設 

以下に示す機能を有する施設であって，環境への影響の大きいもの。 

a. 自ら放射性物質を内蔵しているか又は内蔵している施設に直接関係しており，その

機能喪失により放射性物質を外部に放散する可能性のあるもの。 

b. 放射性物質を外部に放散する可能性のある事態を防止するために必要なもの。 

c. 上記のような事故発生の際に，外部に放散される放射性物質による影響を低減させ

るために必要なもの。 

(2) Bクラスの施設 

上記において影響が比較的小さいもの。 

(3) Cクラスの施設 

Sクラス，Bクラス以外であって，一般産業施設と同等の安全性を保持すればよいもの。 

 

2.2  クラス別施設 

上記耐震設計上の重要度分類によるクラス別施設を以下に示す。 

分類に当たっては，設備・機器の放射性物質の内蔵量及び破損時の放射性物質の空気

中への移行に伴う一般公衆への放射線の影響を考慮する。 

 

(1) Sクラスの施設 

a. MOXを非密封で取り扱う設備・機器を収納するグローブボックス及びグローブボック

スと同等の閉じ込め機能を必要とする設備・機器であって，その破損による一般公衆

への放射線の影響が大きいもの及び内蔵するプルトニウム量の大きいもの 

 

(a) 原料MOX粉末缶一時保管装置を収納するグローブボックス 

(b) 粉末一時保管装置を収納するグローブボックス 

(c) ペレット一時保管棚を収納するグローブボックス 

(d) スクラップ貯蔵棚を収納するグローブボックス 

(e) 製品ペレット貯蔵棚を収納するグローブボックス 

(f) 均一化混合装置及びこれを設置するグローブボックス 

(g) 焼結炉(排ガス処理装置を含む。) 
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 2 

b. 上記a.に関連する設備・機器で放射性物質の外部に対する放散を抑制するための設

備・機器 

(a) グローブボックス排気設備のうち，Sクラスのグローブボックス及び設備・機器か

らグローブボックス排風機までの範囲 

なお，SクラスとBクラス以下のダクトの取合いは，手動ダンパの設置等によりB

クラス以下の排気設備の破損によってSクラスの排気設備に影響を与えないように

設計する。 

c. 上記a.及びb.の設備・機器の機能を確保するために必要な施設 

(a) 非常用所内電源設備 

 

(2) Bクラスの施設 

a. 核燃料物質を取り扱う設備・機器又はMOXを非密封で取り扱う設備・機器を収納する

グローブボックス及びグローブボックスと同等の閉じ込め機能を必要とする設備・機

器であって，その破損による一般公衆への放射線の影響が比較的小さいもの(ただし，

核燃料物質が少ないか又は収納方式によりその破損による一般公衆への放射線の影響

が十分小さいものは除く。) 

(a) MOXを取り扱う設備・機器(ただし，放射性物質の環境への放出のおそれのない装

置類，又は内蔵量の非常に小さい装置類を除く。) 

(b) 原料ウラン粉末を貯蔵するウラン貯蔵棚 

(c) Sクラスのグローブボックス以外のグローブボックス(ただし，固体廃棄物の廃棄

設備及びメンテナンス設備のグローブボックス並びに分析設備の一部のグローブ

ボックスを除く。) 

b. 放射性物質の外部に対する放散を抑制するための設備・機器であってSクラス以外の

設備・機器 

(a) グローブボックス排気設備のうち，Bクラスのグローブボックス等からSクラスの

グローブボックス排気設備に接続するまでの範囲 

c. その他の施設 

(a) 燃料加工建屋及び貯蔵容器搬送用洞道の主要なコンクリートしゃへい 

 

(3) Cクラスの施設 

上記Sクラス，Bクラスに属さない施設であって，一般産業施設と同等の安全性を保持

すればよいもの 

 

2.3  耐震設計上の留意事項 

(1) 一時保管ピット，粉末一時保管装置，燃料集合体貯蔵チャンネル等は，基準地震動Ss

による地震力に対して過大な変形等が生じないように設計する。 

(2) 上位の分類に属するものは，下位の分類に属するものの破損によって波及的影響が生

じないようにする。ただし，Bクラス以下のグローブボックスがSクラスのグローブボッ

クスにバウンダリを介さないで接続する場合であっても，Bクラス以下のグローブボック

スの破損による影響が壁等により接続部までと限定できる場合については，接続部の破
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Ⅲ-1-3-3 地震応答解析の基本方針 
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 4 

2. 建物の応答解析 

 

2.1  地盤モデル 

地盤は解放基盤表面から建物底面までを水平成層でモデル化し，地盤の単位体積重量

やS波速度等の地盤の諸定数は，地盤に関する調査を行った結果に基づいて設定するもの

とする。地盤の減衰定数は，基準地震動Ssの場合3%，弾性設計用地震動Sdの場合2%とす

る。 

 

2.2  入力地震動 

建物の地震応答解析モデルへの入力地震動は，解放基盤表面位置(T.P. -70m)で定義さ

れた基準地震動Ss及び弾性設計用地震動Sdに基づき，解放基盤表面から建物底面までの

地盤の影響を一次元波動解析により考慮して作成したものを用いるものとする。 

 

2.3  地盤-建物連成モデル 

建物の地震応答解析を行うための解析モデルは，水平方向は建物を曲げ変形とせん断

変形を考慮した質点系として，鉛直方向は軸変形を考慮した質点系とし，地盤を等価な

ばねで評価した地盤-建物連成モデルとする。 

地盤ばねについては，弾性波動論により評価を実施し，水平方向は建物底面下の地盤

を水平ばね及び回転ばねに，鉛直方向は鉛直ばねに置換する。 

建物の材料定数は関係諸基準に基づき設定するものとし，建物の減衰定数は3%とする。 

地震応答解析は時刻歴応答解析法で行い，質点の応答及び動的地震力を算定する。な

お，基準地震動Ssに基づく入力地震動による建物の地震応答解析結果は，建物及び内包

される設備・機器の耐震設計のために用いることとし，また，弾性設計用地震動Sdに基

づく入力地震動による建物の地震応答解析結果は，内包される設備・機器の耐震設計の

ために用いる。 

 

3. 構築物の応答解析 

 

3.1  地盤モデル 

入力地震動を算定するための一次元地盤モデルは，解放基盤表面から地震応答解析モ

デル底面までを水平成層でモデル化し，地盤の単位体積重量やS波速度等の地盤の諸定数

は，地盤に関する調査を行った結果に基づいて設定するものとする。地盤の減衰定数は

2%とする。 

 

3.2  入力地震動 

構築物である貯蔵容器搬送用洞道は，Bクラスの設備・機器を内包している。Bクラス

の設備・機器が貯蔵容器搬送用洞道と共振するおそれがある場合には，設備・機器の耐

震設計のため弾性設計用地震動Sdに対して振幅を1/2にした地震動による応答解析を行

う。 

貯蔵容器搬送用洞道の地震応答解析モデルへの入力地震動は，弾性設計用地震動Sdの
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 5 

1/2の地震動を用いて一次元波動解析により求める。 

 

3.3  地盤-洞道モデル及び解析方法 

貯蔵容器搬送用洞道の地震応答解析を行うためのモデルは，地盤-洞道の有限要素法で

モデル化する。 

常時応力解析結果を初期値として，引続き地震応答解析を行い，動的地震力を算定す

る。 

地震応答解析は，水平地震動と鉛直地震動同時入力による時刻歴応答解析を行う。 

 

4. 設備・機器の応答解析 

 

4.1  入力地震動 

設備・機器の地震応答解析の入力地震動は，基準地震動Ss，弾性設計用地震動Sdに基

づいた当該設備・機器の設置床における設計用床応答曲線又は時刻歴応答波とする。 

また，Bクラスの設備・機器で動的解析が必要なものに対しては，弾性設計用地震動Sd

に基づく設計用床応答曲線の応答加速度を1/2にしたものを用いるか，又は，弾性設計用

地震動Sdから定まる入力地震動の加速度振幅を1/2にしたものを入力として建物・構築物

の動的解析を行い，これより算定される設計用床応答曲線を用いる。 

 

4.2  解析モデル・解析方法 

(1) 解析モデル 

設備・機器の解析には，その形状を考慮して，1質点系はり又は多質点系はり，等分布

荷重連続はり又は有限要素法のモデルを用いる。 

(2) 解析方法 

設備・機器の地震応答解析は，原則として設計用床応答曲線を用いた応答スペクトル・

モーダル解析法による。応答スペクトル・モーダル解析法を採用する設備・機器の応答

の最大値は二乗和平方根(SRSS)法により求める。また，当該設備・機器の設置床におけ

る時刻歴応答波を用いる場合は，時刻歴応答解析法による。 

 

4.3  減衰定数 

設備・機器の地震応答解析に用いる減衰定数は，「原子力発電所耐震設計技術指針 

(JEAG 4601-1987)」，「原子力発電所耐震設計技術指針(JEAG 4601-1991 追補版)」に規定

された値とする。ただし，実験又は特別な研究によって信頼できる数値があればこれを

用いることができるものとする。 

 

5. 解析プログラム 

解析プログラムは，その信頼性が確認されたもので，既設の原子力施設及び一般の構造

物の構造解析等に使用実績を持つものとする。 

地震応答解析に使用する解析プログラムは，以下のとおりとする。 
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Ⅲ-1-3-4 機能維持の検討方針 
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3. 留意事項 

3.1  建物・構築物間相対変位に対する配慮 

異なる建物・構築物間の取合部については，十分安全側に算定された建物・構築物間

相対変位に対し適切な間隔を設けることとし，異なる建物・構築物間をわたる配管等の

設計においては，十分安全側に算定された建物・構築物間相対変位に対し，配管ルート，

支持方法又は伸縮継手の採用等でこれを吸収できるように考慮する。 

 

3.2  波及的影響評価に係る許容限界 

下位の分類に属する設備・機器が上位の分類に属する設備・機器に波及的影響が生じ

ないことを確認するための耐震計算を行う場合，「原子力発電所耐震設計技術指針(JEAG 

4601･補-1984)」に規定されている許容応力状態のうち，ⅣASを適用するものとする。 

 

3.3  電気計測制御装置の機能維持 

電気計測制御装置の機能維持の確認は，原則として各々の盤・器具等について解析又

は振動試験で行うものとする。 
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第1.1-10図 貯蔵容器搬送用洞道平面図                                図-イ-1-10 

第1.1-11図 貯蔵容器搬送用洞道断面図                                図-イ-1-11 

第1.1-12図 しゃへい扉の立面図及び断面図                            図-イ-1-12 

第1.1-13図 しゃへい蓋の平面図及び断面図                            図-イ-1-13 

 

1.2  その他のしゃへい扉の構造図 

第1.2-1図 その他のしゃへい扉の構造図                              図-イ-1-14 

第1.2-2図 その他のしゃへい蓋の構造図                              図-イ-1-17 

 

1.3  工事フロー図 

第1.3-1図 燃料加工建屋の工事フロー図                               図-イ-1-18 

第1.3-2図 貯蔵容器搬送用洞道の工事フロー図                         図-イ-1-19 
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イ-1-1 

1. 燃料加工建屋(その1)及び貯蔵容器搬送用洞道 

 

(1) 設置の概要 

燃料加工建屋(以下，「本建屋」という。)は，ウラン・プルトニウム混合酸化物(以

下，「MOX」という。)を加工する成形施設，被覆施設及び組立施設並びに核燃料物質の

貯蔵施設，放射性廃棄物の廃棄施設等を収容するための建屋であり，再処理施設のウラ

ン・プルトニウム混合酸化物貯蔵建屋の南側に隣接して設置する。 

また，ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵建屋とは地下に設置する貯蔵容器搬送用

洞道(以下，「本洞道」という。)を介して接続する。 

なお，第1回申請範囲は，地下2階及び地下1階のしゃへい扉(D16～D19)並びに地上1階

のしゃへい蓋(H9～H12)及びしゃへい蓋支持架台，地下3階及び地上1階の堰を除く本建

屋並びに本洞道である。 

 

(2) 準拠すべき主な法令，規格及び基準 

本建屋及び本洞道の準拠すべき主な法令，規格及び基準を第1.-1表に示す。 

 

(3) 設計の基本方針 

a. 本建屋及び本洞道は，十分な強度・剛性及び耐力を有する構造とする。また，本建

屋は，設置に適した条件を有する十分安定な地盤に支持させるものとする。 

b. 耐震設計に用いる基準地震動Ssは，「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」

及び「震源を特定せず策定する地震動」について，敷地における解放基盤表面におけ

る水平方向の最大加速度450cm/s2及び鉛直方向の最大加速度300cm/s2の地震動として

それぞれ策定する。 

c. 本建屋及びウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵建屋に対する本洞道接続部分は，

エキスパンションジョイントにより接続する。また，本建屋の基礎スラブ底面下には

サブドレンを敷設し，建物まわりの地下水位を低下させる。 

d. 本建屋及び本洞道は，敷地で予想される台風，異常寒波，豪雪等の自然現象によっ

てもその安全性が損なわれることのない構造とする。 

e. 本建屋及び本洞道は，仮に訓練飛行中の航空機が施設に墜落することを想定したと

きに，安全確保上支障のない構造とする。 

f. 本建屋及び本洞道の屋根及び壁等は，雨水等の浸入による漏水のおそれのない構造

とする。 

g. 本建屋及び本洞道は，耐震設計上の重要度に応じた耐震設計を行う。 

h. 本建屋及び本洞道内の管理区域は，漏えいの少ない構造とし，気体廃棄物の廃棄設

備により換気して，外気に対し負圧に維持する設計とする。気体廃棄物は，排気筒を

通して排気口から放出する設計とする。 

また，管理区域内の汚染のおそれのある部屋の床及び人が触れるおそれのある壁の

表面は，除染が容易で腐食し難い材料で仕上げる設計とする。 

i. 本建屋は，内部で取り扱う液体状の核燃料物質等が，施設外へ漏えいし難い構造と

する。 
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Ⅲ-1-3-6 設計用床応答曲線の策定方針 
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3 

3.2 解析方法の概要 

単純な1質点系が地震力を受けるときの運動方程式は次式となる。 

 

 0kuucxm ...................(3.2-1) 

 0uux  を代入すれば， 

 0kuuc)uum( 0 .............(3.2-2) 

 0u-mkuucum ................(3.2-3) 

 となる。 

 ここに， 

 m：質点の質量 

 k ：ばね定数 

 0u ：地震による基礎の変位 

 x：質点の絶対変位 

 u ：質点の基礎に対する相対変位 

 c：減衰定数 

 

建物･構築物の解析モデルのような多自由度系のモデルにおいては，各質点の質量，部材

定数から(3.2-3)式に相当する多元連立の運動方程式を組み立て，マトリックス表示すると

次式となる。 

 0}{}{}{}{ umukucum ..................................(3.2-4) 

ここに， 

m ：質量マトリックス 

c ：減衰マトリックス 

k：剛性マトリックス 

}{u ：変位ベクトル 

}{ ：入力ベクトル 

0u  ：入力地震動の加速度 

 

系の応答は(3.2-4)式を解くことによって得られる。 

(3.2-4)式で求められた建物・構築物の各質点の応答加速度の時刻歴を求め，この応答加

速度の時刻歴を(3.2-3)式の入力地震動の加速度 0u とし，減衰定数をパラメータとして，

周期 T についての応答最大加速度絶対値を算出し，床応答曲線を作成する。 

 

4. 設計用床応答曲線 

設備・機器の設計に用いる設計用床応答曲線は，前記 3．によって作成した床応答曲線

を周期方向に±10%拡幅した床応答曲線を用いることを原則とする。 

なお，基準地震動 Ss に基づく設計用床応答曲線は，基準地震動 Ss-1 及び Ss-2 による床

応答曲線を包絡，弾性設計用地震動 Sd に基づく設計用床応答曲線は，弾性設計用地震動

ｕO 

ｘ 

ｕ 

ｍ 

ｃ ｋ 
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4 

Sd-1 及び Sd-2 による床応答曲線を包絡したものとする。 

 

5. その他 

B クラスの設備・機器で動的解析が必要なものに対しては，弾性設計用地震動 Sd に基づ

く設計用床応答曲線の応答加速度を 1/2 にしたものを用いるか，又は，弾性設計用地震動

Sd から定まる入力地震動の加速度振幅を 1/2 にしたものを入力として建物・構築物の動的

解析を行い，これより算定される設計用床応答曲線を用いる。 
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Ⅲ-1-3-9 配管の耐震支持方針
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1. 概要 

配管の耐震設計を行う場合は，その配管の形状(口径，ルート)，設計条件(圧力，温

度，地震力等)及び設置場所を考慮し適切な支持条件(支持位置，拘束方向等)を決め，支

持構造物を選定する。 

本資料は，配管及び支持構造物の耐震支持方針をまとめたものである。 
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2. 基本方針 

2.1  配管の分類と解析方法 

配管は，耐震設計上の重要度分類，配管口径及び最高使用温度により，第2.1-1表の

とおり分類して各々に適した耐震設計を行う。 

 

第2.1-１表 配管の分類と解析方法 

耐 震 

重要度 

分 類 

配管分類 
多質点系はり 

モデルによる方法

標準支持間隔によ

る方法(注2)，(注3) 口 径 最高使用温度 

S 

100A以上 
151℃以上 ○ － 

151℃未満 － ○ 

80A以下 
151℃以上 － ○ 

151℃未満 － ○ 

B(注1) 

100A以上 
151℃以上 － ○ 

151℃未満 － ○ 

80A以下 
151℃以上 － ○ 

151℃未満 － ○ 

C 

100A以上 
151℃以上 － ○ 

151℃未満 － ○ 

80A以下 
151℃以上 － ○ 

151℃未満 － ○ 

記号 ○印：原則として適用する解析手法 

注1 共振のおそれのある場合には，動的地震力を考慮する。 

注2 耐震設計上の重要度分類Sクラス及びBクラスの配管は，配管の一次固有振動数

を建物・構築物の一次固有振動数より剛側に設定する剛領域設計を採用する。 

注3 配管形状が複雑な部分や配置上の制限から標準支持間隔法を適用することが適

切でない場合等については，多質点系はりモデルによる方法を適用する。 
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2.2  設計方針 

(1) 配管は，適切な支持を講じることにより地震力による応力の低減を図るものとす

る。最高使用温度が高く熱膨張による応力が過大となる場合には，その応力を低減

する方法を講じるものとする。 

(2) 支持構造物は，配管の地震荷重，熱荷重及び自重に対して十分な強度を持たせると

ともに，配管との共振を避けるために配管の剛性に対して剛となるような剛性を有す

るものとする。 

(3) 配管の支持間隔算出時には，腐食代を配管の剛性及び重量に適切に考慮するものと

する。 

 

2.3  設計手順 

配管のレイアウト，構造計画に際しては，建物・構築物，設備・機器，ダクト・ト

レイ等配管以外の設備との関連を十分考慮した上で，総合的な調整をして耐震設計を行

う。 

配管支持構造物の設計手順を第2.3-1図に示す。 
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第2.3-1図 配管支持構造物の設計手順 

設 計 原 則 系 統 図 設備・機器配置図 

主 要 配 管 図

大口径及び重要配管の 

概略ルート検討 

配管，ダクト，トレイ図

配管，ダクト，トレイ， 

設備・機器との総合調整 

配管支持構造物概念図 

配管支持構造物位置図 

埋 込 金 物 位 置 図 

工 場 製 作 

検     査 

据     付 

支持構造物製作図 

支持構造物製作図及び 

装置図作成 

仕   様   書 

①一般設計条件 

②概要，保証，検査， 

 試験 

配管支持構造物の設計 

①支持構造物型式の決定 

②取付位置の決定 

 熱応力・地震応力計算 

 標準支持間隔法 
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3. 配管の支持方針 

配管の各支持方法の考え方及び設計方針を以下に示す。また配管の支持点位置の設定

基準を第3.-1図に示す。 

3.1  多質点系はりモデルによる方法 

多質点系はりモデルにより解析を行う配管については，原則として適切な固定点か

ら固定点までを一つのブロックとして多質点解析(動的解析又は静的解析)を行い，支持

点，支持方法等を定める。 

多質点解析は，配管を多質点系はりにモデル化し，設計用地震力により配管に生ず

る応力，支持点の反力等を求める。 

ここでSクラス又はBクラスの配管に対する設計用地震力は，「Ⅲ-1-1 耐震設計の

基本方針」に示す方法で算定される静的地震力及び動的地震力のうち，いずれか大きい

方とする。 

 

3.2  標準支持間隔による方法 

標準支持間隔による方法は，直管部，曲がり部及び集中質量部等の標準的な要素に適

用する標準支持間隔法と，形状が複雑な部位に適用する個別解析法の2種類の手法があ

る。 

(1) 標準支持間隔法 

標準支持間隔法は，配管を等分布荷重連続はりにモデル化し，直管部，曲がり

部，分岐部及び集中質量を有する直管部の標準的な要素に分け，各要素の固有周期

及び設計用地震力による地震応力等が第3.2-1表に示す条件を満足するように支持間

隔を定める。また，配管全体としては各要素の組合せを考え，配管の支持点等を定

めるものとする。 

ここで各耐震クラスの配管に対する設計用地震力は，「Ⅲ-1-1 耐震設計の基本

方針」に示す方法で算定する。 

なお，標準支持間隔法において，耐震設計上の重要度分類Sクラス及びBクラスの

配管は，配管の一次固有周期を建物・構築物の一次固有周期より剛側に設定する剛

領域設計を採用する。 

また，グローブボックス内配管のように，支持構造物である設備・設備の応答の

増幅が考えられる配管については，配管が剛となるように支持間隔を設定し，地震

による過度の振動がないよう考慮する。 

(2) 個別解析法 

個別解析を行う配管については，形状が複雑な部位を含む適切な支持点から支持

点までを一つのブロックとして解析(動的解析又は静的解析)を行い，固有周期及び

設計用地震力による地震応力が標準支持間隔法による直管部最大支持間隔に対して

安全側となるように，支持点，支持方法等を定める。 

ここで各耐震クラスの配管に対する設計用地震力は，「Ⅲ-1-1 耐震設計の基本

方針」に示す方法で算定する。 
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始め 

配管ルート及び支持点計画 

fp:配管固有振動数算出 

fa:制限振動数 

fp＞fa 

σp:配管地震応力算出 

σa:許容地震応力

σp＜σa 

配管ルート及び支持点決定 

終了 

静的震度 設計用床応答曲線 

地震力の算定 

曲がり部，分岐部，集中

質量等の支持間隔設定 

標準支持間隔法 

標準支持 
間隔法以外 

No 

No 

Yes 

Yes 

(注 1) 

(注 2) 

(注 3) 

注1 標準支持間隔法の場合，直管部最大支持間隔

を設定する。 

 また，多質点系はりモデルによる方法及び

個別解析法の場合，配管ルート及び仮サポー

ト位置を設定する。 

注2 多質点系はりモデルによる方法及び標準支持

間隔法の場合，建物・構築物の一次固有振動

数より剛側に設定する。 

 また，個別解析法の場合，標準支持間隔法

による直管部最大支持間隔に対する一次固有

振動数とする。 

注3 多質点系はりモデルによる方法及び標準支持

間隔法の場合，「Ⅲ-1-3-4 機能維持の検討

方針」に示す許容限界とする。 

 また，個別解析法の場合，標準支持間隔法

による直管部最大支持間隔に対する地震応力

とする。 

第 3.-1 図 配管の支持点位置の設定基準 
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第3.2-1表 標準支持間隔算出条件 

項  目 条  件 

自重応力 40N/mm2以下 

一次応力（内圧＋ 

自重＋地震応力） 

「Ⅲ-1-3-4  機能維持の検討方

針」に示す許容限界 

配管一次固有周期(注1） 
建物・構築物の一次固有周期の

30％以上短周期側 

注1 配管一次固有周期に対する条件は，耐震設計上の重要度分類Sク

ラス及びBクラスの配管に適用することとし，Cクラスの配管に対

して本条件は適用しない。 
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3.3  設計方針 

(1) 高温配管の支持位置及び支持条件 

最高使用温度の高い配管は，熱膨張による応力を低減するために一般に柔に設計す

る必要がある。また，耐震上の要求からは，剛に設計する必要がある。したがって，

支持位置及び支持条件を決めるに当たっては，原則として次のような事項を考慮し，

地震並びに熱膨張による応力の制限を満足する設計を行う。 

a. 自重を支持するために，あるいは耐震上剛性を高めるために，配管を拘束する場合

には，配管の熱膨張による変位が少ない箇所にアンカ又はレストレイント等を設け

るものとする。 

b. 配管の熱膨張による変位がある特定の方向に大きい場合であって，その他の方向に

上記a.と同じ理由によって拘束する必要がある場合は，熱膨張による変位方向を拘

束せず，目的とする方向を拘束するガイド等を設けるものとする。 

c. 熱膨張による鉛直方向変位が大きい箇所で，配管の自重を支持する必要がある場合

は，スプリングハンガを用いる。なお，低温時と高温時の支持荷重が大きく異なる等

の理由により通常のスプリングハンガが使用できない場合は，コンスタントハンガを

用いる。 

d. 熱膨張による変位が大きい方向を，耐震上の要求から拘束する場合はスナバを用い

る。 

(2) 設計上の考慮事項 

a. 弁取付け部 

配管に弁等の重量物が取り付けられる場合，その近傍で耐震設計上の支持点を設

けることを原則とする。また，特に電動弁，空気作動弁等が取り付けられる場合に

おいては，地震時にその駆動部の偏心荷重により過大な応力が配管に生じないよう

に，必要に応じて弁駆動部を支持するものとする。 

b. 配管と設備・機器との接続部 

配管と設備・機器との接続部については，通常固定点として解析するが，地震力

及び熱膨張による接続部の変位が無視できない場合，これらの変位を考慮して解析

し，当該配管及びその支持構造物の設計を行う。 

c. 建物・構築物との相対変位に対する考慮 

建物・構築物間にわたって設置される配管については，地震時の相対変位を考慮

して設計するものとする。 

d. 異なる耐震クラス配管との接続部 

耐震Sクラス又はBクラスの配管が，弁等を境界として耐震Cクラス配管と接続さ

れ，境界となる弁等が耐震支持されていない場合には，その影響を考慮し原則とし

て境界以降第一番目の耐震上有効な軸直角2方向拘束点まで耐震Sクラス又はBクラス

の配管と同様に扱い設計を行う。 

e. 支持荷重に対する考慮 

配管の自重，熱膨張，地震力等によって配管支持構造物にかかる荷重に関して

は，これらの荷重に対して適切な支持構造物の設計を行うものとする。また，各支

持構造物，設備・機器のノズル部等に過大な荷重を生じさせないように適切に荷重
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を分配するように考慮するものとする。 

f. 隣接する配管に対する考慮 

配管が接近して設置される場合，地震力による変位によって配管相互が干渉しな

いように考慮する。また，保温材が取り付けられる配管については，保温材の厚み

及び地震変位を考慮し，配管相互が干渉しないように設計を行う。 
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4. 支持構造物の設計方針 

4.1  概要 

配管の支持構造物は，その目的，設置場所等によって各種の形状，構造を考慮して

いる。 

本章では，それらの支持構造物の代表的な種類，設計方法及び支持構造物の設計方

針について示す。 

 

4.2  支持構造物の種類 

(1) 支持ブラケット 

支持ブラケットの形状の代表例を第4.2-１図に示す。 

各々のブラケットは，山形鋼，H形鋼，みぞ形鋼等の圧延鋼材を組み合わせて用いる

ものとする。 

(2) 埋込金物 

埋込金物は，コンクリート打設前に設置し，そのまま埋め込まれるものと，コンク

リート打設後ケミカルアンカ，シンチアンカ等で取り付けられるものとに大別でき

る。 

いずれの場合も，支持ブラケットを十分剛に建物側に取り付けることができ，地震

時に生じる荷重に対しても十分に強度を有するものを選定し使用する。 

一般に支持ブラケットと埋込金物は，溶接で取り付けられる。 

(3) 支持方法 

耐震を目的とした支持は，アンカ，レストレイント等により行う。 

第4.2-2図に代表的な支持方法を示す。 

a. アンカ 

アンカは，ある点の変位，回転のすべてを拘束するものである。 

設備・機器との取合点等に構造的に設定される，多質点系はりモデルで計算する

場合は，アンカで区切られる部分を一区分として計算することを原則とする。 

b. レストレイント 

レストレイントは，ある方向の変位又は回転のみを拘束する。 

レストレイントには，架台式のもの，リジッドハンガ，Uボルト等がある。 
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第4.2-１図 支持ブラケットの代表例 
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アンカ 
レストレイント 

（一方向拘束） 

レストレイント 

（三方向拘束） 
リジッドハンガ 

 

 

 

 

 

 

Uボルトの2本掛けによるアンカサポート 

 

 

 

 

 

 

壁から直接アンカをとる場合の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

アンカ荷重が大きい場合の例 

 

 

 

 

軸方向拘束のレストレイント 

 

 

 

 

 

軸直角方向拘束のレストレイント 

 

 

 

 

Uボルト等に軸方向レストレイントを付加した場合 

 

 

 

 

 

一般的なレストレイントの例 

 

 

 

 

 

ロッドタイプのリジッドハンガ 

 

 

 

 

床から支持するリジッドハンガの例 

レストレイント 

（二方向拘束） 
ス ナ バ スプリングハンガ 

 

 

 

 

 

Uボルト等によるレストレイント 

 

 

 

 

一般的なレストレイントの例 

 

 

 

 

 

 

 

メカニカル式のスナバ 

 

 

 

 

 

 

 

配管直管部に使用する例 

 

 

 

 

 

配管曲がり部に使用する例 

第4.2-2図 代表的な支持方法の例
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4.3  支持構造物の設計方針 

(1) 設計方針 

a. 地震荷重，自重による荷重及び配管の熱膨張等により作用する荷重に対して，支持

構造物に生ずる応力が十分許容応力を下回るように設計するものとする。 

b. 支持構造物は，配管に対して剛となるような剛性を有する設計とする。 

(2) 支持ブラケットの設計方針 

支持ブラケットの設計に際しては，ブラケット取付け部形状及び荷重の方向等を考

慮してその基本構造を決める。 

ブラケット部材には原則として形鋼を用いるものとし．基本構造をモデル化して上

記(1)に示す設計方針を満足するように形鋼の種類及びサイズ等を適切に選定する。 

(3) 埋込金物の設計方針 

埋込金物にはコンクリート打設前に設定され，そのまま埋め込まれる直埋形埋込金

物とコンクリート打設後コンクリートに穴をあけて打ち込まれるケミカルアンカ又は

シンチアンカ等で取り付けられるものがある。 

直埋形埋込金物は鋼板又はH型鋼にスタッドジベルを溶接したもので，用途，荷重等

による数種類の形式に分類される。 

ケミカルアンカ及びシンチアンカ等は，コンクリート打設後に支持構造物の取付け

を行う場合等に使用するものとする。 

埋込金物の埋込図例を第4.3-1図に示す。 

埋込金物は，コンクリート強度，スタッドジベルの強度，ボルト強度及び板材の曲

げ強度により設計荷重があらかじめ確認されているものを用いる。 

(4) 支持構造物部品の選定方法 

配管支持構造物に使用するUボルト，ハンガ等の部品は，支持点の荷重が各々の支持

構造物部品の設計荷重以下になるように選定して使用する。 
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第4.3-1図 埋込金物の埋込図例 

支持ブラケット 

スタッドジベル 

スタッドジベル 

直埋形埋込図 

樹脂 

ケミカルアンカの埋込図 

シールド 

シンチアンカの埋込図 
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4.4  設計上の考慮事項 

配管支持構造物の設計については，前述の方針に従うとともに，下記についても十

分考慮した設計を行う。 

(1) 複数配管の並行設置に対する考慮 

2本以上の配管が共通に支持される場合，それらのうちで一番短い支持間隔に合わせ

て支持構造物を設けるものとする。 

(2) 座屈荷重に対する考慮 

リジッドハンガあるいはスナバ連結棒のような細長い支持構造物に対しては，座屈

強度に対して十分考慮した設計を行うものとする。 

(3) 建物強度に対する考慮 

大口径配管の支持構造物には，小口径配管と比較して大きな荷重が加わるため，配

管支持構造物だけでなく，配管支持構造物を取り付ける建物の強度についても十分考

慮し，必要に応じて補強等の処置を講ずるものとする。 
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